
資　料　２

2020年度

東京都政策連携団体  「経営改革プラン」評価シート

（最終）



団体名 所管局 ページ 団体名 所管局 ページ

1 （公財）東京都人権啓発センター 総務局 1 25（株）東京スタジアム オリンピック・パラリンピック準備局 174

2 （公財）東京都島しょ振興公社 総務局 6 26 多摩都市モノレール（株） 都市整備局 179

3 （公財）東京税務協会 主税局 11 27 東京臨海高速鉄道（株） 都市整備局 184

4 （公財）東京都歴史文化財団 生活文化局 16 28（株）多摩ニュータウン開発センター 都市整備局 190

5 （公財）東京都交響楽団 生活文化局 26 29（株）東京国際フォーラム 産業労働局 194

6 （公財）東京都スポーツ文化事業団
オリンピック・パラリンピック準備局
教育庁

32 30（株）東京臨海ホールディングス
港湾局
産業労働局

201

7 （一財）東京マラソン財団 オリンピック・パラリンピック準備局 38 31 東京交通サービス（株） 交通局 209

8 （公財）東京都都市づくり公社 都市整備局 43 32東京水道（株） 水道局 215

9  東京都住宅供給公社 住宅政策本部 53 33 東京都下水道サービス（株） 下水道局 226

10（公財）東京都環境公社 環境局 64

11（公財）東京都福祉保健財団 福祉保健局 76

12（公財）城北労働・福祉センター
福祉保健局
産業労働局

83

13（公財）東京都医学総合研究所 福祉保健局 89

14（社福）東京都社会福祉事業団 福祉保健局 94 合　計　団　体　数

15（公財）東京都保健医療公社 病院経営本部 102 　 ３３団体

16（公財）東京都中小企業振興公社 産業労働局 115 　　 　公益財団法人　　２０団体

17（公財）東京しごと財団 産業労働局 123  　　　一般財団法人　　　２団体

18（公財）東京都農林水産振興財団 産業労働局 130 　 　　社会福祉法人　　　１団体

19（公財）東京観光財団 産業労働局 137 　 　　特別法人　　　　　１団体

20（公財）東京動物園協会 建設局 144 　　 　株式会社　　　　　９団体

21（公財）東京都公園協会 建設局 151

22（公財）東京都道路整備保全公社 建設局 155

23（一財）東京学校支援機構 教育庁 162

24（公財）東京防災救急協会 東京消防庁 167

目　次



戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

長期的な視点に立っ
た人材育成

人材育成方針の見直し

・新人事制度及び人材
派遣の見直しについて
検討案を策定した。
・能力・経験に基づく職・
職責の分化を図り人材
育成を図ることを計画

・専門員に「係員」→「主任」→「課長代理」の職層の導
入を検討
・職種・職責に応じた給料表の導入を検討
・専門的業務に従事する者・職に相応しい任用給与制
度構築を目指す
・人材派遣職員制度の是正

・将来に向けて有為な人材の育成及び組織（事
業執行体制）の拡充・強化を図るため、新たな人
事制度を構築するとともに、その着実な運用に
向け、所要の規程整備や事業執行体制の見直
しなどを行っていく。

進行管理の充実

・業務報告会議を継続
実施する。
・東京2020大会開催に
向けた事業を着実に実
施するとともに、大会レ
ガシー創出のための事
業展開に向けた進行管
理を実施する。
・進行管理の充実のた
め所要の組織改正を実
施し、中期計画を策定

・業務報告会議を継続
して定期開催
・特に重要な事業は、個
別の進行管理会議を実
施し、迅速・確実な進行
管理を行った。
・事業に関する総合的
な企画や進行管理を行
う戦略的な組織として企
画広報課を設置し、事
業構築の核となる中期
計画を策定した。

・引き続き、事業体系ごとの工程線表に加え、個別具
体の事業ごとに企画書並びに詳細な進行管理表を作
成し、進行管理のレベルアップを図っている。
・東京2020大会に関連した2019年度から2020年度の
大会開会までの期間の「人権連続講座」の企画・進行
管理については、従来の「業務報告会議」に加え、月
に２回程度、理事長以下職制と担当専門員を構成員
とした個別の進行管理会議を開催した。その際、オン
ライン等を活用して計画的に実施した。
・次年度予算や事業計画を決定・承認する理事会及
び評議員会において、2021年度からの中期計画に基
づき、次年度の事業計画や目標をより詳細・具体的に
示した年度計画を提示し、審議の上承認を得た。
・人権啓発に関する事業全体の企画・計画、調整、進
行管理、広報、情報の収集・提供、調査研究業務を集
約して実施する戦略的組織として、企画広報課を設置
した。
・上記組織改正に加え、2021年度に向け、啓発事業充
実に係る所要の人員措置（増員）の実現のために東
京都と調整を実施した。

・引き続き、業務報告会議を定期的に実施する
ことで、企画事業の質の向上を確保するととも
に、中期計画等を踏まえた進行管理を徹底し、
効果的・効率的に事業を執行していく。併せて、
事業実施後に効果検証を行い、事業の必要性
を見据え、果敢に再構築、見直しを実施してい
く。
・中期計画等に掲げる目標を着実に達成し、より
質の高い事業を実施していくためには、適時適
切な評価・検証が必須であることから、年度途
中において実績に基づく目標達成状況の確認・
検証を行う。

職員提案による業務
改善

職員提案のうち、生産
性の向上や働き方改革
につながるものから優
先して実施

アンケート形式で職員
提案を募集し、コロナ禍
での業務推進に資する
ものから優先して対応

・新型コロナウイルス感染症への対応として、事業や
仕事の進め方の見直しを求められるなか、2021年度
の事業を踏まえ、テレワーク対応のパソコンの購入や
Wi-Fi環境の整備を行った。

有

・引き続き、業務の効率化や都民サービスの向
上に資する等の観点から、形態にこだわること
なく職員提案を広く募集していく。なお、DX推進
やポスト・コロナを踏まえ、生産性の向上や働き
方改革、デジタル化につながる提案について
は、優先的に採用し、可及的速やかに実施して
いく。

◇　上記説明のとおり、３年後の到達目標達
成に向けて、組織体制の強化に係る所要の
計画を滞りなく実施することができた。また、
コロナ禍に屈することなく、2019・20年度は
オンライン配信など新たな工夫を施したほ
か、企画展を別途３回実施するなどした結
果、2017年度から４年間の事業回数として
72回を確保した。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・専門的業務に従事する者・職に相応しい任用給与制度構築に向け、新人事制度について概要骨子案を作成し、都と調整に入った。
・工夫を凝らして進行管理会議を運営するとともに、事業全体の企画・計画、調整、進行管理、広報等を担う戦略的組織として企画広報課を設置し、企画・進行管理の充実を図っ
た。併せて、センタ―が東京都政策連携団体としての責務を確実に果たしていくため、長中期的な視点に立った総合計画として「中期計画」を策定した。
・職員提案については、コロナ禍における業務推進につながる提案から優先して対応した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都人権啓発センター 評価年度：2020年度

組織体制の強化　 第２期プランとの関係

財団固有人材の育成及び業務改善の推進 戦略番号

◇　当法人に相応しい高い専門性と職業意
識を有する人材の育成・確保のためには、
長期的視点に立った人材育成とそれに見
合った処遇の改善が必要不可欠であること
から、事業執行体制に関する課題とその解
決の方向性について具体的に検討を進め
た。

◇　2019年度に開始した「業務報告会議」等
の取組に加え、「中期計画」策定に係る検討
などを契機として、適時適切な進行管理によ
る計画的な業務執行が組織全体に定着して
きた。特に、2020年度は、コロナ禍の下でテ
レワークを導入したことに伴い、「業務報告
会議」のオンライン化、実施回数の最適化を
図るなど進行管理の最適化に努め、事業の
着実な進捗を確保した。
　さらに、同年度、企画広報課を新たに設置
し、事業全体の企画・計画、総合調整、進行
管理、広報等を戦略的に進めるとともに、複
雑・多様化する人権課題に的確に対応すべ
く、新たに「中期計画」を策定し、法人が進む
べき近未来の方向性や重点的に取り組むべ
き課題を全職員が共有し、一丸となって邁進
する環境を整備した。
　2021年度以降、「中期計画」に掲げた目標
の達成に向け、進行管理の一層の充実・徹
底を図るとともに、個別の事業について、企
画から実施、検証までを着実に行う方策を
講じていく。

◇　テレワーク対応のパソコンの購入やWi-
Fi環境の整備など、職員提案の内容は、法
人全体における事業執行体制の見直しに及
ぶマクロなものから、個々の職員の事務の
改善・効率化といったミクロなものまで様々
であるが、実現可能なものから速やかに実
施していくことで、法人全体の業務改善にお
いて着実に成果をあげた。今後とも、全職員
に対し、常に新たな視点で所管業務を点検
し、課題解決に向け積極的に取り組むことを
訴求していく。

長期的な視点での人材育成や業務執行体制の効率化を推進することで、新たな人権課題等にも的確に対応できるよう組織体制を強化する。このことにより、東京都が「2020年における実行プラ
ン」で掲げている、東京都人権プラザで実施する都民講座や子供人権教室などの事業回数80回程度（2017年度から４年間）を達成する。

継続 1

・引き続き、研修実施計画(年
次) を策定
・職務に役立つ知識・経験を取
得するため、職員を各種セミ
ナーや人権関係団体の開催す
る集会・イベント等行事に積極
的に参加させた。

・進行管理会議「業務報告会
議」を継続して実施
・特に重要な事業は、個別の進
行管理会議を実施し、迅速・確
実な進行管理を行った。
・従前、おおまかな実施日程の
みであった次年度事業計画
を、より詳細・具体的に策定す
ることとした。
・令和２年度東京都政策連携
団体等職員配置計画において
広報及び進行管理体制の強化
を目指した計画を策定

職員提案のうち、生産性の向
上や働き方改革につながるも
のから優先して実施
（10件）
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戦　略 ②／ 4

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

研修事業収入の拡大

・改定の実施
・自治体からの受託等事
業の実施
・区市町村へのＰＲ活動等
の実施、事業の適宜見直
し
・民間団体等を活用した講
師確保の検討
・専門員を活用した新たな
人権研修講師派遣事業の
実施

・2020年４月に研修講師派
遣の出講料を改定した。
・2018年度から受託してい
る港区の区民向け人権連
続講座を実施
・役員が自治体を訪問し、
新たな受注獲得に向けた
営業活動を実施
・専門員を活用した人権研
修講師派遣事業を実施
・人権研修講師の出講回
数（330回→176回　46.7％
減）、研修事業収入
（14,193千円→10,598千円
25.3％減)

・４月に「研修講師出講事業」の出講料を改
定したが、事前に周知を徹底したため、円滑
に移行が進んだ。
・港区以外の自治体からの受託に向け、役員
が区市町村等を訪問し営業活動を行い、更
なる受注獲得に努めた。
・３年目となった「港区人権連続講座」につい
て、発注元である港区の意向を確認し、内容
を一新して実施した。
・収入拡大のため、2020年度から新たに実施
した専門員を活用した専門員派遣研修事業
について、専門員を講師として延べ13団体に
派遣した。
・講師、専門員の派遣は、コロナ禍によりキャ
ンセルが相次ぎ激減したが、オンライン研
修、録画による研修など新たな取組を実施し
た。

有

・新型コロナウイルス感染症の影響を受け、止む
を得ず出講機会の減となった「研修講師出講事
業」について、オンライン化を促進するなど工夫
を施し、代替実施に向け積極的に取り組んでい
く。
・引き続き、自治体等の人権啓発担当者のニー
ズや研修受講生の声（要望）に即応した事業を実
施することにより、ユーザーの満足度向上を図
る。
・自治体からの受託等事業の拡大に向け、区市
町村に対し、積極的にPR活動を行っていく。
・委託者のニーズや最新の人権課題等に即した
カリキュラムの提案など、魅力に富んだ事業を実
施する。

賛助会費収入額の確
保

・1,160千円以上の収入額
の確保
・適宜、収入増に向けた取
組の検討、実施

・団体会員と個人会員の合
計で1,174千円の収入を確
保
・法人会員　加入３・退会
１、個人会員　加入５・退会
４

・引き続き、センターが発行しているTOKYO
人権をはじめ、講座、学習会等の行事の実施
時などの機会を捉え、積極的にＰＲ活動を
行っている。
・HPの掲載方法を見直し、賛助会の認知度
向上を図った。

・2021年度に予定している「HPのリニューアル」
にあわせ、問合せ用のメールフォームを掲載する
など、「賛助会員制度」のＰＲ強化を図る。
・センターの情報誌「TOKYO人権」への募集案内
の掲載をはじめ、講座、学習会等、各種行事の
実施機会等を捉え、積極的且つ多面的にＰＲ活
動を行っていく。
・引き続き収入増に向けた取組の検討を進めて
いく。

◇上記のとおり、新型コロナウイルス感
染症の影響により、研修事業収入の拡大
は果たせなかったものの、賛助会費につ
いては、３年度の到達目標に向けた行動
計画を予定どおり実施した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・研修講師派遣の出講料の
改定に関し、クライアントへの
周知を図った。
・2018年度から受託している
港区の区民向け人権連続講
座を実施
・上記港区人権連続講座を
都区市町村連絡会議等で広
報
・専門員を活用した人権研修
講師派遣の仕組みを検討

・３月末時点の実績で団体会
員と個人会員の合計で1,122
千円の収入を確保
・新たな寄附金の仕組みに
取り組み所要の規程整備等
を行ったが、当該取組にかか
る相手団体の都合により進
捗は停滞している。

◇　「研修講師出講事業」の出講料を改
定し、研修事業の収入増を図った。
　「港区人権連続講座」は、発注元である
港区の要請に沿って、新型コロナウイル
ス感染症に配慮しつつ、内容を一新して
実施した。また、都区市町村連絡会議の
場における広報のほか、役員による区市
町村等への営業活動など、新たな受託に
向けた取組を行った。
　新たな取組である専門員を活用した「専
門員派遣研修事業」についても、延べ13
団体に専門員を派遣するなど、着実に成
果を挙げた。
　講師、専門員の派遣は、コロナ禍に伴っ
てキャンセルが相次いだが、派遣先・講
師等の意向も踏まえて、オンラインでの実
施に切り替えるなど、フレキシブルな対応
に努めた。
    新たに事業のオンライン配信の取組を
進めた一方、人権研修講師の出講回数
は、コロナ禍を危惧する派遣先の都合に
より2019年度比46.7％減となったため、研
修事業収入は、2019年度比25.3％減の
10,598千円に留まった。

◇　団体会員に対する継続加入の依頼
や積極的なＰＲの実施、HPへの「賛助会
の案内」バナーの表示による認知度向上
の取組等による新規個人会員の確保に
より、目標を達成できた。
　今後とも、行事、講座や学習会などの機
会を活用した広報やＨＰでの周知方法の
改善などにより積極的なＰＲを展開し、公
益財団法人という制約的な枠組みの中
で、できうる限り自主財源の確保に努め
ていく。

研修講師出講事業の出講料の改定や研修受託等の拡大、賛助会員の確保等に取り組むことで、可能な限り自主財源を確保（研修事業の収入12,461千円以上、賛助会員受取会費1,160
千円以上）し、都民のニーズや財団に寄せられる期待に応えるための独自事業を実施する。

継続 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・2020年４月に研修講師出講事業の料金改定を行った。
・港区から受託している区民対象の人権連続講座について、前年実績を踏まえた検討を行い内容を一新して実施するとともに、役員が自治体を訪問して営業活動を行い、新
たな受注獲得に努めた。
・講師を委嘱して派遣している研修講師出講事業に加え専門員を派遣する新たな人権研修事業を2020年度から実施し、延べ13団体に専門員を派遣した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

研修事業収入・賛助会費収入の確保 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都人権啓発センター 評価年度：2020年度

自主財源の確保 第２期プランとの関係

-2-



戦　略 ③ ／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

体験学習会の充実
・実施回数24回
・アンケート意見を踏ま
えた事業の見直し

・実施回数23回
・アンケート意見を踏ま
えた事業の見直し

・補助犬（盲導犬・聴導犬）ユーザーを講師とした講話や
補助犬デモンストレーション、LGBT学習会、アイヌ文化体
験学習会や、東京2020大会開催を念頭に置いた障害者
スポーツ（車椅子バスケットボール、ブラインドサッカー）
体験学習会などを、小中学校からの要望に合わせてオー
ダーメイドで実施した。
・１学期は、新型コロナウイルス感染症の影響で申込みが
ほとんどなかったが、２学期の申込みは復調し、最終的に
23回の実施となった。
・実施校を対象に行ったアンケートによれば、「学習会が
児童・生徒にとって人権を考えるきっかけとなった」という
高評価を得られた。

有

・アウトリーチ活動に活用可能な展示内容及びICT技術
等の活用を検討していく。併せて、人権プラザのコンテ
ンツの一層の活用に向け、都庁各局等への情報提供・
利用要請を行っていく。

・例年予算枠を超える申込みがある事業であり、さらに
魅力的な体験学習会を実施し且つ実績をあげること
で、アウトリーチ活動の内容を高め、積極的な展開を図
る。併せて、今後の事業拡充を視野に、都及び区市町
村の教育委員会並びに小中学校との連携を強化して
いく。

出張展示と講師派遣
事業の充実

・出張展示実施回数15
回。うち新しい場所での
出張展示１回
・アンケート意見を踏ま
えた事業の見直し
・専門員を活用した新た
な人権研修講師派遣事
業の実施

・７回実施

・展示のアウトリーチ活動として、自治体の人権啓発行事
の実施時にパネル展示を行い、プラザのＰＲの場として活
用した。

・今年度は新型コロナウイルス感染症の影響で、出張対
象の行事が中止となったことなどにより、2019年度に比べ
実施回数が半減している。

有

・アウトリーチ活動の積極的な展開に資するよう、アン
ケートを活用してユーザーとなる団体のニーズを正確
に探り、それに的確に応えていくとともに、学校等にお
ける出張展示を充実させていくため、都及び区市町村
の教育委員会や各種教育機関等との連携を図ってい
く。
・専門員を派遣する「専門員派遣研修事業」を着実に実
施していく。

・自治体・教育機関や企業に対しては、「講師派遣事
業」にとどまらず、「指導者養成講座」を実施するととも
に、2020年度に開始した「区市町村と企業の人権実務
担当者向けの連続講座（10回）」を引続き実施するな
ど、対企業側向けの取組を着実に進めていく。

新たな特別展示の検
討、制作

民間団体との連携によ
る新たな特別展示の制
作

民間団体との連携によ
り、特別展示の更新とと
もに既存展示も見直し、
12月にリニューアルオー
プン

・民間団体の知恵を活用し、12月から当事者（障害者）を
起点（発想の源）とした特別展示を展開している。
・特別展示の更新にあわせ、既存展示も新たな人権課題
に対応すべく拡充強化し、展示室全体をリニューアルし
た。
・３月には体験・交流型の新たな事業として、発明プロジェ
クトのキックオフトークショー・第１回ワークショップを実施
した。

・当事者（障害者）等との体験・交流型イベントを実施
し、その内容を動画等を用いて積極的に公開すること
で、啓発効果をアップさせる。

・イベント実施に当たり、民間等と連携し、その知見を
活用することにより、より普及啓発効果の高い事業を
実施していく。

・都民講座における募
集定員に対する参加
者数の割合の維持・
向上

・都民講座における参
加者アンケートにおい
て、「この講座が、人
権について考えるきっ
かけになった」と回答
する者の割合の維
持・向上

・募集定員数に対する
参加者数の割合の維
持・向上
（過去３か年平均90％以
上）
・講座開催広報の政策
連携団体等との連携

・参加者アンケートにお
いて「人権について考え
るきっかけになった」と
回答する者の割合の維
持・向上
（目標値　80％）

・都民講座を４回実施し
た。募集定員に対する
会場参加者数の割合
は、第１回から第３回ま
での平均で88.3％（第４
回はオンラインのみで実
施）
・アンケートで「人権につ
いて考えるきっかけと
なった」と回答した者の
割合は、76.7％

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か
ら、会場の定員を従前の定員の半数である40名に絞った
一方、新たな試みとして、並行してオンライン配信（録画、
ライブ）を行った。
・各回会場定員40名に対して、第１回は30名（録画配信再
生回数50回）、第２回は38名（ライブ配信視聴者33名）、
第３回は38名（ライブ配信視聴者44名、録画配信再生回
数261回）の参加があった。人権プラザ休館に伴い、オン
ラインで実施した第４回については、139名の参加となっ
た（ライブ配信視聴者）。
・アンケート結果で、「人権について考えるきっかけとなっ
た」と答えた者の割合は全４回の平均で76.7％であった。

・2019年度　５回開催（第６回は中止）　参加者436名
　2020年度　４回開催　参加者322名（うち216名はライブ
配信視聴者）、録画配信再生回数311回

有

・ポスト・コロナ時代を見据えて積極的に事業のDX化を
推進し、「都民講座」におけるQOSの向上を図るため、
オンライン配信を推進する。一方、オンライン化に伴う
負の要素として、デジタルデバイドへの対応が必要とな
ることから、従前の会場での対面型による実施の可能
性を探り、当該方法も併用したハイブリッド型での事業
実施を目指していく。

・「都民講座」の参加者数の維持・増加に努めるととも
に、「都民講座」におけるQOSの向上に向け、参加率の
みならず、講座の内容が人権啓発の質の向上につな
がるよう努める。このため、参加者アンケート中、「人権
について考えるきっかけになった」という回答の割合に
も注目して、事業の改善に活かしていく。

◇　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、
新たにオンライン配信を試み、第１回から第３回までの
「都民講座」は対面・オンライン併用のハイブリッド型で
実施し、多数の参加者を得た。第４回はオンラインのみ
の実施としたが、100名を超える参加となった。なお、同
回については、デジタルデバイド対応として、講座内容
を録画した映像の上映会を企画した。
◇　講座のオンライン化に伴い、会場の定員に縛られる
ことなく、多数の視聴参加が可能となることから、テーマ
設定を工夫し、新たな視点を取り入れながら、より広い
層に対して有効かつ着実にアプローチすることで、人権
啓発の質を高め、着実に成果を挙げていく。

◇　民間団体の知恵を活用し、障害当事者を起点とした
特別展示を更新するとともに、既存展示の拡充強化も図
るリニューアルを実施した。併せて、コロナ禍に屈せず、
知事を招聘したリニューアルオープニングイベントを開
催し、イベントを録画配信することで、広く人権プラザの
リニューアルをPRした。
◇　体験・交流型の新たな事業として、「発明プロジェク
ト」を開始し、キックオフトークショー・第１回ワークショッ
プの様子を収録した動画を公開した。

◇　新型コロナウイルス感染症の影響により、対2019年
度で申込みの減少が不可避となり、結果、「出張展示」
は目標未達となった。
　学校や企業等に対する人権啓発の有効性を高めるた
めに、アウトリーチ活動を積極的に展開することが必要
であり、コロナ禍の下での最適の事業展開手法について
検討していく。

◇　上記のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響が
あったものの、概ね３年度の到達目標に向けた行動計
画を予定どおり実施した。

民間団体の協力を得て
の、新たな特別展示の検
討に着手すると共に、所要
予算の見積りを実施

・都民講座を５回実施し、
募集定員に対する参加者
数の割合は、93.6％
・アンケートで「人権につい
て考えるきっかけとなった」
と回答した者の割合は
75.3％

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・実施回数29回（申込数57
件）
・アンケート意見を踏まえ
た事業の見直し

・35回実施（うち新しい場
所での出張展示13回）
・主催者へのアンケートの
本格実施、アンケート意見
を踏まえた事業の見直し

体験学習会を24回、出張展示を15回実施するとともに、新たに実施するアンケートの意見を踏まえた事業の見直しにより質を向上させ、東京都人権プラザの外部での啓発機会を拡充する。さらに、新たな特
別展示の制作、都民講座の実施（募集定員数に対する参加者数の割合を３か年平均90％以上）により、東京2020大会の開催等を契機として人権課題に対する都民の関心を高めていく。

継続 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け、体験学習会、出張展示ともに2019年度の実績件数から大幅な減となっている。
・一方で、体験学習会については、時宜を踏まえたものとなるよう努めた結果、「生徒にとって人権を考えるきっかけとなった」という高い評価を得ることが出来た。
・特別展示について、東京2020大会の開催も踏まえ、大会のレガシーを視野に、2020年12月から新たに障害者理解に向けた展示を展開している。
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、都民講座については、第１回から第３回までの講座は、会場での対面方式による実施に加え、オンライン方式も併用した。なお、第４回
は人権プラザの休館に伴い、オンラインのみで実施した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

啓発事業の拡充及び質の向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都人権啓発センター 評価年度：2020年度

啓発機会の拡大と実施事業の質の強化　 第２期プランとの関係

-3-



戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

自治体が実施する人
権研修の受託に向け
たPR活動等の実施

・区市町村へのＰＲ活動等
の実施
・事業の適宜見直し

・新規受託の獲得に向け、
役員が区市町村等に営業
活動を実施
・2018年度から港区から受
託して実施している人権啓
発事業については、全４回
を実施

・港区からの受託事業については、10月から11
月にかけて全４回の連続講座を実施し、コロナ
禍の下ではあるが、相当数の参加者を集めるこ
とができた。
・港区の受託事業は、当初の予定どおり３か年
で終了となるため、次年度における他自治体か
らの受託に向け、役員が区市町村等に対し、営
業活動を行った。

・自治体の人権研修受託に向け、人権施策推進
都区連絡会全体会などの場を活用したPR活動
のほか、役員が区市町村等に出向き、積極的に
営業活動を行う。

展示室の入場者数の
増加

・展示室入場者数6,000人
・都内学校の社会科見学受
入れ増の取組

展示室の入場者数1,500人
（前年度比82.4％減）

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
観点から、４月１日から６月２日まで及び12月24
日から3月31日までの間プラザを臨時休館し、リ
ニューアルに伴い、11月２日から12月12日まで
展示室を閉館した。
・コロナ禍の下、学校の児童・生徒や教職員、地
方自治体職員等の施設見学が中止・延期され
たほか、昨年50校を超える受け入れがあった修
学旅行については全てキャンセルとなるなど、
2019年度に比べ、展示室の入場者数は大幅に
減少した。
・一方で、人権啓発センターホームページのアク
セス回数は、128％増加の1,152,016件となり、人
権啓発機会に関する根強いニーズが確認でき
た。

有

・人権プラザのQOSの向上を図るため、引き続
き、多くのユーザーのニーズを踏まえた来館者
へのサービス提供に努める。
・都内学校に対する啓発充実を目的とした社会
科見学受入れ強化のため、Webを活用したPR活
動を行うとともに、2020年度に新たな設置した特
別展示ゾーンも有効に活用し、学習プログラム
を開発する。

効果的な交通広告の
検討

現状、施設のアクセス案内
のみの広告看板の更新を
検討

広告看板の更新に向け、契
約手続を進めた。

・最寄の都営地下鉄３駅（三田線芝公園駅、浅
草線大門駅、大江戸線大門駅）に設置した広告
看板の設置を継続している。
・人権プラザのリニューアルにあわせ、新たな特
別展示の広報を掲示するなど、より一層都民の
興味・関心を喚起し得るよう、広告看板のデザイ
ン更新に向け、契約手続を進めた。

・分かりやすく、かつ、より一層都民の興味・関
心を喚起し得るよう、広告看板のデザインを更
新する。
・DX推進を見据え、HPをリニューアルするととも
に、HPのプラットフォーム化を図り、様々なWeb
サービスを活用しながら、多角的に情報の収
集・発信を行っていく。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

4

東京2020大会の開催を人権に対する都民の関心を高める好機と捉え、これまでのホームページなどの広報活動等に加え、新たに実施する自治体からの人権研修の受託に向けたＰＲ活動等
により、東京都人権プラザや財団への潜在的なニーズを掘り起こし、来館者の増加を目指す。2020年度にはプラザの主要施設の一つである展示室入場者数6,000人を達成する。
また、駅から施設までの案内情報も含めた交通広告を新たに実施することで、プラザの存在を周知するとともに、来館希望者の利便性を向上する。

・港区から受託している区民対象の人権連続講座について、前年実績や区の意向を踏まえた検討を行い内容を一新して実施するとともに、区市町村等に対し営業活動を行い、新
たな受注獲得に努めた。
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴うプラザ臨時休館や行事の中止・延期の影響を受け、来館者が大幅に減少した。
・2018年度から実施している近隣の都営地下鉄の駅における広告看板の掲出を経常実施している。
・広告看板に新たな特別展示を盛り込むとともに、施設の魅力をより訴求できる内容に更新するため、2021年度に向け契約手続を進めた。

継続

・2018年度から、港区から受
託して実施している人権啓
発事業について、区市町村
連絡会議でＰＲを実施
・上記港区からの受託事業
については、全５回を実施
・同事業の次年度の実施に
向けた検討を行っている。

展示室の入場者数8,543人
（前年度比3.6％増）

最寄の都営地下鉄駅での広
告看板掲出の継続

◇　港区からの受託事業については、新
型コロナウイルス感染症に配慮しつつ実
施し、相当数の参加者を集めた。また、
役員による区市町村等への営業活動な
ど、新規受託先の開拓に向けた取組を
行った。

◇　教員や地方自治体職員、都内小中
学校の生徒等の施設見学希望者に対し
て、来訪者ファーストの観点から、スケ
ジュールや内容を最大限相手方の要望
に合わせ、きめ細かい対応を行うことで、
継続的に来館数を確保している。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大に伴う人権プラザの休館
に加え、修学旅行のキャンセルなどもあ
り、2020年度の展示室の入場者数は大
幅な減とならざるを得なかった。

◇　地下鉄駅構内への広告看板掲出事
業を継続し、プラザのＰＲを行った。ま
た、人権プラザのリニューアルに併せ
て、広告看板のデザイン更新を進めた。

◇　上記のとおり、新型コロナウイルス感
染症の影響により展示室の入場者数の
増加は未達となったものの、それ以外
は、３年度の到達目標に向けた行動計
画を予定どおり実施した。

「経営改革プラン」評価シート
公益財団法人東京都人権啓発センター 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

東京都人権プラザのＰＲ強化

自治体へのＰＲや交通広告を活用したＰＲの強化

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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団体名： 公益財団法人東京都人権啓発センター 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

戦略①については、センターでは初となる長中期的な視点に立った総合計画として「中期計画」を策定し、団体の目指すべき将来像を全職員が共有し、一丸と
なって邁進する環境を整備した点を評価する。
戦略②については、コロナ禍の影響により、研修講師の出講回数こそ減少したものの、オンライン研修や録画した研修動画の配信を行うなど、コロナ禍を契機
に、より多くの人が人権情報にアクセスできる環境を整備したことを評価する。なお、賛助会費についても、自主財源を得られる事業が限られる中、積極的な
ＰＲ活動やＨＰでの周知方法の改善により、目標値を達成したことを評価する。
戦略③については、コロナ禍の影響により、体験学習会や出張展示の回数は減少しているが、民間団体の知恵を活用し、当事者（障害者）を起点（発想の源）
とした特別展示や、対面とオンラインを併用したハイブリッド型の都民講座を行うなど、創意工夫を評価する。
戦略④については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため臨時休館を行ったことから、来館者数の目標は未達となったものの、コロナ禍収束後の活
動を見据えて、役員による各自治体への営業活動や広告看板の更新に向けた検討を行うなど、意欲的に活動している。また、オンラインでの発信を強化した結
果、ＨＰへのアクセス回数を大幅に増加させ、幅広い層へのアプローチを実現した点は評価に値する。

コロナ禍の影響により、一部目標に未達はあるものの、都民の人権意識の高揚を図るという団体のコアミッションを達成すべく、都庁グループの一員として能
動的に活動している点を評価する。今後も、都政の大きな課題であるインクルーシブシティ東京の実現に向けて、人権部と連携し、政策的な目線と現場の目線
を併せ持った啓発活動を展開することを期待する。

なお、令和２年８月に起きた情報漏洩事故については、個人情報の漏洩をともなう重大なものであるが、事件発生後に迅速な対応を取っていることや、メール
誤送信防止ソフトの導入など厳重な再発防止策が敷かれていることを確認した。
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戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

後年度収支予測

　2021年度の事業計
画・予算策定に先立ち、
実績を考慮した収支予
測を再実施

　現状を踏まえた収支予測
を実施した結果、今後10年
間の財産運用益の見込み
が減少傾向であることが明
らかとなった。
　財産運用益を確保するた
め専門家からヒアリングを
行い債券等の買い替えを
実施した。

＜自助努力＞
　収支予測を行った結果、令和３年度で東京都からの災害救助用
木炭等備蓄のための倉庫賃貸・管理業務終了に伴う収入減少に
加え、金融緩和による金利の低下により、前回購入時より利回り
が低下していることが影響し、収益の減少傾向は改善しないこと
が判明した。
　このため、事業面においてアンテナショップ運営について見直し
を行い、物販や通信販売の事業強化を図るとともに、飲食事業を
廃止することで、赤字幅を減少させ、経営改善を図った。
　また、財産運用規程の見直しを踏まえ、複数の証券会社の専門
家からヒアリングを行い、安全性が高く、かつ運用益が確保できる
債権を購入した。

   今後とも、定期的に後年度収支予測を実
施し、収支を改善するための事業見直しや、
事業部門の強化に取り組んでいく。償還を
迎える債券に対しては、安全性に重点を置
き、適切に買い替えを行う。

公益目的事業の実施
内容の見直し

【地域振興補助事業】
　効果が高い事業につ
いて、情報共有の実施

【特産品販売事業】
　検討結果に応じた、通
信販売の外部委託や価
格改定の実施

【広報宣伝事業】
　都・町村事業を踏まえ
た事業実施

【地域振興補助事業】
　過去に補助を行った事業
で、参考となる優良事例につ
いて、公社HPに掲載し、事業
者に向け情報共有を図った。

【特産品販売事業】
　通信販売の需要増を見据
え、アンテナショップ運営受託
事業者に通信販売事業を委
託する方向で検討し、2021年
６月に通信販売事業を開始予
定。
　運営受託事業者の交代に合
わせ、仕入れ値に即した販売
価格に改定した。

【広報宣伝事業】
　都・町村・他の団体がそれぞ
れ同一の目的で実施している
公社との類似事業を比較検討
し、公社が担うべき広報宣伝
事業の役割を整理した。この
結果、アンテナショップの運営
を通じて特産品を取り扱う強
みを活かし、商品紹介から購
入までワンストップの情報発
信を実施した。

【地域振興補助事業】
＜自助努力＞
　現地に赴き、事業者へのヒアリングを実施して事業効果の確認を行い報告書を
取りまとめたうえで、事業者に公社HPや町村の広報誌等を通じて積極的に発信し
た。

【特産品販売事業】
＜外的要因＞
　2021年1月から運営を受託したアンテナショップ運営受託事業者は通信販売事
業の委託の際に必要となる通信販売酒類小売業免許を取得していないため、免
許を取得次第、通信販売の外部委託化に切り替えることとした。

＜自助努力＞
　通信販売委託の早期実現を図るため、2021年1月から運営を受託した事業者に
は、この免許の取得を契約の条件とするとともに、これまでは飲食に強い運営受
託事業者を選定していたが、物販に強い事業者を選定するための仕様とした。
　新運営受託事業者に、適切な販売価格を設定するよう検討を促した。

【広報宣伝事業】
＜自助努力＞
　類似事業を比較検討した結果、以下の公社の強みを明らかにした。
・唯一の東京諸島のアンテナショップ「東京愛らんど」の運営を通じ、特産品を取り
扱っている。
・特産品の生産者から島しょにおける生産を続けるうえでの課題や、来店者からの
要望を聞くことができる。
・アンテナショップにおけるイベントを実施し、交流の場を提供することができる。
　以上を踏まえ、特産品の紹介、生産者からの声や活用レシピ、商品購入といっ
たワンストップの情報発信を実施した。

【地域振興補助事業】
　各町村や観光協会等と連携し、地域振興
補助制度について、補助対象者に対し広く
周知を行っていく。また、優良事例は順次追
加し、引き続き公社HPに掲載し、事業者に
発信することで、補助対象事業の充実を
図っていく。

【特産品販売事業】
　注文の受付から商品発送、システム管理
等、事務全般を運営受託事業者が担うこと
で、利用者からの要望等を反映させやすくす
るなど、事業者の自助努力を促し、特産品
販売事業を充実していく。

【広報宣伝事業】
　他の実施主体には見られない特徴である
特産品を取り扱っているという強みを活か
し、ワンストップの広報を充実するとともに、
特産品生産者やアンテナショップ来店者から
の意見を聞き、広報宣伝事業に反映させて
いく。
　また、東京諸島の振興を図る、という同じ
目的を持った他の実施主体と更に連携を深
めることで、相乗効果を発揮させ、より効率
的な広報宣伝事業を実施していく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都島しょ振興公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

公社収入額を踏まえたバランスのとれた公益目的事業の実施内容等見直し

公社収入額を踏まえたバランスのとれた公益目的事業の実施内容等見直し

　社会経済情勢や財産運用規程の改
正等を反映した後年度収支予測を実施
した。
　専門家に助言を仰ぎ、安全性の高い
債券を購入した。

地域振興補助事業については、補助対
象となる特産品、観光振興、人材育成
を柱に、その他地域振興に資する事業
としてインバウンド、ブランド化、移住・
定住を加え、優良事例を広く発信する
ことで、申請件数の増加（2020年度申
請件数：14件 昨年度比較：9件増）につ
なげることができた。

　特産品販売事業については、通信販
売事業委託化に関する課題や委託内
容等を整理し、理事会及び評議員会に
付議するなど、適時適切な手続きを踏
むことで、委託化に向けた合意形成に
つなげることができた。

　広報宣伝事業については、各実施主
体の事業内容を分析し役割を整理する
ことで、公社の強みを活かした事業展
開の方向性を明らかにすることができ
た。

【地域振興補助事業】
　補助金の対象事業の募
集テーマに「地域振興に
係るブランド化や高付加
価値化に資する事業」を
加えた。

【特産品販売事業】
　通信販売の外部委託及
び商品の配送料の検討を
実施した。

【広報宣伝事業】
　町村や他自治体の類似
事業の調査・情報収集を
実施、役割を整理した。

団体自己評価

1

　限られた財源の下、東京オリンピック・パラリンピックや地方創生に向けた気運の高まりを契機として、特産品の販路拡大や島しょ地域のＰＲにおいて公社の存在意義を発揮していくため、2018年度
に中期計画を策定し、必要な事業見直し等を行い、後年度収支予測（2017年2月実施）からの改善を図る。

　（公財）東京都島しょ振興公社第5次中期計画（以下「中期計画」）改訂版に基づき、着実に事業を実施するとともに、経営改革プランに基づき見直し・検証を行うこととした事業について、
全職員が自律改革に取り組んだ。確実な成果が上げられるよう取り組んだ内容をシートに記載することで可視化し、公社運営検討委員会、理事・監事・評議員に報告することで、説明責
任を果たした。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響による、通信販売の需要増を見据え、事務の効率化を図るため、アンテナショップ運営受託事業者に通信販売事業を委託する方向で検討し、利
用者からの要望等を反映させやすくするなど、事業者の自助努力を促し、特産品販売を充実していく仕組みを構築した。

継続

要因分析
コロナ
影響

対応方針

　2019年12月時点で収支
の予測を再実施した。
　収支予測再実施の結
果、今後10年間の財産運
用益の見込みが減少傾向
であることが明らかとなっ
たため、財産運用益を確
保するための財産運用規
程の見直しを実施した。
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戦　略 ②／ 4

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

イベント出展

　概ね前年度のイベ
ント出展件数を確保
し、そのうち少なくとも
2件を新規イベントと
する。

　出展予定であった
29件のイベントのう
ち、22件が中止となり
7件に出展した。出展
したイベントのうち4件
は新規であった。

＜外的要因＞
　イベントが中止となった要因は、全て新型コロ
ナウイルス感染症の影響によるものである。

＜自助努力＞
　特産品の認知度をより広くPRするため、駅中
又は駅周辺におけるイベントを開拓し出展する
とともに、Webによるイベント（3件）にも積極的に
参加した。

有

　今後も民間事業者や地域との連携を図り、島
の特産品PRの機会を拡大する。
　また、これまで出展したイベントについて客
層、売れ筋商品、経費率などを検証し、経費率
が100％を超えるイベントは特段の事情がない
限り次回の出展を見送るなど、効果的に出展し
ていく。

東京諸島特産品販売
協力制度

　特産品取扱店舗を2
店舗新規開拓し、取
扱店舗数26店を目指
す。

　2店舗を新規開拓
し、取扱店舗数を26
店舗とした。

＜外的要因＞
　新型コロナウイルス感染症等の影響により、
特産品取扱店舗のうち、1店舗が廃業となった。

＜自助努力＞
　特産品取扱店舗を2店舗新規開拓することで、
目標の26店舗を達成した。

有

　これまで公社のみが特産品販売協力制度の
運用を行ってきたが、今後は事務全般をアンテ
ナショップ運営受託事業者が担うこととする。
　運営受託事業者自らの創意工夫により割引率
などの条件を改善し、公社とともに特産品取扱
店舗を新規開拓することで、事業の充実強化を
図る。

都と連携したアンテナ
ショップの今後のあり
方検討等

　都が実施する「東京
宝島事業」の動向も
踏まえ、アンテナ
ショップのあり方等の
方向性を決定する。

　アンテナショップ運
営受託事業者交代
（2021年1月1日）に合
わせ、飲食事業を廃
止した。

＜自助努力＞
　新型コロナウイルス感染症の影響により売上
が減少した飲食事業を廃止し、物販や通信販売
の事業に注力することで、赤字幅を減少させ経
営改善を図るととともに、島の生産者を支援する
こととした。
　アンテナショップの役割を改めて整理し、店舗
の規模感や立地、店舗改修の必要性、運営受
託事業者に求められる要素などを検証した。こ
れを、町村や都の意見を踏まえた「アンテナ
ショップ「東京愛らんど」あり方検討報告書」とし
てまとめ、理事・監事・評議員に報告した。

有

　島しょに赴き必要に応じて食品加工業者等に
も協力を仰ぎ、島の農水産物を調査研究し、新
商品を開発するとともに、島の生産者・加工業
者を掘り起こすことによって、アンテナショップで
取り扱う特産品の種類を2023年度までに20％増
加させるとともに、他の店舗の事例も参考にして
魅力ある店舗運営を実現する。
　さらにアンテナショップの運営に加え、コロナ禍
において需要が増した通信販売で取り扱う商品
を充実させることで、島しょ地域の魅力を伝え、
訪島につなげる。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

　23件出展し、うち11
件が新規出展であっ
た。

　イベントについては、新型コロナウイル
ス感染症の影響により大半が中止とな
り、目標が達成できなかった。出展計画
を立てるに当たっては、前年度の実績を
基に経費率を算出し、費用対効果を踏ま
えて検討した。
　また、Webイベントも含めた新規イベン
トを開拓し、コロナ禍においても特産品を
PRする機会を拡充することができた。

　販売協力店については、アンテナショッ
プ・通信販売・広報宣伝事業などを通じ
て、特産品を用いたレシピ、島酒の歴
史、味・香りに基づき分類した島酒の特
徴等を紹介するなど、特産品の魅力を発
信したことで、新たに2店舗と覚書を締結
し、取扱店舗数26店舗を達成した。

　アンテナショップのあり方については、
アンテナショップの役割や今後の方向性
などの検討結果を報告書として取りまと
め、理事会及び評議員会に付議するな
ど、適時適切な手続きを踏むことで、飲
食事業の廃止や新たな運営受託事業者
との契約につなげることができた。

　6店舗を新規開拓し、
取扱店舗数を25店舗
とした。

　部会での検討・報告
を実施した上で、今後
のあり方についての検
討を継続することとし
た。
　また、新たな運営受
託事業者の募集・選定
を延期し、引き続き現
行の運営受託事業者
に業務を担わせること
とした。

　島しょ地域特産品の認知度向上を図るため、毎年度、新たな出展イベントや特産品取扱店舗を開拓するとともに、アンテナショップのリニューアルを実施することで、特産品
売上高1億5,200万円を達成している。
　・毎年度2件の新規イベントへの参加を実現
　・販売協力店　26店舗

継続 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　新型コロナウイルス感染症に関する都の緊急事態措置等や自粛要請などに基づき、アンテナショップを一時臨時休業又は時短営業としたため、特産品売上高
は5,600万円（対前年比44.7％）となった。また、感染拡大の影響により、出展予定イベントの大半が中止となり、７件の出展（うち新規４件）となった。しかし、特産
品取扱店舗については１店舗廃業となったものの２店舗新規開拓したことにより、目標の26店舗を達成することができた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

特産品展示販売事業の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都島しょ振興公社 評価年度：2020年度

特産品展示販売事業の強化 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

ＨＰやSNSでの情報
発信

　前年度までの情報
発信状況を分析の
上、より効果的な情
報発信を図る。

　目的に応じた分類を行い発信方法を検
討したうえで、きめ細かい情報を1,019件
発信した。
　また、島の食材を用いたレシピを募集す
るレシピコンテストや、約1,970万人の会員
を有するJAF(一般社団法人日本自動車
連盟)と連携し、特産品を景品としたオンラ
インによる会員向けクイズなどの独自キャ
ンペーン企画を18件実施した。

＜自助努力＞
　新型コロナウイルス感染症の影響により、多くのイベントが中止と
なり特産品の販売によるPRが十分にできなかったため、HP、
Facebook、Instagram、Twitterなどによる情報発信に力を入れ、島
しょの振興を図った。

　一方、コロナ禍により特産品の売上が落ち込む中にあっても、島の
食材を用いたレシピコンテストや特産品を景品とするオンラインキャ
ンペーンなどを企画することにより、島の農水産物生産者や加工業
者への支援を行うとともに、全国に島しょの魅力を浸透させることが
できた。

有

　2021年5月、首都圏在住の20～69歳の男女
300名を対象に、アンケート調査を実施し、特
産品やアンテナショップの認知度、島しょ地
域の魅力、訪島の意欲などを把握・分析し
た。一年後に同様の調査を実施し、各指標を
比較して事業の効果検証を行い、効果が低
い広報宣伝手法の縮小・廃止、効果が高い
広報宣伝手法の充実強化を図る。
　また、島しょ町村が提供する情報を集約し、
SNS等で発信するポータル機能を強化し、重
層的に情報を発信していく。
　さらに、情報発信の主な目的を「特産品の
魅力」に加え、「島への移住・定住情報」「島
で暮らすこと・働くことの魅力」等を発信し、
「関係人口の増加」とすることで「島と関わりを
持とうとする人」を増やしていく。

就業体験事業のあり
方検討

　役割分担を踏まえ
た事業実施
　移住希望者に対す
る情報提供体制を整
備し、町村情報を統
合した窓口機能の強
化

　町村等が実施する類似事業と公社の役
割を分析・整理した結果、公社は町村事
業を補完する役割を果たしており、本事業
により移住定住に向けたきっかけをつくる
とともに、各町村が行っている長期農業プ
ログラム研修につなげた。
　窓口機能強化の一環として新たに新聞
（全国紙）への広告掲載を行った。
　その結果、応募者数が過去最高となる
67名に増加した。

＜外的要因＞
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が、第一次産業の重要性を
見直すきっかけになった、ということが複数の応募者から志望動機と
して挙げられ、応募者数の増加につながった。

＜自助努力＞
　検証の結果、就業や島での生活の体験を通じて自身の適性を把
握できるとともに、体験後は各町村が実施する関連事業に誘導する
ことで、既存事業を補完する公社の役割を果たしていることが明らか
になった。

有

　就業体験事業から町村への移住定住につ
ながった人数の調査等の検証結果を踏ま
え、事業の充実・強化、実施内容の工夫を図
ることで、2023年度までに新規就業者数を10
名以上創出し、島しょ地域の活力向上や定住
促進につなげる。

プレスへの情報発信

　プレスに取り上げら
れた媒体数や2019年
度に実施したイベント
の課題・効果の検証
を行い、より効果的な
情報発信を図る。

　プレスイベントの効果を検証した結果、
新商品の紹介や体験、試食を伴う商談会
については多くの広報媒体が取扱うこと
がわかった。

　コロナ禍の長期化を見据え、公社の公
式YouTubeチャンネルを開設した。
　短期大学と連携し、アンテナショップの
動画による紹介を実施した。

＜外的要因＞
　新型コロナウイルス感染症の影響により、店舗におけるプレス向け
イベントは実施しなかった。

＜自助努力＞
　コロナ禍によりアンテナショップにおけるイベントが中止となる中に
あっても島しょ振興が図れるよう、オンラインによる情報発信に着目
し、公式YouTubeチャンネルを開設した。島で獲れる魚や調味料など
を用いて、さばき方や調理方法を紹介するレシピ動画を配信し、特産
品の魅力を広く伝えた。また、就業体験事業を通じて移住した方へ
のインタビューを配信し、移住の促進を図った。
　インフルエンサーとなる短期大学生が、アンテナショップにおける食
のレポートや特産品を材料とした調理を行い、その様子を短期大学
の公式YouTubeチャンネルで配信することで、若年層への島しょの魅
力の拡散につなげた。

有

　引き続きアンテナショップにおいて、特産品
にかかるプレス向けの新商品発表会や、B to
Bの商談会など、島の魅力を広くPRできる発
信力のある参加者向けのイベントを中心に企
画することで、関係人口を創出していく。
　また、波及効果の高い動画を作成・配信し、
特産品をはじめとした島しょの魅力を浸透さ
せる。
　今後も公社の公式YouTubeチャンネルの動
画を東京動画に掲載するとともに、SNSを活
用し積極的に発信することで、より多くの視聴
者数獲得を目指す。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

　情報発信の目的や
ターゲットに応じた分
類を設定した。それぞ
れに情報発信件数の
目標を掲げ、年間380
件とした。
　実績は479件となっ
た。

　分類ごとに目標を立てメリハリのある情
報発信を行うとともに、会員数の多い事
業者と連携して特産品のPR企画を行っ
たことで、効果的に幅広く島しょの魅力を
伝えることができた。

　就業体験事業については、新聞（全国
紙）への広告掲載が奏効し、応募者数過
去最高の67名に増加した。

　プレス向けイベントが実施できない中で
の新たな取組として、大きな波及効果が
期待できる公式YouTubeチャンネルを開
設するとともに、他団体とも連携して動画
を拡散させることで、島しょ地域の魅力
が時と場所を選ばず、発信できるように
なった。

　町村や他府県が実
施する事業の現状を
把握するとともに、公
社における当該事業
の必要性を検証した。
また、当該事業に対す
る町村のニーズが高
いことを確認した。

　東京愛らんどにおい
て5件のプレス向けイ
ベントを行い、計39社
が出席し、225媒体に
掲載され、新聞の全国
紙、テレビ、ラジオ、雑
誌においてイベント内
容が広く紹介された。

　島しょ町村の意向を踏まえた細やかな情報発信による島しょ地域のＰＲが図られている。ＨＰ等での情報発信、アンテナショップにおけるイベントの実施や就業体験事業を通じて、島しょ地域及び特産品が広
くPRされている。
　・情報発信の目的及びターゲットを明確化し、より効果的な情報発信を図る。
　・町村事業を踏まえた就業体験事業の実施
　　移住希望者に対する情報提供体制を整備し、町村情報を統合した窓口機能の強化に向け検討を行う。

継続 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　効果的な広報宣伝事業が展開できるよう、以下の視点を重視することについて、理事・監事・評議員に報告した。
　・特産品を取り扱っている公社の強みを活かし、オンラインによるキャンペーンやYouTube動画などを通じて特産品の魅力を発信した。
　・より効果的に町村支援が図れるよう、町村などが提供する観光や移住定住などに関する情報を集約し、ＳＮＳ等で発信する窓口機能を担っている。
　また、就業体験事業については、応募者数が過去最高となる67名に増加した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

広報宣伝事業の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都島しょ振興公社 評価年度：2020年度

広報宣伝事業の強化 第２期プランとの関係

分類別目標 目標 実績

インバウンド 120 108

特産品PR、イベント紹介 100 681

移住定住情報 20 43

メディア掲載情報 40 68

観光・交通情報 100 119

合計 380 1,019

単位：件
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

アンケート調査
　12月実施（予定）
　必要に応じたアン
ケート項目の変更

　新型コロナウイルス感染
症対策に関するアンケート
項目を追加し、2020年12月
1日から31日までの間、搭
乗者アンケートを実施し取
りまとめた。
（回答者数：522名）

＜自助努力＞
　感染症対策（マスク着用や検温）の項目など、適宜、必要に応
じたアンケート調査を行うことにより、搭乗者の意向やニーズを把
握し、利用者の安全安心、利便性の向上に努めた。

有

　必要に応じて項目を変更しつつ搭乗
者のアンケートや関係者からの意見聴
取を通じて、現状・要望・改善点の把握
に努め、利便性や満足度向上のため、
結果を活用していく。

利便性等の向上に向
けた取り組み

　新キャンセル料金
体系導入効果の検証

　新キャンセル料金体系の
導入効果を検証した。
　コロナの影響を除く2019
年6月から2020年2月の搭
乗者数は13,996人、前年比
較で8.0％、搭乗率は
61.6％、前年比較で3.8％増
加しており、搭乗機会創出
の効果が継続していること
を確認できた。

＜外的要因＞
　コロナの影響を除くため3月～5月までの期間を除外して検証を
行った。

＜自助努力＞
　新キャンセル料金体系導入から１年が経過したため、改めて年
間を通じた実績に基づく効果検証を行った。
　分析に当たっては、路線ごと及び月ごとに導入前後の率を比較
するほか、不可抗力によりキャンセルせざるを得なくなった場合
や天候要因を除いた場合についても比較検証した。
　いずれにおいても、導入効果が現れていることが確認できた。

有
　要望、意見の多い運航ダイヤの見直
しについて、運航事業者と協議を進め、
利便性の向上につなげていく。

運航ダイヤの見直し
検討

　現行ダイヤの課題
を抽出し、その解決を
図る合理的なダイヤ
を検討する。

　運航事業者とともに、現
行ダイヤの課題を抽出し、
効率的な運航を実現するた
めの、改善すべき事項を整
理した。

＜自助努力＞
　改善事項として以下の４点のダイヤに関する課題があることが
明らかになった。
【八丈島を出発する時刻】
　愛らんどシャトルは周遊運航を行っているため、初便となる八
丈島－青ヶ島間のダイヤが、全日空の八丈島到着便の遅延の
影響を受け遅れる場合があり、定刻運営に支障を来している。
【三宅島空港における発着時刻】
　ヘリコミューターと新中央航空は、同じ三宅島空港を使っている
ことから発着時刻が時期によっては重なることがあり、ヘリが上
空で待機しなければならなくなる。
【大島における待機時間】
　ヘリコミューターが就航していない島へのチャーター便としての
活用を想定し、大島における待機時間を2時間40分と長く設定し
ているが、要請はほとんどない。
【八丈島に到着する時刻】
　空港の運用時間に制限があるため、周遊運航の終着地である
八丈島到着後、チャーター便等の要請があったとしても、要請に
応えられる距離や回数が限られる。

　八丈島の出発時刻の調整及び大島
空港における待機時間の短縮の２点に
ついて、運航事業者と調整を行い課題
解決に向けた運航ダイヤの実現を目指
す。

ヘリコミューター利用者に対する利便性の向上等 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都島しょ振興公社 評価年度：2020年度

ヘリコミューター利用者に対する利便性の向上等 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　アンケート調査を実施し、利便性・満足度向上に資する取組を実施した。また、新型コロナウイルス感染症の影響により搭乗率は減少に転じているが、新キャンセル料金体系を
導入したことで、不要な予約や直前キャンセルを抑制し、搭乗機会が創出できたこと等により、2019年の搭乗率については目標を達成した。　（2018年1月～12月：56.8％、2019年1
月～12月：60.3％、2020年1月～12月：51.1％）

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　2019年6月に導入した新
キャンセル料金導入に関
する項目を追加し、2019
年12月にアンケートを実
施した。

　キャンセル料金の引き上げを行った
ことにより、搭乗機会の創出や収入の
確保といった一定の効果が現れてい
ることが確認できた。ヘリコミューター
事業については、島民の交通手段と
なっていることからアンケートやダイヤ
の見直しを実施し、利便性等の向上に
向けて検証及び検討を引き続き行っ
ていく。

　2019年6月1日搭乗分か
ら、新キャンセル料金体系
を導入した。
　また、導入効果について
分析し、令和2年1月に中
間報告書としてとりまとめ
た。
　2019.1.1～12.31の搭乗
率は60.3％(前年同時期の
搭乗率は56.8％)に増加し
ており、利用機会が向上
した。

　移設後の運航事業者へ
の聞き取り調査を実施し、
課題を抽出した。

継続 4

　ヘリコミューターの利用者アンケートを実施し利用者の意見を把握し、利便性・満足度向上に向けた取組を実施する。また、新キャンセル料金の導入により不要な予約や直前キャンセルを抑
止し、搭乗機会を創出すること等により、搭乗率60％以上を達成している。
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団体名： 公益財団法人東京都島しょ振興公社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

戦略①については、金利低下など情勢を踏まえたシミュレーションを基に、債権買い替えを行い収益増に取組んだ点や、コロナ禍で影響を受けた飲食事業を廃止す
るとともに、新たに通信販売事業開始に向けた検討を行うなど、早期に事業見直しに着手することで赤字幅を減少させた点は評価に値する。
戦略②については、コロナ禍により、短期的には出展イベント数こそ減少したものの、特産品の取扱店舗を新規開拓することで、将来にわたって島しょの魅力を発
信する基盤を強化した。また、新たにWebイベントに参加することで、新規イベント開拓の目標値を上回ることができ、さらには、ネットを通じた幅広い層に対し
発信することが出来た点を評価する。
戦略③については、レシピコンテストや会員向けクイズ、YouTubeチャンネルの開設など、様々な工夫により、島しょの魅力を発信した。また、島しょ行政の補完
という公社の役割を踏まえ、各町村の過疎対策の取組と連携し、移住希望者向けの就業体験の広報を強化した結果、過去最高の応募者数を集め、５人の定住につな
がった点は評価に値する。
戦略④については、コロナ禍により2020年の搭乗率こそ低下したものの、常に搭乗者のニーズを把握するため、継続的にアンケートを実施するとともに、搭乗者を
はじめ地域の理解を得ながら、搭乗機会の創出や収入の確保を実現したことは評価する。

各経営課題に対する年度目標はおおむね達成できているほか、コロナ禍により、島しょを取り巻く状況が大きく変わる中でも、的確に事業の見直しを行うことで、
着実な成果を上げている。地域との意見交換を密に重ね、島しょ行政の補完という団体のコアミッションを達成していることも評価に値する。
引き続き、地域の理解を得ながら、伊豆諸島及び小笠原諸島地域の活性化により一層取り組むことを期待する。
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戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

Web講義事業の展開

・受託開始後すぐに、協会HP
のリニューアルやWeb講義シ
ステムの構築などの配信環境
の整備を行うとともに、コンテ
ンツ制作を開始する。
・８月以降、制作が完了したコ
ンテンツから順次配信を行う。
・合計で約70時間分のコンテ
ンツ制作、100名の受講者の
獲得を目指す。
・幹部職員による進捗管理の
ほか、委託者である局とも連
携して着実な事業展開を図
る。

・2019年度に選定した配信事
業者及び動画制作事業者と
契約したうえで、動画制作、配
信開始した。
・都の共存共栄事業として希
望自治体に、年度末までに全
８科目（地方税法総則・滞納
整理・償却資産・固定資産税
課税・家屋評価・土地評価・個
人住民税・法人住民税。合計
で約72時間分）を順次、無償
配信した。
・321自治体が678アカウントを
登録して視聴した（678名の受
講者）。

・協会Webサイト、機関誌（東京税務レポート）に
よる周知に加え、税務セミナー参加団体に周知
した。
・全８科目の完成及び配信後は、都主税局と連
携して46道府県税務主管課長へ通知を送付す
るとともに、県市等へ直接訪問又は資料送付を
行い、その有用性について積極的にPRした。
・視聴自治体にアンケートを実施したところ、購
入を前向きに検討したいとの声や多数のアカウ
ントを申し込みたいとの意見があり、Web講義は
一定の効果が見込めると好評であった。
・なお、コロナ禍で税務セミナー等に参加できな
かった自治体等を中心に視聴されたことが、視
聴数が多くなった要因と考えられる。

有

・2021年度は自主事業として実施し、Web講義を
多くの自治体に配信することで、新任税務職員
等の育成を支援していく。
・今般のコロナ禍で税務知識・ノウハウの継承が
一層困難となっている現状において、いつでも
学ぶことができるWeb講義の有用性を引き続き
PRし、周知を図る。
・Web講義購入自治体にアンケートを実施し、配
信数の目標達成に向けた広報・周知活動の取
組等へ活かしていく。

Web教材販売事業の
展開

・配信は、改訂を見込む５種
類及び新刊１種類を対象とす
る。
・配信対象の書籍販売に合わ
せて電子書籍を順次公開す
る。
・紙媒体とのセット販売とし、
5,000冊×100円の収入確保を
目指す。
・幹部職員による進捗管理の
ほか、局とも連携して着実な
事業展開を図る。

・2020年度に改訂した書籍５
種類について電子版を配信し
た。収入額は約50万円（専門
書籍＠100円×3,725冊、地方
税ミニガイド＠30円×3,918
冊）。

・2019年度の試行等を踏まえて電子版の配信を
開始した。
・電子版の配信について機関誌「東京税務レ
ポート」で周知を図ったことなどにより、収入額
の目標を達成した。
・なお、計画していた新刊１種については、実務
教材として統一的な解釈及び解説を示すことが
法令改正等の影響により困難となったため刊行
を見送った。
・例年、受講者に対して図書の販促活動を実施
している税務セミナーや講師派遣研修が、新型
コロナウイルス感染症の影響により中止された
ものが多かったことなどから、図書の販売冊数
が頭打ちとなった。

有

・2021年度には更に改訂書籍５種類の販売にあ
わせて電子版を配信する。
・Web講義とあわせた広報活動を行い、Web講
義購入自治体に対して、新規採用職員向けの
書籍を割引価格で提供するインセンティブを付
し、収入確保を目指す。

Web講義等の全国の自治体支援の新たな事業展開を実現することで、全国自治体の税務行政への貢献ができている。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

・Web講義及びWeb教材販売に関し、自治体ニーズを的確に把握した上で新規事業を実現したことにより、全国自治体の税務職員の能力向上を図り税務行政へ貢献した。
・Web講義は、コロナ禍で税務セミナー等に参加できなかった自治体等を中心に視聴されたことが、多くの視聴を得られた要因と考えられる。

継続

・座学に適した初心者
を対象としたカリキュ
ラムを設定
・徴収方法の仕組みと
配信事業者の選定
・動画制作事業者へ
のヒアリング

・提供方法及び配信
事業者の選定
・機関誌活用による試
行

・Web講義については、協会が有する高
度な税務知識及び実務ノウハウを活用
して動画を制作し、都の共存共栄事業と
して無償で全国の自治体へ配信した。
・Web講義の有用性について積極的に
PRを行い、321自治体が678アカウントを
登録して視聴した。都と自治体間連携の
取組として、税務職員の能力向上に寄
与した。
・適切な進捗管理のもと、計画を達成す
ることができた。

・Web教材販売については、利便性が高
く実用的な機能を有する電子書籍システ
ムを用いた。
・適切な進捗管理のもと、計画を概ね達
成することができた。
・今後、読者ニーズを的確に把握し、より
実用性の高い書籍の出版及び販売数の
増加につなげていく必要がある。

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京税務協会 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

全国自治体の期待に応えた事業の実施

全国自治体支援の新たな展開

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

1
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戦　略 ②／ 4

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

東京税務レポートの
電子化

・電子化の試行
・課題の抽出、改善

・電子化の試行として、各号当
たり1,300以上の関係自治体に
電子版を配信した。（年４回発
行）

・紙媒体の冊子とセットで電子版閲覧のための
URL、ID及びパスワードを各自治体へ送付し、
計画していた全ての関係自治体に配信すること
ができた。

・2021年度は、冊子の送付部数は2020年度の
2,700部から800部へ、送付先数は1,511箇所か
ら248箇所へ減少させ、ペーパーレスを推進す
るとともに、印刷及び発送に係る経費を約160万
円削減する。
・会員団体以外の全国の市町村に対して幅広く
電子版を配信し、会員団体等における税務事務
の取組状況等を情報提供する。

RPAを活用した事務
改善

・事務フローの見える
化
・RPAを活用した事務
の効率化

・システム担当職員が外部セミ
ナーを受講し知識を習得した。
・事務フローの見える化により、
給与支給事務等にRPAを導入し
効率化を実現した。

・協会内の「IT化推進PT」を活用するとともに、
システム担当職員が外部セミナーを受講するこ
と等により職員の知見を高め、RPAを活用した
事務改善を進めた。
・給与支給事務等にRPAを導入することで、社
会保険料及び住民税額の確認等に係る事務の
効率化を実現した。

・Web講義申込手続など新たに生じる定型業務
について、RPA導入による事務の効率化の可能
性を引き続き検討していく。

自主事業・内部事務のICT化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京税務協会 評価年度：2020年度

技術革新への対応による不断の業務改革・事務改善 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

・自治体の税務行政の支援事業や税知識の普及啓発等において、ICT活用による効率化・高度化が図られている。
・事務改善等による経費削減効果により、収支改善が図られている。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

東京税務レポートの電子化及びRPAを活用した事務改善により、税務行政の支援や税知識の普及啓発等の事業において効率化を実現した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

-

・計画どおり東京税務レポートの電子化
を推進し、会員団体等の利便性向上に
つなげることができた。

・RPAを活用した事務改善については、
計画どおり、事務フローの見える化及び
RPAの導入により、事務の効率化を実
現することができた。

-

-12-



戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

専門職人材バンクの
運用

・人材バンク登録者
数15名の達成

・2020年度の新規登録者数は４
名。
・累計の登録者数は17名。

・特別区税務課長会等において募集の周知を
行うとともに、東京国税局のほか新たに関東信
越国税局に募集を行った。
・2020年度の新規登録は再任用終了者の減少
や会計年度任用職員制度の新設の影響もあり
2019年度より少なかったが、2019年度までの取
組の成果もあり目標を達成することができた。

・引き続き人材バンクを広く周知し専門
人材の確保に努め、安定した人材確保
を図る。
・登録した専門人材については、専門講
師のほか、自治体支援のための派遣人
材として活用していく。

税務知識のデータ
ベース化によるノウ
ハウ継承

・蓄積したデータベー
スの事業者による運
用（Q&A100件の蓄
積）

・データベースを運用しQ&Aを
151件蓄積した。
・蓄積したデータを活用し、機関
誌（東京税務レポート）に事例解
説記事を掲載するなど、実務知
識の継承につなげた。
・専門講師が職場外でデータ
ベースにアクセスできる内部環
境を整備した。

・データベースを適切に運用し、目標を上回る件
数のQ&Aを蓄積することができた。
・ICT事業者を交えてデータベースの公開方法
について検討したが、個別情報を汎用性のある
ものに加工する必要があり、データへのアクセ
スや更新に多額の費用がかかることが明らかに
なった。そのため、機関誌への事例解説記事の
掲載を増やし、機関紙の電子版を検索すること
でデータベースに蓄積した内容とほぼ同様の情
報を得られるよう目指すとともに、研修講義にも
活用することとした。
・また、職場外からもデータベースにアクセスで
きる環境を整備することで利便性を向上させ、ノ
ウハウの継承へとつなげることができた。

・引き続き、データベースへのQ&Aの着
実な蓄積及び機関誌や研修講義への活
用により、効果的かつ効率的に税務実
務の知識とノウハウの継承を図る。

専門人材の継続的な確保、ICT等の活用による専門性の維持・向上に資する環境整備 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京税務協会 評価年度：2020年度

専門性の維持・向上 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

専門職人材バンクを創設し、その登録者数15名を確保する取組等を実施することで、専門人材を確保するとともに、ICT等を活用した税務知識のデータベースを創設、活用する
ことにより、組織の強みである専門性の維持・向上が図られている。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・専門職人材バンクを創設し、東京国税局への募集等の新たな取組も実施した結果、17名の登録者数を確保し、専門人材の確保につなげた。
・税務知識のデータベース化を通して知識及びノウハウの継承を図り、専門性の維持・向上に寄与した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・人材バンク創設は達
成済
・2019年度末時点での
登録者13名

・2020年度の人材バンク登録者数は17
名となり目標数値（15名）を達成した。国
税局OBに募集範囲を広げるなどにより
着実に人材を確保することができた。
・今後も自治体支援のため、登録した人
材の有効活用を図り、安定した事業運
営につなげる。

・税務知識のデータベース化によるノウ
ハウ継承については、データベースへの
Q&Aの着実な蓄積及び機関誌や研修講
義への活用などにより、専門性の維持・
向上に寄与し、ノウハウの継承につなげ
た。

・事例入力と個人情報
の扱い等をルール化
・データ集約を全専門
人材で実施
・ＩＣＴ事業者からヒアリ
ングを実施
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

課長補佐級（管理係
長）選考試験制度に
よる登用

・課長補佐級職員への登用
（５名）
・キャリアパスを踏まえた他部
門での登用

・課長補佐級職員（管理係長）
選考制度を引き続き実施し、
2020年度末時点で計３名を登
用した。

・計画的に都への人材派遣を行うとともに、内部
管理部門での経験を積ませることで人材育成を
図り、固有職員を課長補佐級職員に登用した。

・202１年度以降は、2020年度に設計した新たな
組織・人事制度に基づき、キャリアパスを踏まえ
複数部門に配置するなどの育成を図った上で、
課長補佐級職員（管理係長）への登用を更に拡
充していく。

新たな給与制度の構
築の検討

・コア人材の処遇改善に向け
た検証

・新たな給与制度を設計した。
・賞与増などの就業規則・給
与規程の改正を行った。

・固有職員の処遇改善や同一労働同一賃金へ
の対応に向け、都と協議のもと、新たな給与制
度の設計とともに、それに基づいた規程類の改
正を行った。
・新たな給与制度に基づき、2021年度にはベー
スアップ1.6％を実施するとともに、賞与支給率
を係長以下0.6ヵ月分、課長補佐1.4ヵ月分の引
き上げを実施している。

・固有職員の定着率の更なる向上と継続的な育
成に向けて、退職金制度の導入など、更なる処
遇改善について検討を進めていく。

新たな組織体制等の
構築の検討

・都OB職員、協会プロパー職
員の新たな役割を踏まえた組
織・人事制度構築

・新たな組織・人事制度を設
計した。
・関係要綱等の改正を行っ
た。

・都と協議のもと、OB職員は専門講師等の真に
必要なポストに重点的に配置し、これまでOB職
員が担っていたマネジメント部分に固有職員を
活用する、固有職員を中心に据えた組織運営に
向けた組織・人事制度を設計した。
・新制度に基づき、無期雇用転換の推進に向
け、有期主任選考を無期主任選考へと統合を
実施するなど、関係要綱等の改正を行った。

新制度に基づき、次期経営改革プランにおいて
も無期雇用転換による固有職員の定着化、管
理職・課長補佐級への登用を計画的に実施し、
引き続き事業の安定的運営を図っていく。

自律的運営に向けた組織体制の構築 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京税務協会 評価年度：2020年度

人的資源の有効活用 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

・協会の事業を安定的に運営していくための、新たな人事制度・給与制度の構築に向けた計画が確立されている。
・５名程度の固有職員が課長補佐（管理係長）級職に登用されている。

継続 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・課長補佐級職員（管理係長）選考制度を本格実施した結果、計３名を登用した。
・新たな給与制度を設計するとともに、賞与増などの処遇改善を実施した。
・固有職員を中心に据えた組織運営に向け、新たな組織・人事制度を設計した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・課長補佐級職員（管理係長）選
考の本格実施
・キャリアパスを策定
・職員の他部門配置

・課長補佐級職員選考制度を運用する
ことで、固有職員を枢要監督職である課
長補佐級職員に登用した。

・処遇改善に向けた検証の結果、2020
年度中に新たな給与制度の設計を行
い、2021年度には一定の処遇改善を実
現することができた。
・今後も、退職金制度の導入など、更な
る処遇改善について検討を進めていく必
要がある。

・計画どおり、OB職員、固有職員の新た
な役割を踏まえた組織・人事制度を新た
に構築した。
・今後は新制度に基づき、固有職員を中
心に据えた組織運営の実現を図ってい
く。

・人材定着率向上に向けた取組
の実施

・将来の執行体制を見据えた無
期選考の実施
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団体名： 公益財団法人　東京税務協会 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

【戦略①】
Web講義については、主税局からの受託事業として、高度な専門性を活用して新任税務職員向けの質の高い動画を制作・配信するとともに、受講者数の目標を達成
している。また、Web教材販売事業についても、電子版の配信を着実に実施することで、50万円の収入確保の目標をほぼ達成している。
両事業とも、幹部職員による適切な進捗管理及び局との連携のもと、円滑な事業展開を実現し、全国自治体の税務行政に大きな貢献を果たすことができている。
【戦略②】
東京税務レポートの電子化については、計画どおりに試行を実施しており、その成果として2021年度の本格実施による経費削減や高度化を実現できている。また、
RPAを活用した事務改善についても、PTの活用等により実際に導入を行い、事務効率化の目標を達成している。
【戦略③】
専門職人材バンクについては、募集先の新規開拓等の積極的な取組により、登録者数の目標を達成している。また、税務知識のデータベース化についても、蓄積件
数の目標を達成するとともに、機関誌や研修講義など効果的な活用方法を採用することで、円滑なノウハウ継承に繋げることができている。
【戦略④】
計画どおり、自律的運営に向けた組織体制の構築として、新たな組織・人事制度及び給与制度の設計と関係規程の整備を完了するとともに、課長補佐級職員への登
用を進めている。また、新給与制度設計の成果として、今年度は一定の処遇改善も実現できている。

【総合評価】
各戦略とも経営目標を概ね達成しており、2020年度実績を高く評価している。
WebやICT技術を活用した新たな取組とともに、今後、円滑なノウハウ継承と安定した事業運営を実現するための取組が具体化している。
税務協会は、政策連携団体として、これまで高度な専門性を活用して税務知識・ノウハウの習熟支援を行い、自治体の税務行政の運営・発展に貢献してきた団体で
あるが、今後も、新型コロナウイルス感染症をはじめとした外部環境の変化にいち早く対応するとともに、不断の経営改革に取り組むことで、より発展したかたち
でその役割を果たしていってもらいたい。

-15-



戦　略 ①／ 8

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

優秀な専門人材確保
のための、非正規職
員の正規職員への雇
用転換

・社会経済状況及び職員年齢構成・
ポスト等の推移を視野に入れなが
ら、予定以上の転換を行っていく。
・新たな事業課題等に対する人材に
ついては、関係機関との連携等を通
じ、必要な人材を確保していく。

・2021年4月に13名転換
・専門性の高い職員を確保するため、周知を含
めた転換手続きを着実に行い、当初の予定（4
名）を上回る転換者数を確保した。

・転換制度について積極的に周知を行
い、予定以上の転換を行っていく。
・優秀な人材の確保・定着のため、在宅勤
務や時差出勤など働きやすい環境の整
備を進めていく。

専門性向上のための
研修の充実

・国内外の文化施設等への職員派
遣
・専門分野研究及び館事業や、施
設管理・運営に関する調査研究によ
り専門性の向上を図る（アートマネ
ジメントや文化政策を対象とするな
ど、これまでと異なる分野における
専門性向上を図る）
・各館事業実施に必要な、様々な専
門的知識・技法を習得するため、
国・民間専門機関等が実施する研
修会・講習会等に積極的に職員を
派遣する。

・派遣研修生3名のうち海外のみへ
の派遣研修を予定していた2名は延
期、残り1名は海外への派遣研修は
延期したが、国内文化施設等につ
いて、受け入れ可能な施設への派
遣研修を追加実施
・国、民間専門機関等が実施する研
修会等へ、オンライン形式を含めて
18件105名参加

・新型コロナウイルス感染症の影響により、2020
年度は海外への派遣研修は実施できなかった
が、対応可能な国内文化施設等において研修
を行うこととし、一部実施した。
・国や民間専門機関等が実施する研修会等に
ついて、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り中止のものもあったが、ウェブを活用するなど
積極的に参加し、専門性の向上に努めた。

有

・新型コロナウイルス感染症の状況を見
ながら、海外への派遣研修を実施してい
く。
・国や民間専門機関等が実施する研修会
等については、オンライン形式を活用する
など積極的に参加できるよう各館へ周知
していく。

新たな人事給与制度
の確立

新たな人事給与制度（案）の確定、
2021年度導入に向けての予算要求

・2021年度からの実施に向けて検
討を進めるとともに、都や労働組合
と調整を進めてきたが、実施できな
かった

・見直しの必要性について都から一定の理解を
得たものの、新型コロナウイルス感染症の影響
を受けて、財源確保が困難となるなど、都との
協議が整わなかった。労働組合とも粘り強く調
整してきたが、2021年度からの人事給与制度の
見直しは実施できなかった。

有

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏
まえつつ、改めて必要な人事給与制度の
見直しを検討する。優秀な人材の確保・
定着を図るため、2022年度の実施に向け
て、関係各所との調整等を行っていく。

終了

2020年4月に6名転換

2名の派遣研修を実施
2020年度に向けた募集を実
施

早期に実現可能な処遇改善
策として、2020年度より正規
職員と常勤契約職員の賞与
の改善を若手職員を中心に
実施

・専門性の高い優秀な人材の確保のた
め、予定を上回る雇用形態転換を行った
（2018年度より計23名）。
・職員派遣研修は新型コロナウイルス感
染症の影響により一部の実施にとどまっ
たが、国や民間専門機関等が実施する
研修会等へ積極的に参加し、専門性の
向上を図った(2018年度より計4名）。
・人事給与制度の見直しについて検討を
進めてきたが、新型コロナウイルス感染
症の影響を受けるなど2021年度に実施
することが出来なかった。2022年度から
の実施に向けて、社会状況や当財団を
取り巻く状況を勘案しながら、これまでの
経過を踏まえて、必要な検討・調整を
行っていく。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

国内最大級の芸術文化の団体として、専門性の高い優秀な人材確保のために、以下の取組を実施する。
○非正規職員から正規職員への雇用転換を着実に実施する。
○職員の専門性向上のための研修制度を実施（国内外派遣5名程度）し、優秀な人材の確保・育成を図る。
○財団を取り巻く状況を踏まえた新たな人事給与制度を2021年度から導入・運用する。

○非正規職員から正規職員への雇用転換を行い、予定を上回る数の転換者を確保した（2018年度より計23名）。
○新型コロナウイルス感染症の影響により、派遣研修生3名のうち海外への派遣研修は延期、1名は国内文化施設等への派遣研修を実施した(2018年度より計4名）。
○2021年度からの実施に向けて検討と調整を進めてきたが、新型コロナウイルス感染症の影響による労働環境の悪化や財源確保等の問題で、実施できなかった。

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

人材の確保及び育成

雇用及び育成にかかる制度や方針の見直し

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 8

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

公益事業における自
己財源の獲得増

14.7億円
（基準値10％増）

10.6億円

・新型コロナウイルス感染症の影響により、施設の一時休館、海
外との人・モノの移動制限に起因した展覧会・公演事業等の中
止、入場者の人数制限等、従前のような集客が困難な状況が年
間を通じて継続し、入場者数が大幅に減少した。財団全体で積極
的に国の補助金等外部資金を獲得したものの、主要な事業収益
である入場料収入、共催事業収益が大きく落ち込んだことから、目
標は達成できなかった。
（達成率　72％）

有

・コロナ禍における文化事業の運営として、入場規制等の実
施が必要な中、入場料等の事業収益の獲得増を目指すだ
けでなく、費用圧縮の視点も踏まえ、適切な収支バランスの
維持に努めていく。
　また、国の補助金制度等の情報を積極的に収集し、時機
を逸することなく補助金・助成金等の申請を行い、引き続き
財源を確保し、効果的な自主事業の実施に繋げていく。

収益事業の収益額増
5.4億円
（基準値5%増）

1.9億円

・新型コロナウイルス感染症の影響による入場者数の減少に伴
い、外部業者が運営しているショップ、レストランの売上が大幅に
減少した。業者自身の経営状況が著しく悪化し、複数の業者が運
営から撤退した。運営を継続した業者についても、付帯施設の維
持のため、手数料の引き下げ等の対応を一部でせざるを得ない
状況となり、管理手数料が大半を占める財団の収益事業の収益
額は大きく減少した。
　撤退後のスペースに期間限定の飲食施設を誘致する等努力を
重ねたが、事業収益の大幅な改善を図ることはできなかった。
（達成率　36％）

有

・コロナ禍においても来館者サービスの観点からショップ、レ
ストラン等の付帯施設を引き続き維持していく。管理手数料
を最大限確保するため、手数料等条件の弾力的な運用など
現行業者と継続的に協議を重ねるほか、新たな収益源につ
いても模索していく。

特定資産の活用

3億円程度
（・人材育成や教育普
及事業の継続実施に
加え、東京2020大会
を捉えた展覧会・公
演の充実等
・東京2020大会後を
見据え、発信力の強
化、コンテンツの充実
に向け、特定資産の
積立計画等を検討）

1.6億円

・収益事業の利益額を集約し一括で積み立てた特定資産を活用
し、新型コロナウイルス感染症の影響下においても、展覧会・公演
等の維持・充実を図った。ただし一部の展覧会等は中止又は翌年
度以降に実施を延期したため、取崩額が予定より減少した。2020
年度は以下の事業に充当した。
 ・庭園美術館の展覧会事業（701万円）
 ・江戸東京博物館の展覧会事業（3,900万円）
 ・東京都美術館の企画展等（1,500万円）
 ・東京文化会館の音楽コンクール等（710万円）
 ・東京芸術劇場の公演事業等（7,881万円）
 ・共通・連携事業等（1,413万円）
実績額合計　1億6,105万円

有

・事業収益等が減少する中で、質の高い展覧会・公演等を
維持・充実していくために、引き続き特定資産を活用して事
業を実施していく。使途については、コロナ禍の不安定な財
政状況に鑑み、中長期を見据え、計画変更等を含め柔軟に
対応していく。

2.2億円

新型コロナウイルスの影響を受け、事業
収益、付帯事業収益等が大幅に減収
し、計画値は達成することができなかっ
た。一方で、質の高い文化芸術を都民に
還元すべく、国庫補助金・助成金・受託
収益の獲得、特定資産の活用を通じて、
展覧会・公演事業等の実施に柔軟に対
応することができた。

○東京2020大会実施年である2020年度において、質が高く魅力的な自主事業を都民や東京を訪れる方々に提供するため、公益目的事業における財源の獲得増や収益事業の収益増により、自己財
源を20.4億円確保する。
○財務連携により財団全体で積み立てた特定資産を各施設に効果的に再配分することにより、2020東京大会関連事業や各施設の芸術文化事業の充実を図り都民に還元する。（3年で5億7千万円）
○認定法上の公益目的事業を統合することにより、多彩な事業を実施しやすくすると共に、統合のメリットを活かした財務連携により、安定した事業実施を図る。

終了

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

15.0億円

5.3億円

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇現代美術館の展覧会事業が好調だったほか、新たな外部資金の獲得に努めたが、事業中止や収容率制限等、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、公益事業における自己財源獲
得は10.6億円に止まった。また収益事業における収益は入場者数減少に起因する管理手数料等の大幅な減少を受け、1.9億円に止まった。
〇コロナ禍においても、質の高い事業を実施するため特定資産1.6億円を活用し、3か年で4.5億円を活用した。
〇2018年度に3事業を1事業に統合する手続きを完了した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

長期的な視点に立った財務基盤の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

持続的な事業実施のための財源確保 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 8

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

「共通広報」及び「各
館広報」の強化

・Tokyo Tokyo FESTIVAL期間
中の情報発信の強化
・公共空間での多角的な広報
を展開
・Tokyo Tokyo FESTIVAL期間
中における共同事業のさらな
るアピール

・オンライン・コンテンツにより
各館の取組紹介を充実
・休館情報や、事業中止、事
業変更等の情報発信を各館と
連携して実施
・財団HPの年間閲覧数は2019
年度比-51％（1,397,654PV）
・「おうちでカルチャー」を開設
（75,274PV）

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため5月末（東京都美術館は6月
末）まで全館休館、その後も感染状況により断続的に一部休館や事業
中止。
・財団HPの閲覧数減少要因は、臨時休館による展覧会・公演や、イベ
ント等の延期・中止により、PV数の多いコンテンツが更新できなかった
事が挙げられる。
・上記を補うため、4月24日に、東京都のSTAYHOME週間ポータルサイ
トとも連動し、在宅で楽しめる各館オンライン・コンテンツをまとめた特設
ページ「おうちでカルチャー」を財団HP内に開設。その後も、「夏休み特
別編」（子供向け）、「芸術の秋特集」、「冬編」と、時機を捉えてオンライ
ン・コンテンツを紹介することでPVを積み上げた。

有

・新型コロナウイルスの影響で事業の先行きが見通
せないことから、財団広報誌の発行を引き続き休止
し、財団ウェブサイトでのタイムリーな情報発信を強
化、突発的な事業変更等にも臨機応変に対応してい
く。
・オンライン・コンテンツを紹介する「おうちでカル
チャー」をキーワード検索やアーカイブ機能を持つ特
設ページにシステム改修を行う。これにより、PV数だ
けでなく、検索キーワード等からもより詳細な利用者
の興味分析や効果測定が行えるようになるため、今
後もより利用者が求めるコンテンツの傾向を把握・分
析した上で、コンテンツの制作や利便性の向上に努
めていく。

MICE振興施策との連
携による施設のPR

・継続実施、検証・改善
・東京2020大会と連動した文
化施設PRの実施

・ユニークべニューを1件実
施、関連の研修会を1件実施
・東京2020大会延期により、連
動PRの実施なし

・新型コロナウイルス感染症の影響によりユニークべニュー事業のニー
ズは減少したが、「新しい生活様式」に対応した形で、庭園美術館の屋
外空間を活用し1件実施した他、ポストコロナを見据え、関連研修会を
実施した。

有

・ポストコロナの潜在需要発掘のため、ユニークべ
ニュー取扱い実績のある関係団体に対し広報及び
研修を実施。
・各館事業担当者の意識向上を目的とした研修会を
実施。

外部団体との広報連
携

・さらなる連携の推進（施設・
地域など）
・広報連携の検証・改善
・最新メディアや民間の最新の
ノウハウの活用

・謎解きイベントなど国立美術
館等との広報連携は混雑回避
のため実施なし
・外部団体と連携した広報展
開

・新型コロナウイルス感染症の影響によりイベントは実施しなかった
が、都立美術館・博物館、国立美術館、東京メトロとの広報連携は2022
年度以降の展開を協議し方向性を共有した。
・新たな事業を模索した結果、NHKエンタープライズと文化庁補助金事
業に参加し、有料配信番組「チコちゃんといっしょに課外授業　高橋克
典と魅せる！旧皇族邸の雅とジャポニズム音楽 feat. ららら♪クラシッ
ク＠東京都庭園美術館」実施（オンライン配信期間2021年1月30日～2
月26日）。また、東京国立博物館・黒田記念館・東京都美術館「吉田博
展」の展示作品を巡るオンラインの連携ガイドを、文化庁補助金を活用
し、制作。約1万5千人が視聴した。
・これまで構築してきた外部団体との関係を活かせたことで、コロナ禍
においても恵比寿映像祭において、地域の文化施設およびギャラリー
10施設と連携事業を実施。相互のＳＮＳ発信等により広報連携を促
進。
・財団の活動紹介等を目的に2021年2月に参加予定だった東京商工会
議所「Tokyo23 Showcase」は7月15・16日に延期再調整となった。

有

・外部団体と連携した広報については、新型コロナウ
イルス感染拡大の状況に応じた対応が必要であるこ
とから、収束状況を見ながら引き続き実施に向けた
情報収集・準備を行う。

・謎解きイベントの拡大
継続、新たな来館者層
を獲得
・PV数前年度比211%
増
・地域や鉄道事業者と
連携した広報展開

・コロナ禍による休館や事業休止が続く
中、各館でオンライン・コンテンツを強化し
た。またそれらを横断的に紹介する「おう
ちでカルチャー」を財団HPに設け、文化
事業や文化施設のオンラインでのPRに
繋げた。
・文化庁補助金を活用した外部団体との
広報展開に新たに取り組むなど、コロナ
禍でも可能な方法を模索し、外部団体と
の広報連携を積極的に行うことで、認知
度の向上に努めた。

○財団が関与する様々な文化事業や各文化施設の認知度とともに、財団全体としての認知度を向上させる。
○子供・若者や外国人などの新たな顧客層が育ち、芸術文化に興味を持つ人々の裾野がより大きく広がっていることを目指す。

見直し 1

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・財団ＨＰコンテンツの
充実とPV数増加
・財団内で連携して館
事業の紹介動画を作
成、デジタルサイネー
ジ等で発信

・ユニークベニューを6
施設で展開
・国際会議の機会を捉
えた施設見学2件

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇休館や事業中止があった中、新たに設けた「おうちでカルチャー」では在宅で楽しめるオンライン・コンテンツを用意し、文化事業や文化施設のPRを行った。
〇国立美術館等との広報連携は延期となったが、各事業において関連施設や地域と一体となった広報展開を行い、認知度の向上に努めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

多角的な広報とプレゼンス向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

発信力の強化とプレゼンス向上 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 8

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

利用者視点に立った
施設運営及び挑戦的
な事業の実施

・キャッシュレスの促進等によ
る利用者サービスの向上
・事業の改善とTokyo Tokyo
FESTIVAL期間中、期間後の
取組充実
・テクノロジーを活用した先進
的な事業の検討

・キャッシュレス決済や展覧会
事前予約の導入による利用
者サービスの向上
・混雑回避のため展覧会の事
前予約制を導入
・オンラインやテクノロジーを
活用した事業の実施

・美術館・博物館で観覧料にQRコード決済を導入、ホールで施設
貸出料にクレジットカード・電子マネー・QRコード決済を導入した。
これらの取組によりキャッシュレス対応完了。
・ウィズコロナ、アフターコロナを見据え、早期から検討したことに
より現代美術館「石岡瑛子」「MOTアニュアル2020」「ライゾマティク
ス_マルティプレックス」「マーク・マンダース」、東京都美術館「The
UKIYO-E 2020」、写真美術館「恵比寿映像祭」で、事前予約制を
導入した（6件）。
・新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、在宅でも楽しめるオ
ンライン・コンテンツを充実させたほか、アートブックフェア（現代美
術館）や展覧会関連イベント等をオンラインで開催。また、芸術劇
場ではVRを使った演劇作品を上演、TOKASでは展示室内の
3DVR画像を作成し公開。美術館・博物館が収蔵する資料・作品が
横断的に検索できるデータベース「Tokyo Museum Collection : 東
京都立博物館・美術館収蔵品検索」を公開し、オープンデータ化と
横断検索を実装した。

有

・キャッシュレスでの施設予約、寄付などの取組
をさらに進め、利便性を向上させていく。
・コロナ禍によりニーズが増しているオンライン
やテクノロジーを活用した事業について、財団
全体として重点的に取り組む「TOKYOスマート・
カルチャー・プロジェクト」として引き続き取り組
む。

「Tokyo Tokyo
FESTIVAL　企画公
募」

・2020年大会に向けて順次、
事業の実施
・効果的な広報展開

・企画公募事業「Tokyo Tokyo
FESTIVAL スペシャル13」を
2021年4月以降に延期

・新型コロナウイルス感染症の影響及び東京2020大会延期のた
め、実施時期を延期。

有

・2021年4月以降、新型コロナウイルス感染拡大
の状況に応じて、内容を調整の上、オンラインも
活用しながら実施予定。また、延期後の実施に
向けたプロモーションを行う。

東京文化プログラム
のアーカイブ化によ
る継承

東京文化プログラムのアーカ
イブ化の順次実施

・東京文化プログラム文字情
報のデータべースへの入力

・2018年度事業実績数などについて確認終了。2019年度事業に
ついて入力を終了。

・2019年度事業について確認を実施。
・2020年度事業、2021年度事業（オリンピック・
パラリンピック大会終了まで）について入力・確
認を実施。

東京文化プログラムの文字情報
のデータべースへの実績入力

・美術館・博物館の観覧料、ホールの施
設貸出料のキャッシュレス決済を導入
し、来館者の利便性向上に繋げた。
・コロナ禍において在宅で楽しめるオン
ライン・コンテンツの需要に早期に対応
し、ウェブサイト等を拡充した他、収蔵品
等のデジタル化に取組み、「Tokyo
Museum Collection : 東京都立博物館・
美術館収蔵品検索」を新たに公開した。
・東京文化プログラムのデータベース構
築に向けた入力等を着実に進めた。

○都を代表する文化団体として、利用者視点に立ち、不断の施設運営の見直しに取り組むとともに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、新たな価値を提示するような挑戦的な事業の実施によっ
て、都民の様々なニーズに応える。
○主要な東京文化プログラムをアーカイブ化して広く紹介し、継承する。

見直し 2

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・ソフト面の改善（危機管理マニュ
アルの改訂）
・ハード面の改善（バリアフリー工
事の実施）
・新たな価値を提示する挑戦的な
事業を実施・検証

・事業名称のブランディング
・様々な媒体を活用し、時期を捉え
た集中的な広報展開
・事業の実施（2事業）

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇キャッシュレス決済を導入し、来館者の利便性を向上させた。コロナ禍のニーズとして、どこからでも文化にアクセスすることができるオンライン・コンテンツの拡充や、データベースの公開に取り組んだ。
〇東京文化プログラムのアーカイブ化に向けた作業を着実に進めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

多彩な事業展開による文化の継承と挑戦 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

文化芸術の継承と新たな取組 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑤／ 8

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

海外連携による事業
展開と発信

効果的な事業により連携をさ
らに強化し、 Tokyo Tokyo
FESTIVAL期間中、期間後の
取組充実

・国際連携企画12件実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により海外からの渡航が困難であっ
たが、展覧会をはじめ、トークイベント・シンポジウム等で、オンラインを積
極的にすることで、12件の国際連携を実現した。
＜例＞
・ベルリン・エジプト博物館と共同で特別展「古代エジプト展」を主催、コロ
ナ禍によりエジプトからの従事者の来日が1名のみという状況下でも、オ
ンラインでリモートによる作品展示・撤収を実現（江戸東京博物館）。
・カディスト・アート・ファウンデーションとの共同企画展「もつれるものた
ち」を開催、会期中にはオンライントークを実施。（現代美術館）
・恵比寿映像祭は28の国と地域から109組125名の作家およびゲストが、
作品出品及びオンライントークプログラムに参加（写真美術館）。
・ルーマニアの演出家シルヴィウ・プルカレーテが演出した「真夏の夜の
夢」を上演（芸術劇場）。

有

・新型コロナウイルス感染症の影響により国際連
携に制約があることを見込み、引き続きオンライ
ンも活用しながら、共同制作や交流事業、連携
企画を実施し、東京の芸術文化の充実と世界へ
の発信に取り組む。

文化施設等のネット
ワークの構築による
サービス充実

・ぐるっとパス拡大（参加施設
100、文化財庭園等の参加を
促進）
・体制整備
・効果検証
・インバウンド対応の更なる充
実
・民間との連携によるキャッ
シュレスの導入

・ぐるっとパス拡大（参加施設
99、うち新規参加7施設）
・販売期間の変更
・インバウンド向けキャッシュレ
スの共通パス導入を東京2020
大会延期により2021年度中に
延期

・ぐるっとパスは、文化財庭園7園が新規参加。新型コロナウイルス感染
症の影響による参加施設の休館のため、4月販売開始を6月に延期。販
売終了を1月から3月に変更。体制を安定させるため販売価格の値上げ、
出資金の増額を検討。2022年度電子化に向け、外部企業のQRコードを
使ったチケットシステムの導入を検討。
・インバウンド向けスマホアプリによる共通パスは、丹青社、東京観光財
団、JTBと協定締結、テスト運用の実施（7月、財団3館）。文化施設の休
館及び訪日外国人の減少のため、サービス開始時期を延期。

有

・ぐるっとパスの電子チケットシステムの導入を検
討継続。
・インバウンド向け共通パスは、感染状況とイン
バウンド再開状況を見極め、プレス発表、実証実
験の実施、2021年度内のサービス開始時期を判
断。

地方との連携による
全国的な文化振興

・2015 年からの集大成として
都内で実施
・効果的な事業により Tokyo
Tokyo FESTIVAL期間中、期
間後の取組充実

・東京キャラバンの開催は
2021年度に延期、収録映像を
公開
・演劇巡回公演の実施（2件）
・巡回展の実施（4件）、地方美
術館との共同企画の展覧会を
実施（1件）
・アート・コミュニティ形成事業
に関するレクチャー等実施

・東京キャラバンは新型コロナウイルス感染症の影響により延期したが創
作の一環として、2019年度に台風により中止となった「東京キャラバン in
埼玉」パフォーマンスの収録映像を11月に公開。
・外国人アーティストの入国が敵わずキャスティングの変更はあったが「歌
劇『フィガロの結婚』～庭師は見た！」を北九州芸術劇場他1地域で予定
通り上演。ZOOMを活用した稽古等の努力により「真夏の夜の夢」を札幌
市教育文化会館他3地域で予定通り巡回上演（芸術劇場）。
・新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかったものを除き、
「奇才―江戸絵画の冒険者たち―」を山口県立美術館他1地域、「古代エ
ジプト展　天地創造の神話」を京都市京セラ美術館他1地域（江戸東京博
物館）、「瀬戸正人 記憶の地図」を福島県立美術館（写真美術館）、「没後
70年　吉田博展」を河口湖美術館他2地域（東京都美術館）で実施。高知
県立美術館等との共同企画「生誕100年 石元泰博写真展」（写真美術館）
を実施。
・アート・コミュニティ形成事業に関するノウハウ提供、レクチャー等を、札
幌・八戸他全国10カ所の文化施設・自治体等に対して、オンラインも活用
して実施（東京都美術館）。

有

・東京キャラバンは集大成として2021年8月21・
22日に駒沢オリンピック公園総合運動場・体育館
で開催。
・地方の劇場との共同制作や美術館・博物館へ
の巡回を継続し、さらなる人材育成やネットワー
ク構築を進める。

・東京キャラバン5箇所実施
・共同制作の実施（2件）、検
証・改善
・巡回展の実施（8件）、検
証・改善

・新型コロナウイルスの影響による渡航
制限の中、オンライン活用などにより、海
外の先進的な取組を国内へ紹介するとと
もに、東京の芸術文化を発信した(2018
年度より計38件）。
・ぐるっとパス参加施設を99件に増加させ
た。ぐるっとパスの電子チケットシステム
の導入、インバウンド向け共通パスの稼
働に向けた準備を行うなど、アフターコロ
ナを見据え利用者・インバウンド対応の
検討を進めた。
・新型コロナウイルスの影響による中止も
あるが、可能な限り実施することで、演劇
の地方公演や、巡回展の開催、地方美
術館との共同企画等を通じて（2018年度
より計32件）、全国的な文化振興に貢献
した。

○2020年に向け海外と連携した事業を展開し、国内外に発信する。
○都内及び近県の文化施設との連携を進め、多くの方が、芸術文化に触れる体制整備に寄与し、またサービス向上を図る（美術館・博物館の共通入館券の参加館100館に拡充）。
○地方との展覧会、舞台芸術、イベント等の共同実施等（27件程度）を通して、学術研究や技術・運営ノウハウの共有を図り、全国的な文化振興に貢献する。

終了

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

国際連携企画14件実施

・ぐるっとパス拡大（参加施設
95、近隣県施設新規参加4）
・インバウンド対応の拡充

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇新型コロナウイルス感染症の影響がある中でも、オンラインを積極的に活用することで、12件の国際連携企画を実現した(2018年度より計38件）。
〇美術館・博物館の共通入館券の施設数を99件に増加させた。また、インバウンド対応やキャッシュレスなどのサービス向上のための準備を進めた。
〇演劇の地方公演や、巡回展の開催、地方美術館との共同企画等を実施し（2018年度より計32件）、全国的な文化振興に貢献した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

国内外の地域・施設との連携強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

2020年に向けた東京の文化シーンの活性化 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑥／ 8

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

社会包摂や社会的課
題に繋がる芸術文化
活動への助成・支援

・助成・支援の実施、評価（採
択15件程度）
・評価方法等の改善

・助成・支援の実施、評価：採
択16件
・次年度に向けた改善を実施

・アーツカウンシル東京が実施している「芸術文化によ
る社会支援助成」において、2020年度第1期は申請27
件のうち10件を採択、第2期は申請15件のうち6件を採
択。
・助成制度の評価を踏まえて、2021年度から長期的な
支援を強化すべく、申請時点において最長3年間の計
画を有する優良な事業に対して、継続支援を優先的
に行う仕組みを導入するよう、公募ガイドラインの改定
を行った。

・改定した公募ガイドラインに基づいて運用し、
ニーズに合った効果的な支援を行う。

超高齢社会を意識し
た事業の構築

・事業実施、検証
・関係団体との連携実施・検
証
・都の活用戦略も踏まえた取
組内容の検討

・各館横断の検討チームによ
る2021年度に向けた検討
・高齢者施設へのアウトリー
チ、高齢者向けワークショップ
を可能な範囲で実施
・2019年度の取組の検証報告
会、関係団体と連携した検討
会、プログラム開発準備を実
施

・事務局に各館横断の検討コアチームを設置し、連携
体制を構築した。
・高齢者向けワークショップはコロナ禍でも可能な範囲
で実施した（文化会館）。
・延期となっていた2019年度事業の検証報告会及び
2020年度事業の検証報告会・セッションをオンラインで
実施した（文化会館）。高齢者向けプログラム開発に
着手、乃村工藝社との共同事業として「博物館資料を
活用した回想法支援デジタルコンテンツの開発と効果
検証―多様な博物館コレクションを軸とした高齢者ケ
ア・学習支援による新たな関係性の構築」を実施した
（たてもの園）。

有

・財団全体として重点的に取り組む「クリエイティ
ブ・ウェル・プロジェクト」として、アクセシビリティ
の向上、鑑賞・創作・発表機会の拡大を目指
す。

地域振興のため、都
内の文化拠点形成に
よる魅力向上

Tokyo Tokyo FESTIVAL期間
中、期間後の協働事業の拡
充

・新型コロナウイルスの影響
により多くの事業が中止と
なったが、一部オンラインで実
施

・上野では「MuseumStartあいうえの」（東京都美術
館、一部オンライン実施）、「夏休み子ども音楽会」「ま
ちなかコンサート」（文化会館）、池袋では「東京芸術
祭」「サラダ音楽祭」（芸劇劇場・アーツカウンシル東
京）を実施。
・清澄白河では「MOTサテライト」を時期を変更の上、
実施。
・六本木では「六本木アートナイト」は中止となったが、
六本木アートナイト スピンオフ・プロジェクトをオンライ
ン開催し、デジタルコンテンツ「六本木アートナイト・デ
ジタル“RAN TV”」を始動。

有

・新型コロナウイルスの感染状況を鑑み、延期と
なった東京2020大会も活用しながら、都内の文
化拠点で地域との連携事業を継続し、地域の魅
力向上に引き続き取り組む。

・都内の文化拠点で地域と
の連携事業を実施
・2020年に向けた協働事業
の拡充の準備

・社会包摂や社会的課題に繋がる芸術
文化活動への助成・支援を着実に行うと
共に（2018年度より計48件）、ガイドライ
ンの改定を行い、継続的な支援を強化し
た。
・高齢者を対象としたプログラムを安全
に配慮して実施するとともに、プログラム
の開発や検証に取り組んだ。また、事務
局に各館横断の検討コアチームを設置
し、連携体制を構築した。
・新型コロナウイルスの影響で中止、延
期となる事業が多い中でも、オンラインを
活用して協働事業を実施するなど、地域
の振興と魅力向上に貢献した。

○社会的課題解決の貢献を求める都の活用戦略も踏まえ、以下の事業の立案、展開を行っていく。
○東京を拠点とする芸術団体やNPO、福祉団体等が実施する、障害者や高齢者、子供、青少年、外国人等の創造活動や体験機会の拡充と、その環境整備に資する活動を支援する（45件程度）。
○来るべき超高齢社会を意識し、職員の意識・知識を向上させ、また関連団体とのネットワークを作りながら、文化の力で社会課題に対応すべく、事業を構築する。
○地域振興を目指し、自治体、施設、団体等との協働事業を実施するなどして、地域総体としての魅力を高める。

見直し 3

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・助成・支援の実施、評価：
採択16件
・評価方法の検証

・事業実施、検証
・高齢者施設等との連携
・施設横断の検討チームに
より検討継続

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇社会包摂や社会的課題に繋がる芸術文化活動への助成・支援を着実に行った（2018年度より計48件）。助成制度の評価を踏まえて、公募ガイドラインの改定を行った。
〇高齢者を対象としたプログラムを安全に配慮して実施した他、プログラムの開発や検証に取り組んだ。また、事務局に施設横断の検討コアチームを設置し、今後に向けた各館との連携
体制を構築した。
〇地域振興のための事業は中止となったものが多かったが、一部はオンラインを活用し、協働事業を実施した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

社会的課題の解決に貢献する取組の実施 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

社会的課題解決に貢献 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑦／ 8

団体名：

経　営　課　題 ⑦

戦　　　　　　略 ⑦

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

ダイバーシティ（多様
性）に着目した事業の
展開

・Tokyo Tokyo FESTIVAL期
間中の取組充実
・アウトリーチ検証・改善
・関連展覧会実施
・関連パフォーミングアーツ
実施

・オンラインを活用して
TURNプロジェクトを実施
・ダイバーシティに着目した
展覧会、公演、ワークショッ
プ等は一部実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により「TURNフェス」は中止と
なったが、TURNプロジェクトのうち、「交流プログラム」「TURN
LAND」「TURNミーティング」及びTURN事業の運営を補助するサ
ポーター勉強会を、オンラインも活用して実施。
・文化会館は、英語版ワークショップや手話付きの音楽ワークショッ
プを継続実施、多様な人が来場可能なオーケストラ公演「リラック
ス・パフォーマンス」を初めて開催したほか、特別支援学校での公
演・ワークショップ等を実施。
・渋谷公園通りギャラリーは、多様な背景を持つ作り手や、アール・
ブリュットに着目した展覧会を、会期を変更して実施。関連イベント
は一部オンラインで配信。
・芸術劇場は、障害者が参加するパフォーミングアーツ「東京のはら
表現部」「東京ホワイトハンドコーラス」を、一部オンラインを活用し
て実施。

有

・新型コロナウイルス感染拡大防止策を講じなが
ら、個別の事業については対面、オンライン等に
より着実に実施する。
・財団全体として重点的に取り組む「クリエイティ
ブ・ウェル・プロジェクト」として、アクセシビリティ
の向上、鑑賞・創作・発表機会の拡大を目指す。

バリアフリー、ユニ
バーサル化の推進

・整備完了
・Tokyo Tokyo FESTIVAL期
間中、期間後の対応充実、
次年度以降の対応の検討
・改善、研修内容のさらなる
充実及びレベル向上

・バリアフリー状況の調査・
評価を実施（4施設）
・研修内容の見直し、実施
準備
・ソフト面の対応充実

・バリアフリー設備等の情報発信の充実を図るため、「クリエイティ
ブ・ウェル・プロジェクト」として2020年度は4施設を対象に、バリアフ
リー状況の調査・評価を実施。
・研修については、クリエイティブ・ウェル・プロジェクトを浸透させる
観点から、より視野を拡げ「多様性とウェルビーイングを考える」を
全体テーマとし、1～3月に3回に分けて実施。新型コロナウイルス
感染症の影響により会場としてオンラインを活用した。
・ソフト面の対応として、チラシに音声コード導入（渋谷公園通りギャ
ラリー）、TURNミーティングの手話付きオンライン配信（アーツカウ
ンシル東京）、バリアフリーマップ作成準備（東京都美術館）などを
実施。手話通訳付きギャラリートーク等を実施（現代美術館、渋谷
公園通りギャラリー）。

有
・財団全体として重点的に取り組む「クリエイティ
ブ・ウェル・プロジェクト」として、アクセシビリティ
の向上、鑑賞・創作・発表機会の拡大を目指す。

インバウンド対応の充
実

・Tokyo Tokyo FESTIVAL期
間中、期間後の取組の強化
・対応計画に基づく整備（各
館のHPやSNSの多言語化
の更なる推進）

・各館情報やオンラインで楽
しめるコンテンツの多言語
発信
・インバウンド向け共通パス
導入を2021年度中に延期

・芸術劇場は、「赤鬼」の無料配信を英語字幕付きで実施。文化会
館は、「創遊・楽落“夜”らいぶVol.53―音楽家と落語家のコラボ
レーション―」を英語映像付きで実施。
　アーツカウンシル東京は、オンライン能「船弁慶」を英語の字幕・
解説をつけて配信（1/29～3/31、視聴回数約26,000回）。
・インバウンド向けスマホアプリによる共通パスは、新型コロナウイ
ルス感染症の影響による文化施設の休館及び訪日外国人の減少
のため、サービス開始時期を延期。

有

・インバウンド需要の回復後に向けて、外国人が
楽しめるプログラムの充実をはかる。
・外国語だけでなく、在日外国人も楽しめるやさし
い日本語を活用したプログラムを検討する。
・インバウンド向け共通パスは、感染状況と機運
を見極め、プレス発表、実証実験の実施、2021
年度内の本番サービス開始時期を判断。

・外国人向けプログラムを含
め、外国人も楽しめるプログ
ラムを継続実施
・見直した対応計画に基づ
き、整備を進めた。
・インバウンド対応の拡充

・ダイバーシティに着目した取組として、
TURNプロジェクトや展覧会、ワークショッ
プなどをオンラインを活用して実施し、多
様性について理解を深める機会とした。
・バリアフリーについて、ハード対応が完
了したことから、ソフト面での取組により、
アクセシビリティを向上させた。また、研
修では多様性とウェルビーイングをテー
マとし、職員が視野を広げる機会とした。
・外国人向けのプログラムは、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により多くが中止
となったが、オンラインを活用した文化体
験機会の提供を継続した。

○社会的課題解決の貢献を求める都の活用戦略も踏まえ、以下の事業の立案、展開を行っていく。
○東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、ダイバーシティに着目した取組を計画的に実施する。
○障害を持つ人が文化施設をストレスなく訪れることができるように整備するとともに、事業や観覧環境に高い満足を得るよう、取組を実施する。
○伝統文化を体験できるプログラムをはじめとし、訪日外国人が各施設において事業をストレスなく楽しめ、豊かな文化体験を得るようにする。プログラムは財団全館での実施を目指す。

見直し 3

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・TURNプロジェクト事業実
施、2020年に向けた準備
・アウトリーチ検証
・ギャラリーグランドオープ
ン、展覧会実施
・関連展覧会の準備
・関連パフォーミングアーツ
実施

・対応計画に基づく整備を順
次実施
・バリアフリー研修を実施（初
級2回、中級4回）

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇ダイバーシティに着目した取組として、TURNプロジェクトや展覧会、ワークショップなどをオンラインも活用して実施した。
〇チラシへの音声コード導入や、バリアフリーマップなど、ソフト面の整備を行った。職員の研修は視野を広げたテーマを設定し、実施した。
〇外国人向けのプログラムは、新型コロナウイルス感染症の影響により多くが中止となったが、オンラインを活用した文化体験機会の提供を継続した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

様々な背景を持つ人々の参加と交流を促進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

多様性の尊重 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑧／ 8

団体名：

経　営　課　題 ⑧

戦　　　　　　略 ⑧

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

子供・若者への文化
体験の提供

・スクールプログラ
ム、アウトリーチ、乳
幼児向けコンサート、
伝統文化プログラム
等の子供・若者への
文化体験を、改善した
内容で継続実施

・スクールプログラム
133件、アウトリーチ
146件、乳幼児向けコ
ンサート3件、伝統文
化プログラム37件実
施（約20,000人が参
加）
・「Welcome Youth」を
オンラインで実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により中止し
たものもあったが、昔くらし体験、ミュージアム・ス
クール等の館内プログラムや、アウトリーチにつ
いて、コロナ感染拡大防止策を講じながら、可能
な限り対面またはオンラインを活用して実施し
た。
・新型コロナウイルス感染症の影響により実際に
美術館・博物館へ招待することはできなかった
が、アートファン層の拡大のため、18歳以下の若
者が美術館等に親しむ機会として「Welcome
Youth」をオンラインで実施。

有

・施設内外で多様なプログラムを実施し、子供・
若者への文化芸術体験を充実させる。オンライ
ンを活用しながら、若年層が文化に触れる機会
を継続して提供する。

文化事業を担う人材
の育成

・インターンシップ、
アーツアカデミーを改
善した内容で継続実
施
・大学との連携実施に
向けた準備

・インターン16名、
アーツアカデミー25
名、計41名受入れ
・大学との連携に向け
た調整は一時中断

・アーツアカデミー25名のうち、芸術劇場では5名
を採用した（新型コロナウイルス感染症の影響に
より2名辞退）。インターンは16名を6施設で受入
れた。在宅での活動を取り入れた他、アーツアカ
デミーの講座は講座の一部をオンラインで実施。
・大学との連携は、大学内における新型コロナウ
イルス感染症への対応が優先されたため、延期
した。

有

・オンラインを活用し、各館でのインターンやアカ
デミー生等の受入れを継続する。また、これまで
の取り組みの検証を行い、財団全体として体系
的に人材育成に取り組めるよう整備する。

アーティストの発掘・
支援

・入賞者を起用した事
業のさらなる充実
・TCAA の審査・授賞
式・海外派遣の作品
制作・成果展の実施

・東京音楽コンクール
入賞者起用事業を82
件実施。
・TCAA2021-2023の
審査を実施
・TCAA2020-2022受
賞者の渡航は延期
・TCAA2019-2021受
賞者の展覧会実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により中止し
たものもあったが、上野deクラシックやフレッシュ
名曲コンサート等、東京音楽コンクール入賞者を
起用した事業を計82件実施した（配信用収録2件
を含む）。
・TCAA2021-2023は最終選考まで終了。1月に
受賞者発表。
・TCAA2020-2022受賞者の渡航については感染
症拡大の状況を見て、延期した。
・TCAA2019-2021受賞者の成果展は2021年3月
から現代美術館にて開催。

有

・コンクール入賞者をオンラインも含めた多様な
機会に起用することで、若手アーティストの成長
と経済的活動を支援する。
・延期したTCAA2020-2022受賞者の渡航の検討
を行う。

・東京音楽コンクール
は応募者数増（前年度
比109%）、入賞者起用
事業96件
・TCAAの審査、海外
派遣を実施

・休館により多数のプログラムが中止と
なっているが、再開後は対象に応じた多
様なプログラムをオンラインを活用して行
うことで、子供・若者への文化体験を提供
した。特に、2019年度中止となった
「Welcome Youth」は、2020年度はオンラ
インで初めて開催し、SNSを活用して美
術館・博物館の仕事を紹介することで、
高校生が文化施設へ興味を持つきっか
けとした。
・インターンやアーツアカデミーでは、コロ
ナ禍の状況に鑑み、手段や時期を調整し
ながら、文化事業を担う専門人材の育成
を行った。
・コンクールや賞によりアーティストを発
掘し、コンサートや発表の場による活躍
の機会を提供した。アーティストの成長・
発展の支援を行った。

○次世代の文化を担う子供・若者に対して、館内外での文化体験の機会を提供し育成する環境を整える取組によって、文化に親しむ層を増加させる。
○文化事業を担う専門人材の育成のため、大学等と連携する。
○次世代のアーティストを発掘・育成し、広く紹介し、活躍する場を提供するため、コンクールや賞の定着化を図るとともにステータスの向上に努める。

見直し 4

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・スクールプログラム
277件、アウトリーチ
183件、乳幼児向けコ
ンサート12件、伝統文
化プログラム42件実施
（約27,000人が参加）
・文化体験紹介専用サ
イトの開設
・18歳以下無料招待
（Welcome Youth）は新
型コロナウイルス感染
拡大防止のため中止

・インターン24名、アー
ツアカデミー15名　計
39名
・財団内のPTで今後の
制度を検討
・6つの大学にヒアリン
グを行い、インターン
経験を単位認定する
仕組みを調整開始

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇休館により中止したプログラムも多かったが、開館後はオンラインも活用しながら、対象に応じた多様なプログラムを実施した。
〇インターンやアーツアカデミーでは、コロナ禍でも可能な活動範囲を鑑みながら、文化事業を担う専門人材の育成を行った。
〇コンクールや賞によりアーティストを発掘し、コンサートや発表の場による活躍の機会を提供した。アーティストの成長・発展の支援を行った。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

将来の観客層及び芸術文化の担い手の育成 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

次世代の育成 第２期プランとの関係
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団　体　名：

戦略番号

終了

個別取組事項 2020年度計画
2020年度

実績
要因分析 対応方針

施設に来館しなくても芸
術文化に触れられるオ
ンライン・コンテンツの発
信及びオンラインによる
事業の実施

・各館の収蔵品や事業をオ
ンライン・コンテンツとして発
信
・通常対面で行う事業をオン
ラインで参加可能とする

・特設ページ「おうちでカルチャー」を財団HP内に開設し
各館のオンライン・コンテンツをまとめて紹介（75,274
PV）
・収蔵品のデータベースを「あつまれどうぶつの森」で
活用した他、資料・作品が横断的に検索できるデータ
ベースとして公開した（53,132点公開、うち画像掲載は
30,066点）。
・イベントやワークショップ、レクチャー等をオンラインで
実施

・東京都のSTAYHOME週間ポータルサイトとも連動し、在宅で楽しめる各館オンライン・コンテ
ンツをまとめた特設ページ「おうちでカルチャー」を4月24日に財団HP内に開設。その後も、「夏
休み特別編」（子供向け）、「芸術の秋特集」、「冬編」と、時機を捉えてオンライン・コンテンツを
紹介。
・各施設でも、文化施設に来館できない方に対して、在宅で芸術文化を楽しめる機会を提供し
た。
・収蔵品のデータベースを活用し、「あつまれどうぶつの森」マイデザインを公開した他（江戸東
京博物館）、美術館・博物館が収蔵する資料・作品が横断的に検索できるデータベース「Tokyo
Museum Collection : 東京都立博物館・美術館収蔵品検索」を公開し、オープンデータ化と横断
検索を実装した。
・現代美術館は、バーチャル空間でVIRTUAL ART BOOK FAIRを開催。そのほか、展覧会関連
フォーラムやトーク、TURNミーティング、子供や学校向けプログラム等を、オンラインのみ、また
は対面とオンラインとを組み合わせた形で実施した。

・アフターコロナを見据えるとともに、「スマート
カルチャープロジェクト」として各館および財団
全体の取組で、オンライン・コンテンツを拡充さ
せ、いつでもどこでも楽しめる鑑賞体験を提供
する。

医療従事者等に対する
芸術文化による総合的
な支援

・医療従事者へ感謝の気持
ちを表す「青」を基調とした
特設ページの開設
・医療従事者に対する美術
館・博物館への招待
・医療従事者に対するホー
ル主催公演への招待

・特設ページ「青コレ！」を財団HP内に開設し美術館・
博物館の青色のコレクション作品等を紹介（6/12～
9/7）
・美術館・博物館6施設への無料招待券15,000枚の贈
呈（8/25～3/31）
・「ブルーライブ」として東京文化会館、東京芸術劇場へ
の無料招待、10公演（1/11～3/3）

・特設ページ「青コレ！」にて、美術館・博物館・ホール8施設の「青」にまつわる映像10本、静止
画5本を公開した。庭園美術館、江戸東京博物館では関連展示を実施し、リアルでも展開がで
きた。
・無料招待券は、東京都医師会、東京都病院協会、東京都看護協会の3団体に各5,000枚贈
呈。対象期間を長く確保し、鑑賞者が余裕をもって来館できるよう配慮した。
・「ブルーライブ」は子供から大人まで楽しめる演目を用意し幅広く告知した。財団プレス・PR
TIMES（12/22）等。

・2020年度はワクチン接種対応や東京2020大
会医療対応が見込まれることから、引き続き医
療従事者へ感謝の気持ちを表す取組として、
対象者を広げるなど、美術館・博物館への招
待やホール主催公演への招待を、拡充して実
施する。

「アートにエールを！東
京プロジェクト」

東京都との共催による助成
事業の実施
・「アートにエールを！東京
プロジェクト（個人型）」 約
4,000件
・「アートにエールを！東京
プロジェクト（ステージ型）」
300件

・個人型（当初） 動画掲載4,982件、支払人数14,513人
・個人型（再募集） 動画掲載2,719件、支払人数4,411人
・ステージ型 応募1,470件、採択300件

・「個人型」では、活動自粛を余儀なくされたプロのアーティスト、クリエイター、スタッフ等が個人
または10名以内のグループで制作した動画作品について、出演料相当として1人あたり10万円
の支払いを行った。当初募集人数を大きく上回る応募があったため、追加で募集を行い、募集
人数を合計20,000人に拡大し、事業を実施した。
・「ステージ型」は、都内の劇場・ホール等で予定していた公演が中止・延期となった団体が、無
観客や入場を制限して開催し、一定期間無料配信する公演に対し200万円の支援を行うもので
あり、採択予定の約5倍の応募があった。

・コロナ禍で落ち込んだ芸術文化活動への支
援を強化するため、「アートにエールを！東京
プロジェクト」のレガシーとして、新たに「スター
トアップ助成」を立ち上げるとともに、複数のプ
ログラムからなる大規模な文化事業やフェス
ティバルなど、多くのアーティストや事業者、芸
術団体が参加する活動に助成する。
・2021年4月には、新型コロナウイルス感染症
緊急対策として「アートにエールを！東京プロ
ジェクト（ステージ型）」追加募集を行い、緊急
事態宣言等により公演が中止・延期・入場制
限となった団体が行う公演等の作品の企画を
募集する。

国からの補助金・助成
金等の獲得

文化庁の補正予算等につい
て情報収集に努め、時機を
逸することなく申請すること
で、外部資金獲得に努める

【文化庁】
・文化施設の感染症防止対策事業（9,045千円）
庭園美術館、江戸東京博物館、写真美術館、現代美術
館、東京都美術館、文化会館、芸術劇場
・文化芸術収益力強化事業　劇場・音楽堂等コンテンツ
配信ポータルサイト「公文協シアターアーカイブス」パイ
ロット公演動画配信事業（略称：公文協パイロット動画
配信事業）（18,286千円）
文化会館：5事業、芸術劇場：2事業
【経済産業省】
・コンテンツグローバル需要創出促進事業費補助金
（82,869千円）
文化会館：1事業、芸術劇場：4事業
【厚生労働省】
・小学校休業等対応助成金（6,349千円）
庭園美術館、江戸東京博物館、写真美術館、現代美術
館、東京都美術館、文化会館、芸術劇場、アーツカウン
シル東京、事務局

・国では新型コロナウイルス感染症への対応に関して様々な支援事業を立ちあげていることか
ら、Webサイト等を頻繁に確認し、適合する事業の申請だけに止まらず、交付要件となっている
動画制作を追加で実施するなどの取組により、積極的に補助金等を獲得した。

・国の補助金制度等の情報を積極的に収集
し、時機を逸することなく補助金・助成金等の
申請を行い、引き続き財源を確保していく。
・財団寄付キャッシュレス化で簡便に寄付でき
る環境をつくる。

コロナ禍における、安心
して展覧会を鑑賞できる
環境の整備

・引き続き、東京都と連携し、ガイドラインに
則った感染拡大防止策や事前予約の実施な
どにより、感染拡大防止に対応していく。

第２期プランとの関係

新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、芸術文化関係の展覧会・公
演・イベント等が中止・延期となり、制
作や発信の場を失ったアーティスト等
の自由な創作活動を支援し、東京の
多彩な芸術文化の魅力を発信。

新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、当財団の入場料、施設使用料
等が大幅に減収となる中で、継続的
に事業を実施するため、国で新たに
立ち上げた支援事業等を活用して、
財源を確保。

団体自己評価

・コロナ禍における休館・開館対応へ
適切に対応し、「新型コロナ見守りサー
ビス」や展覧会の事前予約制の導入な
ど、安心して展覧会を鑑賞できる環境
を整備した。また、館内クラスター発生
ゼロを実現した。
・特設ページ「青コレ！」を財団HP内に
開設し美術館・博物館の青色のコレク
ション作品等を紹介した他、美術館・博
物館6施設への無料招待券の贈呈、
「ブルーライブ」として東京文化会館・
東京芸術劇場への無料招待を行うな
ど、医療従事者への感謝を伝える取り
組みを実現した。
・各館のオンライン・コンテンツをまとめ
て紹介した特設ページ「おうちでカル
チャー」の開設や、イベントやワーク
ショップ・レクチャー等のオンライン開
催など、どこからでも文化芸術を楽し
める機会を提供した。
・「アートにエールを！東京プロジェクト
（個人型）」 「アートにエールを！東京
プロジェクト（ステージ型）」では、 募集
人数を当初予定より大幅に拡大し、
アーティスト等の創作活動を支援した。
・全館において、国の支援事業を積極
的に活用し、文化庁・経済産業省・厚
生労働省の補助金等を獲得した。

新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、都立文化施設は5月末まで
（東京都美術館は6月末まで）休館し
た。各館再開後も、感染防止対策とし
て人が密集する場所を避けることが
推奨される中で、文化施設に来館しな
くても自宅で文化芸術に触れられる機
会を提供。

新型コロナウイルス感染症への対応
に、最前線で昼夜奮闘されている医
療従事者の方をはじめ、社会活動の
維持に尽力されている方への感謝の
思いを伝えるため、都立文化施設の
有するコンテンツや鑑賞機会を提供。

新たな取組として
設定した理由

・早期開館に向けては、感染拡大防止に向けたガイドラインを策定している各業界団体と事前
に連絡をとりあうなど情報収集に努め、感染拡大防止に向けた取り組み事項を把握。館内委託
事業者（警備・清掃事業者）との綿密な調整により、緊急事態宣言解除直後から感染拡大防止
措置を施した適切な環境整備を短期間で実現した。
・都立施設で新型コロナウイルスのクラスターが発生した場合に利用者に迅速に感染情報を通
知する「東京版新型コロナ見守りサービス」を全館で導入。混雑が見込まれる展覧会では、事
前予約システムを導入（現代美術館4件、東京都美術館1件、写真美術館1件）。
・館内クラスターゼロについては、職員だけでなく館内スタッフへの注意喚起とあわせ、各館HP
やTwitter等でお客様に対するマスク着用等の依頼をするなど、お客様に対する事前広報も奏
功しているものと考えている。
・東京文化会館は全国公立文化施設協会の会長館として、施設の実情に沿ってガイドラインを
検討し、取りまとめを行った。東京芸術劇場は、緊急事態舞台芸術ネットワーク、クラシック音
楽公演運営推進協議会の設立に参画し、ガイドライン作成に関わり現場の声を反映させた。財
団事務局は文化庁・日本博物館協会に協力し、ガイドライン作成において施設の現状、意向を
反映した。

・ガイドラインに準拠した防止策の準備を都の4～5月の
緊急事態宣言中に完了し、宣言解除の翌日から施設を
再開。その後も断続的に宣言が発せられる中、防止策
を改善し、経費面からも効果的・効率的な対策を実施
・「東京版新型コロナ見守りサービス」や、展覧会の事
前予約を導入
・館内で十分な感染拡大防止策を継続し、館内クラス
ター発生のゼロを実現
・業界団体ガイドラインの作成・協力（文化会館、芸術
劇場、事務局）

・東京都、日本博物館協会
及び全国公立文化施設協
会が策定した感染拡大防止
に向けたガイドラインに則っ
た館内環境を整備し、芸術
文化に触れる機会を可能な
限り提供
・館内での感染クラスター発
生を原因とした閉館をゼロ
にする

コロナ禍における新たな日常の中で
も、お客様に芸術文化に触れる機会
を提供し続けることは、財団目標の
「東京都における芸術文化の振興」に
向け必要不可欠である。他方、館に
おける感染拡大防止策は前例がな
く、困難な取組であることから新たな
目標として設定

「経営改革プラン」評価シート　（追加） 新　規

公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度
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団体名： 公益財団法人東京都歴史文化財団 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

○ 東京都歴史文化財団の2020年度の取組について、以下の理由から、その実績を高く評価する。

・「雇用及び育成にかかる制度や方針の見直し」については、「新たな人事給与制度の確立」について、2020年度までの達成は果たせなかったが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
るものであり、その他の取組事項については目標を達成していると捉えられることから、本戦略を着実に進めたと判断できること。

・「長期的な視点に立った財務基盤の強化」については、「公益事業における自己財源の獲得増」について、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業収益が大幅に減収したことか
ら目標値を達成することができなかった等があったが、国庫補助金等の獲得、特定資産の活用を通じて、展覧会・公演事業等の実施に柔軟に対応したことから、本戦略を着実に進めたと
判断できること。

・「多角的な広報とプレゼンス向上」については、「「共通広報」及び「各館広報」の強化」について、コロナ禍における各館でのオンライン・コンテンツ強化等を推進するなど、本戦
略を着実に進めたと判断できること。

・「多彩な事業展開による文化の継承と挑戦」については、「利用者視点に立った施設運営及び挑戦的な事業の実施」において、美術館・博物館の観覧料、ホールの施設貸出料のキャッ
シュレス決済を導入し、来館者の利便性向上に繋げるなど、本戦略を着実に進めたと判断できること。

・「国内外の地域・施設との連携強化」については、「海外連携による事業展開と発信」について、新型コロナウイルス感染症の影響があったものの、オンライン活用などにより、海外
の先進的な取組を国内へ紹介するとともに、東京の芸術文化を発信するなど、本戦略を着実に進めたと判断できること。

・「社会的課題の解決に貢献する取組の実施」については、「社会包摂や社会的課題に繋がる芸術文化活動への助成・支援」について、社会包摂や社会的課題に繋がる芸術文化活動への
助成・支援を着実に行うと共に、ガイドラインの改定を行い継続的な支援を強化するなど、本戦略を着実に進めたと判断できること。

・「様々な背景を持つ人々の参加と交流を促進」については、「ダイバーシティ（多様性）に着目した事業の展開」について、TURNプロジェクトや展覧会、ワークショップなどをオンラ
インを活用して実施し、多様性について理解を深める機会とするなど、本戦略を着実に進めたと判断できること。

・「将来の観客層及び芸術文化の担い手の育成」については、「アーティストの発掘・支援」について、コンクールや賞によりアーティストを発掘し、コンサートや発表の場による活躍
の機会を提供するなど、本戦略を着実に進めたと判断できること。

・新たな取組として設定した個別事項については、「コロナ禍における、安心して展覧会を鑑賞できる環境の整備」について、ガイドラインに準拠した防止策の準備を都の4～5月の緊急
事態宣言中に完了し、宣言解除の翌日から施設を再開し、その後も断続的に宣言が発せられる中、防止策を改善し、経費面からも効果的・効率的な対策を実施するなど、着実に進めたと
判断できること。

○ 2020年度に引き続き、新型コロナウィルス感染症の影響を受ける中、長期ビジョン、経営改革プランの2020年度の評価及び新たな経営改革プラン（2021年度～2023年度）を踏まえ、
都政の重要なパートナーとして、引き続き、東京の魅力を高める多様な事業を展開していくことを望む。

○ また、新型コロナウィルス感染症の影響を受けながらも、財務連携等、複数施設を同時に運営しているスケールメリットをさらに活かしながら、各都立文化施設の個性を活かしつ
つ、戦略的に事業展開を図っていくことによって、都民に還元していくことを期待する。

-25-



戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

誰もが音楽の楽しさ
を体感・表現・発信で
きる音楽祭（サラダ音
楽祭）事業の実施

・拡大実施
・東京2020大会を記念したコンサートや、
民間企業との連携によるＡＩを活用した
ワークショップなど内容を更に拡充
・劇場外のミニコンサートは地域や場所を
更に拡大して展開
・2021年度以降も誰もが気軽に音楽に親し
める機会を提供していくため、音楽祭の継
続・定着化に向けた取組を実施

・新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により、メインプログラムを４
日間から２日間に縮小して開催
・WEBを活用したコンサートやワー
クショップの動画配信を実施
（実施規模）
・オーケストラ公演:２回
・ミニコンサート:12回
・動画配信：９本

・入場者数の制限やソーシャルディスタンスを考慮した座席設定など、感染
予防対策を講じた上で9/5、9/6の２日間、サラダ音楽祭を開催した。
※ワークショップ等の体験事業やスペシャルコンサートは感染拡大防止の
ため中止
・オンラインを活用したWeb配信を積極的に展開し、来場できない人々も音
楽祭を体験できる機会を拡充した。
・ミニコンサートでは、新たに池袋西口公園野外劇場を活用し、屋外での演
奏を実施した。
・来場者数は3,348人となったほか、動画の視聴回数では子供向けコン
サートを中心に約１カ月半の期間で約８万回の視聴数を達成した。

有

・2021年度も新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏ま
え、コンサート、ワークショップ、Web配信等を実施する。
・2020年度に実施した感染予防対策に係るノウハウを活か
し、最新の感染状況に合わせた適切な対策（ソーシャルディ
スタンスの確保、消毒、検温、来場者との非接触等）を講じ
る。

子供向け音楽事業の
拡充・再構築

・サラダ音楽祭での子供向け音楽事業
を拡大
・オリンピック・パラリンピック教育推進
支援事業との連携の充実・強化
・大会後の教育支援事業の継続につ
いて関係機関と調整

・サラダ音楽祭で子供向け音楽
事業を実施
・７校で教育支援プログラムの室
内楽型を実施
・アウトリーチ型の学校訪問事
業を実施

・サラダ音楽祭において、０歳児から入場可能なコンサートを開催したほ
か、WEBを活用したコンサートやワークショップ（歌・ダンス、演奏）の無料
動画配信を行い、子供向け音楽事業を拡大した。
・2019年度に引き続き、子供向け音楽事業として、教育庁と連携を図り、
「オリンピック・ パラリンピック教育推進支援事業（コーディネート事業） 」の
教育支援プログラムに小規模公演を登録した。
※コロナ禍でも本事業を通して芸術文化への理解を深める機会を提供す
るため、年度当初から登録している室内楽型・講義型の２プログラムに加
え、年度途中に教材提供型プログラムを登録した。
※室内楽型（７校）・講義型（１校/同校には室内楽型でも訪問）を実施し
た。
・コロナ禍の影響により、全て中止となった音楽鑑賞教室の代替として、大
勢の子供達の集合を前提としないアウトリーチ型の学校訪問事業を実施し
た。

有

・子供達がコロナ禍でも安心して来場できるよう、徹底した
感染症予防対策を講じた０歳児から入場可能なコンサート
や各種ワークショップ等の子供向けプログラムを実施する。
・教育庁の方針を踏まえつつ、教育支援プログラムの再構
築を図るなど、東京2020大会後も子供向け音楽事業の着実
な実施を目指す。
・コロナ禍における新たな事業形態として、引き続き各区市
教育委員会と連携し、アウトリーチ型の学校訪問事業を実
施していく。

ヤングシート(青少年
招待席)事業の新規
応募者率の向上

・効果検証
・新規応募者率
　60％

・効果検証の実施
・新規応募者率
　37.2％

・小規模公演等の場で、楽員MCによる都響の紹介や当該事業の案内を行
うことにより効果的なPRに繋がった。
・実績減の要因として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた以下の
事由が挙げられる。
①対象公演の中止・招待中止が２回あったこと
②演奏会の客席使用率に制限を設け、招待数を減らしたこと
③公演開催の決定が公演日直前になり、告知が十分にできなかったこと
④応募意思を持ちつつも、新型コロナウイルス感染症への懸念から応募
や出席を断念するケースがあったこと

有
・引き続き事業活動に制約が課せられた状況にあるが、事
業の更なる成長に向けて、コロナ禍における効果的なPR手
法・招待方法等を検討する。

自主公演の年間入場
者率の確保

・86.0％ ・69.1%

・実績減の要因として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた以下の
事由が挙げられる。
①客席を入場者数規制等の要請に応じて900席～1,300席程度に制限し、
チケットを販売していたが、新型コロナウイルス感染症への懸念から入場
者の増加に繋がらず、各公演の入場実績は平均700人程度であったこと
②特に、12月末以降の緊急事態宣言や変異株流行の兆しが出てきた時期
には、大幅な外出自粛やチケットの買い控えが見られたこと
③チケット購入済でも体調不良等の理由で当日欠席したお客様へ返金し
ており、入場者率の減少に繋がったこと

有

・引き続き入場者数の規制等が課せられた状況にあるが、
音楽芸術の更なる普及向上を図るため、多彩なプログラム
を企画するとともに、楽曲、ソリストに関する解説、聴きどこ
ろ等の情報提供に注力した広報を強化し、集客に努める。
・チケット購入者の当日欠席率を減らすため、購入者へのリ
マインドや興味喚起を目的とした広報を検討・実施する。
・2021年度に本格的な導入を予定している電子チケットの効
果を分析するなど、購入者の利便性向上を確認し、更なる
集客に努める。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

①

○都響に求められている、あらゆる人々に良質な音楽に触れる機会を提供し、芸術文化都市東京の実現に寄与するという役割を踏まえて、音楽芸術の更なる普及を図る。
○東京2020大会を絶好の機会ととらえ、大会後のレガシー創出を目指して、楽員等の人材や演奏ノウハウを最大限活用し、誰もが音楽の楽しさを体感・表現・発信できる音楽祭（※）を拡大実施（2018年度開始事業）。（※）「歌い、聴き、踊
る」ことができる音楽祭として「Sing and Listen and Dance」の頭文字をとり、名称を「TOKYO MET SaLaD MUSIC FESTIVAL[通称:サラダ音楽祭]」とした。
○また、新たな子供向け音楽事業を実施するとともに、ヤングシート（青少年招待席）の新規応募者率を現状の４割から６割に引き上げることにより、若年層を中心として新たなクラシックファン・都響ファンを増やす。
○これらを通じ、新たな都響ファンを、都響音楽事業の核である自主公演の来場者につなげ、これまでになく高い自主公演の入場者率（８６％）を達成する。

○コロナ禍の影響を受け、サラダ音楽祭の規模は縮小したものの、適切な感染症予防対策のもとで質の高いプログラムを実施した。
〇年度を通じて限られた環境にあったが、教育支援プログラムやアウトリーチ型の学校訪問事業等を積極的に展開するなど、事業活動の柱の一つである青少年のための演奏事業を着実に実施した。

見直し

・メインプログラムを３日間、ス
ペシャルコンサートを２日間に
拡大し、コンサート、ワーク
ショップの回数・内容を拡充し
て実施
（実施規模）
・オーケストラ・器楽公演:６回
・ベイビーオペラ:８回
・ワークショップ:30回
・ミニコンサート:99回

・サラダ音楽祭での子供向け
音楽事業を拡大して実施
・教育庁のオリンピック・ パラリ
ンピック教育推進支援事業と
連携

　コロナ禍の影響を受け、規模を縮小せ
ざるを得なかったものの、東京2020大会
の気運醸成とその後のレガシー創出を
目指した都との共催事業であるサラダ音
楽祭（３回目）を開催し、延べ３千人以上
の来場者に楽しんでいただくなど、音楽
祭を成功させた。
　また、コロナ禍においてもより多くの
人々にサラダ音楽祭を楽しんでいただく
ため、オンラインで閲覧可能なワーク
ショップ動画を多数配信した。
　ヤングシート事業に係る新規応募率と
自主公演の年間入場者率は目標に達し
なかったものの、音楽鑑賞教室の代替と
なるアウトリーチ型学校演奏会等の子供
向け音楽事業を着実に実施しており、全
体として、「新たなクラシックファン層の獲
得と音楽芸術の更なる普及向上」に向け
た取組が進捗している。

・新たな事業PR手法の実施
・新規応募者率
　55.3％

・82.2%

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都交響楽団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

音楽芸術の更なる普及

新たなクラシックファン層の獲得と音楽芸術の更なる普及向上

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 5

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

来場者アンケートの
実施とサービスの向
上

・実施結果の検証と更なる改
善に加えて、新たな苦情要望
等にも対応

・新型コロナウイルス感染予
防対策の強化
・動画配信に係るニーズの把
握

・新型コロナウイルス感染防止対策（チケット販売方法、客席の間隔、演奏会
場の動線等）について、アンケートの声を参考とした。
・演奏会に来られない方等に向けた動画配信のニーズを把握し、配信本数の
拡大に繋げた。

有

・コロナ禍における演奏会の運営について感想や意見
を引き続き調査し、有効な内容を今後の演奏会へ導
入する。
・具体的手法として、新型コロナウイルス感染防止対
策において需要が高まっている「電子チケット」、
「キャッシュレス決済」についてアンケート内の新規調
査項目とし、来場者の関心や浸透させるための手が
かりを模索する。

お客様サービスに係
る研修

・接遇研修
・障害者対応研修
・クレーム対応研修
・救命救急研修
　などを適宜実施

・BCP研修
　１名受講（12月）
・救急救命研修
　１名受講（１月）

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、予定していた研修は中止と
なったが、12月以降、以下の研修を受講した。
①BCP研修：高まる自然災害リスクや新型コロナウイルスに適切に対応するた
めのBCPのポイントや、少ない工程で高い効果を期待できる対策の重要性等
について学ぶ研修
②救急救命研修：来場者の緊急時等に備える救急救命の手法を学ぶ研修

有

・引き続き、都や東京商工会議所等が開催する接遇
研修や救命救急研修のほか、クレーム対応研修や障
害者対応研修等、お客様サービスの向上に係る研修
の受講を職員へ促していく。

外国人対応の充実
・WEBチケット購入サービス
（英語版）の導入
・多言語対応の充実

・WEBチケット購入サービス
（英語版）の導入については、
システム業者が開発中
・その他の導入方法も検討中

・WEBチケット購入サービスについては、コロナ禍の影響を受け、外国人利用
の需要が見込めない状況にあるため、システム開発のタイミングを再検討して
いる。
・WEBチケット英語版だけでなく、その他の大手プレイガイドが展開している海
外版の購入サイトも並行して検討中である。

有

・新型コロナウイルス感染症収束に伴うインバウンド
需要の見込み等を踏まえ、適切なタイミングでのWEB
チケット購入サービス（英語版）の導入を目指すととも
に、グローバル化に向けた更なる多言語対応を検討・
実施するなど、日本を代表するオーケストラとして、外
国人対応の充実を図っていく。

社会貢献に資する出
張演奏会の推進

・65回
・ＰＲの効果検証

・52回
・PRの効果検証の実施

・実績は目標に対して80％の達成率であった。
【実績減の要因：新型コロナウイルス感染症拡大に伴う公演中止または延期
※中止・延期：延べ15回】
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、島しょ公演は軒並み中止が決
定となった中、三宅島公演については先方の強い希望もあり、出演者並びに
同行スタッフのPCR検査を実施するなど、徹底した感染症対策を講じた上で、
12月に実施した。
・継続的に実施している東日本大震災の被災地への訪問公演について、石巻
市へのアウトリーチ事業を実施した。
・全て中止となった音楽鑑賞教室の代替として、10月以降、アウトリーチ型の
学校訪問事業を新宿区と稲城市で計29回実施した。
・これまで公演実績がある学校や企業から、コロナ禍においても豊かな芸術文
化に触れられるとしてご好評いただき、数多くの依頼獲得に繋がった。

有

・オーケストラ公演の本番・リハーサルとの関係で実施
可能な日程は限られる状況にあるが、出張・演奏スケ
ジュールの効率的な設定などにより、社会貢献に資す
る出張演奏会を積極的に展開していく。
・引き続き、関係団体等と連携のうえ、感染症対策を
徹底した安全安心な事業活動を推進するとともに、状
況に応じた演奏形態により、コロナ禍でも芸術文化に
触れられる機会を創出していく。

チケットレスサービス
等による利便性の向
上

・電子チケットによるチケットレ
ス化等の課題の整理・対応方
法の検討

・サラダ音楽祭で電子チケット
を導入
・３月に都響WEBチケットにて
試験導入
・チケットシステムに電子チ
ケット機能を実装

・サラダ音楽祭において、チケット販売サイト（チケットぴあ）で電子チケットを販
売した。
・都響WEBチケットのシステム業者が開発している電子チケットは改修を要す
る点が多いため、改修要望を伝えるなど事業者と調整を進めた。
・文化庁委託事業「文化芸術収益力強化事業」の一環として、東京交響楽団な
ど日本全国の複数のオーケストラとともに、３月に電子チケットを用いたイベン
トを実施した。
・イベント実施に際して事業者へ再改修を依頼し、１回券での電子チケット導入
が可能な段階に進んだことを受け、電子チケット機能を実装した。

・コロナ禍における来場者ニーズの高まりを踏まえ、
原則として全ての主催公演において電子チケットを導
入する。
・今後も、システムの運用を図りながら更なる改善を
図っていく。

－

　来場者アンケート等を実施することで
発見のあった、コロナ禍で来場者が求
めるサービス内容や動画配信に係る
ニーズの高まりを踏まえ、サービス向上
を図った。
　また、お客様サービスに係る研修は計
画的に実施するとともに、社会貢献に資
する出張演奏会についても最大限の工
夫を凝らしたうえで実施した。
　こうしたことから、全体として、「東京を
代表するオーケストラとしてのサービス
向上」に向けた取組が進捗している。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

来場者アンケートに記載さ
れた要望等を踏まえた改善
の実施

・クレーム対応研修
　１名受講（６月）
・障害者対応研修
　１名受講（10月）

・WEBチケット購入サービス
（英語版）の導入に向けシス
テムの開発事業者と調整中
・都響WEBサイトに中国語と
韓国語のページを実装済

・48回
・社会貢献事業のPR強化

○来場者アンケートにより問題点を把握し、ＰＤＣＡサイクルにより継続的に改善を行うことでサービスの向上を図る。
○東京を代表するオーケストラとして、ＷＥＢの多言語対応に積極的に取り組むことにより、外国人へのサービスを向上させる。
○あらゆる人々に良質な音楽に触れる機会を提供し、芸術文化都市東京の実現に寄与するという役割を踏まえ、多摩・島しょや病院等、演奏会場に来場できない方々に直接音楽を届ける「出張演奏会」を６５回実施する。
　 また、都響の特徴であるこれらの活動のＰＲを強化することで、都民のオーケストラとしての認知度向上を図るとともに、新たな出張演奏会の依頼につなげ、より幅広い都民に対して音楽を届けていく。

見直し ②

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○2020年７月以降の演奏会において実施したアンケート結果等を踏まえ、来場者ニーズに応える適切な新型コロナウイルス感染症予防対策を講じた。
〇チケットレスサービスについては、導入に向けた検討及び事業者等との調整を着実に進め、試行導入を図った。
〇コロナ禍における音楽鑑賞教室の代替として、アウトリーチ型の学校訪問事業を実施するなど、社会貢献に資する取組を積極的に展開した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

東京を代表するオーケストラとしてのサービス向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都交響楽団 評価年度：2020年度

多様なニーズに応じたサービスの提供 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 5

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

都響HPへの年間アク
セス件数の向上
(ページビュー)

・1,200,000回 ・1,367,972回

・実績は目標に対して約1.1倍であった。
・実績増の要因として、以下の事由が考えられる。
①6/11、6/12に行った試演が複数メディアで取り上げられたことに加え、策
定した行程表や管楽器の飛沫計測に対し多くの注目が集まったこと
②公演内容の中止や変更情報など、お客様への案内をタイムリーに発信し
たこと
③演奏映像の配信コンテンツの増加に伴い、これまでの視聴者層以外から
も広く注目が集まったこと

有

・SNSでニュースの概要を拡散した後に
詳細をHPで周知する流れ等を確立し、
効果的な情報に努める。
・楽員紹介ページの訪問数が多いため、
楽員個人のSNSアカウントの紹介等に
係る情報を充実させ、ユーザーの利便
性向上を図る。

効果的なPRの実施

・創立55周年記念ロ
ゴ等による広報展開
や東京2020大会に関
連した演奏、社会貢
献活動のSNSでの発
信など、クラシックに
詳しくない人に対して
も都響の認知度を向
上させる取組を実施

・6/11、6/12の試演や演奏会休止
後初めて観客を入れた形での演奏
会（都響スペシャル2020（7/12、
7/19））を広くメディア等に公開
・都内の医療関係者を主催公演へ
招待する「ブルーチケット」を実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により、計画していたPR活動は実施する
ことができなかったが、コロナ禍における都響の活動を広く周知するためにメ
ディアへのアプローチを積極的に行った。
・試演会はNHK「おはよう日本」やTBS「報道特集」、五大紙、業界雑誌などで
取り上げられ注目を集めた。また、試演を経て開催された公演の模様も複数
メディアで取り上げられた。
・試演を踏まえ「行程表と指針」を策定し、広く周知することで、他のオーケス
トラを牽引する役割を果たした。
・都内の医療機関や訪問看護ステーションに勤務する医療従事者や家族等
を対象として、11月～３月の主催公演へ１公演当たり抽選で10件程度を招待
した。
【応募実績：約180件】

有

・楽員や共演者と連携して効果的なSNS
の活用を図ることで、より一層の情報発
信に努める。
・TOKYO MXと連携して楽員のインタ
ビュー等を放映することで、都響の新た
な魅力発信を行う。

コンサート映像等配
信の推進

・本格実施

・都響オリジナルDVDの映像を無料
配信
・演奏会音源を８本配信
・都響スペシャル2020（7/12、7/19）
の演奏会映像をアーカイブでチャリ
ティ配信し、収益を都が設置する「守
ろう東京・新型コロナ対策医療支援
寄附金」へ全額寄付
・ソロ・コンサートマスター30周年記
念演奏会（都響スペシャル2020
（9/16））の有料ライブ配信及びアー
カイブ配信
・コロナ禍における演奏活動の記録
として、新コンテンツ「都響ノート」の
配信を開始
・TOKYO MXで「都響 Morning
Concert」をオンエア

・コンテンツの充実化を図った結果、YouTube都響チャンネルの登録者数は
1.2万人超となった。
・小中学生を対象とした音楽鑑賞教室の事前学習用に各学校へ無料で貸出
している都響オリジナルDVD 「探検！発見！オーケストラの ヒ・ミ・ツ」の映
像を、自宅で過ごす時間を充実したものにしていただくため、公式YouTube
チャンネルにて配信した。
【YouTube都響チャンネルの視聴回数：20万回以上】
・自宅等でも都響の演奏会を楽しめる”ホームコンサート”プログラムとして、
創立初期から近年の公演まで、都響歴代指揮者達との貴重な演奏会音源を
YouTube都響チャンネルにて「都響ラジオ」を配信した。
・都響スペシャル2020（7/12、7/19）の模様を「PIA LIVE STREAM」にてアー
カイブ配信した。
・ソロ・コンサートマスター矢部達哉の就任30周年を記念したメモリアルコン
サート（都響スペシャル2020（9/16））を都響初の取組となるライブ配信で実
施するとともに、後日、アーカイブ配信も行った。
・コロナ禍における演奏活動の記録として、演奏会のダイジェストを新コンテ
ンツ「都響ノート」として2021年１月から毎月１本のペースで３本配信した。
※動画には全て英語字幕を表記した。
【YouTube都響チャンネルの視聴回数：計１万回以上】
・TOKYO MXにて2021元日に「都響 Morning Concert」を放送した。
※2017年の演奏会からベートーヴェン交響曲第６番「田園」と、ブラームス交
響曲第４番を放送したもので、指揮をした大野和士が楽曲解説も行った。

有

・「都響ノート」の継続的配信を行う。
・TOKYO MXにて2021年４月から毎月回
演奏会の模様を放送する新番組「アン
コール！都響」を放送する。
・新たなプロモーションビデオを作成す
る。
※演奏会本番までの数日を音楽監督・
大野和士へのインタビューとともにドキュ
メンタリータッチで撮影し、都響としては
初めて4Kでの映像を収録した。英語版も
作成し、配信する映像に組み込むなど
様々な場面で活用することで知名度向
上を図る。

・動画サイトに関する
検討を踏まえ楽曲の全
編公開を試行し、５本
公開
・海外動画配信サイト
での動画配信を実施
・都響スペシャル「春休
みの贈り物」を公開

　コロナ禍における様々な事業活動の発
信や各種コンテンツの充実化によって、
都響HPへの年間アクセス件数は目標を
上回った。
　また、効果的なPRの実施やコンサート
映像等配信の推進については、都の設
立した楽団として社会的役割を果たすと
ともに、コロナ禍における様々な取組や
映像・音源を効果的に発信しており、全
体として、「発信力の強化による認知度
の向上」に向けた取組が進捗している。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・1,131,496回

・公演チラシの配布方
法の改善
・曲目や開始時間等、
公演内容及び特性に
応じた広報の強化
・上記取組等に関する
検証

○ 都響ＨＰをリニューアルし、コンテンツの充実や利便性向上を図ることにより、情報発信の強化を図る。
○ 都民のオーケストラとしての活動（社会貢献活動や教育活動）に特化したＰＲなど、クラシックに必ずしも詳しくない方々にも都響がどのようなオーケストラなのかを認知してもらうため、より効果的に都響の
認知度を向上させるための手法を検討・実施する。
○ 動画配信を推進することにより、日本国内のみならず世界中の音楽ファンに都響の音楽を発信する。

見直し ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇メディアとの綿密な連携に加え、各種SNS（Twitter、Facebook、Instagram等）を最大限に活用することで、効果的なPRを図った。
〇コロナ禍に立ち向かう取組として、演奏会再開に向けた試演を実施するとともに、「行程表と指針」を策定・公表することで、他のオーケストラを牽引した。
〇STAY HOME週間等における音源・動画配信により、演奏会場に来られない人々に対して良質な都響サウンドを届けるなど、都民のオーケストラとして社会的貢献を果たした。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

発信力の強化による認知度の向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都交響楽団 評価年度：2020年度

東京を代表するオーケストラとしてのPR 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

自主公演の年間入場
料収入の確保

・289,000千円 ・80,802千円

・実績減の要因として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた以下の事由が挙
げられる。
①2020年度定期演奏会の会員券及び１回券を全て払い戻したこと
②2020年４月～６月の演奏会は全て中止となったこと
③2020年７月以降は、一旦払い戻しを行った演奏会を都響スペシャルとして新たにチ
ケットを販売し直したが、新型コロナウイルス感染症への懸念から券売が伸び悩んだ
こと
④体調不良や外出自粛等の理由で、当日欠席をしたお客様に対して払い戻しを行っ
たこと

有

・緊急事態宣言発出に伴う措置に基づく入場
者数の上限設定が求められるなど、引き続
き制約が課せられた状況にあるが、各種広
報媒体による情報発信の強化やチケット購
入に係る利便性の向上等により、入場料収
入の安定的な確保に努める。

企業協賛金の更なる
獲得

・協賛企業
　95社

・協賛企業
　78社

・実績減の要因として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた以下の事由が挙
げられる。
①演奏会が中止になり、演奏会支援を獲得できなかったこと
②業績悪化等で支援終了の企業が複数あったこと
③緊急事態宣言等に伴う継続依頼の自粛や企業担当者のテレワーク・異動などで連
絡が滞り、年度内の支援が中断した企業が複数あったこと
④新たな支援先への連絡を差し控える状況にあったこと

・一部実績増の要因として、以下の事由が挙げられる。
①2020年度のみ演奏会支援の代わりに、公益・賛助支援を了承していただける企業
が１社あったこと
②支援組織（都響倶楽部）からの声掛けで、一旦支援終了していた企業が再支援と
なるケースがあったこと
※別途、中止となった海外公演チケット代の寄付と日本オーケストラ連盟を通じた企
業寄付金が５件（約790万円）あり

有

・引き続き事業活動に制約が課せられた状
況にあるが、既協賛企業との関係性強化に
加え、新規協賛企業獲得のための新たな連
携関係構築に向けた方策を検討する。

個人寄付金の更なる
獲得

・課題の抽出と改善
策の検討、実施
・個人サポーター数
305人

・個人サポーター数
　409人

・実績増の要因として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた以下の事由が挙
げられる。
①演奏会中止やチケット払い戻しを契機とした新たな支援があったこと
②特典であるイベントを開催できなかったが、代替の特典CDを作成し、継続・新規と
もに効果があったこと
※別途、中止公演チケット代の個人寄付が165件（約180万円）あり

有

・引き続き事業活動に制約が課せられた状
況にあるが、既サポーターとの関係性強化
に加え、新規サポーター獲得に向けた新た
な支援獲得策を検討する。
・コロナ禍でサポーター向けイベントやリハー
サル見学などの開催が困難であることが予
想されるため、代替となる効果的な特典付与
を検討する。

助成金の安定的な確
保

・助成団体の調査
・計画的な申請

・助成団体の調査と計画的な申請
を実施
　（助成金6,000千円を申請）
・新型コロナウイルス感染症拡大
の影響を受ける事業者を対象に新
設された助成制度に申請
　（助成金23,527千円を申請）

・助成団体の調査や過去の助成決定の実績を踏まえ、東京2020大会を記念した新作
の日本初演公演や演奏会形式でのオペラ公演など、助成の趣旨に合致する演奏会
を選定した。
・計画的な申請により2021年度分6,000千円を申請した。
・新型コロナウイルス感染症拡大により経済活動に影響を受けた事業者を対象として
新設された助成制度のうち、申請可能な制度を調査し、2020年度分は23,527千円を
申請した。

有

・引き続き、助成団体の調査や過去の助成
決定の実績等を踏まえた計画的な申請を実
施する。
・新型コロナウイルス感染症に係る社会情勢
を踏まえ、関連団体等による助成事業の情
報収集を行い、必要に応じて申請を行うな
ど、助成金の更なる確保に努める。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・248,844千円

　コロナ禍の影響を受け、自主公演の年
間入場料収入や協賛企業数は目標を下
回った一方で、個人サポーター数は目標
を大きく上回る成果を挙げた。
　（協賛企業数は目標を下回ったが、協
賛金額は2019年度を上回っている。）
　また、助成金の安定的な確保に向けた
取組も着実に実施しており、全体として、
「財政基盤の更なる強化」に向けた取組
が進捗している。

・協賛企業
　90社

・課題の抽出と改善策
の検討、実施
・個人サポーター数
　300人

・助成団体の調査と計
画的な申請を実施
　（助成金10,090千円
を申請）

○自主公演の入場者数向上や適正なチケット価格の設定に取り組むことで、都響の事業収益の基礎となる自主公演の入場料収入について、2016年度（256,444 千円）比で約１割強の増加を目指す（289,000 千円）。
○現在支援を受けている企業・個人に対して、継続支援の働きかけを行うとともに、更なる新規の獲得に努め、2020年度の協賛企業95社、個人サポーター数266名を目指す。
○民間からの助成金について、助成の趣旨を踏まえた計画的な申請を継続して実施し、安定的な確保に努める。

見直し ④

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○コロナ禍の影響を受け、経常収益の獲得に関しては苦戦を強いられたものの、個人サポーター数は目標を上回る成果を挙げたほか、従来の助成申請に加えた新型コロナウイルス感染症対策関係の助
成金への積極的な申請を行い、財源確保に努めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

財政基盤の更なる強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都交響楽団 評価年度：2020年度

自主財源の更なる確保 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

計画的な楽員の採用

・オーディションの計
画的な実施
・検証結果に基づく優
秀な楽員の獲得に向
けた取組の改善

・オーディションを３回
実施
・希望者にはピアノ伴
奏者を楽団で手配
・新型コロナウイルス
感染症対策を考慮し
たオーディションを実
施

・2019年度実施のオーディションを踏まえ、１名がオーケストラ業務
への適性審査を経て2020年10月に入団した。
・新型コロナウイルス感染症の影響により１回中止（2021年度へ延
期）となった。
・希望者にはピアノ伴奏者を楽団で手配したことにより、地方在住
者１名の希望があった。
・新型コロナウイルス対策のため、当初予定していた大リハーサル
室から大ホールへ会場を変更してオーディションを実施した。ここ
では、受験者が安心して臨めるよう、関係者の検温、控室の消毒
等のほか、受験者同士の接触機会を減らすため、会場動線にも配
慮した。

有

・引き続き、受験者が安心してオーディションに
臨めるよう、感染症対策を徹底した上で実施す
る。
・感染状況により二次オーディションの日程等、
合格者とも調整を図りつつ、臨機応変に対応し
ていく。

「東京都交響楽団事
務局職員採用・育成
方針」の策定

・欠員状況に応じた
計画的な採用の実施
・改善結果を踏まえた
制度運用によるきめ
細かな人材育成の実
施

・事務局職員２名の
新規採用を実施
・きめ細かな人材育
成の実施

・事務局機能の強化に向けて、豊富な知識・経験を有する若手職
員を採用したほか、2020年度末に退職した職員（障害者雇用）の
後任として、新規に障害者雇用を実施した。
・異動申告や職務経験等を踏まえた適材適所の配置を実施したほ
か、随時行う面談等により職員の目標達成度を共有し、より的確
な指導・育成に取り組んだ。

・採用・育成方針を踏まえ、欠員状況を勘案して
優秀な職員獲得に向けた採用活動を行うほか、
次期中期経営計画において当該方針をより明
確に体系化し、当該計画において示す予定であ
る楽団の経営ヴィジョンとの連携を図る。
・目標管理制度や2020年度末に策定したチュー
ター制度の運用を通じ、これまで以上にきめ細
かな人材育成を推進する。

研修派遣の実施
・長期派遣研修の実
施（１名）
・研修効果の検証

・長期派遣研修の実
施（１名）
・研修効果の検証

・2019年度に派遣した職員については、研修報告を踏まえ、外部
関係者等と緊密に連携して事務局全体をまとめるスキルが求めら
れる広報担当に配置した。年度を通じて、都で培った関係者調整
に係るノウハウを活かして着実に関連業務を遂行した。
・2020年度も職員１名を長期派遣研修として都に派遣し、都の文化
事業に関する業務を経験させた。

・2021年度も職員１名を長期派遣研修として都
へ派遣し、より多面的な知見を深めさせる研修
期間とすべく、サラダ音楽祭以外の業務も多数
担当させる。
・引き続き、派遣職員が都で得た知識・経験を他
の職員とも共有するなど、研修効果の波及に努
め、その効果を検証していく。

・長期派遣研修の実
施（１名）
・事務局内へ研修効
果の波及

　コロナ禍においても機を逸することなく
優秀な楽員を確保するため、計画的に
オーディションを実施した。
　また、事務局職員についても、採用・育
成方針や目標管理制度の運用や継続
的な研修派遣の実施により、「演奏水準
の維持向上と事務局の質的・量的な強
化」に向けた取組が進捗している。
　楽員のモチベーションと演奏水準の維
持向上のため、コロナ禍において中止と
なった演奏会の代替を設けるなど、演奏
機会の創出に努めており、今後も同取
組を継続していく。

○計画的に優秀な楽員を確保することにより、演奏水準を維持向上させる。
○計画的な事務局職員の採用・育成により、事業を戦略的に実施できるよう事務局機能を強化する。

見直し ⑤

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・オーディションを３回
実施
・海外在住者10名が
オーディションに応募

・2019年４月に職員１
名を新規採用
・専門スタッフの採用
方法を検討
・目標管理制度を本格
導入

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○楽員：コロナ禍の状況を勘案したオーディションを実施し、優秀な楽員の確保に努めた。
〇事務局職員：即戦力として期待できる若手職員の新規採用に加え、継続的な研修派遣の実施や「東京都交響楽団事務局職員採用・育成方針」を踏まえたきめ細かな人材育成
を進めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都交響楽団 評価年度：2020年度

人材の確保・育成 第２期プランとの関係
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団体名： 公益財団法人東京都交響楽団 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

○ 東京都交響楽団の2020年度の取組について、以下の理由から、その実績を高く評価する。

・「新たなクラシックファン層の獲得と音楽芸術の更なる普及向上」については、「誰もが音楽の楽しさを体感・表現・発信できる音楽祭（サラダ音楽祭）事業の
実施」について、コロナ禍の影響を受け、規模を縮小せざるを得なかったものの、東京2020大会の気運醸成とその後のレガシー創出を目指した都との共催事業であ
るサラダ音楽祭（３回目）を開催し、延べ３千人以上の来場者に楽しんでいただき、音楽祭を成功させるなど、本戦略について着実に進めたと判断できること。

・「東京を代表するオーケストラとしてのサービス向上」については、「来場者アンケートの実施とサービスの向上」について、来場者アンケート等を実施するこ
とで発見のあった、コロナ禍で来場者が求めるサービス内容や動画配信に係るニーズの高まりを踏まえ、サービス向上を図るなど、本戦略について着実に進めたと
判断できること。

・「発信力の強化による認知度の向上」については、「効果的なPRの実施」「コンサート映像等配信の推進」について、コロナ禍における様々な取組や映像・音源
を効果的に発信しており、全体として、「発信力の強化による認知度の向上」に向けた取組が進捗するなど、本戦略について着実に進めたと判断できること。

・「財政基盤の更なる強化」については、「企業協賛金の更なる獲得」について、コロナ禍の影響を受け、協賛企業数は目標を下回った一方で、個人サポーター数
は目標を大きく上回る成果を挙げるなど、本戦略について着実に進めたと判断できること。

・「演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化」については、「計画的な楽員の採用」について、コロナ禍においても機を逸することなく優秀な楽員を確保
するため、計画的にオーディションを実施するなど、本戦略について着実に進めたと判断できること。

○ 2020年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中、経営改革プランの2020年度の評価及び新たな経営改革プラン（2021年度～2023年度）を踏
まえ、引き続き、東京都交響楽団の強みである社会貢献活動や教育活動を進めるとともに、入場料収入の確保など、自主財源拡充のための方策を更に充実していく
ことを望む。
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戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

レガシーにつながる
コンシェルジュ事業の
提案・実施

・コンシェルジュ事業をレガシー活用につながる中核的
事業と位置づけ、以下の事業を先行実施。その実施状
況を踏まえながら、事業のブラッシュアップや拡充を図
り、更なる詳細な制度設計や、都と予算化・人員措置に
ついての調整を進めていく。
①指導者派遣については、都体協及び競技団体等と連
携し、区市町村及び関係団体へ指導者を派遣する。
②施設の紹介については、スポーツ情報を発信する
WEB上のプラットフォームを構築し、その中で体育施設
検索システムを公開する。都及び区市町村施設や
TOKYOスポーツ施設サポーターズ事業対象施設、都立
学校活用促進モデル事業対象施設等の情報を一元化
し、都民にワンストップで施設の案内をしていく。
・専任担当部署を設け、東京2020大会・都と連携したイ
ベントの経験・自主事業実施等の実績及びノウハウを最
大限発揮して、2021年度以降の更なるレガシー活用に
向けた検討を進めていく。
・東京アクアティクスセンターのメモリアルギャラリーにつ
いて、都に対し、ＩＣＴ技術等を活用した展示案を改めて
提案する。

・専任担当部署を設け、計画していた①
指導者派遣、②施設紹介について、以
下のとおり実施
➤①都体協と連携し、区市町村等に対
し、６件の派遣を実施
➤②事業団として新たなWEBサイト
「SPOPITA」を開設し、その中で施設検
索機能を搭載

・スポーツ実施率向上や「新しい日常」
への対応、レガシー活用等のため、各種
WEBコンテンツを作成

・東京アクアティクスセンターのメモリア
ルギャラリーについて都と調整

・①については、コロナの影響により、事業開催に消極的な区市町村等が多い
中、新たに意向調査をしたり、直接調整に出向いたりするなど、積極的な働きか
けを行った。区市町村等の懸念や意向を十分に把握するとともに、都体協と丁
寧な調整を図ることにより、コロナ禍にありながら安全に６件の派遣を実現した。

・②については、プロポーザル方式により委託事業者を決定し、新たなWEBサイ
トを構築。そのサイトにおいて、これまで分散していた都内の公共施設等の情報
を一元化した検索システムを搭載。都民のスポーツ実施をアシストするため、情
報量だけでなく使いやすさ、親しみやすさも重視し、検索機能の充実､デザイン
の工夫､サイトの愛称（「SPOPITA」）策定などを進めた。

・計画した①及び②にとどまらず、スポーツ実施率向上に寄与する取組や社会
情勢に合わせた取組を実施した。具体的には、日常生活の中に隠れているス
ポーツの要素をユニークな形で紹介し、スポーツに消極的な人が興味を示すよ
うなコンテンツを用意。また、「新しい日常」に対応するため、自宅などで気軽に
できる運動等の動画発信なども実施。さらには、「新しい日常」下において実際
に足を運ばなくても施設に慣れ親しんでもらうことやレガシーとしての施設の魅
力を伝えることを目的に、ＷＥＢ上で施設を紹介するコンテンツを制作した。

・東京アクアティクスセンターのメモリアルギャラリーについて、全面開業時期が
延期となったことを踏まえ、都の意向及び都の予算要求の動向を見定めつつ調
整した。

有

・コロナ禍においても、都政の重要課題である
「スポーツフィールド・東京」を実現していくため、
事業団としても、幅広い層をターゲットとしたソフ
ト事業の充実などに積極的に取り組んでいく。
例えば、「レコメンド機能」の追加など施設検索
の充実や、新しい日常への対応やDX活用の観
点から動画コンテンツの充実や「施設のバー
チャルツアー」などWEBサイトの各種コンテンツ
の拡充に向けた取組を進めていく。
・また、東京2020大会を機に層の厚みを増した
アスリートたちが、レガシーとして大会後も活躍
し、社会に貢献できるよう、事業団としてもその
支援に力を入れていく。例えば、アスリートを指
導者として区市町村や企業に派遣する事業や、
アスリートが登場する動画の掲載などキャリア
パス形成につながる取組を行っていく。

・東京アクアティクスセンターのメモリアルギャラ
リーについて、都の意向及び都の予算要求の動
向を踏まえて調整していく。

自主事業のメニュー
の充実・利用機会の
拡大

・2019年度に見直した事業を実施。また、適宜見直しを
行いながら2021年度以降も継続
・東京アクアティクスセンターの事業開始に向けて、新た
な都民ニーズ等をふまえながら事業計画を再度見直し

・2019年度に見直した４事業について計
画通り実施
・「新しい日常」を踏まえ、自宅で楽しめ
るスポーツ情報をHPで紹介

・東京アクアティクスセンターについて、
東京2020大会延期を受けて大会前利用
を実施

・2019年度に見直しを行った4事業について、「シルバーのための武道体験」「メ
ンタルトレーニング入門セミナー（対象：働き盛り世代）」「メンタルトレーニングス
キルアップセミナー（対象：働き盛り世代）」実施。「カラダ、動かす習慣はじめま
しょう（対象：女性）」を10月より実施した。
・「新しい日常」を踏まえ、自粛期間中においてもスポーツを楽しんでもらえるよ
うに自宅でできる筋トレ動画やストレッチをHP上で紹介した。

・東京アクアティクスセンターについて、東京2020大会延期を受けて、大会前利
用として施設見学会を実施した。その他、個人でのプール利用である施設体験
会、競技団体による大会利用及び練習利用を実施。事業計画については、全
面開業時期が延期となったことを踏まえ、都民ニーズ等を見定めつつ検討し
た。

有

・自主事業メニューについて、適宜見直しを行
い、都民のスポーツ実施機会の拡大に向けて、
オンラインを活用したもの等新たな事業の形も
検討していく。

・東京アクアティクスセンターの事業開始に向け
て、東京2020大会前利用の実績や新たな都民
ニーズ等を踏まえながら事業計画を再度見直し
を行っていく。

レクリエーション事業
の推進

・左記事業を継続しつつ、そこで得られたノウハウを生か
し他の事業団実施事業にもレクリエーションの要素を反
映
・都立学校活用促進モデル事業で培ったノウハウを活か
し、各種事業において都レクリエーション協会と連携した
レクリエーション事業を展開していく。

・都レクと連携した２事業について、新型
コロナウイルス感染症拡大防止のため
中止
・東京辰巳国際水泳場「スポーツの日記
念事業」において「カーレット」実施
・レクリエーション・サポーター資格６名
取得

・都レクと連携した２事業「シニアのための健康体力づくりセミナー」「ジュニア
サッカーフェスティバル」を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため中止した。
・東京辰巳国際水泳場「スポーツの日記念事業」において「カーレット」を実施。
子どもを中心に多くの方に楽しんでいただき、95％の高い満足度を得ることがで
きた。
・基礎的なレクリエーションの手法を学べる「レクリエーション・サポーター研修」
を６名が受講し、レクリエーション・サポーター資格を取得した。

有

今後も東京都レクリエーション協会と連携し、ス
ポーツの裾野拡大に向けて各種事業にレクリ
エーションの要素を反映させるとともに、職員の
レクリエーション資格取得を推進する。

安全な情報セキュリ
ティ環境の整備

・関係機関である警視庁サイバー攻撃対策センター、内
閣官房内閣サイバーセキュリティセンター、東京都戦略
政策情報推進本部ICT推進部との情報交換を継続実施
→最新情報をもとにセキュリティ体制の見直しを実施
・セキュリティマインド向上のための研修を実施
・大会会場の指定管理者として東京2020大会の開催時
も継続的な情報発信を維持
・東京2020大会開催に当たり組織委員会との協議・協力

・関係機関との連携・情報交換を継続実
施
・東京2020大会延期に伴い組織委員会
との協議・協力を継続実施
・セキュリティマインド向上のための研修
を実施

・内閣官房サイバーセキュリティセンターによるリスク評価を受け、改善を行って
いる。また、関係機関から入手したICTに関する情報を必要に応じて職員へ周知
し、注意喚起を行っている。

・東京都戦略政策情報推進本部ICT推進部による情報システム等のリスク評価
を実施した。今後、評価結果を踏まえ対策を実施していく。

・東京2020大会延期に伴い組織委員会との協議・協力を継続して実施した。

・職員へセキュリティマインド向上のため、標的型訓練メールを実施した。

今後も関係機関と連携・情報交換を行い、日進
月歩のサイバーセキュリティを取りまく情勢にお
いて安全な情報セキュリティ環境の整備に努め
る。
また、e-ラーニングや外部の研修を活用するこ
とで研修内容を充実させ、職員のセキュリティマ
インド向上を図る。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

①、②

・スポーツレガシーを推進するため、施設管理というハード事業とともに、スポーツ実施率の向上を目的としたソフト事業を推進し、都民のスポーツ振興に寄与している。
・施設はあるものの指導者が不足している区市町村の施設等に対し、事業団のネットワークを活用し、指導者としてアスリート等を派遣していく事業、また、都民がそういった区市町村の施設を気軽に利用できるようにするための紹介事業が推進され、ア
スリート・施設・都民をつなぐコンシェルジュ的役割を事業団が担っている。
・スポーツ実施率の向上に向け、実施率の低い層に訴求しやすい事業が実施されている。
・スポーツ非実践層へのアプローチに有効なレクリエーションに関して、東京都レクリエーション協会との連携や職員の資格取得促進などにより、事業団に不足していたノウハウが取り入れられ、効果的なレクリエーション事業が実施されている。
・安全な情報セキュリティ環境が整備され、サイバー攻撃等による被害が未然に防止されている。

・都民のスポーツ振興に寄与するため、適宜見直しを行いながら都民ニーズに応える事業を実施している。
・コンシェルジュ的役割の核となる指導者派遣事業や施設紹介事業について、2020年度より事業を開始し、2021年度以降内容の拡充を予定している。
・東京都レクリエーション協会との連携を通して、資格取得促進及びスポーツ実施率の低い層等を対象とした事業を推進している。
・関係団体と連携を取りながら、情報漏えい防止等セキュリティ強化を進めている。

見直し

・区市町村への指導
者派遣事業・施設利
用紹介事業について、
令和２年度事業開始
に向けて都と予算や
人員を調整
・東京アクアティクスセ
ンターのメモリアル
ギャラリーについて、
実施内容を調整

・駒沢において新規５
事業を予定通り実施
・見直しを行った４事
業のうち、２事業につ
いて今年度より実施。
残りの２事業について
は、次年度の実施に
向けて調整した

・都レクと連携した新
規２事業を実施
・都立学校活用促進モ
デル事業における都
レクとの体験教室等全
27回を実施
・チャレンジ・ザ・ゲー
ム普及審判員３名取
得

・組織全体のセキュリ
ティ強化を実施
・個人情報管理に関す
る研修を実施
・警視庁や内閣官房
等の関係機関との連
携を継続実施
・東京2020大会に向け
て組織委員会と協議・
協力を実施

・スポーツレガシーの推進及びスポーツ
実施率の向上等を目的とした「スポーツ
東京案内」事業を2020年度より開始し
た。今後は、レガシーの活用に加えて、
「新しい日常」を踏まえた事業やアスリー
トと連携した事業展開を検討していく。

・スポーツ実施率の向上については、働
き盛り世代・女性・高齢者などターゲット
を明確にし、事業の見直しや新規事業を
実施することで実施率の低い層へ訴求
することができた。今後も引き続き、効果
の高い事業の実施に向けてオンライン
等の新しい方法も検討しながら内容を拡
充していく。

・都レクと連携しながらレクリエーション
要素を取り入れた様々な事業を展開す
ることで、多くの都民にレクリエーション
を体験していただくことができた。同時
に、事業団職員にレクリエーション実施
の知識やノウハウが蓄積された。

・情報セキュリティ担当を中心に、ハード
ウェア・ソフトウェア両面のセキュリティを
強化するとともに関係機関と連携・情報
交換を実施し、安全な情報セキュリティ
環境の整備を進めた。今後は、職員向
けの研修内容を充実させ、職場全体の
ITスキルやセキュリティ意識の向上を図
る。

・「スポーツフィールド・東京」実現に寄与
するため、社会情勢を見定めながら都民
ニーズに合った事業を展開していく。

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

スポーツレガシーを推進し、スポーツ実施率の向上を目的としたソフト事業の展開

企画調整力に裏打ちされた実効性の高い事業展開

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 5

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

利用者の声を重視し
た施設運営

引き続き、新たな利用者の声に対する対応を進
めるとともに、コンソーシアム担当者会議や事業
団幹部会議において、過去に実施した対応策に
問題がないか、更なる改善点がないかを再点検
し、施設サービスの向上を図っていく。

・担当者会議を定期実施
・施設HPにご意見・ご要望メール
フォームを設置

・コロナ禍における対応等、コンソーシアム担当者会議
及び事業団幹部会議等で情報を共有。責任者会議を
10月に実施した。
・聴覚障害者の方を含む利用者の声を広く受け取れる
よう施設HPにメールフォームを設置した。届いたご意
見やご要望については、各館で適切に対応するととも
に、必要に応じて事業団内での共有を行っている。例
えば、コロナ渦における利用ルールに関するご意見を
踏まえ、大会主催者や各施設利用者に周知徹底する
など、安心安全な施設利用の提供を行った。

今後もコンソーシアム事業者と定期
的に会議を行う等、連携を密にと
り、利用者の声を重視した施設運営
を行っていく。
また、休館している施設を一般利用
で再開するにあたっては、備品の更
新など、より良いサービス提供がで
きるよう関係者と入念な準備を行っ
ていく。

パートナーシップ会議
の活用

・引き続き、自施設の取組紹介や他施設での好
事例の導入を進めることにより、都立施設全体と
しての魅力向上に寄与していく（紹介 1 事業、導
入１事業）
・引き続き、ＰＤＣＡサイクルで検証を行い、都と連
携しながらサービスの質・量のレベルアップ、施
設サービスの魅力向上を図る
・引き続き、指定管理者側から議題の提案や問
題提起を行い、会議の活性化を図っていく。

・第一回パートナーシップ会議に参
加
・第二回パートナーシップ会議にお
いて、事業団の取組紹介（１事業）
及び議題を提案

・９月17日に第一回パートナーシップ会議に参加。新型
コロナウイルス感染症対策等について情報共有を行
い、他施設の対策を事業団の施設運営の参考にした。
・３月１日に開催された第二回会議において、スポーツ
施設の検索機能を持つスポーツ案内サイト
「SPOPITA」の事業紹介を行うとともに、内容充実のた
め情報提供を依頼するなど会議を活用した。また、個
人利用施設の利用方法に関する議題提案を行うととも
に、他施設における対応状況を確認し、今後の施設運
営の参考とした。

今後も指定管理者の枠を超えて都
立施設全体として情報を共有できる
場として会議を活用し、施設サービ
スの魅力向上を図る。

指定管理施設を通じ
た都施策への積極的
な貢献

・スポーツ実施率が低い層に向けた事業、非実践
層に訴求するためのレクリエーション事業、障害
者スポーツの普及に資する事業など各種事業を
着実に実施
・各都立スポーツ施設の次期指定管理期間が開
始する2023年度に向けて、それらの指定管理獲
得に向けた具体的検討を開始
・東京2020大会会場となっている施設について
は、大会の成功に向け、東京都及び組織委員会
と緊密に連携した施設運営を行っていく。
・それ以外の施設については、東京2020大会の
影響で休館となる他施設の受け皿としての役割
を見据えた運営を行っていく。
・5Gについて、引き続き、導入に向けた調整を
行っていくとともに、東京2020大会の実績を踏ま
えてレガシー活用の側面から再開館後の効果的
な利活用を検討する。
・東京体育館再開館のタイミングに合わせて３館
でキャッシュレスを導入する。

・当初計画していたスポーツ実施率
が低い層に向けた81事業のうち、38
事業実施
・東京2020大会会場となっている施
設について、東京都及び組織委員
会との緊密な連携を継続実施
・ その他の施設において、東京都
及び組織委員会と練習会場の調整
を行うとともに、休館施設の受け皿
としての役割も担った。
・東京体育館の５G整備について都
及び通信事業者等と調整した。
・指定管理施設４館において、2021
年度のキャッシュレス導入に向けて
調整した。

・スポーツ実施率が低い層に向けた事業など81事業に
ついて、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため一
部の事業を中止したが、安全への配慮やオンラインの
活用により、新しい日常に対応しながら38事業実施し
た。
・東京2020大会会場となっている東京体育館、東京辰
巳国際水泳場、東京アクアティクスセンターについて、
引き続き東京都及び組織委員会との緊密な連携を継
続実施した。
・駒沢オリンピック公園総合運動場と東京武道館につ
いて、東京都及び組織委員会と練習会場の調整を行う
とともに、休館施設の受け皿としての役割も担った。
・東京体育館の５G整備について都及び通信事業者等
と調整した。
・東京体育館、駒沢オリンピック公園総合運動場、東京
武道館において、2021年度の個人利用施設の料金収
受システム機器更新に合わせてキャッシュレスを導入
するため、定期的にプロジェクトチームによる検討を実
施した。

有

今後もスポーツ実施率の低い層に
向けた事業の検討を行うとともに、
「新しい日常」に対応した事業や大
会レガシーを活用した事業について
検討を行う。
東京体育館の５G整備については、
高速・大容量通信が可能となること
で利用者等の利便性向上を図る。
また、次期指定管理期間に向けて、
現状の指定管理業務を検証し、こ
れまで培った事業団のノウハウや
東京2020大会のレガシーを最大限
に活用し、より東京都のスポーツ振
興施策に沿った提案を実施する。

・スポーツ実施率向上や障害者ス
ポーツ振興のための81事業のうち71
事業を計画通り実施
・大会会場施設において、都及び組
織委員会と緊密に調整を行った。
・その他の施設において、休館施設
の受け皿としての役割も担った。
・東京体育館において、大会に向け
た５G整備について都及び通信事業
者等と調整した。
・３館におけるキャッシュレス導入の
検討

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・各館において、コンソーシアム事業
者との会議を定期的に開催し、情報
交換・情報共有を行った。
・事業団幹部会議において、各施設
の管理運営状況を共有し施設運営
に活用
・東京武道館において、令和元年５
月１日～６月30日にかけて早朝開館
を実施。影響や課題等を分析、結果
を都へ報告し、今後の継続実施等を
見送ることとした。

・第一回パートナーシップ会議に参
加
・他施設での好事例を導入（１事業）
・第二回パートナーシップ会議におい
て、事業団の取組紹介（１事業）及び
議題を提案

・利用者目線に立ったスポーツ施設の運
営については、コンソーシアムの担当者
会議やコンソーシアム運営委員会及び
事業団の経営会議等を通じて、利用者
の意見などが共有され、設備やサービ
スの改善あるいは魅力向上を図ることが
できた。

・都立施設全体の魅力向上については、
パートナーシップ会議において、事業団
の取組について情報共有を行うととも
に、他施設における有効な取組を事業
団の施設運営に活用することができた。

・指定管理施設において、これまで蓄積
したノウハウを活用して、スポーツ実施
率の向上等に寄与する事業を積極的に
展開できた。

・東京体育館の５G整備に向けた調整や
利用料金支払いにおけるキャッシュレス
導入に向けた検討など、新たな都政課
題に積極的に取り組んでいる。

・上記に加えて、社会情勢を踏まえ、都
民ニーズに合った施設運営及びサービ
ス提供を行っていく。

・新型コロナウイルス感染症への対応に
ついて、各施設における情報を共有し、
コロナ禍においても利用者が安心・安全
に施設を利用できるよう、事業団全体で
取り組んだ。また、急な休館や利用制限
においては、丁寧な説明やキャンセル対
応を心がけ、問い合わせを最小限に抑
えた。

・行政感覚を有する政策連携団体であり、また、公益活動を目的とする公益財団法人でもある事業団がこれまで蓄積してきたノウハウを最大限生かし、都民のスポーツ振興やスポーツレガシーの推進を最優先とした施
設運営、事業展開を行っている。
・管理運営する指定管理施設において、寄せられた利用者の声が施設運営に反映され、そうした対応に関する情報も含めて利用者に公開されている。
・パートナーシップ会議において、他施設の好事例の導入が図られ、また、自らの管理施設の取組を紹介することにより、指定管理者間の相乗効果が発揮され、都立施設全体の魅力向上が図られている（各年度 紹介１
事業、導入 1 事業）。
・指定管理施設を拠点にスポーツ実施率の向上や障害者スポーツの振興のための事業等が実施され、さらにはレガシーにつながる新たな事業が推進されている。 見直し ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・コンソーシアム事業者の担当者会議やパートナーシップ会議を活用して情報の共有を行い、各施設の運営や魅力向上に活かしている。
・利用者から寄せられる要望等について、各館で改善を図るとともに事業団内で共有し、対応情報も含めて利用者に公開している。
・指定管理施設を拠点として、スポーツ実施率の低い層を対象とした事業等、各種事業を実施し、スポーツ振興を推進した。
・５Ｇネットワーク構築やキャッシュレスの推進など、新たな都政課題への対応や実施に向けた調整を積極的に行った。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

利用者目線に立ったスポーツ施設の運営と魅力的なサービスの提供 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 評価年度：2020年度

より効果的・効率的なスポーツ施設の管理と施設の魅力向上 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 5

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

都立学校活用促進モ
デル事業の拡充

・実施校を順次拡大（更に５校拡大（計
２５校））
・2020年度のモデル事業終了に伴い、
過去５年間の実績を分析し、2021年度
以降の拡大に向けてより効率的な管
理手法を検討
・体育施設貸出事業及びスポーツ体
験教室を更に拡大し充実させる。

・実施校を25校に拡大
・コロナの影響を踏まえ、安全対
策を重視した管理運営を実施
・開放対象となった屋外施設（グ
ラウンド）において、施設貸出、体
験教室を実施（26事業）
・自宅からでも気軽に参加できる
オンライン教室を実施（2事業）
・障害者スポーツ、レクリエーショ
ンスポーツの体験教室を紹介す
るYouTubeチャンネルを開設

・2020年度は、実施校数を20校から25校に拡大し
た。感染症拡大防止等の観点から、９月より屋外
施設（グラウンド）を有する９校で施設貸出を開始
した。
・当初、効率的な管理手法の検討を予定していた
が、コロナ禍における安全性を重視し、利用後の
消毒作業や利用者の体調管理等の業務を盛り込
んだ管理を実施した。
・屋外施設（グラウンド）において、10月から体験
教室を開始した。コロナ対応だけでなく天候上の
実施可否判断等を含めた危機管理マニュアルを
作成し、26教室実施した。加えて、自宅からも気
軽に参加できるオンライン教室を2教室実施した。
・都立学校活用促進モデル事業専用のYouTube
チャンネルを開設した。障害者スポーツ、レクリ
エーションスポーツの体験教室について、競技内
容や教室の雰囲気を分かりやすく紹介し、事業の
認知拡大及び障害者スポーツの普及を図った。

有

・５年間のモデル事業が終了し、2021
年度より「都立特別支援学校活用促
進事業」として東京都と共催で本格実
施する。
・実施校を25校から27校に拡大すると
ともに、より効率的な管理手法の検討
を進める。

障害者関連資格の取
得促進

・左記研修を継続実施
・引き続き、資格取得を促進
（2020年度２名、計７名）

・障害者等対応研修を実施し、20
名が受講した。

・座学と実務形式による障害者等対応研修を実
施。20名が受講し、視覚障害者体験等のグルー
プワークを通して、対応時のポイントを学んだ。
・１月実施の障がい者スポーツ指導員資格研修に
3名（計画２名、希望１名）参加予定であったが、新
型コロナウイルス感染症拡大による影響により研
修が中止となったため実績なし。

有

今後も障害者等対応研修を実施する
とともに、資格取得支援制度により障
がい者スポーツ指導員資格等資格の
取得を促進する。

障害者スポーツ関連
事業の充実

・見直しを行った事業を引き続き実施
・新規事業を引き続き実施

・スポーツの日記念事業におい
て、障害者スポーツコンテンツを
実施

・スポーツの日記念事業において、以下の通り障
害者スポーツコンテンツを実施した。
駒沢オリンピック公園総合運動場：車いす卓球
東京武道館：ブラインドサッカー、ボッチャ、障害
者スポーツパネル（リオ パラリンピック写真）の展
示
東京辰巳国際水泳場：カーレット
・障害者スポーツの普及を目的とした「障害者ス
ポーツ理解促進事業」を３月に実施予定であった
が、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中
止した。

有

今後も指定管理施設を活用した事業
展開を行うとともに、オンラインの活用
等「新しい日常」を踏まえた検討も行
い、障害者スポーツ関連事業の充実
を図っていく。

・体育の日記念事業に
おいて、見直し３事業
を実施
・新規事業の準備を行
い、７月に実施

・都立学校活用促進モデル事業におい
て、障害者スポーツの実践の場となる都
立特別支援学校の開放を計25校に拡大
し、スポーツ体験教室を拡充した。また、
広報活動を積極的に実施し、登録団体
数や体験教室の延参加者数の増加へつ
なげることができた。

・実務形式を含む障害者等対応研修を
実施するとともに、障がい者スポーツ指
導員資格の取得を促進し５名の職員が
取得した。

・既存事業の拡充や実技形式を含む障
害者等対応研修、障がい者スポーツ指
導員資格の取得により職員のスキル
アップを図り、質の高い事業の実施や
サービスの充実につなげることができ
た。

・スポーツの日記念事業において、障害
者スポーツの充実を図った。また、新規
事業についても障害者スポーツの視点
を導入し、実施できた。

・障害者スポーツの実践の場となる都立特別支援学校の開放を拡大するとともにスポーツ体験教室を拡充する。
・質の高い事業実施、サービスの充実のため、障害者関連資格の取得を促進する。
・既存事業に障害者スポーツの視点を導入する（３事業）とともに、新規事業（１事業）を実施する。

終了

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・予定通り20校で実施
・体育施設利用案内を
作成し、事業を効果的
に周知
・障害者スポーツ団体
等の協力団体と連携
し体験教室実施（105
事業）

・障害者等対応研修を
実施
・障がい者スポーツ指
導員資格５名取得

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・都立学校活用促進モデル事業において、対象校を毎年５校ずつ増やし、スポーツ体験教室を拡充。登録団体数や体験教室の延参加者数の増加に繋がった。
・実務形式を含む障害者等対応研修の実施及び障害者関連資格の取得促進により、サービスの充実を図った。
・障害者スポーツの視点を導入し、事業の見直し及び新規事業を実施。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

障害者スポーツを実践する場の拡大及び支える人材の育成 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 評価年度：2020年度

障害者スポーツの更なる推進 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

新たな知見を持つ高
度専門人材の活用

・雇用した人材は都のスポーツ振興に資
する能力を備えた人材として育成し、継続
して事業団内で活用していくほか、これら
の人材が事業団で培った経験やスキルを
社会に還元していくための人材輩出の仕
組みについても検討していく。
・高度専門人材が持つ知見やノウハウ等
について、事業団が今後取り組んでいく
べき事業の企画・検討に活用する
とともに、引き続き、OJT 等を通じて事業
団職員に継承していく。

・雇用した人材は研修やOJTを
通じて育成した。
・年度末に契約満了する人材
の輩出先を検討するとともに仕
組みについて検討を行った。

・専門人材の知見やノウハウ
等を事業団の効果的な事業展
開や事業の企画・検討に活用
・OJT等を通じた知見の継承も
実施

・事業団主催の各種研修（体育施設見学、障害者
対応、個人情報保護、英会話等）や資格取得支
援、配属先におけるOJT等を通じて職員の育成を
行った。
・人材輩出・新規雇用については、これまでも関係
団体との間で採用に関する情報交換等を実施して
きた。今後もこの取組を継続しながら、これを足掛
かりに仕組みを検討する。

・高度な専門的知見を持つ外部人材から、事業実
施や企画において、適宜、適切なアドバイスや助
力を得た。

・事業団主催の各種研修や資格取得支
援、配属先におけるOJT等を継続して育
成に取り組むとともに、人材輩出の仕組
みについても検討を進めていく。

・スポーツに関する高い専門性を有する人
材が持つ知見やノウハウ等を効果的に活
用し、OJTなどの場において事業団職員
へ継承する。

効果的・効率的な人
員体制の構築・強化

・事業展開の状況に即して戦略プランを
柔軟に見直し
・引き続き、主任級昇任選考を実施（対象
者２名）
・固有職員主任級職昇任予定

・「組織体制・人材育成方針」
（旧：戦略プラン）見直しの検討
を行った。

・主任級昇任選考（2名）を実施
した。

・４月に固有職員2名が主任級
に昇任した。

・「組織体制・人材育成方針」に基づき選考や人員
要求を実施した（現段階では特に見直しの必要性
はない）。

・主任級昇任選考及び主任級昇任は予定通り実
施した。

今後も主任級選考を実施していくととも
に、政策連携団体の役割や都政の新たな
課題を踏まえ、「組織体制・人材育成方
針」の見直しについて検討していく。

都施策の実践力を高
めるための職員育成

・引き続き人事交流を実施
（１名）

・埋蔵文化財部門において人
事交流（都への職員派遣）を実
施

コロナの影響で開始が１ヶ月遅れたが、埋蔵文化
財部門から都への職員派遣を実施した。

今後も毎年度埋蔵文化財部門において主
任昇任者を東京都教育庁に１名派遣し、
開発事業者・自治体等との事業調整・事
務手続、埋蔵文化財の取扱等の研修を実
施していく。

計画的な職場ロー
テーション等による人
材育成

・スポーツ部門と埋蔵文化財部門及び管
理部門と事業部門において部門間の人
事異動を継続実施
・引き続き、資格取得等の支援制度を実
施し、職員へ必要な情報を提供

・部門間の人事異動を実施

・職員へ情報提供しながら資格
取得等の支援制度を実施

「組織体制・人材育成方針」に基づき、各職員の状
況を検討し、部門間の人事異動等を実施した。

・今年度、資格取得等の支援制度について着実に
実施した。次年度について拡充を検討している。

・部門間の人事異動を計画的に継続して
いく。

・資格取得等の支援制度の拡充に向けて
検討を進める。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・事業に応じた専門性
を有する外部人材を
活用し、事業をより効
果的に推進
・専門人材が持つ知見
やノウハウ等につい
て、OJT等を通じて組
織内での継承を促進

　

・専門的な知識を持った人材を事業で活
用。また、外部人材が職員への相談や
適切なアドバイスを行うなど、事業団の
業務遂行に貢献し、効果的な事業展開
ができた。

・「組織体制・人材育成方針」に則して、
主任級昇任選考及び必要な人員要求を
行った。

・東京都との人事交流として、埋蔵文化
財部門の職員を教育庁へ派遣し、文化
財行政や仕事の進め方を体得させるこ
とができた。

・部門間の人事異動、資格取得支援など
により、職員の幅広い知識習得・能力の
開発を実施した。

・方針に基づき主任級
昇任選考を実施
・方針に基づき契約職
員を固有職員に振り
替える人員要求を実
施

・埋蔵文化財部門にお
いて都との人事交流を
実施。次年度について
都と調整した。
・スポーツ部門におい
て次年度以降につい
て都と調整した。

・部門間の人事異動
実施
・資格取得等の支援
制度を実施

・ハード・ソフト両面のスポーツレガシーを発展させていく団体としての組織体制が整っている。
・各事業ごとに適した外部人材の活用を図ることにより、必要な専門性が確保され、効果的な事業展開がなされている。
・各種別の職員が適材適所に配置され、主任級昇任制度をはじめとした処遇の改善や研修等が行われている。
・双方向の人事交流について都との協議をふまえ、実施されている。
・計画的な人事ローテーションや資格取得促進により、職員の幅広い知識・能力が身についている。 見直し ④

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・「組織体制・人材育成方針」を策定し、外部人材の活用や計画的な人材育成を実施
・事業団と都の間において、双方向の人事交流を実施
・人事ローテーション及び資格取得支援を通して、職員の幅広い知識・能力の習得を促進

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

外部人材の活用や職員の適正配置等によるスポーツ事業の企画・調整機能の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 評価年度：2020年度

スポーツレガシーを推進する団体として発展するための組織体制の強化 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・引き続き養成研修を実施し、リーダーと
新人職員のペア制による指導を実施す
る。
《受講者数：４名》

・リーダー養成研修：
７月22日に実施≪受
講者数：５名≫
・リーダー養成研修
受講後のフィードバッ
ク研修：12月２日に実
施≪受講者数：５名》

当初計画通り、民間の研修機関に委託し、実践的な育成技法を習
得させるリーダー研修を7月に実施。12月にフィードバック研修を実
施した。【受講者数：５名】

令和３年度についてもリーダー養成研修、フィー
ドバック研修の実施を予定している。【受講予定
者数：３名】

・前年度同様実践研修を実施
《新人職員数：３名》

・実践研修について、
２組が実施

前年度までにリーダー養成研修（フィードバック研修を含む）を受講
した２名に新規採用職員（２名）と組ませて、それぞれ一年間、課題
に取り組ませた。

・令和３年度以降の新規採用者についても前年
度同様、リーダー研修履修者とのペア制を実施
する。

・ペア制終了者であっても、引き続き、不慣れな
業務や調査技法等知識の習得については、分
室先輩職員や担当係長からの指導を行う。

・調査に係る届出等の行政手続や整理作
業や報告書作成技術など、より高度な能
力を習得させる。
（３年度研修）

当初計画通り全７回の研修を計画し、新型コロナウィルス感染者数
の少ない時期に5課程を実施したが、２課程が緊急事態宣言期間に
あたってしまったためリモート研修とし、不足する内容については次
年度計画に盛り込むことにした。

有
令和３年度以降も引き続き、基礎知識力の向上
や調査に関する知識や技術のレベルアップを図
る実践研修を計画し、研修内容も工夫する。

・実践研修（３年次）
➢発掘届等書類作成
➢編集ソフトの操作
➢設計積算
➢保存分析機器類の操作

・初年度、２年度目研修に引き続き、３年度目研修を実施した。研修
の７科目のうち、現場での写真撮影、調整実務、木製品・金属製品
の取り扱いに関する実践研修のレベルアップを図った。

　６月２６日　第１回　　現場での写真撮影の実践
　７月２１日　第２回　　発掘調査の進め方・調整実務の実践
　９月３０日　第３回　　遺跡調査における木製・金属製遺物の取り
扱いについて
１１月３０日　第４回　　発掘調査の実践（１）
　　　　　　　　第５回　　現場の安全管理について
３月２６日　　第６回　　整理作業の実践
　　　　　　　　第７回　　発掘調査の実践（２）
※第６回、第７回研修は新型コロナによる緊急事態宣言下にあった
ため、リモート研修を実施

有

・令和３年度以降も引き続き、調査研究員の資
質向上をめざす実践研修を計画する。

・新規採用者のみならず、熟達していない中堅
職員にも理解できるよう、研修の機会を設けて、
レベルアップを図る。

監督職の早期育成の
ための主任職員研修
実施

・前年度の研修カリキュラムを継承して実
施する。
・主任級職員全員に係長昇任を視野に入
れ、業務能力、知識、指導力の向上に必
要な研修を実施する。
《対象者：６名》➢保存分析機器類の操作

新型コロナウイルス
感染症対策により、
中止となる研修も
あったが、一部はリ
モート会議形式で参
加することができた

・人材支援事業団、東京都教職員研修センターが企画する研修
は、新型コロナウィルス感染対策上、今年度は実施されないことと
なった。
・また、宿泊を伴う研修（文化庁、全国埋蔵文化財法人連絡協議会
など）については、感染リスクが高いことから一部、リモート会議形
式（文化庁主催：埋蔵文化財担当職員等講習会／令和２年８月26
日及び令和３年２月３日）で行われた以外は中止となった。
・職員の専門性を高め、視野を広げるためにも引き続き、外部機関
が主催する研修に参加させる。

有

・外部機関が実施する研修
　コロナ禍において、大規模な集合研修が取り
やめになる状況が予想されるが、文化財行政や
発掘調査の最新情報などに係る研修にはリ
モートで行う場合でも積極的に参加させ、業務
能力・知識、指導力の向上を図る。

・主に中堅職員が参加する人材支援事業団が
実施する研修だけでなく、現場の調査に必要な
安全衛生関連の研修や自治体などが実施する
文化財行政などに関する研修に参加させ、より
高度な専門知識を習得させる。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・新人職員からベテラン職員の専門知識、技術に関する研修カリキュラムを計画し、人材育成・知識の向上を着実に実施した。
・毎年度、 OJT リーダーと新人職員によるペア研修を着実に行い、併せてを現場調査でのベテラン職員によるOＪＴ研修を行い、人材育成を図った。
・調査に必要な実践研修を毎年度、着実に開催し、技術の継承及び向上を図った。
・監督職の育成を促進するため、東京都教育庁への出向研修を実施し、事業調整能力等の向上を図った。
・2020年度は、コロナ禍により外部機関の研修は概ね中止となったが、内部の研修はオンラインも活用し、ほぼ実施した。

新人職員の育成

調査に必要な知識、
技術等を早期取得す
るための実践研修の
充実

コロナ
影響

対応方針

〇リーダー養成研修：６月24日
実施《受講者数：３名》
〇リーダー養成研修受講後の
フィードバック研修：12月６日
実施《受講者数：３名》

〇新規採用者2名にそれぞれ
リーダーを任命し、ペア制
を実施

〇２年度研修
・全７回中６回実施
・指導教材のレベルアップ⇒６
科目
・グレードアップを図った研修
・４回の内３回実施

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・全７回の研修を実施
（うちリモート２回）

・事業団は、埋蔵文化財センターの経営
課題である調査研究員の育成及び技術
の承継のために、新人職員の育成、調
査に必要な知識の早期習得、監督職の
早期育成に取り組んできた。

・新人職員の育成については、育成にあ
たるリーダーの研修を行うとともに、リー
ダーとのペア制を実施することで、職員
として必要な調査技法等の習得を図るこ
とができた。

・調査に必要な知識・技術の早期取得に
ついては、実践研修を通じ、より高度な
能力を習得させることができた。但し、
2020度はコロナの影響により、7課程中2
課程はリモート研修としたため、不足す
る内容は次年度に盛り込むこととした。

・監督職の早期育成については、東京都
教育庁への出向研修を行い、文化財行
政や仕事の進め方を体得させることがで
きた。
　しかし2020年度は、外部機関が実施す
る研修はコロナの影響により中止とな
り、意図したとおり次世代の監督職の育
成ができなかった部分はある。
　
・全体として、コロナ禍において、2020年
度の外部機関が実施する研修が中止に
なった以外は、専門知識と技術の向上を
図る研修等は、オンラインの活用も含
め、概ね実施することができ、現時点に
おける調査研究員の育成及び技術の継
承という目標は概ね達成した。この目標
については、長期的視点に立って今後も
継続していく。

調査研究員の長期的視点に立った人材育成及び技術の継承（埋蔵文化財部門） 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 評価年度：2020年度

調査研究員の育成及び技術の継承の必要性 第２期プランとの関係

・調査研究員の専門性を維持・育成していくため、新人職員、若手から中堅職員、監督職昇任対象職員の各段階の研修を創設・充実させ、人材育成を行うことで専門職員としての技術・ノウハウを着実に継承できる。
・監督職職員による新人育成に加え OJT リーダーと新人職員をペアで配置し、新規採用者に対する人材育成を図っている。
・調査に必要な実践研修を充実し、若手から中堅にいたる職員の専門性を高め、技術の継承及び向上を図っている。
・監督職の育成を促進するため、研修カリキュラムを作成・実施し、次世代の監督職員の育成を図っている。

見直し ⑤

団体自己評価

〇人材支援事業団が企画す
る研修
・主任研修：本年度昇任者３名
受講
・政策ディベート研修：本年度
昇任者１名受講
・主任パワーアップ研修：平成
30年度昇任者２名受講
・フォロワーシップ研修：主任
級未受講者４名受講
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団体名： 公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 評価年度：2020年度

　　　　新型コロナウイルス感染症の影響による施設の休館や、各種イベントの中止・延期など、東京都の取組に全面的に協力し、都のスポーツ施設の再開
　　　館に向けた感染防止ガイドラインに基づいた対策を講じるとともに、団体独自の取組として大規模大会の主催者には事前に感染拡大防止ガイドライン
　　　の提出を求めるなど、様々な工夫と弛まぬ努力をもって、安全対策や利用者への対応等にしっかりと取り組み、都庁グループの一員として適切に対応
　　　した点を評価する。
　　　　また、新型コロナウイルス感染症の収束が期待される中で、通常の活動再開に向けて、施設ごとに利用者層や競技内容など様々異なる各館の特色に
　　　応じたきめ細やかな感染症防止対策の実施や、新しい日常が浸透しつつある状況を踏まえた参集型とオンライン型の両方での事業開催の検討など、各
　　　戦略のこれまでの成果を活かした今後の取組に期待する。

　　・戦略１では、スポーツレガシーの推進及びスポーツ実施率の向上等を目的とした「スポーツ東京案内」事業を2020年度に開始し、指導者派遣や新規Ｗ
　　　ＥＢサイト構築を行うとともに、コロナ禍でもオンラインの活用や働き盛り世代・女性・高齢者を対象とした事業を推進することで、スポーツ実施率
　　　の向上に取り組んでいる。
　　・戦略２では、コンソーシアムを構成する事業者や他のスポーツ施設管理者と密に情報共有を図り、施設整備やサービスの改善に取り組むとともに、５
　　　Ｇ整備やキャッシュレス導入に向けた調整を行い、新たな都政課題に積極的に取り組んでいる。
　　・戦略３では、コロナ禍においても十分な安全対策を講じ、計画通り都立学校活用促進モデル事業の対象校を25校に拡大するとともに、視覚的に分かり
　　　やすい広報手法としてYoutubeチャンネルを開設する等により登録団体数や体験教室の延参加者数の増加に繋げ、障害者スポーツの更なる推進に取り
　　　組んでいる。
　　・戦略４では、スポーツレガシーを推進する団体として発展するため、各種研修や資格取得支援、ＯＪＴ等を通じて職員の育成を行うとともに、専門性
　　　を有する外部人材を活用し、組織体制の強化に努めている。
　　・戦略５では、埋蔵文化財部門において、調査研究員の世代交代を見据えて、習熟度に応じたカリキュラムで研修を実施し現場で即戦力となる人材とし
　　　て配備するとともに、東京都の研修制度を利用し次世代の監督職員の育成に取り組んでいる。

　　　　各経営課題に対して設定した到達目標を達成するため、コロナ禍においてもオンラインを活用して「新しい日常」を踏まえた事業展開を行う等、工
　　　夫しながら着実に取り組み、成果を上げていることを評価する。
　　　　引き続き、都と十分に連携を図りながら、東京2020大会のスポーツレガシーを最大限活用し、専門性を更に高め、現場からスポーツ振興を発展させ
　　　ていくパートナーとしての役割を期待する。

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)
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戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

長期経営計画の策定

・2020オリ・パラ終了
後の社会情勢を踏ま
え、必要に応じて計
画の再検証を行う。

・新型コロナウイルス
感染症の影響下にお
いても、適切・効率的
に対応し、計画に即し
た運営を実施

・PDCAサイクルに基
づき計画の実施状況
を確認、検証し、適切
に事業を推進

・東京マラソン2020の一部開催や自主事業の自
粛等、新型コロナウイルス感染症の直接的な影
響、東京マラソン2021の開催延期等の計画変更
はあったものの、長期経営計画全体の方向性に
大きな変更はなく、計画の趣旨に沿って着実に
運営している。
・年間を通じてバーチャルマラソンを実施するな
ど、新しい日常におけるランニングスポーツの普
及・振興に向けた取組を実施した。
・自主事業であるONE TOKYOの会員、ジョグ
ポート有明の利用人数の推移については、毎月
経営諮問会議において、実績・効果の確認を
行っている。

（注）バーチャルマラソン
ランニングアプリを活用し、走行距離、ペース等を記
録するマラソンイベント

有

・新型コロナウイルス感染症等、新たな課題に
対しても、計画の趣旨、目的を達成できるよう、
創意工夫を施した事業展開により、計画を推進
していく。

・PDCAサイクルに基づき計画の実施状況を確
認・検証していく。

1

・長期経営計画が策定され、東京マラソンやそれ以外の事業において、大会運営のノウハウ等、財団の有する経営資源を有効に活用しながら、計画に則った段階的・効果
的な事業執行が行われている。
・東京マラソンの更なる発展やランニングスポーツの振興、ボランティアやチャリティ事業が一層拡充され、戦略的に財団事業が推進されている。
・事業としても収益構造としても東京マラソンのみに頼らない団体運営を行っていくための取組を検討・調整している。

長期総合計画は、2019年6月開催の理事会において正式決定し「アクションプラン　Beyond2020」として2019年7月に公表した。この計画に基づき各事業を実施
するとともに、適宜効果検証を実施している。

見直し

・計画を公表

・PDCAサイクルに基
づき計画の実施状況
を確認、検証。

　バーチャルマラソンの実施によるランニ
ングスポーツの普及・振興など、社会情
勢等の状況変化も踏まえ、事業を推進
することができた。
引続き、事業の検証を含め、戦略的・効
果的に事業を執行していく。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

「経営改革プラン」評価シート

一般財団法人東京マラソン財団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

長期的な視点に立った戦略的・効果的な団体運営

長期的な経営戦略の策定・進捗管理

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 4

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

協賛金収益（協賛物
品含む）の維持・向上

約28.2億円
（約67％）※

・協賛金収益
23.8億円（暫定値）
・物品提供物
2.7億円（暫定値）

計 26.5億円
※2021大会年度は、協
賛金の3割（約7億円）を
収入予定

・新型コロナウイルス感染症の影響による経済
状況等により、スポンサーセールスは厳しい状
況にあるものの新規オフィシャルパートナー企
業の獲得等により2021大会年度当初予算25.0
億円（協賛金22.3億円、協賛物品2.7億円）を達
成できた。

有

・コロナ禍の現状など、社会情勢の変化や課題
の下にあっても、マーケットビジネスの機会とし
て、企業のニーズに合った付加価値を提供する
などパートナーセールスを行い、既存の協賛企
業の維持や新規協賛企業の獲得を目指す。

競技運営経費の削減

維持、更なる削減の
検討

新型コロナウイルス感
染症対策を踏まえた競
技運営経費を精査中

・2021年3月に大会要項を発表
・体調管理や３密を回避した運営を柱とした新型
コロナウイルス感染症対策を講じた安全・安心
な大会に向け、必要経費を精査している。

有

・引き続き新型コロナウイルス感染症予防に向
けた対策を検討するとともに、必要経費の削減
に努めるなど、経費の精査を行っていく。

ボランティア受託事業
収益

収益の維持・向上
（大口の受託案件の
有無により大幅に変
動する。）

約162万円 ・東京2020大会延期に伴い、都市ボランティア
研修や2020大会関連のボランティア業務の受託
が延期となった。

有

・オンラインによる講習等、新しい日常を踏まえ
た実施方法をPRするなど、マラソン関係業務や
ボランティア研修等を積極的に受託する。

2020年以降の継続した収益の確保 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

一般財団法人東京マラソン財団 評価年度：2020年度

2020年以降の継続した収益の確保 第２期プランとの関係

経常収益が新規で３億円増加している。
・警備安全対策費の増に対応した収益確保
・経常収益40.5億円とする。（28決算39億円から新規＋３億円増、コース変更に係る都費1.5億円減）
・収益に占める協賛金と参加料のバランスが改善されている。
2020年以降に景気後退が予想される中において、2020年度と同等の収益が確保されるよう、データビジネスや賛助会員制度の創設など、事業セグメントごとに新たな収益確
保策が講じられている。 見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

東京マラソン2021を2022大会年度に実施することや、協賛金収入の減等により、2021大会年度の経常収益は、8.8億円である。

※経常収益に占める割合

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・協賛金収益
24.3億円（暫定値）
・物品提供物
2.8億円（暫定値）

計　27.1億円
（66%）※

　2021大会年度における経常収益は、
東京マラソンを2022大会年度に実施す
ることに伴い、参加料が入らないことや
協賛金が３割しか入らないこと等により、
8.8億円となった。
　2022大会年度は、東京マラソン2021、
2022の２大会を実施するが、参加定員
の減や厳しいスポンサーセールス等に
より、経常収益の確保の困難が見込ま
れる。引き続き経費削減に努めるととも
に、時代の変化に応じた事業展開を図る
など、収益確保や安定的な財政運営に
努めていく。
　（2021大会年度と2022大会年度の2か
年で、約78億円規模の経常収益の確保
を予定）

・4.59億円

約1,470万円

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析
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戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

東京2020大会のレガ
シーの創出

・レガシー事業の検討、
新規構築

・レガシー事業を検討中 ・東京2020大会の延期も踏まえ、東京2020大会
実施後のレガシー事業を引き続き検討していく。

有

・東京2020大会のパラリンピックマラソン（コース
等）のレガシーにふさわしいイベントを検討、実
施する。

・オフィシャルイベント
の充実
・RUN as ONEによる
東京マラソンとの連
動PR

・日程変更検討
・RUN as ONEによる東
京マラソンとの連動PR
・定員（3,000人）達成

・オフィシャルイベントは、新
型コロナウイルス感染症の
拡大により中止
・ランニングアプリ等を活用し
たバーチャルランニングイベ
ントを開催

・新型コロナウイルス感染症の影響下において
も、日常生活においてランニングを継続的に楽
しんでいただくため、国内外から参加可能な
バーチャルランニングイベントを実施した。
・「RUN as ONE ‒ GLOBAL Virtual Run
Series」：2020年12月から年4回実施（参加者数
11,422名、海外からの参加は３回目から実施）
・「RORD TO TOKYO MARATHON 2021」：2021
年2～3月に実施（参加者数18,322名）

有

・日常生活においてランニングを継続的に行え
る機会を提供するため、引き続き国内外から参
加可能なバーチャルランニングイベントを企画、
実施していく。

スポーツレガシー事
業の充実

・前年実績を踏まえ、よ
り魅力ある事業への改
善に取り組みつつ、引き
続き新規実施箇所の開
拓を行う。

・年１５回

・沿道小学校等における事
業は緊急事態宣言発令等の
ため中止
・パラ陸上チャレンジサポー
ト事業８回
（車いす陸上教室６回、ブラ
インドマラソン教室２回）

・沿道小学校等における事業は緊急事態宣言
発令等のため中止としたものの、パラ陸上チャ
レンジサポート事業については、ブラインドマラ
ソン教室を時期によりオンラインで実施するな
ど、工夫して実施した。

有

・新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえ、
適切な対策を講じながら、子どものスポーツ及
びランニング、障害者スポーツの普及啓発等を
推進していく。

Fixed Track設置個所
の開拓

・前年実績を踏まえ、改
善点等を検討し、サービ
ス向上を図る。
・新規設置箇所の開拓

・１箇所３コース
国営昭和記念公園に設置
2.5km・3.9km・5.6kmの３コー
スを運用

・「ROAD TO TOKYO MARATHON2021の一環と
して昭和記念公園を活用したイベントを企画した
が、緊急事態宣言の影響により中止した。 有

・東京都等と連携しながら、身近にランニングが
できる環境や機会の創出を行うなど、運動習慣
促進・継続に向けた取組を推進していく。

ボランティア受託事業
の拡充

・前年実績や利用者のご
意見を踏まえて改善を
図り、サービス向上に取
り組む。
・年２５件程度

9件（有償3件）
・自治体　4件
・団体等　5件

・東京2020大会延期に伴い、都市ボランティア
研修や2020大会関連のボランティア業務の受託
が延期となった。 有

・引き続き、都や全国のスポーツボランティア団
体等と連携しながら業務を受託していく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

新型コロナウイルス感染症の影響により、スポーツレガシー事業やボランティア受託事業に影響が生じているものの、バーチャルランニングイベントやオンラインボランティア講習
等の実施などコロナ禍の状況においても工夫をし、財団事業の拡充・多様化を進めた。また、東京2020大会のレガシーとなる事業の検討を引き続き行っている。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

財団事業の拡充、多様化 戦略番号

・１箇所３コース
国営昭和記念公園に設置
2.5km・3.9km・5.6kmの３コー
スを運用

「経営改革プラン」評価シート

一般財団法人東京マラソン財団 評価年度：2020年度

2020年以降の事業運営 第２期プランとの関係

スポーツレガシーとして、東京マラソン以外の財団事業が充実している。
・オフィシャルイベントが最適な時期に開催されるよう検討が行われ、イベントのPRも強化されている。
・スポーツレガシー事業において、子どもや障害者スポーツ等への普及啓発が推進されるとともに、回数も増加している。
・Fixed Trackの設置箇所が増加している。
・スポーツボランティア受託事業のメニューや料金が整理され、積極的に受託が行われている。
・スポーツボランティア文化が社会に根付くよう、スポーツボランティアの育成やボランティア活動機会の提供に積極的に取り組んでいる。 見直し 3

新国立のサブトラックで、新た
に「東京マラソン１マイルズ
2020」の開催を計画。（新型コ
ロナウイルス感染拡大の影
響により中止）

　
　新型コロナウイルス感染症の影響等で
各種イベントは計画通り実施できなかっ
た。一方で、バーチャルランニングイベン
トを充実させ、引き続きボランティアの受
託事業を推進するなど、財団事業の拡
充を図ることができた。引き続き新型コロ
ナウイルスの影響下においても、実施内
容の工夫により、事業内容を深化させ、
事業の多様化を図っていく。
　また、東京2020大会のレガシー事業に
ついては、東京2020大会後を見据え、新
規事業を構築していく。

・「東京トライアルハーフマラ
ソン2019」（2019年10月26日
（土））は台風による冠水の影
響により中止

（参考）エントリー　2,492人

・10回実施
（沿道小学校）
・９回実施
（東日本大震災被災県）

24件（有償22件）
・自治体　10件
・企業　６件
・団体等　８件
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

チャリティ寄付金額の
増加

・前年実績を踏まえて申し
込みが少なかった区分に
重点的にＰＲを行うなど効
果的な周知に取り組む。
・7.2億円

約430万円

東京マラソン2021の
チャリティランナー募
集を中止

・東京マラソン2021においては、2020大会のラン
ナーが権利移行により出走することができること
から、新たにチャリティランナーの募集を行わ
ず、寄付のみを募った結果、寄付額は通常大会
と比較し大幅に減少している。

・一方でチャリティ文化の気運醸成と維持のた
め、年間を通じた寄付の募集を実施したほか、
チャリティランなどの実施により、寄付の機会の
拡充に努めた。

有

・これまで通年での寄付の募集を行うなど、寄付
文化の醸成に向け取組を実施
・今後、寄付先団体と連携した東京マラソンチャ
リティの広報を実施するとともに、東京マラソン
以外の機会も捉えた気軽に寄付ができる仕組
み等、寄付金増加に向けた取組を検討してい
く。

寄付先団体数の増加

・前年実績を踏まえて寄
付者数に応じた寄付先の
多様性を確保するため、
必要に応じて追加募集を
行う。
・40団体程度

39団体（40事業） ・寄付先団体の多様性を確保するため、寄付先
団体の募集を行った結果、東京マラソン2021
チャリティでは新たに13団体が寄付先団体に加
わった。（既存26団体、新規13団体）

・寄付文化の醸成に向け、寄付先の多様性の確
保に引き続き努めていく。

洋服ポストの設置

・前年度大会での状況を
踏まえ、改善しつつ継続
実施

・ランナーサポート施
設「ジョグポート有明」
への常設を継続

・引き続き「ジョグポート有明」に常設。（2021年3
月末時点で1146.10kg回収）

・東京マラソンにおける実施を検討するととも
に、持続可能な大会に向けた検討を進めてい
く。

VOLUNTAINER会員
数の増

３万４千人 約３万４千人 ・VOLUNTAINERの会員数は横ばいとなってお
り、新型コロナウイルス感染症の影響による都
民・国民の行動自粛や、本来の活動機会の減
少が、新規入会の抑制の原因となっているもの
と思われる。
・VOLUNTAINER会員に対して、オンラインにより
講習を実施するなど、大会へのモチベーション
を保つとともに、会員全員の力量の底上げを
図っている。

有

・VOLUNTAINER会員の維持や活動の活性化に
向け、東京2020大会開催以降の大規模な国際
大会の開催による気運醸成を背景に、育成プロ
グラムの多様化やスキルアップ講習などを環境
に応じた効果的な受講方法と合わせて実施して
いく。

団体自己評価

・約7.2億円
・アクティブチャリティ
枠の拡充（300→
1000）

　
　チャリティ寄付金額は、チャリティラン
ナーを募集できなかったことにより大幅
に減少したものの、寄付先団体を増加さ
せることができた。
　また、ボランティアについては、オンラ
イン講習等の工夫により、活動機会の確
保に努めた。
　今後は、チャリティ事業とボランティア
事業を連動させるなど、社会貢献事業全
体の相乗効果を図るとともに、効果的に
実現する体制の構築を検討していく。

28団体

・ランナーサポート施
設「ジョグポート有明」
に常設し、運用を開始

※東京マラソン2020で
は一般の部中止によ
り未実施

約３万４千人

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

年間を通じたチャリティの募集や、寄付先団体の増加による多様性の確保により、東京マラソンを通じた寄付文化の醸成を進めている。
VOLUNTAINERについては、新型コロナウイルス感染症の影響により、活動機会の提供が減るなど、会員数は横ばいとなっている。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

東京マラソンチャリティやボランティア等の更なる充実 戦略番号

・チャリティ事業が拡充され、寄付金額、寄付先団体数が増加している。
・環境に配慮した大会運営が推進されている。
・スポーツボランティアの普及促進が行われ、オフィシャルボランティアクラブ「VOLUNTAINER」の会員数が増加している。

「経営改革プラン」評価シート

一般財団法人東京マラソン財団 評価年度：2020年度

東京マラソンを通じた更なる社会貢献 第２期プランとの関係

見直し 4
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団体名： 一般財団法人東京マラソン財団 評価年度：2020年度

　　　　新型コロナウイルス感染症の影響により大会の延期や自主事業の縮小等があったが、東京マラソンの実施に向けて感染症の専門家等によるコロナ対
　　　策委員会を設置し、専門家に意見を諮りながら大会の準備を進めたほか、年間を通じたバーチャルランニングイベント実施などコロナ禍においてもラ
　　　ンニングに親しみ、競い合える環境を創出し、大規模イベントの主催者として様々な工夫と努力をもって、感染防止や安全対策、参加者への対応等に
　　　しっかりと取り組んだ点を評価する。
　　　　また、新型コロナウイルス感染症の収束が期待される中で、通常の活動再開に向けて、引き続き安全・安心な大会の実施に向けた準備に加え、バー
　　　チャルマラソンやオンラインボランティア講習の実施、年間を通じた寄付の仕組みの構築など、各戦略のこれまでの成果を活かした今後の取組を期待
　　　する。

　　・戦略１では、長期的な視点に立った戦略的・効果的な団体運営を行うため、2019年７月に公表した「アクションプラン　Beyond2020」に基づき、着実
　　　に運営するとともに、バーチャルマラソンの実施によるランニングスポーツの普及・振興に取り組む等、社会情勢の変化を踏まえて事業を推進してい
　　　る。
　　・戦略２では、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい経済状況の中でも、新規オフィシャルパートナー企業の獲得等により、協賛金収益につい
　　　て2021大会年度当初予算25.0億円を達成するとともに、必要経費の精査を行い、収益の確保に努めている。
　　・戦略３では、バーチャルランニングイベントの実施等、コロナ禍においても実施内容を工夫するとともに、東京2020大会のレガシー事業についての検
　　　討を行う等、事業の拡充・多様化に取り組んでいる。
　　・戦略４では、年間を通じたチャリティの募集や新たに13の寄付先団体を獲得する等、東京マラソンを通じた寄付文化の醸成を進めたほか、ボランティ
　　　アについては、オンライン講習等の工夫による活動機会の確保に努め、社会貢献事業の更なる充実に向けて取り組んでいる。

　　　　各経営課題に対して設定した到達目標を達成するため、コロナ禍においてもバーチャル技術を活用して「新しい日常」を踏まえた事業展開を行う等、
　　　工夫しながら着実に取り組み、成果を上げていることを評価する。
　　　　引き続き、都と十分に連携しながら、世界水準のランニングイベントとしての東京マラソンを安定的に運営するとともに、東京2020大会のレガシー
　　　にふさわしいイベントを実施し、ランニングスポーツの普及振興を通じて、都民の健康増進と豊かな都民生活の形成に寄与することを期待する。

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

事故の防止

・０件

・前年度の結果を踏
まえ、工事安全に係
る各種マニュアルに
基づいて現場事務所
だけでなく、本社にお
いても実施状況を確
認指導する等取組を
充実、強化

・０件

・担当部署を中心に
工事所管部署と連携
をとり、マニュアルや
安全対策の実施状況
を本社においても確
認するとともに、これ
までの取組を継続し、
事故の未然防止に努
めた。

・安全管理意識を向上させるため、工事事故防止対策協議会、安全
体感教育、現場総点検等の取組を実施した。この中で、安全管理担
当が各部で行われている工事事故防止対策協議会、現場点検、安全
管理会議に参加し、日々行っている現場パトロールでの指摘や良好
な取組を現場へ浸透させる事により、安全管理意識を向上させた。
・現場総点検では不安全個所の発見と改善をはかると共に、他現場
での良好な取組を全社で共有することにより、受注者への指導能力を
向上させている。
・安全体感研修では、受注者に「重機との接触事故防止」の指導を行
う上で必要な「死角」を体感させるため、職員に大型、小型の重機に
搭乗させ「死角」の大きさや危険性を体感させた。
・日々現場の安全確認を行うため、安全写真の本社送付を徹底させ
ることに加え、上空施設破損防止の為、注意標識旗や防護管の設置
を徹底させた。また、日々の点検では、受注者の力量や施工内容に
合わせた指導を行うと共に、事故事例の説明を合わせて行った。

・引き続き安全対策に取り組むとともに、公社の信用向上に努
めていく。
・若手職員に安全管理に必要な知識や受注者とのコミュニ
ケーションを向上させるため、物損事故防止研修や安全管理
担当との合同現場点検時の受注者指導等を通して伝え、工事
安全対策の取組を充実、強化していく。
・新型コロナウイルスの感染防止対策として、受注者指導等を
通じて職場や工事現場等の感染症防止に取り組んでいく。
・死亡事故など重大な事故を未然に防止するため、これまでの
取組を継続すると共に更なる充実を図っていく。

2021年度　安全重点項目
① 重機との接触防止（誘導者の配置）
② 掘削工事における適切な山留設置
③ 物損（埋設・架線・飛石）事故防止
④ 明確な作業帯、作業エリアの明示

・新分野にかかる新
規事業の事業化

・新分野に係る事業
化に向け、街づくり区
画整理協会との共同
研究、武蔵村山市と
の研究会を実施・継
続

・2019年度から街づくり区画整理協会と共同研究を進めており、2019
年度に、４つのまちづくりの方向性ごとに選定したモデル地区につい
て、課題解決のための事業化案を作成し報告書をまとめた。そのう
ち、モデル地区の自治体（武蔵村山市）に、事業化案を提案し、意見
交換を実施した。（まちづくりの方向性：①人口減少社会への遷移に
対応する既存ストックを活用した住宅地環境整備、②高齢化社会へ
対応するモビリティネットワークと生活利便機能の適正配置、③市街
地中心部や拠点等における土地の有効利用、④緑やうるおいの保
全、活用による持続可能性の確保）

・街づくり区画整理協会との持続可能なまちづくりの実現にむ
けた共同研究については、今後は、他のモデル地区の自治体
とともに、事業化案に基づき、土地の再編や施設整備、地権者
や民間事業者等との協力による事業化に向けた課題と対応策
について意見交換し、各モデル地区の段階に応じたアプロー
チを進めていく。

 武蔵村山市とは協定の期間を延長し、協働で多摩都市モノレール
沿線のまちづくり等の検討を進めた。研究会では、実施にあたり研究
会の準備会を2回開催し、前年度の検討内容を受け、研究テーマの整
理を行ったうえで、研究会を2回開催し、市の関係部署の職員も含め
て意見交換を実施した。第3回目は新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により書面開催となったが、多摩都市モノレールの想定駅周辺の
まちづくりの方向性について、市内部の横断的な意見収集を図り、今
後の研究会につなげる検討内容の整理を行った。

 武蔵村山市との研究会は、2021年度についても協定期間の
延伸を予定しており、引き続き、研究会で整理した多摩都市モ
ノレール沿線まちづくりの方向性、①モノレール新駅（想定）に
おける交通結節点の検討、②拠点へのアクセスを高めるまち
づくりの検討、③都市農地の利活用方策等、これらのテーマに
対応したモデルスタディについて、研究会にて検討を実施して
いく。

・都市づくり調査室
(仮称)を設置し、技術
協力及び調査研究の
実施

・都市づくり調査室を
設置し、調査研究及
び技術支援の実施

・2020年４月に公社の存在価値の向上に向け、都市づくり調査室を設
置した。市町村の抱える課題の分析・研究や企画提案を行う調査研
究担当と、市町村への技術支援を行う技術担当の２つの組織で構成
されている。
・調査研究担当では、前年度に実施した調査研究で導き出した政策
課題を各自治体に共有し、自治体との意見交換を踏まえ、課題解決
に向けた企画提案を行った。また、新たな自治体に関する調査研究を
進め、政策課題について調査研究を進めている。
・技術担当では技術職員不足や技術的な課題に悩む自治体に対し、
公共施設に係る事業が円滑に推進できるよう、技術支援（技術的な助
言・相談）を行った。

・調査研究担当では継続的に多摩地域の各自治体と信頼関
係を構築し企画提案すると共に、より質の高い調査研究を実
施し、可能な限り早い段階で調査研究の有償化に取り組む。
あわせて、社外シンクタンクとの共同研究に取り組むことで、調
査研究能力を向上させる。これらのことにより、各自治体の行
政課題解決を図っていく。

・技術担当では2020年度に技術支援を実施した自治体を今後
も継続して支援していくとともに、支援する自治体を拡大してい
く。また、技術支援から生じる公社が対応可能な業務の有償で
の受託要請に積極的に対応していく。

・事故防止については、工事事故防止対
策協議会、安全体感教育の実施に加
え、マニュアルに基づいて現場事務所と
本社との連携により事故の未然防止に
努めた結果、事故防止０件を達成した。
こうした取組と目標達成の継続的な積重
ねが、自治体からの公社に対する信頼
を高め、新規の事業展開にもつながった
と考える。

・新規事業分野の開拓については、街づ
くり区画整理協会との共同研究や武蔵
村山市との研究会を継続することで、新
分野に係る事業化に向け着実に推進す
ることができた。
・さらに、2020年度の目標である都市づく
り調査室の設置と調査研究及び技術支
援の実施は達成した。
・調査研究担当では2019年度に研究し
た各自治体の政策課題について、2020
年度に各自治体へ課題の共有と意見交
換を実施し、自治体のニーズを踏まえた
企画提案を実施し、技術担当では2020
年度は技術職員が不足している多摩・
島しょの３自治体に対し、公共事業が円
滑に推進できるよう技術支援（技術的な
助言・相談）を実施することができた。

「経営改革プラン」評価シート
公益財団法人東京都都市づくり公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

健全な財務状況及び安定的な経営の継続

経営力の強化と信頼性の維持等による安定した収益確保

1

経営改革を推進するため、事業ごとに収支構造や採算性を把握するなど、経営分析力を強化するとともに、自治体情報の充実と社内での一元的活用により、事業提案力を高める。また、土地区画整理や下
水道整備等の既存事業を安全かつ着実に執行して公社の信用を高めるとともに、自治体の新たなニーズを充足する新規分野の開拓・事業化を図る。こうした取組により、毎年度250億円の経常収益と黒字
決算を達成し、安定経営を確保する。

自治体からの信頼の基礎となる事故の防止について継続して目標を達成するとともに、経営分析力の強化の取組では、管理会計の考え方を取り込むことで、予算と決算見込の差異及び要因を
明確化し、予算執行の方策検討や経営判断がより円滑に行える体制を整えた。また、収支構造の改善については、外部専門家を派遣した業務改善活動を、昨年度より実施の３職場に加え新た
に４職場でも実施し、業務改善の水平展開に取り組むとともに、事務費算定基準の改定を推進した。さらに、新規分野の開拓・事業化に向けては、自治体等との共同研究を実施・継続するととも
に、「都市づくり調査室」を設置し、市町村の抱える課題の分析・研究、技術職員が不足している自治体に対する技術支援を実施する等、新規事業分野の開拓に向けて精力的に取り組んだ。こう
した取組に加え、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い工事の繰越案件等が発生したが、感染症対策を徹底し、既存事業の着実な実施・新規事業の獲得により、影響を最小限とするこ
とで、2020年度は約224億円の経常収益を確保し、黒字決算を見込んでおり、3年後（2020年度）の到達目標である安定経営の確保に向けて着実に取組を進めた。

見直し

対応方針 団体自己評価

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
要因分析

2020年度
実績

新規事業分野の
開拓

コロナ
影響

・都市づくり調査室の
前身となる調査準備
室を設置

・０件
安全対策の充実・強
化を実施

・新分野に係る事業化
に向け、街づくり区画
整理協会との共同研
究、武蔵村山市との研
究会を実施・継続

・引き続き首都大学東
京と連携して、既存の
若手PTに加えて、新
たに公社管理職と市
町村職員によるPTで
研究を実施
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対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
要因分析

2020年度
実績

コロナ
影響

・経営分析手法の確
立

・第２四半期末の決
算見込において管理
会計の考え方を取り
込むことで、予算と決
算見込の差異及び要
因を明確化

・従来の経営分析においては、予算に対する執行状況等の情報が適
切なタイミングで役員に提供されていないという課題があった。そこで
管理会計の考え方を取り入れるとともに、必要な情報を整理して役職
員間で認識の共有を図った。予算と決算見込の差異及びその要因を
明らかにすることで、予算執行の方策検討や経営判断がより円滑に
行える体制を整えた。

・公益認定維持のための財務３基準の達成見込及び公社決算
見込を的確に把握するため、各事業所管部署との連携を密に
し、四半期ごとの決算見込を行う。
・また、各事業の予算に対する着実な実施を目指すため、目標
を明確にし、第２四半期末時点の決算見込において予算と決
算見込の差異及び要因を明らかにし、その情報を下半期に向
けての経営判断や各事業部の主体的な方策検討の材料等に
活用する。

・自治体情報の分析
を進め、潜在的な
ニーズを顕在化し、よ
りよいまちづくりに向
けて引き続き事業を
提案

・地域固有のまちづく
りに関する問題を把
握し、解決に向けた
課題を設定し、具体
的なまちづくりの方向
性等を内容とした企
画提案を当該自治体
に実施

・地域の現況や課題、既往の計画等を検証し、社内検討会でまちづく
りの方向性について協議を重ねた。具体的には、地域で必要と思わ
れる施設等を踏まえ、未来像に向けた段階的なまちづくりの在り方、
その実現手段、未来像のイメージについて提案した。具体性を備えた
企画提案書は理事級を含め自治体内で共有され、一定の理解、評価
を得られることに繋がった。

・企画提案の実現に向け、自治体の了解が出た段階で地元町
内会など関係者に企画提案の内容について説明する機会を
設ける。地元の理解が得られたら自治体と連携し、具体的な
進め方を検討する。

・外部専門家の活用
による業務の効率化

・モデル７職場での業
務改善活動を実施
既存３職場
新規４職場

・外部専門家を派遣して、５S（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）活動を
実施。その成果を社内で報告し、全職員と共有した。また、意識改革
と課題発見力等の強化を図るため、業務上の問題を抽出し、問題解
決を図る等、更なる業務改善活動を推進。その成果を社内で報告し、
全職員と共有した。

・モデル職場で、５S(整理・整頓・清掃・清潔・躾)活動を通じた
課題発見、改善の検討、実施のサイクル確立に向け着実に取
組を進めている。
・自律的に課題解決する組織風土の定着化を図るべく、モデ
ル職場を追加しながら、これまで実施した職場のフォローアッ
プと合わせて改善活動を行い、着実な全社展開を実施する。

・公社の強みについ
て理解を得ながら、
関連する全事業にお
いて各関係機関と交
渉し、事務費算定基
準を順次改定

・事務費算定基準の
改定案について、関
係市町村への説明・
交渉を実施

・下水道事業は2021
年度、都市機能更新
事業は2021、2022年
度から適用する合意
を得て、事務費算定
基準を改定。土地区
画整理事業は改定案
を提示し、協議を実
施

・事務費算定基準の改定案について、公社一丸となって関係市町村
に対しその必要性について理解を得られるよう説明・交渉を行い、収
支構造の改善に向けて取組を進めた。

・下水道事業の業務実態と事務費との乖離の大きい自治体とは、当
初予定を前倒し、2020年度から新たな事務費算定基準により契約を
締結した。その他、下水道事業、都市機能更新事業については関係
自治体に個別協議を進めることで、2021年度、2022年度からの適用
による合意を得ることができた。また、土地区画整理事業について
は、関係市町村と公社との共同で策定してきた事務費算定基準という
ことを踏まえ、引き続き丁寧な協議を進めるとともに、理解を得られる
よう説明、交渉を継続した。

・事務費算定基準の改定がなされた事業については適切に運
用するとともに、引き続き、既存事業を着実に推進し関係市町
村からの信頼を確保していく。
・引き続き、土地区画整理事業については、適切な事務費算
定基準となるよう提案を実施していくとともに、公社の強みにつ
いて理解を得ながら改定に向けて協議を進めていく。

業務改善への取組

・前年度の取組を踏
まえ、他の事務所や
本社の業務改善へ水
平展開
・活動実施職場数
既存３職場
新規４職場

・モデル７職場での業
務改善活動を実施
既存３職場
新規４職場
（再掲）

・外部専門家を派遣して、５S（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）活動を
実施し、その成果を社内で報告し、全職員と共有した。また、意識改
革と課題発見力等の強化を図るため、業務上の問題を抽出し、問題
解決を図る等、更なる業務改善活動を推進し、その成果を社内で報
告し、全職員と共有した。（再掲）

・モデル職場で、５S(整理・整頓・清掃・清潔・躾)活動を通じた
課題発見、改善の検討、実施のサイクル確立に向け着実に取
組を進めている。
・自律的に課題解決する組織風土の定着化を図るべく、モデ
ル職場を追加しながら、これまで実施した職場のフォローアッ
プと合わせて改善活動を行い、着実な全社展開を実施する。
(再掲)

まちづくり支援事業
の推進

・支援件数28件 ・支援件数28件 ・昨年に引き続き、都内全区市町村（島しょを除く）のまちづくり担当部
署を訪問し、公社支援制度の周知を図るとともに、まちづくり団体への
PR、活用しそうな団体の紹介等を依頼した。
・昨年度からの説明により、公社支援制度の認知が向上したため、利
用の心当たりがある団体への呼びかけに積極的な自治体も複数あ
る。また、公社が支援団体の勉強会等にも参加した結果、その団体か
らの口コミもあり直接公社への問い合わせもある。

・まちづくり支援制度は各自治体への周知を重ねた結果、支援
団体数は順調に推移している。
・今後も支援を継続するため、自治体へのPRの継続、新たに
作成したホームページの活用による一般都民に向けた周知を
行い、一層の支援拡大を進める。
・コロナ禍により住民活動の停滞があるが、今後も各自治体等
のフォローを行うことで、支援件数の達成を目指す。

・自治体のニーズに基
づいて、全社を挙げて
作成した新たなまちづ
くりの提案を自治体に
提案し、事業協力の覚
書を締結

・経営分析力の強化については、管理会
計の考え方を導入することで、予算と決
算見込の差異及び要因を明確化し、予
算執行の方策検討や経営判断がより円
滑に行える体制を整えた。また、事業提
案力の強化については、自治体の情報
の一元的な活用により社内検討会によ
る事業提案力を高め、企画提案に繋げ
た。

・収支構造の改善については、更なる業
務効率化のため、外部専門家の活用に
よる業務改善活動を推進し、成果を全職
員に共有するなど、自律的に課題解決
する組織風土が形成されてきている。

・また、収支構造の改善の鍵となる事務
費算定基準の改定については、公社一
丸となって関係市町村と交渉し、事務費
算定基準の改定を推進した。これは既
存事業の着実な推進による信頼確保の
積み重ねによるものと考えており、収支
構造の改善に向け、大きく前進すること
ができた。

・まちづくり支援事業の推進については、
これまでの待ちの姿勢から、自治体への
周知を行った積極的広報活動の成果に
より、昨年度を上回る成果を出すことが
できた。

・到達目標である安定経営の確保に向
けては、新型コロナウイルス感染症の影
響下においても、テレワークシステムの
導入や感染症対策の徹底などにより、
既存事業の着実な推進により信頼性を
向上させるとともに、経営分析力の強化
と収支構造の改善により、収益性の向
上を果たすことで経営基盤の強化を図る
ことができた。さらに、事業提案力につい
ても自治体との共同研究に加え、都市づ
くり調査室の新設を行うなど、確実に強
化されてきている。
今後は、経営基盤の強化に関する経営
改革を恒常化させるとともに、社会情勢
の変化を的確に捉え、「自ら企画し、提
案する、都市づくりの総合支援を担う高
度専門家集団」の実現に向け、より一層
企画提案力を強化していく。

・同方針に基づき、関
係者と協議

・下水道事業に係る事
務費改定について１自
治体と合意

・既存の会計ソフトを
活用しつつ、経営分析
手法を改善

・支援件数26件

収支構造の改善

経営分析力と
事業提案力の強化

・収支構造や業務内
容に関する実態と基
準の乖離状況等につ
いて把握・分析し、受
託費のあり方にかか
る改善方針を策定

・モデル３職場での業
務改善活動を実施
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・新卒採用11名

・経験者採用４名

・新任職員育成11名 ・新任職員が担当職務の遂行に必要な知識・ノウハウ
を効果的に習得できるようチューターを選任し、新任
職員の育成に努めた。新型コロナによる研修開催中
止を受けて実施方法の再検討を行い、チューター育
成をOJTにより対応した。

新型コロナによる研修開催中止を受け
て、2021年内は引き続きチューター育成を
OJTにより対応し、未受講者は次年度研
修再開時に受講させる予定である。

・外部派遣研修２名 ・政策連携団体職員として、政策的な視点から企画調
整業務を経験させ、将来の公社を担う人材を育成する
ため派遣研修を実施した。

外部団体への派遣研修も継続し、職員育
成に取り組む。

・管理職研修2020年度
第4四半期実施予定が
延期となり、2021年6月
に実施予定

・1月緊急事態宣言を受けて、外部機関による研修が
中止となり、実施時期の調整や実施方法の再検討を
行い、社内組織管理力、組織運営力の強化を目的と
して管理職の能力向上を図る社内集合研修も延期
し、2021年6月に開催予定である。

引き続き管理職の能力向上のために研修
の充実化を図る。

・技術分野(土木・建築)
を超えた能力養成研修
の実施

・分野を超えた研修メ
ニューの運用変更・追
加を実施

・従来の土木や建築などの専門研修の部署限定を廃
する他、通信教育に土木や建築に関するスクーリング
のメニューを追加し、全職員が受講可能とした。

引き続き他分野専門研修の受講を促すな
ど、技術分野の能力養成に取り組む。

・資格試験にかかる受
験支援
(資格取得人数５名)

・資格取得者３名 ・資格取得を目指す職員について、通信教育受講料
や資格試験受験料の補助を行い自己啓発による資格
取得を奨励している。
コロナ禍により試験延期等（技術士・不動産鑑定士・
土木施工管理士・測量士他）があり業務日程との兼ね
合いから受験者が減少したと思われ、結果として資格
取得者が減少した。

引き続き通信教育受講補助の拡充等情
報発信力を高め、資格取得の更なる推進
を図る。

職員のマンパワーの確保と人材育成 戦略番号

公社が質の高いまちづくり事業を推進していくため、採用制度や職員育成の充実、評価制度の見直しなど、事業を担う人材を確保・育成・評価していく仕組みを再構築する。ま
た、女性管理監督者の育成など、様々なライフステージにおいて、誰もが働きやすい職場環境を構築する。こうした取組により、土地区画整理士をはじめ業務で活用する資格に
ついて３か年で延べ15人取得を達成するなど、まちづくりの課題に的確に対応する専門性の高い組織を形成していく。

見直し 1

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都都市づくり公社 評価年度：2020年度

人材の確保と育成 第２期プランとの関係

団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・新卒採用７名

・経験者採用６名

・新任職員育成11名

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

職員採用数の増や、都への職員派遣等、公社の将来を担う人材の確保と育成を強化するとともに、職層別到達目標を整理する等業績評価制度の充実に向けた取
組を進めた。また、モデル職場での業務改善活動を実施する等、誰もが働きやすい職場環境づくりを進めている。最終年度は、コロナ禍により通年採用スケジュール
の停滞や各種研修機関の活動中止が相次いだこと、また業務で活用するための資格取得ができないなど、支障が生じたものの、３か年で延べ15人の資格取得者と
いう目標に対して、17人と目標を上回るなど、概ね専門性の高い組織形成に向けて着実に取組を進めることが出来た。

コロナ
影響

対応方針

・新たな育成制度の積
極的運用による職員の
能力向上

有

有

・5月下旬の緊急事態宣言解除から採用活動を再開
し、新卒者及び経験者について6月と10月の2回試験
を実施し、一定の人員を採用することができた。

・新たな採用制度の運
用による人材確保

・外部派遣研修２名

・管理職研修12月実
施

・資格取得者7名

・人材確保については、コロナ禍の影響
による採用活動の遅れ等支障はあった
が、感染拡大防止措置を取りながら企
業説明会の実施や出身大学への職員
からのメールや電話等での採用活動と
いった取組の結果、新規及び経験者採
用共に着実に確保できた。

・職員の育成についても、コロナ禍の影
響により東京都人材支援事業団による
職員研修が中止（各職層毎の研修委託
約10件、延べ40人程度が対象）される
中、急きょ対応可能な研修機関と交渉
し、東京都市町村研修所及び民間研修
機関にて振り替え受講を実施（2件10人
程度）した。

新卒者及び経験者について、2021年度か
らは応募方法を書類郵送からWEBエント
リー方法に改め、より応募しやすい環境づ
くりを進めている。

事業展開を担う
人材の確保

職員の育成
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団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

・管理職研修等を通じた
新人事考課制度の浸透
と統一的な運用
・職層別到達目標実現
に向けた自己申告制度
の実施

・管理職研修2020年度
第4四半期実施予定が
延期となり、2021年6月
に実施予定(再掲）
・職層別到達目標の全
社展開

・1月緊急事態宣言を受けて、外部機関による研修が
中止となり、実施時期の調整や実施方法の再検討を
行い、社内組織管理力、組織運営力の強化を目的と
して管理職の能力向上を図る社内集合研修も延期
し、2021年6月に開催予定である。（再掲）
・職員が自らの職層の役割・目標と、上位や下位の職
層の役割・目標を比較し、取組姿勢などを意識しつつ
実践していき、これを踏まえて自己申告を行うものとし
て社内へ周知した。

有

・引き続き求められる職層の役割、目標を
情報としてだけでなく、職員自らのことと意
識、実践し、これを踏まえた成長を実感で
きる自己申告としていく。

・改正管理職選考制度
の実施

・管理職選考の制度改
正検討及び準備

・制度改正として、管理職に求められる必要な基礎知
識の養成を目的に2020年度選考から教養問題を追加
する準備を進めたが、実施方法検討の段階におい
て、即実施とせず、受験生に対する制度改正の周知
及び勉強時間を確保する必要があるとの判断を行
い、2021年度からの実施に変更することとした。

2021年度の管理職選考から実施する。受
験有資格者に対して制度改正の周知を行
い、また問題集を作成、配布して受験勉
強を促す予定である。

・キャリアアップ研修の
継続実施を通じた女性
職員の管理監督者への
登用拡充

・女性職員のキャリア
アップ研修を2020年度
第４四半期に予定して
いたが延期となり、2021
年度に実施予定

・女性職員を対象として、管理監督職の魅力を伝える
とともに、キャリアパスを示し、自己啓発意欲の醸成、
モチベーション向上につなげる女性キャリアアップ研
修を開催する予定だったが、1月緊急事態宣言を受け
て外部機関による研修が中止となったため、実施時期
の調整や実施方法の再検討を行い、動画配信に変更
したが、3月緊急事態宣言を受けて、業者による製作
時間が延び、納期が遅れたことにより社内集合研修
自体を延期した。

有

働き方改革を推進するために女性職員の
キャリア形成を意識づける女性キャリア
アップ研修を継続実施する。6月に動画配
信により開催する予定である。

・管理監督者数６名 ・管理監督者数６名 ・管理監督職を目指す意欲や個々の能力、経験を把
握し、監督職への任用を図った。

・女性職員1名が2020年度に係長に昇任したため６名
となった。

適切な人事配置を行い、さらなる女性管
理監督者の登用を図る。

業務改善への取組
（再掲）

・前年度の取組を踏ま
え、他の事務所や本社
の業務改善へ水平展開
・活動実施職場数
既存３職場
新規４職場

・モデル７職場での業務
改善活動を実施
既存３職場
新規４職場

・外部専門家を派遣して、５S（整理・整頓・清掃・清潔・
しつけ）活動を実施し、その成果を社内で報告し、全
職員と共有した。また、意識改革と課題発見力等の強
化を図るため、業務上の問題を抽出し、問題解決を図
る等、更なる業務改善活動を推進し、その成果を社内
で報告し、全職員と共有した。（再掲）

・モデル職場で、５S(整理・整頓・清掃・清
潔・躾)活動を通じた課題発見、改善の検
討、実施のサイクル確立に向け着実に取
組を進めている。
・自律的に課題解決する組織風土の定着
化を図るべく、モデル職場を追加しなが
ら、これまで実施した職場のフォローアッ
プと合わせて改善活動を行い、着実な全
社展開を実施する。(再掲)

・今後既存事業の着実な実施や新たな
事業の獲得、自治体からのまちづくりの
課題に的確に対応できる組織を構築し
ていくために、幅広い人材の確保や育
成、働きやすい職場環境づくりが重要で
あり、2020年度の取組と実績は、その実
現に向けて、コロナ禍の影響を最小に抑
えながら確実に進捗した。

・モデル3職場での業
務改善活動を実施

女性管理監督者の
登用

・職層別到達目標の
作成

・管理職選考の改正
検討

・女性職員のキャリア
アップ研修を実施
管理職選考合格者１
名

・管理監督者数５名
（うち、女性監督職任
用１名）

業績評価の拡充
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戦　略 ③／ 6

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

新規地区の受託

・事業化に向けた自
治体との調整

・2020年度までに、新
規の土地区画整理事
業を、１地区受託

・勉強会への出席や
助言を行い、地元自
治体および、地元主
体の勉強会をサポー
トし、事業立ち上げに
向けて積極的に取り
組んだ。

・７月に自治体と公社の間で「まちづくりの支援
に係る覚書」を締結し、自治体に対する支援を
明確化した。また、地元の役員会に６回、勉強
会に４回それぞれ出席し、事業化に向けたサ
ポートを行った。具体的には、地権者の意向を
把握するため実施した換地先意向調査を踏ま
え、勉強会及び自治体に事業計画素案を提案
するなど、事業立ち上げに向けて積極的に取り
組んだ。新型コロナウイルス感染症の影響拡大
を受け、年明け以降に予定されていた勉強会開
催が延期され、地区内大土地所有者である国と
の協議も延期された。

有

・事業化に向け着実に進めるため、当地区の事
業計画素案を作成し自治体及び地元勉強会に
提案を行った。今後は地区内大土地所有者で
ある国との協議を進め、早期の準備組合設立を
目標に、事業推進を図っていく。

新規受託地区の
着実な推進
（鶴川駅南地区）

・権利関係、土地の
利用状況を正確に把
握し、換地案の検討

・関係権利者、地元
自治体との入念な調
整を経て、換地設計
案を作成・提示

・換地設計案決定

・審議員が決定し、
11/6に第1回審議会
が開催された。
・路線価算定、従前
の土地評価を経て換
地設計案を作成し、
3/23に評価員に土地
評価基準案について
意見を聴取した。

・関係権利者の換地設計案に関する要望を踏ま
え、着実な事業進捗に向け地元自治体とともに
取り組んでおり、換地設計案を作成した。
・今後は、鶴川駅北口駅前広場整備工事(仮
称）、小田急鶴川駅自由通路整備工事（仮称）と
いった鶴川駅周辺の工事プロジェクトとの工程
確認と役割分担を明確にし、精力的に進めてい
る。

・換地設計案の発表に向け、引き続き地元自治
体と協議を進めていく。
・土地評価基準案について評価員から画地を評
価する際の基準値及び一体評価をする際の基
準の文言について、意見をいただいていること
から、これらに対して引き続き関係者と調整を図
り、基準や要領を修正し、決定に向け対応す
る。

・整備延長
2,300ｍ

・整備延長
2,078ｍ

・2019年度に引き続き、道路整備実績を踏ま
え、2020年度は道路整備延長を2,300ｍと定め
た。
　しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響もあり、施行者である自治体の財源の縮小や
住民移転協議の停滞に伴う工事規模縮小等
で、道路工事完了延長は2,078mとなった。

有

・着実な事業実施による道路整備を進めるた
め、事務所の全部署及び本社による調整会議
の定期的な開催等を通じて、課題の早期抽出
や解決に取組んでいく。こうした取組の継続によ
り、事業地区内の道路の効率的な整備を推進し
ていく。

・前年度の事業の進
捗を踏まえ、新たに
重点管理工事を位置
づけ、早期発注と進
捗管理を徹底

・重点管理工事9件を
早期発注。うち7件は
工事完了となったが、
2件は諸事情により未
実施となった。

・重点管理工事と位置づけた9つの工事につい
て、進行管理を行い、すべての工事発注を上半
期に実現させた。発注した工事のうち7件は工事
完了したが、2件については、入札不調（2回）と
住民移転協議の停滞ににより見送りとなった。
移転協議については、新型コロナウイルス感染
症対策として、対面での交渉を自粛するなど対
応を図った。

・一部工事（2件）については、外部要因により未
実施となったものの、すべての重点管理工事に
ついて、上半期での工事発注を実現させた。
引き続き、前年度の事業進捗を踏まえ、新たな
重点管理工事を位置づけ、重点管理工事の上
半期発注と進捗管理の徹底を継続する。

土地区画整理事業の着実な実施と新規事業化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都都市づくり公社 評価年度：2020年度

土地区画整理事業による多摩地域の継続的な発展 第２期プランとの関係

事業施工中の地区においては、着実な基盤整備や円滑な調整などにより、地域の都市機能増進の早期達成を目指す。新規受託地区では、地元や関係自治体との精力的な
調整により、早期の事業開始を目指す。また、自治体の新たな事業ニーズを把握のうえ、対応する事業案を提案・受託していく。こうした取組により、毎年度100億円規模の事
業実施を達成し、多摩地域の発展に貢献していく。

見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

新型コロナウイルス感染症対策として対面での移転協議を自粛するなど、感染症対策への対応を図る一方で、進捗管理の徹底等により事業施行中地区の事業
進行管理を進めている。新規受託地区においては、審議会開催、審議員の決定等着実に手続きが進んだ。また、新規地区の掘り起こしを進めており、地元勉強
会に参加し、まちづくりの専門家として助言を行い、事業化を働きかけている。こうした取組により、新型コロナウイルス感染症拡大による住民移転協議の停滞に
伴う工事規模縮小等の影響下においても、2020年度は約88億円の事業実施見込となり、多摩地域の発展に貢献した。今後は社会情勢の変化に伴い自治体の
投資的経費の抑制が懸念されるが、まちづくりの専門家として地元や関係自治体の課題を把握し、効果的な取組を提案することで、引き続き、多摩地域の発展に
貢献していく。

事業地区内の
道路の効率的な
整備

コロナ
影響

対応方針個別取組事項 団体自己評価

・事業化を提案すべき
地区を選定し、組合区
画整理事業立上げに
向けた、地元主体の
勉強会をサポート

・自治体への事業提
案を２件実施

・新規地区の受託については、営業推進
担当と地元の事業ニーズの把握を進
め、地元の役員会や勉強会へ出席する
と共に、地元自治体とも協議を進め、準
備組合設立に向け丁寧な説明を継続し
ている。

・また、鶴川駅南地区については、順調
に手続きが進んでおり、今後も進捗管理
を徹底し、換地設計を決定する。

・道路の効率的な整備については、整備
延長及び重点管理工事の実施ともに未
達となったが、コロナウイルス感染症拡
大など外部要因がある中、進捗管理の
徹底等により最小限の縮小に留めた。

・到達目標に対しては　「3年後（2020年
度）の到達目標」について、100億円規模
の事業実施は2018年度は達成したもの
の、2019年度、2020年度は下回った。し
かし、新規受託地区（鶴川駅南地区）に
ついては着実な推進を図り、新規地区
の受託については地元に合わせた丁寧
な説明を継続することで、事業化に向け
進めている。

・今後、社会情勢の変化に伴い自治体
の投資的経費の抑制が懸念されるが、
まちづくりの専門家として地元や関係自
治体の課題を把握し、効果的な取組を
提案することで、事業地区内の道路の効
率的な整備及び地元自治体・地元主体
のサポートの推進等を進める。

・整備延長
工事起工済延長
約2,700ｍ
うち工事完了延長
約2,370ｍ

・重点管理工事（９件）
の指定と進捗管理の
徹底を実施し、予定ど
おり竣工

2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

・事業内容を具体化
し、地域住民への事業
説明会を開催

・2019年度末の事業
計画の決定に向け、
東京都等関係機関と
の事前協議を着実に
実施した結果、3/5事
業認可、3/26事業計
画決定
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戦　略 ④／ 6

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・新規事業受託件数
<道路>６路線
<不燃化特区>１地区
<その他(相談業務
等)>１地区

・新規事業受託件数
〈道路〉６路線
港区補助7号線
品川区区画街路7号線（北
品川駅駅前広場）
都計道補助83号線高低差
補償
国立3・4・10号線
府中市宮西町地区道路
渋谷区補助18号線
〈不燃化特区〉１地区及び１
業務
渋谷区本町地区
品川区不燃化特区プログラ
ム作成
〈その他〉１地区
上板橋駅南口再開発相談
サポート

・コロナで対面での営業活動が困難な場合で
も、電話やメールにより新規事業の受託に向け
た調整を進めた。

・特に、年度途中から受託となった業務について
は、業務実施部署の協力を求めながら進めた。

・新規事業受託については、都市計画道路等及
び不燃化特区に関する業務について、都内全
域の自治体を対象とした営業取組を行い、そこ
で得られた情報をもとに業務実施部署と受託に
関する課題を整理し分析を行っていく。

団体自己評価

都市機能更新事業の重点的な推進と新規事業化 戦略番号

木密地域不燃化10年プロジェクトに基づく、特定整備路線の用地買収や、不燃化特区における木密関連事業について、区部で展開してきた事業実績をもとに新規事業案を自治
体に提案・受託していく。また、多摩地域の自治体における道路用地買収について、区画整理事業等で培った地域での調整についての実績をもとに、積極的に受託していく。こう
した取組により、今後３か年で合計160億円規模の事業実施を達成し、都の重要施策であるセーフシティの実現や、多摩地域の利便性向上に貢献する。

見直し 3

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都都市づくり公社 評価年度：2020年度

都市機能更新事業による地域の防災性や利便性の向上 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

既存事業である特定整備路線等の用地買収事業等を着実に実施するとともに、不燃化特区においては地区毎の特性に応じた事業を自治体との協議、連携のもと実
施してきた。また、新規事業の獲得については、各自治体へ営業活動を実施するとともに事業提案を行うなど、事業拡大、事業量確保に向けて積極的な働きかけを
行ったことで、2020年度には６路線の道路事業、1 地区及び１業務の不燃化特区などを新たに受託した。現在、東京都から特定整備路線の用地買収業務等受託をは
じめ、不燃化特区においては６区７地区を、多摩地域では5市より用地買収業務等を受託している。こうした取組により、2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響
等もあり、約33億円の事業実施見込となり、３年後(2020年度)の到達目標である合計160億円規模の事業実施に向けては到達しないものの、都の重要施策であった
木密地域不燃化10年プロジェクトの都内木造密集地域の解消への取組に対しては十分な成果を発揮した。また、道路整備を中心に多摩地域の利便性向上に貢献し
ている。

新規事業の受託

コロナ
影響

対応方針

・渋谷区本町地区(不
燃化特区)における事
業協力の覚書を区と
締結

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・事業化に向けた自
治体との詳細な調整

・事業化に向けて、用地買
収業務は２市、無電柱化業
務は１市、公園長寿命化業
務は１市の計４市と詳細協
議を実施

・各自治体にヒアリングを行い新規受託に向け
た営業活動や事業提案及び見積書提出を実施
した。なお、用地買収業務の２市については
2022年度以降の受託も見据えて中期的視野に
立った業務の提案を行った。また、公園長寿命
化業務については2021年度4月より受託予定で
ある。

・多摩地域における利便性向上に向けた道路整
備を進めていくため、見積を提出した２市につい
ては自治体予算の動向を注視しながら2022年
度以降受託に向けた提案を引き続き行ってい
く。
・公園長寿命化業務については、新たな事業展
開として引き続き取り組んでいく。

・事業化に向けた自治体との詳細な調
整については、積極的なヒアリングを
行った結果、２市に対し事業提案及び見
積書の提出となった。これまでの市部、
区部における公社の取組が評価された
結果ととらえている。２市以外にも事業
化や見積もりに関する問い合わせが
あったことから、多摩地域での用地買収
事業における自治体からの要請も増加
することが予想される。

・不燃化特区における新規事業受託に
関しては、コロナによりこれまでの営業
活動が十分に実施できないなか、電話、
メールによる営業を中心に行い、新規受
託の目標件数を達成することができた。

・多摩地域での用地買
収等新規事業獲得に
向けた提案

・新規事業受託件数
＜不燃化特区＞１地
区（江東区北砂三・
四・五丁目地区）
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団体自己評価
コロナ
影響

対応方針個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・プロジェクト最終年
度を迎える中での課
題への重点的対応

・個別建替え促進の取組や
個別相談会の実施

・防災都市づくり推進計画
の取組に関する覚書の締
結

・コロナの影響があったものの、電話やメールに
よる個別建替え促進の取組や、感染症予防対
策を徹底し個別相談会を実施した。

・木密地域不燃化10年プロジェクトの期間終了
に伴い、あらたに「防災都市づくり推進計画に関
する覚書」を東京都と締結することにより、「不燃
化特区制度」と「特定整備路線の整備」について
更なる推進を図っていく。

・権利者対応においては、これまでの郵送や
メールでのやりとりに加え、相談窓口のオンライ
ン化を契機に、タッチレスでの折衝を推進してい
く。

・2020年度以降を見
据えた防災事業への
継続的対応への準備

・地区内反対者に対する全
戸訪問の実施（志茂地区）

・今後のさらなる不燃化促
進に向けた業務の実施

・防災都市づくり推進計画
の取組に関する覚書の締
結

・都と公社が役割を分担している路線において
は、反対地権者対応において都と綿密な調整を
行った。

・さらなる不燃化の促進に向け自治体へ提案を
行いながら、不燃化特区の新たな業務を受託
（渋谷区、品川区）し、不燃化特区整備プログラ
ムの作成・更新及び未接道宅地の調査など次
のステップへ向けた取組を開始した。

・補助86号線(志茂)については、測量立会への
協力依頼のため、これまでの個別訪問の取組
に加え、オンライン等での折衝方法を実施して
いく。

・不燃化特区整備プログラムの延伸に伴い、今
後さらなる不燃化促進に向けた業務が増えるこ
とが予想されるため、新たな不燃化特区の受託
に向け、地元行政へ提案を行っていく。

・48画地 ・30画地 ・補助46号線（原町洗足）については、コロナ緊
急事態宣言期間中の権利者折衝抑制に加え、
地価の高騰による補償金不満や権利者高齢化
による折衝困難など用地買収に対する阻害要
因があったものの、用地折衝とともに相談窓口
の活用や残地交換交渉等、権利者別に生活再
建提案を実施し、用地買収の執行に努めた。

・補助86号線（志茂）については、事業認可取り
消し訴訟中の地区であることから、原告や反対
派を中心に境界確定における立会拒否が相当
数あり、物件調査や積算を行ったが契約までい
たらない画地もあった。

・補助83号線（十条Ⅱ期）については、相続人特
定及び境界確定に時間を要した権利者につい
て契約まで至らなかった。一方、事業反対者や
借地権配分協議で難航している権利者に対し、
丁寧かつ粘り強い折衝を行った結果、契約締結
することができた。

・補助46号線(原町洗足)については、地区の７
割強が契約済みであることから、引き続きウィズ
コロナでの権利者折衝を進め、事業終盤に向け
た業務を推進していく。

・補助86号線(志茂)については、用地折衝が困
難な原告や反対派と、これまでの個別訪問、郵
送やメールでのやりとりに加え、相談窓口のオ
ンライン化を契機に、タッチレスでの折衝を推進
していくことで、境界立ち会い等、事業への協力
を得て用地買収契約に繋げていく。

・補助83号（十条Ⅱ期）については、引き続き相
続人特定に時間を要している権利者の対応に
ついて、都及び専門家などに相談しながら解決
方法を策定し、用地買収契約に繋げていく。

特定整備路線等
の用地買収の
着実な実施

有

・特定整備路線等の用地買収において、
係争中の地区での折衝困難などから、
当初目標である事業規模および画地数
に到達しなかったものの、測量立会依頼
のための原告、反対派への個別訪問
や、公社による買収済区画を東京都が
街路工事(見える化)したことにより、原
告、反対派の用地買収契約ができた。こ
れらの取組に加え、ウィズコロナでの権
利者対応が可能となるよう相談窓口を含
めた環境整備を進めたことで物件調査
や積算の実施につながった。

・到達目標に対しては、これまでの既存
事業で培ったノウハウや事業実績を踏
まえ、新規事業案を自治体に積極的に
提案したことで、年度途中での事業受託
などの成果を上げることができた。今後
も継続して新規事業の受託に取り組むと
ともに、コロナによる状況下においてもオ
ンライン化やタッチレスを推進することで
用地買収の着実な実施に努めていく。

・地権者への個別訪
問及び事務所での個
別相談会の実施等

・原告、反対派への個
別訪問実施(志茂地
区)

・46画地
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戦　略 ⑤／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・事業化と工事着手に向け
た自治体との詳細な調整

・事業化と工事着手に向け
た自治体との詳細な調整

・新規の事業化に向け自治体と協議を行い、下水道事業のニー
ズを把握し、次年度のストックマネジメントの新規受託に向けて
営業活動を強化した。

・新規事業受託件数
２件

・新規事業受託件数
　３件

（新規受託）
・ストックマネジメント事業
　①東村山市（2020年４月１日）
　②あきる野市（2020年４月１日）
　③日の出町（2020年４月１日）

<布設延長>
・8.1km

<布設延長>
・8.2km

・新型コロナウイルスによる2020年度への影響として、一部の工
事発注の遅れが生じたが、可能な限り早期の起工を行ない、計
画38件に対し、38件の起工を完了した。
・また、契約不調が多数発生し、再起工による規模縮小や、契約
済の工事で中断を余儀なくされた案件が発生したが、多摩地域
及び島しょの委託自治体並びに受注者と綿密な協議・調整を行
い、適切に執行管理することで目標を上回った。

・前年度の取組を踏まえ、
自治体ごとの進捗状況を把
握しながら、重点管理工事
の早期発注や進捗管理を
徹底

・大規模工事や困難工事等
を重点管理工事(20件)に位
置付け、早期発注や進捗管
理を徹底し、完了

・一部の工事では、新型コロナウイルスや支障物などの影響によ
り、繰越案件が発生した。その他の工事においては、工事毎の
進捗管理を綿密に行い、引き続き進捗管理を徹底し、完了した。

事業収支の改善

・建設事務費算定基準の改
定に向けた関係機関との交
渉

・維持管理業務の見直し及
び事務費算定基準の改定
に向けた関係機関との交渉

・関係市町村に対し、建設
業務及び維持管理業務の
事務費算定基準改定に向
けた交渉を完了し、2021年
度から適用することで合意

・事務費算定基準の改定については、八王子市の維持管理業務
において業務実態と事務費の乖離が大きいため、当初予定を前
倒し、2020年度から新たな事務費算定基準により契約を締結し
た。この取組により2020年度の八王子市の維持管理業務におけ
る事務費収入は、改定前の過去３か年平均収入に対して約28百
万円増となった。

・「建設業務」と「維持管理業務」の事務費算定基準については、
2020年３月から改定案の概要について自治体に対して説明を開
始し、８月末までに受託中の21市町村、９月末までに受託の可能
性がある２市へ事前説明を完了した。

・８月下旬に「建設業務の事務費算定基準」、10月中旬に「維持
管理業務の事務費算定基準」を関係市町村へ送付し、2021年度
から適用することを通知した。

・改定した「建設業務」及び「維持管理業務」の事
務費算定基準を2021年度から業務委託を契約
締結する全自治体に対して適用していくことで、
赤字収支構造（2020年度までの過去３か年平均
で約2.9億円の赤字）から収支均衡となる見込み
である。

・新たな事務費算定基準を概ね３年間運用し、収
支の検証を行い、収支均衡が図れない場合は調
整していく。

・大規模工事や困難工事
等を重点管理工事(11件)
に位置付け、早期発注や
進捗管理を徹底し、完了

・受託費のあり方にかかる
対応策を検討し、協議開
始

・維持管理業務に係る事
務費改定について１自治
体と合意

・多摩地域における下水
道管路維持管理のコスト
効率向上に向けた広域
化・共同化を検討

・引き続き、多摩地域及び島しょ部の管きょの効
率的な整備に向け、可能な限り早い段階での起
工を図る。予定工事に変更等が生じた場合は速
やかに自治体と協議・調整し、計画事業の執行
に努めていく。

・新型コロナウイルスによる工事への影響を考慮
するとともに、委託自治体及び受注者と綿密な協
議・調整を行い、工事毎の進捗を管理していく。

・新規事業の受託については、防災対策としての
耐震対策や浸水対策、ストックマネジメントなど新
たな自治体ニーズの調査を行ったことにより、 多
摩地域でのストックマネジメントの事業を受託し、
執行した。その結果、目標である新規事業受託
件数２件に対し３件を受託し、目標を上回る成果
となった。

・管きょの効率的な整備については、早期の起工
や進捗管理を行うとともに、委託自治体及び受注
者との十分な協議・調整を行い、目標の布設延
長8.1㎞に対し8.2㎞を施工し、目標を上回る成果
となった。

・事業収支の改善については、事務費算定基準
を見直し、実態の業務内容に見合った事務費算
定基準の改定作業を進め、各自治体に対し、事
務費改定について十分な説明を行った上で、料
率算定方式から歩掛積上方式の新事務算定基
準を策定した。令和３年度から新事務費算定基
準の適用を決定したことにより、業務内容に応じ
た適切な収入を確保できる収支構造に改善する
ことが出来た。

・到達目標に対しては、自治体の事業先送りや契
約不調、新型コロナウイルスの影響による繰越
案件の発生等により事業費規模は下回ったもの
の、次年度の事業費規模は70億円以上確保でき
た。また、個別取組事項については計画の目標
を大きく上回る結果となり、戦略として大きく前進
したと考えている。引き続き、自治体の新たな
ニーズに対して、より多くの自治体を支援していく
ため、多摩地域及び島しょ部の下水道事業を着
実に実施していく。

管きょの効率的な整
備

コロナ
影響

対応方針個別取組事項

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都都市づくり公社 評価年度：2020年度

下水道事業による生活環境の向上 第２期プランとの関係

有

下水道事業の着実な実施と新規事業化 戦略番号

下水道の未整備地域の解消により、都民の生活環境の向上に貢献するとともに、防災対策としての耐震化工事や浸水対策としての雨水管整備などにより、地域の防災性の向上に貢献する。また、今後は多
摩地域においても管きょ等の下水道インフラの老朽化が本格化していくなか、ストックマネジメントとしての長寿命化や計画的更新の事業をはじめ、自治体の新たな課題や事業ニーズを把握し、解決に向けた
事業案を提案・受託する。こうした取組により、毎年度70億円規模の事業実施を達成し、多摩地域の都市インフラの整備保全に貢献していく。

見直し 2

<布設延長>
・9.8km

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

下水道の新設工事、耐震化工事や、雨水管の整備について早期に工事発注を行う等、多摩地域及び公社初となる島しょ部を含めた管きょの効率的な整備を進め、都民生活の向上や地域の
防災性の向上に着実に貢献した。また、ストックマネジメント等自治体の抱える課題や事業ニーズを的確に捉え、積極的に営業活動を行うことで、３年間での目標である６件の新規受託に対し、
10件の新規受託を達成した。なお、2020年度は３年後(2020年度)の到達目標である毎年度70億円規模の事業実施の達成に向け、着実に事業を進めたが、自治体の事業先送りや契約不調、
新型コロナウイルスや支障物件移設の影響等による工事の遅延等により、事業費は48億円の見込となった。

団体自己評価

・事業化に向けた自治体と
の詳細な調整

・新規事業受託件数
　２件

2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

・引き続き、継続事項や新規受託等の動向につ
いて各自治体にヒアリングを行うなど、営業活動
を強化し、自治体からの業務受託に繋げ、事業
量の確保に取り組んでいく。

新規事業の受託
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戦　略 ⑥／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

新規収益事業の
開拓

・自治体や権利者等
との建物着工に向け
た詳細な検討

・基本設計

・周辺共同事業参加
予定者への事業提案
を実施

・都有地を活用した魅
力的な移転先整備事
業の事業予定者に決
定

・公社保有地で予定している新規収益事業については、コロ
ナ等により社会情勢の先行きが不透明な中、一部の権利者
が共同化参加への態度保留により基本設計には至らなかっ
たものの、土地区画整理事業の進捗にあわせ、個別に各関
係権利者の意向確認を行いながら、土地の立地条件に応じ
た事業に向け調整を実施した。

・「安心して暮らすことができ、地域に活力や賑わいをもたら
す、魅力ある拠点の形成」を事業コンセプトとし、多摩産材や
集成材厚板パネルを使った木造による温かみのあるデザイ
ン、植栽計画など周辺環境への配慮がみられる取組が評価
された。

有

・引き続き土地区画整理事業の進捗にあ
わせ、地元の意向も踏まえ、新規収益事
業の検討を進めていく。

・2021年度末建築着工、2022年度末竣工
を目指し、地元区である足立区や土地所
有者である東京都と連携し事業を実施して
いく。

建物共同化事業の
着実な推進
（東池袋Ｂ街区）

・2022年の竣工に向
けた取得区画にかか
る運営方法の検討(商
業業務床の事業者選
定及び住宅床の活用
方針決定)

・建物竣工後の入居
テナントの選定を実施

・住宅床の活用事業
者について公募を実
施

・「東池袋四丁目２番街区地区第一種市街地再開発事業（Ｂ
街区）」について、商業・業務床は、活用事業者や再開発組
合と入居テナントの選定に関し、協議を綿密に実施した。

・住宅床については、コロナの影響により、活用事業者のヒア
リングが遅れたことで、活用方針の決定が当初の2021年１月
から2021年6月となったが、公募については実施できた。

有

・商業床の活用事業者については、仮契
約中のフロアについては2021年度上半期
で本契約を、テナントリーシング中のフロア
については引き続き交渉を行い条件が整
い次第本契約まで行っていく。

・住宅床については、2021年内に活用事
業者と契約締結を行い、2022年3月竣工に
あわせた取得床の活用を行っていく。

・前年度の取組の分
析と、それをふまえた
貸付契約の締結や更
新

・貸付契約の更新締
結 ２件

・今年度に竣工後20年を経過し、当初の賃貸借契約が満了
するテナント２件の賃貸借契約について、新型コロナウイル
スの影響もあったが、日頃の誠実な対応により信頼関係を築
いていたことで、ほぼ当初の条件と同様な賃貸借契約を更新
締結することができた。

有

・保有資産有効活用方針に沿って、貸付建
物の継続利用、貸付先変更等検討していく
とともに、社会変化に応じた新たな資産活
用に向けた見直しを図っていく。

・修繕実施７棟 ・修繕実施　７棟
　うち大規模修繕工事
２棟

・現地調査及び管理会社と綿密な調整を行い、かつ収益性
の確保と経費の削減にも視点を置きながら、長期修繕計画
に基づいた２棟の大規模修繕工事を実施した。また、工事の
発注にあたっては、職人不足による入札不調もあったが、早
期発注に努めていたことで、今年度中の工事完了となった。

・引き続き建物価値の維持向上のため、現
行の長期修繕計画の見直しを行うなど、戦
略的な財産管理を実施していき、既存建物
の経年劣化による賃料低下を最小限にし
ながら経営の安定化を図っていく。

地域支援事業における適切な資産活用と新規事業化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都都市づくり公社 評価年度：2020年度

地域支援事業による収益の確保　 第２期プランとの関係

土地建物の貸付について、収益を確保するため、テナント誘致などリーシングの強化や、建物価値の維持向上と費用の抑制との費用対効果のバランスを考慮した建物修繕などにより、安定的な資産運用を
図る。また、木密不燃化にかかる事業やまちづくり事業とも連携しつつ、地域や関係自治体とともに建物の共同化を進め、防災性の向上や土地の高度利用を図る。こうした取組により、毎年度８億円規模の
利益を達成し、地域の活性化や発展に貢献していく。

見直し 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

東池袋B街区においては、権利者として進行管理に関与することで、予定どおりに進捗した。2019年２月建築工事着工済であり、2022年３月竣工予定である。このように、地域が推進す
るまちづくりに貢献し、かつ最大限の収益が得られるよう、事業を進めている。また、新規収益事業については、公社用地を活用した地域の利便性や魅力の向上を図るため、継続して
自治体や権利者調整を実施しているほか、都有地を活用した魅力的な移転先整備事業に応募し、2020年11月末に公社が代表者を務める他の３事業者を含んだグループが事業予定者
となった。なお、土地建物の貸付については、計画的かつ効果的なリーシングを実施するとともに、建物価値の維持向上と費用の抑制との費用対効果のバランスを考慮した建物修繕な
どにより、安定的な資産運用を図っている。また、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う賃料減額措置を講じ貸付先やテナントとの信頼関係の強化を図ることで、退去抑制を図った,。
こうした取組により、新型コロナウイルス感染症の影響もあるにも関わらず到達目標である毎年度８億円規模を超える11億円の利益を達成し、地域の活性化や発展に貢献した。

・土地の立地条件を活かした事業提案の実施につ
いては、他の権利者の意向を確認しながら、慎重か
つ丁寧に進めている。

・魅力的な移転先整備事業については提案時より、
東京都や足立区と、今後の建築着工、賃貸運営に
おける課題や、地元自治会、町内会への接し方につ
いて情報交換を行い、不燃化地域からの移転先とし
て真に魅力的な施設整備を目指している。地域防災
性の向上に寄与する地域拠点施設の建設による建
物賃貸を通して、地域の活性化等に寄与していく。

・東池袋B街区は、2020年度内に住宅床の活用方針
決定まで至らなかったが、2021年上半期で公募によ
る各事業者の提案を比較検討し事業者を決定予定
であり、2022年3月末竣工時でのテナント決定には
支障のないスケジュールとなっている。

・貸付契約の更新締結については、コロナ賃料減額
措置を講じ、貸付先との信頼関係を強化したことで、
当初とほぼ同条件で賃貸借契約を締結できたことか
ら、次年度以降についても同様に更新締結できるよ
う、引き続き誠実な対応を心掛けていく。

・建物修繕実施については早期発注を心掛けたこと
により、入札不調など不測の事態もあった中、予定
していた７棟を事故なく安全に完了できた。

・個別取組事項については、新型コロナウイルスの
影響や関係権利者の意向により計画通り進捗しな
かったものもあるが、安定的な資産運用を図り到達
目標を上回る１１億円の利益を達成することができ
た。今後は、引き続き、戦略的な資産管理・運用に
努めるとともに、地域の防災性の向上や土地の高度
利用を図る新規物件の創出を進めていく。

建物価値の
維持向上のための
戦略的な財産管理

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・継続して自治体や権
利者との調整を実施

・貸付契約の締結 ２件

・修繕実施　８棟

・建築着工は2019年度
の目標としていたが、
調整を円滑に進め、
2018年度に予定より前
倒して着工済み

・建築着工後の関連す
る掘削工事、除去工事
などの各種工事を実施

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析
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団体名： 公益財団法人東京都都市づくり公社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　公社は、６つの戦略について、３年後（2020年度）の到達目標に向け、個別取組事項に積極的かつ着実に取り組んだ。
　「① 経営力の強化と信頼性の維持等による安定した収益確保」については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、多くの事業分野で事業規模の縮小や工事繰越案件
等が発生したため、目標としていた経常収益の確保が未達となった中で、最も重要な黒字決算の確保については、厳しい環境の中にあっても進捗管理の徹底により既存事業を
着実に進めるほか、新規事業の獲得により達成することができた。
　また、今後の収支改善に向けては、下水道事業等で積年の課題である事務費算定基準改定を達成するとともに、「都市づくり調査室」の設置により、多摩・島しょ地域の技
術職員が不足している自治体に対する技術支援を開始するなど、新規事業分野の開拓にも精力的に取り組んだ。
　「②職員のマンパワーの確保と人材育成」については、採用活動の遅れ等、新型コロナの影響があったが、感染拡大防止措置を取りながら企業説明会等を行い、事業展開を
担う必要な人材を一定数採用するとともに、都への職員派遣、業務改善の実施等による「誰もが働きやすい職場環境づくり」など、まちづくりの課題に的確に対応できる組織
を構築するための取組を進捗させるとともに、職員の業務活用資格取得については、３か年の目標を上回った。
　「③土地区画整理事業の着実な実施と新規事業化」については、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、施行者である自治体の事業財源の縮小に加え、対面折衝自粛によ
る住民との移転協議停滞に伴う工事規模縮小等の影響により事業実施の目標に届かなかったが、新規受託に向け新たに自治体と「まちづくりの支援に係る覚書」を締結し、感
染防止対策を徹底しながら地元勉強会に参加するなど、新規地区での事業化を働きかけた。
　また、2017年度に受託した土地区画整理事業においては、換地設計案の作成や審議会開催等事業を着実に進めた。
　「④都市機能更新事業の重点的な推進と新規事業化」については、自治体の事業計画を念頭に３か年で合計160億円規模の事業実施という意欲的な目標を掲げ、18年度、19年
度は新たに区部で新規事業受託などの成果を上げたが、20年度は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、既存の特定整備路線の事業費減に加え、権利者折衝の抑制等に伴う
用地買収規模縮小等の影響により事業実施の目標には届かなかった。しかしながら、感染防止対策を徹底しながら各自治体へ積極的な働きかけを行ったことにより、当初目標
を上回る６路線の道路事業、１地区及び1業務の不燃化特区を新たに受託した。
　また、公園長寿命化業務を新規に受託し、新たな事業展開に取り組んでいる。
　「⑤下水道事業の着実な実施と新規事業化」については、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、自治体の事業予算の減少による事業規模縮小、契約不調、工事繰越等に
より、事業実施目標には届かなかったが、多摩・島しょ地域で管きょの効率的な整備を進め、布設延長では目標を上回るとともに、自治体の抱えるストックマネジメント等の
課題やニーズを的確に捉え、感染防止対策を徹底しながら積極的な営業活動を行い、20年度の新規受託３件を含め、３年間で当初目標の６件を上回る10件の新規受託を達成し
た。
　「⑥地域支援事業における適切な資産活用と新規事業化」については、土地建物の貸付について、計画的かつ効果的なリーシングを実施するとともに、建物価値の維持向上
と費用の抑制との費用対効果のバランスを考慮した建物修繕などにより、安定的な資産運用を図ることで、新型コロナの影響があるにも関わらず、到達目標を上回る11億円の
利益を達成した。また、都は木造住宅密集地域の改善を加速するため、新たな取組として「都有地を活用した魅力的な移転先整備事業」を進めている。公社はこの事業予定者
として、不燃化地域からの移転先として魅力的な施設整備を進めており、地域防災性の向上に寄与するとともに、地域拠点施設の建設による建物賃貸を通して、地域の活性化
等に貢献していくこととしている。
　以上のように、公社は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、自治体からの受託事業等で事業縮小や工事繰延案件が発生し、一部目標については未達成となったが、自
治体とのこれまでの信頼関係を活かし、自ら企画し、提案する、都市づくりの総合支援を担う取組を着実に進めるとともに、感染防止対策を徹底しつつ新規事業確保に向けた
営業や地元関係者との調整に積極的に取り組み、相当の成果を上げた。
　また、公社は、事業推進におけるテレワークシステムの導入やタッチレス化などのＤＸ推進の取組も着実に進めている。
　こうした取組は、政策連携団体として、都の政策の方向性に合致するものである。
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戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

賃貸資産の経営効率
の向上

公社住宅ストックの
更新・改善
建替え183戸

公社住宅ストックの
更新・改善
建替え　183戸竣工

2020年度は延べ10団地約2,100戸の建替事業に取り組んだ。
このうち、過年度からの継続事業であるコーシャハイム新中野テラス（杉並区）85戸及びコーシャ
ハイム経堂フォレスト（世田谷区）98戸については、新型コロナウイルス感染症の影響による工
事の中断により当初の予定（それぞれ5月、7月竣工予定）から遅れが生じたものの、スケジュー
ルを再調整し、それぞれ７月、10月に竣工させた。
これら２団地では、新しい日常を踏まえ、全住戸に高速インターネット回線によるWi-Fi環境を整
備するとともに、コミュニティサロン（集会所）にワーキングスペースを設置するなど、テレワーク
環境の整備に取り組んだ。また、タッチレス型エレベータや宅配ボックスなど非接触・非対面に配
慮した設備の導入に取り組み、新たなニーズに的確に対応した。
コーシャハイム経堂フォレストでは、健康志向のニーズを踏まえ、一部住棟を対象に共用部や住
戸内を禁煙とする「禁煙住宅」や、環境面の取組としてEVカーシェアリングを導入した。

「新しい日常」に対応した住環境整備や禁煙住宅の導入な
どを引き続き推進していくとともに、建替え等を通じて新たな
ニーズに対応した先駆的な取り組みを検討し、事業に取り
入れていく。

空家リニューアル
50戸

空家リニューアル
79戸竣工

緊急事態宣言中の入札の見合わせに伴い、工事・設計委託業者との契約が締結できない状況
にあったが、スケジュール等を再調整のうえ、空家リニューアルの取組を進め、計画を上回る79
戸を竣工した。
新しい日常に向けた取組として、コーシャハイム坂下及びコーシャハイム南大沢の空家リニュー
アルにおいて、テレワーク用のカウンター設置などテレワーク環境の整備に取り組んだ。

空家の縮減及び居住性・商品力の向上等に向けて、引き続
き空家リニューアルの取組を推進していく。

新たな仕様による空
家補修工事の本格実
施（全団地導入）

新たな仕様による空
家補修工事の本格実
施（全団地導入）

2019年度は対象団地を限定した試行実施を行い、施工方法等の検討・見直しを行った。
これを踏まえ、2020年度は施工方法等について社内及び工事業者にあらためて周知し、計画通
り本格実施に移行（全団地導入）した。

この本格実施に伴い、新たな工事の追加等の影響で空家補修工事の工期が最大10日増加し、
空家期間短縮に向けた取組に影響が生じたが、住戸の居住性や商品力を高める本取組を推進
していくことで家賃収入の向上を図っていく。

引き続き、新たな仕様による空家補修工事を推進し、居住
性・商品力の向上に努めていく。

検証、本格実施
（平均10日短縮）

改善策の検証、本格
実施

家賃収入の向上に向けて、空家期間を短縮するための取組(改善策)を本格実施した。
　・退去日から補修費登録までの日数管理
　・空家期間縮減マニュアルの運用

・この結果、前述の新たな仕様による空家補修工事の影響で工期が最大10日増加したが、空家
補修業務において0.3日の期間短縮を実現した。
《2017年度：35.0日→2020年度：34.7日》

募集業務においては、2020年4月の緊急事態宣言を受け、約２か月間、新規の空家情報の公開
を見合わせたほか、オープンルームなどの集客イベントを中止するなど募集活動を縮小したが、
HPの情報充実化やWEB広告の強化等に取り組んだ結果、入居者募集が可能となってから新規
契約締結までの平均所要日数は3.3日の延伸に留まった。
《2017年度：45.8日　→　2020年度：49.1日》

これらにより、前入居者の退去から新入居者の契約締結までの平均所要日数は3.0日の延伸と
なった。
《2017年度:80.8日　→　2020年度：83.8日》

空家期間短縮に向けた改善策として着手中の、住宅設備数
量表および室内面積表の整備、タブレット端末による空家査
定システムの開発について、引き続き取組を進め、2021年
度内の導入を目指す。

更なる改善策の検討
及び準備

更なる対応策として、住宅管理員による事前調査や社内資料整備などの検討を進めたほか、タ
ブレット端末を活用して空き家査定現場や工事現場からシステム入力やデータ閲覧を可能にす
るシステム開発に着手した。

④

・資産の効率性を向上させ財務基盤が強化【事業活動によるキャッシュ・フロー毎期200億円以上】
・借入金残高が圧縮され、資本負債構成が改善【都借入金残高：3,717億円　全体借入金残高：約6,200億円】
・安定的かつ有利な条件で資金を調達するための格付が維持【AA】

「経営改革プラン」評価シート

東京都住宅供給公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

自主自立かつ長期的安定経営の確立に向けた財務基盤の一層の強化

公社賃貸資産の経営効率の向上と負債の圧縮

要因分析
コロナ
影響

対応方針

空家リニューアル
51戸竣工

試行実施を踏まえた
施工方法等の検討・
開始時期の見直し

空家期間短縮に向け
た改善策の立案、試
行実施

空家補修事務処理の
進行管理の徹底

新型コロナウイルス感染症による全社
的な影響として、2020年4月の緊急事態
宣言に伴い、工事、業務委託等につい
ては、希望する契約相手方に対し契約
期間の延長を認めるなどの対応を行
い、多くの業務に遅れが発生した。ま
た、募集業務においては約２か月間、新
規の空家情報の公開を見合わせたほ
か、オープンルーム等のイベントを中止
するなどの影響を受けた。

このような状況下、建替え工事において
は一時的に遅れが生じたが、テレワー
ク、環境、健康などの居住ニーズ、社会
ニーズに応える魅力的な住宅を供給す
ることができた。また、賃貸住宅利用率
は、入居促進策を工夫し、目標の96％を
維持することができた。

個別取組事項のうち、一部のシステム開
発、空き家期間短縮以外は、概ね計画
どおりに進めることができ、2020年度の
到達目標である財務基盤の一層の強化
を達成することができた。

なお、計画通り完了していない一部の取
組については、引き続き、進行管理を徹
底し確実に取組を進めていく。

有

見直し

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

【事業活動によるキャッシュ・フロー毎期200億円以上】
・公社賃貸資産について、建替えによるストックの更新・改善や空家リニューアルを計画的に推進し、居住性・商品力の向上に取り組んだ。新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からオープンルームの開催など対
面による募集活動を中止しているが、WEB広告の強化やHPの情報充実等に取り組み、高い入居率を維持した結果、2020年度決算における事業活動によるキャッシュ・フローは238億円となり、目標を達成した。
〈実績〉2018年度：241億円、2019年度：262億円、2020年度：238億円

【都借入金残高：3,717億円　全体借入金残高：約6,200億円】
・安定した収益を支えに、３年間で東京都借入金では目標を約410億円上回る717億円、全体借入金では目標を約200億円上回る500億円を縮減し、それぞれ到達目標を大きく上回った。
〈実績〉2020年度：都借入金残高3,305億円、全体借入金残高6,003億円

【格付AA】
・こうした堅調な収益構造・安定的な財務基盤に加え、都の政策と連動した取組が評価され、発行体格付けはＡＡ(ダブルエーフラット)を維持し、目標を達成した。
〈実績〉2020年度：AA

建替え203戸竣工

団体自己評価
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要因分析
コロナ
影響

対応方針個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
団体自己評価

（住宅１戸当たりの年
間家賃収入の向上）

前年度の入居促進策
の効果を検証・分析
し、より効果的な入居
促進策をエリアごとに
検討・実施
（80.0万円／戸）

前年度の入居促進策
の効果を検証・分析
し、より効果的な入居
促進策をエリアごとに
検討・実施
80.7万円／戸

新たな居住ニーズに
対応する入居制度等
の導入

賃貸住宅利用率
96％以上

賃貸住宅利用率
96.0％

家賃収納率
98.5％以上

家賃収納率
98.8％

新型コロナウイルス感染症による影響で収入が減少した方等を対象に、2020年３月以降の家賃
等の支払猶予を12月末まで実施した。猶予分については分割での支払いにも対応するなど、き
め細やかな対応を行った。
また、住居確保給付金について、積極的に案内を行うとともに、支給に関する手続きや各自治体
とのやり取り等について迅速に対応した。

口座振替の更なる利用促進のため、未手続者へのDMの送付や、広報紙へ案内記事の掲載を
行うとともに、口座振替取扱金融機関を拡大した。
また、各自治体への家賃等の代理納付の促進に向けた協力要請について継続して取り組んだ。

これまで口座振替の促進が家賃収納率の維持・向上につな
がっていることから、引き続き促進策を実施していく。
今後も、住居確保給付金についての迅速な対応や猶予残
高の適切な収納管理、各自治体への代理納付に向けた協
力要請について、継続して取り組んでいく。

入札・契約系システ
ムの開発

入札・契約系システ
ムの開発完了

新型コロナウイルス感染症による影響（業者との打合せに要する時間が増加するなど）開発に遅
れが生じたものの、2021年３月に開発を完了した。

2020年度をもって開発完了

人事系システムの開
発

人事系システムの開
発完了

新型コロナウイルス感染症による影響（業者との打合せに要する時間が増加するなど）で開発に
遅れが生じたものの、９月に開発を完了した。

2020年度をもって開発完了

財務系システムの開
発

財務系システムの開
発中

新型コロナウイルス感染症による影響（業者との打合せに要する時間が増加するなど）で開発に
遅れが生じており、2020年度は総合テストまで完了した。

2021年度は運用テストを実施し、2021年11月開発完了を目
指している。

建設営繕系システム
の開発中

建設営繕系システム
の開発中

新型コロナウイルス感染症による影響（業者との打合せに要する時間が増加するなど）でシステ
ム開発に遅れが生じており、設計・開発工程（基本設計）を継続的に実施した。

2021年度の設計・開発工程（基本設計）完了を目指してい
る。
建設営繕系システムのうち、積算部分を担うシステムについ
ては2021年度内の開発着手、その他の機能を担うシステム
については、DX推進など業務の最適化を検討した上でシス
テム開発を進めていくことを予定している。

居住者管理系システ
ムの開発着手

DX推進を視野に入れ
た開発方針の見直し

居住者管理系システ
ムの一部開発着手

新型コロナウイルス感染症による影響（出社抑制等により他部署や業者との打合せに要する時
間が増加するなど）がある中、居住者管理系システムについては、キャッシュレスや手続きのデ
ジタル化などDX推進を視野に入れて要件定義を見直すこととした。

居住者管理系システムの一部であるインターネット募集の機能については、先行開発することと
して、開発方針の決定、必要な機能等の検討、事業者選定、契約締結を行った。

キャッシュレスや手続きのデジタル化等、DX推進の重要性
を鑑み、あらためて要件定義を実施し、手戻りなくシステム
開発を進めていくことを予定している。

インターネット募集の機能について、2021年度は要件定義
及び設計・開発工程を進め、2022年度の開発完了を目指し
ている。

東京都借入金の着実
な償還

償還額107億円
償還完了５団地
（90団地償還完了／
194団地）

償還額518億円
（通常償還9億円、繰
上償還509億円）
償還完了５団地
（90団地償還完了／
194団地）

年間家賃収入の向上や利用率及び家賃収納率を高い水準で維持したことにより、償還原資とな
る事業活動によるキャッシュフローの確実な確保につながった。
また、財務基盤の更なる強化を目的とし、高利率の東京都借入金を社債（ソーシャルボンド）に
借り換えることで、計画の107億円を411億円上回る518億円を償還した。

引き続き、年間家賃収入の向上や利用率及び家賃収納率
を高水準に維持し、償還原資となる事業活動によるキャッ
シュフローの確保に取り組むことで、東京都借入金を着実に
償還する。
また、2021年度は低利な市場環境を活かし、ソーシャルボン
ドを償還原資とした追加の繰上償還に取り組むことで、財務
基盤の更なる強化に努める。

償還額95億円
償還完了５団地
（85団地償還完了／
194団地）

4、5月の緊急事態宣言中に新規の空家情報公開を控えたこと等から、例年よりも４月から６月の
新規入居数が大幅に減少したものの、団地ごとの入退去状況や賃貸市場動向の分析を行い、
個々の住宅の状況に応じた効果的な入居促進策に取り組んだことで、安定した家賃収入を確保
した。

人気が高く、今後も安定した需要が期待できるエリアの住宅については、空家リニューアルによ
り住宅の商品価値を向上させ、家賃アップと利用率の維持に取り組んだ。空家の多い市部エリ
アの階段室型住棟では、上層階を対象に、自分好みの住まいづくりをしたいというお客さまニー
ズを捉え、住みながらDIYができる「JKK賃貸 de DIY」を新たに開始した。
また、夏（7・8月）、秋（10月）、春（1～5月）にそれぞれ募集キャンペーンを実施した。

非接触の観点から、年間を通じてオープンルームの開催を中止したが、物件ごとの特設ページ
の開設等のHP内容の充実、Web広告の強化などによって入居促進を図った。

昨今の共助ニーズの社会的な高まりや、住まい方の多様化が進む状況を踏まえ、単身者同士
が一緒に住まうことができる「ルームシェア制度」を新たに導入するとともに、親族同士が近くに
住み、助け合いながら暮らす近居支援について、対象とするエリアを拡大した。
また、若年世帯やひとり親世帯、新婚世帯をターゲットとして顧客層の拡大に向けた施策を引き
続き推進した。

前年度の空家リニューアルや募集キャンペーンなどの効果
を検証・分析し、より効果的な入居促進策を実施することに
よって、家賃収入の増加と利用率の維持に取り組む。
また、新型コロナウイルス感染症を契機とした新しい日常へ
の対応として、非接触型の販売促進手法としてパノラマ内見
ページの住宅を増やすとともに、インターネットにおける検索
機能を強化するなど募集機能の向上に取り組んでいく。

家賃収納率
98.7％

入札・契約系システム
の開発中

有

業務を効率的に行う
ためのシステムの統
合、機能の改善

80.0万円／戸

有

賃貸住宅利用率
96.4%
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戦　略 ②／ 5

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

有期雇用契約社員の
無期転換と「人財育
成戦略」の策定

熟練専門職員を特定業務
における指導者的役割とし
て活用するなどの仕組みづ
くりの検討

熟練専門職員を特定業務
における指導者的役割とし
て活用するなどの仕組みづ
くりの検討

業務職員の人事制度に関する課長級職員へのヒアリング結果や労働基準
法への適合等を踏まえながら検討を行い、熟練業務職員に特定の業務に
おける指導的役割を位置付けるなど制度の再検討・再整理を行った。
また、業務職員の人事制度に基づく初めての昇格を行うなど、無期転換に
よる人財活用の仕組みとして制度を適切に運用した。

有為な人財確保のため、引き続き業務職員制度の適切な
運用及び必要に応じた見直しに努めていく。

再雇用社員の雇用上限年
齢の引き上げに向けた検
討

65歳を迎えても、未だフルタイム勤務への意欲が高く、熟練知識を備えた再
雇用社員が複数存在することに着目し、再雇用社員制度の雇用上限年齢
を引き上げ、特定業務における指導的役割やより一層のノウハウの継承を
図ることを検討した。

60歳定年を迎えた職員・業務職員を再雇用する「再雇用社
員制度」では、定年を65歳としている。一方、労働需給は逼
迫し、人材不足は益々深刻化している。
2021年度は、法令改正や2020年度の検討を踏まえ、再雇用
社員制度の雇用上限年齢を引き上げに向けた制度の見直
しを図っていく。

家庭と仕事の両立を
支援する制度の拡充

新制度の実施 新制度の実施
（在宅勤務、新たな時間帯
の時差勤務）

新型コロナウイルス感染症の拡大による保育所や学校の閉鎖対策、感染
症拡大防止を目的とした出勤抑制要請等への対応が喫緊の課題として発
生した。
このため、新型コロナウイルス感染症の状況下における家庭と仕事の両立
を支援する新制度として、在宅勤務や、通勤混雑帯を避けた新たな勤務時
間帯を定めた。

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、移動時や社内での３
密を防ぎ、職員の安全を確保しながら事業を継続できるよ
う、暫定的に時差勤務の時間帯を３種類から９種類に増や
した。2021年度も継続して実施する。
また、在宅勤務の実施にあたり、職員へのパソコン貸出や、
必要なデータを安全にやりとりするための外部サービス利
用などを開始した。
2021年度は、自宅から社内システムが利用可能なテレワー
ク用パソコンの導入など、在宅勤務の本格実施に向けて取
組んでいく。

サテライトオフィスの本格実
施

サテライトオフィスの本格実
施

・立川サテライトオフィス利
用状況
　2020年4-2021年3月
17.1％（月平均）
　前年度比▲15.5％

・亀戸サテライトオフィス利
用状況
　2020年4-2021年3月
19.4％（月平均）
　前年度比▲1.6％

2018年度に立川窓口センター、2019年度に亀戸窓口センターにサテライト
オフィスを設置し、2020年度から２カ所の窓口センターサテライトオフィスで
本格実施を開始した。

窓口センターのサテライトオフィスは、主に工事監理等を実施する部署が現
場出張の前後に利用していることから、例年は年度初めに発注した工事の
現場管理が始まる6月頃から利用件数が増加する傾向がある。
しかし、2020年度については、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、上
半期の工事発注を絞り工事監理の物件数が減少したことから、利用率が前
年度に比べ減少している。

一方、新型コロナウイルス感染症対策の観点から通勤混雑緩和を目的とし
たサテライトオフィスへの通勤を認めるなど、有効活用に向けた取組も行っ
ている。

なお、本社サテライトオフィスについては、会議等で職員が本社に出張した
際の待合兼作業スペースとして常時開放している。

2021年度は、現時点では新型コロナウイルス感染拡大防止
対策による発注規模の縮小を行わない見込である。引き続
きサテライトオフィスの利用促進に向けた周知を図り、有効
に活用していく。

団体自己評価要因分析

職員のスキル向上を図るための資格取
得については、制度の改善や意識啓発
など組織的な支援に取り組み、2019年
度中に目標を達成することができた。
2020年度においても取組を継続し、目標
を大幅に上回った。

お客様の声を迅速に業務に活かすため
の組織づくりでは、社内に「お客様の声
改善会議」を設置し、当公社に寄せられ
た様々なお客様の声の全社的な共有、
改善方針の検討・実施を図るとともに、
お客様アンケートの結果や改善の取組
をホームページで情報発信するなど、お
客様の声を活かす体制・取組を進化させ
た。
超過勤務時間数削減については、これ
まで取り組んできたノー超勤デーの徹底
やサテライトオフィスの活用に取り組ん
だ。

また、新型コロナウイルス感染症の緊急
事態宣言発令時にも職員の安全を確保
しながら事業を継続できるよう、在宅勤
務を開始するとともに、時差勤務制度を
拡充し通勤時間の分散に取り組んだ。
今後も自宅から社内システムが利用可
能なテレワーク用パソコンの導入や技術
系職員向けのタブレット端末の導入、IT
技術を活用した業務改善の推進など引
き続き超過勤務時間数の削減に取り組
んでいく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
コロナ
影響

対応方針

制度の拡充検討・新制度（勤務
間インターバル）の検討

サテライトオフィスの効果検証

「経営改革プラン」評価シート
東京都住宅供給公社 評価年度：2020年度

時代のニーズや変化に対応できる有為な人材の確保・組織の構築 第２期プランとの関係

高い専門性と実践力を持った人材の確保と組織の活性化 戦略番号

・自らの経営責任の下、有為な人材の確保、配置が可能【中期採用計画の作成・実施】
・従来の業務経験を活かした職員の能力向上【資格助成制度を利用した資格取得者数　３か年で50名以上】
・職員（技術職）のスキル向上【新たな技術系資格取得者数　３か年で10名以上】
・ライフ・ワーク・バランスの確立と職員への意識の浸透により、すべての職員がいきいきと働くことができる職場が実現【職員一人当たりの超過勤務時間数 10％削減（2016年度比）】

見直し ④

【中期採用計画の作成・実施】
・複数年度の期間で有為な人材を確保するため、職種別の定年退職者や将来の業務量等の見通しを踏まえ、2018年度に中期採用計画を策定した。2019年度及び2020年度はこれに基づき、弾力的な採用活動に取り
組んでいる。
〈実績〉　2019年度から開始された新たな政策連携団体の採用協議ルールを踏まえ、中期採用計画に基づく採用活動を実施

【資格助成制度を利用した資格取得者数　３か年で50名以上】
【新たな技術系資格取得者数　３か年で10名以上】
・職員の能力・スキル向上を図るため、2018年度に資格取得助成の対象者と対象資格の見直しを行い、2019年度及び2020年度は職員の意識啓発に取り組んだ。（2018年度及び2019年度の２か年で資格助成制度を
利用した資格取得者数は72名、うち新たな技術系資格取得者数は19名となりそれぞれ目標達成済）
〈実績〉　2020年度：実績119名／目標50名（うち技術系　実績25名／目標10名）

【職員一人当たりの超過勤務時間数 10％削減（2016年度比）】
・超過勤務時間数の削減に向け、ノー超勤デーの徹底やサテライトオフィスの活用などに取り組む一方、新型コロナウイルス感染症への対応が喫緊の課題となったことから、職員の安全を確保しながら事業を継続で
きるよう、在宅勤務の開始や時差通勤の時間帯拡大、事務所間のWeb会議システムの導入など、職場環境の改善に優先的に取り組んだ。
・コロナ関連対応業務として、家賃等の支払期日延長、コロナ禍特別支援住宅の開始、住宅確保給付金申請関連業務、各種修繕の一時停止及び再開後の調整等が発生したことなどにより、職員一人当たりの超過
勤務時間数は2019年度より増加し、2016年度比1.7％減に留まった。
〈実績〉　2020年度：1.7％削減

業務職員の人事評価制度の運
用、業務職員制度の検証

業務職員を対象とした研修の充
実

人財育成戦略に基づく育成の
実施（研修等）

有

2020年度
計画

2020年度
実績
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団体自己評価要因分析個別取組事項
2019年度

実績
コロナ
影響

対応方針
2020年度

計画
2020年度

実績

業務の効率化に向け
た取組の推進

人事系システムの開発 人事系システムの開発完
了

新型コロナウイルス感染症による影響（業者との打合せに要する時間が増
加するなど）で開発に遅れが生じたものの、９月に開発を完了した。

2020年度をもって開発完了

技術系職員向けのタブレッ
ト端末の導入

タブレット導入に向けたシス
テム改修の実施中

各現場で行う空家査定業務を効率的に行うため、居住者管理にかかる基幹
システムを改修し、タブレット用の機能を付与することとしている。
2020年度は新型コロナウイルス感染症による影響（業者との打合せに要す
る時間が増加するなど）でシステム開発に遅れが生じており、設計・開発工
程（基本設計）まで完了した。

2021年度は設計・開発工程（詳細設計）、テストを進め、
2021年度内の導入を目指している。

業務改善の推進 チャットボットの導入

新たな時代の働き方推進プ
ロジェクトチームの立ち上
げ

お客様対応業務の改善のため、6月から公社住宅の募集ホームページにお
いて、営業時間外の簡易な問合せに対応できるようチャットボットを導入し
た。3月に適用範囲を公社全ホームページに拡大した。
また、6月に「新たな時代の働き方推進プロジェクトチーム」を立ち上げ、５つ
のレスやテレワークに向けた業務の棚卸と課題整理を実施している。今後、
IT機器等を活用した改善案を検討し導入できるものから速やかに実施して
いく。

5つのレスについて進捗管理を実施していく。
テレワークの試行実施を推進。
DX化も見据えた業務システムの変更を進めていく。

都営住宅管理業務におけ
る業務プロセス分析の実施

外部コンサルを活用した、RPA、AI-OCR等のIT技術の導入を視野に入れた
業務プロセス分析に着手した。

RPA、AI-OCR等のIT技術の導入による処理の迅速化、人
的ミスの防止に向けて取り組むとともに、分析結果を踏まえ
た業務手順の見直しにつなげていく。

お客様の声を迅速に
業務に活かすための
組織づくり

改善事例集の作成、社内
研修の実施

2018年４月から2021年3月
末までの改善事例の取りま
とめ

接遇力向上研修の実施
（10、11月）

2021年３月末までの３年間における改善対象事案は507件あり、このうち対
応済は469件、現在対応検討中は38件となっている。

これまでのお客様の声などの事例を紹介し、主に窓口業務に従事する職員
を対象とした研修を実施した。

対応検討中の事案、2020年度末に寄せられたお客様の声
に対して迅速に取り組む。
2021年度においても、お客様の声の全社的な情報共有、改
善方針の検討・実施、進行管理を行う。

お客様の声の全社的な情報共
有、改善方針の検討・実施、進
行管理

有
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戦　略 ③／ 5

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

団地活用方策の策定 団地活用方策の策定（40団
地）

策定済み団地活用方策の適
宜見直し及び計画等へ反映

団地活用方策の策定（44団地）

策定済み団地活用方策の適宜
見直し及び計画等へ反映

2020年度の目標40団地に対して44団地の現地調査を行い、立地
や規模、入居者属性や損益等の管理状況などを整理したうえで、
活用の方向性の検討に取り組んだ。

実施した修繕項目等の反映や空家リニューアルの実施計画の作
成や宅配ボックスの設置対象団地の選定等に活用した。

引続き、団地ごとの特性を踏まえた上で、活用の方向性
の検討に取り組む。また、策定済みの団地活用方策に
ついても、適宜見直しを行っていく。

老朽化した団地の再
編整備

建替事業着手累計55団地／
建替対象69団地

建替事業着手累計55団地／建
替対象69団地

2020年度は延べ10団地約2,100戸の建替事業に取り組んだ。
このうち、過年度からの継続事業２団地が完了し、２団地で新規事
業に着手した。
また、別の継続事業１団地では、新築住宅の一部住戸をJKKの新
たな取組みである「JKKシニア住宅」として供給することとし、設計
を進めている。

（新規事業のうち１団地は第２期建替事業のため、本個別取組事
項では新規着手団地として計上していない）

再編整備計画に基づき更新時期を迎えている団地につ
いて、建替えを中心とした再編整備に継続して取り組
む。
安全・安心に加え、居住ニーズや立地特性等に応じた商
品性を適切に設計に反映させるとともに、先駆的なモデ
ル事業にも取り組んでいく。
市場では供給が少ないファミリー向けの間取りをはじ
め、将来の住宅ニーズを見据え、多様な世帯に対応した
住宅を供給するとともに魅力ある住宅づくりに取り組む。
また、「JKKシニア住宅」について、住宅の立地や居住者
のニーズ等を踏まえ、他の住宅においても整備を検討し
ていく。

団地再生計画の策定 団地再生計画として、創出用
地活用に関する協議を実施

地元自治体と、創出用地の活用方法について協議を実施した。 創出用地の活用方法について、継続して協議を行う。
団地再生に向けて、再生プランの検討等を進めていく。

施設整備に関する地元自治
体との開発協議着手

施設整備に関する地元自治体
との開発協議及び商業事業者
との施設計画協議を実施

新型コロナウイルス感染症の影響により、地元自治体や商業事業
者との協議に遅れが生じたものの、施設整備着手に向けた調整を
継続して実施した。

地元自治体や商業事業者との施設計画協議を継続して
行い、商業施設の早期開業を目指す。

建物の長寿命化・事
故防止に向けた修繕
工事の計画的な実施

新たな仕様での屋上防水・外
壁改修の実施拡大

新たな仕様での屋上防水・外
壁改修の実施
（屋上防水２団地、外壁改修８
団地）

施工段階における手戻りが生じないよう新たな仕様を踏まえた事
前の現場調査及び設計に取り組んだ。
新型コロナウイルス感染症による着手の遅れにより外壁改修1団
地の工事完了が2021年度（～6/1）となる予定。

2020年度の実績をもとに、屋上防水・外壁改修を継続的
に実施
ストックを効果的に管理運営する仕組みを構築し、建物
の長寿命化を推進していく。

窓枠改修・樹木診断の実施拡
大

窓枠改修・樹木診断の着手
（窓枠改修２団地、樹木診断52
団地）

窓枠改修については、各住戸における仕様等を詳細に検討し、入
居者への影響を最小限に抑えた工事の実施に努めた。
また、他の修繕工事と比較し、資材搬入に伴うエレベータの利用
頻度が高くなることから、入居者と搬入の導線を明確にするなど安
全監理の徹底した。
樹木診断については、受託者との手順等の調整を的確に行い、着
実に実施した。

2020年度の実績をもとに、窓枠改修・樹木診断を継続的
に実施
ストックを効果的に管理運営する仕組みを構築し、建物
の長寿命化を推進していく。

（延べ65団地） （延べ64団地）

公社住宅におけるブロック
塀、万年塀の計画修繕の前
倒し実施（６団地）

ブロック塀、万年塀の計画修繕
の実施
（６団地着手うち５団地完了）

円滑に改修工事を進めるため、特定行政庁との計画通知届出に
係る綿密な協議を行い、また自治会への的確な説明等により円滑
な工事施工を行った。
建替えを予定している団地については、速やかな除却工事に向け
た事業者等との調整を行った。

施工中の団地については、関係者と綿密な協議を行い、
円滑に完了させる。

建替対象外団地にお
ける再生事業の実施

実施項目の検討、スケジュール
見直し

戦略番号

（延べ52団地）

・まちづくりと連携し、地域に開かれた団地として再生【再編整備事業　着手７団地以上】
・住戸1戸当たりの年間家賃収入【80万円以上】
・バランスのとれた、活気・活力のあるコミュニティが形成【学生の団地自治会活動への参加 ２団地以上】

見直し ①②

有

有

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

【再編整備事業　着手７団地以上】
・建設年代が古い団地のうち賃貸住宅需要が見込まれるものについて、居住ニーズや周辺環境、住宅規模や入居者の特性等を踏まえた検討を行い、2020年度は新たに２団地で建替事業に着手した。再編整備
として建替事業に着手した件数は３年間で延べ７団地となり目標を達成した。
〈実績〉2018年度：２団地、2019年度：３団地、2020年度：２団地　　計７団地

住戸1戸当たりの年間家賃収入【80万円以上】
・建替えによるストックの更新や、住戸内・共用部など既存ストックの改善による居住性の向上に取り組んだ結果、住戸1戸あたりの年間家賃収入は80.7万円となり、目標を達成した。
〈実績〉2020年度：80.7万円/戸

【学生の団地自治会活動への参加 ２団地以上】
・高齢化が進む町田市の２団地において、コミュニティの活性化に向け、大学と連携協定を締結した。
・学生の新規入居への支援や新たな協定締結に向け大学との協議に取り組んだ。
〈実績〉2019年度：１団地、2020年度：１団地　　計：２団地

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

計画的・効果的な公社住宅ストックの更新・活用と多様な世帯の居住の促進

多様な世帯の暮らしを支える住まいとサー
ビスを提供するため、ハード・ソフト両面か
ら公社住宅団地の再生に取り組むことがで
きた。

ハード面では、建設年代の古い団地の建
替えを進めるとともに、今後の再編整備事
業の推進に向けた地元自治体との協議に
ついても着実に進めている。
長期活用を図る団地については、新たな計
画修繕の仕様に基づき、建物の長寿命化
と老朽化による事故防止に取り組んだ。ま
た、間取りや水廻り設備の改善などの空家
リニューアルやコミュニティサロンの整備、
宅配ボックスの設置などの共用部改善に
取り組み、居住性・商品力の向上を図るこ
とができた。

ソフト面では、大学と連携し、地域コミュニ
ティを活性化する取組を進めている。また、
この３年間でDIY賃貸住宅の開始、ルーム
シェア制度の導入や、団地の駐車場や空
きスペースを活用した駐車場シェア・カー
シェア・サイクルシェアの導入など多様化
するライフスタイルや居住ニーズへの対応
に取り組むことができた。

新型コロナウイルス感染拡大の影響により
収入が減少したお客様に対して家賃等の
支払期限を延長したほか、より低廉な家賃
の住宅へ住替えを希望され一定の要件を
満たす方には、家賃を減額した「コロナ禍
特別支援住宅」を提供するなどの対策を実
施した。

新たな仕様での屋上防水・外壁
改修の実施
（屋上防水1団地、外壁改修１0
団地）

窓枠改修・樹木診断の着手
（窓枠改修1団地、樹木診断40
団地）

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

団地活用方策の策定（43団地）

建替事業着手累計54団地／建
替対象69団地

移転制度の本格実施

公社住宅におけるブロック塀、
万年塀の計画修繕の前倒し実
施（10団地着手）

「経営改革プラン」評価シート
東京都住宅供給公社 評価年度：2020年度

居住ニーズの変化に対応した住まいとサービスの提供（人口構造の変化、超高齢化社会の到来に対応した事業展開） 第２期プランとの関係
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

新たな仕様による空家補修工
事の本格実施（全団地導入）

新たな仕様による空家補修工
事の本格実施（全団地導入）

2019年度は対象団地を限定した試行実施を行い、工法の再整理・
変更等を行った。
これを踏まえ、2020年度は変更内容等について社内及び工事業
者に周知し、計画通り本格実施に移行（全団地導入）した。

引き続き、新たな仕様による空家補修工事を推進し、居
住性・商品力の向上に努めていく。

DIY賃貸住宅の開始 自分好みの住まいづくりをしたいというお客さまニーズに応えるた
め、住みながらDIYができる「JKK賃貸 de DIY」を新たに（２団地）で
開始した。

同２団地について、DIY型賃貸制度を継続実施していく。
募集キャンペーンに合わせて販売促進を図り、入居者獲
得につなげていく。

大学連携による企画住戸の
施工

大学連携による企画住戸の施
工中

興野町住宅（足立区）において、東京電機大学と連携し、学生の
提案によるリノベーションに取り組んだ。新型コロナウイルス感染
症対策の観点から、緊急事態宣言解除後に施工業者を公募した
ことから、施工業者決定が11月、竣工が2021年４月にずれ込ん
だ。

多様な世代の入居促進によるコミュニティの維持・活性
化を目的とした、若年・子育て世帯のニーズに対応する
新しい取組として、社会への情報発信及び入居募集活
動等を実施していく。

高齢者、子育て世帯
等の入居支援の強化

コインパーキング設置拡大 コインパーキング設置
９団地（うち１団地は増設）

昨年度整理した設置方針に基づき、設置に必要なスペースの確
保に向けた既存利用者の駐車区画の移動や、運営事業者の募
集・契約手続きに取り組み、７団地に設置した。
また、今年度竣工した建替住宅２団地について、立地等の条件を
踏まえ、来客者用の駐車場スペースとしてコインパーキングを開
設した。
（設置対象109団地のうち、37団地に設置済）

駐車場シェアリングの試行実
施（２団地）

駐車場シェアリングの実施１団
地
※2019年度に２団地実施済

カーシェアリングの実施５団地

サイクルシェアリングの実施４
団地

電気自動車充電設備の整備５
団地

コインパーキングの開設にあわせて、既存駐車場の空き区画の更
なる活用と利用者ニーズの多様化に対応するため、利用者がイン
ターネットで事前に予約することで駐車区画を確保できる駐車場
シェアリングについて、昨年度２団地の開設に加え、今年度１団地
で開設。

その他のシェアシステムについても、カーシェアリングは５団地で
開設、サイクルシェアは４団地で開設した。なお、カーシェアについ
て新築の１団地でEV車を導入。

また、次世代自動車の普及促進に向け、電気自動車充電設備を５
団地で整備。

コミュニティルームの整備２団
地／計画４団地

コミュニティルームの整備２団
地/計画４団地

建替事業で今年度竣工した２団地において、キッズスペースを確
保のうえ、Wi-Fi環境を導入しテレワークにも対応した「マルチコミュ
ニティサロン」を整備した。
これまで有償としていた集会所の使用を無償化するとともに、より
親しみやすい名称として「コミュニティサロン」に改称し、高齢者世
帯などの「居場所づくり」や子育て世帯などの「憩いの場づくり」とし
て利用促進に取り組んだ。

コミュニティ活性化に向けて、建替えにあたっては、コミュ
ニティサロン等の整備を継続して実施していく。

宅配ボックス設置拡大

効果的・効率的な設置手法の
検討

設置方針に基づく効果的・効率
的な宅配ボックス設置（５団地）

2019年度整理した設置方針に基づき、利用ニーズの高い都心エリ
アを中心に既存住宅５団地へ設置した。
また、新築住宅２団地においても設置した。
（設置対象135団地のうち、44団地に設置済）

居住性・商品力の向上を図るため、設置方針に基づき、
引き続き宅配ボックスの設置を進めていく。

コロナ禍特別支援住宅の提供 子育て世帯層を含む幅広い世代が、新型コロナウイルス感染症
の影響を受けている。
このため、コロナ禍による収入減少等に伴い、より低廉な住宅へ
の住み替えを希望している方に対して、家賃割引及び入居要件の
緩和を行う「コロナ禍特別支援住宅」を2020年８月から提供した。
受付期間は当初、12月25日までとしていたが、長引くコロナ禍の
状況に鑑み、期間を二度延長し、2021年８月31日までとした。

新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら適切
に対応していく。

ルームシェア制度の導入 公社住宅では、これまで同居者を三親等内の親族に限っており、
高齢単身者同士の共助ニーズに対応することができていなかっ
た。
昨今の共助ニーズの社会的な高まりや、住まい方の多様化が進
む状況を踏まえ、単身者同士が一緒に住まうことが出来る「ルー
ムシェア制度」を新たに導入した。

提携している不動産仲介業者を活用して本制度のPRを
実施し、入居者獲得につなげていく。
また、キャンペーンに合わせて販売促進を図る。

住戸内・共用部の改
善(既存ストックの居
住性向上)

・空家補修水準の見
直し
・空家リニューアル推
進

有

コミュニティルームの整備１団地

宅配ボックス設置対象団地の把
握、優先順位の考え方について
整理

宅配ボックスの設置
５団地竣工

引き続き、設置方針に基づき、コインパーキングの設置
を進めるとともに、団地ごとの需要等を勘案しながら、各
種シェアシステムの導入を推進していく。
また、電気自動車充電設備の設置を推進し、次世代自
動車の普及促進を図る。

試行実施を踏まえた施工方法
等の検討・開始時期の見直し

（リニューアル手法の見直し）
本格実施（1団地）
リノベーションプランの決定及び
実施設計の完了

新婚世帯や婚約カップルを対象
とした入居支援策の開始
地元自治体と連携した入居相談
会等の実施（実施回数：９回）
ルームシェア制度の導入に向け
た検討
見守りサービスの導入に向けた
検討

コインパーキング設置対象団地
の把握、優先順位の考え方につ
いて整理

コインパーキング設置７団地（う
ち１団地は増設）

駐車場シェアの実施２団地
ハイブリッド車の活用を含めた
カーシェアの試行導入準備３団
地
電気自動車充電設備の整備６
団地
サイクルシェアの導入２団地
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

団地コミュニティの活
性化に向けた学生の
入居促進

モデル事業の効果検証

連携内容の検討

協定締結の拡大（累計２団
地）

モデル事業の効果検証

連携内容の検討

※協定締結の拡大（累計2団
地）は2019年度に前倒し達成

昭和薬科大学（町田市）の近隣に所在する本町田住宅において
は、一部の学生が４月から自治会の役員に就任し、会議の準備や
運用など自治会運営において若者世代の感性を活かし貢献する
など、一定の効果が表れている。
また、学生への入居支援を行い新たに学生２名が入居し、入居中
の学生は4名となった。

桜美林大学（町田市）の近隣に所在する町田木曽住宅について
は、年度当初に５名、年度途中に３名の学生が入居したものの、
新型コロナウイルス感染拡大の影響によりコミュニティ活動を中止
しており、学生の参加はできなかった。
このため、学生同士の交流のみ実施し、今後の取組に向けた体
制作りに着手した。

コロナによる制限がありながらも、両事業とも自治会との連携内容
について、学生や大学と検討をおこなった。

協定締結の拡大にあたっては、日本社会事業大学（清瀬市）と新
規協定締結のための協議を進めた。

有

学生と自治会との交流支援を継続し、新規協定締結に
ついても拡大を図っていく。

モデル事業の実施１団地（高齢
化が進む団地に学生が入居し、
地域活動に参加することによっ
て団地コミュニティの活性化を
図る事業）

協定締結の拡大（累計２団地）

-59-



戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

創出用地等を活用し
た高齢者、障害者、
子育て支援施設等の
整備・誘致

障害者施設１箇所

保育所等２箇所

高齢者施設の開設に向け
た運営事業者の誘致

障害者施設１箇所開設

保育所等２箇所開設

高齢者施設の開設に向け
た運営事業者の選定

創出用地の福祉インフラ整
備事業への活用方針の決
定

向原住宅（板橋区）の障害者施設について、施設の整備や開
設準備が円滑に進むよう、区や運営事業者と綿密な協議・調
整に取り組み、2020年11月に開設した。

田端住宅（北区）の認可保育所、コーシャハイム中野フロント
（中野区）の認可保育所及び子育てひろばについて、運営事
業者と協議・調整に取り組み、2020年４月に開設した。（子育
てひろばは新型コロナウイルス感染拡大の影響により６月に
開設）

小金井本町住宅（小金井市）において建替事業により創出す
る用地を活用した特別養護老人ホーム等の整備に向け、整
備・運営事業者の公募を行い、提案書を受け付けた。12月に
事業者を決定した。

大蔵住宅（世田谷区）において建替事業により創出する用地
について、3月に福祉インフラ整備事業へ活用する方針を決
定した。

小金井本町住宅（小金井市）の創出用地活用に
ついて、特別養護老人ホーム等の整備・運営事
業者が12月決定した。今後は施設整備に向け
て、事業者との綿密な協議、調整に取り組む。

大蔵住宅（世田谷区）において建替事業により創
出する用地を活用した福祉インフラ整備事業に
ついて整備予定施設の検討、調整に取り組む。

高齢者等への生活支
援サービスを提供す
る拠点の整備

具体的なサービス内容・体
制の決定

拠点整備に向けて3月に拠
点施設の建設工事契約締
結

具体的なサービス内容・体
制の協議・調整

町田木曽住宅や地域にお住まいの高齢者等への生活サービ
スの提供と地域住民のコミュニティ活動拠点の整備に向け、
拠点施設の設計を進めるとともに、事業者と施設の運営方法
や提供するサービス内容等の協議・調整に取り組んだ。

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業者と生活サー
ビスの連携先である既存商店街店舗とのサービス内容の協
議が遅延したほか、サービス内容に関するニーズ調査のた
めに実施予定であった住民向けのサービス・イベント体験会
を開催できなかったことから、サービス内容等の決定を延期
した。

町田木曽住宅や地域にお住まいの高齢者等へ
の生活サービスの提供と地域住民のコミュニティ
活動拠点の整備に向け、拠点施設建設工事の
適切な執行に取り組む。
移動支援に係る実証実験の実施にあわせて、地
域住民のニーズ調査を行う予定であり、その結
果を今後の運営方針に反映するとともに、実証
実験の結果も参考にしながら、施設の運営方法
について事業者と協議・調整を進める。

買い物や公共交通へのス
ムーズなアクセスなど移動
支援の検討

移動支援の実証実験に向
けた事業者等との調整・契
約締結

自動運転走行にかかる調査
走行を実施

郊外の大規模団地において実施する団地内の移動支援に係
る実証実験について、東京都の補助金対象事業として2020
年度に実施予定であったが、住民参加型の実証実験である
ため、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、実施を
2021年度に変更した。
東京都との協定及び、自動運転走行の実施内容について協
議、調整の上、実施機関である群馬大学と共同研究契約を
締結した。

また、自動運転走行と連携したサービスの提供について、生
活支援サービス事業者と協議、調整を行った。

有

実証実験の実施に向け、新型コロナウイルス感
染症を取り巻く状況に注視しながら、実施機関で
ある群馬大学及び生活支援サービス事業者と連
携し、関係機関調整や住民への周知、ニーズ調
査、現場調整に取り組む。
また、実証実験後は、実験結果及び実験により
得られた団地内の移動支援に係る課題等を整
理、検証し、実験報告書を作成する。

団地の建替えを通じ
たマンホールトイレ、
防災井戸等の災害時
に必要な機能の整備

２箇所 建替え２箇所 コーシャハイム新中野テラス（杉並区）及びコーシャハイム経
堂フォレスト（世田谷区）の建替えに際し、マンホールトイレや
防災井戸、かまどベンチ等の災害時に必要な機能を整備し
た。

建替えに当たっては、マンホールトイレ・防災井
戸・かまどベンチ等災害時に必要な機能の整備
に努めるとともに、地元自治体と協議の上、住宅
ごとの状況に応じて公園や歩道状空地の整備、
周辺道路の拡幅など地域における防災性の向
上に取り組む。

地域のまちづくり等と連携した良好な住環境の整備と居住者や地域社会の理解と信頼の向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京都住宅供給公社 評価年度：2020年度

住宅事業を通じた地域社会への貢献 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・地域包括ケアの充実や地域の防災性向上など公社団地を核として利便性が高く生活しやすい環境が実現【福祉機能や防災機能等を整備した団地　８団地以上】

見直し ①②

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・建替事業におけるオープンスペース等の確保、地元自治体や運営事業者等との協議、調整などに取り組み、障害者施設等の福祉施設を３団地で開設するとともに、災害時に必要な防
災機能を２団地で整備した。これにより、福祉機能や防災機能等を整備した団地は累計で９団地となった。
〈実績〉2018年度：１団地、2019年度：６団地、2020年度：２団地　　計：９団地

建替え１箇所

既存住宅１箇所

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

特養等３箇所開設

保育所等の開設に向
けた運営事業者との賃
貸借契約締結

事業者の公募・選定、
協定締結

事業者と実施項目につ
いて協議･調整

地域交流拠点開設に
向けた準備
生活支援サービスの
提供２団地

　地元自治体と連携し、公社住宅の再編
整備等を通じて、福祉機能を補完・強化
する施設等の整備とともに、防災拠点とし
ての機能の維持・形成に向けた取組を着
実に進めることができた。

郊外型の団地において、敷地内のオープ
ンスペースを活用して団地や地域の高齢
者等への生活支援サービスの提供と地
域住民のコミュニティ活動拠点を整備す
る取組については、事業者とサービス内
容等の協議・調整に取り組み、令和４年
度の開設に向けた取組を進められた。
また、買い物や公共交通への移動支援
について、令和３年度の実証実験の実施
に向けて事業者等との協議を進められ
た。

公社事業・地域社会貢献等の情報発信
については、社内の広報体制の整備を図
り、プレスリリースを強化するなど、積極
的な情報発信を行うことができた。
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

団地や入居者の特性
に応じた管理方法及
びサービスの検討・
提案

お客様の声、団地の
特性を踏まえた改善
方針の検討・実施

当社に寄せられた都営住宅に関する「お客様の声」について、検
討・共有する場として、社内横断的な「お客様の声改善会議」を設
置し、団地特性に起因するもの、住まい方に関するもの、申請・届
出に関するものなど、内容を分類・検証したうえで、改善方針を検
討し、必要なものについて速やかに実施した。

お客様に寄り添ったサービスを提供していくた
め、お客様の声を分析したうえで最適なサービ
スのあり方を検討し、都に新たな施策や改善提
案を行うなどサービスの改善につなげていく。

都への業務提案とし
て、共益費徴収事業
の周知や自治会の申
込支援強化、事業開
始後の留意点をまと
めたしおりの作成な
どを提案

共益費徴収事業について、都への業務提案を行い、ホームページ
や自治会向け広報紙「すまいのきずな」に概要を掲載し、居住者
に対し広く周知を図るとともに、募集案内等をより分かりやすく改
善した。
また、当該事業を実施している自治会等からの問い合わせ内容等
を踏まえ、事業開始後の留意点等をまとめた「共益費徴収事業の
しおり」を作成し、実施中の団地に配布することで、自治会や居住
者が分かりやすいようサービス向上を図った。

自治会からの相談・問合せに円滑に対応できるよう、窓口センター
の関係職員を対象とする研修を行った。

自治会の運営状況や団地特性を踏まえながら、
本事業の導入を促進し、自治会活動を支援して
いく。

ＩＴ技術を活用したお
客様サービスの改善
検討中

個人情報事故や業務ミスの防止、業務の効率化等によるお客様
サービス向上を目的として、RPA、AI-OCR等のIT技術を導入した
業務プロセス自動化に向けた分析を専門業者に委託し、改善検
討を開始した。

都営住宅管理業務の膨大な事務作業につい
て、先進技術の活用も見据え、事務処理方法の
見直しを図り、業務の効率化や正確性の向上に
つなげていく。

団地コミュニティの形
成・維持

自治会活動支援の更
なる強化（団地集会
所を活用し、地元自
治体と連携して相談
会等を実施）

自治会活動の更なる
強化（団地集会所の
活用について、地元
自治体にニーズ調査
や情報共有を実施）

区市の福祉部門等へ健康体操や講習会などの入居者の生活支
援に資する活動場所を提供するとともに、入居者及びその親族等
を対象とした成年後見制度や権利擁護事業に関する説明会の新
規開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り集会所でのイベント開催を見送ることとした。
次回の開催に向け、都と連携し特別区高齢福祉・介護保険課長
会などの場を通じ、当社の取組を紹介した。 有

「東京みんなでサロン」など、集会所を活用した
取組について、都と連携・協力して区市等に周
知するとともに、新型コロナウイルス感染症の情
勢を見極めながら、自治会とのつなぎ役となり、
引き続き実施に向けた調整を図っていく。

公的住宅管理のスケールメリットを活かした都営住宅管理における入居者サービスの向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京都住宅供給公社 評価年度：2020年度

都営住宅管理における高い水準のサービス提供 第２期プランとの関係

・長年にわたり蓄積してきた公的住宅管理の経験や実績を踏まえた創意工夫を重ね、都営住宅管理者としての評価向上【都営住宅管理サービスの総合的な満足度55％以上（５段階評価の上位２
項目（満足・まあ満足）の割合）】
※下位２項目（やや不満・不満）の割合は約５％

見直し ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

５段階評価の上位２項目（満足・まあ満足）の割合は51.6％となり、目標は未達となった。2002年度の調査開始以来最高となった昨年度に次ぐ高水準となったが、普通の評価が41.8％と
依然として割合が高く、目標の満足度55％に3.4ポイント届かなかった。
なお、下位２項目（やや不満・不満）の割合は6.6％となり、本プランの対象３年間で最も低い水準となった。

安否にかかわる緊急確認受付、お住まいのお客様向けホームページ、各種届出用紙のダウンロード機能等、アンケート回答者の認知度が50％を下回っている取組が見られることか
ら、今後も適切な情報発信を行い、認知度向上に努めていく。
居住者へのアンケート調査は単年度の取組の結果が出にくいことから、今後も継続して都営住宅入居者の期待を上回るサービスの提供に励んでいく。

コロナ
影響

対応方針

「巡回管理業務支援相談
員」の配置

有料駐車場点検業務の外
部委託化

地元自治体の福祉部門等と
連携したコミュニティ活動の
強化

入居者向け広報紙「すまい
のひろば」の外国語版作成
及びホームページ掲載

2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

個別取組事項

都営住宅管理制度へ
のフィードバック

・お客様の声を踏ま
えた業務改善及び東
京都への政策提案

・都民の共有財産で
ある都営住宅の有効
活用の提案・支援

市場調査の結果等を踏まえ
た生活支援サービスの実施

団体自己評価

お客様の声、団地の特性を
踏まえた改善方針の検討・
実施

都への業務提案

団地自治会向け広報紙を活
用した「消費生活総合セン
ター」が主催する高齢者向
け「出前講座」の紹介

要因分析

これまでの都営住宅管理の経験や実績
を踏まえ、共益費徴収事業の居住者に
対する周知や共益費徴収事業開始後の
留意点をまとめたしおりの作成などにつ
いて都への業務提案を行い、サービス
向上を図った。また、地元福祉部門との
繋がりを活かし、地元社会福祉協議会
や地域包括支援センター等と調整し、集
会所を相談会等の場として活用するな
ど、管理者として入居者サービスの充実
に取り組むことができている。

今後も、利便性向上に向けた「お客様の
声」を活かした業務改善、地元福祉部門
とのより一層の連携のほか、公社住宅
の取組を都営住宅管理にも取り込みな
がら、更なるサービス水準の向上に取り
組んでいく。

また、適切な情報発信を行うことで、居
住者サービスの向上につながる公社の
取組の周知に努めていく。
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コロナ
影響

対応方針
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
個別取組事項 団体自己評価要因分析

災害対応の充実 災害協定に基づい
た、より実践的な防
災訓練の実施

より実践的な防災訓
練の実施
工事店各社と災害協
定を締結（延べ380社
と締結）

東京都及び工事店と合同による防災訓練を１月に実施した。被災
者用住宅のあっせん対応等、より実践的な内容を盛り込んだ内容
で実施した。

災害発生時に当社と連絡がとれない場合においても工事店が自
主的に被害・被災状況の把握や、ライフラインの確保状況の確認
を迅速かつ的確に行うことができるようにするため、工事店各社と
の「災害協定」の締結に取り組んだ。

2021年度においても、東京都と調整して、より実
践的な訓練の実施を予定。
工事店各社との「災害協定」の締結に引き続き
取り組む。

都営住宅におけるブ
ロック塀、万年塀の改
修工事の実施

都営住宅におけるブ
ロック塀、万年塀の改
修工事の実施

東京都が定めた優先順位に基づき、22団地の改修設計を完了し
た。
円滑に改修工事を進めるため、特定行政庁との計画通知届出に
係る綿密な協議や自治会への的確な説明等に取り組んだ。

設計完了した22団地について、順次起工し改修
工事を行う。
残りの団地については、東京都と協議の上、特
定行政庁や自治会等と綿密に調整して、設計・
申請業務に取り組む。

団地自治会等による
防災訓練の実施促進

団地自治会等による
防災訓練の実施促進

令和元年度に実施した自衛消防訓練の実施状況調査において、
当社に相談希望とした81自治会に防火管理業務担当者が訪問
し、「自衛消防訓練の実施に向けた手引」と区市町における災害
用備蓄品の購入助成等情報を配布し、訓練実施に向けた支援に
取り組んだ。（令和元年度17自治会、令和２年度63自治会に訪
問・配布）
また、公社ホームページに自治会等向けのページを作成して訓練
の手引を掲載し、防災意識の向上に取り組んだ。
また、自治会訪問時に、住宅用火災警報器及び住宅用消火器取
替工事の未施工に関する注意喚起を行い、住宅掲示板や回覧等
で呼びかけを行うよう周知に取り組んだ。（令和２年度 計69自治
会に注意喚起を実施）

公社が作成した「自衛消防訓練の実施に向けた
手引」や区市町の情報等を用いながら、各団地
自治会の状況に合わせ、自衛消防訓練の実施
促進を継続的に行っていく。

都営住宅におけるブロック
塀、万年塀の改修工事の実
施
（28団地着手）

災害用備蓄品に係る各自治
体の支援情報の提供

工事店各社と災害協定を締
結（延べ388社と締結）

台風第15号に伴う工事店と
連携した被災支援

工事店等との合同防災訓練
の実施
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団体名： 東京都住宅供給公社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　公社は、東京都の住宅政策の一翼を担う重要なパートナーとして、５つある戦略に対して取り組み、12項目中２項目について目標未達があるものの３年後の到達
目標の３年目として概ね評価できる実績を残した。

　戦略１では、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、オープンルームの開催など対面による募集活動を中止したが、Web広告の強化やホームページの情報
充実等の改善に取り組むとともに、建替えによるストックの更新や住戸リニューアル等を着実に推進することにより、高い入居率を維持した。その結果、事業活動
によるキャッシュフローは目標の200億円を上回る238億円となった。こうした堅調な収益構造・安定的な財務基盤に加え、少子高齢化への対応など都の政策と連動
した取組が評価され、発行体格付けはAAを維持するとともに、都借入金の着実な償還を行った。

　戦略２では、職員の能力・スキル向上を図るため、資格取得制度の拡充により、制度を利用した資格取得者が119名（目標：３か年で50名）、うち技術系資格に
ついて25名（目標：３か年で10名）の職員が資格を取得し目標を上回る実績となった。また、超過勤務時間の削減については、事務所間のWeb会議システムの導
入、サテライトオフィスの本格実施、ノー超勤デーの徹底などにより超勤削減に取り組んだものの、新型コロナウイルス関連対応のための業務量の増大もあり、
2016年度比で職員一人当たり1.7％削減にとどまったほか、都が強力に推進している在宅勤務の取組を進めているものの、テレワーク端末の配備など本格実施には
時間を要している状況にある。

　戦略３では、再編整備事業として２団地の建替事業に着手し、目標（３か年で７団地）を達成した。また、住戸内や共用部など既存ストックの改善による居住性
の向上に取り組んだ結果、住戸１戸当たりの年間家賃収入は80.7万円となり、目標（80.0万円）を上回る実績となった。また、高齢化が進む団地においてはコミュ
ニティの活性化に向け、昨年大学と連携協定を締結した２団地で、学生が団地自治会活動への参加や地域活動などの体制づくりを行うなど目標（２団地）を達成し
た。この他、コロナ禍における居住ニーズに対応するため、コロナ禍特別支援住宅の提供（43戸）を行った。

　戦略４では、建替えに伴い創出した用地に障害者施設（１か所）、保育所等（２か所）の福祉施設を３団地で開設するとともに、災害時に必要な防災機能を２団
地で整備し、福祉機能や防災機能等を整備した団地が３か年で９団地となり目標（３か年で８団地以上）を上回る実績となった。なお、整備した防災機能に関して
は、今後、居住者や近隣住民への情報提供やきめ細かい防災訓練の実施などを通じて、災害時に適切に運用できるような取組を充実させていくことが求められる。

　戦略５では、昨年度「お客様の声改善会議」を設置し、お客様の声を生かした業務改善等に取り組んでいるところであるが、2020年度の都営住宅管理サービスの
総合的な満足度において、５段階評価の上位２項目（満足・まあ満足）の割合は51.6％となり、昨年度よりも減少し目標（55%）に及ばず、要因分析を踏まえた取
組が求められる。また、お客様満足度を向上させるためには適正な業務遂行が必要であるが、個人情報の紛失事故が複数回発生しており、今後も引き続き改善策の
徹底が求められる。

 少子高齢化の進展や社会の多様化など時代のニーズや変化等を踏まえ、公社は、今後更に都の政策課題に積極的にコミットし、社会に最大限貢献していくことを
強く求められており、都のパートナーとして一層の取組の強化が期待される。
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

新たな行政課題への
対応と都と公社の相
互補完的な実施体制
の構築

○東京2020大会にお
ける暑さ対策事業の
実施及びレガシーと
しての知見の蓄積

○使用済み物品のリ
ユースリサイクル等、
公社が現場で培った
ノウハウを都施策へ
効果的にフィードバッ
ク

○コロナ対策を踏ま
えた休憩所運営の検
証を実施（8/7）。大会
開催に向けて関係者
との調整を再開し、必
要な休憩所・配布グッ
ズを確保

○使用済み物品のリ
ユースリサイクルに
係る事業実績なし

○飲料水の配布方法やコロナ対策を踏まえた
休憩所運営の検証を行うなど開催に向けて知
見・ノウハウを蓄積し、都とともに課題と対策を
共有した。（8/7）
○都予算の繰越しの承認を踏まえ、休憩所地
権者との交渉や委託事業者との調整を集中的
に実施した。

○新型コロナの感染拡大に伴い、東京2020大
会が延期となったため、同大会を契機として行う
「使用済み物品のリユースリサイクル事業」につ
いて、次年度に先送りした。

有

○東京2020大会に向けた暑さ対策
暑さ対策事業を進める中で得た知見をレ
ガシーとして、ゼロエミッション東京戦略に
おける重点分野の一つである気候変動適
応に係る取組等に活用していく。

○持続可能な資源利用の定着化の促進
に向けて、使用済み物品のリユースリサ
イクル事業で得た知見をレガシーとして活
かしていく。

長期ビジョ ン・中期計
画の策定

○都の長期戦略ビ
ジョンやSDGsへの貢
献等を踏まえた長期
ビジョン・中期計画
（2021年から3年間）
の策定

○次期経営改革プラ
ンやゼロエミッション
東京戦略
2020Update&Report
の内容を踏まえ
「2030年に向けた公
社アクションプラン」
の策定に向けて調整
を開始

○気候変動を巡る動向、SDGsに対する認識の
高まりなどコロナ禍で見られた社会変化を始
め、東京都が2021年3月に策定した「ゼロエミッ
ション東京戦略2020 Update&Report」を踏まえ
て、公社長期戦略ビジョンとなる「2030年に向け
た公社アクションプラン」の策定に向けて調整を
開始した。

○東京都が策定した「ゼロエミッション東
京戦略2020 Update&Report」等を踏まえ
て、環境局と調整を行い、「2030年に向け
た公社アクションプラン」として、令和3年6
月の理事会に付議

○次期経営改革プランについては、「2030
年に向けた公社アクションプラン」の中で
も重点的な取組として中期計画に位置付
け、進捗管理及び見直しを実施していく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京都環境公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

実効性のある事業展開とそれを支える財務基盤の構築

公社の持続的な成長を可能にする戦略的な経営の推進

○公社の知見等を活
用した暑さ対策の提案
及び着実な準備

○災害廃棄物処理支
援の実施

○助成金事業の利便
性向上

○廃プラ対策の知見
の蓄積と効果的な情
報発信

○コロナへの対応

○公社経営理念及び
将来像の決定

○公社事業の棚卸と
今後の強化策など検
討にあたっての各部に
よる論点整理を実施

○概ね全ての取組事項で目標を達成
し、公社の持続的な成長に向けた経営
を推進した。

○東京2020大会の延期により、暑さ対
策事業や使用済み物品のリユースリサ
イクル事業は先送りされたが、東京都を
始め、各関係機関と実施方法等につい
て着実に調整を進めた。

○長期ビジョン・中期計画の策定では、
気候変動を巡る動向、SDGsに対する認
識の高まりなどコロナ禍で見られた社会
変化を始め、ゼロエミッション東京戦略な
ど都の施策動向を踏まえて、政策連携
団体としての役割の高度化に繋がる
「2030年に向けた公社アクションプラン」
の策定に向けて調整を開始した。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

国連の持続可能な開発目標であるSDGsへの貢献や、都の長期戦略ビジョン及びゼロエミッション東京戦略等を踏まえ、以下のような取組を推進していく。
○環境配慮行動を牽引する事業や環境課題を先取りした事業など、多様化する環境課題に対応できる経営体質を確立している。
○外部からの多様な意見を事業運営に反映する仕組みが構築されている。
○中長期的な視点にたった経営方針である長期ビジョン・中期計画が策定され、各事業において、本方針に沿った強化策や活用展開を図っている。

○東京2020大会に向けては、テストイベントやラストマイルにおいて現場力を発揮し必要な対策を都に提案するなど計画の大幅な拡充に繋げるとともに、
2019年の豪雨災害においては、公社の持つ災害廃棄物処理の経験や知見を活かして迅速な支援を実施した。また、助成金事業におけるオンライン申請
の開始や廃プラスチック対策の総合的な取組など多様化する環境課題に対応した。
○理事会・評議員会の運営では、WEB方式の導入によって、コロナ禍であっても委員の出席率の向上に繋げたほか、オリパラ組織委員会から新たに評議
員に加えるなど多様な意見を公社経営に反映する体制を推進した。
○元年度決算や2年度事業別収支予測を踏まえ、民間事業者と競合関係にある自主事業について終了の方向で関係機関と調整を開始するとともに、コロ
ナによる様々な変化や都施策動向を踏まえて全事業の棚卸作業を実施し、中長期的な視点に立った今後の経営方針である「2030年に向けた公社アクショ
ンプラン」の策定に向けた調整を開始した。

終了
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

外部からの多様な意
見を事業運営に反映
する仕組みの構築

○より効果的な事業
運営に向けた外部意
見反映の体制を構築

○理事・監事・評議員
への情報提供と意見
交換を実施し、公社
事業への運営に反映

○理事会・評議員会をWEB開催によって、委員
の高い出席率を確保し、活発な意見交換を促進
するなどコロナ禍においても適切な機関運営を
行った。

○オリパラ組織委員会から新たに評議員に就
任していただき、東京2020大会における暑さ対
策事業や使用済み物品のリユースリサイクル事
業等の運営に活かすなど、より効果的な外部意
見反映の体制を構築した。

有

○理事会・評議員会の運営では、引き続
きWEB方式を活用するなど、コロナ禍にお
いても出席者を適切に確保するとともに、
活発な審議を促進していく。

事業効果やニーズと
財務分析を踏まえた
今後の事業展開の検
討

○自主事業（都受託
以外）の分析及び事
業方針の作成等によ
る見直しの推進

○事業収益を活用し
た積立金の設置
（各事業の方向性を
見据えた資金活用の
検討）

○都施策にも資する
新たな事業展開の検
討（収益事業を含む）

○2件の自主事業に
ついて、終了の方向
で関係機関と調整を
開始

○R2年度の収支予
測を実施（R2年度末
約2億円の収益見込）

○全事業を対象に棚
卸作業を実施し、今
後10年の事業戦略の
策定に向けて調整を
開始

○元年度決算や2年度事業別収支予測を踏ま
え、民間事業者と競合関係にある自主事業につ
いて終了の方向で関係機関と調整を開始した。

○元年度決算や2年度収支見込に生じた収益に
ついては、神田情報センターのクラスター発生
の対応として、集中的に財源を投じ（1.3億円）、
受付センターの複数拠点化を迅速に進めた。こ
のため、R3年度予算での積立金の設置につい
ては見送った。

○気候変動を巡る動向、SDGsに対する認識の
高まりなどコロナ禍で見られた社会変化を始
め、東京都が2021年3月に策定した「ゼロエミッ
ション東京戦略2020 Update&Report」を踏まえ
て、全事業を対象に棚卸作業を実施し、今後10
年の事業戦略の策定に向けて調整を開始した。

・エネルギーの脱炭素化
・サステナブルな資源循環型社会への転換
・生物多様性の保全と自然との共生に実現への
貢献
・レジリエントな東京に向けた気候変動適応へ
の貢献
・環境配慮行動への変容を促すアプローチ手法
等の構築・展開

有

〇東京都と連携して、エネルギー、資源循
環、気候変動適応など重点的に取り組
み、積極的な政策提案を進めていく。

○環境配慮行動への変容を促すアプロー
チ手法等の構築・展開に向け、エネル
ギー、資源循環、気候変動など公社の持
つ様々なリソースを活かし、都民や事業
者等の特性に応じたアプローチに取り組
むとともに、分野毎の多様な民間企業、団
体、大学等とのパートナーシップの深化及
び新たな形成を通じた連携・共創の取組
を進めることにより、都民や事業者等の環
境配慮行動への行動変容に繋げていく。

○理事・監事・評議員
への情報提供と意見
交換を実施し、公社事
業への運営に反映

○30年度決算の分析
を踏まえた、収支改善
の実現

○毎月各事業の課題
に対する取組状況を
公社全体で共有

○都施策にも資する
新たな事業展開の検
討に着手（収益事業を
含む）

○決算分析や収支予測等により、公社
財務状況の確実な把握に努めることに
より、受付センターのクラスター発生で
生じた感染対策にかかる財源を機動的
に拠出するなど、柔軟な公社経営を図る
とともに、適正な収益確保と経費縮減の
取組により、昨年度に引続き、黒字収支
を実現した。

○政策連携団体として、求められる都と
の相互補完的機能の発揮に向けて、事
業実施体制の確立に努めた。
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

オープンイノベーショ
ンを喚起する機会の
創出

○公社各部において、
課題と必要な取組等を
検討（論点整理）

○他団体との連携を推
進

○オフサイトミーティン
グ（公社カフェ）の試行

○経営会議にて各部
の取組状況を定期的
に報告

○次年度予算に反映

○他団体との連携を
実施

○オフサイトミーティ
ング（公社カフェ）の実
施

○経営会議にとどま
らず社内各会議にて
各部の取組状況を定
期的に報告

○民間、大学、NPO
等連携した環境学習
を実施

○公社若手職員によ
る業務改善を目的と
したワークショップの
開催

○プラスチック対策の
取組強化を目的とし
た技術部、事業部の
合同による連絡調整
会議を設置

新たな行政課題にも対応する人材の育成と確保 戦略番号

○公社の持つ現場力と専門性にさらに磨きを
かけ、社会の共通言語とも言えるSDGsの取
組を通じて、他分野、異業種との連携、NPO
やベンチャーといった立場の異なる人達との
連携などパートナーシップを展開・深化させ、
より多くの都民・事業者の行動変容に繋げる
など、連携・共創を軸に社会課題の解決に貢
献していく。

○現場で培われた公社の知見が都に十分還元され、暑さ対策など新たな行政課題に対応する事業を都と公社の連携のもと、推進している。
○東京都等との人材交流や企画部門の組織人員体制の充実が進み、都庁グループの一員としての企画立案力が向上している。
○多様化するニーズや事業の質的変化に対応していくための、人材の確保と定着が図られている。

終了

○コロナ感染症の影響により開催が見送られていたイベントや環境
学習講座をオンラインにより自主開催したほか、YouTube、東京動
画で配信した。
・スイソミルクイズ大会（8/8、15、22）申込48名（定員60名）
・ＳＤＧｓイベント（9/27）を自主開催した。申込50名（定員30名）
・福島県×東京スイソミル　オンラインクイズ大会（2/27）
申込40名（定員50名）
※YouTube、東京動画配信
・小学校教員向け環境教育研修会（4本）
再生回数535回※6/1現在
・教えてごみの先生！食品ロスダイアリー講座
再生回数205回※6/1現在
・クイズで学ぼう！水素エネルギー
再生回数273回※6/1現在

○他の環境学習においても、対面式からオンラインに切り替えると
ともに、民間、大学等と連携・協力を得ながら講座を運営した。
・食品ロス削減オンラインジョイントセミナー（11/11）申込236名（定
員無し）
※専修大学、マシンガンズ滝沢氏
・水素エネルギーから見る未来（11/20）申込57名（定員50名）
※都立大学
・身近な大自然・奥多摩へGO！（12/13）申込144名（定員50名）
※都レンジャー

○若手職員による業務改善アンケートを実施。
アンケートの中から重点的に取り組む改善事項として、ペーパーレ
スや社内ルールの統一化などが挙がり、今後公社の5つのレスの
取組の中で実施していくこととした。

○プラスチック対策の取組強化を図るため、技術部と事業部による
連絡調整会議を設置し、各部の取組状況の共有や今後の連携した
事業展開を検討した。

○概ね全ての取組事項で目標を達成しており、
多様化する環境課題に向き合う人材等の発掘
やパートナーシップの深化を図ることに努めた。

○環境学習の現場ではコロナ禍においても
YouTubeや東京動画を活用し、都民に環境学
習の機会を提供するなど、公社のDXを推進さ
せた。

2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京都環境公社 評価年度：2020年度

多様化する環境課題に対応する人材育成が急務 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○企画立案力の向上に向けて、これまで当公社では、東京都地球温暖化防止活動推進センターの部への昇格、海外都市研修を含む提案型研修の実施、都との交流研修の試
行実施、都派遣研修等、組織・人材の両面で様々な取組を進めてきた。なお、計画に掲げていた都との共同勉強会は、コロナ禍の影響によりやむを得ず見送ることとした。ま
た、職員派遣での知見を活かした事業提案の実施に向けて、計画通りオリパラ組織委へ職員を派遣しているが、コロナ禍により大会が延期となったため、2021年の大会終了後
まで引き続き取り組んでいく。
○人材の確保と定着を図るため、これまで求職者の公社に対する理解度の向上や育児介護支援制度の拡充、昇任選考受験資格の見直し等に取り組んできた。なお、技術職に
ついては、人材確保が依然として厳しい状況であり、2020年度は、例年にはない11月採用を実施するとともに、総部部門と社内の技術職を中心に意見交換を行い、採用手法の
見直しを行い、2021年４月入社に繋げた。また、先進的な職場環境を整備するため、新しい働き方を見据えたテレワーク環境の整備はもちろん、オンライン会議でのファシリテー
ションやプレゼン、リモートマネジメントに係る研修を時機を逸することなく実施し、職員のビジネススキルの向上を図った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
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2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項

環境課題をはじめ、
多様化する社会経済
変化に対応する執行
体制の整備

○即戦力としての技
術職の確保

○偏在する職員年齢
構成の是正に向けた
取組

○先進的な職場環境
の整備

○技術職の人材確保
と採用手法の見直し
（技術職採用状況：
R2.4入社 5名、R2.11
入社 1名）

○不足する年齢層を
ターゲットとした採用
活動の実施

○新しい働き方を見
据えたテレワーク環
境の基盤整備やビジ
ネススキルの向上

○技術職人材確保の厳しい状況に鑑み、2年度は例年にはない11
月１日採用を行い、技術職の人員確保に取り組んだ。また、より実
効性の高い採用活動とするため、技術職員を交えて、幅広く意見
交換を行い、採用手法の見直しを行うなど、採用媒体・広告内容の
変更、SNSへの広告掲出、職業訓練校等への求人票の提出、面接
試験対象人数の拡大等を実施し、2021年4月1日付入社で11名採
用した。

○環境整備員については、50代以上の職員が約7割を占める現状
であり、退職に伴う技能継承の課題解決に繋げるため、採用に当
たっては、30～40歳代を念頭に採用活動を行うなど、職員年齢構
成の是正に向けた取組を進め、2021年4月1日付入社で４名採用し
た。

○テレワーク用PCの調達を始め、社内規程の見直しなどテレワー
ク環境を整備するとともに、オンライン会議でのファシリテーション
やリモートマネジメントに係る研修など、時機を逸することなく実施
し、新しい働き方を見据えて職員のスキルの向上を進めた。

有

○社会が変化する中、拡大・変化する事業領
域を見据えて、技術職や環境整備員など社
会機能を支える人材を確実に確保していくと
ともに、採用戦略を適宜見直すなど、有為な
人材を公社に呼び込み定着させるため、職
員をより活かしていく人事制度を構築してい
く。

○コロナ禍で急速に進んだテレワークを始め
とする時間・空間に捉われない柔軟な働き方
を更に定着させ、高い生産性とライフ・ワー
ク・バランスが両立した働き方を実現する。
さらに、未来型のオフィスの検討やテレワー
クの推進に係るＩＣＴ環境の更なる整備など、
将来を見据えた働き方改革を進めていく。

公社の持つ現場力・
専門性の強化

○資源循環分野にお
ける専門性向上に向
けた取組を推進

○事業者向け講習
会・セミナーの講師育
成（新規2名育成／延
べ12名）

○企画立案機能の強
化に向けて、都と公社
の共同勉強会等の人
材交流を実施

○職員派遣で培った
知見を活かした事業
提案の実施

〇提案型研修で培っ
た資源循環分野に係
る知見の共有等

○事業者向け講習
会・セミナーの講師育
成（新規３名育成（延
べ１３名））
・排出事業者向け：４
回
・処理業者向け：４回

○研修派遣の実施
（事務職員１名）
　 共同勉強会の実施
見合わせ

○オリパラ組織委へ
の職員派遣の実施

○食品ロスに係る先進的取組や海外都市における廃棄物処理の
現状等、提案型研修を通じて培った知見を研修生がスライドにまと
め、広く職員にプレゼンすることで、資源循環分野における専門性
の向上と職員の知識の底上げを図った。（受講生24名、うちオンラ
イン受講16名）

○産業廃棄物の資源化・適正処理推進のため、排出事業者、処理
業者各々に対し講習会・セミナーを実施した。
・研修計画を策定し、外部講習等の受講を通して必要な知識を計
画的に習得した。また、ZOOMを活用して講習会のリハーサルを綿
密に行い、講師としての技量向上を図った。さらに、現地視察で得
た知見・経験をテキストや資料に取り入れ、実例に基づく具体的な
説明を行った。
・１１月までに新規の講師２名を育成し目標達成。１２月にさらに１
名の講師を育成した。

〇企画立案機能の強化に向けた人材交流の取組として、環境局へ
事務職員１名を研修派遣した。一方、共同勉強会の一環として、環
境局政策課題研修への職員参加を予定していたが、新型コロナウ
イルス感染症対策の都合上当該研修が実施見合わせとなったた
め、本取組についても実施することが出来ていない。

〇オリパラ組織委への職員派遣で培った知見を活かし、資源循環
分野における事業提案の実施を計画していたが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により東京2020大会が延期となったため、本取
組については、2021年の大会終了後を見据え、引き続き取り組ん
でいくこととした。

有

〇「公社の持つ現場力・専門性」とは、助成
事業等公社各種事業を通じた都民や事業者
等のダイレクトな声の把握や、研究所の知見
及び廃棄物処理等の事業の現場で培ったノ
ウハウの活用により、現場の多様なニーズを
踏まえた企画・提案をはじめ、実効性のある
事業を広く展開していくことであり、以下の取
組を進めていく。

〇都施策が加速・進化する中、公社の持つ
専門性と現場力に更に磨きをかけるため、エ
ネルギーや資源などの専門研修や職員自ら
の発案による提案研修を拡充していく。

○東京都、企業、大学、NPOなど様々な主体
との人材交流を活発化してイノベーティブな
人材を育成していく。

○ＤＸを基軸として、オンライン申請手続きの
推進など、都民・事業者向けサービスを向上
させ、都民の環境施策へのアクセシビリティ
向上に繋げていくとともに、公社の持つ幅広
い環境分野の事業フィールドとデジタル技術
の活用を図り、新たな体験価値を生み出す
機会を創出するなど、都庁グループの一員と
して、施策の底上げに繋げていく。

○資源循環事業の専門性と現場力をさらに
磨き上げるため、東京2020大会組織委員会
への職員派遣を継続し、大会におけるリユー
ス・リサイクﾙの取組を知見として収集すると
ともに、コロナ禍であっても社会基盤を支える
事業として継続かつ安定した運営体制を整
備するため、リスクマネジメントの強化に取り
組んでいく。

○事務職員1名を環境
局へ研修派遣

○派遣研修の拡大に
向け、令和2年度に技
術職員1名を定数化

○オリパラ組織委へ職
員を派遣

○また、研修会事業における講師の育成に向
けて研修計画を策定し、外部講習等の受講を
通じて必要な知識を習得するなど、全ての講習
会で理解度90％超に繋げた。
加えて、当初の目標を上回る講師３名を育成
し、公社の持つ現場力・専門性のさらなる強化
を図ることが出来た。

○技術職の採用について、選考手法を見直す
等により、有為な技術職の人材確保を図った
が、最終的には欠員解消までには至らなかっ
た。次年度以降は、従来の中途採用に加え、新
卒採用の検討、効果的な採用ツールの制作を
検討し、引き続き適切な人材確保を進めていく
こととしている。

○テレワーク環境を整備し、オンライン会議を
推進するなど、新しい働き方を見据えた職場環
境の整備を図った。

○技術職に特化した採
用活動を試行実施

○オンライン面接の検
討を実施

○大学等への働きか
けを実施

○職員の働きやすさと
士気の向上に向けた
取組の実施

〇東京都との交流研
修を試行実施

○提案型研修の実施

○災害廃棄物処理支
援の実施
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戦　略 ③／ 6

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

都の行政ニーズ等に
応じた新たな研究の
創出

○自主研究や外部資
金導入研究から都委
託研究等に組み込ま
れた件数
【2019年度から2020
年度　累計4件】

○自主研究から都受託
研究に組み込まれた件数
2件

【2019年度から2020年度
累計4件】

○研究員自らの発想に基づき、都の行政ニーズを
把握した上で、先行的に自主研究に取り組んだ結
果、都委託研究に組み込まれることとなった。

【都委託研究に組み込まれた自主研究】
◆「東京における地下水の実態把握に関する研
究」（自主研究名：インデックスマッチングによる地
下水揚水に伴う地盤収縮挙動の可視化）

◆「東京における地下水の流動系に関する研究」
（自主研究名：都内地下水涵養源推定における安
定同位体比の有効性の検証）

○都の環境施策のより一層の進展に資するよ
う、外部資金導入研究やその取得にも役立つ自
主研究という枠組みを活用して、環境課題を先
取りした独自の研究に取り組み、その研究成果
を都受託研究等や都の環境行政の新たな展開
につなげていく。

○水素蓄電実験施設を活用したエネルギーマネ
ジメントなどの研究を進めることにより、2050年に
「CO２排出実質ゼロ」を目指す「ゼロエミッション
東京」の実現に向けシンクタンク機能として着実
な成果を上げていく。

○気候変動の要因や影響を与えるエネルギー、
自然、資源循環分野などの横断的・総合的な調
査研究を進め、都の環境施策に貢献していく。

科研費等外部資金導
入研究の推進

○科研費または環境
研究総合推進費
新規採択1件
（累計11件）

○科研費
新規採択1件、継続5件
終了1件（19年度末）
（累計7件）

○推進費
新規採択0件、継続4件
終了2件（18年度末）
（累計6件）

（18年度から累計13件）

○外部資金獲得に必要性が高い研究者間のネッ
トワークを構築するため、研究員を各種セミナーや
交流会に積極的に参加させるほか、研究員のスキ
ルアップのため、プレゼンテーションなどの研修を
受講させた。
また、審査に厳しい科研費等外部資金導入研究に
積極的に応募するとともに、研究案について、応募
前に所内で議論を行い、適切な助言や確認等を行
うことにより内容の水準を高めるよう努めた。
なお、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
講習会の開催や研究者間の交流が難しくなってい
るが、オンラインを活用した情報交換などを積極的
に行っている。

有

○引き続き、科研費の獲得に向けた研究者の交
流促進やプレゼンテーション技能の向上に向け
た所内講習などを行っていく。
また、外部資金導入研究をはじめ都委託研究の
源流となる自主研究に積極的に取り組み、外部
資金導入研究への応募を行っていく。

○国や民間など他の研究機関と気候変動対策
に繋がる研究を推進するなどで研究能力を高
め、気候変動適応に貢献していく。

都環境施策に資する先駆的・独創的な研究等の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京都環境公社 評価年度：2020年度

環境科学研究所のシンクタンク機能の強化 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○戦略的で質の高い調査研究を支える人材が育成され、調査研究能力が更に向上している。
○時代のニーズに応じた新たな調査研究分野へ参入し、多様化・複雑化する政策課題に確実に対応している。
○先駆的・独創的な自主研究や外部資金導入研究が都受託研究等の基盤となるなど研究機能が向上し、研究成果が都の環境施策に取り入れられることにより、シンクタンク機
能が強化されている。
○調査研究機関としての知名度が高まり、プレゼンスが向上することで、優秀な人材が確保されている。

見直し 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○都の行政ニーズを念頭に置き、研究員自らの発想に基づいた自主研究に取り組み、自主研究から都受託研究に取り込まれた件数は4件（2019年度からの累計）で
あり、目標を達成した。
○競争的外部資金導入研究では、研究員を外部資金獲得に必要性が高い研究者間のネットワークを構築するための各種セミナーや交流会に積極的に参加させる
ほか、プレゼンテーションなどの研修を実施し、更に所内で応募前に適切な助言を行うことを通じて、審査の厳しい科研費等外部資金導入研究への応募を積極的に
行うよう促した結果、2020年度新たに1件の採択があり3か年の累計が13件となるなど目標を上回った。
○新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、年度前半は当所の研究に関する発表の機会が失われたが、年度後半は通信ソフトを活用したオンラインによる発表
により、目標値の約9割まで発表実績を積み上げた。また、HPの改修により、より分かり易いサイト構成にするなど工夫を重ね、研究成果の効果的な発信に努めた。
原著論文は、査読中のものも含めると3年間の累計が26件となり、目標である2018年～2020年の各年度平均8件を上回った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○自主研究から都委
託研究等に組み込ま
れた件数　2件

○所内研修の充実（外
部講師による講習会3
回）

○科研費
新規採択4件
継続2件
(累計6件）
○推進費
新規採択2件
継続2件
終了2件
（累計6件）

(累計12件）

○原著論文を通じた研究成果の発信では、
論文作成時間に新型コロナの影響で時間を
要すなど目標に届いていないが、３年後
(2020年度)の到達目標に掲げた全ての事項
については、概ね達成し、シンクタンク機能の
強化を進めた。

○都の行政ニーズ等に応じた新たな研究の
創出では、2020年度に新たに２件が都委託
研究に組み込まれ目標を達成した。

○研究の質的向上を目標として2017年度より
開始した自主研究事業は、研究数の増加、
研究のレベルアップに効果を上げてきた。こ
れにより、2016年に科研費の機関指定を受け
た後、その翌年から５年連続しての採択に繋
がっている。

○加えて、2021年度研究として新たに採択さ
れた科研費と推進費は合わせて４件となるな
ど、研究のレベルアップとプレゼンスの向上を
進めた。

○研究発表を組織目標化することで、研究員
のプレゼン能力の向上を図ってきた。その結
果、新型コロナウイルス感染拡大の影響を大
きく受けながらも学会発表は27件で、目標（30
件）に近づく９割まで伸び、研究成果の外部
への発信が進んだ。

○2021年度の気候変動適応センターの開設
に向けた準備作業を着実に進めている。
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

学会等や原著論文を
通じた研究成果の積
極的な発信

○学会等発表数30件
以上とし、よりわかり
やすく改修したHPに
より、研究成果を効果
的に発信

○原著論文（筆頭）の
専門誌掲載件数8件
以上
（2018年度から2020
年度までの平均）

○学会発表　27件
　
〇HPの改修・リリース

○原著論文（筆頭）
　 2020年度　16件
  （投稿中4件を含む）

（2018年度から2020年度
までの平均8.2件）

○学会発表は、目標30件以上に対して27件となっ
た。新型コロナウイルスの影響により、年度前半は
当所の研究に関する発表の機会が失われたが、
年度後半はオンラインなどの通信手段を活用した
開催等が定着し、年度末までに27件の機会を得て
積極的に参加したことで、感染拡大の影響を大きく
受けながらも実績は目標の9割に到達した。

○ホームページは、「研究テーマ紹介」や「検索窓
の追加」などにより機能強化を図ることで一層分か
り易いサイト構成にするなど改修を行い、研究成
果の効果的な発信に努めた。

○原著論文（筆頭）は、新型コロナウイルス感染拡
大の影響による出勤抑制の下で、論文作成過程
の議論や仕上げに時間を要したことなど全般に厳
しい状況であったが、査読中のものも含めると今年
度分が16件に達したことで3年間の累計が26件と
なり、目標である2018年～2020年の各年度平均8
件に対して8.2件となった。
なお、原著論文（筆頭）の件数は、18年度以降伸び
を示しているが、査読に時間を要し翌年度以降に
掲載が繰り越されたこと、及び18～19年度に着手
した研究の論文投稿が20年度に集中したことか
ら、20年度の件数が多くなっている。

有

○今後も他の研究機関等との連携・協働の強化
を図り、発表能力や論文執筆能力の向上に向け
た研修の受講など、量・質の両面からの取組を
引き続き進める。

○学会等発表や原著論文の投稿とともに、ＨＰ
や年4回発行の研究所ニュース等の情報発信媒
体を活用しながら研究成果を積極的に発信し、
調査研究機関としての知名度を高め、プレゼン
スの向上を図ることにより優秀な人材の確保に
繋げていく。

○新型コロナウイルス感染拡大は収束が見えず
当面続くことが想定されるため、集合形式の学会
発表や投稿論文の査読などが引き続き影響を受
ける可能性があるが、状況に応じた対応を図っ
ていく。

○都民等に対しても、研究成果について分かり
やすい情報発信に努め、研究所としてのプレゼ
ンス向上に繋げていく。

気候変動適応策の推
進

○適応センター設置
に向けた調整

○2030年向けた公社アク
ションプランにおいて、戦
略の一つに設定

○2021年度中の開設に
向けて都と調整を開始

○公社アクションプランにおいて、気候変動適応策
は、研究所を中心とした個別戦略の一つとして設
定しており、適応センターの円滑な開設に向けて
調整を重ねている。

○2021年度中の開設とその後の円滑な運営に
向けて準備室の立ち上げ、環境局などと連携・
調整を図っていく。

○気候変動に取り組む区市町村等と連携を図り
ながら、必要な支援・助言を行っていく。

○学会発表数 42件

○効果的な情報発信
をするためのHPの改
修を実施

○原著論文（筆頭）
　2019年度　6件

―
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戦　略 ④ ／ 6

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

公社の専門性を発揮した3R・適正処理の促進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
公益財団法人　東京都環境公社 評価年度：2020年度

廃棄物に関する事業者支援と新たな役割を担う専門性の高い公社職員の人材育成 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時点)
及び要因分析

○廃プラスチック対策では、処理業者や業界団体等へのヒアリング等通じて知見の蓄積に努めるとともに、セミナー等の情報発信、廃プラスチックの産業用原燃料化、３Rアドバイス、海外諸都市との連携など、
様々な事業を展開し、廃プラスチック対策を推進した。
○また、排出事業者及び処理業者を対象とした講習会事業では、法解釈や最新の事例を紹介するなど３R・適正処理の促進に向けて理解度を高めるとともに、排出事業者及び処理業者のパートナーシップ構築
を目的とした合同セミナーを実施するなど、実効性の高い事業を展開した。
○各自治体施設の維持修繕に対し、設計積算や補修計画の立案の実施とともに、建替え支援では、建設図書及び設計図書・発注仕様書の確認だけでなく、竣工後の瑕疵担保処理に至るまでの総合的な技術
支援を実施した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○廃プラスチック対策や使用済みプラスチックのリユースやリサイクルなど、新たな行政課題にも対応する事業の推進により、これまで持っていなかった知見やノウハウを蓄積している。
○廃棄物分野における知見や技術力などの専門性が強化され、処理業者の育成支援や排出事業者への適正処理に向けた啓発など実効性の高い事業を展開している。
○排出事業者責任と処理業者による適正処理が徹底されている。
○廃棄物処理施設に詳しい人材の活用とともに、公社職員のエンジニア能力の向上が図られ、自治体における廃棄物施設建設・運営のDBO化に伴うマネジメント業務やアドバイザリー業務等の高度な総合的技術支援を自治体
から受託している。

見直し 2

○廃プラスチック市場の情報収集や廃プラ
スチック対策セミナーの実施を通じて培っ
た知見を活用し、個々の事業所の特性に
応じた３Rの推進に向けたアドバイザー事
業や講習会事業の内容の充実を図り、継
続して、持続可能なプラスチック利用に向
けて必要な取組を進めていく。

○引き続き、公社の現場力を発揮し、都の
施策である産業用原燃料化に向けた新た
な国内循環ルート構築に向けた支援を実
施していく。

○オフィスビルの分別リサイクル拡大に向
けた３Rアドバイザーの派遣に加えて、講
習会事業におけるプラ利用の理解促進な
ど事業効果を高めていくこととし、次期経
営改革プランで重点的に取組強化を図っ
ていく。

○今後の助成金申請件数の増加を見込
み、国による製品プラスチックを含めた分
別収集に関する動向等を踏まえながら、
都と連携し、区市町村が進めるプラスチッ
ク製容器包装の分別・リサイクルの取組の
実効性を高めていく。

○オンラインワークショップのメリットを活
かし、国際発信力を高めていくこととし、資
源循環、廃棄物処理に係る技術支援など
について、海外諸都市との連携を高めて
いく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○新型コロナの影響で海ごみ問題の情報発信、清掃
プログラムは、次年度に先送りとなったが、３年後
(2020年度)の到達目標に掲げた事項については概ね
達成し、３R・適正処理を促進した。

○廃プラスチック市場の情報収集については、処理業
者や業界団体等へのヒアリングを通じて、廃プラスチッ
クの処理に関わる新たな知見の習得を進めるととも
に、WEBサイトやセミナー開催等の情報発信によって、
持続可能なプラスチック利用に向けた普及啓発に取り
組んだ。

○廃プラスチックの産業用原燃料化に向けた新たな国
内循環ルート構築の支援など、新たな環境課題への
対応を図りつつ公社の持つ現場力を向上に繋げた。

○3Rアドバイザー制度の試行実施については、新型コ
ロナの影響もあり計画を下回る実施件数となったが、
これまで培ってきた公社の持つ現場力に加え、新たに
ヒアリング等で得た知見を活用しながら取組を推進し
た。

○区市町村向け分別回収支援の実施については、効
果的な支援制度とするため、都に対して審査方法の改
善提案を積極的に行うとともに、自治体の実情に応じ
た分別収集の取組などの相談を通じて、実効性の高
い支援制度の運用を図った。

〇アジア諸都市と連携した廃プラ等の散乱防止と適正
処理を目指す取組の推進については、新型コロナウィ
ルス感染拡大に伴い渡航制限状況下で、現地開催か
らオンライン開催にした結果、アジア圏以外からの諸
外国の参加を得て、循環型経済と資源循環、廃プラ等
の現状や今後の取組など情報交換を行い、幅広く相
互の理解促進に繋げた。

〇技術支援業務は、多摩地域及び島しょ地域の自治
体からの要請に基づき、各地域の実情に応じた廃棄
物処理施設の維持管理を技術的な側面から支援し
た。
また、自治体からの要望で廃棄物処理施設の長寿命
化や建設に関する自治体の支援業務も実施し、各自
治体からの信頼を深めた。

〇継続して、全国都市清掃会議との連携による建設
支援を行うなど、技術支援業務のレベル向上を図って
いる。

廃プラスチックの資源
循環と適正処理の推進

○廃プラスチック市場の
情報収集

○排出事業者向けセミ
ナー
2回

○廃プラスチック国内有
効利用に向けた緊急対
策の実施
（都、公社、業界団体、
セメント会社による共同
事業）

○３Rアドバイザー制度
の試行実施

○区市町村向け分別回
収支援の実施

○海ごみ問題の情報発
信、清掃プログラムの実
施
（2回）

○アジア諸都市と連携し
た廃プラ等の散乱防止
と適正処理を目指す取
組の推進
（キャンペーン及びワー
クショップ各1回）

○廃プラスチック市場の情報収集の
実施
・ヒアリング調査32件実施。情報収集
した結果に基づき、廃プラ対策特設
サイトにて情報発信

○排出事業者向けセミナー
・令和3年1月にオンラインにて開催

○廃プラスチック国内有効利用に向
けた緊急対策の実施
・産業用原燃料化に向けた新たな国
内循環ルート構築に向けた支援の実
施

○３Rアドバイザー制度の試行実施
（ヒアリング16件、アドバイス9件）

○区市町村向け分別回収支援の実
施
（問合せ対応53件（11区・10市）、助
成金申請5件）

○海ごみ問題の情報発信、清掃プロ
グラム（未実施）

○アジア等諸都市との交流オンライ
ンワークショップの実施
（第1回　10/14　13都市 48名／第2
回　12/10　11都市　28名／第3回
12/10　11都市　29名）

○ハノイ市との現場職員オンライン
会議を含むオンラインワークショップ
の実施
（第1回会議10/27　／第2回会議
11/17　／第3回ワークショップ11/25）

○廃プラスチック市場の情報収集については、東京都とともに処理業者、業界
団体等へのヒアリング調査等を実施し、廃プラ市場の現状や変化・課題などの
情報を収集した。

○特設サイトにおいて、廃プラスチックの適正なリサイクルを推進するための最
新動向、調査・ヒアリング結果等の各種情報を発信した。
※4月～3月（12ヵ月）のサイトアクセス数　103,669件

○排出事業者向け廃プラスチック対策セミナー
国や民間企業等から有識者を招き、「廃プラスチック対策セミナー」の内容の充
実を図るとともに、オンライン開催により、多数の参加を実現した。
・令和3年1月、YouTubeを活用してオンライン開催
・公開期間　1/18～1/25
・申込者数　695名

○廃プラスチック国内有効利用に向けた緊急対策
新型コロナの影響により、廃プラスチックの取扱量は計画より大幅に落ち込ん
だが、各処理事業者から持ち込まれる廃プラスチックについての搬入と船舶輸
送に向けた搬出調整を着実かつ安定的に実施した。
※当初年間計画量（1000ｔ）
実績⇒北海道搬出：合計 約43ｔ／大分県搬出：合計 約260ｔ

○3Rアドバイザー制度を都との調整により、10月から開始したが、コロナの影
響により想定を下回る件数となった。
ヒアリング業務では、先進的な取組を行う排出事業者のほか、収集運搬業者や
処理業者からも状況を聞くなど、効果的な３Rアドバイスに向けて様々な視点か
ら意見を徴収した。
また、現地の受入が難しい物件については、書面を用いたヒアリングを実施し
た。
現地における実際のアドバイス業務では、ヒアリング等で得た知見を活用し、区
市や都と連携を図りながら、事業系廃棄物の3R促進に繋げている。

○区市町村向け分別回収支援事業は、都との調整により6月から開始し、区市
町村からの問合せや助成金申請等を踏まえた交付要綱・申請の手引きの見直
しを適宜実施しながら、審査体制の構築を図った。
レベルアップ支援における多摩市の事例では、選別の強化に向けた破袋機導
入の申請に対して、書面審査に加え現地確認を実施した。

○新型コロナウイルス感染症の流行により、ＴＯＫＹＯ海ごみゼロアクション事業
は不要不急の対象事業となり、実施に至っていない。

○資源循環分野におけるアジア諸都市との連携においては、新型コロナウィル
ス感染拡大に伴う渡航制限の中、オンラインによるワークショップを開催したこ
とで、アジア圏に加え欧米諸都市からも多くの参加があった。ワークショップで
は、コロナ禍における廃棄物処理の感染症予防対策、循環型経済と資源循環、
廃プラ等に関する情報を提供、共有した。

有

○廃プラスチック市場の情報収
集を反映した対策特設サイトの
開設（10/1）

○廃プラスチック対策セミナー
の実施（12/18）

○排出事業者向け 4回（7/26、
9/20、10/4、11/22開催）
○理解度95%

○処理業者向け 6回
（9/12、9/30、10/29、11/13、
12/5、1/22開催）
○理解度97%

○産業廃棄物処理業者・排出
事業者合同セミナー　1回（2/7
開催197名参加）

○ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ研修 1回（6/7開
催）
○理解度99％

○新規2名育成
（延べ10名）

○研修計画の策定、研修の実
施
（外部研修15件、社内研修・視
察8件、検定1件）
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

自治体の廃棄物処理施
設に対する総合的な技
術支援の実施

○業務を通じて習得した
専門知識を活用し、施設
の計画段階を含めた総
合的な技術支援を検討

○総合的な技術支援の実施（八丈町
等16市町村・組合）

【維持管理業務】
・昭島市
・福生市
・犬山市
【建替え支援業務】
・小平・村山・大和衛生組合
・浅川清流環境組合
・八丈町
・御蔵島村

○計画段階を含めた総合的な技術支援
・限られた人員数の中で、施設の処理方法の変更に伴う設計積算数の増加な
ど弾力的な対応のほか、処理施設の建替えに伴い、一般廃棄物処理整備計画
の計画段階から支援を行い、自治体による適切な工事発注に繋げるなど、中
立・公平な立場での技術支援の実施により公社への信頼を深めた。

【維持管理業務】
・継続して各自治体等への補修工事に伴う設計積算や補修計画を立案した。

【建替え支援業務】
・小村大衛生組合では、工事承諾申請図書に対する不足資料の追加や根拠資
料の補足等を助言するなど、技術的な知見から支援を行った。
・浅川清流環境組合では、竣工後の瑕疵担保処理に関して、稼働当初に見ら
れる初期故障や不具合等への対応方法について、毎月の月報データを分析す
るなどしながら助言するなど、技術的な知見から支援を行った。
・八丈町では、新クリーンセンターに関する発注仕様書の作成から入札に関す
る質問回答など、契約に至るまでの支援を確実に実施したことで、12月23日に
請負事業者の決定に至った。
・御蔵島村では、廃棄物コンサルタント会社が作成した循環型社会形成推進地
域計画について指摘等を行うなど、技術的な見地から支援した。

〇総合的な技術支援
・引き続き、限られた人員で廃棄物処理施
設及びその関連施設の建て替えの計画段
階から建設・維持管理まで、中立・公平な
立場で自治体を技術的に支援していく。

○高効率な施設の整備に向け
た総合的な支援を実施（八丈町
等15市町村・組合）

○海外諸都市への技術支援の
実施

○全国都市清掃会議との連携
による江戸崎施設建設支援の
実施
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戦　略 ⑤／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

助成金事業の利便性
の向上

○助成金事業の都所
管部と連携したPDCA
サイクルの確立

○利用者の視点に
立った審査業務の効
率化

○ZEV普及に向け
て、PR活動を展開

○助成事業の利便性
向上についての意見
交換会を、継続的に
実施するものとして確
立

○助成金事業におい
て電子申請システム
を構築（４事業）

○電車車内広告及び
リスティング広告を実
施

○各種助成金事業の利便性と事業執行率の向上、更には新たな環境施策の
企画・立案及び普及促進に向けて、課題の共有や改善方策について意見交
換を行い、協力関係を深めることを目的として、都所管部署と意見交換会の設
置について実施要領を作成し、2030年度まで毎年度実施するものとした。
（2020年度：7月に意見交換会を実施）

○助成金事業（4事業）において電子申請システムを構築し、これまでは郵送
や持参して申請書類を提出する必要があったが、自宅や職場から24時間いつ
でも申請を行うことが可能とし、利用者の利便性の向上を図ると共に、申請書
類の不備対応にもオンライン化により迅速な対応が可能となり、審査業務の効
率化を行った。
なかでも、DX推進の先駆けとして導入した自家消費プランのシステム構築に
おいては、規程類の改正も同時に行う必要があるなど様々な課題があった
が、都等の関係部署と調整し、円滑に稼働させることができた。

○ZEV普及促進事業の利用者を拡大するため、助成金利用者への直接的な
アプローチ可能な、WEBによるリスティング広告や電車車内広告などの周知活
動を自主的に１月に実施するなど、PR活動を展開した。

【助成金事業の利便性向上】
○オンライン申請、AI-OCRなどICTを活用した
審査業務の効率化を通じて、助成金事業の利
便性を高めるとともに、これまでに培った申請者
ニーズの把握や活用事例の蓄積により、新たな
助成金事業の展開について都への提案を行う
ことで、再エネなど脱炭素エネルギーの転換を
促進する。

中小規模事業所への
省エネ推進事業（都
受託事業）

○省エネルギー診断
及び運用改善技術支
援（500事業所）

○業種別テキスト（1
業種追加）
（全32業種）

○省エネルギー診断
及び運用改善技術支
援（396事業所）

○業種別テキスト（1
業種作成中）
（全32業種）
【令和3年2月】

【省エネルギー診断】
○新型コロナウイルス影響により、省エネルギー診断及び運用改善技術支援
への申込件数が減少し、緊急事態宣言下では診断が実施できなかったため、
実質の稼働期間は７カ月であったが、各種広報を経て、累計の診断数は4,587
事業所となり、目標（4,500事業所）を上回ることができた。
※2020年度申込件数：440件

○業界団体（11件）や区市町村（16件）、事業者等（4件）を訪問し、事業周知を
行う場の提供について協力依頼を実施した。また、新聞等に広告を掲載し幅
広く事業の周知を図り、申込件数の確保に努めた。
　※リーフレット配布数：約21,000部
　※広告掲載：3回

【業種別テキスト】
○業種特有の省エネ対策の余地がある新たな業種としてネットカフェを選定
し、業界団体とアンケート調査や省エネ診断の実施について密に連携を図り、
実態に即した業種特有の省エネ対策の把握に努めた。

有

【コロナ禍での省エネ対策強化】
○省エネルギー対策と新型コロナウイルス感染
症拡大防止の両立を図るため、新たな生活様
式を踏まえた省エネの提案や、オンライン診断
の具体的な実施方法の検討・試行するなど、申
込者確保に向けた見直しを図る。

スマートエネルギー都市の実現に向けた実効性の高い事業展開の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京都環境公社 評価年度：2020年度

クール・ネット東京における質の高い事業展開と認知度向上 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○省エネルギー診断など直接的に都民・事業者と接する現場力を活かすことにより、温暖化対策の普及啓発が進んでいる。
○中小規模事業所への省エネルギー診断を2020年までに4,500事業所に実施するとともに、報告書制度が適切に運用・活用されている。各種事業において、省エネ効果やCO2削減量等が分かりやすく
紹介されている。
○家庭の省エネ対策の定着及びエネルギー消費量の削減に向け、区市町村との連携及び情報発信機能が強化されている。
○再生可能エネルギー由来FIT電気供給モデル事業を通じて培った知識やノウハウの提供により、都内における再生可能エネルギー由来電力の導入が進んでいる。

見直し 1

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○省エネ診断で得られた現場実態に応じて、省エネ対策テキストの改訂を行うとともに、テキストに基づく研修会を71回（2018年４月からの累計）開催し、温暖化対策の普及啓発を図った。
○省エネ診断件数の実績は、積極的な広報活動により累計4,587事業所となり目標を上回ることができた。また、報告書制度は審査作業の効率化や集計結果の公表など適切な運用・活用
を行った。各種事業の省エネ効果等の紹介は、助成事業や省エネルギー診断の活用事例を21事例公表した。
○都内区市町村の補助金情報に加え、国の情報についてもクールネット東京のWEBサイトで閲覧出来るようにするなど、情報発信機能の強化を図った。また、助成金事業の執行率について
検証・分析等を行い、都所管部と課題や必要な取組について共有を図るなど利便性の向上に繋げていくこととした。
○再生可能エネルギー由来FIT電気供給モデル事業では都有施設にも供給を拡大するとともに、その知識やノウハウを冊子「新電力虎の巻」に反映して、再生可能エネルギー導入に関心の
ある自治体等に配布した。また、ノウハウの提供方法として、集団で受講するセミナー形式から個別具体的な支援が行える出張アドバイス支援（継続中含め３自治体）にシフトするなど、効果
的な普及促進を行った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○2018年度助成金事
業の実績を検証・分析
（令和元年6月）

○都所管部との検討
会を行い、利便性を向
上するための新たな
取組を検討・実施

○省エネルギー診断
（366事業所）
（累計4,294事業所）

○業種別テキスト（全
31業種）
（令和2年1月）

○新型コロナウイルスの影響があったも
のの、３年後(2020年度)の到達目標に
掲げた事項については全て達成してお
り、スマートエネルギー都市の実現に向
けた取組を着実に進めた。

○助成事業の利便性を高めるため、都
所管部署と適宜意見交換を行う仕組み
を確立した。また、電子申請システムの
導入や自主的な周知活動を展開し、助
成事業の利便性向上と事業執行率の向
上に貢献した。

○省エネルギー診断及び運用改善支援
では、2020年度については新型コロナ
ウイルスの影響により申込件数が減少
したが、早期に感染症対策を踏まえた
省エネ診断手法を構築し、その実施方
法について関係団体の協力を得て、目
標値の約８割の事業所に対して、実態
に応じた具体的かつ実践的な省エネ対
策の提案・指導を行い、省エネ対策の実
施を促進した。
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

各種事業の省エネ効
果やCO2削減量等を
分かりやすく紹介

○広報計画の策定

○家庭における省エ
ネ事例も含めた公表
内容の更なる充実

〇広報計画を策定
（３月）

〇ホームページのリ
ニューアル（３月）

○ZEV普及促進事業
の活用実績をHPに公
表

〇ターゲット別の広報や行動科学分析に基づく効果的な情報提供を行いつ
つ、外部主体の積極的活用や連携を強化するため、クール・ネット東京全体の
広報計画を３月に策定した。

〇公表内容の更なる充実を図るため、ホームページのリニューアルを行った。
（３月）

○ZEV普及促進事業の活用実績や電気自動車の導入メリットを分かりやすく
示した資料を作成し、ZEVの普及啓発を図った。

【ＺＥＶの普及】
○ZEV関連事業について、誰もが理解できる
よう効果的な情報提供をしつつ、多様な主体
と連携し、各事業の利用者に即した広報・啓
発活動を実施するなど、ZEV普及に向けた気
運を醸成する。

再エネ由来FIT電気
供給モデル事業（自
主事業）

○調達先・供給先の
拡大により蓄積したノ
ウハウを活用したアド
バイス支援の充実及
び戦略的普及広報の
立案

 
○これまでの事業の
検証と今後の方針を
策定

○出張アドバイス支
援事業の実施中１件
（青梅市）

○冊子「新電力虎の
巻」を改訂するととも
に、概要版を作成・公
表（12月）

○公社版RE100に向
けた取組の検討

○2020年度についても、具体的な支援が可能な出張アドバイス支援事業を行
うこととしていたが（青梅市）、新型コロナウイルスの影響を加味して、支援期
間を令和３年７月まで延長した。

○これまでに作成した「新電力虎の巻」について、最新の情報に更新するとと
もに、昨年度の「設立検討編」に続き「手続き編」を見やすくするなど、関心の
ある企業・自治体等に寄り添った普及活動を行った。さらに、「概要版」を作成・
公表することで、検討を始めたばかりの団体等の一助になるようにした。（12月
に公表）

〇上記のような実績を踏まえ、クール・ネット東京全体の広報計画を策定し
て、戦略的に普及活動を実施していくこととした。

○今後については、小売電気事業者（PPS）としての再エネ由来FIT電力供給
を継続し、ノウハウを用いて自治体等へのアドバイス等を行うほか、再エネ由
来証書の活用など、新たに公社版RE100に向けた取組を推進していくこととし
た。

〇再エネＦＩＴ事業において、再エネ電力需給調
整等に係る知見を得るとともに区市町村へのノ
ウハウ提供を実施してきたが、FIT電力に限らな
い再エネ電力の調達及び供給が必要であると
認識し、事業を再構築して継続実施する。

○省エネルギー診断
の活用事例をHPに追
加公表
（令和元年10月）

○事業の活用事例及
び事業分析結果を公
表
（令和2年3月）

○家庭向け省エネ対
策リーフレットの作成

○出張アドバイス支援
事業の実施1件

○冊子「新電力虎の
巻」を改訂・活用してノ
ウハウ提供を強化

○新たな電力調達とし
て廃棄物発電を組入
れ
（令和元年10月）

○都有1施設に供給を
拡大（平成31年4月）

○クール・ネット東京全体の広報計画策
定や、ホームページのリニューアル及び
ZEV普及促進事業の活用実績など公表
内容の更なる充実を図り、制度の認知
度を高めるための取組を行った。
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戦　略 ⑥／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

情報発信力の強化 ○700名増
（合計3,070名）

○WEB会員登録者数570名増
（合計3,064名）

○イベントを通じて会員登録を募っていたが、当初出展を計
画していた８件のイベントが新型コロナウイルス感染症の影
響から中止となったため、急遽オンラインイベント２件への出
展に変更した。このほか、ＳＮＳ（ＦＢ、ツイッター、インスタグ
ラム及びＬＩＮＥ等）における情報発信（179回）やデジタルサ
イネージや環境紙面への掲載も継続的に取り組み、WEB会
員数の着実な増加に繋げた。なお、新規登録者の約７割
が、体験プログラムを実施できた７月から１２月の６か月間
に登録していることから、年間を通じて体験プログラムを実
施できていれば、目標登録者数に達したと考えられる。

有 ○新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、対面式イベントの中止が増加している
が、オンラインイベントやSNSによる情報
発信などデジタル技術を活用して、引き続
き積極的な広報展開に努めていく。

活動効果の見える化 ○新規地域における植
生管理及び林縁部の保
全の実施
（植生管理2ヵ所・継続
管理8ヵ所、林縁部1地
域）

○植生管理及び林縁部
の保全に関する活動内
容に係るWEBサイト公
開情報の充実

○新規地域における植生管理
及び林縁部の保全の実施
・植生管理2か所
　清瀬松山緑地保全地域（7月）
　宇津木緑地保全地域（11月）
・継続管理8か所
　八王子長房、小比企（９月）
　八王子滝山、南沢（10月）
　八王子館町、海道（11月）
八王子大谷、矢川
（12月）
・林縁部の保全
　1地域完了

○活動内容の効果情報のWEB
サイト公開
（12月）

○保全地域活動団体と情報共有を図り、雑草が繁茂するな
ど植生回復作業の行き届いていない地域を選定し、体験プ
ログラム等を活用した植生回復作業を実施した。
また、林縁部の保全については、地域自治体及び近隣住民
の理解を得ながら円滑に作業を進めた。

○見える化について、活動状況等を取りまとめ、「里山へＧ
Ｏ！」ＨＰに掲載した。
2020.年12月　海道緑地保全地域

○良好な自然を将来に引き継いでいくた
め必要な植生管理を継続して実施すると
ともに、周辺住民の安全確保、生物多様
性の回復を図るため林縁部の植生管理に
ついても引き続き取り組んでいく。

○継続的に活動効果の分かりやすい情
報発信に努め、都民の自然環境の保全
や生物多様性への関心を喚起していく。

体験プログラムの実
施とリピーター層の拡
大

○35回以上/年度
（中級者プログラムの内
容充実）

○体験プログラムに3回
以上参加したリピーター
数
累計330名

〇15回実施
(うち中級者プログラム2回実施)

〇体験プログラムに3回以上参
加したリピーター数287名

○中級者プログラムは、各保全地域のあり方や活動団体の
目標等を知る講習内容とし、現地において保全活動の意義
を周知するとともに活動団体への参加を促した。

○新型コロナウイルス感染症対策に伴い、４月から６月及び
１月から３月にプログラムを開催できず15回の実施にとどま
り、リピーターを対象とした中級者プログラムも３回の計画が
２回となったほか、７月から１２月までの間に開催できたプロ
グラムでは、感染症対策を考慮し定員を削減して実施したも
のの、SNSやメールマガジン等で開催情報について積極的
に発信した結果、287名のリピーターを確保した。

有 ○新型コロナウイルス感染症対策に配慮
しつつ体験プログラムの着実な実施を目
指す。

○継続して、中級者プログラムの実施回
数増や内容の充実を図ることでリピーター
層の拡大を図る。

豊かな自然環境の保全を支える環境整備と裾野の拡大 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京都環境公社 評価年度：2020年度

緑地保全活動におけるボランティア人材の不足 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○新たなボランティア人材の掘り起しのため、森林・緑地保全活動情報センターによる情報発信強化や保全地域体験プログラムの開催により、保全活動の参加者数が拡大し、都民の生物多様性への
意識が醸成されている。
（WEB会員登録者数3,070名、体験プログラム開催35回）
○保全地域内の荒廃した樹林地などについて、皆伐更新や湿地復元など植生回復の取り組みにより多様な生物の生息・生育空間の確保が推進されている。
○公社や保全地域活動団体のよりきめ細やかな指導・サポートの結果、保全地域の新たな担い手となりうるリピーター層が一定程度確保されている。（リピーター数330名）

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○新型コロナウイルス感染症の流行の影響により、多くのイベントが中止となったことに伴いＰＲ等を中心とする情報発信の回数も減少したが、オンラインイベントやSNSなどによる情報発
信に取り組み、３年後の到達目標である合計会員数3,070名に対し、ほぼ目標を達成した。
（WEB会員登録者数3,064名)
○活動団体と連携した保全地域の皆伐更新や湿地復元など計画的に進めるほか、住宅地に隣接した林縁部の植生管理を行うなど多様な生物の生息・生育空間及び安全の確保に取り組
んだ。（2018年度から累計24地域「新規6、継続18」）
○新たに中級者向けの体験プログラムや継続参加に対する特典を企画することにより、保全地域を管理する新たな担い手になり得るリピーター層の確保を図った。（３回以上のリピーター
数　287名、2018年度からの体験プログラムの開催数78回　3か年平均26回）

○29回実施
（中級者プログラムの企画・試
行／10月）

○満足度95％

○体験プログラムに3回以上参
加したリピーター数280名

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○WEB会員登録者数779名増
（合計2,494名）

○新規地域における植生管理
の実施2ヶ所
・南沢緑地保全地域（10月）
・八王子滝山里山保全地域
（12月、2月）

（継続管理累計6ヶ所）
・八王子館町緑地保全地域（9
月）
・八王子長房緑地保全地域
（10月）
・八王子大谷緑地保全地域
（12月）
・海道緑地保全地域（11月）
・小比企緑地保全地域（9月）
・矢川緑地保全地域（2月）

○新型コロナの影響で保全体活動の実施
回数の減など影響はあったが、３年後
(2020年度)の到達目標に掲げた事項につ
いては、概ね達成し、自然環境保全の環
境整備を進めた。

〇情報発信力の強化では、オンラインイベ
ントやSNSなど、デジタル技術を活用しな
がら情報発信に取り組み、３年後の到達
目標である合計会員数3,070名に対し、ほ
ぼ目標を達成した。

○体験プログラムは、荒天や新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響により中止せざ
るを得ない状況となったが、感染対策に工
夫をしながら可能な範囲でプログラムを着
実に実施し、3か年で78回実施するなどボ
ランティア活動の新たな担い手になり得る
リピーター数の確保に向けた取組を推進し
た。

○活動効果の見える化では、活動団体と
情報共有を図りながら、植生管理を計画
的に行い、管理区域拡大することにより、
良好な自然環境の保全、生物多様性の向
上に貢献した。また、HP等を活用し、活動
効果の分かりやすい情報発信に努め、都
民の自然環境の保全や生物多様性への
関心を高める取組を進めた。
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団体名： 公益財団法人東京都環境公社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

新型コロナウイルス感染拡大によるイベント中止や長期間に及ぶ対面事業の休止などの影響があったなかでも、ＳＮＳ発信や各種広報の工夫をするなどして事業の成果を挙げ、各経
営課題に対して戦略的に取組を前進させており、概ね目標を達成できたことを評価する。
また、都と連携した迅速な対応で電子申請システムを短期間に構築し、助成事業の利便性向上を図るなど、都庁グループの一員として先駆的にＤＸを推進した。

「①公社の持続可能な成長を可能にする戦略的な経営の推進」に係る取組については、気候変動を巡る動向やSDGsに対する認識の高まりなどを踏まえた「2030年に向けた公社アク
ションプラン」の策定に向けて検討を進めたほか、評議員会に外部からの委員を加えたり、理事会・評議員会をWEB開催とし活発な意見交換を促進したりと、コロナ禍での戦略的な
経営の推進に向けて前進したものと評価できる。また、決算分析や収支予測等により財務状況の確実な把握に努め、柔軟な公社経営を図るとともに、黒字収支を実現した。

「②新たな行政課題にも対応する人材の育成と確保」に係る取組については、民間や大学等と連携し環境学習の講座やセミナーをオンラインにより開催するなど、柔軟な対応で多く
の参加者を集め、他団体との連携を深めた。また、事業者向け講習会・セミナーの研修講師育成や、例年にない11月１日採用による技術職の大幅な人員確保など、人材の育成と確保
を進めるとともに、テレワーク環境の整備やオンライン会議に係る研修の実施により、新しい働き方を見据えた職場環境の整備に係る取組を着実に進捗させている。

「③都環境施策に資する先駆的・独創的な研究等の推進」に係る取組については、科研費等外部資金導入研究が連続して採択されているほか、コロナ禍においても学会発表や原著論
文掲載等により研究成果の外部への発信を行っており、調査研究機関としてのプレゼンス向上に向け積極的に取り組んでいると評価できる。

「④公社の専門性を発揮した３R・適正処理の促進」に係る取組については、廃プラスチック適正処理に関して、処理業者等へのヒアリング等による情報収集を行い、現場の声を拾
い上げるとともに、その結果に基づく情報発信やセミナー開催など、持続可能なプラスチック利用に向けた普及啓発を着実に進めた。また、区市町村向け分別回収支援や自治体の廃
棄物処理施設に対する総合的な技術支援を推進するなど、現場に強みを持つ公社の専門性を存分に発揮したものと評価できる。

「⑤スマートエネルギー都市の実現に向けた実効性の高い事業展開の推進」に係る取組については、ＤＸ推進の先駆けとして、都と連携した迅速な対応で電子申請システムを短期間
に構築し、自家消費プランを筆頭に４事業の電子申請を可能とするなど、助成事業の利便性向上を図った。また、省エネ診断については、新型コロナの影響で実働７カ月であったも
のの、各種広報の充実等により累計の目標診断数を達成するなど、効果的に事業展開を行っていると評価できる。

「⑥豊かな自然環境の保全を支える環境整備と裾野の拡大」に係る取組については、ボランティア人材確保に向けて、コロナ禍においてもオンラインイベントやSNSなどの活用、デ
ジタルサイネージ、環境紙面への活動状況の継続的掲載等による情報発信により、2020年度の到達目標であるＷＥＢ会員登録者数の目標をほぼ達成した。また、体験プログラムは新
型コロナの影響が大きく実働６カ月であったが、感染対策の徹底と規模の縮小をしながらも、ＳＮＳ発信の強化などの工夫により、ボランティア活動の新たな担い手になり得るリ
ピーター数の確保について目標の８割を超え、都民の生物多様性に対する意識醸成を着実に進めた。

今後は、新型コロナの状況や都の政策動向等も見据えながら、デジタル技術の活用等により、さらなる取組の推進を期待したい。
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戦　略 ①／ 3

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

○中長期的な経営方
針に基づく運営体制
の構築

・計画実施
・計画内容の検証と
見直し

・通例化による計画実施
・実績の総括及び経営改革プランと
の位置づけ整理

・2019年度を最終年度とする中期経営方針の位置づけについて整理
を行った。また、実施計画の進捗状況や成果等の把握と検証を行うと
ともに、計画を通例化して実施している。

・今後は、経営改革プランを財団の経営方針や経営戦略として位
置づけ、新たな取組などを打ち出していく。

○人材確保
 ・専門職の確保

・専門職の採用・確保 ・当初計画どおりの専門職の確保 ・無期雇用転換可能職及び報酬額の関係規程の改正（2018年4月1
日）以降、専門スキルを持った職員の安定的な雇用を行っている。
2020年度末は1名の職員の無期雇用転換を実現し、専門人材を確保
した。
・働き方改革に対応し、専門性を有する非常勤職員等の処遇の改善
を行った（2020年4月1日施行）。

・今後も無期雇用転換対象となる職員への周知を早めに行い、専
門人材の早期の確保を図っていく。

○人材育成
 ・固有職員の専門性
の向上

・実施状況を検証し
対象等の拡大を検討
・新たな人事制度の
運用

・新型コロナウイルス感染症禍にお
ける職員の専門性向上のための代
替講座の実施
・新たな人事制度の運用の継続
・経験者採用の実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により、現場体験研修の受入れ
先（福祉施設）確保が困難となり研修を中止したが、新たに「認知症
サポーター養成講座」を実施し、固有職員の専門性向上を図った。
・経験者採用を実施し、多様な職務経験や専門性を持つ職員を確保
するとともに、2021年4月の定期異動時も室長職昇任の新基準に基
づく昇任発令を行うなど、柔軟な人事制度を運用している。

有 ・2020年度末に改訂した「職員人材育成基本方針」及び「人材育
成実施計画」に基づき、職層ごとに求められる人材像を踏まえた
計画的な人材育成を行っていく。
・改正した人事異動基準や昇任選考基準により、柔軟な人事制度
を運用していく。

○経営効率化
 ・定型業務の外注化

・庶務事務システム
及び人事・給与シス
テムの安定的な運用
・システムの導入に
加え、外注化を進め
ることによる、職員の
超過勤務の削減や単
純定型業務の見直し

・各システムの安定的な運用による
業務効率化及び生産性向上
・社会保険事務の外注化継続
・ポストコロナ対応としてオンライン
研修等の積極的な導入及び手法の
検討
   （研修・セミナー事業における導入
率84.6％）

・2019年12月の庶務事務システムの稼働により旅費業務がシステム
化され、確認業務等の効率化によって職員（臨時職員1名）の削減を
行った。また、2020年4月の人事・給与システム稼働により、給与明細
のペーパーレス化を実現した。
・年末調整業務などの繁忙期には、人材派遣職員（他業務兼務）を活
用し、業務の効率化を図った。
・新型コロナウイルス感染症禍においても着実に事業を推進するた
め、研修等のオンライン化を積極的に導入・推進するとともに、並行し
て実践形式を伴う研修等はその質の確保が課題であるため、プロ
ジェクトチームによる手法の検討を行い、検討の成果は財団内で共
有化を図った。

有 ・庶務事務及び人事給与システムの安定的な運用、定型業務の
外注化により、引き続き経営の効率化を図っていく。
・今後は、2021年度当初に策定した「2021年度　財団のＤＸ推進基
本方針」に基づき、都民（利用者や受講生）や社会、東京都等の
ニーズに対応しながらサービスの質の向上、業務の効率化、職員
の働き方改革を推進させ、財団がこれまで以上に都民や関係団
体から必要とされる組織を目指していく。

○コンプライアンス・
ガバナンス確保に向
けた取組の強化
 ・監査体制等の強化

・外部監査制度の導
入

・新たな監査法人との契約による外
部監査機能強化
・新たに顧問税理士と契約したこと
による税務事務強化

・財務会計について、財団の概況と課題を抽出するため、外部監査
人による予備調査を実施した結果、会計処理や事務手続き等に関す
る指摘・助言等を受けたため、当財団にとって最も適切な改善策を検
討し、2020年度決算から会計体系の変更や科目修正等の改善を行っ
た。
・税務では、新たに顧問税理士と契約したことにより、税務申告時の
相談や内容確認、税務監査対応などができる体制が整った。
・財務会計及び税務について、それぞれ高い専門性を持つ者と連携
を図れるようになったため、これまで以上のコンプライアンス・ガバナ
ンス確保を実現した。

・2020年度決算においては、外部監査人からの指摘・助言等に基
づく会計処理の変更について、決算報告書の「財務諸表に対する
注記」にその内容を記載することにより対外的な説明を行う。
・2020年度の会計体系の変更に加え、2021年度からは城北労働・
福祉センターとの合併により、会計処理が一部変更になるため、
外部監査人や顧問税理士に相談しながら適切な処理を行ってき
ており、今後の会計処理も、効率的かつ確実に実施できるよう、
外部監査人に意見・助言を求めるとともに、顧問税理士による税
務処理等のチェック体制の確保に努め、コンプライアンス・ガバナ
ンス強化を図っていく。

○コンプライアンス・
ガバナンス確保に向
けた取組の強化
 ・契約制度の見直し

・契約における競争
性の向上

・電子入札システム「ビジネスチャン
スナビ」による入札実施
   実績52件
   電子入札による実施率99％

・現行業者のシステム導入状況調査と並行し、新型コロナウイルス感
染症禍における3密防止対策のため、導入促進を図ったことで、高い
電子入札実施率となった。
・実際の運用において、新規参入業者も多く見られ、競争性の向上に
寄与している。

有 ・今後も積極的に契約における競争性を確保するため、公募手段
として電子入札システムの活用を徹底していく。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

5

○中長期的な経営方針に基づく運営体制の構築
 ・中長期を見据えた経営方針や事業計画が策定され、財団の強みを活かし、現場のニーズなどを踏まえた事業を展開している。
○人材の育成・確保
 ・職員の計画的な採用と専門性が高い職員の育成や任用が進み、運営体制の強化が図られている。
○経営の効率化
 ・内部管理事務の外部委託が進み、効率的な執行体制が実現している。
○コンプライアンス、ガバナンスの確保に向けた取組の強化
 ・外部監査体制の構築や契約制度を見直すことにより、コンプライアンスやガバナンスの強化が図られている。

 ・中長期的な経営方針に基づく運営体制の構築については、中期経営方針実施計画事項を通例化しており、新型コロナウイルス感染症禍においても財団の強みを活かしながら現場のニーズを踏まえた事業
展開などを着実に進めた。
 ・人材の育成・確保については、新たな人事制度のもと専門人材の確保など、安定的かつ柔軟な人員配置ができたとともに、財団における人材育成の課題に則した採用制度の導入や「職員人材育成基本方
針」の改訂を行い、運営体制の強化を図った。
 ・経営の効率化については、庶務事務システムのオンライン化を実現したとともに、人事給与システムが稼働したことによるペーパーレス化が進み、生産性や業務効率が向上した。また、ポストコロナを見据
え、研修実施におけるオンライン手法の検討を行い、検討結果は組織内で共有化を図ったことに加え、財団のＤＸ推進についての検討に着手した。
 ・コンプライアンス、ガバナンスの確保に向けた取組の強化については、外部監査制度の導入や契約制度の見直しについて着実に取り組み、経営基盤の強化を図った。

見直し

・「中期経営方針の実
施計画」の各計画事
業を着実に実施

・社会保険事務の外
注化継続
・庶務事務システムを
導入し、オンライン化
を実現

○中長期的な経営方針に基づく運営体制の構築に
ついては、「中期経営方針の実施計画」を通例化し
た上で着実に実施し、財団が持つ情報や資源を活
用した自主事業の展開や、財団職員の人材確保・育
成を強化することが継続してできた。

○専門職の確保については、専門スキルを持った任
期付職員及び非常勤職員の無期雇用転換や、働き
方改革に対応する処遇改善を行い、一定数の専門
職の確保を達成することができた。

○固有職員の専門性の向上については、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により固有職員を対象とし
た福祉の現場体験研修を中止せざるを得なかった
が、新たな研修テーマを設定し、現場感覚の育成に
努めた。また、職員の職務経験や専門性を踏まえ昇
任選考基準の改正を行ったことや、多様な職務経験
等を持つ職員を確保するため経験者採用を実施し
たことにより、安定的かつ柔軟な任用及び人材の確
保ができた。

○定型業務の外注化については、庶務事務システ
ムに加えて人事・給与システムが稼働したことによ
り、超勤・旅費に関する申請や給与明細が完全に
ペーパーレス化でき、組織全体の業務効率や生産
性を大きく向上させることができた。事業運営につい
ても積極的に研修のオンライン化を図り、都民（利用
者や受講生）ニーズや都の施策への対応に努めた。

○監査体制等の強化については、新たに契約した
外部監査人や顧問税理士からの指導・助言等に的
確に対応し、これまで以上にコンプライアンス・ガバ
ナンス強化を図ることができたとともに、城北労働・
福祉センターとの合併や東京都からの新規事業受
入れの際も有効活用し、円滑に2021年度の運営体
制を構築できた。

○契約制度の見直しについては、電子入札システム
を活用したことにより、新規参入業者が増えるなど、
契約における競争性の向上を図ることができたとと
もに、職員に対して契約制度に関する研修を実施
し、これまで以上にコンプライアンス・ガバナンス強化
を図ることができた。

―

―

・当初計画どおり専門
職の確保

・当初計画どおり研修
を実施
・人事異動基準、昇任
選考基準を改正し、人
事配置において柔軟
に対応

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都福祉保健財団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

自律的経営に向けた体制の整備

自律的経営を支える経営基盤の強化

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 3

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

○福祉人材の確保
 ・働きやすい福祉事
業所等の見える化

有 ・2021年度は、効果検証をもとに、さらなる宣言事業所の確保に繋げるための
方策として、未宣言法人向けセミナー及び宣言済み法人向けセミナーを新た
に実施する。
・事業効果として福祉人材の確保・定着に繋がっていることを踏まえ、効果検
証冊子を作成するとともに、未宣言法人向けセミナーや事業者支援コーディ
ネーター派遣等で配付・活用し、職場宣言のメリット等を広く周知することで、
さらなる宣言法人・事業所の確保に努めていく。
・2021年度も引き続き、事業者支援コーディネーター派遣を円滑に実施し、当
該年度の宣言申請に繋がるよう都及びコーディネーターと連携しながら進め
ていく。
・東京都社会福祉事業団には、宣言申請に繋がるよう継続して支援していく。

・効果検証をもとに学識経験者を交えた検討委員会で議論したことを踏まえ、申請手続
きの簡略化や宣言メリットの拡充策等について、財団から都に提案し、双方による検
討・協議の上、宣言の拡充に効果があると考えられる取組を決定し、円滑に実施した。
・事業者支援コーディネーター派遣について、募集当初は新型コロナウイルス感染症の
影響により応募件数は低調だったが、対象事業所に対して多様な媒体で事業周知を行
うとともに、コーディネーターの訪問を敬遠する事業者に対しては、オンラインや事業所
以外の場所の提供によるヒアリング対応等を提案した結果、69法人からの応募につな
がった。その後厳正なる選定を行い、50法人に対してコーディネーターを派遣し、2020
度末までの間に、働きやすい職場づくりについてアドバイス等を行った。担当者の退職
等の理由により、4法人は辞退したものの、46法人の支援を実施し、終了した。
・職場宣言の申請に前向きな検討をしている東京都社会福祉事業団に訪問し、個別に
簡易版スタートアップセミナーを実施し、申請に向けた助言・アドバイス等を行った。ま
た、宣言申請書の作成方法や現地確認等のアドバイスも行い、今後宣言申請できるよ
う支援を実施した。

・3ヵ年事業効果検証に基づく申請手
続きの簡略化及び宣言法人（事業
所）へのメリット拡充策の決定
・新規申請件数
　45法人（248事業所）
・更新申請件数
　36法人（138事業所）
・新型コロナウイルス感染症対策を
踏まえた事業者支援コーディネー
ター派遣の円滑な実施
  46法人を支援（うち、2法人から
2020年度に宣言申請）
・東京都社会福祉事業団（政策連携
団体）への個別訪問支援を実施

・3ヵ年の事業結果の検証の実施と事業
見直し（都に提案）
・事業者支援コーディネーターの派遣

・2020年度実施予定の事業効果
検証アンケートを前倒し実施
・事業所への個別訪問及び事業
者への事業PRを実施（財団によ
る自主的な取組）
・働きやすい福祉の職場づくりへ
の取組を推進する冊子の作成・
配布
・スタートアップセミナー参加法人
数331法人
・申請件数58法人（377事業所）

団体自己評価

○行政支援分野の拡大
 ・財団が強みを持つ福祉人材の育成・確保に関するノウハウを活かし、従来からの高齢・保育分野における人材育成事業に加え、新たに障害分野や生活福祉分野においても取組を拡大し、都の喫緊の課題である福祉人材対策に総合的に対応する体制やノウハウを構築して
いる。その他の既存事業においても、障害分野への展開を進めている。
○区市町村支援の強化等
 ・指定市町村事務受託法人事業（指導検査業務）、高齢者の権利擁護事業及び生活困窮者の自立支援事業等の高い専門性を求められる分野において、財団が持つ専門的ノウハウや専門人材を活用した区市町村への支援を展開している。事務受託法人事業については、介
護サービス分野に加え、区市町村からのニーズの高い障害分野においても受託を拡大し、区市町村の指導検査体制の充実強化に寄与している。

見直し 1,2,3

○働きやすい福祉事業所等の見える化
については、新たに実施した事業者支援
コーディネーター派遣を確実に宣言申請
の方向に繋げたとともに、効果検証の結
果を有効活用し、宣言メリットの拡充策
や、さらなる宣言事業所の確保策を打ち
出すなど、財団が主体性を持って事業運
営を行うことができた。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

 ・行政支援分野の拡大については、新たな事業分野として拡大した生活福祉分野事業を開始するとともに、都の施策動向を見据えながら次年度以降の事業展開の検討を行うなど、都の喫緊の課題である福祉人材対策への取組を継続して進めた。また、新型コロ
ナウイルス感染症禍の緊急事態時において都が2020年度補正予算によって実施することになった高齢者施設に対する新型コロナウイルス感染症対策強化事業では、政策連携団体としての役割を理解し、柔軟かつ積極的な対応をしており、都の福祉保健医療行政
の補完及び支援を行った。
 ・区市町村支援の強化等については、高齢者の権利擁護事業においては研修や相談支援事業に加えて、実務に役立つ資料集を作成し、配付するなど支援の強化を図った。また、新たな区市町村支援として、生活困窮者の自立支援事業を開始し、財団による区市
町村支援の範囲を拡大した。さらに、事務受託法人事業については、従来からの介護サービス分野に加え、2018年度から障害サービス分野への受託を拡大したとともに、2020年度には2つの受託サービスの拡大をするなど、区市町村の指導検査体制の充実に寄
与した。
 ・各種研修等の実施にあたっては、オンラインやオンデマンド媒体を積極的に導入・活用し、新型コロナウイルス感染症禍においても都の施策や都民、事業者等のニーズへの対応に努めた。今後は、実習やグループワーク等の実践形式が伴う研修等について、受
講者や事業者の反響を踏まえながら、集合型とオンライン・オンデマンドを併用するなど、より適切かつ効果的な方法を選択して実施していく。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

行政支援分野の拡大や区市町村支援の強化等 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都福祉保健財団 評価年度：2020年度

福祉保健医療行政の補完・支援機能の強化 第２期プランとの関係
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団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

○介護保険制度の円
滑な運営に資する人
材の養成
 ・介護支援専門員（ケ
アマネジャー）養成事
業（1998年度開始）

・新型コロナウイルス感染症の感染状況や緊急事態宣言の発令等の状況を
踏まえ、都や関係団体と密に連携を図りながら円滑に試験・研修運営を行っ
ていく。

（試験）
・外的要因（受験資格の経過措置終了及び新型コロナウイルス感染症の感染
拡大）により受験者の動向予測が困難であるが、受験申込者の増減により試
験当日運営に向けた柔軟な実施体制を確保する。
・試験実施にあたっては、受験者の安全面に配慮し、必要な感染症対策を講
じ、公正公平な試験運営を行っていく。

・自主事業であるため、受験資格の経過措置終了に加え、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、受験申込者数の大幅減に伴う収支の悪化が生じて
いる。既存業務の効率化を図ったうえで、電子申請システムの導入検討を含
め、収支の改善を図っていく。

（実務研修）
・延期とした2020年度合格者を対象とした第１期は、2021年度6月末までに実
施できるよう調整を図っていく。
・2021年度においても、新型コロナウイルス感染症の影響により通常実施が
困難なため、国及び都の動向を注視しながら研修のオンライン化について試
行・検証を実施する。

（専門研修Ⅰ）
・2020年2月25日から2023年3月31日までに介護支援専門員証の有効期限が
満了する者は、有効期限満了日の翌日から3年間は資格を喪失しない取扱い
（特例措置）とすることが都から示されているため、対象者に対する適切な案
内を行っていく。

有

（試験）
・2018年度からの受験資格要件の厳格化と、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、受験者数が大幅に減少している。また、指定居宅介護支援事業所の管理者要件の
変更や介護職員の処遇向上等の影響も計画数を下回った要因としてあげられる。

（実務研修）
・新型コロナウイルス感染症の影響により、2019年度試験合格者を対象とした第1期
（2020年6月～9月）の研修開催を中止したとともに、2020年度試験合格者を対象とした
第1期（2021年1月～3月）を延期したことに加えて、新型コロナウイルス感染症対策とし
て定員規模を縮小して実施しているため、大幅な受講者減となった。

（専門研修Ⅰ）
・新型コロナウイルス感染症の影響により、第1期のみ実施し、第２期の中止及び第３
期は2021年度に延期したとともに、実務研修同様に、定員規模を縮小して実施している
ため、大幅な受講者減となった。

・外的要因や受講者増減に応じた柔
軟な事業執行対応

・実務研修受講試験
  受験者数3,527人
  （申込者数4,100人）

・実務研修　  養成数276人

・専門研修Ⅰ  養成数255人

※各種研修の開催是非については、
都から研修実施機関への通知に基
づき判断したもの

・毎年度の受験者数・受講者数の変動に
応じた執行体制の整備

・5,000 人程度の受験を想定

・1,437 人の養成を想定

・専門研修Ⅰ（1,333人）を継続実施

・外的要因や受講者増減に応じ
た柔軟な事業執行対応

・試験
受験者数2,132人
（申込者数3,727人）

・実務研修
（第２期）146人
（第３期）未実施
（第１期(1～3月期)）未実施

・専門研修Ⅰ
（第１期）638人
（第２期）477人

（介護職員の宿舎借り上げ支援）
・引き続き、事業拡充について周知を徹底するとともに、適正な助成事務を円
滑に行えるように取り組み、助成戸数実績の増に努めていく。
・新規法人向け説明会の代替手段として、制度の概要に関する動画の作成・
掲載に取り組むとともに、継続法人には書類作成に係る変更点の資料を作
成・送付し、適正な提出書類となるよう促す。また、都と調整のうえ、法人の事
務軽減に繋がるような様式及び提出書類の見直しを実施する。
・2020年度辞退法人に対して、2021年度の事業活用を促進する。

（介護職員のキャリアパス導入への支援による定着促進）
・キャリア段位制度に基づくキャリアパス導入支援は、2021年度までの新規受
付を着実に行うとともに、新たな取組として実施する介護現場における生産性
向上に向けた職場環境整備の支援においては、セミナーを開催するなど効果
的な普及啓発と併せながら、キャリア段位制度によらない制度でも人材育成
の仕組みづくりを支援していく。

（介護資格取得支援による人材育成）
・都における介護職員の国家資格取得率は、推計で50％を超える程度である
ため、さらなる資格取得を促進することにより、介護の質の向上を図っていく
必要がある。引き続き、全対象法人に広報し、制度の普及・定着に努めてい
く。

（新卒学生の介護職採用に繋がる支援策）
・2021年度から申請手続きの簡素化（事業計画の廃止）及び申請要件の緩和
（卒後5年未満要件の緩和）を行い、より利用しやすい制度にすることにより、
申請可能な対象者の拡大を図っていく。
・引き続き、法人の制度導入に向けた相談支援を強化していくとともに、申請
書類のさらなる簡素化・省略化について都と協議し、制度の普及に繋げてい
く。

（外国人介護従事者の受入れ環境整備）
・外国人介護職員を雇用するイメージ、メリット等を伝えるチラシ、ウェブコンテ
ンツの作成を創意工夫し、セミナー等の受講申込事業所数の増を図っていく。
・2020年度のアンケート結果等を踏まえ、講義内容の改善を図るとともに、
2021年度もセミナー等をｅラーニングにより開催し、新型コロナウイルス感染
症禍における介護事業所の外国人介護従事者受入れ環境整備を促進してい
く。

有

（介護職員の宿舎借り上げ支援）
・新型コロナウイルス感染症の影響により説明会の開催は断念したものの、代替手段
を講じて要件緩和による事業拡充内容をより広く周知し、本事業の活用を促すととも
に、申請に係る事業者への適切な支援を行った結果、計画値（1,499戸）を上回る申請
（1,894戸）となった。
・2020年度から1事業所当たりの助成戸数が最大4戸から20戸までに拡大するととも
に、新規募集期間も延長し、法人の要望や意見に沿った事業見直しを行ったことで、助
成実績は前年度と比較して倍増した。
・計画値を下回った理由は、入居希望者及び新規採用職員がいなかったことや、新型
コロナウイルス感染症の影響により外国籍職員の入国が不可となったこと、入居者選
定に時間を要した等が要因としてあげられる。

（介護職員のキャリアパス導入への支援による定着促進）
・レベル認定者数は、全国7,300人のうち都内は2,215人と約3分の1を占めており、本支
援の成果であると考えられる。
・2020年度は、当初申請数が247事業所にとどまったため、都と調整し、受付期間を延
長し、再周知を行うなど、申請事業所の掘り起こしに努めた。
・計画値（380事業所）を下回った理由は、キャリア段位制度が国家戦略から外れ、国の
関与がなくなったことで、レベル認定を受けるものが減っており、本事業を活用できる事
業者が限られてしまっている状況にあることが要因としてあげられる。

（介護資格取得支援による人材育成）
・計画値（270人）の3倍を超える申請があったため、当該ニーズに対応できるよう財団
に対する補助額の増額について都と協議し、申請者全てに助成した。
・政策効果を高めることを目的に助成金を交付した法人にアンケートを実施してところ、
90％を超える法人が「本制度によって加算の取得・維持や職員の定着が図られ、より
安定した事業所運営ができるようになった」と回答していることから、大きな政策効果が
あったと考えている。

（新卒学生の介護職採用に繋がる支援策）
・対象事業所の全法人への事業周知とともに、学校関係者や学生向けの事業周知を
行ったことや、新型コロナウイルス感染症禍においても補助金説明会を動画配信により
開催したことから、前年度実績と比較して36事業所・71人増となり、着実に実績を伸ば
している。
・計画値（600人）を下回った理由は、前年度同様に、本制度は法人内で手当て制度の
創設や、労務関係規程整備、資金確保などが必要であるため、法人内でその調整・整
備に時間を要すること等が要因としてあげられる。

（外国人介護従事者の受入れ環境整備）
・都内で介護サービスを提供する全法人に対し、セミナー等に関するチラシの郵送を
行ったほか、関係団体のホームページ等も活用し、積極的に周知を行った。
・セミナー等の開催は、新型コロナウイルス感染症の影響により集合型からｅラーニン
グによる実施方法に変更した。
・セミナー等の実績が前年度と比較して減少している理由は、新型コロナウイルス感染
症に関する水際対策により、外国人介護職員の入国が不透明な中、介護事業所が外
国人の受入れについて慎重になっていることが要因としてあげられる。

○介護人材対策事業について、新型
コロナウイルス感染症対策を踏まえ
た実施方法の見直しや事業実施に
基づく改善案を都に提案（各取組実
績は以下のとおり）
 

・介護職員の宿舎借り上げ支援
   1,146戸
   （申請数1,894戸）
   ※2020年度は全て新規扱い
 

・介護職員のキャリアパス導入への
支援による定着促進
   211事業所
   （申請数251事業所）

 ・介護資格取得支援による人材育
成
   842人

 ・新卒学生の介護職採用に繋がる
支援策
   314人（207事業所）
   （申請数318人（209事業所））

 ・外国人介護従事者の受入れ環境
整備
   セミナー109事業所
   （受講決定事業所数145事業所）
   指導者研修69事業所
   （受講決定事業所数102事業所）
※セミナー、研修ともに実施方法の
変更に伴い、個人単位から事業所単
位での申込受付に変更

○これまでの取組状況を踏まえ、経営改
革プラン最終年度における戦略及び目
標到達に向け、介護人材の確保・育成・
定着を支援する各事業を総合的・一体
的に実施
 ・事業説明会の開催方法の改善、助成
申請等を行う事業所への情報提供や事
務支援・相談への対応を実施
 ・事業対象者に対するアンケート等を通
じた事業検証に基づく事業スキームの課
題提示と改善策を都に提案
 
・介護職員の宿舎借り上げ支援
　 新規助成1,499戸
 

・介護職員のキャリアパス導入への支援
による定着促進
　 助成対象380事業所

 ・介護資格取得支援による人材育成
　 助成数270人

 ・新卒学生の介護職採用に繋がる支援
策
　 新規助成数600人

 ・外国人介護従事者の受入れ環境整備
　 セミナー受講定員450人
　 指導者研修定員100人

○介護職員の宿舎借り上げ支援
 ・事業終期の周知徹底による活
用促進
 ・申請に係る事業者への適切な
支援の実施
    541戸（新規181・継続360）
 ※申請762戸（新規392・継続
370）
 ・財団から都への提案を踏まえ
た2020年度助成戸数拡大

○・介護職員のキャリアパス導
入への支援による定着促進
 ・全国と都の状況の比較を実施
 ・事業者助成
    250事業所
 ※申請312事業所

○介護資格取得支援による人材
育成
 ・計画を上回るニーズに対応
 ・助成数775人

○新卒学生の介護職採用に繋
がる支援策
 ・要因分析を踏まえた広報等の
実施
 ・積極的な活用促進策の実施
 ・助成数243人（171事業所）
 ※申請241人

○外国人介護従事者の受入れ
環境整備
 ・事業初年度におけるセミナー、
研修の構築及び実施
 ・セミナー受講者数269人
 ※受講決定者数351人
 ・研修修了者数111人
 ※受講決定者数142人

○介護人材の確保・
育成・定着

 ・介護職員の宿舎借
り上げ支援

 ・介護職員のキャリア
パス導入への支援に
よる定着促進

 ・介護資格取得支援
による人材育成

 ・新卒学生の介護職
採用に繋がる支援策

 ・外国人介護従事者
の受入れ環境整備

○介護人材の確保・育成・定着における
介護職員の宿舎借り上げ支援について
は、計画値は未達であったものの、2019
年度に財団から都に提案し実現した助成
戸数の拡大により、助成実績は前年度と
比較して倍増した。これにより、都の介護
人材対策の推進の一端に寄与することが
できた。

○介護支援専門員養成事業について
は、新型コロナウイルス感染症の影響が
ある中で、受験者・受講者の受験・受講
機会を確保するため、安全面を考慮した
感染症対策を講じながら人材養成をする
ことができたとともに、国や都の動向を注
視しながら臨機応変な事業運営を実施で
きた。

-78-



団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

○生活福祉分野事業
の拡大
 ・生活困窮者支援者
の養成

・2020年度のオンラインや動画配信を活用した研修で得られた成果をもとに、
さらなる研修の充実を図っていくとともに、引き続き、都と連携しながら生活困
窮者支援者を養成する取組を推進していく。

有・新たな分野での新規事業の立ち上げとなった中で、都や関係団体等との連携を図り
ながら業務遅延が生じることなく事業を立ち上げた。
・研修対象者や講師は各自治体に所在する自立相談支援機関に属する相談員等であ
り、新型コロナウイルス感染症禍においては相談・給付業務に多忙を極めていたため、
研修受講が困難な状況であった。そのため、中止とした研修があったものの、実施方法
を集合型からオンライン研修や動画配信等に切り替えるとともに、実施時期や規模・回
数の見直しを行うなど、受講しやすい環境づくりに努めた。

・新型コロナウイルス感染症対策を
踏まえた柔軟な対応による着実な新
規事業の開始
・生活困窮者支援者養成のための研
修を実施（7回）

・初年度の研修の着実な実施【新規】事
業開始
・生活困窮者支援者養成のための研修
を実施（25回）

―

（資格取得支援による人材育成）
・アンケート結果（2019年度）より、対象となる3,396法人中469法人が「本制度
を活用したい」と回答しており、加算の取得・維持や職員定着のための高い
ニーズがあることが判明していることから、引き続き、広報や相談の充実を図
り、制度の普及・定着に努めていく。
・助成基準について、「1事業所1人」から介護資格取得支援と同様の「1法人
10人」とするよう都に働きかけを行うなど、障害福祉サービス事業者の資格取
得や職員の定着が図られるよう支援していく。

（経営管理研修を通じた事業者への支援）
・引き続き、研修運営委員会を通じて実施結果を分析し、事業者ニーズに即し
たカリキュラムの開発に努めていくとともに、新型コロナウイルス感染症禍に
おいても充実した研修ができるよう、オンライン研修の質の向上を図っていく。
・2019年度、2020年度において、受講申込数が大幅に計画値を超えているこ
とを踏まえ、可能な限り受講決定が行えるよう、計画値の見直しなど東京都と
協議していく。

（障害人材の宿舎借り上げ支援）
・2021年度から、1事業所当たりの助成戸数が事業所の利用定員数に応じて
最大4戸から20戸までに拡大するとともに、新規募集期間も延長する。そのた
め、事業の変更内容が正しく伝わるよう留意し、事業拡充について周知徹底
するとともに、適正な助成事務を円滑に行えるように取り組み、助成戸数実績
の増に努めていく。
・説明会の代替手段として、申請上限戸数を法人と財団の双方で確認する相
談会を新たに実施する。また、都と調整のうえ、法人の事務軽減に繋がるよう
な様式及び提出書類の見直しを実施する。
・助成対象となり得る事業所を増やすためには、都から区市町村に対する働
きかけが必要であることから、その必要性について都へ要望していく。

（虐待防止や権利擁護に関する研修）
・新型コロナウイルス感染症禍においても、障害者に対する虐待防止及び権
利擁護の正しい知識を付与する研修への事業者ニーズは高く、そのニーズに
的確かつ継続的に応えていく必要があるため、2020年度のオンラインを活用
した研修で得られた成果をもとに、研修運営委員会で検討し、さらなる研修の
充実を図っていく。

（強度行動障害支援者の養成）
・2020年度のオンラインを活用した研修で得られた成果をもとに、強度行動障
害者に対する正しい理解の促進や、報酬加算を取得・継続できるよう支援し
ていくため、さらなる研修実施体制の安定化を図っていく。

（障害福祉サービスの新卒学生採用に繋がる支援策）
・対象奨学金の拡大、卒後5年未満要件の撤廃及び都外施設を対象事業所
に追加などの申請要件の緩和を行い、より利用しやすい制度にすることによ
り、申請可能な対象者の拡大を図っていく。
・引き続き、申請書類のさらなる簡素化や省力化について都と協議し、制度の
普及に繋げていく。

有

（資格取得支援による人材育成）
・活用促進に向けて、2019年度から公認心理師を新たな対象とし、さらに助成申請の手
引きを作成して申請における事務的な負担を軽減したことに加えて、2020年度は助成
申請の相談対応を実施し、制度の普及・定着に努めてきた結果として、計画値（200人）
に近い助成実績となった。

（経営管理研修を通じた事業者への支援）
・研修運営委員会を設置し、前年度アンケートの分析やカリキュラムの開発に努めた結
果、新型コロナウイルス感染症禍においても、定員（200人）の2.5倍の申し込みがあっ
た。
・感染症対策として、研修を全面的にオンライン化に切り替え、定員規模を縮小すること
なく研修実施したため、安定的な事業所運営の支援を行うことができた。
・実績（164人）が受講決定者数（200人）を下回った理由は、事業所内で緊急な利用者
対応が発生したこと等による当日欠席があったことが要因としてあげられる。

（障害人材の宿舎借り上げ支援）
・本制度の活用促進のため、対象法人に対し個別の電話連絡を行うなど、積極的な事
業周知や申請法人の掘り起こしに努めるとともに、申請にかかる事業者への適切な支
援を行ったが、計画値（212戸）を下回る申請となった。（実績106戸）
・計画値を下回った理由は、助成要件である福祉避難所に指定されている事業所が少
ないだけでなく、福祉避難所になり得るような事業所の新規開設がないことや、助成対
象となる職員が少ないことが要因としてあげられる。

（虐待防止や権利擁護に関する研修）
・2020年度から定員規模が650人から1,285人となっており、新型コロナウイルス感染症
禍においても定員の約2倍の申込みがあったため、障害者虐待防止及び権利擁護へ
の意識の高まりに的確に応えられるよう、研修を全面的にオンライン化に切り替え、定
員規模をほとんど縮小することなく実施体制を組み、計画値（1,285人）どおりの受講決
定を行った。
・研修内容は研修運営委員で検討し、オンラインに適合するカリキュラムに改編したた
め、都内事業所の虐待防止対策を支援することができた。
・実績（1,099人）が受講決定者数（1,285人）を下回った理由は、事業所内で緊急な利用
者対応が発生したこと等による当日欠席や1コース（85人）を受講決定後に中止にした
ことが要因としてあげられる。

（強度行動障害支援者の養成）
・支援者の養成には演習が主体の研修が適切であり、集合型以外の実施は困難として
いた一方で、本研修の受講修了は報酬加算要件となっていることから事業者ニーズが
非常に高いため、研修運営委員会においてオンラインに適した研修カリキュラムと、オ
ンライン化に伴う適正規模の定員の見直しを検討し、可能な限りで最大規模の支援者
養成を行うことができた。

（障害福祉サービスの新卒学生採用に繋がる支援策）
・制度活用促進のため、都内障害サービス等事業所運営法人への通知、都内・近県の
273大学にポスター、チラシを配布するなどの事業周知活動を行い、申請事業所の掘り
起こしに努めた。
・介護分野の制度と同様に、本制度を活用するためには、法人内の規程整備等に時間
を要する状況があるため、申請期間の拡大を図るなど、利用しやすい制度運営に努め
たことにより、前年度実績に比較して11人(7事業所)の増に繋げた。

○拡大を図った障害分野事業につい
て、新型コロナウイルス感染症対策
を踏まえた実施方法の見直しや事業
実施に基づく改善案を都に提案（各
取組実績は以下のとおり）

 ・資格取得支援による人材育成
   194人

 ・経営管理研修を通じた事業者への
支援　   164人
   （申込者数503人）
   （受講決定者数200人）

 ・障害人材の宿舎借り上げ支援
   106戸（新規33・継続73）
   （申請143戸（新規70・継続73））

 ・虐待防止や権利擁護に関する研
修
   1,099人
   （申込者数2,463人）
   （受講決定者数1,285人）

 ・強度行動障害支援者の養成
   603人
   （申込者数2,184人）
   （受講決定者数639人）

 ・障害福祉サービスの新卒学生採
用に繋がる支援策
   45人（29事業所）

○これまでの取組状況を踏まえ、経営改
革プラン最終年度における戦略及び目
標到達に向け、障害分野における各事
業を総合的・一体的に実施
 ・事業説明会の開催方法の改善、助成
申請等を行う事業所への情報提供や事
務支援・相談への対応を実施
 ・事業対象者に対するアンケート等を通
じた事業検証に基づく事業スキームの課
題提示と改善策を都に提案

 ・資格取得支援による人材育成
　 助成者数200人

 ・経営管理研修を通じた事業者への支
援
　 受講定員200人

 ・障害人材の宿舎借り上げ支援
　 新規助成戸数212戸

 ・虐待防止や権利擁護に関する研修
　 受講定員1,285人

 ・強度行動障害支援者の養成
　 受講定員1,500人

 ・障害福祉サービスの新卒学生採用に
繋がる支援策
　 新規助成数140人

○資格取得支援による人材育成
 ・積極的な活用促進策の実施
 ・助成者数132人

○経営管理研修を通じた事業者
への支援
 ・研修の実施結果を踏まえて、
カリキュラム内容等を検証
 ・受講者数 208人
 ※受講決定者数276人
 ※申込者数769人

○障害人材の宿舎借り上げ支援
 ・事業周知の徹底による活用促
進
 ・申請に係る事業者への適切な
支援の実施
   75戸（新規41・継続34）
 ※申請100戸（新規66・継続34）

○虐待防止や権利擁護に関する
研修
 ・事業周知の徹底による受講促
進
 ・受講者数617人
 ※受講決定者数728人
 ※申込者数1,564人
 ・財団主導による2020年度研修
規模拡大の実現

○強度行動障害支援者の養成
 ・事業周知の徹底による受講促
進
 ・受講者数1,373人
 ※受講決定者数1,496人
 ※申込者数2,145人
 ・財団主導による2020年度研修
規模拡大の実現

○障害福祉サービスの新卒学生
採用に繋がる支援策
 ・新規事業の立ち上げに伴う事
業周知の徹底による活用促進
 ・助成数34 人（22事業所）

○障害分野事業の拡
大

 ・資格取得支援によ
る人材育成

 ・経営管理研修を通
じた事業者への支援

 ・障害人材の宿舎借
り上げ支援

 ・虐待防止や権利擁
護に関する研修

 ・強度行動障害支援
者の養成

 ・障害福祉サービス
の新卒学生採用に繋
がる支援策

○障害分野事業の拡大における各種研
修については、新型コロナウイルス感染
症禍においても高い受講者ニーズがある
中で、いち早くオンラインを活用した研修
の実施方法を検討・構築したことにより、
受講者の安全と研修の質の両面を確保
し、多くの修了者を輩出することができた
ため、都の障害福祉サービスに資する人
材の育成を図ることができた。

○生活困窮者支援者の養成について
は、研修対象者や講師が新型コロナウイ
ルス感染症禍においては都民対応に追
われているため、研修受講自体が困難な
状況であったが、オンラインと動画配信を
併用しながら安全な受講機会の提供する
などきめ細かな対応に努め、財団として
新たな生活福祉分野の人材の育成を図
ることができた。
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コロナ
影響

対応方針

○高齢者の権利擁護
に対応する行政職員・
事業所職員の確保と
育成

（障害サービス分野）
・引き続き都と連携し、区市への事業周知を徹底するとともに、2021年度から
は新たに1サービス（GH）の受託を追加（計7サービス）することで、これまで以
上に区市のニーズに応えていく。
・実地指導同行の開始前までに、制度（報酬）改正に伴う検査基準・様式類の
改定作業や新たな知識習得に努め、滞りなく同行準備を進めるとともに、感染
症対策による区市の検査体制や検査手法の変更に臨機応変に対応し、効率
的な質問等事務を実施していく。

（高齢サービス分野）
・引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響を受けることが見込まれるが、
状況を注視しながら区市と日程調整や実施内容の調整等の連絡・調整を通じ
て区市の意向の把握に努め、区市ごとの体制や手法に沿った柔軟な対応を
行っていく。
・介護報酬改正を踏まえた知識の習得や実地指導事例に応じた調査員間の
共通理解の促進等を図り、新型コロナウイルス感染症禍においても調査員の
育成を行い、引き続き区市のニーズに適切に応えていく。

有（障害サービス分野）
・2020年度の受託実績は8区8市86件であり、前年度と比較して3区増1市減、6件の受
託増となった。
・受託増の理由は、区市における指導検査体制が徐々に整備されてきたことに加え、
区市ニーズの高かった2サービス（就労移行支援、児童発達支援）を受託追加したこと
が要因としてあげられる。
・実地指導同行の日程調整は102件実施したが、新型コロナウイルス感染症の影響に
より16件が中止となったため、計画値（100件）を下回る実績となった。（実績86件）

（高齢サービス分野）
・実地指導同行の日程調整は330件程度実施したが、新型コロナウイルス感染症の影
響により実地指導を見合わせる区市が多く、計画値（500件）を下回る実績となった。
（実績167件）
・区市が実地指導を実施する際の感染症対策として、実施場所を事業所から区市役所
に変更したり、実地指導時間を短縮するなどの対応を行う場合があったため、事務受
託法人（財団）としても区市との連携を密に取りながら区市ごとの実施状況に対応でき
るよう取り組み、区市の意向に沿った柔軟な実地指導同行を実施した。

（障害サービス分野）
 ・区市の新型コロナウイルス感染症
対策を踏まえた柔軟な実地指導同
行の実施
 ・受託件数86件
 ・2分野拡大

（高齢サービス分野）
 ・区市の新型コロナウイルス感染症
対策を踏まえた柔軟な実地指導同
行の実施
 ・受託件数167 件
 ・受託件数に応じた柔軟な体制整備

 ・区市の意向調査結果を踏まえて毎年
度目標値を設定
　 受託件数100件
 ・受託サービス分野の拡大
 

・区市の意向調査結果を踏まえて毎年
度目標値を設定
　 受託件数500件
 ・受託ニーズに応えるための体制強化

・障害サービス分野
　区市の意向調査結果を踏まえ
て毎年度目標値を設定・受託
（受託実績80件）

・高齢サービス分野
　区市の意向調査結果を踏まえ
て毎年度目標値（500件）を設
定・受託
（受託実績542 件）

○区市町村支援の強
化
 ・指定市町村事務受
託法人事業（2009年
度開始）
 ・障害サービス分野
への拡大
 ・既存の高齢サービ
ス分野の着実な実施

・相談業務を通じた虐待事例の集積や、区市町村等への支援等を通じて得ら
れた高い専門性を生かし、より時宜に応じた研修カリキュラムを構築していく。
・高齢者権利擁護に関する問題が複雑かつ困難化している事例に対応する
行政職員等への支援として、引き続き、専門相談対応や体制整備支援（社会
福祉士等の専門職の出張による支援）、必要に応じて弁護士相談を行うとと
もに、研修を実施し、虐待事例に適切かつ迅速に対応できる人材を育成して
いく。併せて、十分な感染症対策を取れる会場を確保し、研修を実施するとと
もに、オンラインを活用した研修を検討していく。

有・新型コロナウイルス感染症禍においても高齢者虐待防止及び権利擁護に関する問題
意識の高く、定員（3,600人）を上回る申込み（3,675人）があったが、本研修は演習を伴
うカリキュラムであるため集合型とした。また、大規模であることから感染症対策として
受講者数を会場収容人員の半分以下、もしくは500人以下となるような規模縮小を行っ
たとともに、緊急事態宣言下においては、研修を延期又は中止したことが計画値を下
回った要因である。
・一部研修（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅職員対象）について、緊急
事態宣言の発令に伴い動画配信及び資料送付による代替手段を講じ、受講者が自主
的に学べるよう、ニーズに対応した。
・高齢者虐待等に係る困難事例に対応する行政職員等に対し、高い専門性を有する財
団の社会福祉士等が相談に応じたとともに、実務に役立つ資料集を作成・配付するな
ど、行政職員への相談支援を図った。

・権利擁護に関する都内の情勢等を
踏まえたテーマの設定及び新型コロ
ナウイルス感染症対策を講じた適切
な研修実施
   968人
   （申込者数3,675人）
   （受講決定者数1,513人）
・高齢者権利擁護に対応する行政職
員への相談支援
   700件
   資料集作成・配付

・権利擁護に関する都内の情勢等を踏
まえたテーマを都と調整し、研修実施
　受講定員3,600 人

・権利擁護に関する都内の情勢
等を踏まえたテーマの設定及び
柔軟な実施時期を都と調整し、
研修実施
・受講者数3,742人
・高齢者権利擁護に対応する行
政職員への相談支援（792件）

○指定市町村事務受託法人事業につい
ては、新型コロナウイルス感染症禍にお
いて非常に厳しい運営状況であったが、
障害サービス分野及び高齢サービス分
野ともに、区市との情報交換や連絡を密
に取るなど区市ニーズの把握には常に努
めており、財団として2020年度の最大限
できる対応はできた。今後も、区市ごとの
ニーズに応じた柔軟な対応を行っていく。

○高齢者の権利擁護に対応する行政職
員・事業所職員の確保と育成について
は、新型コロナウイルス感染症禍におい
ても財団の専門性や多様なノウハウを活
用し、時宜に応じた研修テーマや開催方
法に工夫を凝らし、2020年度においてで
きる限りの事業所職員の育成を図ること
ができた。さらには、高齢者虐待等に係る
困難事例に対応する行政職員等に対し、
高い専門性を有する財団の社会福祉士
等が相談に応じたとともに、財団独自で
実務に役立つ資料集を作成・配付するな
ど、区市町村が虐待事例に適切かつ迅
速に対応できるよう支援した。
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戦　略 ③／ 3

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

○福祉用具の普及・拡大
 ・福祉用具の利用促進を
担う人材の育成や普及啓
発事業の充実
 （①財団研修の受講生を
対象とした体験講習会の
開催）

 （②区市町村職員を対象
とした見学会の開催）

 （③メーカーとのタイアッ
プ（貸与等）による都民向
け見学会の開催）

・東京都社会福祉事業団に対して、講習会や技術支
援の案内等を行い、継続的な連携を図っていく。
・新たな教材用動画の作成にあたっては、モニタリン
グ結果を踏まえ、教材テーマを施設のニーズに応じた
内容を検討することや、施設職員が効率的に視聴で
きる時間設定の検討など、動画を活用したさらなる福
祉用具の普及・拡大を図る。
・施設への出張型講習は、感染症対策として動画テキ
ストによる講習が選択できるよう実施体制を整え、施
設のニーズに応じた福祉用具の利用促進を図ってい
く。

有・東京都社会福祉事業団に対して、財団の福祉用具実習室で用
具の見学・体験や情報提供を行うとともに、教材用動画を提供す
るなどの連携を図った。
・福祉用具講習会参加者が学んだ知識を施設に還元し、施設内
で職員が主体的に用具の使い方を学べるための一助として教材
用動画（ＤＶＤ）を作成するとともに、本動画を都内の施設等に広く
周知を図り、希望する71施設等に無償配布した。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、6施設への出張型講
習の実施が困難になったため、代替手段として施設へのヒアリン
グに基づく動画を、財団専門相談員が施設のオーダーごとに作
成・送付し、福祉用具の利用促進を図った。
・教材用動画の効果検証のため、配布施設にモニタリング（施設
における活用方法、教材の難易度、意識の変化、今後希望する
内容等に関するアンケート）を行い、集計・分析を行った。

・東京都社会福祉事業団（政策連携団体）への
福祉用具に関する情報提供（見学受入れ、教材
用動画提供）
・新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた事
業者や区市町村職員への普及啓発
・教材用動画及びオーダーメイド動画作成・配付
による施設内学習等での活用促進
・動画の効果検証に向けたモニタリングシートの
配付・集計・分析

・政策連携団体間の連
携による福祉用具の普
及・拡大
・動画の活用による普
及啓発①財団研修の受講生を対象とした体験講習会の開催

 ・第三者評価研修との共同開催実施（１回）
 ・介護専門支援員研修と連携した見学会の実施（9回）
 ・既存研修受講者等を対象とした個人向け講習会の実施（1回）
②区市町村職員を対象とした見学会の開催
 ・区市町村職員等向け福祉用具見学会実施（2回）
 ・区市町村職員等福祉用具説明会の実施（1回）
③メーカーとのタイアップ（貸与等）による都民向け見学会の開催
 ・都民向け福祉用具見学会を実施予定（3月）⇒新型コロナウイル
ス感染症の影響により中止

○財団が持つ情報や資源
を活用した自主事業の展
開
 ・都委託事業等の効果を
高める事業（上乗せ・横出
し）
 ・新たな福祉ニーズへ対
応する事業の検討
（①小規模法人への運営
サポート）

 （②介護事業所の人材の
確保・育成に関する研修）

・東京都社会福祉事業団に対して、展示コーナーの活
用など、継続的な連携を図っていく。
・2021年度から介護現場における生産性向上に向け、
次世代介護機器、デジタル機器を活用した介護業務
支援システム及び人材育成に関する支援を効果的に
普及啓発する取組へと再構築・拡充し、これまで以上
に都の介護人材対策の推進に寄与していく。
・各種セミナーは、その目的・効果等を十分に踏まえ、
事業効果が最大限高められるよう、都と連携しながら
実施内容、方法、時期等を検討していく。
・引き続き、常設展示や出張展示において、介護サー
ビス事業所職員等が実際に機器を見学・体験できる
機会を提供するとともに、専門アドバイザーによる相
談対応により、機器の導入や活用・定着に関する支援
を図っていく。さらに、オンライン対応等を拡充し、効果
的な情報提供に努めていく。

有・東京都社会福祉事業団の経営する事業所が次世代介護機器の
導入を検討するにあたり、財団の展示コーナーで機器の見学・体
験や情報提供等の連携を図りながら同法人の機器導入につな
がった。
・各種セミナー及び公開見学会は、新型コロナウイルス感染症の
影響により、集合型から動画配信やオンラインによる実施に変更
するとともに、必要に応じてオンライン対応ができない事業所に対
する個別対応など、柔軟な対応をしながら事業所の検討段階に
応じた普及啓発ができた。
・2019から2020年度にかけて育成した「アドバンスト施設」を普及
啓発セミナー等における事例紹介に活用し、これまで以上に効果
的な次世代介護機器に関する普及啓発ができた。
・常設展示場は、新型コロナウイルス感染症禍において、受入人
数の縮小や十分な感染防止対策を講じているとともに、オンライ
ンによる相談対応を開始した。さらに、オンラインによる体験展示
を検討し、試行実施を行うなど、工夫した運営に努めている。

・東京都社会福祉事業団（政策連携団体）への
次世代介護機器導入促進及び継続的な連携
・新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた次
世代介護機器の活用・定着に向けたセミナーを
開催（11回）
   普及啓発セミナー1回
   導入前セミナー5回
   導入後セミナー1回
   アドバンストセミナー4回
・各種セミナーへの「アドバンスト施設」の効果的
活用
・新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた次
世代介護機器の展示
　常設展示
　　見学77人　　体験13件（21人）
　　相談3件（4人）
・更なる普及啓発に向けた活動
   オンライン公開見学会4回

・政策連携団体間の連
携による介護ロボット等
の普及促進
・次世代介護機器の活
用・定着に向け、普及啓
発セミナーをはじめとす
る各種セミナーを開催
（12回開催）
・次世代介護機器の活
用・定着に向け、「アド
バンスト施設」を活用し
た取組を実施
・次世代介護機器の展
示（ﾒｰｶｰ貸与）

・次世代介護機器の活用・定着に向けた各種セミナーを効果的に
実施（11回開催）
※普及啓発セミナー（2回開催） 参加者数：205人
※導入前セミナー（5回開催） 参加者数：56人
※導入後セミナー（2回開催） 参加者数：19人
※アドバンストセミナー（2回開催）参加者数：延べ35人（17事業所）
・次世代介護機器の展示
※常設展示
　    見学：547人
　　  体験：56件（187人）
　　  相談：17件（26人）
※出張展示
　 　 2か所
・更なる普及啓発に向けた活動

○将来の福祉ニーズ・動
向を踏まえた事業展開
 ・介護ロボット等の新技術
関連分野

・2021年度においても、自主事業プロジェクトチームを
設置し、これまでのプロジェクトチームの成果や検討
内容を踏まえ、具体化して実施していく。
・財団の持つ経営資源や強みを活用し、2022年度以
降の事業検討も見据えて取り組む。

有・これまで都の施策展開を支援するために実施してきた委託・補
助事業により得た事業実施ノウハウや実績、人的ネットワーク等
の経営資源を活用するとともに、都の関係部署や有識者、他団体
へのヒアリング等を行い、ニーズや課題に応える事業を、財団内
に自主事業プロジェクトチームを設置し、企画立案した。
・保育施設向けの研修においては、新たな講師ネットワークを築い
たとともに、カリキュラムを策定し、研修実施の準備まで整えたも
のの、緊急事態宣言の発令を踏まえ中止とせざるを得なかった。
・社会福祉法人の運営サポート研修においては、オンラインによる
研修実施を行い、その効果検証や課題整理をすることで、新たな
研修ノウハウを構築することも目的とした。

・過年度の成果を踏まえた保育施設向けの研修
を新たに企画・立案（新型コロナウイルス感染症
の影響により2021年度に延期）
・過年度の成果を踏まえた社会福祉法人の運営
サポート研修の企画・立案及び新型コロナウイ
ルス感染症対策を講じた適切な研修実施

・福祉サービスを提供す
る事業所の経営層や従
事者を対象に時宜にか
なった研修等を企画・実
施
・福祉サービスを提供す
る事業所の経営層や従
事者を対象に時宜にか
なった研修等をPTや職
員提案制度を活用し企
画・実施

○小規模法人への運営支援・介護人材の確保等に関する事業実
施

○新たな福祉ニーズへ対応する事業の検討

 ①小規模法人への運営サポート
 ・前年度の成果や検討を踏まえた新たな研修を企画・実施
 ・法人運営サポート研修：テーマ「ここが知りたい!!福祉現場の働き
方改革への対応と注意点」（12月開催）
 ②介護事業所の人材の確保・育成に関する研修
 ・前年度の成果や検討を踏まえた新たな研修を企画・実施
 ・職員定着のための研修：テーマ「職員が安心して働ける職場をつ
くるために～コーチングとメンタルヘルスを学ぶ～」（12月開催）
○福祉用具に関する既存事業を活用した事業実施
○職員提案制度の改善及び提案実施

団体自己評価

○財団が持つ情報や資源を活用した自
主事業の展開については、これまでの
成果や検討内容を確実に活用し、都の
施策が届きにくい分野・対象への研修事
業を企画・実施することができたととも
に、新型コロナウイルス感染症禍におい
て直面した研修のオンライン化に係る課
題に対し、自主事業を効果的に活用して
整理することができた。本取組は、2021
年度以降においても財団の存在価値を
高める重要な取組として進めていく。

○介護ロボット等の新技術関連分野に
ついては、次世代介護機器に関する最
新の情報提供に努めたとともに、都の導
入経費補助と連動する普及啓発サー
キットを有効に実施し、他事業所のモデ
ルとなるアドバンスト施設を育成・活用し
ながら次世代介護機器の効果的な導入
や活用・定着に寄与することができた。

○福祉用具の利用促進を担う人材の育
成や普及啓発事業の充実については、
都内最大規模の福祉用具実習展示室を
これまで以上に有効活用するため、動画
を活用した教材作成やＰＲ活動を行った
とともに、新型コロナウイルス感染症禍
における施設ニーズを的確に捉え、財団
が持つ専門性と資源を活用しながら福
祉用具に関する知識等の提供や普及・
拡大ができた。

○財団が持つ情報や資源を活用した自主事業の展開
 ・現場を持つ強みや財団が保有するノウハウや経営資源を有効に活用し、自主事業を展開し都の施策が行き届かない分野や対象にきめ細かな支援が行われている。
○将来の福祉のニーズ・動向を踏まえた事業展開
 ・都において、次世代介護機器（介護ロボット）に関する新たな取組が開始される。財団が持つ福祉用具関連事業のノウハウや福祉用具の展示・実習室を有効に活用し、区市町村に対する専門的支援の強化や、都民への普及啓発の推進に向け、新たな事業を
展開している。
〇政策連携団体間の連携強化
これまで財団の各事業において蓄積してきたノウハウ等を活用し、他の政策連携団体が抱える課題の解決を支援するとともに、支援のプロセスを通じ財団に新たなノウハウを獲得するなど、局の政策連携団体間の連携を進めている。

見直し 2,5

実績(2020年度末時点)及
び要因分析

 ・財団が持つ情報や資源を活用した自主事業の展開については、過年度の成果や蓄積したノウハウ等を有効活用し、2018～2020年度の各年度とも２つの研修事業の企画立案と次年度以降の事業検討を並行して行い、継続して都の施策が行き届か
ない分野や対象にきめ細やかな支援を図ったとともに、オンラインによる研修実施の効果検証等を行い、新たな研修ノウハウの構築を図った。
 ・将来の福祉のニーズ・動向を踏まえた事業展開については、都における介護人材の確保・定着に関する課題解決に向けて期待されている次世代介護機器（介護ロボット）の活用について、機器に関する最新の情報提供や効果的な導入のためのマ
ネジメント支援、模範となる事業所の育成に取り組むなど、着実に事業を進捗させた。また、福祉用具関連事業では、従来から財団が持つノウハウや福祉用具の展示・実習室を有効活用し、新たに福祉用具に関する専門的な教材用動画を作成し、動
画を活用した福祉用具の利用促進を担う人材育成に取り組むなど、区市町村に対する支援を強化したとともに、都民や施設等従事者への普及啓発を図った。
 ・政策連携団体間の連携強化については、福祉現場を持つ東京都社会福祉事業団（政策連携団体）に対して、次世代介護機器（介護ロボット）や福祉用具の見学・体験や情報提供を行ったとともに、財団が福祉現場の課題を再認識し、機器の導入・
活用ノウハウを蓄積するために、事業団の施設見学を行うなど、継続的に団体間の連携を図っている。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

財団の持つ経営資源や強みを活かし、新たな福祉ニーズに応える分野への事業展開 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都福祉保健財団 評価年度：2020年度

福祉ニーズを支えるための自主事業の展開や施策提案能力の強化 第２期プランとの関係
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団体名： 公益財団法人東京都福祉保健財団 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

 【戦略①　自立的経営を支える経営基盤の強化】
　中長期経営方針に基づく実施計画を着実に進めるとともに、財団の強みを活かした自主事業を展開している。加えて、専門職の確保策や新たに経験者採用を実施
するなど、多様な人材を確保するとともに、新たな外部監査人の指導に基づき会計処理を見直すことでコンプライアンス・ガバナンスの強化を図るなど、自立的経
営を支える経営基盤の強化に向けた取組が大きく進捗していることは評価できる。

【戦略②　行政支援分野の拡大や区市町村支援の強化等】
　財団の強みである福祉人材の育成・確保に関するノウハウを活かした取組を行っている。特に、新型コロナウイルス感染症の影響により集合型による研修が困難
な中、オンライン化や動画配信等代替措置により開催するなど、受講者（利用者）等の安全面を考慮し取り組んでいる。また、働きやすい福祉事業所等の見える化
や介護職員の宿舎借り上げ支援において、拡充策を都に提案し、実施するなどの積極的な取組は評価できる。

【戦略③　財団の持つ経営資源や強みを活かし、新たな福祉ニーズに応える分野への事業展開】
　社会福祉法人制度改革に関する小規模法人に向けた研修や他業種から介護職へ転職した職員を支援する研修等財団の強みを活かした自主事業において、新型コロ
ナウイルス感染症禍の中でオンラインでの開催についていち早く取り組み、受講しやすい環境づくりや適切な実施規模など整理をした上で新たな研修ノウハウを構
築したことは評価できる。

　以上のことから、福祉保健財団はすべての戦略において、成果を上げていることを評価する。引き続き、都の福祉保健施策の一翼を担うパートナーとして、東京
の福祉保健医療の向上に寄与できるよう取組を推進してもらいたい。
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戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

円滑な事業継続のた
めの人材確保策の検
討・実施

次期山谷対策総合事
業計画※(2020～
2022年度)実施のた
めに必要な体制整備

シニア業務補助職員
1名の更新、業務補
助職員1名の退職補
充を行い早朝職業紹
介の体制を整備

シニア業務補助職員は2019年度からの更新者
を1名確保することができた。
また、前年度末に就労支援係の業務補助員が1
名退職したため、ハローワークで求人を行い、
新たな業務補助員を採用することができた。

早朝の職業紹介の円滑な事業継続のためには
今後も業務補助職員の確保が課題となるため、
シニア業務補助職員の活用などにより体制の整
備を図っていく。

人材の育成と組織力
の向上

より幅広い外部研修
の受講促進

相談スキルの向上の
ための研修

専門資格の取得支
援、ジョブローテー
ション等による資格の
活用

山谷地域で活動する
ＮＰＯ法人の業務紹
介・情報交換（保健医
療・介護等）

外部研修機関が実施
する研修に3回（延4
名）参加

相談担当職員研修4
回実施（参加者延61
名）

専門資格の取得支援
制度を利用し、1名が
社会福祉士の資格を
取得

新型コロナウイルス
感染症の影響により
開催見送り

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
ため、研修の中止やオンラインでの実施が多い
中、職員の安全を第一に考えながら延4名の職
員を派遣した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
ため、参加人数に配慮しながらの実施となった。
講師とも感染状況などを相談しながら日程の調
整を行った。

山谷地域の日雇労働者が高齢化し、支援内容
が労働部門から福祉部門へとシフトしつつある
中で、職員のさらなる福祉に関する知識習得の
必要性が高まっており、法人として支援を行い、
資格取得につなげた。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
により、業務を縮小しているＮＰＯ法人もあり、講
師の依頼を含め開催自粛の判断をした。

有

固有職員、契約職員、業務補助職員の資質の
向上のため、今後も所内研修の実施及び外部
研修機関の研修への受講促進、資格取得支援
を推進し、職員のスキルアップ、組織を支える人
材の育成を図っていく。

円滑な業務運営のための執行体制の確保 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

城北労働・福祉センター 評価年度：2020年度

退職不補充等による職員体制の脆弱化 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

退職不補充の方針を堅持しつつ、新たな人材確保策を検討・実施するとともに、研修の充実等により、職員の専門性の向上が図られ、少数精鋭の体制の下で、山谷対策事
業が円滑に実施されている。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

新たな人材確保策であるシニア業務補助職員の活用を図るとともに、外部機関研修参加をはじめ、相談スキルの向上のための研修や、資格取得支援等により人
材育成及び職員の専門性の向上を行った。2020年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、研修の実施については規模縮小や開催自粛の判断
をした。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

年度当初にシニア業
務補助職員2名を就労
支援係に配置

退職不補充の方針の堅持により、常勤
職員の増が見込めない中、ベテラン職
員をシニア業務補助員として採用し、円
滑な業務の執行体制を確保することが
できた。
また、外部研修の受講促進、相談担当
職員の相談スキル向上のための所内研
修の実施、専門資格の取得支援により、
専門性の向上、スキルアップを図ること
ができた。

外部研修機関が実施
する研修に12回参加

面接相談研修6回実
施（参加者延68名）
現場で困っていること
を講師に伝えテーマを
決定

1名が社会福祉主事
資格取得の通信課程
を修了し、資格を取得

生活支援事業や宿泊
事業を行っているＮＰ
Ｏ法人から講師を招
き、業務紹介・情報交
換を実施（参加者17
名）
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戦　略 ②／ 5

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

就労自立に向けた支
援

就労訓練1名

国家資格等の資格取
得が可能となる科目
などの設定
技能講習修了者への
カウンセリングの実
施

就労訓練0名

日雇労働者等技能講
習事業
国家資格等の資格取
得が可能となる科目
（15科目のうち6科目）
を設定
技能講習修了者への
カウンセリングの実
績なし

利用者の高齢化の進行、山谷地域の生活歴の
長期化により常用就職への気力、体力の低下
等、就労訓練の対象者となりうる利用者の減少
は変わらず、訓練の参加には結びついていな
い。

教習機関の選定、交渉を進め、国家資格等の
資格取得が可能となる科目を設定した。
申込者21名のうち13名が修了したが、今年度か
ら新たに開始した修了者へのカウンセリングの
希望者はいなかった。

就労自立に向けた支援は利用者の高齢化の進
行などにより対象者となりうる利用者が少ない
状況にあるが、利用者からの相談に対し、意欲
やニーズに応じた支援を行っていく。

高齢者特別就労事業
の実施

職業紹介件数8,000
人

高齢者特別就労紹介
件数
4,808人
（達成率60.1％）

4/8から開始予定であったが、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、6/8からの開始となっ
た。
さらに、開始から11/5までの間は、感染リスクを
減らすため、紹介人数が通常1日40人のところ、
半数の20人となった。

有
利用者の減少や新型コロナウイルス感染症の
状況を踏まえ、適正規模について事業実施主体
である東京都と協議を進めていく。

民間求人の開拓・確
保

民間職業紹介1,500
件
造園・清掃業等高齢
日雇労働者に適した
求人の開拓の実施

民間職業紹介1,649
人
（達成率109.9％）
うち造園・清掃業
1,326人

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業
所訪問による求人開拓が例年どおり実施できな
い状況であったが、なんとか計画数を確保する
ことができた。

有
今後も利用者の高齢化を踏まえ、造園・清掃等
高齢者に適した求人開拓に努めていく。

自立に向けた就労支援、適切な就労機会の確保 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

城北労働・福祉センター 評価年度：2020年度

日雇労働市場の衰退と公的就労への依存 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

安定した就労による自立を支援するため、就労訓練や日雇労働者技能講習事業などの取組が充実するとともに、高齢者特別就労事業の実施や、高齢者向けの業種にも拡
大した求人開拓などにより、日雇労働者の高齢化等に対応した求人が確保されている。
○利用者一人当たりの職業紹介数 45 件／年

継続 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

就労自立に向けては、利用者の高齢化や常用就労への意欲等の理由により就労訓練には結びついていないが、日雇労働者技能講習事業において資格取得が
可能となる科目を設定するなどの取組を行った。高齢者特別就労事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により、開始日及び紹介人数が変更とな
り、紹介実績が大幅な減少となった。民間求人については、事業所訪問による求人開拓が実施できない状況もあり、2020年度利用者一人当たりの職業紹介数は
37.9件／年にとどまった。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

就労訓練0名

日雇労働者等技能講
習事業
20科目設定（資格取
得可能科目6科目）

就労自立支援については、就労訓練の
参加実績はなかったが、日雇労働者等
技能講習事業においては資格取得が可
能となる科目を設定し、就労自立につな
がるよう努めた。
職業紹介については新型コロナウイル
ス感染症の影響により高齢者特別就労
の紹介が大幅に減少したため、利用者
一人当たりの職業紹介数は37.9件／年
にとどまったが、民間紹介については何
とか計画数を確保することができた。

職業紹介件数8,000人

民間職業紹介1,765人
（達成率70.6％）
うち造園・清掃業1,141
人
（達成率65.2％）
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戦　略 ③／ 5

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

支援プログラムに基
づく生活総合相談の
実施

理事長ヒアリング及び相談部
門におけるケース検討会各11
回
関係機関との連携のもと、
個々の課題解決に向けた適
切な支援の実施

利用者一人当たりのアウト
リーチ回数8 回

理事長ヒアリング2回、相談部
門におけるケース検討会2回
開催
健康相談室や関係機関と連
携し、生活の立て直しを希望
する相談者に対して助言を
行った。

利用者一人当たりのアウト
リーチ回数10.5回

新型コロナウイルス感染症感染防止対策としての会
議抑制方針から、ヒアリングの実施方法の見直しを行
い、全ケース一律に実施していたものを要支援度の高
い利用者について重点的に実施することとした。しかし
1月以降に予定していたヒアリングは緊急事態宣言の
発出により回付方式としたため、結果として2回の開催
となった。
また、医療・福祉面において関係機関と連携を図り、
利用者の生活の立て直しを図った。

困難ケースを中心に、支援プログラムに基づき、アウト
リーチを実施した。また、支援プログラムの対象外の
ケースについても積極的にアウトリーチを行った。

有

新型コロナウイルス感染症の影響による就労環
境の悪化・生活状況の変化を踏まえながら、今
後も利用者一人ひとりの置かれた状況を的確に
把握し、支援プログラムに基づき、所内ヒアリン
グやケース検討を行うなどセンター一丸となって
継続的な支援を実施していく。

簡易宿所等を活用し
た生活訓練の推進

生活訓練3 名
（簡易宿所またはアパート）

生活訓練0名

「現状を変えたくない」との思いが強い利用者が多く、
生活訓練の実施に結びつかなかった。
加えて、2020年度は頑なに生活訓練を拒んでいた利
用者の中にも、新型コロナウイルス感染症の影響によ
る東京都の特別就労対策事業の実施見送り等就労環
境の変化により、生活様式（就労での生活から生活保
護）を急遽変更せざるを得なくなった利用者がいたが、
生活訓練を経ずに直接、生活保護申請を行ったことも
実績に結びつかなかった要因である。

有

新型コロナウイルス感染症の影響による就労環
境の悪化・生活状況の変化を踏まえ、常に利用
者に寄り添い、気持ちの変化を的確に捉えなが
ら、生活保護に結びつけるなど生活の安定に向
けた取組を行っていく。

ＮＰＯ法人等との連携
促進

「地域ケア連携をすすめる会」
に引き続き参加し、NPO法人
等との関係強化

個々の利用者支援に係る
ケース検討等の実施

新型コロナウイルスの影響に
より、「地域ケア連携をすすめ
る会」への参加ができなかっ
た。

個々の利用者への支援につ
いてＮＰＯ法人との連携が必
要となるケースはなかった。

新型コロナウイルス感染症の影響により、定期開催さ
れていた連絡会も中止やリモートでの開催となり、参
加が困難であった。

個々の利用者支援についてはＮＰＯ法人との連携が
必要となるケースは発生しなかったため実績がなかっ
た。新型コロナウイルス感染症の影響により業務を縮
小しているＮＰＯ法人もあり、なかなか連携には結びつ
かない状況であった。

有

「地域ケア連携をすすめる会」には可能な限りリ
モートで参加するようにし、ＮＰＯ法人等との関
係性を継続するとともに、利用者への支援にお
いても、必要な場合には積極的にＮＰＯ法人等
との連携を図っていく。また、新型コロナウイル
ス感染症の影響などについても可能な限り情報
共有を図る。

利用者の状況に応じたきめ細かな支援 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

城北労働・福祉センター 評価年度：2020年度

利用者の高齢化、路上生活の長期化 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

個別担当制による支援プログラムに基づき、理事長ヒアリング及び相談部門におけるケース検討会や来所相談の少ない利用者に対し、就労先や居所を訪問するアウトリーチ等を通じて、利用者一
人ひとりの実情に応じた総合的な相談支援が行われるとともに、生活訓練事業等により利用者の居住安定と生活向上が図られている。
また、ＮＰＯ法人等との連携が強化され、民間のノウハウを活用した多様な利用者支援が実現されている。
○利用者一人当たりのアウトリーチ回数 8 回／年
○新規居住安定者数 10 名（３年間の累計） 継続 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

支援プログラムに基づき理事長ヒアリングやアウトリーチを実施するなど、継続的に必要な支援を行った。（利用者一人当たりのアウトリーチ回数　毎年度8回／年以上、新規居住安定者
数　３年間の累計33名）。また、来所相談の少ない利用者に対して、センター周辺の清掃を毎日、午前と午後に行う中で、自然な形でアウトリーチを行い、利用者の生活向上のきっかけと
なった。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

理事長ヒアリング13回実
施

利用者一人当たりのアウ
トリーチ回数8.2回

利用者一人ひとりの実情に応じたきめ細
かな支援を行うため、利用者ごとの支援
プログラムに基づき、理事長ヒアリング
やケース検討などにより進行管理を行う
とともに、積極的なアウトリーチによる信
頼関係の構築などにより、生活保護につ
なげるなど10名を生活安定に結びつけ
ることができた。
ＮＰＯ法人等との連携については、新型
コロナウイルス感染症の影響や連携が
必要となる事例がなかったため、実績に
は結びつかなかった。

生活訓練2名
(簡易宿所)

6月、9月、11月、1月の4
回参加（延10人）し、意見
交換やグループワークに
よる事例検討等を実施

ＮＰＯ法人2団体と連携に
ついての意見交換会を実
施
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

地域との連携強化

地域づくりフォーラム
の開催4回

山谷地域の環境変化
に応じた新たな課題
への対応（継続実施）

6月及び9月は開催見
送り、12月と3月に書
面開催を実施

地域の関係者には高齢者も多くいるため、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か
ら対面での開催を見送る判断をした。

有

今後も継続して地域づくりフォーラムを定期的に
開催し、町会や地域関係機関と地域の課題につ
いて共通認識を持ち、課題解決に向けて一体と
なって取り組んでいく。

環境美化の推進

地域クリーンアップ作
戦12 回

実施状況を踏まえ、
更なる参加者拡大に
向けた取組を検討・実
施

花いっぱい運動　既
設置花壇の管理向上

台東区花の心プロ
ジェクト推進協議会へ
の継続参加

すべての実施を見送
り

参加者拡大に向けた
取組は検討・実施せ
ず

プランターの新規設
置及び既設置花壇へ
の花の補植を春と秋
に実施し設置者に管
理を依頼

未開催

地域クリーンアップ作戦は屋外での清掃活動で
あり、感染リスクはそれほど高くないが、地域の
参加者には高齢者が多く、地域の参加者の一部
から実施について不安の声が上がったため実施
を見送る判断をした。
6月は感染者数が少なくなったため、実施を決定
したが雨天により中止となった。

地域クリーンアップ作戦の実施ができない中で、
参加者拡大に向けた取組については検討・実施
しなかった。

花いっぱい運動は台東区の協力を得て、プラン
ターを新たに設置するとともに、地域にこれまで
設置したプランターへの花の補植を春と秋に実
施することができた。

台東区花の心プロジェクト推進協議会は新型コ
ロナウイルス感染症の影響により開催されな
かった。

有

今後も継続して地域クリーンアップ作戦を着実に
実施していくとともに、設置した花壇についても設
置者と協力して適正に管理し、地域一体となった
環境美化を推進していく。

地域と連携した環境改善の取組 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

城北労働・福祉センター 評価年度：2020年度

ゴミの不法投棄など地域が抱える問題への対応 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

地元町会、商店会、旅館組合、福祉施設、区、警察、消防などが参加する地域づくりフォーラムが定期的に開催され、関係機関の連携により、路上炊飯行為やゴミの不法投棄
など山谷地域が抱える課題が共有されるとともに、その解決に向けた一斉清掃や花壇の設置などの取組が定着し、地域の環境改善が目に見えて進んでいる。
○地域づくりフォーラム 4 回／年
○地域クリーンアップ作戦 12 回／年

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

新型コロナウイルス感染症が流行するまでは地域づくりフォーラム及び地域クリーンアップ作戦を定期的に開催し、課題の共有や、地域の環境改善を図ることがで
きたが、2020年2月以降は地域関係者や職員の感染リスクを考慮し、地域づくりフォーラムについては中止又は書面開催とし、地域クリーンアップ作戦は実施を見
送った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

地域づくりフォーラム3
回開催
（新型コロナウイルス
感染拡大の影響により
3月の開催を見送り）

これまでと同様にゴミ
の不法投棄の課題に
対応し、改善を図った

地域と一体となった取り組みのため、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止の観点から取組の実施について慎重
な判断とならざるを得ないため、実績に
は結び付かなかった。その中でも地域づ
くりフォーラムの書面開催や花いっぱい
運動を実施し、地域と一体となった取組
の継続性を確保することができた。

地域クリーンアップ作
戦10回実施（2回は新
型コロナウイルス感染
拡大の影響により中
止）

地域クリーンアップ作
戦1か所が新たに参加

花いっぱい運動
花壇の設置計51基

台東区花の心プロジェ
クト推進協議会に参加
し、当センターの取組
について報告
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

センターの在り方検
討

改訂後の山谷対策総
合事業計画に基づく
事業の着実な実施

事業によっては新型
コロナウイルス感染
症の影響を受けた
が、着実に事業を実
施

３密となる場所で行う事業など感染リスクがある
事業については、利用者や地域関係者、職員の
感染防止を第一に考え休止等の措置をとった。

有
今後も新型コロナウイルス感染症の感染状況等
に考慮しつつ、東京都が策定した山谷対策総合
事業計画に基づき、事業を着実に実施していく。

新たに策定された山谷対策総合事業計画を踏まえたセンターの組織及び事業の在り方について関係者間の合意形成が図られた。
また、利用者の高齢化を踏まえ、生活の安定・向上を図るため、生活保護への移行をはじめとした福祉的な視点による利用者支援を着実に進めた（新規生活保
護移行者2020年度末までの3年間で33名）。
なお、センターの運営基盤の強化などを目的に、2021年4月1日に公益財団法人東京都福祉保健財団と合併することとなった。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

終了

計画策定に係る会議
へ参加し、地域及び利
用者の状況の変化
や、実態に即した計画
値を東京都に伝え、計
画に反映

新規生活保護移行7
名

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、休止、規模縮小、中止とした事業も
あったが、職業紹介、生活総合相談、応
急援護など着実に事業を実施した。

「経営改革プラン」評価シート

城北労働・福祉センター 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

山谷地域を取り巻く環境変化への対応

センターの将来的な在り方検討とそれを踏まえた事業運営

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

次期山谷対策総合事業計画で示される山谷対策の今後の方向性を踏まえたセンターの組織及び事業の在り方について、関係者間の合意形成が図られている。
また、センターの今後の在り方とも整合を図りながら、福祉的視点に重点を置いた利用者支援が行われている。
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団体名： 城北労働・福祉センター 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

 【戦略①　円滑な業務運営のための執行体制の確保】
　退職者不補充の方針を堅持するため、ベテラン職員を活用する体制を整備するほか、職員の専門性を向上するための研修を充実するなど少数精鋭での円滑な業務
運営のための体制は確保されている。
【戦略②　自立に向けた就労支援、適切な就労機会の確保】
　新型コロナウイルス感染症の影響により、高齢者特別就労の紹介が大幅に減少する一方で民間の紹介は計画数を確保するなど、適切な就労機会の確保に向けた取
組が着実に進捗している。
【戦略③　利用者の状況に応じたきめ細かな支援】
　新型コロナウイルスの影響により就労の機会が減少する中、利用者毎の支援プロググラムによるきめ細かな支援やアウトリーチにより生活の安定に結びつけてい
る。
【戦略④　地域と連携した環境改善の取組】
　新型コロナウイルス感染症の影響により計画どおりの取組が実施できない中、書面による開催など工夫することにより地域の環境改善に向けた継続的な取組を確
保することができた。
【戦略⑤　センターの将来的な在り方検討とそれを踏まえた事業運営】
　新型コロナウイルスの影響により利用者周辺の環境が変わる中、職業紹介のほか生活総合相談や応急援護など福祉的視点に重点を置いた利用者支援を着実に実施
した。

　山谷地域を取り巻く環境は大きく変化し、利用者の高齢化のほか新型コロナウイルスの影響も加わり支援はさらに複雑化しているが、こうした環境変化に対応し
ながら、利用者への適切な支援が行われている。

-88-



戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

第４期プロジェクト研
究の推進

・第４期プロジェクト研
究（２１課題）の着実
な推進

・新プロジェクトリー
ダー公募及び立ち上
げ準備

・2020年4月に開始した21のプロジェクト研究の進捗及びその成果
について、外部専門家で構成する研究評価委員会を開催し、2日
間にわたり、プロジェクトリーダーによるプレゼンテーションを行っ
た。
　その結果、1年目の研究評価として、「A」（特に優れている）評価
を受けたプロジェクトは、研究を実施する前に行った事前評価と同
じ8課題で変わらなかったが、その評価点はわずかながら上昇し
た。一方で、「C」（普通）評価は、1課題増えて3課題となった。
　また、新型インフルエンザやデング熱に関するワクチン開発研究
を行ってきた実績を背景に、東京都の特別研究として、コロナワク
チンの開発のほか、「新型コロナ特別対策チーム」を組織してコロ
ナ抗体測定研究を実施するなど、都政の重要課題である新型コロ
ナウイルス感染症対策に取り組んだ。
　
・2021年からスタートする新プロジェクトリーダーについては、2020
年2月から公募を開始し、書類選考、プレゼンテーション、面接を
経て、10月に2名のプロジェクトリーダ採用候補者を決定した。
　2021年4月からの研究開始に向け、研究室や実験室を整備する
ため、機器の購入や搬入を行ったほか、所内連携の促進に向け
新プロジェクト研究に関する「医学研セミナー」を開催した。

・コロナ禍にあっても、着実に研究を進め、高い評価を得た
プロジェクトがある一方で、度重なる緊急事態宣言の発令な
ど、厳しい研究実施状況を反映してか、評価を下げてしまっ
たプロジェクトもあった。

・新プロジェクトリーダーについては、医学研HPや各学会
HP、科学雑誌等に募集記事を掲載したほか、所内研究者に
よるネットワークを活かして、国内外から80件の応募があ
り、このなかから、優秀な若手研究者を採用することができ
た。

有

・評価委員とプロジェクトリーダー同士によ
る評価とコメントは、各リーダーに通知し、
研究計画の見直し等に活用することで評
価向上を図るほか、所長、副所長が担任
するリーダーとの面談において、研究の方
向性や進め方について議論する際に活用
することで都民ニーズをより反映したプロ
ジェクト研究を実施する。
　また、コロナワクチンの開発について
は、「感染症の克服」という研究所が掲げ
る都民ニーズに則した12の研究課題のひ
とつであり、現在流行している新型コロナ
ウイルスだけでなく、今後新たなコロナウ
イルスが発生した場合にも即座に対応可
能なワクチンの開発研究に取り組み、実
用化を目指す。

・それぞれの研究が早期に軌道に乗るよ
う、新たな常勤研究員の採用や、機器整
備などを進め、効果的かつ効率的な研究
の実施環境を整備し、研究成果の獲得と
都民への成果還元が行われるように支援
する。

・引き続き、昨年度と同様、さまざまな機
会を捉えて、センターの機能や役割につ
いて、情報発信する。

・「東京iＣＤＣ専門家ボード」へ引き続き参
画し、都の感染症対策に寄与する。また、
「第4波」では国のアドバイザリーボードに
も招へいされ、人流データに基づく感染予
測について報告している。今後は、国の求
めに応じて、民間との協力のもと、医学研
の研究を展開し、全国普及に協力する。
　統計解析については、所内のニーズを
踏まえ、月に2回のペースで個別相談を実
施する。

ゲノム医学研究セン
ター及び社会健康医
学研究センターの推
進

・ゲノム医学研究センターについては、
2019年4月に開設準備担当として着任し
た研究員（バイオインフォマティクスの専
門人材）を中心として、2019年8月に構想
案を策定した。

・社会健康医学研究センターについて
は、現在の「心の健康プロジェクト」と「難
病ケア看護プロジェクト」を再編すること
とし、長期にわたるコホート研究や認知
症・難病の地域包括ケア等都政への直
接的還元を目指す研究を推進するた
め、2019年6月に構想案を策定した。

・それぞれの構想案を踏まえて、2020年
4月に向け新たな組織体制を整備した。

・ゲノム医学研究セン
ターについては、基
盤づくりを着実に進
めながらプロジェクト
への支援を開始する
ほか、都立病院等に
対して積極的に普及
啓発活動を行い、連
携を進める。

・社会健康医学研究
センターについては
都の関連部署へのア
プローチを進める。ま
た、統計解析に関す
るプロジェクトへの支
援を開始する。

・ゲノム医学研究センター
　実験測定・計算解析の双方を効果的に進められるレイアウトに
整備するとともに、基本的な実験機器類を所内での機器移管や新
規調達等により整備した。また、7月までに、採用が間に合ってい
なかった計算解析を進める常勤研究員の採用を終えた。
　所内プロジェクト研究との連携では、ゲノム、エピゲノム、RNA等
に関する網羅的測定やこれを用いた研究に関し、実験測定の計
画やデータ解析手法に関する相談、解析結果の解釈など、専門性
を生かした連携・支援を実施することをテーマとして、統合失調症
プロジェクトや社会健康医学研究センター心の健康ユニットなど、
複数のプロジェクトとの連携や支援を行った。
　都立病院等との連携では、患者に対する新たな診断技術の開
発や、診療上の問題意識から発せられる研究課題に取り組むこと
を目指しており、多摩南部地域病院との「関節リウマチ患者におけ
るサラゾスルファピリジンのPneumocystis jirovecii保菌に与える影
響に関する研究」ほか2件の共同研究を実施した。

・社会健康医学研究センター
　携帯電話の位置情報を用いて主要繁華街における滞留人口（人
流データ）と感染拡大との関連性を科学的に明らかにし、新規感
染者数の予測を行う分析の仕組を独自に構築した。この仕組に関
して、都の求めにより、10月に組織された「東京iＣＤＣ専門家ボー
ド」に参画し、疫学的見地に基づく感染症リスクの分析・評価を行
い、毎週行われる都のモニタリング会議で報告するなど、都の感
染症対策に寄与した。
　統計解析では、センターの研究員が研究計画の立案からデータ
収集、統計解析、結果の解釈など「研究デザイン」に関わり、外部
の専門アドバイザーと連携しながら、きめ細かなプロジェクト支援
を行った。その結果、24件（2016年度）→18件（2017年度）→4件
（2018年度）→5件（2019年度）と減少傾向にあったが、28件（延べ
48件）に増加した。

・ゲノム医学研究センターは、閉鎖する研究室の跡地に整
備することになっていたため、研究の終了を待って、セン
ターのレイアウトや機器類の配置を開始した。
　また、10月には、都医学研NEWS（毎回3,000部配布）に「ゲ
ノム医学研究センター紹介」を掲載したほか、11月には、研
究者や医療従事者を対象とした、都医学研シンポジウム「ゲ
ノム機能解析の進展とその医科学への応用」を開催するな
ど、センターの機能や役割について、研究所の内外への情
報発信の実施が、個別相談からプロジェクトや都立病院等
との共同研究に発展した。

・新型コロナウイルスは、感染から発症までの潜伏期間は1
日から12.5日（多くは5日から6日）と言われ、また、その多く
が無症状であることから、自分が感染者であることに気づか
ず、人に感染させてしまうことが課題とされるなか、人の動き
に着目した感染予測は他に例はなく、シミュレートで行ったこ
とが実地疫学に寄与した。
　統計解析については、所内相談ページの開設や統計相談
事前シートの作成、相談日時を設けるなど、きめ細かくプロ
ジェクト支援を行うための基盤整備を行った。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

2020年4月から第4期プロジェクトを開始し、研究課題解決に取り組む21の研究プロジェクトに加え、新たに疾患ゲノム解析に特化した「ゲノム医学研究センター」及び都政への直接的な貢献を行う「社会健康医学研究センター」
を開設した。また、2020年10月に追加で選定した「がん免疫プロジェクト」「体内時計プロジェクト」の2つのプロジェクトが2021年度当初からスタートできるよう研究室・実験室等の体制整備を実施した。

継続

・2019年6月に第4期プロジェクト（2020年
～2024年度）の再編構想案を策定した。

・構想案に基づき、所内プロジェクト等の
再編・拡充を図るとともに、プロジェクト
研究選考会議を開催し、新設を含む21
のプロジェクトを選定した。

・新たに外部からプロジェクトリーダー2
名を公募することにし、募集する研究
テーマを決定した。
①生命医科学全般の分野で革新的・創
造的な研究
②がん、免疫、脳神経、精神などの疾患
に関する研究
なお、公募する2名のプロジェクトについ
ては、2021年度（プロジェクト研究2年目）
からの開始とすることとした。

・医学研では、5年間の期間を定めて課
題を達成していくプロジェクト研究を研究
活動の基本に位置づけており、研究評
価からも着実に行われ、成果を上げてい
ることが確認された。

・2021年からスタートする新プロジェクト
リーダーについては、2名の優秀な若手
研究者を採用することができた。評価委
員からも高い評価を得るなど、都民ニー
ズに対応し、研究成果の都民還元を目
指したプロジェクト研究の展開が期待で
きる。

・ゲノム医学研究センターは、基盤整備
が終了し、医学研の各プロジェクトや、都
立病院等との連携が進んでいる。また、
普及啓発活動を積極的に行った結果、
センターの活動が徐々に浸透してきてい
る。

・社会健康医学研究センターは、独自の
研究が感染症対策において、重要な位
置を占めるようになり、国や都から高い
評価を受け、実社会において活用が図
られている

・都政が直面する新型コロナウイルス感
染症対策という大きな課題に対し、医学
研では、コロナワクチンの開発、人流
データの分析による新規感染者数の予
測など、その強みを生かした研究を行
い、都民の関心を意識した情報発信も
行った。また、コロナ抗体測定研究では
「新型コロナ特別対策チーム」を組織し
て実施にあたるなど、全所を挙げ、都政
貢献に努めた。

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都医学総合研究所 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

研究体制の見直し

都民ニーズ・都政課題に密着した研究体制の再編整備

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

２、３

社会医学系の研究による都政課題への貢献及びゲノム解析による疾患の診断・治療法の開発など、研究を取り巻く環境の変化に対応した推進体制が構築されており、引き続き都民ニーズ・都政課題を踏まえた高い研究水準を確保し、
その成果を社会に還元している。
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戦　略 ②／ 4

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

臨床現場における研
究シーズの発掘

都立病院等との共同
研究制度の見直し

都立病院等の医師の
受入・学位取得の推
進

・都立病院等向けカンファ、
フォーラムでの周知、連携大
学院説明会の開催

・受入プロジェクトの拡大

2020年度受入状況
・客員研究員　19人
・協力研究員　23人
・研修生  10人
・学位取得者0人

・2020年6月30日付で北里大学大学院と連携大学院協
定を締結した。

・例年実施している連携大学院説明会は、新型
コロナウイルスの「第1波」と重なり、中止とせざ
るを得なかったが、研究者が教員として受け持
つ講義のなかで医学研の紹介を行ったほか、
ホームページを通じたプロジェクト紹介や施設
紹介を行うなど、できる限りの情報提供に努め
た。

有

・都立病院等向けカンファレンス、
フォーラムでの周知を行うほか、連
携大学院説明会をオンラインで開
催するなど、受入・学位取得を推進
する。

・受入プロジェクトの拡大を図る。

新たな研究シーズの探索による都立病院等との連携強化 戦略番号

【研究シーズの発掘】
・随時申込受付

【共同研究制度】
・新規課題募集及び継続課題を採
択
・出願及びライセンス活動の実施

【共通】
・都立病院、公社病院等を対象とし
たセミナーの場等を活用し、これま
での取組や制度の周知を図るととも
に、病院のニーズを把握するため
のアンケートを行う。
・公社病院長・事務長会の場等を活
用して、制度の周知を図る。
・これまでに採択された病院以外か
らの申込を目指し、連携を強化す
る。
・都立病院、公社病院の独立行政
法人化などの動きを踏まえ、必要に
応じて適切な見直しを図る。

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都医学総合研究所 評価年度：2020年度

都立病院等とのさらなる連携強化 第２期プランとの関係

3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

研究シーズの発掘制度において採択された案件が、新たな共同研究の実施により一定の方向性を得て、共同研究制度へ発展する事案が生じており、両制度は臨床現場のニーズに即した共同研究の進
展に寄与した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

2019年度受入状況
・客員研究員　20人
・協力研究員　22人
・研修生  6人
・学位取得者2人

・2019年5月21日付で慶應義塾大
学大学院と連携大学院協定を締
結した。

【研究シーズの発掘】
・申込・採択は2件
（内訳）
都立多摩総合医療センター
公社多摩南部地域病院

【共同研究制度】
・2018年度からの継続1件、新規4
件の申込があり、評価委員会での
プレゼン審査の結果、継続1件、
新規3件を採択した。
（内訳）
＜継続＞
公社多摩北部医療センター
＜新規＞
都立松沢病院
都立神経病院 2件

【共通】
・新たに周知用のポスターを作成
し、都立病院及び公社病院に掲示
した。また、病院等連携研究セン
ター長が都立病院及び公社病院
を訪問しながら制度について周知
した。

【研究シーズの発掘】
・随時申込受付（四半期に１
件程度の採択を目標）

【共同研究制度】
・新規課題募集（３件程度の
採択を目標）及び継続課題を
採択。
・出願及びライセンス活動の
実施

【共通】
・都立病院や公社病院に対
し、これまでの取組を周知す
るとともに病院からのニーズ
を把握するためのアンケート
を実施する。その結果を踏ま
えて二つの制度の見直しを検
討
・2017～2019年度に採択され
た病院以外からの申込を促
す。

原因不明の疾患など、都立病院等の医師による疑問や問題意識に応える取組みが新たな共同研究に発展し、これまで連携のあった３病院（駒込病院、神経病院、松沢病院）以外でも臨床現場のニーズに即した研
究が行われている。

見直し

【研究シーズの発掘】
・新規0件（申込は1件あったが、取下げとなった）・継続1
件

【共同研究制度】
・2018年度からの継続1件、2019年度からの継続3件、新
規5件（うち1件は研究シーズの発掘からの進展）の申込
があり、評価委員会において、プレゼン審査を行った結
果、全案件を採択した。
（内訳）
＜継続＞
都立松沢病院 2件(※)
都立神経病院 2件(※)
公社多摩北部医療センター 1件
（※）うち、各1件は松沢病院及び神経病院との3者共同
研究
＜新規＞
都立松沢病院 1件
都立神経病院 3件
公社多摩南部地域病院 1件

【その他】
・2018年度に研究シーズの発掘で採択された公社東部
地域病院の案件は、がん患者一人ひとりに最適な抗が
ん剤（至適量）が投与できることを目的とした研究であ
り、その成果が企業との共同研究に発展し、現在、経済
産業省の補助金を受けて、実用化に向けた取組を進め
ている。

・新型コロナウイルス感染症への緊急対策として実施し
た、抗体測定研究では、14の都立・公社病院の協力のも
と、一般外来を受診した患者の血清、合計30,531件を採
取し、抗体陽性率の推移について、都のモニタリング会
議において報告した。

【研究シーズの発掘】
・2019年度に採択された多摩総合医療センター
の案件については、研究開始時期が年度末に
近かったことから、2020年度においても同制度
にて継続した。

【共同研究制度】
・2019年度に採択された4件全て、継続の申込
があった。
・2019年度に研究シーズの発掘で採択された多
摩南部地域病院の案件が、共同研究に発展し
た。

【共通】
・年度当初に、病院等連携支援センター長（医
師）が全都立病院・公社病院を訪問し、、リーフ
レットの配布とともに制度説明を行った。その結
果、制度に対する前向きな問合せが増えた。

【その他】
・製品化につながる可能性の高い研究開発とし
て、東京バイオマーカーイノベーション技術研究
組合（TOBIRA）を通じ、パートナー企業と研究を
進めた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・臨床業務の中で生じた疑問を解決する
ため、医師が気軽に申し込める「臨床現
場における研究シーズの発掘」と発展形
である「共同研究制度」、二つの制度を
試行として進め、様々な機会を捉えて制
度の周知を図ってきた。その結果、病院
及び研究所が相互に広く関与し、病院側
の着想や技術をもとに研究所が支援す
るような連携研究が実施されている。

・二つの制度を本格実施として継続し、
制度のさらなる普及や理解を進めるた
め、医師個人に対する取組だけでなく、
病院組織に対する働きかけも行うなど、
様々な機会を捉えて「個人」と「組織」、
双方に働きかけを行っていく必要があ
る。

・都立病院等の医師による研究活動を
支援するため、受入を行うとともに、学位
取得の支援も継続する。
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戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

都立病院等における
知的財産の権利化及
び活用の支援

都立病院等と企業と
の共同研究・受託研
究の交渉と締結の支
援

知的財産における都立病院等への支援体制の構築 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都医学総合研究所 評価年度：2020年度

都立病院等への支援　 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

都立病院・公社病院７病院の他、病院経営本部・保健医療公社事務局へも知的財産活用のための支援を行った。特許出願やその準備（計３件）を行ったほか、企業とも様々な交渉を行い、ライセンス契約を含
む各種契約（７件）を締結した。また、公社事務局においては、知的財産関連規程が存在していなかったことから、 策定に向けての情報提供やアドバイスを行った。同規程施行は保留となったが、独法法人に
おける知的財産関連規程の策定にも役立つものと考える。これらの支援実績を背景として、病院経営本部及び公社事務局と２０２１年度以降の支援についての協議を開始した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析 団体自己評価

・個別取組事項はいずれも着実に成果
を上げることができ、都立病院・公社病
院における臨床ニーズを踏まえた知的
財産権の確保や産学公連携の取り組み
を進めることができた。

 ・都立病院・公社病院への啓発活動
は、新型コロナウイルス感染症が収束次
第、速やかに開始する。
　ただ、このような状況においても、医学
研の支援を聞き及んだ病院関係者か
ら、コンスタントに相談がもたらされてい
る。
　このことは、弊所の支援及びその価値
が病院内に浸透しつつあると理解してい
る。

 ・支援活動を開始した直後から、病院経
営本部や保健医療公社、及び、各病院
において、知的財産や産学公連携に関
する規程を整備することが必須であるこ
とがわかり、明確な規定のなかった保健
医療公社に対して規程整備の支援を
行った。
　都立病院・公社病院の独法化の関係
もあり、支援により作成した規程案は保
留となっているが、独法化によって、知
的財産の取得や活用、民間企業との産
学公連携の活動が高まると思われる。
知的財産の取得や活用は結果として、
都民への還元につながっていく。このた
め、独法法人における規程や体制の整
備に係る必要な支援を行っていく。

【都立病院への支援】
・2019年5月に病院経営本部と締結（2019年3月26日遡及発効）した「包括的秘密保持
契約」をもとに、個別支援を実施している。

（個別対応実績）
《2018年度からの継続案件》
・都立駒込病院　共同研究に関する企業との交渉
・都立松沢病院　著作権に関する松沢病院・病院経営本部・企業・著作者の旧所属大
学との（契約主体・ライセンス条件等）調整と交渉、契約書の案文作成及び調整
・都立小児総合医療センター　アイデア開示への対応、発明届の作成、企業との交渉
《2019年度新規案件》
・都立神経病院　発明開示への対応、先行技術調査
・都立小児総合医療センター　企業との交渉方法のアドバイス
・都立大塚病院　アイデア開示への対応及び関係者との協議、企業との面談（説明と
開発方針の検討）
・都立多摩総合医療センター　考案開示への対応、技術内容の検討及び関係者との
協議（特許取得への方針変更を提案）、病院と本部内手続きの支援、弁理士と協議と
明細書作成
・都立駒込病院　検査用デバイスの発明開示への対応（技術内容及び発注先との関
係をヒアリングし、方針を提案）

【公社病院への支援】
・現在、その実施は保留となっているが、公社病院における知的財産関連規程の整
備に向けて公社事務局と協議を進め、規程案を完成させた。
・「包括的業務支援及び秘密保持契約」に基づき、引き続き個別案件の対応を行って
いる。

（個別対応実績）
《2018年度からの継続案件》
・公社荏原病院　特許出願（規程がないため、発明者がまずは出願人となることを提
案）、企業との共同特許出願契約交渉と締結、外国出願手続き対応、発明者から公
社への権利譲渡契約書作成と手続き

《2019年度からの新規案件》
既に研究所の支援活動の存在を知っている医師からの相談に対応した。
・多摩北部医療センター　小児がんサバイバーのための保険創設についての相談、
保険会社への打診と面談
・公社荏原病院　新規発明相談（学会発表との関連についても）

【都立病院・公社病院共通】
・知的財産活用及び産学連携支援について記載したポスターを作成し、都立病院及
び公社病院に配布した。
・病院におけるカンファレンスやセミナー、フォーラムなどの場を通じて知的財産関連
の活動に関する普及啓発を実施した。
2019年5月　・臨床研究審議会発表会（病院経営本部主催）［各病院選出の委員に対
して実施］
・公社病院院長事務長会（公社病院主催）
2019年6月　・小児総合医療センター　倫理講習会
・多摩総合医療センター　臨床研究セミナー
2019年8月　・都立駒込病院　倫理講習会
2020年1月　・都立駒込病院　倫理講習会

・2019年度までに取り組みを
開始した案件の対応を進め、
特許出願や共同研究契約等
を実現する。

・新規相談案件に対しては、
2019年度までの経験を生か
し、対応を行う。

・都立病院及び公社病院の半
数（７病院）において、知的財
産の活用及び産学連携につ
いての支援を実施する。

・保健医療公社事務局におい
ては、知的財産関連規程の
運用についての支援を行う。

・全都立病院及び公社病院に
おける啓発活動を完了する。

都立病院等に対する知的財産の権利化や都立病院等と企業の共同研究・受託研究への支援体制がとれており、都立病院等における臨床研究の成果の都民還元に寄与している。

見直し 3

・特許出願等の支援実績　（主な
支援）
１．特許出願「点滴ライト」（多摩
総合）：出願明細書の作成、及
び、出願手続き対応
２．著作権使用許諾「パレイドリア
テスト」（松沢）：企業・東京都・病
院との調整、及び、契約の締結
３．共同特許出願「体幹装具」（荏
原）：中国への出願［公社事務局
との調整も含む］、企業との交渉
４．特許出願「腫瘍サンプラー」
（駒込）：出願手続き対応、及び、
ライセンス候補先企業との交渉・
秘密保持契約の締結
５．特許出願「放射線防護シール
ド」（荏原）：特許出願準備、及び、
ライセンス先候補企業との交渉
６．助成金獲得「破砕腎臓結石洗
浄デバイス」（大塚）：企業と秘密
保持契約を締結した上で、東京
都医工連携HUB機構とも連携し、
企業コンソーシアムを結成した。
東京都中小企業振興公社の助成
金に応募し、２次選考まで進ん
だ。
　
・公社事務局における知的財産
関連規程の策定及び施行は、独
法化のため、保留となったが、独
法法人の知的財産関連規程の策
定検討に活用された。

・新型コロナウイルス感染症対策
として、速やかにWeb会議システ
ムの活用体制を整えた。

・都立病院等における啓発活動
は新型コロナウイルス感染症の
状況を踏まえ、中止とした。

・公社の知的財産関連規程につ
いては、策定に向けての情報提
供やアドバイスを行ったものの、
独法化の発表を受け、当該規程
の策定は保留となった。

・新型コロナウイルス感染症の影
響は非常に大きく、病院関係者と
の対面によるコミュニケーション
は一時困難となった。しかし、感
染流行の初期段階からWeb会議
システムの活用を開始した結果、
病院関係者とのコミュニケーショ
ンや企業等との交渉を早い段階
で回復することができ、影響を最
小限にとどめることができた。

・コロナ禍にあっても、都立・公社
病院、病院経営本部、公社事務
局から新規案件の対応について
相談がもたらされるなど、医学研
での取組が都立病院等へ浸透し
てきていることが感じられた。

有

コロナ
影響

対応方針

 ・都立病院及び公社病院に
おける臨床ニーズに基づくア
イデアや工夫を実用化に結び
つけるための支援を行い、特
許出願や企業との契約に繋
げることができた。今後は、既
存案件の実用化に向けて、ラ
イセンス活動や企業との交渉
を進めていく。
　また、新規相談も積極的に
受け、都立病院・公社病院の
アイデアや工夫についての実
用化や産学公連携を推進す
る。

 ・病院経営本部と公社事務
局では、医学研による「知的
財産の活用、及び、産学公連
携の支援」について、その価
値が理解され、当初、2020年
度までの予定だったが、2021
年度以降の支援についても
継続する。

 ・都立・公社病院が独法化す
ることにより、より効率的な都
民還元が図られる可能性が
ある。しかし、そのためには、
独法法人における規程や体
制の整備が必要となるため、
必要な支援を行っていく。
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

都民向け広報及び
HPの充実

・都民向けリーフレット
の配布（都民講座、サイ
エンスカフェなど）

・都民向けＨＰの充実
（研究成果プレス発表
の都民向け記事の作成
及びスマートフォン対
応）

・研究内容をわかりやすく伝えるリーフレットを作成し、
関係機関に配布した（2020年5月）。2021年度版につ
いては、4月の完成に向けて作成中である。
　2021年度版では、「都医学研の新型コロナウイルス
への取り組み」をトピックスとして掲載する。
・新型コロナウイルスに関する最新情報として、公式
サイトに「新型コロナウイルス関連サイト」を設け、当
研究所の研究内容に加え、海外で研究され学術誌に
掲載された内容を翻訳し、内容ごとに「一般向け」「研
究者向け」と表示したり、「子ども」「重症化」「症状」な
どカテゴリーに分けて掲載するなど、研究者や都民が
欲しい情報が手にしやすいように工夫して掲載した。
掲載件数は、寄稿によるものも含めて46本となった。
　また、国民に広くスマートフォンが普及するなかで、
モバイルの利用者にとって見やすいサイトに対応し
た。

上記の取組により、2020年度の公式サイトへのアクセ
ス数は対前年度比（3月末時点）3.03倍の増となった。

・公式サイトについて、対前年度比（3月末時点）
3.03倍のアクセス増となった要因として、都民の
関心が高い新型コロナウイルスについて、最新
研究のページを設け、学術誌に掲載された内容
を翻訳し、研究者が都民に分かりやすく、詳細
に解説したこと、また、国民のスマートフォン比
率が9割を超えるなかで、パソコンよりもスマホ
でホームページを見る人が増えたことに合わ
せ、利用者目線で行った対応が貢献したものと
考えられる。

・公式サイトのアクセス増を踏まえ、
「子供はなぜ、新型コロナウイルス
に感染しにくいのか？」
（2020/11/16掲載）や「新型コロナウ
イルスに対するmRNAワクチンの妊
婦への安全性 」（2021/4/30掲載）
など、都民の関心を意識しながら、
引き続き新型コロナウイルス関連の
記事を掲載していく。

・当研究所が行っている都内主要繫
華街における滞留人口（人流デー
タ）モニタリングについて、新聞等に
も取り上げられるなど、都民の関心
も高いことから、毎週、定期的に更
新していく。

引き続き、公式サイトでの情報発信
に加え、Twitterでも情報発信してい
く。

都民講座・シンポジ
ウム等によるわかり
やすい研究成果の発
信

・2018年～2019年度の
試行実施を踏まえ、本
格実施（参加者満足度
が80％以上になってい
る）

・不満要因の分析、そ
れに基づく改善の取組
実施

・今年度予定していた全8回のうち、第1回から第3回ま
でについては、新型コロナウイルスの感染拡大によ
り、開催を中止したが、第4回目からはオンラインによ
り全部で5回開催した。
・満足度（満足、やや満足を選択）は、平均89.2％とな
り、目標とする80％を上回った。

・新型コロナウイルスの感染拡大により、対面開
催ではなく、オンラインにより開催したことで、地
方からの参加も可能となり、初めて参加した方
も増加した。
　足を運ばなくても、講演を聞くことができる手軽
さが、満足度向上のひとつの要因と考えられ
る。

有

・都民講座等について、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止のた
め、オンラインで開催している。アン
ケート調査の結果、オンラインでの
開催は満足度が高い結果となって
いることから、これまでの対面開催
だけでなく、オンラインでの開催も新
たな開催方法として検討する。

海外プレス強化

・海外向けプレス実施
（「EurekAlert！」を活用
し、影響力の高い雑誌
で発表された論文記事
を掲載）

・海外向けプレス実施については、学術誌に掲載され
た研究成果のうち、特に、インパクトファクターの高い
学術誌に掲載された2件のほか、研究者から希望の
あった7件、合計9件をEurekAlert!（ユーレックアラート）
に掲載した。
　また、国際的に閲覧頻度の高いNature Index誌に、
地球、そしてわが国が直面する種々のグローバルな
問題（感染症、高齢化社会、心の健康など）に対する
研究所の取り組みに関する記事を掲載した。
・2020年度から第4期プロジェクト研究が始まったこと
から、研究所の英文による案内冊子を改訂した。冊子
の作成にあたっては、研究者へのインタビュー記事の
掲載に加え、その模様も撮影して、医学研英文サイト
に掲載すべく編集作業を行った。

・これまでは、インパクトファクターの高い学術誌
に掲載された記事であることをEurekAlert!への
掲載の要件としていたが、2020年度の途中から
海外メディアに医学研の研究について数多く目
にしてもらえる機会を増やすため、研究者の希
望に応じてEurekAlert!に掲載するように改め
た。
・医学研英文サイトへのアクセス数を増やすた
め、コンテンツとしてインタビュー動画の作成を
行った。

・英語論文の要旨をそのまま掲載す
るのではなく、平易な英文で分かり
やすい表現に改めるほか、数多く、
継続して広報することにより、海外
の専門家等に対する、当研究所の
知名度向上を図る。
・英文案内冊子については、海外で
の学会参加、海外からの研究者の
来所に際して配布する。
　また、現在、「Meet our
scientists!」として、3名のインタ
ビュー動画を掲載しているが、さら
に医学研英文サイトへの掲載数を
増やし、アクセス数の増加に繋げ
る。

都民にわかりやすい普及広報活動の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都医学総合研究所 評価年度：2020年度

広報体制の見直し　　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

研究の専門的内容や成果について、都民に対しわかりやすい広報が実施されており、中でも都民講座においては、80％以上の参加者が内容に満足している。また、海外の専門家に対しては「東京」の先進的な
取組が発信されている。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

研究の専門的内容や成果について、都民へのわかりやすさを追求してリーフレットの作成を行ったほか、ホームページには、都民の関心が高い、新型コロナウイルスに関する最新情報を掲載した。
都民講座では、アンケート調査の結果、80％以上の参加者が内容に満足している。また、海外の専門家に対しては「東京」の先進的な取組を発信している。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・2020年4月からの第4期プロジェクト発
足に合わせ、研究内容をわかりやすく伝
えるリーフレットを現在作成中である。
（2020年5月完成予定）
・都民向けHPに掲載する研究成果プレ
ス発表の記事について、以下の3件を作
成し掲載した。
①2019年9月17日発表
「シナプスの可塑性にプロテオグリカン
が必要であることを解明」（Cell Reports）
②2019年10月16日発表
「脳梗塞により損傷した神経経路を神経
インターフェイスでバイパスすると脳活動
を狙った状態に誘導できる」（Nature
Communications）
③2020年2月6日発表
「ストレスおよびユビキチン化に依存した
プロテアソームの相分離」（Nature）
上記の取組により、2019年度は対前年
度比1.32倍のアクセス増となった。

・研究の専門的内容や成果について、都
民へのわかりやすさを追求したリーフ
レットの作成を行った。また、公式サイト
には、都民の関心が高い新型コロナウイ
ルスに関する最新情報を掲載した。その
結果、前年度と比較して3.03倍のアクセ
ス増となった。コロナに対する都民の関
心が高いなか、都民の目線に立ったわ
かりやすい広報に取り組んだ成果であ
る。

・都民講座では、オンライン開催が中心
となったものの、アンケート調査の結果、
80％以上の参加者が内容に満足してい
ると回答した。このことから、オンライン
開催も新たな開催方法として評価でき
る。

・海外向けのプレスについては、研究成
果を公式サイトのみならず、外部の媒体
も利用して発信した。
　引き続き、研究所の知名度向上のた
め、海外広報を積極的に行っていく必要
がある。

・全8回のうち、第2回目及び第3回目に
ついては、土日かつ多摩地域（調布市）
の会場で開催した。また、第4回目につ
いては平日夜間かつ地元である世田谷
区の会場で開催した。
・第1回目から第8回目までの満足度（満
足、やや満足を選択）は、平均82.7％と
なり、目標とする75％を上回った。

・海外向けプレス実施については、9月、
10月、12月と学術誌に掲載された研究
成果の3件をEurekAlert!（ユーレックア
ラート）に掲載した。
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団体名： 公益財団法人東京都医学総合研究所 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)
＜戦略①　都民ニーズ・都政課題に密着した研究体制の再編整備＞
　２０２０年度から開始した第４期プロジェクト研究について着実に成果を上げるとともに、新たに設置したゲノム医学研究センターと社会健康医学研究センターに
ついても、これまでにない役割を担う組織として順調に滑り出している。特に社会健康医学研究センターについては、開設直後にもかかわらず、いわゆる『人流デー
タ研究』が都の新型コロナ感染症対策において重要な位置を占めるまでになった。人流データ研究のほか、都が直面する新型コロナウイルス感染症対策という大きな
課題に対して研究所として迅速に反応し、ワクチン開発研究、抗体検査研究を推し進めたことは、都政への大きな貢献となっており、極めて高く評価できる。引き続
き高い研究水準を維持し、都の保健福祉施策に貢献し、その成果を社会に大いに還元することを期待する。

＜戦略②　新たな研究シーズの探索による都立病院等との連携強化＞
　都立病院及び公社病院への積極的なアプローチにより、病院側の着想や技術をもとに研究所が支援するような連携研究が次々と実施されており、高く評価できる。
また、新型コロナウイルス感染症への緊急対策として、１４の都立・公社病院の協力・連携の下で抗体測定研究を実施し、都の感染症対策に貢献した点は大きく評価
できる。研究員の受け入れについても、コロナ禍にあっても受入数を概ね維持し、引き続き幅広い分野での連携が進んだことは評価できる。引き続き、積極的に都立
病院や公社病院への働きかけを行い、連携を深めながら、臨床現場のニーズに即した研究が行われることを期待する。

＜戦略③　知的財産における都立病院等への支援体制の構築＞
　コロナ禍にあって病院関係者との対面によるコミュニケーションが一時困難となる中でも、流行初期からWeb会議システムを導入することで、影響を最小限にとど
め、知的財産の権利化や企業との共同研究の支援が順調に進んだことは高く評価できる。独法化の動きに左右される中でも、研究所として支援できることは最大限実
施できている。引き続き、独法化の動きを見極めつつも、独法法人における規程や体制の整備について、必要な支援を通じて、都民への還元につながっていくことを
期待する。

＜戦略④　都民にわかりやすい普及広報活動の強化＞
　HPのスマートフォン対応を実現したほか、新型コロナウイルスに関する最新情報の専用ページや、研究所が手掛けている人流データ分析のページを作成するなど、
都民の関心に沿った積極的かつわかりやすい広報を展開したことは高く評価できる。また、都民講座については、オンライン開催を導入することでアンケート調査で
高い満足度を獲得するなど、コロナ禍にあっても、研究成果の都民還元に積極的に取り組んだ。引き続き、都民の関心に応じたわかりやすい普及広報活動に努めるこ
とを期待する。

　以上のことから、全ての戦略について着実に成果を上げたことを評価するとともに、都が直面する新型コロナウイルス対策という大きな課題に対して、研究所とし
て即座に本領を発揮し貢献したことは大きな成果と言える。新プランにおいても、引き続き各戦略を着実に推進していくとともに、より一層、都民ニーズや都政課題
を踏まえた研究を推進し、都民の生命と健康を守る国内トップレベルの医学総合研究所として、研究成果を都民・社会へ還元することを期待したい。

-93-



戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

離職防止策の検討・
実施

・離職防止策の実施（人材育
成、相談しやすい職場づくり、
メンタルヘルス対策など）
・人材不足を理由とした離職
防止のための人材確保対策
の充実（離職理由の多くが人
材不足に起因すると想定され
るため、上記「人材確保対策
の充実」の取組事項を離職防
止対策の一環として位置づけ
て実施）

・離職理由等調査を継続実施
・職員の給料面での処遇改善
に関する検討を実施
・昇給制度の見直し及び職務
手当の拡充など処遇改善策
を具体化
・職員宿舎の借り上げ、奨学
金返済支援制度の人材確保
策を具体化
・ＯＪＴ推進担当者やチュー
ターの配置、メンタルヘルス
研修、資格取得の経費支援
等を実施
・施設の全職員を対象にアン
ケートを実施（1,246人回答）
・上記「人材確保対策の充実」
を離職防止対策の一環として
位置づけて実施

2017年度退職者から継続して行っている離職理由等調査の集計結果を分析し、離
職理由を踏まえて離職防止策を実施した。
・離職理由等調査で挙げられた主な離職理由として、①待遇格差に起因する公務職
場や他法人への転職、②人間関係や、夜勤と育児・介護との両立困難、③業務への
適性の３つが挙げられる。区児相の新設、給与等の待遇面の差により公務員への
転職希望が増えていると考えられる。
・職員の給料面での処遇改善を図るため、事業団内にPTを設置し関係機関と調整を
行った。
・職員の不安解消とモチベーションの維持のため、ＯＪＴ推進担当者やチューターの
配置、メンタルヘルス研修、資格取得への財政支援等を行った。
・個々の職員の置かれている状況や意識を把握し、風通しの良い職場づくりに活か
すため、施設の全職員を対象にアンケートを実施した。その結果を踏まえた上で、職
場の風通しをテーマとした意見交換会を全施設で実施した。

・離職理由等調査を引き続き実施し、施設ごとの職員一人ひとり
の状況に応じたきめ細やかな対応を行っていく。
・引き続き、事業団内に待遇改善に向けたPTを設置し、自主運営
施設の収支状況も踏まえながら、具体的な対応策をとりまとめ、実
施可能な事項から実行に移していく。
・昇給制度の見直し及び職務手当の拡充など処遇改善策を実施
・職員宿舎の借り上げ、奨学金返済支援制度など人材確保策を実
施
・引き続き上記人材確保対策の充実を離職防止策の一環として位
置付けて取り組んでいく。
・職員の不安解消とモチベーションの維持のため、引き続きＯＪＴ
推進担当者やチューターの配置、メンタルヘルス研修、資格取得
の経費支援、モラルアップのための表彰等を行っていく。
・庶務システムの導入や記録システムの統一による業務の効率化
や、次世代介護機器の積極的導入による身体的負担の軽減等、
職員の負担軽減に取り組んでいく。
・コロナ禍においても、職員が安心して職務を行うことができるよ
う、都の職域接種なども活用してワクチン接種の取組を進めてい
く。

2

事業団が都立施設の運営を通じて培ってきた支援技術を確実に継承し、将来にわたり質の高いサービスを提供し続けていくために必要な人材を確保するとともに、今後、法人や施設の経営を担っていくことのできる人材の育成が進んでいる。
・採用ＰＲ事業の充実等により、安定的な施設運営が可能な人材を確保できている。
・働きやすい職場環境の整備を進め、固有職員（福祉職）の離職率11.7％以下を維持
・各棟・寮で中核となる職員が育っている。
・管理監督層職員に占める固有職員の割合　18.9％（2017年度）⇒40.0％（2020年度）

・採用については、コロナの影響で、実習生の受入れ減、地方及び近県からの応募者の減などによる応募者確保が困難な中、Ｗｅｂを活用したPR事業や学校推薦制度の導入など採用チャネルの拡大、園独自採用などによって必要な職員
を前年度並みに確保できた。
・処遇改善として、昇給制度の見直しや職務手当の拡充、新たな職員宿舎の借り上げなどの制度の創設・拡充を行い、人材確保・離職防止策の充実に努めた
・風通しの良い職場づくりや新人職員へのOJTや研修を通じた人材育成強化により、固有職員の離職率を11.1%に抑えることができた。
・事業団の中核を担う職員の育成と登用を計画的に進め、管理監督者層に占める固有職員の割合を41.8％にまで引き上げた。

継続

　
・Ｗｅｂを主体とした法人主催の採用説明会、施設見学会の実施
と、採用イベント等への出展に加え、事業団の魅力を積極的に発
信するための職員採用ホームページの拡充、PR動画の更新、学
校主催の説明会への参加等、効果的なＰＲ活動を展開する。
・なお、当法人への就職実績のある学校や、実習で関わりのある
学校を中心に、コロナ禍であることに充分配慮しながら、訪問PR
に可能な範囲で取り組むとともに、社会人からの採用など新卒採
用以外の採用チャネルについても拡大していく。

【内定辞退防止】
・内定者に対し当法人の魅力を継続的に伝えることにより辞退の
防止を図るため、引き続きＳＮＳを活用するとともに、採用前の不
安等を解消するための内定者交流会をさらに拡充し、感染症対策
に対応したＷｅｂ版も開催していく。
【採用制度・選考】
・正規職員募集の採用機会を３期から５期に増やし、３月から募集
開始を行うことで、年間を通じた採用機会をさらに拡充する。
・採用チャネルとして学校推薦制度の対象校を拡充するとともに、
実習生等特別制度を積極的に採用活動に活かしていく。
・即戦力の確保を目的として、再採用制度による採用を進めるとと
もに、キャリア採用等の検討・実施を行う。
・感染症対策にも配慮し、採用選考のオンライン対応を検討・実施
していく。
・児童養護施設及び障害施設で共に欠員が発生していることか
ら、保育士養成機関及び介護福祉士養成機関双方に対する学校
推薦制度の活用等について働きかけを行っていく。

有

【ＰＲ事業の充実】
・法人主催採用説明会21回
（うちＷｅｂ説明会18回）、その
他採用イベント出展９回（うち
Ｗｅｂ参加４回）、施設見学会
39回
・学校訪問49校（うち２回は学
生向け講義等）、電話・メール
での個別アプローチ26校
・職員採用ホームページの改
修

【内定者辞退防止】
・内定者への理事長からの手
紙の送付、Twitterの活用、内
定者交流会２回（うち１回は同
時にWeb開催）、内定者向け
メールマガジンの発行（５回）

【採用制度・選考】
・正規職員採用機会３回、２月
から募集活動開始（募集開始
は３月）
・Ｗｅｂ面接の実施
・学校推薦制度による内定者
22名、実習生等特別制度によ
る内定者３名
・再採用制度による採用者２
名

・学校訪問、採用説明会、採
用イベント出展、施設見学会
の実施、職員採用ホームペー
ジの充実、その他PR事業の
充実策の検討実施
・Instagramの活用及び内定者
向けメールマガジンの発行、
内定者交流会の実施、その
他内定者辞退防止策の検討
実施
・３～４月からの募集開始や、
幅広い人材を確保するための
採用チャネルの拡充を検討

【ＰＲ事業の充実】
・学校訪問63校（うち８回は学生向
け講義等）、法人主催採用説明会
10回、その他採用イベント出展15
回、施設見学会65回、ボランティ
ア体験会９回（2019年度新規）、
ホームページのリニューアル

【内定者辞退防止】
・Ｉｎｓｔａｇｒａｍの活用及び内定者向
けメールマガジンの発行、内定者
交流会２回

【採用制度・選考】
・正規職員採用機会３回、２月から
募集活動開始（募集開始は４月）

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

人材確保対策の充実

福祉人材の確保が年々厳しさを増しているため、採用機会を増やすとともに、コロナ
禍により、就職活動に不安を覚える学生等が多いことを踏まえ、以下の取組を強化
した。
【ＰＲ事業の充実】
・法人主催の説明会については、Ｗｅｂでの開催を行う等、工夫しながらＰＲを行っ
た。また、多くの学校で実習が中止・延期となる中で施設の現場を理解してもらえる
よう、感染症対策を充分に行ったうえで施設見学会を開催した。
・当法人への就職実績のある学校や、実習で関わりのある学校を中心に、コロナ禍
であることに充分配慮し学校側の状況に応じて訪問ＰＲ等を行った。
・職員採用ホームページは、職員募集トップページに盛り込むとともに、情報検索が
修正しやすいよう、改修を行った。
【内定者辞退防止】
・内定者に継続的に働きかけることにより辞退の防止を図るため、Twitter等を活用し
て、各施設のイベント情報等を発信した。また先輩職員からのメッセージを記載した
内定者メールマガジンを配信した。
・内定者交流会では、採用前の不安等を解消するため、先輩職員（各施設の中堅職
員で構成する「人材確保育成委員会」メンバー）との懇談を充実させたり、アンケート
方式で質問に答えたりする等、内容の工夫を行うとともに、コロナ禍での参加に不安
のある内定者のため、Ｗｅｂ上での参加も可能とした。
【採用制度・選考】
・各々の求職者の就職活動のタイミングに合わせることができるよう、正規職員募集
を３期に分けて実施するとともに、選考日を予めまとめて明示した。また、新卒者の
就職活動の早期化に対応するため、１回目の募集開始時期を、2019年よりさらに１
月早め３月から実施した。
・採用チャネルの拡充のため、学校推薦制度及び実習生等特別制度による採用を
試行実施するとともに、事業団退職者を対象とした再採用制度による採用を行った。
【部門ごとの人材の過不足の状況】
・これらの人材確保対策を行った結果、2021年４月１日時点で、児童養護６施設で福
祉職224名定員に対して現員209名となり15名の欠員（1施設当たり２～３名）、障害６
施設で福祉職761名定員に対して現員721名となり40名の欠員（1施設当たり６～７
名）となっている。（施設の利用率は、2021年３月１日時点児童養護６施設で82.5％、
障害６施設で81.0％である。）

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・離職理由等調査を継続実施
・ＯＪＴ推進担当者やチューターの
配置、メンタルヘルス研修、資格
取得への財政支援等を実施
・職員の給料面での処遇改善に関
する検討を実施
・施設の全職員を対象にアンケー
トを実施（1,225人回答）
・上記「人材確保対策の充実」を離
職防止対策の一環として位置づけ
て実施
・人材育成方針検討部会の開催
（４回）

・採用については、福祉人材の確保が
年々厳しさを増しており、コロナ禍で採用
活動が制限される中であったが、Webを
活用したＰＲ活動や内定者辞退防止の
充実・強化に取り組むとともに、学校推
薦制度、実習生等特別制度及び再採用
制度の実施により、園採用を含めて94
人の新規採用者を確保することができ
た。

※2020年10月時点東京都有効求人倍
率（一般常用）（東京労働局統計）
　介護関連：5.14倍
　全職業　 ：1.02倍

離職防止については、引き続きＯＪＴ推
進担当者やチューターの配置、メンタル
ヘルス研修、資格取得への財政支援、
全員アンケートとその結果についての意
見交換会等、働きやすい職場環境の整
備に取り組んだ。
・さらに事業団内PTを立ち上げ、処遇改
善策を具体化した結果、事業団固有職
員の離職率は、民間の介護職の離職率
を下回る11.1％となった。
・一層の離職防止に向けて、離職理由
の分析結果を踏まえ、待遇面の改善を
はじめとした離職防止策をさらに進めて
いく。

※離職率比較
　民間の介護職：16.0％（2019年度調査）
　事業団　　　 　：11.1％（2020年度）

・必要な人材の確保に向けて、より一
層、人材確保対策の充実、離職防止に
取り組んでいく。

「経営改革プラン」評価シート

(社福）東京都社会福祉事業団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

危機的な人材不足への対応と人材育成の一層の強化

支援技術の継承と将来の法人・施設経営を担う人材確保・育成に向けた取組強化

-94-



個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

新任職員の早期戦力
化に向けた育成強化

・障害・養護施設の支援員と
しての心構えを学ぶ事前勉強
会の実施
・新任研修の標準化に向けて
作成した「新任職員向け業務
の手引き」を活用した採用前
説明会の実施
・見直し後の研修の実施・検
証

・オンライン研修への切り替え
・採用前説明会　対象者79名
中60名参加
・業務の手引きの活用　新任
研修（前期）（後期）・1級職新
任研修等で活用
・研修内容の見直し

新任職員の早期戦力化が可能となるよう研修メニューを一部見直した。
【コロナ禍における対応】
・コロナ禍の感染防止のためオンライン研修への切り替えを進めた。具体的には①
対面研修の回避②講師のオンライン用レジュメ策定③ネット環境の整備④端末の準
備を行い、効果的なオンライン研修を行った。
【新規採用者の育成】
・採用前説明会を3月20日に実施し、事業団職員としての意識、服務、福利厚生、障
害・養護施設で働く上での基礎的知識の付与などを行った。「業務の手引き」は採用
前説明会時に配布し、各園研修や新任研修（前期・後期）等で活用した。
・正規職員直接採用の人数が増えたこともあり、新任職員の研修内容について、特
に学ぶタイミングを見直し、コマの入れ替えを行った。
1級職新任研修「マナー」「コミュニケーション基礎」→新任職員研修(後期)
新任職員研修「リスクマネジメント研修」→事業団職員2年目研修

有

【コロナ禍における対応】
・オンラインで実施可能な研修については、引き続きオンラインで
の対応を行い、全障害施設共通で効果的効率的に障害者支援が
学べるシステム教材を導入する。
【新規採用者の育成】
・OJTの充実を図る。
・新任職員の基礎となる施設種別毎の「業務の手引き」を新任職
員の育成に活用。各園で実施した研修の資料等差し込めるように
し、新任職員がいつでも見返せるような構成になるよう工夫し、人
材確保・育成委員会からの意見を取り入れ、継続的な見直しを
行っていく。
・見直し後の研修の実施、検証を行い、一層の充実を目指す。

中堅職員の育成強化
・見直し後の研修の実施・検
証

見直した研修体系での研修を
実施した。
【新任・昇任時研修】
新任契約
新任１級職
内部選考１級職
昇任２級職→次年度拡大実
施
昇任サブマネージャー
昇任マネージャー

【現任研修】
１級職員
２級職員
サブマネージャー
マネージャー

職層に応じ、中堅職員として適切な指導や助言を行う能力の向上を図る以下の取組
を行った。
【コロナ禍における対応】
・コロナ感染症対策のため、集合型での研修は中止とし、①オンライン実施②代替
実施③次年度延期の判断を行った。
・2019年度に見直しを行った職員体系に基づき、研修を実施した。学びのタイミング
を逃さないよう、各職層ごとに昇任（新任）時研修、現任研修を企画したが、グループ
ワーク中心の2級職昇任時研修は2021年度に拡大実施とした。
【意識・能力の付与】
・昇任（新任）時研修では、職層に求めるものなど意識付けを行い、目指す姿を明確
にした。
・現任研修ではその職層が求める組織人としてのスキルの付与を行う内容とした。2
級職は①ファシリテーション②フォロワーシップ（4シップ）③リーダーシップを3年クー
ルで実施し、2級職在職中に①～③を受講するようにした。（2020年度は③）

有

【コロナ禍における対応】
・必要な研修はコロナ禍においても、オンライン実施、又は代替実
施（資料配布等）にて実施していく。
・グループワーク中心の研修については個人で行うミニワークに変
更し、発表する機会を増やすことで、意識の共有に努めていく。
【意識・能力の付与】
・2級職昇任時研修については2020年度昇任者も含めて実施す
る。対象人数が多くなるが、開催回数を増やす等で対応し、グ
ループワークはミニワークにした上で発言回数を増やすことで意
識の共有を図れるようにしていく。
・昇任時、現任研修ともその職層に求められる姿・スキルを付与
し、各職場でチューター等として適切な指導助言が行えるように育
成を継続していく。

法人・施設経営の中
核を担う職員の育成
と登用

・組織のリーダーとしてマネジ
メント力を発揮できる人材の
育成
・他法人が運営する施設への
派遣研修の実施

マネージャー、サブマネー
ジャーを対象にマネジメント力
を発揮できるようスキルを学
ぶ研修（現任研修）を実施

法人及び施設全体の運営を担う職員を育成するために、管理監督者に必要な組織
マネジメント力の向上を図る以下の取組を行った。
【コロナ禍における対応】
・マネージャー・サブマネージャーに対し、他団体の研修（統括課長代理研修）を実施
しする予定だったが、コロナ禍のため、見学予定団体と協議の上、実施見送りとし
た。
・同様に他法人への派遣研修も、人流抑制の観点から自粛することとなった。
【意識・能力の付与】
・サブマネージャー現任研修は①コーチング②チームマネジメント③問題解決技法を
３年クールで実施し、サブマネージャー在職中に①～③を受講するようにした。（今
年度は③）

有

【コロナ禍における対応】
・オンラインを活用し、他法人の業務ミーティングに参加するなど
工夫した研修を検討する。
【意識・能力の付与】
・組織のリーダーとしてマネジメント力を発揮できる人材を育成して
いく。

・コロナ禍における対応として集合型の
研修を中止し、オンラインでの対応や代
替実施にする等、例年とは異なった対応
が求められた中で、必要な研修は実施
し、職層ごとに必要な知識の付与や意識
付け等、職員の育成を行うことができ
た。
・オンラインでの研修は「移動が必要な
いことで時間の調整が容易」「大規模な
会場設営が不要」等のメリットがあり、オ
ンライン上で受講者のグループを分け、
意見交換や発言機会を設けることで他
施設とのコミュニケーションが取れるよう
に運用できた。
・これまでの取組結果を検証し、必要に
応じて更なる改善を行う等、人材育成を
さらに充実させ、事業団を担う職員の育
成を進めていく。

・見直し後の研修体系での研修を
実施
【新任・昇任時研修】
新任契約
新任１級職
内部選考１級職
昇任２級職
昇任サブマネージャー
昇任マネージャー
【現任研修】
１級職員
２級職員
サブマネージャー
マネージャー

・人材育成方針を改訂し、更なる
研修体系の一部見直しの実施
・都との相互派遣研修の充実の検
討のため、都との打合せへの参加
（３回）

・マネージャー、サブマネージャー
を対象にマネジメント力を発揮でき
るようスキルを学ぶ研修（現任研
修）を実施
・他県事業団への派遣研修を実施
（11月20日）

・事前勉強会
各１回実施、対象者109名中71名
参加
・採用前説明会・新任職員研修
（前期）
各１回実施、対象者137名中137名
参加
・業務の手引きの活用
新任研修（前期）（後期）・1級職新
任研修等で活用
・見直し後の研修の実施・検証
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戦　略 ②／ 5

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

経営組織のガバナン
スの強化

・コンプライアンス体制の強化
・外部委員を加えたコンプライアンス
委員会を１回開催

・2019年度に設置したコンプライアンス委員会を7月に
開催し、コンプライアンスに係る基本方針と具体的な
取組について検討した。

・年２回の委員会開催を行い、重大事故防止に関する
取組内容のチェックをはじめ、事業団内のコンプライア
ンス強化・向上を図る。

組織体制の見直し
（部門長・グループ
リーダー制への移
行）

・必要に応じて組織体制の見
直し

・新組織による課題等の把握・検証
・部門長・グループリーダーポストの
うち、50.6％に固有職員を登用
（2021年4月1日時点。77人中39人）
・自主事業施設において、グループ
リーダーの管理スパンの適正化を
図るため、ポストの新設を実施（希
望の郷　東村山の生活支援第三グ
ループリーダー１人）

・2018年４月から全ての施設において導入した部門
長・グループリーダー制について、部門長・グループ
リーダー会や各施設のヒアリング等を通じて運営状況
を把握した。
・本人の能力等に応じ、マネージャーを部門長に、サ
ブマネージャーをグループリーダーに積極的に登用し
た。
・2021年度のポスト配置において、管理スパンの適正
化を図るため、ポストを新設した。

・引き続き、固有職員を管理職、部門長、グループリー
ダーに順次登用していく。

ＩＴ環境の整備・統一
化

・法人全体での端末の統一に
向けた調整
・サーバーの一元管理に向け
た整理・運用開始
・事業団ホームページの充実
・法人内の各種業務のＩＣＴ化
に向けた検討
・東京都福祉保健財団と連携
し、パワースーツなどの次世
代介護機器等の試行的導入

・端末の統一に向けた園の要望や
必要な機能等の諸条件の聞き取
り、整理
・バックアップサーバの設置及び
サーバ管理ルールの検討
・事業団ホームページの採用ページ
の拡充
・法人内の横断的会議でICT化に向
けた情報交換を実施
・パワースーツ、見守り支援システ
ム、分身ロボットなどの次世代介護
機器等を導入
・都「キングサーモンプロジェクト」に
協力

業務の効率化や働きやすい環境整備を進めるため、
以下の取組を行った。
・法人全体での端末の統一に向け、統一後の使用ソフ
トやサポート環境等、各園の要望の聞き取りを行い、
整理した。
・サーバの一元管理に向けた準備として、バックアップ
サーバの設置を行い体制を整えた。一元管理開始後
の使用ルールについても検討を進めた。
・東京都福祉保健財団（政策連携団体）が実施する事
業を利用し、財団と連携し、次世代介護を積極的に導
入し、施設間の情報交換を行った。
・都「キングサーモンプロジェクト」（都政現場でスタート
アップの先端事業を用いた実証実験を行う事業）に場
を提供し、施設職員が検証実験を行うなど都事業に
協力した。

・ICT環境整備、次世代介護機器の導入により、業務
の効率化や負担軽減を図り、働きやすい職場環境の
整備を促進する。
・接触機会の削減などポストコロナに向け、より重要性
が高まっていることを受け、非接触型サービスとして、
効率的なオンライン面会の実施、児童の学校等による
オンライン学習に必要なオンライン環境の整備をして
いく。
・法人全体での端末の統一に向け、使用ソフトやグ
ループウェアの検討・選定を進めていく。
・人事システムや管理事務等のシステムの運用を進
めていく。
・2020年度までの研修履歴のシステム入力・整理を進
める。
・次世代介護機器等導入事例の事業団内共有の仕組
を構築していく。

自主財源の確保

・自主運営施設２施設におけ
る更なる収入増（加算の取得
等）、経費削減の取組により、
計画的に施設整備経費等を
積み立てる。

【決算見込】
・日野療護園
介護給付費
5百万円（1.6％）の収入減
（対2020年度予算比）
・希望の郷
介護給付費
5百万円（0.9％）の収入減
（対2020年度予算比）

・現在取り得る加算は全て取得している。
・2021年度報酬改定を見据え、新たな加算（常勤看護
職員等配置加算Ⅲ・口腔衛生管理体制加算）の取得
の準備を行った。
・毎月、財務状況をモニタリングしながら経営状況を分
析し、開設３年目の希望の郷の経営を安定させつつ、
ランニングコストの低減に努めている。
・短期入所や通所サービスは、コロナ禍においても真
にサービスを必要とする利用者については受入れを
継続したが、緊急事態宣言の中で受入れを一時縮小
せざるを得なかったため、当初予算比で減収となっ
た。

有

・自主運営施設２施設における更なる収入増（加算の
取得等）、経費削減の取組により、計画的に施設整備
経費等を積み立てる。
・日野療護園改築にあたり、積立金及び将来の収支
バランスを検討した上で、設計を行う。
・感染症対策を徹底し、短期入所や通所サービスの利
用者の受入れを縮小しない運営を行っていく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・社会福祉法人としての内部管理体制・組織体制の整備が完了したので、着実に実施するとともに、更なるコーポレートガバナンス強化に取り組み、コンプライアンス委員会を開催した。
・ＩＴ環境の統一化に向けた整備を実施するとともに、業務を効率化し、コンサルティング結果を踏まえた人事管理や勤怠管理システムを導入し、働きやすい環境整備を行った。
・自主運営施設における必要な積立金を計画的に積み立て、自主財源の確保に努めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

【組織運営体制】
・内部管理体制については、2018年度か
ら運用段階に入っており、規程に沿った
運用を実施するとともに、外部弁護士を
交えたコンプライアンス委員会を開催す
ることができた。
・組織体制については、全ての施設で部
門長・グループリーダー制を導入してお
り、固有職員の部門長・グループリー
ダーへの登用をさらに進め、部門長・グ
ループリーダーに占める固有職員の割
合は、45.5％（2020年度当初）から50.6％
（2021年度当初（77人中39人））に引き上
げることができた。引き続き、固有職員
の登用を進めていく。

【ICTの導入】
・ICT環境の整備・統一化として、端末の
統一の実施に向け、機器仕様や、使用
ソフトについて調整を進めた。
・業務のICT化に向け、人事管理や勤怠
管理に係るシステムの導入を行った。
・事業団HPの採用ページの充実を行っ
た。
・次世代介護機器の導入を各施設で行
い、利用者の安全確保、職員の負担軽
減につながった。

【財務基盤の確保】
・自主財源の確保については、自主運営
施設における収入増、経費削減に取り
組み、2019年度に開始された特定処遇
改善加算を含め、現在取得可能な加算
は全て取得している。一方で、新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響により地域
サービス利用者が減少したが、感染症
対策を徹底した受入れを行い、２園合わ
せて約1,000万円の減収に留めた。

「経営改革プラン」評価シート

(社福）東京都社会福祉事業団 評価年度：2020年度

社会福祉法人としての運営基盤の強化 第２期プランとの関係

法人運営体制の基盤強化 戦略番号

団体自己評価

将来にわたって安定的な法人・施設の経営を確保し、質の高いサービスを提供し続けられる組織運営体制、財務基盤の確立に向けた取組が進んでいる。
・社会福祉法人としての内部管理体制・組織体制が整備されている。
・ＩＴ環境の統一化に向けた整備が進行している。
・自主運営施設において必要な積立金が計画的に積み立てられている。

継続 4

【決算見込】
・日野療護園
介護給付費
18百万円（6.0％）の収入増
（対2019年度予算比）
・希望の郷
介護給付費
18百万円（3.5％）の収入増
（対2019年度予算比）

・規程などの整備
（2018年度完了）
・運用開始
・コンプライアンス委員会設置

・新組織による課題等の把握・検
証
・部門長・グループリーダーポスト
のうち、45.5％に固有職員を登用
（2020年4月1日時点。77人中35
人）

・各施設で管理しているデータを
法人全体のファイルサーバーへ移
行し、データの統合を図るため、
ファイルサーバーを新設
・Windows10アップデート制御等の
ため、資産管理ソフトを全端末に
導入
・事業団ホームページのリニュー
アル
・パワースーツの導入
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戦　略 ③／ 5

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

専門的なケアが提供
できる体制の充実

・医療的ケアを提供できる福
祉職の拡充（喀痰吸引等研修
を16人受講）
・強度行動障害のある利用者
に専門的支援が提供できる
職員の拡充（強度行動障害支
援者養成研修を28人受講）

・医療的ケアを提供
できる福祉職の拡充
（喀痰吸引等研修を
15人受講）
・強度行動障害のあ
る利用者に専門的支
援が提供できる職員
の拡充（強度行動障
害支援者養成研修を
36人受講）

利用者の重度高齢化を受け、医療的
ケアに対応できる福祉職員の育成強
化のため、以下の取組を行った。
・喀痰吸引等研修については、対応
が必要な利用者に支援することがで
きるよう、受講修了した。
・強度行動障害のある利用者に専門
的支援が提供できるよう、強度行動
障害支援者養成研修を受講修了し
た。

・喀痰吸引等研修及び強度行動障害支援者養
成研修については、引き続き計画的な受講に取
り組んでいく。

連携型専門ケア機能
モデル事業の検証と
充実

・事業の検証・課題把握とそ
れを踏まえたモデル事業の総
括

・事業の検証・課題把
握のため、都が立ち
上げた検討会に参加
（開催回数５回）
・教育関係者との意
見交換会の実施（開
催回数１回）
・復帰した施設への
月１回程度の電話連
絡と年２～３回の訪
問を実施

・連携型ケア機能モデル事業検討委
員として石神井学園から３人参加し
た。
・実務担当者による効果検証・検討
会には石神井学園の心理士、福祉職
員も参加し、福祉・教育・医療の連携
など、具体的な効果検証を行ってい
る。
・都や練馬区との協議の上、丁寧な
効果検証を行うため、モデル期間を
2021年度まで２年間延長されており、
それに対応している。

・事業の検証・課題把握とそれを踏まえたモデ
ル事業の総括

・日野療護園の喀痰吸引等研修につい
ては、看護師の配置等、受講体制の整
備を行い、計画通り受講させることがで
きた。

・強度行動障害支援者研修については、
目標の28人を超える36人受講修了して
おり、専門的なケアが提供できる体制の
整備を進めた。

・連携型専門ケア機能モデル事業につ
いては、継続した効果検証を活かし、教
育関係者と相談を重ね、取組を強化し
た。事業開始以降延べ20施設（2020年
度は新たに2施設）と連携して児童の復
帰を支援した。引き続き、原籍施設及び
教育関係者と東京都と連携して児童の
復帰を支援していく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・喀痰吸引等研修13人受講
・強度行動障害支援者養成研修
54人受講

・事業の検証・課題把握のため、
都が立ち上げた検討会に参加（開
催回数５回）
・教育関係者との連絡協議会の実
施（開催回数１回）
・復帰した施設への訪問や電話連
絡を月１回実施

　特別な支援が必要な利用者を積極的に受け入れ、利用者のニーズに的確に対応しサービスの充実を図るため、各施設の状況や特長に応じた専門的支援の提供体制の整備が
進んでいる。
・医療職以外にも医療的ケアに対応できる職員の育成を強化する等により専門的支援の体制の整備が進んでいる。
・連携型専門ケア機能モデル事業において連携して児童の復帰を支援した施設の数の拡大　事業開始から延べ17施設
・児童養護施設退所児童に対して、自立した生活を営むことができるよう支援する取組の充実が図られている。
・グループホームの増設等による障害児者施設からの地域生活移行　３年間で43人 継続 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・医療職以外にも医療的ケアに対応できる職員の育成を強化する等により専門的支援の体制の整備を計画的に進めている。
・連携型専門ケア機能モデル事業において原籍施設への児童の復帰を支援し、効果検証を継続している。
・児童養護施設退所児童に対して、自立支援担当者が中心となって、工夫しながら環境を作り、様々な形でアフターケアを実施した。
・グループホームの増設等により障害児者施設からの地域生活移行を計画的に実施している（2018年度から３年間で延べ77人）。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

利用者のニーズに対応した専門的支援を提供する体制の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(社福）東京都社会福祉事業団 評価年度：2020年度

専門的な支援を提供できる体制の強化 第２期プランとの関係
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コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

児童養護施設退所児
童のアフターケアの
充実

・退所（予定）児童の状況を踏
まえて計画的なアフターケア
を引き続き実施
・ＮＰＯ等と連携し、職場体験
に参加するなど、在園中の自
立に向けた支援の充実

・アフターケア実施率
73.5%（429人実施）

・アフターケアの対象となる退所児童
（2020年度584人）の中には、児童本
人や親族が連絡を拒否したり、住所
不明等によりアフターケアの実施が
困難な児童（同119人20.3％）や、生
活が安定しているため園との接触に
消極的な児童（同36人6.2％（他児童
等を通じて状況は把握））がおり、こ
れらを除いた全ての児童について、
アフターケアを実施した。
・各園に配置した自立支援担当者（自
立支援コーディネーター、自立支援ス
タッフ）が中心となって、職場や家庭
訪問、電話相談等を行った。
・６施設の自立支援担当者会議を毎
月開催し、各園の卒園生の情報交換
を行い、支援方法を確認しあった。
・卒園生の誕生日などにメールを送
付したり、園行事の案内送付、ＯＢ会
の開催など、卒園生が園に連絡しや
すい環境を作った。
・一部の施設では、コロナの影響で生
活状況に変化のあった退園生に対
し、支援物資の送付や、基金の活用
による生活支援を行った。

有

・引き続き、児童本人や親族の意向、生活の状
況等を把握した上で、自立支援担当者（自立支
援コーディネーター、自立支援スタッフ）を中心
に、職場や家庭訪問、電話相談等を行うととも
に、誕生日等のメールや園行事の案内の送付
に加え、ＳＮＳなどを活用し、卒園生がアクセス
しやすい環境づくりをさらに進める。

・ＮＰＯ等と連携し、職場体験に参加するなど、
在園中からの自立に向けた支援の充実を行う。

障害児者施設の地域
移行支援の充実

・障害児者施設から利用者の
ニーズや状況に応じた地域移
行の実施

・障害児者施設から
の地域移行者数35人
・グループホーム見
学回数48回
・障害者施設見学回
数２回

・障害児入所施設から30人（うち過齢
児14人）と障害者支援施設から成人
５人が地域移行した。
・七生福祉園では自活寮職員が１件
ずつ丁寧に都内グループホームの空
き状況を把握するとともに、利用者に
は地域生活イメージが持てるよう工
夫を重ね、22人の地域移行につなげ
た。
・グループホーム見学や施設見学は
コロナ禍のため縮小した。

有
・新たに障害児施設に移行支援コーディネー
ターを配置し、ニーズや状況に応じた地域移行
の実施を進める。

・アフターケア実施率67.5%
（388人実施）

・障害児者施設からの地域移行者
数19人
・グループホームのユニット１か所
新設

・児童養護施設退所児童のアフターケア
については、2018年度から継続して、対
象児童の状況把握に努め、アフターケア
が実施可能なすべての児童に対する支
援を実施する成果を上げることができ
た。
・退所児童が園と取りやすい環境づくり
に努め、退所児童が自立した生活を営
むことができるよう取り組んだ。

・地域移行が可能な利用者について、保
護者・家族の理解を得ながら支援に取り
組んだことにより、計画（３年間で43人、
１年あたり約14人）を超える35人の地域
移行を進めることができた。
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

希望の郷東村山の整
備に伴う通所・短期
入所の充実

・希望の郷東村山における通
所・短期入所の充実

・通所（生活介護）
定員30人を継続

・通所（生活介護）は、2017年度の定
員から５人ずつ段階的に増加させた
ことに加え2019年度から30人定員を
継続して事業を行った。
※通所（生活介護）延べ利用者数
　 計画　7,260人
　 実績　7,070人（計画達成率97.4％）
・短期入所は、緊急事態宣言中は受
入れを一時縮小せざるをえなかった
が、感染症対策を徹底した上で、真
にサービスを必要とする利用者を受
け入れた。
※短期入所延べ利用者数
　 計画　2,010人
　 実績　1,333人（計画達成率66.3％）

有

・感染症対策を万全に行いながら、地域で暮ら
す障害者のために、通所（生活介護）は30人定
員、短期入所は10人定員で、積極的な受入れを
継続していく。

東村山福祉園の改築
に伴う通所の充実に
向けた検討

・本設施設への移行（2022年
度を予定）に向け、地域の障
害児向けの新たな通所サー
ビスを検討

・地域の障害児向け
の新たな通所サービ
スの検討ＰＴの開催
（３回）

・放課後等デイサービスなどの活動
を想定し、保護者アンケートの徴取や
ＰＴでの検討を続けるとともに、近隣
の放課後等デイサービスの事業所見
学を実施した。

・本設施設への移行（2022年度を予定）に向け、
地域の障害児向けの新たな通所サービスを検
討する。

日野療護園改築に伴
う通所・短期入所の
拡充に向けた検討

・基本計画、基本設計
・通所・短期入所等の拡充後
の運営体制の検討

・基本計画、基本設
計の策定
・基本計画に合わ
せ、通所・短期入所
等の規模の検討
・基本設計に、通所・
短期入所等の支援方
法を反映

・利用者・保護者説明会を開催し、移
転改築への理解を得た。
・地元自治会、地域住民などへの説
明会を開催し要望を把握して、設計
に反映させた。
・移転先の市に説明に伺い、通所・短
期入所等の需要を確認した。

・実施設計、建築工事に着工・施工する。
・環境に関する認証制度を取得できるよう設計
会社と検討する。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・通所（生活介護）
定員30人（４月１日から） ・希望の郷東村山の通所（生活介護）

は、2019年度に拡大した定員を継続して
実施した。
・通所（生活介護）及び短期入所は、１回
目の緊急事態宣言期間の４・５月の利用
率が低下したが、６月以降は感染症対
策を徹底した受入れを行い、昨年度比７
割程度を維持した。

・感染症対策を徹底して行い、面会や外
出・外泊の制限、利用者の体調管理や
環境整備を行い、利用者の感染者を出
すことなく運営を行った。

・日野療護園については、基本構想を５
月に策定し、７月に利用者・保護者や移
転先近隣住民への説明会を実施し、計
画案への合意を取り付け、２月に基本設
計を策定することができた。

・地域の障害児向けの新たな通所
サービスの検討ＰＴの開催（３回）

・自主運営施設の経営状況分析
のためのコンサルティングの実施
（2019年５月末）
・改築の基本計画の検討会を開催
（開催回数7回）

　各施設が地域の社会資源として地域の福祉ニーズに的確に対応し、地域で支援を必要とする住民を対象としたサービスを充実することで、地域福祉の向上に寄与している。
・施設整備等の機会に地域生活を支えるサービス（通所・短期入所等）を拡充している。

継続 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・自主運営施設である希望の郷東村山は、開設後、予定通り拡充した通所・短期入所を継続して実施したが、感染症の影響で受入れ人数は縮小した。
・東村山福祉園は、計画通り仮設移転を実施し、本設移転に向けて通所サービスの検討を進めた。
・日野療護園は、具体的な基本計画・基本設計を策定した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

地域生活を支えるサービスの充実 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(社福）東京都社会福祉事業団 評価年度：2020年度

地域の支援ニーズへの対応 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

事業団運営施設のあ
り方の検討

・第Ⅱ期中期経営計画の計画
期間の開始

・第Ⅱ期中期経営計
画に沿って施設を運
営
・個別施設に係る都と
の打合せ及び改築構
想委員会に参加（21
回）

・第Ⅱ期中期経営計画に沿った2020
年度事業計画を策定し、理事長によ
る施設長に対するヒアリングなど進行
管理を行った。
・八王子福祉園改築に向けて都主催
の委員会に参加し、意見を述べるな
ど基本構想策定に協力した。
・都立存続の個別施設についてのそ
れぞれのあり方検討の場に対象施設
と都と調整を行った。

・第Ⅱ期中期経営計画を基本とした次期「経営
改革プラン」を策定し、進行管理を実施し、適切
な運営を図っていく。
・都立存続が決定した施設の運営について、引
き続き現場の意見を踏まえて都と調整していくと
ともに、民間移譲先法人として安定的な運営を
行っていく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・2019年度に策定した中長期的な計画である第Ⅱ期中期経営計画に沿った運営を行った。
・都から示された都立施設のあり方の検討結果を受けて、都に協力しながら各施設の支援体制の検討を進めた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

「経営改革プラン」評価シート

(社福）東京都社会福祉事業団 評価年度：2020年度

既存の施設のあり方の検討 第２期プランとの関係

都立施設のあり方の見直しへの対応 戦略番号

・第Ⅱ期中期経営計画を経営指針として
運営することができた。
・都立存続の個別施設についてのそれ
ぞれの打合せ及び改築構想委員会の場
に参加し、職員確保や施設管理の実態
を踏まえた意見等を述べ、事業運営者と
しての役割を果たした。

事業団が、都立施設や民間移譲先運営事業者として、将来にわたり施設を安定的に運営していくための中長期的な計画が確立されている。
・都立施設のあり方の検討状況を受けて、事業団としての施設の適正規模・支援体制等の検討が進んでいる。

終了

・都立施設のあり方に係る都との
打合せに参加（３回）
・個別施設に係る都との打合せに
参加（13回）
・経営方針検討委員会の立ち上
げ、開催）（３回）
・中期経営計画検討部会及び人
材育成方針検討部会の実施（各４
回）
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団体名： （社福）東京都社会福祉事業団 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

 ＜戦略①　支援技術の継承と将来の法人・施設経営を担う人材確保・育成に向けた取組強化＞
　感染症の影響を受け、実習生の受入れ減や採用活動等が制限される中、Ｗｅｂの活用や新たな採用制度の導入、選考回数の増等を行い、有効求人倍率が高い介護人
材にあって、前年度を上回る94人（前年度73人）の新規採用者を確保した。併せて、離職防止に向け、昇給制度の見直しや新たな職員宿舎の借上げ、奨学金返済支援
制度の導入等を図り、民間の介護離職率を下回る11.1％を維持した。人材確保に積極的に取り組んだことは高く評価できる。
　コロナ禍においてオンライン研修を導入し、必要な研修の実施に努めるとともに、管理監督者層に占める固有職員の割合を41.8％まで引き上げたことは、人材育成
及び法人や施設経営の確実な継承の観点からも評価できる。

＜戦略②　法人運営体制の基盤強化＞
　外部弁護士を交えたコンプライアンス委員会を開催し、ガバナンス強化に取組み、また、部門長・グループリーダーに占める固有職員の割合を45.5％（2020年度当
初）から50.6％（2021年度当初）へとさらに上昇させている。さらに、ＩＣＴ化による事務の効率化を着実に進めるなど、運営体制の基盤強化に積極的に取り組んで
いることは高く評価できる。
　自主運営施設について、取り得る加算全てを取得し、新設予定の加算取得に向けた準備を行うなど、経営努力を行っている。

＜戦略③　利用者のニーズに対応した専門的支援を提供する体制の強化＞
　強度行動障害者支援研修の受講者数は計画値を上回り、連携型専門ケア機能モデル事業についても、連携施設数を増やしており、いずれも前進している。また、児
童養護施設退所児童のアフターケアを、実質的な対象者全員に対して継続して実施している。特に、障害児者施設利用者の地域移行については、計画を大幅に上回る
成果をあげており、職員が努力して丁寧に取り組んでいることは、高く評価できる。
　
＜戦略④　地域生活を支えるサービスの充実＞
　コロナ禍における感染防止のため、通所や短期入所の利用を一部制限せざるを得なかったものの、徹底した感染防止に努め、継続して地域サービスを提供したこと
は、高く評価できる。日野療護園の改築に当たっては、利用者・保護者への説明会や地元自治会・地域住民への説明会を開催するなど、丁寧かつ着実に進めている。

＜戦略⑤　都立施設のあり方の見直しへの対応＞
　都立施設のあり方の見直しという大きな課題に対し、運営事業者として、職員確保や施設管理の実態を踏まえた意見等を述べ、都の施策の推進に尽力していること
は評価できる。

＜定性評価＞
　通年で、徹底した新型コロナウイルス感染症対策に取り組み、事業を休止することなくサービスを提供したこと、また、利用者の感染者をゼロに抑えたこと、さら
に、学校・通所先の休校や外出の制限により、利用者が施設内で過ごす時間が増加した中、工夫を凝らしてサービス提供したこと等は、強い組織力及び職員の高い意
識と努力によるものと、高く評価できる。
　当該団体において、当年度に利用者の入浴事故が発生しており、複数年に渡り事故が発生している。このことを重く受け止め、徹底した再発防止策を講じ、信頼の
回復を図る必要がある。当該事故に対しては、速やかに施設において再発防止策を講じるとともに、全施設への事故防止に向けた注意喚起と対策の徹底を行った。今
後も、事故防止を徹底するよう求めていく。
　
　以上のことから、「３年後の到達目標」に向け、全ての戦略において成果を上げていることは高く評価する。今後、重大事故防止の徹底を図るとともに、支援困難
者を多く抱えるセーフティネットを担う都立施設の運営において、高い専門性を発揮するプロフェッショナル集団として、一層の福祉の向上に貢献することを期待し
ている。
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・2021年度の放射線画像管理
システムの保守契約につい
て、価格交渉を行い約216万
円（対当初見積からの値引割
合1.8％）を削減

・2021年度の放射線画像管理システムの保守契約について、経
費削減のために関係職員が立会い価格交渉を実施し、約216万
円（対当初見積からの値引割合1.8％）を削減した。
・新型コロナウイルス感染症対応に伴う感染症医療資機材につい
ても、最大限経費削減を図っていくため、事務局主導で関連物資
の購入価格調査等を実施し、都度公社全体でより安価な物資を取
り入れていく等、スケールメリットを活かした臨機応変な経費削減
を推進していく。

・2021年度の放射線機器の保
守契約の見直しにより、約
1,000万円（2020年度の同契
約内容と比較し3.9％）を削減

・放射線機器保守契約について、2021年度に向け引き続きコンサ
ルティング会社に最適な保守内容の提案を依頼し、契約内容を変
更した結果、契約額を約1,000万円（2020年度の同契約内容と比
較し3.9％）を削減した。

・電力契約の包括契約によ
り、2020年度は約7,400万円
（従来の電力契約に対し
11.9％減）削減

・2019年度から実施している5施設（東部地域病院・多摩南部地域
病院・多摩北部医療センター・荏原病院・豊島病院）での電気料金
の包括契約を継続実施し、約7,400万円を削減した

・コピー用紙、トナー等の契約
を見直し、約30万円、（2020年
度の契約実績額等に対し
1.7％）削減

・事務局での一括契約を実施しているコピー用紙・プリンタート
ナーの購入及び電子カルテシステムの保守委託について、適宜
仕様を見直し、約30万円、（2020年度の契約実績額等に対し
1.7％）削減した。

・医薬品の共同購入の推進や
契約交渉により約6,200万円
（対前期の同内容比較1.3%）
を削減

・医薬品の共同購入の推進では、新規後発医薬品について、医薬
品標準品目選定を実施した。
・同種同効薬検索や平均納入価格の調査に活用できるベンチ
マークシステムを使用し、全国平均価格より高価な契約品目につ
いて重点的に価格交渉を行うなど、経費削減に努めた結果、年間
6,200万円削減した。

・医薬品の共同購入の推進にあたっては、引き
続き更なる効果的な標準品目選定方法の検討
を行っていく。

・後発医薬品の導入促進によ
り、後発医薬品シェアを93.0％
に拡大

・新規後発医薬品の発売に合わせて情報収集及び価格交渉を実
施し、薬剤科長会で情報共有するとともに、公社推奨医薬品を選
定し、後発医薬品の導入を進めた。

・引き続き、後発医薬品の導入について、推奨
医薬品を選定するなどシェア拡大を進めていく。

・契約交渉権獲得入札を活用
し、約2,800万円（入札額に対
し0.54％）削減

・価格500万円以上の指名競争入札及び総合評価落札方式によ
る契約全件において契約交渉権獲得入札を活用し、約2,800万円
（入札額に対し0.54％）削減した。

・単価遡及適用契約を活用
し、約965万円（契約額に対し
2.2％）削減

・2019年9月より診療報酬改定時の契約に対応するため、単価遡
及適用契約の活用により、約965万円（契約額に対し2.2％）削減し
た。

・放射線機器保守委託や電力
供給契約の一括契約の実施
・金額シェアに基づく切替促進
を試行
・ベンチマークの活用促進や
購入品目の標準化の試行
・契約交渉権獲得入札の本格
実施
・単価遡及適用契約の本格実
施

スケールメリット等を
生かした契約手法の
導入

・契約交渉権獲得入札を導入
し、約2,500万円（入札額に対し
0.83％）削減

・単価遡及適用契約を導入し、
約2,130万円（契約額に対し
0.34％）削減

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績

・放射線画像管理システムの保
守委託契約の見直しにより約
150万円（2019年度の契約実績
額に対し1.4％）を削減

・実績を踏まえながら、対象契約の拡大などを
検討し、引き続き活用を推進していく。

・スケールメリットを生かした契約手法について
は、実績を踏まえながら、対象の拡大を検討し、
都度実施していく。
・新型コロナウイルス感染症対応に伴う感染症
医療資機材についても、最大限経費削減を図っ
ていくため、事務局主導で関連物資の購入価格
調査等を実施し、都度公社全体でより安価な物
資を取り入れていく等、スケールメリットを活かし
た臨機応変な経費削減を推進していく。

コロナ
影響

対応方針

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

病院間の効率的な経営情報の共有

スケールメリットを生かした経営

団体自己評価

①

・新入院患者数の確保やコスト削減に努め、地域医療確保事業会計医業収支比率の向上（2016年度89.6％→2020年度90.8％（＋1.2ポイント））
・後発医薬品の導入促進と医薬品購入品目の標準化
（後発医薬品の数量シェア目標　2018年度85％、2019年度87％、2020年度92％）

・経営改善のため、新入院患者数の確保や様々な契約手法の導入等による経費縮減に努めてきたが、新型コロナウイルス感染症の流行拡大に伴い、新型コロナウイルス感染症への対応を優先した
結果、新入院患者数や延外来患者数が大幅に減少し、経営上大きな影響を受けた。新型コロナウイルス関係補助金等の交付を受けたものの、医業収入は減少となり、地域医療確保事業会計医業収
支比率は、2020年度累計で81.9％となった（新型コロナウイルス関係補助金等を除いた比率75.4％）。
・後発医薬品の導入促進と医薬品購入品目の標準化を進め、後発医薬品の数量シェアは、93.0％となり、3年 間後の到達目標を達成した。

継続

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

○地域医療確保事業会計医業収支比
率
2020年度実績：81.9％

・支出に関しては電気料金の包括契約
等のスケールメリットを生かした契約手
法の導入や医薬品の共同購入の推進な
どに取り組んだことでコスト削減を図っ
た。一方、2020年度は新型コロナウイル
ス感染症対応を最優先とし、一般診療を
制限して最大880床の病床を確保し、延
べ56,289人の新型コロナウイルス感染
症患者を受入れた結果、入院患者や外
来患者が大幅に減少し、医業収入は
2019年度対比で64億円減少、手術件数
などの減少により医業支出は2019年度
対比で3.9億円減少した。しかしながら新
型コロナウイルス関係補助金等が交付
されたことにより、2020年度の地域医療
確保事業会計医業収支比率は81.9％と
なった。

○後発医薬品シェア
2020年度実績：93.0％

・後発医薬品シェアについては、共同購
入や医薬品フォーミュラリーの導入等に
より、2020年度目標値の92％を超える
93.0％となり、後発医薬品の導入促進と
医薬品購入品目の標準化に取り組んだ
成果が表れた。

・電力契約の見直しにより、
2019年度は約6,500万円削減
（従来の電力契約に対し10.3％）
した。

・CT・MRI等の保守委託契約の
見直しにより約230万円（対象機
器の過去の契約実績額に対し
1.07％）を削減

・コピー用紙、トナー等の契約を
見直し、2020年度契約において
契約額を約30万円（2019年度の
契約実績額等に対し1.6％）削減
した。
・医療機器（除細動器）の包括
契約を試行し、約100万円削減
(従来価格より6.6％)した。

・医薬品の共同購入の推進や
契約交渉により約2,700万（年度
当初契約実績額に対し0.72％）
円削減

・後発医薬品の導入促進によ
り、後発医薬品シェアを92.9％
に拡大
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個別取組事項
2019年度

実績
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・公社共通のグループウェア
を活用した経理情報の共有

・公社共通のグループウェアを活用し、決算業務のマニュアルや
チェックリストの共有をはじめとした経理に関する知識の蓄積及び
共有を図った。

・引き続き、情報共有サイトの更なる有効活用に
向けて検討していく。

・病院運営に有益な病院独自
の取組を、会議を通じて公社
全体へ展開

・各病院の経営情報をはじめ、コロナ禍における効率的・効果的な
対策等を事務局主催の全体会議や公社情報共有サイトを活用し
て情報共有を実施した。また、副院長会議では、公社共通の課題
について情報を共有し、改善策を検討した。

・引き続き、会議体や共有サイトなどの様々な媒
体を活用し、病院経営に有益な情報の共有を推
進していく。

・看護職員合同研修の実施（1
研修）

・新型コロナウイルス感染症流行の影響により、集合形式で実施
する13研修については、開催を見送った。

有
・引き続き６病院合同の研修の実施に加え、実
績を踏まえた研修内容の精査を行っていく。

・経営講演会は新型コロナウ
イルス感染症の影響により開
催せず

・例年実施している経営講演会は新型コロナウイルス感染症の流
行を踏まえ、開催を見送った。

有

・東京都が主催する職種ごと
の研修への参加

・引き続き、東京都が主催する看護職員や各コメディカル職員など
の職種に応じた研修への参加を支援した。

・都立病院と一体となった地
方独立行政法人設立に向け
た準備の推進

・独法化に向けて、各病院の特色や専門性を踏まえ、病院ごとに
医療機能強化の方向性について検討した。また、豊島病院と大塚
病院で産科、精神科の連携を検討するとともに、東部地域病院で
は、墨東病院と脳血管疾患の診療連携を実施した。

・引き続き、都立病院と一体となった地方独立行
政法人設立に向けた準備を推進していく。

・スマホ決済サービスの導入
（新たに１病院）

・スマホ決済サービスについて、大久保病院に引き続き、多摩南
部地域病院で導入した。

・キャッシュレス決済及び業務のデジタル化の
更なる導入に向けて、効果検証し、導入拡大の
検討を実施するほか、都が進める「DX推進に向
けた5つのレス徹底方針」の動向を注視しなが
ら、公社における業務改善を進めていく。

・監理団体改革の実施方針に
対応した内部統制システムに
基づく研修の実施

・「東京都保健医療公社利害関係者との接触に関する指針」に基
づいたコンプライアンス研修の実施対象を拡大して実施するなど、
コンプライアンス遵守の重要性に対する意識強化を推進した。

・引き続き、内部統制システムに基づき、コンプ
ライアンス強化に取り組んでいく。

・大会延期に伴い、2020大会
開催に伴う諸課題への対応
方針を検討

・各病院副院長等で構成される準備委員会において作成された東
京オリンピック・パラリンピック2020大会開催に伴う医療従事者の
派遣をはじめとした諸課題への対応方針を検討した。

・東京2020大会開催に向け、引き続き諸課題に
ついて、検討を行っていく。

・公社6病院で、外国人患者に
適切に医療サービスを提供

・公社６病院において、多言語による診療案内や、異文化・宗教に
配慮した対応などが認められ、外国人患者の受入れに資する体
制を認証するJMIP（外国人患者受入れ医療機関認証制度）の認
証を受けており、新型コロナウイルス感染症に罹患した外国人患
者にも適切に医療サービスを提供した。

・東京2020大会のレガシーとしての外国人患者
受入環境整備を推進していく。

・三宅島へ医師派遣を実施
・島しょ部への医師派遣の協力として、2009年度から実施している
三宅村中央診療所への医師派遣を実施した。

・島しょ医療体制の確保のため、引き続き必要
な人的支援を行っていく。

・東部地域病院、多摩北部医
療センターでの病児・病後児
保育室の運営

・多摩北部医療センターにおいて、東村山市からの受託による病
児・病後児保育室の運営を行うとともに、東部地域病院において、
葛飾区・足立区からの受託による病児・病後児保育室を運営し
た。

・病児・病後児保育事業については２病院で運
営していくとともに、自治体からの要望に対し柔
軟に対応していく。

都施策協力に向けた
企画力の強化

・引き続き、ツールを活用した
経営情報の共有を推進
・引き続き、病院運営に有益
な情報の共有を推進

・研修評価を踏まえた、研修
内容の精査、改善

・都立病院と一体となった地
方独立行政法人設立に向け
た準備の推進
・ペーパーレス化・キャッシュ
レス化の推進
・東京2020大会の医療サービ
ス提供体制へのスタッフ派遣
の調整・実施
・東京2020大会のレガシーと
しての外国人患者受入体制
に基づく患者受入の推進
・環境負荷低減を図る省エネ
ルギー機器の導入

・三宅島、新島村、利島村へ医
師派遣を実施

経営ノウハウの蓄積
に向けた仕組みの構
築

人材育成の推進

・都立、公社、病院経営本部そ
れぞれが開催する講演会等へ
の相互参加（４回）

・事務職員の業務を蓄積する
「しごとデータベース」を作成し、
「問題点」と「改善」についてナ
レッジとして共有

・引き続き講演会の実施等、東京都と連携を取
りながら、有用な研修の実施や相互参加に向け
調整を行っていく。

・東部地域病院、多摩北部医療
センターでの病児・病後児保育
室の運営

・監理団体改革の実施方針に
対応した内部統制システムの検
討、整備

・2020大会開催に伴う諸課題へ
の対応方針を検討するため、
「東京２０２０オリンピック・パラリ
ンピック競技大会に向けた東京
都保健医療公社準備委員会」を
設置・開催

・公社6病院で、都が進める外国
人患者受入環境の整備を実施

・東京都が主催する職種ごとの
研修への参加

・都立病院との連携施策の企画
に向けた調整

・スマホ決済サービスの試験導
入及びタブレット端末を利用した
ペーパーレス会議及びWEB会
議の導入

・病院運営に有益な病院独自の
取組を、会議を通じて公社全体
へ展開

・看護職員合同研修の実施（１４
研修）
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

柔軟な人員の運用

・医師トライアル採用の着実
な運用及び一層の活用
・病院の経営状況に応じた人
員配置制度の検討

・医師トライアル採用制度を活
用して採用した医師6名による
診療実績の向上

・本制度を活用して採用した医師６名について、診療実績の
向上等の効果検証が認められ、2021年度より6名全て定数
化を図ることができた。

・引き続き本制度を活用し、医師の採用に努め、より効果的
な事業運営の実現を追求していく。

・経営改善意見交換会や臨時
会議をWEBで開催し、迅速に
対応が必要な方針等を情報
共有

・病院・所と事務局による経営改善意見交換会や臨時会議
をWEBで開催し、新型コロナウイルス感染症に関する対応
方針や経営課題について、迅速に情報共有を図り、連携を
深めた。

・引き続き、WEBを活用して効果的・効率的な会議等を実施
し、経営管理や病院の機能強化に取り組んでいく。

・状況に応じた柔軟な経営目
標の設定による経営管理の
実施

・新型コロナウイルス感染症による経営への影響を踏まえ、
2019年度末に定めた経営目標値を見直し、状況に即した効
果的な経営管理を実施した。

有

・新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえながら、適
切に各目標の進捗管理を実施するとともに、より効果的か
つ効率的に病院経営に結びつく経営管理の検討に取り組ん
でいく。

・新型コロナウイルス感染症
の流行により経営が悪化した
が、新型コロナウイルス感染
症関連補助金等の受入によ
り、全病院合計で黒字化

・経営改善のため、収入確保や経費縮減に努めたが、新型
コロナウイルス感染症への対応により、入院患者数や外来
患者数が減少し、収入が大きく減少した。しかし、積極的に
感染患者を受入れ、新型コロナウイルス関係補助金が交付
されたことに伴い、2020年度地域医療確保事業会計経常収
支比率は、128.6％となった（新型コロナウイルス関係補助金
等を除いた比率83.0％）。

有

・新型コロナウイルス感染症への対応に全力を注いでおり、
経営は厳しい状況にあるが、新型コロナウイルス感染症の
流行状況に臨機応変に対応しながら、都施策に協力しつ
つ、経営改善に努めていく。
・新型コロナウイルス関係補助金等の受入等により計上した
黒字については、公益法人の収支相償の原則に基づき、感
染症の発生などに備えるために、具体的な対応計画の策定
を検討する。

より効率的な運営のあり方の検討・実施 戦略番号

・各病院の経営努力に基づき備
品購入経費等を配分する病院
業績評価制度の実施

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

迅速な経営判断を可能とする仕組みの整備 第２期プランとの関係

・経営効率化の取組により収支改善に努め、地域医療確保事業会計経常収支比率の向上（2017年度100.7％→2020年度101.4％（＋0.7ポイント））
・柔軟な人員の運用
・経営改善に向けた効果的な経営管理体制や業績評価制度の整備・運用

継続 ②

・柔軟な人員管理手法の運用を
開始

○地域医療確保事業会計経常収支比
率
2020年度実績：128.6％

・経常収支比率については、新型コロナ
ウイルス感染症への対応により収入が
減少したが、新型コロナウイルス関係補
助金等が交付されたことにより、資金収
支は155億円の黒字となり、2020年度実
績は128.6％となった。2021年度は、引き
続き新型コロナウイルス感染症の流行
状況に臨機応変に対応しながら、都施
策に協力しつつ、収入確保や経費縮減
を実施する。

・柔軟な人員の運用は、医師トライアル
採用制度を活用して医師6名を採用し、
効果検証の結果、6名全員の定数化が
認められた。引き続き本制度を活用して
収支改善を図っていく。

・経営管理体制の整備として、新たな経
営目標やSWOT目標による進捗管理を
行い、新型コロナウイルス感染症の流行
状況を踏まえながら効果的な経営管理
に取り組んだ。

・業績評価項目の一部見直し及
び目標設定に対する実績による
業績配分の検討

・経営改善意見交換会における
課題の進捗管理や病院ベストプ
ラクティスの共有による会議体
の機能強化により、経営企画機
能を強化

・改善した経営目標及びSWOT
分析を基にしたSWOT目標によ
る経営管理の実施

団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・2019年度に引き続き、業績評価制度の実施を検討したが、
新型コロナウイルス感染症対応により2019年度の経営への
影響が病院ごとに大きく異なることにより、公平な評価を実
施することが困難となったため、2020年度は業績評価の実
施を見送った。

有
・新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえながら、よ
り効果的な制度実施に向けて検討・見直しを行っていく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・経営改善のため、人員運用や経営体制整備を行い収入確保や経費縮減に努めてきたが、新型コロナウイルス感染症への対応により入院患者数や外来患者数が減少し、経営上大きな影響を受けた。しか
し、新型コロナウイルス関係補助金が交付されたことに伴い、2020年度地域医療確保事業会計経常収支比率は、128.6％となった（新型コロナウイルス関係補助金等を除いた比率83.0％）。
・柔軟な人員運用の制度を整備し、採用した医師6名について効果検証を行ったところ、診療実績の向上の効果が認められ、2021年度より定数化された。
・SWOT目標による経営管理や病院業績評価制度を導入し、効果的な経営管理体制を整備したが、新型コロナウイルス感染症の影響により診療実績に影響を受けたため、新型コロナの流行状況を踏まえた
経営目標を設定するなど、状況に応じた経営管理を実施した。

コロナ
影響

対応方針

経営管理の体制整備

病院業績評価制度の
導入

・会議体の機能強化などによ
る経営改善に向けた経営企
画機能の強化
・経営目標管理について、必
要に応じて改善
・経営改善に向けた病院支援
策の検討・実施

・（必要に応じて）実績に基づ
いた制度の改善

・新型コロナウイルス感染症
による経営への影響を受け、
制度実施を見送り

・収支改善に向けた目標を掲示
し、公社全体で取組を推進した
が、全病院合計で赤字化
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団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・特定行為研修を2名受講
・有資格者、支援予定者を考慮
し、必要な養成数の検討を実施

・東部地域病院より2名が研修を受講した。 有

・公社病院共通の特定認定看護
師活動指針、特定行為実施手順
等の作成

・認定看護師による連絡会において、公社病院共通の特定認定看
護師活動指針や特定行為実施手順等を作成した。

・事務職員研修の実施（８研修）
・新型コロナウイルス感染症の流行状況を踏まえながら、一部研
修の実施を見送ったが、適宜開催方法や研修内容を見直しWEB
研修を行うなど、事務職員の育成を推進した。

有

・医事・ＤＰＣ研修カリキュラムを
拡充

・医事業務の専門性向上のために、研修カリキュラムを拡充し、医
事部門の人材育成強化を推進した。

・職員のデータ分析能力の向上を
目指した大学院派遣研修及び経
営分析調査分科会の実施

・病院経営に必要となるDPC等のデータ解析スキル習得に向けた
大学院派遣研修について1名派遣しているほか、各病院の職員で
構成される経営分析調査分科会での分析調査・研究を通じて、職
員のデータ分析力向上を図った。

・大学院派遣研修について、引き続き受講を促進する
などと共に、経営分析調査分科会においては、分析力
の向上に加えて、経営改善策を実現させる提案・企画
力の強化を引き続き図っていく。

・新規採用者の配置方針に基づく
効果的な職員配置の実施

・効果的・効率的な人員の活用を目指し、新規採用者配置方針に
基づき、2020年度新規採用職員の配置を行った。

・引き続き、より効果的・効率的な人員配置方法につ
いて検討、推進していく。

・事務職活性化プロジェクト実施
計画を策定

・プロジェクトの位置づけ・目的・目標等を定めた「基本構想」を踏
まえ、事務活推進会議や事務長連絡会、庶務担当課長会、医事
課長会等での議論や意見交換を重ねながら、約１年間にわたって
具体策な方策を検討し、「実施計画」を策定した。

・引き続き、職員の意見を踏まえ、作成したキャリアパ
スの活用を推進していく。また、アンケートの内容は本
計画の内容を継続対応していくとともに、今後の独法
化に向けた取組に活用し、事務職活性化を推進して
いく。

・チューター制度実施要綱を制定
し、各病院・所へ周知

・2019年度の試行を検証した上で、チューター制度実施要綱を制
定し、各病院・所へ周知したが、チューター説明会および交流会、
ＯＪＴ研修については新型コロナウイルス感染症の流行状況を鑑
み、今年度は実施しなかった。

有 引き続き、制度を実施し、職員育成の充実を図る。

・管理職候補者研修4回実施
・2019年度から実施している社外研修生とともに行う外部研修へ
の参加を引き続き行い、管理職候補者として求められる能力の向
上を推進した。

・放射線科都立病院派遣研修の
実施

・放射線科において都立病院への派遣研修を行い、職制別の研
修として、放射線主任技術員及び一般技術員が関わる放射線業
務を実地研修として実施した。

・看護師の施設間派遣研修（6名）
を実施

・他施設への人材派遣研修を実施したが、新型コロナウイルス感
染症の影響により看護部合同研修は中止とした。

有 ・引き続き、適宜見直しを行いながら継続していく。

資格取得支援や自己
啓発支援の実施

・職種の特性に応じた資格取
得支援や自己啓発支援の実
施及び必要に応じた改善

・資格取得支援の充実を図るとと
もに、職員への資格取得を促進

・事業運営に効果的な資格を検討し、新たに9資格について支援
対象とし、資格取得支援の充実していく。

・引き続き、事業運営に効果的かつニーズの高い資格
について支援の検討を行い、資格取得支援の充実を
図っていく。

短時間勤務制度等柔
軟で多様な働き方を
可能とする環境の整
備

・効果的な制度の運用及び必
要に応じた改善

・東京都保健医療公社テレワーク
実施要綱の制定
・時差通勤の時間を拡大

・公社事務局では、全職員のうち５割がラッシュ時間帯の利用を避
けるオフピーク通勤を実施するとともに、テレワーク要綱を新たに
整備し、職員の在宅勤務を推進した。

・引き続き、テレワークやオフピーク通勤の実施拡大を
図っていく。

・引き続き、各病院で配置体制を見直し、医師事務作
業補助者と看護助手の活用を推進していく。

・事務職活性化の具体的な方
策の更なる検討・実施

・実施状況に応じた改善の検
討・実施

・医師事務作業補助者および看
護助手の人員体制を強化

・「医師事務作業補助者用の手引き」、「看護補助業務のあり方に
関するガイドライン」に基づいて、各病院の医師事務作業補助者
および看護助手の人員体制を強化し、医師および看護師の負担
軽減を実施した。

事務職員の経営スキ
ルの向上

事務職員の活性化

固有職員の管理職の
育成

医師事務補助・看護
助手の活用

・医事研修の充実

・職員のデータ分析能力の向上を目指し
た大学員派遣研修の修了及び経営分析
調査分科会の実施

・計画的かつ効果的な新規採用者の配
置を目指す配置方針の試行

・事務職活性化を加速させるための固有
職員のキャリアパス案作成や意識調査
を実施

・チューター制度の試行開始及び制度の
効果向上に向けた取組の推進

専門性を高め、地域に貢献できる人材の育成、活用 戦略番号

特定行為に係る看護
師の育成

・子どもの看護休暇取得制度の柔軟な
対応について検討、整備

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

公社に期待される役割を果たすことが出来る人材の育成　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・公社運営を担う人材の確保・育成に努めるとともに、確保・育成のための体制を整備
・特定行為に係る看護師について、豊島病院、大久保病院の2病院でモデル的に実施し、計画的に受講修了者を増加　　（2020年度　各病院で１名以上受講修了）
・事務職員の活性化を通じ、公社の持つ公的な使命の遂行や病院運営の安定化に貢献できる職員を育成するとともに体制を整備

継続 ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・看護師の施設間研修の導入や資格取得支援の拡充など、人材の確保・育成のための取組を進めるとともに、新型コロナの流行状況も踏まえ、短時間勤務制度やテレワークの導入など多様な働き方の環境の整備も
推進した。
・特定行為に係る看護師については、2020年度末時点で5病院で1名以上受講が修了した。
・事務職員の活性化を目指し、職員向け意識調査の結果を踏まえて実施計画を策定した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・研修受講者3名、受講修了者3名。人材
の活用方法・特定行為研修受講に関す
る講演会を実施

・公社運営を担う人材の確保・育成とし
て、管理職候補者研修や看護師の施設
間研修を通じて公社固有職員の管理職
育成に取り組むとともに、資格取得・自
己啓発支援などにより、職員の専門性
向上に着実に取り組んだ。

・特定行為に係る看護師の研修につい
て、2020年度末時点で5病院で1名以上
が受講を修了し、受講修了者を増加させ
た。

・公社で定めた事務職活性化プロジェク
ト実施計画を踏まえ、事務職員の活性
化に向けて、独法化の各種検討事項に
反映するよう調整を行った。

・特定行為研修に必要となる手順書の
作成及び特定行為を行う際の手順書の
作成

・「医師事務作業補助者の活用の手引
き」の案を作成

・「看護チームにおける看護職と看護補
助者の協働、看護補助業務のあり方に
関するガイドライン」を作成

・看護師の施設間派遣研修（１２名）及び
看護部合同研修（６回）を実施

・資格取得支援の充実を図るとともに、
職員への資格取得を促進

・管理職候補者研修の実施形態の見直
し
・管理職候補者研修の実施（4回）

・放射線科都立病院派遣研修の実施

・事務職向けの研修を継続実施（８研
修）

・体制・運用整備

・引き続き、特定行為研修の受講推進を図るとともに、
特定行為研修を受講した看護師による手順書の見直
しや、新たな手順書の作成を検討する。

・引き続き、より効果的な研修を行えるよう、見直しを
図り、職員の育成を強化していく。

・実施状況を踏まえながら、研修内容の充実に向けた
検討を行っていく。

・活用継続
・新規派遣受講者の派遣（2名
以上）
・2020年度診療報酬改定を踏
まえ、各病院で必要な養成数
を検討

・研修計画に基づく効果的な
研修の実施
・医事業務の育成体制強化
・実施状況を通じた改善
・経営形態の移行を見据えた
経営意識を醸成させる取組の
検討・実施
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団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・退院支援カンファレンスの実
施（退院時共同指導料２算定
262件、介護指導料算定477
件）及び研修・講演会等の技
術支援の実施
（101回）

・入院患者に対して、地域の在宅医や介護関係者との積極的
な「顔の見える連携」を推進し、合同での退院支援カンファレン
スを実施し、６病院合計で退院時共同指導料２算定262件、介
護指導料算定477件の算定実績となった。また、地域のニーズ
に応じた認定看護師等主催の研修会の開催やコンサルテー
ション等の技術支援をオンライン開催も含め６病院合計で101
回実施し、在宅移行支援を進めた。

有

・地域のニーズに合わせた認
定看護師等による指導等の
取組を実施

・6病院にある看護専門外来の実績を踏まえながら認定看護師
等による効果的な指導・相談を実施した。
・高齢者施設等に対して、感染症認定看護師を派遣し、新型コ
ロナウイルス感染症に関する感染予防策の指導・訓練を実施
した。

・公社全体の救急応需率
68.2％
・荏原病院、豊島病院に病院
救急車を導入

・急性増悪時等の受入体制強化のために各病院で救急隊との
意見交換や消防署訪問を通じて、救急医療ニーズの把握を行
うとともに豊島病院で10月、荏原病院で12月に病院救急車を
導入した。しかし、新型コロナウイルス感染症疑い患者への対
応中は他の救急依頼を断らざるを得ない状況もあり、救急応
需率は68.2％となった。

有

・総合診療医の配置等、柔軟
な人員配置による救急受入
体制整備の実施

・多摩南部地域病院、多摩北部医療センターの総合診療体制
を整備し、救急受入体制の強化を図った。

・病棟看護師の退院前・退院
後訪問を継続的に実施

・新型コロナウイルス感染症の対応を行いつつ、各病院にて退
院前や退院後訪問への参加を促進した。

有

・訪問看護ステーション向けセ
ミナーや認定看護師による交
流会等の実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により開催回数は減少した
が、可能な限り認定看護師による訪問看護ステーション・医療
従事者向けセミナーや在宅看護ケア等交流会、出張研修を可
能な限り実施することで、地域のニーズに応じた技術支援を実
施した。

有

・地域との交流症例検討会の
実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により、地域との交流症例
検討会の開催頻度は減少したが、在宅緩和ケアについて病院
と在宅の医療介護スタッフが意見交換等を行う交流症例検討
会を開催した。

有

・認定看護師の出張研修の実
施

・新型コロナウイルス感染症の影響により開催回数は減少した
が、可能な限り認定看護師を講師として派遣し、出張研修を開
催した。

有

・連絡会の開催を通じた情報
交換の実施

・新型コロナウイルス感染症の影響により開催回数は減少した
が、連絡会を開催し、双方の現状・ニーズを理解しあうことがで
き、円滑な在宅移行支援の実現に寄与した。

有

・在宅医療関係者との会議へ
の参加

・介護施設等のスタッフに対
する研修会の企画、開催

・退院支援カンファレンスや定期的
な意見交換会の実施や集合研修
の開催
・（必要に応じて）実施

・救急受入の運用や体制の改善
や、合併症に対応可能な透析設
備の整備検討
・総合診療能力を有した医師等の
専門職の配置検討及び、全病院
での日本病院総合診療医学会認
定施設の指定に向けた検討
・病院救急車の導入拡大
・特定行為研修を修了した看護師
の活用検討

・病棟看護師の退院前・退院後訪
問への参加の継続的な実施
・認定看護師による訪問看護ス
テーション向けセミナー開催及び
更なる充実に向けた内容精査
・在宅看護交流会等の実施及び
更なる充実に向けた内容精査

・在宅医等に対する講演会・勉強
会の実施及び更なる充実に向け
た内容精査
・認定看護師による研修等の実施
及び更なる充実に向けた内容精
査
・情報共有のための連絡会等の
継続的な実施

・地域の在宅療養関係者との会議
への参加（継続）
・ニーズ等を踏まえた改善

急性増悪時の積極的
な受入れを含めた救
急体制の整備

訪問看護師との切れ
目のない連携の構築

在宅医や介護施設等
への支援

在宅医療分野の後方
支援のためのネット
ワーク構築

入院前・早期から退
院を視野に入れた在
宅移行支援の推進

・認定看護師の出張研修・出張学
習会の開催

「地域包括ケアシステム支援モデル事業」の実施 戦略番号

2020年度
実績

要因分析

・これまで培ってきた医療連携のノウハウを活用して、介護等の保健・福祉を含めた連携を進め、区市が進める地域包括ケアシステムの構築に貢献していくため、急性期病院として公社が有する知識等を地域に
フィードバックし、在宅移行支援を行うとともに、在宅療養患者の急性増悪時には円滑に受入れを行う体制を６病院で整備（介護支援等連携指導料算定　2020年度1,400件）
・全６病院における日本病院総合診療医学会認定施設の指定

継続 ④

2020年度
計画

・地域のニーズに合わせた認定看
護師等による指導・相談の実施

・救急隊との意見交換会等を通
じ、80.2％の救急応需率を達成し
たほか、多摩南部地域病院におい
て病院救急車を導入

・退院支援カンファレンスの実施
（退院時共同指導料２算定479件、
介護指導料算定1,167件）及び研
修・講演会等の技術支援の実施
（206回）

対応方針

・新型コロナウイルス感染症の影響により、地域の在宅医療関
係者との会議の開催回数は減少したが、地域の在宅医療関係
者とのネットワーク構築を図った。

・総合診療医の配置等、柔軟な人
員配置による救急受入体制整備
の実施

・病棟看護師の退院前・退院後訪
問への参加の促進

・訪問看護ステーション向けセミ
ナーや認定看護師による交流会・
交流研修の実施

・地域との交流症例検討会の開催

個別取組事項
2019年度

実績

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

地域包括ケアシステムへの貢献 第２期プランとの関係

○退院時共同指導料２算定
2020年度実績：262件

○介護支援等連携指導料算定
2020年度実績：477件

・地域包括ケアシステムの構築に貢献す
るため、コンサルテーションの実施や認
定看護師による研修会の開催や指導・
相談のほか、在宅への移行支援を行っ
た。一方で、新型コロナウイルス感染症
影響により、新入院患者数が昨年度対
比で12,448人減少したことに伴い、介護
支援等連携指導料算定実績は477件
（2019年度対比△690件）となった。

・救急隊との意見交換や消防署訪問を
通じたニーズ把握を行うとともに、病院
救急車を荏原病院と豊島病院において
導入し、円滑な救急受入体制の構築を
図った。
一方で新型コロナウイルス感染症患者
への対応を最優先とした結果、救急応
需率は68.2％となった。

・総合診療医については、多摩南部地域
病院、多摩北部医療センターの総合診
療体制を整備し、救急受入体制の強化
を図った。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・これまで培ってきた医療連携のノウハウを活用し地域の医療機関や介護施設との連携を進め、介護支援等連携指導料の算定件数は2018、2019年度徐々に件数を増やしてきたが、2020年度は新型コ
ロナウイルス感染症による患者減少の影響により、477件となった。
・2020年度までに３病院で総合診療医の配置を拡大し、救急受入体制の強化を図ったが、3年間で日本病院総合診療医学会認定施設の認定は１病院に留まった。

有

・引き続き、地域包括ケアシステムの構築に向
け、地域の在宅医や介護関係者に対し技術支
援等を行い、「顔の見える関係」の構築を目指し
た取組を進めていく。

・引き続き円滑な救急受入体制の構築に努めて
いくため、総合診療医の配置等について検討
し、地域のニーズに対応した取組を推進してい
く。

・引き続き病棟看護師の活用や地域のニーズに
応じた支援を行い、地域医療機関と切れ目のな
い連携を構築していく。

地域のニーズを把握し、そのニーズに沿った取
組を通して技術支援を継続して実施していく。

・引き続き、地域の在宅医療関係者とのネット
ワーク構築を図りながら、在宅医療分野の後方
支援を充実させる。

コロナ
影響

団体自己評価

・連絡会の開催を通じた情報交換
の実施

・在宅医療関係者との会議への参
加

・介護施設等のスタッフに対する
研修会の企画、開催

-106-



2020年度
実績

要因分析
2020年度

計画
対応方針個別取組事項

2019年度
実績

コロナ
影響

団体自己評価

・入退院支援加算算定実績：
多摩南部地域病院2,741件、
多摩北部医療センター1,929
件
・相談件数：多摩南部地域病
院25,112件、多摩北部医療セ
ンター30,208件

・2020年4月より充実・強化を図った多摩南部地域病院、多摩
北部医療センターにおける入退院支援加算の算定実績は、多
摩南部地域病院2,741件（2019年度対比＋1,460件）、多摩北部
医療センター1,929件（2019年度対比＋550件）となっており、相
談件数においては、多摩南部地域病院25,112件（2019年度対
比＋5,966件）、多摩北部医療センター30,208件（2019年度対比
＋4,561件）となった。

有

・試行の検証及び予算要求の
実施

・地域における公社の役割を発揮していくため、一層の体制強
化に向け、試行状況の検証を行い、東部地域病院、荏原病院
について、2021年度の患者支援センターの充実・強化に向け、
東京都との調整を実施した。

・栄養情報提供書作成の技術
習得に向けた講習会の中止

・新型コロナウイルス感染症の影響により、栄養情報提供書作
成の技術支援取得に向けた講習会を中止とした。

有

・栄養講習会の実施（3回）
・在宅医療に従事する医療スタッフへの技術支援として、新型
コロナウイルス感染症の影響により、回数は減少したものの、
栄養講習会を開催した。

有

・栄養情報提供書の発行数
781件

・退院後の適切な栄養管理継続のため、栄養情報提供書の積
極的な発行を推進した。

有

・入院前から退院を視野に入
れた入退院支援の実施
（34,587件）

・入院前患者支援及び退院支援カンファレンス・退院前カンファ
レンスに積極的に参加し、栄養管理面において、入院前から退
院を視野に入れた入退院支援を多職種と連携しながら実施し
ていく体制強化を図った。

有

栄養管理分野での協
力・連携

・地域の状況に応じた体制のあり
方を踏まえ体制強化を図った４病
院での効果的な運用
・全病院での体制強化に向けた東
京都との調整の実施

・栄養情報提供書による情報提供
の推進
・各病院で作成している情報提供
書の流れや様式及びその他の地
域連携の取組に関する、病院間で
の交流研修の実施
・栄養食事指導の取組強化を通じ
た地域全体での栄養指導体制の
構築

患者支援センターの
充実強化

・入院前から退院を視野に入れた
入退院支援の実施
（14,803件）

・引き続き、積極的に栄養情報提供の発行に取
り組んでいくとともに、適切な栄養管理を入院前
から退院後まで支援していくためのより良い取
組について検討していく。

・栄養講習会の実施（１５回）や在
宅医療や介護に関わる管理栄養
士の研修受入（２名）

・試行の検証及び調整の実施

・入退院支援加算算定実績：大久
保病院1,411件、豊島病院2,420件
・相談件数：大久保病院30,890件、
豊島病院49,644件 ・2021年度には東部地域病院、荏原病院におい

ても患者支援センターの強化・充実を行い、全６
病院での効果的な運用を行っていく。

・栄養情報提供書の発行数　453
件

・栄養情報提供書作成の技術習
得に向けた講習会の開催
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; 戦　略 ⑤／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

アライアンス連携の検
討・実施

・地域の状況に応じて順次
拡大の検討・実施

・新たに１医療機関と連携
締結

・地域の医療機関と継続的・安定的な医療機能の相互連携を
行うため、現在連携を結んでいる５病院に加え、新たに１医
療機関と連携締結した。

・引き続き、豊島病院での取組実績の検証を行い、必要に応
じて拡大を検討していくほか、他公社病院について、導入を
検討していく。

・継続的な医師派遣や脳血
管疾患の連携の実施

・多摩北部医療センターへの小児総合医療センターからの医
師派遣、東部地域病院における墨東病院との放射線画像診
断に関する連携及び脳血管疾患の診療連携、コメディカル職
員の相互人事交流を継続実施した。

・引き続き、多様な分野において都立病院との連携を行うほ
か、新たな分野での連携を検討、推進していく。

・経営講演会は新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り開催せず

・例年実施している経営講演会は新型コロナウイルス感染症
の流行を踏まえ、開催を見送った。

有
・相互にとって有用な講演会等の情報については、病院経営
本部と共有しながら、各病院へ展開し、公社病院の運営に活
用していく。

・都立病院と一体となった地
方独立行政法人設立に向
けた準備の推進

・各病院の特色や専門性を踏まえ、病院ごとに医療機能強化
の方向性について検討した。

・引き続き、都立病院と一体となった地方独立行政法人設立
に向けて準備を推進していく。

・都立病院との人事交流の
実施

・事務職員及びコメディカル職員について、都職員と公社での
実務研修員の相互受け入れを実施し、双方の組織が有する
長所の共有を図った。

・引き続き、人事交流を行いながら、派遣先の実務経験を通
し、人員の育成及び長所の共有を推進していく。

疾病別地域医療ネッ
トワークの推進

・引き続き参画するための
体制の維持（継続）
・（ニーズがあった場合に
は）関係機関等との調整、
体制整備及びネットワーク
への参画

・引き続きＣＣＵネットワーク
などの疾病別地域医療ネッ
トワークに参加

・地域のニーズや各病院が提供する特色ある医療・重点医療
と整合性を踏まえながら、疾病別地域医療ネットワークへの
参画を通じて、引き続きネットワークの推進に貢献している。

・引き続き、ネットワークに参画するための体制・実績を維持
していくとともに、新たなネットワークの情報収集に努めなが
ら、必要に応じて参画も検討していく。

・連携施設への積極的なＰ
Ｒ等を通じた共同利用の推
進

・新型コロナウイルス感染症の影響により看護の日等のイベ
ントが中止となり、ＰＲの機会が減少しているが、連携訪問時
や広報紙を活用して高額医療機器の紹介や公社で対応可能
な検査の紹介を行い、共同利用についてＰＲを行った。

有

・インターネット予約システ
ムの運用拡大による予約が
取りやすい環境整備の推進

・豊島病院で、インターネット予約システムによる運用を高額
医療機器の検査予約から、一部の診療科の外来予約まで拡
大した。

・地域医療機関や薬剤師会
との講習会等の開催
6病院計54回

・新型コロナウイルス感染症が拡大する中でも、各病院にお
いて、地域の要望に合った薬剤師会との勉強会や情報交換
会、意見交換会等を実施し、より安全で継続した薬物療法の
提供に努めた。

有 ・引き続き、地域の要望に合った勉強会等を開催していく。

・院外採用薬使用動向調
査・品目精査の実施

・薬品使用動向の分析として、院外採用薬の調査を行い、不
要な薬品について整理をしたほか、採用薬をホームページを
通して公表するなど、薬品使用動向について地域の関係機
関と共有を図った。

・院外採用薬の使用動向分析に基づき、保険薬局と連携し、
品目の整理を検討していく。

・地域フォーミュラリーの実
現に向けた検討

・新型コロナウイルス感染症の影響で、地区での検討が一時
中断している。

有
・地域フォーミュラリーの実現に向けて地域の医療機関等と
連携し、引き続き検討を重ねていく。

・2018年度に連携を結んだ3医
療機関に加え、新たに2医療機
関と連携を締結

○紹介患者数
2020年度実績：46,288人

○逆紹介患者数
2020年度実績：54,280人

・「地域完結型」医療の実現に向け、
地域医療ネットワークへの参画や共
同診療の実施などのほか、従前から
実施する医療機関への訪問や地域
向けの公開講座の開催等の地道な
取組を実施したが、新型コロナウイル
ス流行の影響により、2020年度の紹
介患者数は46,288人（2019年度対比
△16,167人）、逆紹介患者数は
54,280人（2019年度対比△15,650人）
となり、昨年度より実績が減少した。

○アライアンス連携
2020年度実績：豊島病院において
実施

・従前の共同診療等を通じた医療連
携に加え、紹介・逆紹介を円滑に進
めるため、あらかじめ各自の役割を
具体的に定め、相互に機能を補完す
ることで患者により良い医療を提供し
ていくことを目的としたアライアンス連
携について、新たに1医療機関を加
え、6医療機関と連携体制を構築し、
地域での効率的な医療提供体制の
構築に貢献した。

・継続的な医師派遣や脳血管
疾患の連携の実施

・引き続きＣＣＵネットワークなど
の疾病別地域医療ネットワーク
に参加

・連携施設への積極的なＰＲ等
を通じた共同利用の推進

・予約が取りやすい環境整備の
実施

・医師派遣の検討、合同カ
ンファレンス・合同研修の実
施、人事交流の促進

・共同診療・高額医療機器
の共同利用の積極的なＰＲ
の実施
・共同利用の効果的な運用
方法の整備、ＰＲの実施

・地域フォーミュラリーの実現に
向けた検討

医療連携の更なる推進

個別取組事項

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・急性期病院として、地域全体での効率的で効果的な医療提供を目指す「地域完結型」医療の実現に向け、高度急性期や回復期、慢性期の医療機関や地域の診療所等と連携を推進するとともに、都立病院との協働体
制に基づく質の高い医療提供体制を構築
（紹介・逆紹介の推進　　紹介患者数：2016年度61,979人→2020年度65,700人（＋3,721人）、逆紹介患者数：2016年度67,113人→2020年度74,100人（＋6,987人））
・１病院（豊島病院）でアライアンス連携をモデル実施すること等により、これまで培ってきた医療連携を更に充実強化し、患者に切れ目のない医療提供が可能となるよう、地域包括ケアシステムの構築を踏まえ、効率的
な医療提供体制の構築に貢献 継続 ⑤

・これまで、地域医療機関との連携強化に取り組み、紹介・逆紹介患者数の増加に努めてきたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、2020年度は紹介患者数46,288人、逆紹介患者数54,280人と実績
が大きく減少した。
・豊島病院においてアライアンス連携を実施し、3年間で6病院と連携協定を締結し、効率的な医療提供体制を構築した。

都立病院との連携強
化

共同診療、高額医療
機器の共同利用の推
進

薬薬連携の強化

・院外採用薬使用動向調査・品
目精査の実施

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

地域全体での効率的で効果的な医療提供体制の構築 第２期プランとの関係

・都立、公社、病院経営本部そ
れぞれが開催する講演会等へ
の相互参加（４回）

・都立病院との連携施策の企画
に向けた調整

・都立病院との人事交流の実施

戦略番号

・地域医療機関や薬剤師会との
合同研究会等の開催　6病院計
88回 ・他医療機関の要望に合っ

た講演会・勉強会の継続開
催
・院外採用薬の使用動向分
析に基づき、保険薬局と連
携し、品目を整理
・地域フォーミュラリーの実
現に向けた連携強化

・共同診療、高額医療機器の共同利用について、インター
ネット予約システムの運用方法を案内するなど、積極的なＰＲ
を実施し、利用の推進を図る。
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戦　略 ⑥／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

・公社全体の救急応需率68.2％
・荏原病院、豊島病院に病院救急車を
導入

・急性増悪時等の受入体制強化のために各病院で救急隊との意見交換
や消防署訪問を通じて、救急医療ニーズの把握を行うとともに豊島病院
で10月、荏原病院で12月に病院救急車を導入した。しかし、新型コロナ
ウイルス感染症疑い患者への対応中は他の救急依頼を断らざるを得な
い状況もあり、救急応需率は68.2％となった。

有

・総合診療医の配置等、柔軟な人員配
置による救急受入体制整備の実施

・多摩南部地域病院、多摩北部医療センターに新たに総合診療医を配
置し、救急受入体制の強化を図った。

・各病院及び公社全体における臨床指
標の公開

・各病院にて2019年度臨床指標（クリニカルインディケーター）をホーム
ページ上に公表した。

・都立病院と公社全体の医療の質にか
かる指標（クオリティインディケーター）
のあり方について検討実施

・独法化後の医療の質にかかる指標（クオリティインディケーター）のあり
方について、効果的な仕組みの導入に向け、東京都と検討を開始した。

・地域医療機関にアンケート調査を実施
・公社病院に対する要望を効果的に把握するため地域医療機関に対す
るアンケート調査を実施した。

・引き続き地域のニーズを踏まえ、地域に求め
られる情報の提供を推進していく。

・残り1施設のスマートフォン対応は実施
見送り

・独法移行時に全施設のホームページのリニューアルが予定されてお
り、スマートフォン対応についても改めて作業が必要になることから、
2020年度の実施を見送った。

・全施設のホームページリニューアルにあわせ
てスマートフォン対応を実施していく。

・かかりつけ医制度の普及活動は、新
型コロナウイルス感染症の影響により
中止

・新型コロナウイルス感染症の影響により、地域住民向けの公開講座が
中止となり、普及活動は見送った。

有

・かかりつけ医の普及に関しては、新型コロナウ
イルス感染症の流行状況を踏まえながら、引き
続き医師会と連携し、地域住民に向けて周知を
図っていく。

・広報誌に加え、バス車内広告や医療
雑誌に病院紹介を掲載

・これまでの医療機関や患者向けの広報誌に加え、患者向けの医療雑
誌への掲載や、路線バスの車内広告など、より多くの人に見てもらえる
ような取組を行った。

・これまでの医療機関や患者向けの広報誌に加
え、患者向けの医療雑誌への掲載や、路線バ
スの車内広告など、より多くの人に見てもらえる
ような取組を行った。

・理事会及び評議員会の議事要旨の公
開

・団体情報の公開の取組として、2020年度に行われた理事会及び評議
員会の議事要旨を公社のホームページへ公開した。

・引き続き政策連携団体改革を踏まえた情報公
開について取り組んでいく。

・広報誌「公益財団法人東京都保健医
療公社だより」の作成

・地方独立行政法人への移行準備に関する情報を、多くの都民の皆様
に広くご理解いただくために、広報誌「公益財団法人東京都保健医療公
社だより」を発行した。

・引き続き、特徴のある医療や検査について、効
果的なPR方法を検討し、実施していく。

・公社の取組をPRする「公社の事業実
績」の作成
・新型コロナウイルス感染症の情報発
信

・公社の実績や取組事業を紹介している「公社の事業実績」を公社の
ホームページへ公開をすることで、公社病院の特徴や地域貢献の実績
といった情報のＰＲを行った。
・新型コロナウイルス感染症の情報を各病院のホームページに掲載し、
安心して来院していただける体制が整備されていることを情報発信し
た。

・「公社の事業実績」について、内容の更新を行
いながら継続して情報発信を行っていく。
・引き続き、公社病院で実施している新型コロナ
ウイルス感染症の感染対策を各病院のホーム
ページに掲載し、安心して来院していただける
体制が整備されていることを情報発信していく。

情報発信の強化

運営協議会の充実検
討

・臨床指標の公開による積極的な
情報発信
・医療の質に係る指標（ＱＩ）の公表

・改善
・（必要に応じて）動画作成
・前年度の実績を踏まえた更なる
効果的な情報発信の実施

・効果的な運営協議会の開催（必
要に応じて改善）

・引き続き各病院、公社全体における臨床指標
を公開するとともに、独法化後の医療の質にか
かる指標（クオリティインディケーター）のあり方
について東京都と検討する。

地域の医療ニーズに的確に対応する仕組みの構築 戦略番号

急性増悪時の積極的
な受入れを含めた救
急体制の整備
（再掲）

・各病院及び公社全体における臨床指
標の公開

・コメディカル部門での指標項目の決定

・各病院へのニーズ調査結果の提供

・１施設のホームページをスマートフォン
対応の画面に改修

臨床指標及び医療の
質に係る指標（ＱＩ）の
公表

・地域医療機関に対するアンケート調査
結果を報告

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

地域に必要とされる医療の提供　 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・これまで積極的な救急受入や地域のニーズ把握等に取り組み、2018、2019年度は新入院患者数の実績を増やしてきたが、2020年度は新型コロナウイルス感染症への対応を優先した結果、39,182人と実績が大きく減少した。
・これまで患者獲得に向けた医療機関訪問や地域医療ネットワークの推進を通じた地域医療機関との連携強化などを行い、新入院患者の獲得による病床利用率の向上に努めてきたが、2020年度は新型コロナウイルス感染症
のへの対応を優先した結果、病床利用率は55.3％と例年より大幅に減少した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・救急受入の運用や体制の改善
や、合併症に対応可能な透析設備
の整備検討
・総合診療能力を有した医師等の
専門職の配置検討及び、全病院で
の日本病院総合診療医学会認定
施設の指定に向けた検討
・病院救急車の導入拡大
・特定行為研修を修了した看護師
の活用検討

要因分析

・地域に必要な医療を提供していくため、患者ニーズや医療ニーズの把握に努め、連携医との連携強化の取組を通じた紹介患者数の増加や救急搬送患者数の積極的な受入れ等により、新入院患者数を増加（新入院患者数　2016年度
50,153人→2020年度52,000人（＋1,847人））
・病床利用率の向上　（2016年度72.4％→2020年度79.5％（＋7.1ポイント））

継続 ⑥

○新入院患者数
2020年度実績：39,182人

・運営協議会や地域医療構想調整会
議等での地域からの公社病院への要
望に対し、荏原病院や豊島病院におけ
る病院救急車の導入による円滑な救
急受入体制の構築など、地域ニーズ
の把握・対応に取り組んだ。一方、新
型コロナウイルス感染症患者への対
応を最優先とした結果、救急応需率
は、68.2％となり、新入院患者数は
2020年度実績で39,182人（2019年度対
比△12,448人）となった。

○病床利用率
2020年度実績：55.3％

・新型コロナウイルス感染症用病床を
確保し、一般病床を休止したため、病
床利用率については、2020年度実績
で55.3％（2019年度対比△15.3pt）と
なった。

・救急隊との意見交換会等を通じ、
80.2％の救急応需率を達成したほか、多
摩南部地域病院において病院救急車を
導入

・総合診療医の配置等の柔軟な人員配
置による救急受入体制整備の実施

・圏域を超えて都民に提供すべき特徴あ
る医療や検査のＰＲ

・公社の取組をPRする「公社の事業実
績」の作成

・各病院で設置目的を踏まえた運営協
議会の開催

・住民向け講演会を活用したかかりつけ
医制度の普及

・リーフレットを活用した効果的な病院紹
介の実施

・理事会及び評議員会の議事要旨の公
開

・引き続き円滑な救急受入体制の構築に努めて
いくため、総合診療医の配置等について検討
し、地域のニーズに対応した取組を推進してい
く。

・引き続き、運営協議会において各病院の運営
上重要な事項を報告するとともに、運営協議会
で得られた意見を病院運営に反映していく。

有

・関係諸機関との緊密な連携を図ることで、地域全体の医療供給体制を
向上していくため、病院運営協議会を各病院で実施し、協議会を通して
得られた意見等を病院経営に反映するとともに、公社内で共有を行っ
た。

・各病院で設置目的を踏まえた運営協
議会の開催
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価要因分析

地域医療に関する調
査研究の充実

・アンケート結果に基づく、ニーズ
を踏まえた病院運営の実施
・新たなニーズ調査に向けた取組
の検討

・地域の医療機関に対してのアンケート
調査を実施

・公社病院に対する要望を効果的に把握するため地域医療機関に対す
るアンケート調査を実施した。

・地域の医療機関に対してのアンケート調査結
果を踏まえ、病院運営を改善していくとともに、
地域医療に資する情報発信を進めていく。

・地域の医療機関に対してのアンケート
調査を東京都医師会、運営協議会で報
告

・公社病院に対する要望を効果的に把握するため地域医療機関に対す
るアンケート調査を実施し、東京都医師会、運営協議会に結果の報告を
行い、情報共有を図っていく。

・アンケート結果を報告するとともに、公社ホー
ムページに掲載し、情報共有を図る。

・地域の要望等を踏まえたデータの提
供・共有の推進

・薬剤科において、地域の保険薬局と患者の服薬情報等を共有するた
めの施設間情報連絡書（トレーシングレポート）を作成し、ホームページ
へ公開した。さらに、保険薬局や医療機関に参考としてもらうために、病
院で施行しているがん化学療法の計画書をホームページへ公開し、地
域の保険薬局や医療機関が活用できる情報の共有を図った。

・引き続き、各分野において効果的な情報提供
の手法を検討し、必要に応じた地域への情報
フィードバックを推進する。

・東京都総合医療ネットワークの導入に
よる患者情報の共有

・多摩南部地域病院及び多摩北部医療センターにてシステム導入し、
2021年4月の稼働に向けた調整を実施した。

・引き続き、東部地域病院で東京総合医療ネット
ワークを導入していく。

地域への情報の
フィードバック

・地域の要望等を踏まえたデータ
の提供・共有の推進
・地域の要望等を踏まえ、研修・勉
強会等を通じた情報のフィードバッ
クの推進

・東京総合医療ネットワークの導入によ
る患者情報の共有

・地域医療機関に向けた研修手法の検
討

・救急受入体制の運用変更や介護・福
祉施設向けの公開講座・交流会を実施

・アンケート調査の結果について東京都
医師会、運営協議会にて報告
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団　体　名：

戦略番号

継続 ①

個別取組事項 2020年度計画
2020年度

実績
要因分析 対応方針

・新型コロナウイルス感染症患者等
の受入病床の確保
・新型コロナウイルス感染症患者等
の診療体制の整備
・新型コロナ疑い救急患者の受入体
制の確保

・コロナ受入病床を2月時点で880床
確保
・全６病院において、6,967人の新入
院患者（延入院患者56,289人）を受
け入れ

・2月時点で公社都立合わせて1,700床確保し、
うち公社は880床を確保した。
・新型コロナウイルス感染症の拡大という未曽
有の事態に対して、全６病院で都立病院や民間
病院との連携や役割分担の下、積極的に患者
を受け入れ、専門的な対応が必要な患者の受
入にも対応した。

・引き続き、新型コロナウイルス感
染症患者等の積極的な受け入れを
継続していく。

・ＰＣＲ検査機器を各病院に整備
・新型コロナウイルス感染症患者に
使用する医療機器の整備

・新型コロナウイルス疑い患者を素
早く診断するために、全病院にＰＣ
Ｒ検査機器を整備

・これまで保健所や外部検査機関に依頼してい
たＰＣＲ検査を院内で実施できる体制を整えるこ
とにより、ＰＣＲ検査が効率的に行えるようにな
り、疑い患者の早期診断や感染拡大の防止を
推進した。

・引き続き、疑い患者の早期診断や
感染拡大の防止に大きく貢献してい
く。

・新型コロナウイルス専用医療施設
に医療従事者を派遣
・宿泊療養施設に医療従事者を派
遣

・新型コロナウイルス専用医療施設
に医療従事者を48名派遣
・東京都が整備した宿泊療養施設
に医療従事者を279名派遣

・新型コロナウイルス感染症の中等症や軽症者
を対象とした専用医療施設に、公社病院から医
師や看護師を48名派遣した。
・新型コロナウイルス感染症の軽傷者に係る宿
泊療養業務として整備した19施設のうち、公社
病院から9施設に、医師や看護師279名の派遣
を行い、都施策に協力した。

・引き続き、医療従事者の派遣等に
協力していく。

・新宿区ＰＣＲ検査施設に医療従事
者を派遣

・大久保病院において、新宿区が設
置したＰＣＲ検査施設に医師延べ54
名派遣したほか、クラスターが発生
した店舗等の濃厚接触者の検査を
実施

・大久保病院において、新宿区が新型コロナウ
イルス感染症のまん延を防止するための医療
体制を強化するために構築した「新型コロナウ
イルス感染症（COVID-19）医療提供新宿モデ
ル」の一員として、軽症から中等症患者の診療
や新宿区新型コロナ検査スポットでのＰＣＲ検査
に医師を派遣したほか、歌舞伎町で起きたクラ
スターでのＰＣＲ検査に協力した。

・引き続き、新宿区等、区市町村の
感染防止対策に協力していく。

・新型コロナウイルス感染症陰性判
定外来の設置

・新宿保健所からの要請により、自
宅や宿泊療養施設にいる方の陰性
判定を行う検査外来を大久保病院
に設置

・自宅や宿泊療養施設にいる方の陰性判定を
行う検査外来を大久保病院に設置してＰＣＲ検
査に協力した。

・引き続き、区市町村事業に協力し
ていく。

新型コロナウイルス感
染症に係る医療提供体
制の確保

新型コロナウイルス感
染症に係る医療従事者
の派遣

新型コロナウイルスに係る地域への
貢献

「経営改革プラン」評価シート　（追加） 新　規

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

団体自己評価

・新型コロナウイルス感染症への対応
を最優先とし、医療提供体制を整備
し、新型コロナウイルス感染症患者等
を積極的に受け入れてきた。
また、東京都の依頼を受け、新型コロ
ナウイルス感染症専用医療施設や、
宿泊療養施設などへ、医療従事者の
派遣を行った。

・さらに、地域への貢献として、PCR検
査センターへの医師派遣を行う等、区
市町村の感染拡大防止対策に協力し
てきた。

・引き続き、新型コロナウイルス感染
症患者を積極的に受け入れていくとと
もに、大規模ワクチン接種やオリン
ピック・パラリンピックなどにも医療従
事者を派遣しつつ、公社6病院で新型
コロナウイルス感染症病床を確保し、
新型コロナウイルス感染症患者等を
積極的に受け入れ、医療提供体制を
確保していく。

感染症拡大の対応に伴い、新型コロ
ナウイルス感染症患者等に対する医
療提供体制等の整備を都に協力し、
行ったため

感染症拡大の対応に伴い、新型コロ
ナウイルス感染症の機器設備の充
実を図るため

感染症拡大の対応に伴い、新型コロ
ナウイルス感染症患者等の宿泊療
養施設などに職員派遣を都に協力
し、行ったため

新たな取組として
設定した理由

-111-



団　体　名：

戦略番号

継続 ③

個別取組事項 2020年度計画
2020年度

実績
要因分析 対応方針

・テレワークや時差通勤
の推進

・職員の通勤時の感染リスクを下げ
る観点から東京都保健医療公社テ
レワーク実施要綱を制定し、在宅勤
務を可能とした。また、時差通勤の
時間を拡大

・公社事務局では、全職員のうち5
割以上がラッシュ時間帯の利用を
避けるオフピーク通勤を実施すると
ともに、テレワーク要綱を新たに整
備し、職員の在宅勤務を推進した。

・引き続き、テレワークやオフピーク
通勤の実施拡大を推進していく。

・WEB会議の推進
・公社主催の会議はWEB会議を94
回実施

・公社事務局や病院・所に集まって
行う研修、会議、説明会等について
は伝達事項が中心の会議をWEB会
議で94回実施した。

引き続き、WEB会議の活用を図って
いく。

・ロボットの導入
・患者との接触機会を減らすため、
検査説明等を行うロボットを導入

・院内外来待合での検査説明、問診
等を、職員に代わり実施するロボッ
トを導入した。

今後、ロボットが実施する検査説
明、問診等の範囲について拡大を
検討していく。

・オンライン就職説明会
の実施
・オンライン採用面接の
導入

・新型コロナウイルス感染症の拡大
を防ぐために、WEB説明会やWEB
選考を導入

・新型コロナウイルス感染症の拡大
を防ぐために、不特定多数の人が
参加するイベントが中止や延期と
なったこと受け、ウィズコロナでの採
用活動として、WEBで動画を配信す
る就職説明会を5回開催し、264名
の参加があった。また、採用選考で
はオンライン面接を導入し、全体の
53％をオンライン面接で実施した。

引き続き、WEB説明会やWEB選考
の活用を図っていく。

デジタルトランスフォー
メーションの推進

職員の新型コロナウイルス感染症予
防策を推進するため

新たな取組として
設定した理由

団体自己評価

新型コロナウイルス感染症の流行拡
大防止のため、WEB会議の推進やオ
ンライン面接を導入するとともに、院
内外来待合にロボットを導入するな
ど、デジタルトランスフォーメーション
の推進にも努めた。

感染拡大防止のため、オンラインに
よる採用活動を実施するため

第２期プランとの関係

「経営改革プラン」評価シート　（追加） 新　規

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

-112-



団　体　名：

戦略番号

継続 ⑥

個別取組事項 2020年度計画
2020年度

実績
要因分析 対応方針

新型コロナウイルス感
染症に係る臨床研究へ
の協力

・東京都医学総合研究
所や大学が実施する臨
床研究に参加協力

・東京都医学総合研究所が参画す
るプロジェクトに協力

・公社病院として、東京都医学総合
研究所が参画する「新型コロナウイ
ルスに関する抗体の大量測定プロ
ジェクト」に協力し、一般外来による
血液検査で得られた検体を分与し
抗体検査に使用できるよう協力をし
た。

引き続き、臨床研究などの協力要
請に応じていく。

新たな取組として
設定した理由

団体自己評価

新型コロナウイルスに係る臨床研究
の協力を依頼されたため

公社病院として、新型コロナウイルス
感染症に関する臨床研究に協力し、
新型コロナウイルスの感染拡大防止
対策に貢献した。

「経営改革プラン」評価シート　（追加） 新　規

（公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係
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団体名： （公財）東京都保健医療公社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　公社病院では、880床のコロナ病床を確保し、他の医療機関で対応が困難な認知症や精神疾患等の合併症患者を積極的に受け入れている。
戦略①及び②については、コロナ対応を最優先にした結果、医業収支比率は、目標値90.8％に対して81.9％と目標を下回った。一方、公社では、後発医薬品の導入
促進により、後発医薬品シェアを目標を上回る93.0％まで拡大するとともに、共同購入の推進などにより、収支改善に向けた費用削減についても最大限に取り組
み、一定の効果をあげた。
　戦略③では、一定の診療行為ができる特定行為に係る看護師について、コロナの影響により研修の修了が次年度へ延期となった。引き続き育成に向けて取り組ん
でいる。
　戦略④から⑥については、コロナ患者への対応を最優先としつつも、各病院において救急患者の受入れに関し消防署との連携をより一層進めており、さらに荏原
病院と豊島病院において新たに病院救急車を導入し運用を開始する等、積極的な救急受入体制の確保に取り組んだ。また、地域の医療機関や介護施設との連携を進
め、在宅への移行支援を行うとともに、豊島病院においてアライアンス連携先の拡大等による、地域医療機関との連携強化を行った。引き続き新型コロナウイルス
感染症の流行状況に配慮しつつ、地域包括ケアシステムの構築に向けた着実な取組の実施を期待する。
　これらの取組に加え、コロナ専用医療施設や宿泊療養施設等へ医療従事者を派遣し、都や市区町村の感染拡大防止の取組に大きく貢献した。また、テレワークや
時差通勤を推進するとともに、会議や職員の採用活動においてはオンラインで実施し、デジタルトランスフォーメーションを推進した。
　所管局としては、引き続き、公社のコロナ患者の受入れ体制の整備やアフターコロナに向けた経営改善について支援するとともに、令和４年度に控える地方独立
行政法人化への準備を連携して行っていく。
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戦　略 ①／ 7

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

利用者満足度の向上
に向けた取組

○利用者の生の声を
踏まえた業務改善活
動を継続的に実施
〇利用者意見等を踏
まえた改善内容を
ホームページで公表

○経営層をメンバー
に含んだ公社ＣＳ向
上委員会を５回実施
○利用者意見を踏ま
え、助成金申請様式
等を見直し、結果を
ホームページで公表
○利用者満足度調査
を実施し、結果を分析
（満足計91.9％）

○2019年度の利用者満足度調査により収集し
た利用者意見を、公社ＣＳ向上委員会で共有
し、不満足の意見や要望について、全社的にそ
の対応策の検討を行い、対応した。
○具体的には、不満足の意見が多かった助成
金の申請様式や申請書類の提出時期の見直し
を図った。
○他機関の事業の認知度との比較ができるよ
う、主要事業毎の認知度の調査を新たに実施し
た。

○利用者満足度調査で収集した利用者意見を、ＣＳ向上
委員会において共有し、不満足の意見から、公社の潜在
的な課題を掘り起し、サービス改善を継続的に実施してい
く。
〇助成事業について、申請者に分かりやすい制度案内や
申請手続きの簡略化を進める。
〇企業巡回など顧客ニーズの共有や広報展開の具体策
についても、ＣＳ向上委員会で検討・進捗管理を行う。

中小企業のニーズ及
びシーズを把握する
取組

○利用者からの意見
に基づいた事業見直
し・業務改善等の実
施
〇新システムを活用
した利用者意見等の
収集

○助成金の電子申請
化に向けた検討ＰＴを
開催
○新システムの利便
性向上に向けて改修
を実施
○公社利用企業の経
営者と意見交換を行
い、今後のニーズ等
について把握

○公社の基本方針として国のシステム（Jグラン
ツ）を活用する方向性を決め、事業所管課で導
入に向けた課題等を検討
○2019年に運用を開始した新システムについ
て、各課に改善策を聴取し、機能見直しの上、
改修を実施
○経営者を４名招待し、公社に求められる役割
も含め、インタビューを実施

〇助成金の電子申請について、2023年度までに全事業で
の対応を完了させる。
〇企業巡回など、公社職員が企業と接する場を活用し、
公社内で企業ニーズを効率的に共有する仕組みの構築を
図る。

都と連携した支援事
業の検討及び施策の
見直し

〇利用者目線に立っ
た事業の不断の見直
し

○都との意見交換会
の中で、中小企業
ニーズの情報交換を
実施し、議論を踏まえ
予算要求等を実施
○新型コロナ対策とし
て、相談事業・事業承
継支援のほか、サー
ビス業の業態転換や
デジタル導入による
非対面化のための助
成金事業等を開始

○都と公社による中小企業支援ＰＴを予算要求
に向け実施し、現場の実態を踏まえた中小企業
支援ニーズ等について議論を行った。その後、
議論の内容を各課と共有し、予算要求や組織再
編につなげた。
○新型コロナ対策として、相談事業や事業承継
支援・助成金事業等を都と連携して体制を構築
し、迅速に実施した。

有

〇『未来の東京』戦略で掲げた取組を進めるとともに、都と
の意見交換を継続して実施し、アフターコロナを見据えた
事業の予算化を図る。
〇新型コロナ対策事業として実施する、経営相談や業態
転換、販路拡大、新サービス開発等に係る助成金などの
取組を、公社全体で一丸となって取り組み、中小企業をサ
ポートしていく。
〇マイナス収支となった指定管理事業については、既存
顧客の継続利用や新規顧客の開拓に向けたＰＲに加え、
コロナ禍のトレンドを踏まえた提案（リアルとバーチャルを
融合したハイブリッド型のイベント開催や、従来よりも規模
を縮小して開催するイベント）等の営業の強化により稼働
率の向上を図る。

利用者の生の声を分析した上で業務改善を継続的に実施することにより、利用者満足度90％以上を確保し続け、中小企業のニーズ及びシーズに一層応えていくことで、都内産業の一
層の底上げを図る。

〇公社ＣＳ向上委員会を定期的に実施し、利用者意見や苦情・要望等を共有し、各課が課題に対する改善策を検討。利用者意見を踏まえ、助成金の申請様式等の見直し
などの取組を行い、その結果をホームページで公表。
〇利用者満足度調査を継続的に実施。調査の結果、満足度は2018年度88.5％、2019年度93.5％、2020年度91.9％と概ね90％台を達成。

見直し

○経営層をメンバーに
含んだ公社ＣＳ向上委
員会を６回実施
○満足度や事業活用
実態等を把握し、事業
運営の改善に活かす
ため利用者満足度調
査を実施し、結果を分
析（満足・計 93.5％）

〇ＣＳ向上委員会にお
いて、寄せられた意見
等の全文を共有
〇新システムによる利
用者意見集約の実施
に向け、調査項目等を
検討
〇テーマ別意見交換
会を実施

　○2020年度の利用者満足度の調査結
果によると、全体としての満足度はおよ
そ92％であり、一定程度の評価を維持す
ることができた。

○コロナ禍で企業と直接会って話を聞く
機会は減少したが、ＣＳ向上委員会で利
用者意見や苦情・要望等を共有・改善策
を検討する仕組みを定着することができ
た。

○感染拡大によって売上が減少した企
業のニーズを捉え、助成金事業やオンラ
インでの販路開拓支援などに新たに取り
組んだ。

〇利用企業との意見交換でのニーズ等
を踏まえ、企業の経営課題に寄与する自
主事業を新たに予算化した。

〇検討会を２回実施
し、その中での議論を
踏まえ予算要求を実
施
〇ＩｏＴ、ＡＩ、ロボットの
導入支援事業など、新
たな都政課題等への
対応について、都と議
論をし、都への予算要
求を実施
○新型コロナウイルス
感染症緊急対策に関
する補正予算を編成

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

1

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都中小企業振興公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

都内中小企業のニーズ等をとらえた施策展開

中小企業ニーズ及びシーズに一層応える公社経営の推進

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 7

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

業務改革の推進

〇改革推進検討会の
開催
〇ペーパーレス会議
の実施
〇電子決裁システム
の導入
〇Web・テレビ会議の
実施

○外部専門家を活用し、公
社の業務改善を議論する改
革推進検討会を実施
○社内環境の整備では、毎
月の経営会議で、タブレット
端末等を用いたペーパーレ
ス会議を実施
○電子決裁システムの2021
年度からの導入を決定
○利用者サービスでは、総
合相談やセミナー・商談会等
のオンライン化を推進

○年齢や役職に関わらず、各課からメンバーを
集め、公社の今後のあるべき姿について検討
し、第2期プランに反映した。
〇IoTや販路に関する事業を集約するなど、事
業の効率的な執行等の観点から組織の見直し
を議論し、2021年度からの組織改正を行った。
○都のデジタル化の方針に基づき、５つのレス
（はんこレス、ＦＡＸレス、ペーパーレス、キャッ
シュレス、タッチレス）の取組方針を策定した。
○コロナ禍に柔軟に対応するため、オンライン
相談のほか、オンラインセミナーについても早い
段階で実施した。
〇電子決裁システムについては、公社の業務フ
ローに合わせるようカスタマイズすることとし、利
便性の向上を図る。

有

〇改革推進検討会を核として、事業や
業務を点検するとともに、事業や社内制
度の見直しや構築を行い、事業のＰＤＣ
Ａサイクルを徹底していく。
〇利用者サービス向上の観点から、オ
ンライン・オフラインのメリットやデメリッ
トを踏まえながら、ペーパーレス化やオ
ンライン化の導入を図り、デジタル化を
推進していく。
〇また、電子決裁システムについては２
０２１度に導入する。

人事考課制度の見直
し

〇新様式で自己申告
を実施

○当初申告時に所属長との
意見交換のもと、各自目標を
設定し、達成に向け取組を
実施
○中間申告時に合わせて、
目標達成状況を確認し、必
要に応じて所属長は助言
〇最終申告において、所属
長とともに一年間の成果・反
省の振返りを実施

〇コロナ禍において、在宅勤務を行う職員もい
る中、新たに中間申告制度を設けることで、所
属長と職員とのコミュニケーションを密にし、風
通しの良い関係の構築を図った。
○所属長と職員とのコミュニケーションを通じ
て、各職員の前向きな取組を促進し、事業・事務
改善の風土を醸成した。

〇来年度も引き続き、中間申告におい
て所属長との面談を行い、新様式での
自己申告を実施する
〇所属長と職員とのコミュニケーション
を増やし、各職員の前向きな取組を促
していく

コーポレートガバナン
スの強化

〇監事監査の複数回
実施によるガバナン
ス強化
〇コンプライアンス委
員会の機能強化
〇ヒヤリハット事例集
の作成

○指定管理施設での不適切
事案を受けて再発防止委員
会を設置し、再発防止策を策
定
○監事監査を強化して実施
（重点監査項目の設定）
○全部署に対する実地検査
を実施
〇職員向けコンプライアンス
マニュアルを改訂

○2020年７月に都立産業貿易センター（公社は
指定管理者）の利用予約等管理システム開発で
の不適切な事案を受けて、出先部署の契約権
限の見直しやシステム案件等の外部専門家へ
の相談体制の整備など、再発防止策の策定を
公社全体で実施した。
〇監事監査については、決算監査に加えて仕様
書・契約手順に関する監査を実施した。
〇自己検査については、職員ヒアリングを追加
して全部署で実施した。

○「再発防止委員会」でとりまとめた再
発防止策を着実に進める。
○コンプライアンス研修等を強化し、管
理職・監督職・一般職・委嘱者それぞれ
に対して研修を実施する。
〇自己検査を継続して実施するととも
に、外部の専門家による点検を実施し、
チェック体制を強化していく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

-

〇改革推進検討会では、事業のＰＤＣＡ
サイクルを検証する仕組みを新たに設け
るなど、事業のあり方を見直す環境の整
備が進んだ。

〇コロナ禍という状況も踏まえ、遠方の
事業所をWebで繋いだ会議を継続的に
開催するとともに、事業のデジタル化を
進め、利用者サービスの向上を図った。

〇監査の頻度を増やすとともに、制度や
コンプライアンスマニュアルの見直しを行
うなど、内部統制の強化を図った。

-

-

外部環境に適応しながら、事業の目的達成・効果向上を追求する組織へ変革している。
【主な取組の視点】　・組織風土：仕事の進め方に係る共通規範の策定、人事考課制度の運用見直し
　　　　　　　　　　　　　 ・業務環境：端末環境の整備（ペーパーレス会議）、電子決裁システムの導入準備

見直し 1,2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

効率的な執行体制が確立された組織へ変革に向け、以下の取組を実施
・外部専門家を活用し、公社の業務改善を議論する改革推進検討会を定期的に実施するとともに、公社全体でＰＴを設置して、第2期プランに反映した。
・人事考課制度については、自己申告におけるチャレンジ目標の追加や中間申告制度の新設を行った。
・.相談業務やセミナー・商談会等の利用者サービスをオンライン化するなど、デジタル化に着手した。
・指定管理施設の情報システム開発に関する不適切事案を受け、「再発防止委員会」を設置し、再発防止に向けた方策を策定し、実行した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

公社の生産性向上に向けた効率的な執行体制の確立及びガバナンス強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都中小企業振興公社 評価年度：2020年度

公社の持続的成長に向けた基盤づくり 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 7

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

人材育成基本方針の
見直し

○人材育成基本方針
の改正（必要に応じ
て）

○人材育成基本方針
に記載の「職員に必
要な能力」、特に中小
企業支援力習得のた
めに必要となる研修・
経験を、若手職員が
検証するＰＴを実施

○「職員に必要な能力」及び必要な研修・経験に
ついて、職員に具体的に示すことで、研修効果・
自己研鑽の更なる向上を図った。

〇人材育成基本方針の理解を深める研修を実
施し求められる職員像の浸透を図る。
〇2021年度の研修・OJTの一部見直しを行うとと
もに、研修等計画改正案に反映する。

研修体系及び内容の
見直し

○見直し後の体系に
より研修・資格取得奨
励に係る取組を実施
するとともに、効果検
証を行う
〇他の支援機関との
合同研修の実施

○公社事業を学ぶ研
修に、当該事業に係
る専門知識、事例研
究等を結び付け、中
小企業支援の知識を
体系的に学べるよう
改善。
〇継続的に、中小企
業診断士等の資格取
得を奨励

○専門知識、支援事例、他機関類似事業の知識
付与を体系的に行うことで公社事業の理解を促
進した。公社事業に関連性のある専門的資格の
申請も一定数あった。
○他機関との合同研修を行うことで、団体間の連
携強化、若手職員の育成につなげていく。
○産業技術研究センターとの合同研修について
は新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ延期
とした。

有

○若手職員によるPTの結果に基づき、中小企業
支援力の更なる養成に向けた研修の充実を検討
する。
〇新型コロナの状況を注視しつつ、産業技術研
修センター等の先端技術理解促進に繋がる他機
関研修のほか、近県の中小企業支援機関との合
同研修を検討する。
〇研修や資格習得奨励により、2023年度末まで
に、職員の中小企業支援に関する資格保有割合
を70％に引き上げる。

研修等で培った能力
の実証機会の確保

○見直し後の体系に
より、経営課題の分析
や支援方針の策定な
ど現場支援実施（20
社）
○パイロット事業とし
て試行した事業を磨き
上げ、都へ施策提案

○公社利用企業の
ニーズ把握等のた
め、重点的な現場支
援を実施（11社）
○公社自主事業の提
案（２事業）（都への事
業提案へ繋げていくこ
とを検討）

○コロナ禍において企業訪問数は減少したが、
感染症対策を取りながら一部の企業に対して
ニーズ把握等を実施した。
○若手職員を含む職員からの提案をもとに、幹
部職員を含めた議論を通じて、職員の政策立案
能力の向上を図り、公社自主事業として予算化
した。

有

〇中長期支援（所属組織に関わらず個別企業を
現場支援する制度）について、今後のあり方の検
討・見直しを行う。
〇また、職員の能力の実証機会としても企業巡
回を活用し、その実施方法等について検討する。
○自主事業提案制度を継続して実施し、現場感
覚に基づいた新規事業を引き続き提案していく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

〇研修やＯＪＴなどを人
材育成基本方針に沿っ
た内容に見直し
○研修結果の検証、Ｏ
ＪＴの進捗状況確認な
どを通して、人材育成
基本方針の効果を検
証

○2020年度は、人材育成基本方針を踏
まえ、職員一人ひとりの中小企業支援力
を向上できるよう、オンラインを活用しな
がら研修を着実に実施した。

○一方で、コロナ禍で対面でのやり取り
が難しい中、外部との合同研修や現場支
援をについては、計画で定めた取組を一
部見送った。

〇現場感覚に基づいた判断ができる職員
の育成について、一定の向上を図ること
ができた。今後は、制度の一層の充実に
向け、公社全体で中長期支援や企業巡
回のあり方を見直していく。

○主に若手職員に対し
て、中小企業支援の基
盤となる多様な公社事
業の知識習得、現場経
験及び理解、外部支援
機関の理解・交流、専
門知識の付与などを行
い、支援力の底上げを
実施
○継続的に資格取得
奨励を実施

〇中小企業のＰＲ強化
を目的とした現場支援
を実施（11社）
〇公社自主事業にお
いて、職員個人が施策
を提案できる制度を見
直し
〇自主事業の新規予
算要求を実施

「現場」感覚に基づいた中小企業支援及び施策立案を行うことができる人材を育成する重層的なスキームを構築することで、公社の支援力の維持・向上を図る。
他支援機関との差別化を図るため、職員が公社支援の特徴であるハンズオン支援の担い手として成長できる環境を築く。

見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○2018年度に「人材育成基本方針」を改正し、当該方針に基づき研修やＯＪＴなどを実施した。また、中小企業支援力といった職員の能力を再定義するとともに、当
該能力を養う研修を2021年度から実施することにした。
○公社自主事業の予算要求を継続して実施し、職員の政策立案能力の向上を図った。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

「現場」感覚に基づいた中小企業支援及び施策立案を行うことができる職員の育成 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都中小企業振興公社 評価年度：2020年度

中小企業支援の「現場」を担う公社職員の育成強化 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 7

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

対象別の公社認知度
の向上

○広報戦略に基づい
たPR活動の実施及び
効果検証

○新規利用者数4,957
社
○公社利用企業に対し
て事業別の認知度調査
を実施
○プッシュ型広報の更
なる強化（メールマガジ
ン・ＳＮＳ等の見直しな
ど）

〇コロナ対策事業により公社の支援領域が広
がり、新規利用企業の増加につながった。
○他機関の事業の認知度との比較ができるよ
う、新たに利用者満足度調査で主要事業毎の認
知度の調査を実施した。
○メールマガジンの掲載内容を精査するほか、
Twitterの更新頻度を高め、情報発信を充実させ
た。
〇一部の事業においてリスティング広告を行
い、顕在層への効果的なアプローチを図った。
〇公社の活用方法などを分かりやすくまとめた
動画を作成し、Youtube等で発信した。

有

〇メールマガジン・ＳＮＳ等の見直しやリス
ティング広告の実施など、プッシュ型広報の
更なる強化を図る。
○事業別認知度の調査結果等を踏まえ、
ターゲットに事業内容を知ってもらうような
広報を実施し、PDCAサイクルとして、効果
検証しながら見直しを図っていく。
〇2021年度に認知度把握調査を行う（隔年
実施）

情報発信ツールの見
直し

○各情報発信ツール
見直しの効果検証
〇ホームページのス
マホ対応の完了

○関係機関と連携した
広報を実施（東京商工
会議所・金融機関など
のメールマガジンの活
用）
○ホームページのスマ
ホ対応を完了

○関係する２機関（東京商工会議所、きらぼし銀
行）と協力し、公社と関係機関双方のメールマガ
ジンにおいて施策紹介を試行で実施した。
○中小企業がホームページから必要な情報に
アクセスできるよう、バナーやプレス情報一覧を
作成し、随時更新を実施した。

○連携による情報発信の効果を踏まえ、関
係機関とのすそ野を広げていく。
〇より見やすい構成への修正など、公社Ｈ
Ｐの見直しを検討する。

パブリシティの強化

○パブリシティ強化策
の効果検証及び見直
し（必要に応じて）
〇公社職員の広報ス
キル向上

○公社の広報に関し
て、外部専門家を委嘱
○各課の広報担当職員
向け研修を開始

○自治体広報に詳しい外部専門家を委嘱し、各
課の広報担当者向け研修を実施した。その中
で、わかりやすいリーフレットの作成方法等を、
これまでの公社広報物を例にとりながら説明し、
広報スキル向上を図った。
〇公社広報物について、外部専門家の知見を
活用して、掲載内容を見直した。

〇公社のプレス発表を、より多くのメディア
で取り上げてもらえるよう、パブリシティを実
施していく。
〇外部の専門家による職員へのリーフレッ
ト作成等の指導を定期的に行う機会を設け
るなどして、公社職員の広報スキル向上を
図る。

公社支援企業のプレ
ゼンスの向上

〇支援成果の発信に
よる公社認知度の向
上

○これまで公社を利用
した企業へのインタ
ビューした記事を取りま
とめ、支援成果を発信
（年度末に発行。ホーム
ページ上でも掲載）
○中小企業表彰として、
今後成長が期待される
企業を表彰

○広報情報誌で特集していた企業紹介ページを
集約し、公社の事業がどのように役立ったかを
事例発信するために、広報物を作成した。
○支援企業のプレゼンス向上の一環として表彰
制度を引き続き実施した。
〇コロナ対策に資する商品を有する公社支援企
業の情報を公社ＨＰで発信した。

○引き続き、ホームページ上で成果事例を
一覧で見られるようにし、内容を更新するな
ど、支援成果の発信により、公社認知度の
向上を図っていく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○認知度把握調査を実
施（「公社の名前も業務
内容も知っている」
17.8％、「公社の名前は
知っているが業務内容は
知らない」も含めると
45.5％）
○新規利用者数1,096社
〇広報戦略の内容を検
討
○公社ＣＩマニュアルの作
成

〇新型コロナウイルス感染予防対策ガイ
ドライン等に基づく対策実行支援事業を
はじめ、支援事業及びや支援規模の大
幅な増加もあり、利用企業数が大幅に増
加した。

○新たな広報手法の導入や外部専門家
のノウハウ活用により、公社事業のＰＲ
を積極的に行った。

〇上記により、公社の一定の認知度の
向上につながった。今後は、企業の業種
ごとの情報収集手段を分析し、公的機関
からの紹介や新聞、ＳＮＳなど、様々な媒
体を使い分け、取組を実施していく。

〇新システムによる情報
発信を開始
〇新規会員獲得に向け
た動画配信を実施

〇自主事業における取
組を通じて、メディアとの
関係性を構築（雑誌やＷ
ＥＢ等で記事化）
〇試験的にイベントのイ
ンスタ配信などを実施

〇公社内の成果事例を
一覧にし、ホームページ
で公開
〇中小企業表彰として、
今後成長が期待される
企業を表彰

公社事業の新規利用者数（登録企業数）を1,000社確保し、多種多様な都内中小企業への幅広い支援を実現する。
【重点的に認知度向上を図る対象の例示】　・分野：サービス業、食品関連産業など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・課題：事業承継の課題を抱える中小企業、海外展開を志向している中小企業など

見直し 1

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇新規利用者数は2018年度は968社、2019年度は1,096社、2020年度は4，957社と年々増加している。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

多様な手法を活用した質の高い情報の発信 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都中小企業振興公社 評価年度：2020年度

公社の認知度向上 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑤／ 7

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

地域金融機関等との
連携

〇事業承継・再生支
援における、金融機
関との更なる連携強
化

○他の中小企業支援機関（中小
企業関係団体、地域金融機関、
区市町村、支援機関等）との連
携事業数59件
○事業承継・再生支援事業（倒
産防止特別支援事業含む）にお
ける、金融機関紹介による新規
相談案件は18機関から106件受
付
〇多摩創業支援拠点では、地域
金融機関や大学等と連携してセ
ミナーや融資相談を実施

○新型コロナの影響により各種イベントが
減ったなか、金融機関に対して事業の周知
等を行い、事業承継・再生支援に係る連携
金融機関数は増加した。
〇開設されたTOKYO創業ステーション
TAMA（戦略６参照）において、日本政策金
融公庫等の金融機関と連携して、起業家の
資金ニーズに対応する取組を実施

有

○今後も事業承継・再生支援事業、Ｍ＆Ａ
（企業再編促進支援）、事業再生（倒産防
止特別支援）の利用促進に向けた金融機
関へのPR及び連携促進（支援先への同行
訪問含む）を継続し、金融機関からの案件
紹介を充実させる。
〇Ｍ＆Ａによる第三者承継については、民
間事業者との連携を一層推進していく。
〇金融機関との連携により、アフターコロナ
における企業の円滑な事業展開を後押し
する。

海外展開支援に係る
関係機関との連携

○ASEAN諸国の経済
状況、投資環境等を
踏まえた新たな連携
の実施
○タイ周辺国（カンボ
ジア、ラオス、ミャン
マー）の支援機関との
関係構築

○在京大使館（タイ、ベトナム）
や現地商工会議所等と連携し、
都内中小企業と現地企業との商
談会等を実施
○カンボジア、ラオス、ミャンマー
（ＣＬＭ）の経済情報収集及びセ
ミナーを実施

○コロナ禍で相互の渡航が難しいため、オ
ンラインを活用して中小企業支援機関、企
業等との面談を実施。
○タイ周辺国（ＣＬＭ）へも渡航制限がされ
ているため、タイ国内でＣＬＭ情報が収集で
きる機関等との連携を促進した（ＪＥＴＲＯや
金融機関等）。

有

〇海外渡航制限の緩和が見通せない状況
下のため、オンラインでの事業実施を前提
にし、関係機関と連携を強化する。
〇タイ事務所やサポートデスクで経済情報
を収集するとともに、現地支援機関等との
関係構築を強化する。

その他の機関との連
携

〇ものづくり中小企業
のネットワーク構築支
援の実施

○中小企業のネットワーク構築
及びイノベーション創出支援の
開始（多摩ものづくりコミュニティ
等）
○多摩地域の支援機関や金融
機関等に加え、隣接県の金融機
関等とも積極的に連携し、支援
企業の発掘を促進
〇他の政策連携団等と連携し、
コロナ禍での中小企業の受発注
機会拡大に向けた取組を展開

○新型コロナの影響により、大手企業の研
究開発や資金調達の停滞が見られるが、
引き続き地方自治体や商工会等の関係機
関との密接な情報交換等により信頼関係を
醸成した。
〇公社職員が東京しごと財団等の政策連
携団体等に協力を依頼し、発注案件を確保

有

〇引き続き多摩地域の連携先に加えて、隣
接県も対象エリアとする支援機関や、隣接
県の金融機関との連携も強化して、中小企
業の発掘、支援を図る。

社内連携の強化

○ノウハウ「見える
化」の効果検証及び
見直し
○新システムの効果
検証及び見直し

○事業担当の枠を超え、期間を
定めず個別企業を総合的に担
当する中長期支援の情報を、公
社掲示板において随時更新
○各課からの意見を収集し、新
システムの改修を実施

○公社掲示板において、中長期支援のノウ
ハウを公社職員で共有し、情報の更新を実
施した。
○2019年に運用を開始した新システムにつ
いて、各課に改善策を聴取し、機能見直し
の上、改修を実施した。

○制度の一層の活性化に向け、公社全体
で中長期支援のあり方を見直していく。
〇新システムについては、改修されたもの
を活用し、利用企業の支援状況の共有を行
う。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○他の中小企業支援機
関（中小企業関係団
体、地域金融機関、区
市町村、支援機関等）と
の連携事業数95件
〇事業承継・再生支援
事業における、金融機
関紹介による新規相談
案件は10機関から87件
受付
〇金融機関が開催する
２つの展示会に公社
ブースを出展し事業PR
や相談を実施 　○地域金融機関等や海外展開支援に

係る関係機関、東京商工会議所などの
その他の支援機関と、各事業を通じて、
確実に連携を図ることができた。

○また、ベトナム大使館と連携した商談
会を開催するほか、JETROと連携しセミ
ナーも実施するなど、海外の関係機関と
の連携強化を図ることができた。

〇これにより中小企業のニーズに対応し
た。今後は、地域の金融機関との連携を
一層充実させるとともに、国や民間事業
者との連携も推進する。また、新型コロ
ナウイルス感染症対策も含めた連携
ニーズや効果検証を踏まえ、新たな連携
事業を検討していく。

〇大使館と連携した企
業交流会の実施
〇新たな連携の検討
○タイ周辺国（カンボジ
ア、ラオス、ミャンマー）
の投資環境調査の実施

〇人手不足対策プロ
ジェクト開始
〇各事業を通じて連携
ニーズを調査

〇中長期支援のための
ノウハウ「見える化」サ
イトを立ち上げ、活用
〇新システムを稼働

他の中小企業支援機関（中小企業関係団体、地域金融機関、区市町村、支援機関等）との連携事業数を100件確保し、中小企業支援の充実を図る。
【目標数値の考え方】　・H26～28 三か年の他機関との連携事業数平均　約63件
　　　　　　　　　　　　　　　・中小企業の多様なニーズに対応するため、個別取組事項に掲げる今後注力すべき連携先
　　　　　　　　　　　　　　　　（①地域金融機関、②海外展開支援機関、③東京商工会議所等の支援機関）との連携事業の実施について、各10件増が必要
　　　　　　　　　　　　　　　・「過去三か年の平均値約63件」＋「３連携先×10件」＝93件　⇒　100件を目標 見直し 1，3，4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○地域金融機関等や海外展開支援にかかる関係機関、その他の機関と、公社事業説明や各事業を通じて、確実に連携を図った。
〇連携事業数は、2018年度は94件、2019年度は95件であったが、新型コロナウイルス感染症が拡大し、国内外で展示会など対面で行うイベント等が休止となり、
2020年度は59件となった。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

中小企業支援の充実に向けた有機的な連携の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都中小企業振興公社 評価年度：2020年度

新たなニーズ等に対応するための支援方法の構築 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑥／ 7

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

起業家への支援の強
化

〇多摩地域における
創業支援拠点の整備
及び運営
○創業後のフォロー
アップ充実
〇「TOKYO創業ス
テーション」の一体運
営及び効果検証

○新事業創出件数は
284件
○TOKYO創業ステー
ションTAMAを令和２年
７月に開設し、多摩地域
の特性を踏まえた支援
を実施
○東京信用保証協会と
の提携保証制度を、創
業者に特化した内容に
制度を改正することで、
創業後のフォローアップ
支援を充実
〇プランコンサルティン
グ終了者319名
〇創業助成採択件数
156件
○TOKYO創業ステー
ションの運営体制を見
直すとともに、顧客管理
システムの統合及び
ホームページのリニュー
アルを実施

○多摩地域の特性を活かした支援体制の整
備、自治体や大学との連携強化を実施。多摩
拠点の開設により、新規登録者数も増加し
た。
○提携保証制度の利用促進を図るため、金
融機関への周知等を実施した。
○Startup Hub Ｔokyo及びPlaning Portの一体
運営及びシステム統合により、各サービスの
利用促進につながった。
○コロナ禍においても、オンラインでセミナー
を実施するなど、創業支援を継続実施した。

有

〇新たな経営戦略プランでは、創業支援を重
点分野として集中的に支援することとしてお
り、創業のプランコンサルティングについて、
2023年度末までに400件を終了させる。
〇プランコンサルティングの利用促進及び本
施設の認知度向上に向け、WEBからの集客
強化及び関係機関との連携による創業者の
掘り起こしに努める。
○プランコンサルティング終了者及び創業助
成金採択者のうち、特徴的な取組を行う創業
者を抽出し、訪問調査等により事業化課題や
支援ニーズの収集を行い、公社事業の利用
につなげる。
○多摩地域における大学等との連携により、
最先端技術等を有する学生や大学発ベン
チャ
ーを発掘、事業化を支援することにより、多摩
地域のイノベーション促進につなげる。
〇既存事業のサービス化やサービスを活用し
た新規事業開発の実現に向け、高い価値を
産み出せる人材の育成を図る。

新事業展開への支援
の強化

〇革新的サービスの
事業化支援の重点化
○新事業創出支援関
連事業の実施

○革新的サービスの事
業化支援事業におい
て、高度な専門性を有
する専門家の派遣によ
るフォローアップを実施
（採択14件）

○革新的サービスの事業化支援事業採択企
業のニーズに合ったハンズオン支援を実施し
た。
○コロナ禍においても、専門家とオンラインで
つなぎ、事業可能性評価事業の評価を継続
実施した。

有

○「『新しい日常』対応型サービス創出支援事
業」を実施し、アフターコロナにおけるサービ
ス創出を後押しする。
〇引き続き、新たな事業化に向け、事業可能
性評価をオンライン審査を活用しながら実施
する。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○TOKYO創業ステーショ
ン利用の起業者数や事
業可能性評価事業利用
後の売上計上企業数な
ど、新事業創出件数は
167件
○立川での新たな創業
支援拠点の開設に向け
て検討
○シニア創業の機運醸
成
○創業者の状況把握に
向けた調査の実施
〇プランコンサルティング
終了者261名
〇創業助成採択件数152
件
〇「TOKYO創業ステー
ション」運営方法見直し
の検討
〇多摩地域のものづくり
創業支援において、一部
セミナーを拡充・強化

○コロナ禍で経営環境が厳しい中、学生
や女性など様々なターゲットを対象に、
起業家の掘り起こしを図った。

〇創業支援事業や経営革新等支援事業
等により、ハンズオン支援や助成金交付
を行うことで、中小企業の新事業創出を
支援することができた。

○今後も、丸の内と立川の創業支援拠
点での各種事業等を着実に実施すること
で、中小企業の新事業創出を支援してい
く。

○革新的サービスの事
業化支援事業の2019年
度予算規模拡充
〇事業化チャレンジ道場
における、組織体制構築
支援の実施

ハンズオン支援による中小企業の新事業創出件数を120件確保し、東京発の新たなビジネスモデルの創出を図る。
【目標数値の考え方】　・都において、開業率12％を目標としており、新たなビジネスモデルの創出に向けて、各種事業をより積極的に実施していくことが必要
　　　　　　　　　　　　　　　・2018年度の実績は、TOKYO 創業ステーション利用の起業者数など、119件であった。
　　　　　　　　　　　　　　　・創業相談の件数も、前年に比べて２割程度増加している。
　　　　　　　　　　　　　　　・こうしたことから、新事業創出件数の目標を120件に引き上げる。 見直し 3，4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○創業支援事業等により、ハンズオン支援や助成金交付を行うことで、中小企業の新事業創出を支援した。
〇新事業創出件数は、2018年度は119件、2019年度は167件、2020年度は284件となった。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

新事業を創出するための着実な支援 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都中小企業振興公社 評価年度：2020年度

東京発の新たなビジネスモデルの創出 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑦／ 7

団体名：

経　営　課　題 ⑦

戦　　　　　　略 ⑦

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

５Ｇ及びＡＩ・ＩｏＴの導
入支援強化

〇５Ｇによる工場のス
マート化モデル事業
の実施
〇ＩｏＴ、ＡＩ等の導入支
援事業の実施

○５Ｇによる工場のス
マート化モデル事業に
おいて、３件の交付を決
定
○中小企業のニーズに
沿って、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボッ
ト等先端技術の導入支
援を実施
○中小企業のデジタル
化に関する既存事業を
見直し

○新型コロナの影響により、セミナー開催等の
時期が遅れたが、オンラインを活用し事業を実
施した。
○中小企業のデジタル化の推進に向け、中小
企業にニーズに沿って総合的支援を実施でき
るよう、事業を整理し、組織体制を変更した。

有

○モデル事業として、着実に５Gの導入が進む
ようコーディネータを活用した進行管理を実施
していく。
〇再構築した事業体系に基づき、中小企業のＩ
ｏＴ、ＡＩ等の導入を支援する。
〇上記事業の中で、デジタル人材の育成支援
を一体的に実施する。

ＳＤＧｓの達成に向け
た支援策の検討

〇中小企業へ対する
ＳＤＧｓの普及啓発
〇公社自らのＳＤＧｓ
への取組をとりまと
め、ホームページ等
で公表

○中小企業に対し、ＳＤ
Ｇｓ経営の普及啓発・情
報発信・具現化支援を
行うため、セミナー・
ワークショップの開催や
ポータルサイト開設・ハ
ンドブックの発行等を実
施
○上記セミナーの内容
等を参考にし、公社のＳ
ＤＧｓへの取組をとりまと
め、ＨＰで公表

○新型コロナの影響で実施時期が遅れたが、
オンラインを活用し、中小企業のＳＤＧｓの認知
度を高め、推進企業の増加を図るため、大学
教授やＳＤＧｓ推進企業を招き、セミナー等を実
施した。
○公社のプレゼンスを高めるため、公社のＳＤ
Ｇｓに関する取組を各課と調整し、公社一体と
なって実施した。

有
○SDGs経営をさらに推進するため、個別の相
談に対応できるようアドバイザーを活用した支
援を実施する。

中小企業の受注機会
の拡大

〇「ビジネスチャンス・
ナビ2020」の活用の
方向性を、関係機関
と連携し検討

○東京2020大会の開催
延期に伴い、「ビジネス
チャンス・ナビ」の大会
後の活用について、都
と連携し検討
○コロナ禍の中で、オン
ラインを活用して新たな
販路開拓に力を入れる
企業に対し、受発注創
出事業を実施

○中小企業の受注機会拡大を目的とし、東京
２０２０大会後も安定的なサイト運営を継続する
ため、システム更新作業を実施するほか、都と
今後の活用の方向性を検討
○新型コロナ補正事業として、オンラインを活
用した販路開拓のモデル事例を構築しポータ
ルサイトで情報発信するとともに、新たな販路・
取引機会の創出に向けたリアルとオンラインで
の商談会を開催

有

〇東京2020大会のレガシーとして、ビジネス
チャンス・ナビの今後の活用について検討を進
めるとともに、アンケートの結果も踏まえ、より
利便性を向上させたシステム改修に向け、都と
連携し緊密な協議を重ねていく。
〇チャンス・ナビに新たにオンライン商談機能
を搭載し、民間同士のオンライン商談を実現す
ることにより、中小企業の受注機会の更なる拡
大を目指す。
〇社会全体でオンライン化が進む中、企業の
販路拡大におけるオンライン化の取組を推進
する。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

-

〇事業によって所管が分かれていた
IOT、AI等導入支援の事業については、
生産性向上のためのデジタル技術活用
推進事業として再構築し、窓口を一本化
することで、より体系的に実施できるよう
になった。

〇新型コロナウイルスの感染拡大で対
面でのやりとりが難しくなった状況下で、
オンラインを積極的に活用することで、企
業の販路拡大を支援した。

〇新型コロナウイルス感染拡大による新
たな都政課題への対応として、飲食店の
業態転換支援等の事業を実施した。

-

-

都の施策や公社を取り巻く環境の変化に応じて都と連携し、時期を逸することなく、都内中小企業への支援を充実させる。
【主な都政課題の例示】　「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現（５Ｇの導入、ＡＩ・ＩｏＴの活用など）」　「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」
　　　　　　　　　　　　　　　　　「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会レガシー」

見直し 1，3，4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○都政課題の解決に向け、デジタル化やＳＤＧｓについて、セミナーや助成金事業を実施するほか、モデル事例などをＨＰ等で発信

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

新たな都政課題や都民ニーズに的確に応える施策の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（公財）東京都中小企業振興公社 評価年度：2020年度

新たな都政課題等への対応 第２期プランとの関係
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団体名： 公益財団法人　中小企業振興公社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

○到達目標の達成に向けた最終年度の総仕上げとして、経営課題の解決に資する各戦略を着実に推進した。
○新型コロナウイルス感染症拡大により厳しい経営環境に置かれている中小企業に対し、幅広い支援策を積極的に展開した点を高く評価する。

戦略①　中小企業ニーズ及びシーズに一層応える公社経営の推進
　CS向上委員会や公社利用企業の経営者との意見交換会を開催し、利用者ニーズを汲み取りながら組織的に共有することで、新しい生活様式等に対応していくた
めの業態転換やデジタル機器導入による非対面化への支援など、ニーズを的確に捉えた事業を実施し、昨年度に引き続き顧客満足度90％以上を達成した。

戦略②　公社の生産性向上に向けた効率的な執行体制の確立及びガバナンス強化
　遠隔事業所とのWeb会議等を実施するとともに、利用者サービスの面では相談業務やセミナーのオンライン化を早期に実現した。また、2019年度に産業貿易セン
ターで発生した不適切事案を踏まえ、職員一人ひとりとの意見交換や重点監査項目による監事監査の実施等により内部統制の強化を図り、不適切事案の再発防止
策を講じた。

戦略③　「現場」感覚に基づいた中小企業支援及び施策立案を行うことが出来る職員の育成
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により対面形式による研修等の実施が難しい環境下にあっても、対策を取りながら公社利用企業のニーズ把握等を実施し
た（11社）。また、若手職員を含む職員からの提案をもとに幹部職員との意見交換を実施し、公社自主事業として予算化（2件）するなど「現場」感覚に基づいた
事業化の取組を実施することで職員の政策立案能力の向上を図った。

戦略④　多様な手法を活用した質の高い情報の発信
　新たな広報手法の導入や外部専門家のノウハウ活用により、公社事業に関する情報発信を積極的に行ったことに加え、新型コロナウイルス感染症対策事業の実
施により、プッシュ型広報の更なる強化やHPのスマホ対応可などにより、新規利用企業者数が約5,000社（目標：1,000社）へ大幅に増加するなど大きな成果を上
げた。

戦略⑤　中小企業支援の充実に向けた有機的な連携の強化
　新型コロナウイルス感染症の影響により連携事業数は目標に届かなかったものの、地道なPR活動により連携金融機関数を増加（10機関→18機関）させた点、金
融機関等と連携しながら新型コロナウィルス感染症対策関連事業として倒産防止特別支援事業を実施した点、海外渡航が制限される中でオンラインを活用した面
談を実施した点など、コロナ禍においても積極的に各種機関と連携し事業を実施した点について評価する。

戦略⑥　新事業を創出するための着実な支援
　TOKYO創業ステーションTAMAを2020年7月に開設し、多摩地域の特性を踏まえた支援を実施したことや、コロナ禍においてもオンラインを活用し積極的にセミ
ナーや事業可能性評価の審査を継続し、目標値を大きく上回る284件（目標：120件）の新事業創出件数を達成した。

戦略⑦　新たな都政課題や都民ニーズに的確に応える施策の推進
　デジタル化やSDGsへの対応といった新たな都政課題に取り組む中小企業に対してセミナーや助成事業を実施するとともに、喫緊の課題である新型コロナウイル
ス感染症対策として、オンラインを活用して新たな販路開拓に力を入れる企業に対して受発注機会の創出に向けた支援を展開する等、時機を捉えた施策を実施し
た。
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戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

○職員アンケートの
結果等を踏まえてプラ
ンを見直し、職員の声
をプランに反映

○職員アンケートの
結果等により、研修プ
ランを改定

○職員アンケートの結果等を踏まえ、新たな研修
プランに、Eラーニングの活用や外部機関への研
修派遣の拡大を明記するなど、職員の声を反映
した。

○改定した研修プランに基づき、研修計画を作
成の上、人材育成を推進する。また、改定後の
研修プランについて、全職員向けに周知するな
ど、内容理解の促進及び意欲醸成を図る。

○外部機関の業務を
学ぶ研修の実施

○候補となる外部機
関と、実施に向け調
整を行ったが、感染症
の影響により見送り

○2020年度下半期実施の方向で先方と調整し、
概ね合意を得たが、新型コロナウイルス感染症
拡大により、実施できなかった。

有

○上記の研修プランの改定により、研修派遣の
拡大を定めたところであり、今回実施できなかっ
た相手方も含め、雇用就業分野に強みを持つ外
部機関との人事交流に向け、候補先の選定等の
準備を進める。

○管理職フォローアッ
プ研修の実施等によ
る職員の育成強化

○2021年4月に新た
に固有職員1名を管
理職に登用

○感染症拡大により、研修の実施に制限を受け
たが、2019年度に固有職員から初の管理職登用
が実現し、内部職員の昇任意欲が高まったこと
や主要課長代理ポストへの配置によるOJTによ
り、二人目の固有職員からの管理職登用が実現

有

○感染症の状況を見極めながら、管理職候補対
象者に対し、OFF-JTの研修等を実施するととも
に、引き続き、管理職昇任を念頭に置いた配置
等を実施し、日々の業務を通じて組織運営能力
のレベルアップを図る。

○管理職候補対象者
に対する研修の実施

○管理職候補対象者
に対するOJTの推進

○感染症の影響により、研修という形での育成
強化は難しい状況であったため、従前は管理職
が担っていた組織運営事務の一部を管理職候補
対象者に下ろすなどして、OJTを通じてマネジメ
ント能力の強化を図った。 有

○監督職全体に対し、将来の管理職候補者とし
て必要な事務遂行力の向上を図る研修を継続的
に実施するとともに、OJTを推進して組織運営に
必要なマネジメント能力も強化する。

○職員に対し財団におけるキャリアパスを示すこ
とで、目的意識の明確化、モチベーション向上を
図り、より上位の職層を目指す意識付けを行い、
管理職育成へつなげていく。

キャリアコンサルタン
ト試験合格者等割合
の向上

○資格取得への助成
促進・意欲喚起

【試験合格者等割合】
固有職員全体の60％

○資格取得への助成
促進（規模拡充）
・受講者9名で実施
・5名が合格、2名が部
分合格

【試験合格者等割合】
固有職員全体の57％

○年度の早い時期に募集を開始し、所属長を通
じて職員の関心や受講意欲を高めたことにより、
受講者が9名に増加。これにより受講者間の情報
共有や学習に対するモチベーションの維持・向上
に一定の効果が得られた。

○事業の根幹に直結するスキルであることを鑑
み、資格取得支援は今後も継続し、固有職員の
合格者等割合の更なる向上を目指していく。部
分合格となっている者については、早期の完全
合格を目指し、試験情報の共有など引き続きフォ
ローを行う。また、既合格者については、知識レ
ベルの維持に必要なフォローアップ研修などに力
を入れる。

研修プランの改定・運
用

○研修アンケートを職
員に対して実施し、そ
の結果や社会情勢・職
員構成等を踏まえ、研
修プランを改定

○職員アンケートの結果を踏まえた研修
プランを策定し運用を開始。これにより、
コロナ禍でも実施可能なEラーニング方式
の研修の導入や研修派遣の強化など職
員の育成強化の道筋をつけることができ
た。

固有職員の管理職候
補の育成・登用

○将来管理職を担う職
員となる監督職の事務
スキル定着・向上のた
めの研修を実施

○計画期間の3年間で、固有職員から管
理職2名を育成し登用できたことは、今後
の組織の自律的運営に向けて非常に大
きな意義を持つ。今後も、管理職候補対
象者の育成を計画的に実施していく。

○プランに基づき、固
有職員の人材育成に
重点を置いた職層別研
修等を実施

○4月に固有職員1名
を管理職に登用

①職員アンケートの実施結果を踏まえ、研修プランの改定を行うとともに、コロナ禍において、大規模な集合研修に代わり新たにEラーニングの手法等を取り入れた。
また、固有職員の管理職候補対象者に対するOJTを推進し、マネジメント能力の強化を図った。
②固有職員におけるキャリアコンサルタント試験合格者等の割合は、57％へ上昇（昨年度53％）したが、目標を下回る結果となった。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

見直し

○目標には惜しくも届かなかったが、所
属長によるフォローや受講生同士の情報
共有を引き続き実施し、今後の資格取得
を支援し、質の高い都民サービスにつな
げていく。

○資格取得への助成
促進（規模拡充）
・受講者中3名が合格、
2名が部分合格

【試験合格者等割合】
固有職員全体の53％

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京しごと財団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

新規採用職員の増加等に伴う財団職員の育成強化

雇用就業支援のプロ職員の育成強化

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

4

①人材育成に関する全職員アンケートの結果や財団を取り巻く環境の変化を踏まえて「研修プラン」を改定し、都民ニーズに応えることのできる雇用就業支援のプロ職員の育成
を進め、利用者サービスの向上を果たす。また、固有職員の管理職及び管理職候補対象者の育成を図り、今後も管理職に登用できるよう、財団職員の組織力強化を進めてい
く。
②固有職員のうちキャリアコンサルタント試験合格者等の割合を2020年度までに60％に向上させることで、求職者に対して、質の高い支援サービスを実施していく。
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戦　略 ②／ 5

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

○地域型ｾﾐﾅｰの実施
（60回・1,800人）

○地域型ｾﾐﾅｰの実施
（66回・1,495人）

○コロナ禍の三密対策のため、セミナー参加者数
は計画を下回ったが、代替手段としてオンラインで
ダイジェスト版の動画配信を新たに実施した。
（1495人のうち、274人がオンライン視聴）

有

○感染防止策を取りつつセミナーを着実に開催して
いく。オンラインによる動画配信への誘導も適切に
行い、ハイブリッド型で、できるだけ多くのセミナー
参加者を確保していく。

○合同面接会の実施（12
回）

○合同面接会の実施（12
回）

○完全予約制・複数に分割など十分な感染防止対
策を講じた上で、計画通りの回数を実施した。 有

○引き続き、感染防止に万全を期しつつ、着実に実
施していく。

○高齢者向け職場体験
の実施（100件）

○高齢者向け職場体験
の実施（74件）

○年度の前半は特に、職場体験の受入れが低調
だった。職場体験を非対面化することは困難であ
り、計画数に達しなかった。

有

○企業側の意向に十分配慮の上、感染防止策を徹
底して、可能な範囲で実施していく。体験先の開拓
は、オンラインでも実施する。

○企業で働いている外国
人が参加する合同説明会
の実施（2回）

○企業で働いている外国
人が参加する合同説明会
の実施（2回）

○合同企業説明会に外国人採用にも意欲がある企
業が参加し、外国人社員から参加者（求職者）に向
けて企業ＰＲを行った。

○引き続き、外国人材の活用促進に向け、東京外
国人材採用ナビセンターと連携を図る等、着実に実
施していく。

○女性求職者の掘
り起こし（1,400人）
・地域型セミナーの
実施（30回）
・啓発イベント（4回）

○女性求職者の掘り起こ
し（713人）
・地域型セミナーの実施
（27回）
・啓発イベント（4回）

○コロナ禍のため、開催地域の自治体の意向で中
止や規模縮小とせざるを得ないケースが多く、参加
者数は計画を下回った。 有

○開催地域の自治体と綿密に調整を図り、感染防
止策を取りつつ着実に開催していく。

○職場見学会の実施（10
回）

○職場見学会の実施（1
回）

○感染防止の観点から、見学を受け入れる企業が
少なかったため、ほぼ実施できなかった。

有

○職場見学は働くイメージの醸成等に効果的であ
り、企業の意向にも十分配慮の上、可能な範囲で
実施していく。
○様々な業種について、働く女性の姿を紹介する
動画を作成しており、今後公開し、職場見学の補完
を図る。

○女性しごと応援テラス
の多摩地域への設置

○2020年10月に立川に
『女性しごと応援テラス多
摩ブランチ』を開設

○感染防止対策を十分取りながら、三密を避けて
事業を推進した。 有

○引き続き、感染防止に万全を期しつつ、着実に事
業を実施していく。

○派遣事業就業延人員
210,000人日超

〇派遣事業就業延人員
227,989人日

〇コロナ禍による緊急事態宣言期間中は、派遣事
業が一時中断し、休業手当対応をした時期もあった
が、保育補助やスーパーの品出しなど人手不足分
野での就労を開拓した。また、適正就業において派
遣事業がシルバー人材センターの就業形態として
定着してきたことにより、計画を達成することができ
た。

有

○財団と各シルバー人材センターが派遣法その他
関係法令の遵守に努め、適正な事業運営を図って
いく。

○広域企画提案による就
業機会の確保
　・新規開拓
　・複数のセンターに渡る
契約の一括受注

○広域企画提案による就
業機会の確保
・提案件数153件
・一括受注センター数延
べ34センター

○コロナ禍の新規就業開拓として、三密を避けた就
業分野（アンケート訪問調査、ポスティング、屋外清
掃等）、現役世代を支える分野（保育補助）、人手不
足分野（スーパー等）への開拓を重点的に行い、提
案件数を伸ばすことができた。
○一方、例年受注していた契約がコロナの影響に
より締結に至らず、一括受注契約件数は減少した。

有

○引き続き重点開拓分野において、新規顧客を獲
得すべく、広域企画提案を行っていく。さらに、ＩＣＴ
分野においても、就業機会の確保と創出を図ってい
く。
○コロナ禍により契約に至らなかった既存顧客との
契約回復とともに、新規の一括受注開拓にも取り組
む。

シルバー人材セン
ター労働者派遣事
業、広域企画提案の
実施

○派遣届出事業所
53センター、就業延人日
206,119人日

〇派遣事業就業延人員については、就業
開拓の推進、請負契約から派遣契約へ
の切り替えが順調に進捗し、目標を達成
することができた。今後も引き続き財団と
各シルバー人材センターが各々の役割分
担を確実に実施することで、事業を拡大し
ていく。

〇広域企画提案については、従来受注で
きるはずの業務の一部がコロナの影響で
中止となり、計画どおりには進捗しなかっ
たが、コロナ禍でも実施可能な就業分野
を開拓した。今後も工夫して実施してい
く。

○広域企画提案による就
業機会の確保
・提案件数144件
・一括受注センター数延べ
62センター

・合同面接会の実施（12
回）

○高齢者向け職場体験の
実施（104件）

○関係機関へのヒアリング
等、外国人材活用に向け
た調査の実施

女性求職者の掘り起
こし

○女性求職者の掘り起こ
し（1,154人）
・地域型ｾﾐﾅｰの実施（28
回）
・啓発イベント（4回）

○女性支援については、2020年10月多
摩地域に新たな拠点を設け、さらなる支
援充実の足掛かりとすることができた。

○職場見学会の実施（10
回）

－

高齢者をターゲットと
した潜在的求職者の
掘り起こし及び外国人
材の活用

○高齢求職者の掘り起こ
し
・地域型ｾﾐﾅｰの実施（52
回・1,816人）

○コロナ禍において、セミナー等は中止
や規模縮小が相次ぎ、参加者数は計画
を下回ったが、オンラインでのサービス提
供、複数回に分割した面接会運営などの
創意工夫により事業を実施。今後も引き
続き蓄積されたノウハウを活用し事業を
実施していく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

①高齢者・女性をターゲットとした求職者の掘り起こしのためのセミナー等に取り組んだが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため一部事業を休止したこともあり、2020年度ま
での累計実績は8,324人となった。また、外国人材の活用に向け、外国人社員がＰＲする合同企業説明会を実施した。
②労働者派遣事業は年間就業延人員目標である210,000人日を達成。シルバー人材センターにおける派遣事業を定着させ、会員の新たな就業機会を確保するとともに、企業の人
手不足解消にも貢献した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

高齢者・女性の就業支援の強化、外国人材の活用に向けた対応 戦略番号

①雇用情勢の改善に伴い都内求職者数が減少する中、高齢者・女性をターゲットとした潜在的求職者の掘り起こしの取組を2020年度までに9,000人に実施し、就職活動に踏み出すための支援
を強化していくことで、高齢者・女性の雇用ニーズの高まりに対応するとともに企業の人手不足の解消につなげていく。また、出入国管理法改正等に伴い増加が見込まれる外国人材の活用に
関し、必要な対応を行う。
②シルバー人材センターにおける労働者派遣事業の年間就業延人員の210,000人日超を達成することで、会員の拡大並びに多様な就業機会を確保するとともに、企業の人手不足解消の一助
とする。

見直し 3

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京しごと財団 評価年度：2020年度

生産年齢人口の減少を見据えた潜在的求職者の掘り起こし及び外国人材の増加 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 5

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

就労困難者への支援 ○支援窓口の充実
○就労困難者の就労
支援
（60人）

○2020年9月に支援
窓口（専門サポート
コーナー）を開設
○専門サポートコー
ナー利用登録者
（145人）

○就労支援アドバイザーや職場定着支援員、臨
床心理士等で構成するチームにより、利用者
個々の状況に応じた支援を行った。

○引き続き、利用者の状況に応じた支援を実施
していく。

○モデル事業に関す
る支援（10社）

○ソーシャルファーム
認証28事業所（認証：
3事業所、予備認証：
25事業所）

○2021年3月に都がソーシャルファームを28事
業所認証した。財団はそれを受け、支援を開始
した。
○2020年度は、12事業所に対し補助金の交付
決定を行った。

○認証事業所に対して、補助金の交付決定及
び額の確定を迅速かつ的確に行う。

○支援拠点オープン ○2020年10月にソー
シャルファーム支援
拠点をオープン

○事業者や支援団体からの意見聴取により、レ
イアウトや展示物等の工夫などを進めながら開
設に向け取り組んだ。

○認証事業者の紹介等展示物を充実させ、ソー
シャルファームの普及に努めていく。

○事業者支援
○ソーシャルファーム
支援拠点において、
事業者への情報提
供・相談を実施

○都が2020年6月に公表した「東京都ソーシャル
ファームの認証及び支援に関する指針」を受
け、ソーシャルファームに関心を持つ事業者へ
の相談・情報提供体制を整備した。

○今後も、ソーシャルファームに関心を持つ事
業者への相談・情報提供を適切に実施し、事業
者の創設に向けた普及啓発・支援を行う。

○ソーシャルファーム
に関するセミナー開
催（6回）

○ソーシャルファーム
に関するセミナー開
催（8回）

○ソーシャルファームに知見を持つ専門家や事
業者にヒアリングを行い、実効性の高い効果的
なセミナーの計画を策定し、2020年12月から
2021年3月までに計8回実施した。

○2021年度も引き続きセミナーを開催する。（セ
ミナー10回、2020年度認証事業所等見学会2
回）
専門家や経営者に、海外の先進事例やソーシャ
ルファーム運営に係る経営のポイント等をご講
演いただき、事業者のソーシャルファームの創
設・経営に関する関心を高めていく。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

3

①就労困難者を支援するための窓口を充実し、それぞれの特性に応じたきめ細かいカウンセリング等により、就業の後押しをする。
②都の基準に従い、モデル事業として10社に対してソーシャルファームの設立及び運営の支援を行う。また、ソーシャルファーム支援拠点を設置し、設立や活動等を支援す
る。

①就労困難者を支援するための窓口において、計画の２倍以上の利用者へ就労支援を行った。
②東京都が認証ソーシャルファーム28事業所を決定したことに伴い、設立及び運営の支援を開始した。また、ソーシャルファームの支援拠点をオープンし、事業
者への情報提供・相談を行った。

見直し

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京しごと財団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

就労に困難を抱えている方々への支援

条例に基づく、就労支援策の充実とソーシャルファームの支援

ソーシャルファームの
支援及びソーシャル
ファーム支援拠点の
設置

－

○2020年度は、ソーシャルファームを都
内に普及・根付かせていくための取組の
皮切りとして、支援拠点開設、相談対
応、セミナー開催及び都が認証した事業
者に対する支援を計画通り実施した。
○障害者、ひとり親、児童養護施設退所
者等の就労に困難を抱える方の労働市
場、雇用環境は、依然として厳しい状況
にあることから、引き続きソーシャル
ファームを都内に普及・根付かせていく
ための取組として、普及啓発やモデル事
業者への支援を着実に実施していく。

－

○しごとセンターの基幹窓口との連携を
図りつつ、就労困難な様々な利用者へ、
カウンセリング、マッチング、職場の定着
支援により、計画の２倍以上の就労支援
を実施した。
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

○コンサルティング支
援企業の好事例集作
成

○コンサルティング支
援企業の好事例集を
作成し、広く周知

○好事例集を作成し広く配布することで、採用活
動における課題解決のヒントを提供できた。

○好事例集を関係機関や金融機関への配布
や、しごと財団のホームページ、しごとセンター内
の企業向け事業等において広く周知することで、
企業の人材確保を支援していく。

○東京労働局と連携
したマッチング支援事
業の実施（4回）

○合同企業面接会
（3回、27社、77名参
加）

○コロナ感染拡大等の影響を受け、１回が中止
となったが、3回は規模を縮小、事前予約制で感
染予防対策を徹底し実施。7社で採用内定に至っ
た。 有

○コロナ禍における開催のため、規模を縮小、２
部制にし、三密を避ける等、今後も東京労働局と
調整し、安全安心な事業運営を図るとともに、求
人要件の緩和や企業ＰＲ動画配信等により応募
意欲の向上を図り、実績をあげていく。

○人材確保のための
各種セミナーの実施
（15回・680社）

○人材確保のため各
種セミナーの実施（17
回・1,210社）

○雇用情勢の現状理解や、WEB面接ノウハウセ
ミナー等、企業ニーズを捉え、コロナ禍の状況も
踏まえたセミナーをオンラインにて実施したこと
で、多数の企業参加へとつながった。

有

○グループワーク等もライブ配信形式により行う
等、企業の人材確保における課題解決に役立つ
ようなオンラインセミナーを充実させ実施する。

○公社と連携し、人手
不足対策プロジェクト
を推進（企業訪問300
社）

○人手不足対策プロ
ジェクトによる企業訪
問（205社）

○訪問だけでなく電話やメールによる非対面式
支援も行い、各中小企業が抱える課題を整理し
た上で、最適な支援策を提案する等、事業利用
を促進した。

有

○引き続き公社と連携を図り、採用・育成・定着
までの一連の支援メニューから最適なプログラム
につなげていく。また、状況に応じてオンラインに
よる対応等を検討する。

○東京きらぼしFG等
協定金融機関取引企
業への人材確保支援

○東京きらぼしFG経
由の支援企業（11社）

○東京きらぼしFGとの連携は、事業周知や企業
ニーズの把握ができ、窓口相談等の利用促進に
つながった。

○ITや物流等コロナ禍でも人手不足の業界もあ
るため、東京きらぼしFG等金融機関との連携の
もと、各支店を経由しオンライン相談等の事業周
知や支援ニーズに即した人材確保支援を促進し
ていく。

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京しごと財団 評価年度：2020年度

企業の人手不足の深刻化、障害者雇用促進への対応 第２期プランとの関係

団体自己評価

企業の人材確保、障害者雇用支援の展開 戦略番号

①採用に悩みを抱える中小企業等に対して、人材確保のための各種セミナーを2020年度までに1,500社に実施することで、企業の人材確保の取組を支援する。
②TOKYO働き方改革宣言企業への専門家の巡回による助言等を2018年度から2020年度までに3,800社（2016年度から2021年度までに6,300社）に実施するとともに、テレワー
クの活用助成事業を2020年度までに3,400社へ実施することで、都内企業の働き方改革の取組を支援し、雇用環境の向上を推進していく。
③障害者雇用率未達成企業への個別訪問による直接的な支援を2020年度までに2,600社に対して実施することで、雇用率未達成企業へのアプローチ、普及啓発を進め、企業
の障害者雇用率向上へとつなげる。

見直し 2,3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

①雇用情勢の現状理解や採用ノウハウ等、企業のニーズを捉えたセミナーを対面・オンラインで実施し、2,292社の参加につながった。
②専門家の巡回による助言等を3,787社に実施し、都内企業の個々の状況に合わせて働き方改革の取組を支援した。テレワーク活用の助成事業については、新型
コロナウィルス感染症拡大リスクから、企業の導入が加速し、約3万件となった。
③法定雇用率の上昇を受けて企業に障害者雇用の機運が高まったこともあり、目標を上回る2,836社に対する個別訪問を実施することができた。
※実績値は2018年度～2020年度の合計値

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

○合同企業面接会
（4回、65社、343名参
加）

○人材確保のための
各種セミナーの実施
（計13回、562社参加）

関係機関との連携強
化

○コンサルティング実
施企業に対し、公社
「人材育成・定着」支援
事業を情報提供

○人手不足対策プロ
ジェクトにより企業訪問
（306社）

○コロナの影響を受け、利用企業数は前
年度実績を下回る結果となった。今後
は、Web活用による非対面式支援を検討
することや、金融機関との連携を強化す
る等、より効果的に事業を推進していく。

○東京きらぼしＦＧ経
由の支援企業（32社）
○商工中金と協定を締
結（9月）

企業の人材確保支援 専門家派遣コンサル
ティング（328社）

○合同企業面接会はコロナの影響を大き
く受けたが、運営方法を工夫し開催するこ
とができた。セミナーについてはオンライ
ン方式の導入により、多くの参加者を集
めることが出来た。
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団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

○宣言企業に対する
巡回・助言の実施
1,500社

○宣言企業に対する
巡回・助言の実施
（1,375社）

○緊急事態宣言発令に伴う事業休止、及び、新
型コロナ感染拡大等による企業の受け入れ拒否
やキャンセルが発生したため、事業運営が計画
通り進められなかった。

有

〇今後はオンライン実施による代替手段を用意
し、緊急事態宣言発令中の訪問休止指示下にお
いても、継続的に企業に対する支援を行ってい
く。

○テレワーク活用・働
く女性応援助成金（テ
レワーク推進コース
250件、女性活躍推進
コース20件）

○テレワーク導入促
進整備補助金（1,000
件）

○事業継続緊急対策
（テレワーク）事業（支
給決定26,162件）

○テレワーク定着促
進助成金（支給決定
410件）

○女性の活躍推進助
成金（支給決定4件）

○テレワーク導入促
進整備補助金（支給
決定361件）

○新型コロナウイルス感染症の拡大や数回にわ
たる緊急事態宣言発出により、テレワークの導入
に対する企業のニーズが高まり、当初計画を大
幅に超える申請が寄せられた。

有

○高まる企業のテレワーク導入のニーズに対応
するため、提出書類の簡素化や申請方法の利便
性の向上を図り、迅速かつ効率的な業務運営を
目指す。

○働くパパママ育休
取得応援奨励金（マ
マ600社、パパ100社）

○働くパパママ育休
取得応援奨励金（マ
マ：418社、パパ：439
社）

○効果的な広報を継続実施したことにより、事業
が浸透し申請件数が増加した。また、緊急事態
宣言に伴い、育児休業が取得しやすい状況と
なったことも要因の一つと考えられる。

有

〇2021年度より男性の育児休業取得が進んでい
ない中小企業向けに特例措置を開始し、男性の
育児休業取得の促進を強化していく。

○介護休業取得応援
奨励金（50社）

○介護休業取得応援
奨励金（12社）

○効果的な広報を継続実施したことにより、事業
が浸透していき、昨年度に比べ申請件数が増加
した。

有

〇2021年度より要件緩和を行い、介護と仕事の
両立を促進していく。

○雇用率未達成企業
へ個別訪問による直
接的な支援
900社

○雇用率未達成企業
への個別訪問による
直接的な支援
（1,049社）

○状況に応じてオンラインやメール等の訪問以
外の手段を取り入れることにより、コロナ禍にお
いても支援を継続した。
○訪問企業のニーズに対応するため、ハロー
ワークの雇用指導官や障害者雇用ナビゲーター
等と同行するなど、関係機関・事業間の連携強
化を図った。
○支援員同士の情報交換会を開催し、効果的な
支援のあり方等を共有した。

有

○引き続き、関係機関との連携のもと、コロナ禍
におけるオンラインやメール等の訪問以外の手
段も取り入れつつ、計画的な支援を実施してい
く。

○職場内障害者サ
ポーター事業及びア
フターフォローの実施
（養成講座500人）

○職場内障害者サ
ポーター事業及びア
フターフォローの実施
（養成講座331人）

○集合形式とオンライン形式を組み合わせて実
施し、養成講座参加者増に努めた。
○障害者雇用状況報告データを活用したＤＭ発
送や、Twitter、メールマガジンを活用したホーム
ページへの誘導、オンライン説明会の開催など
養成講座参加者増に向けて周知活動を実施し
た。
○感染予防の観点から一部の養成講座や説明
会を中止、集合型研修の定員を制限したこと等
により参加者数の目標値を達成することはできな
かった。

有

○社会情勢や企業のニーズを踏まえ、養成講座
等は、集合型とオンラインのバランスを適宜調整
しながら実施する。
○引き続き、効果的な事業の周知・広報を実施
し、職場内障害者サポーター養成講座の受講者
増に努めていく。

○障害者雇用ナビ
ゲート事業の実施（60
社）

○障害者雇用ナビ
ゲート事業の実施（43
社）

○オンラインによる支援を取り入れるなど企業の
要望に応じて柔軟な対応を行った。
○ミニ相談会や障害者雇用実務講座、応援連携
事業等を通して支援企業の開拓に努めた。
○事業PRに活用するため好事例集を作成した。
○コロナの影響による実務講座等関連事業の中
止等、事業周知の機会が制限され、新規支援企
業数の目標値を達成することはできなかった。

有

○社会情勢や企業のニーズを踏まえ、柔軟な支
援を行う。
○引き続き、効果的なPRや他事業との連携を通
じて支援企業の開拓に努めていく。

企業の働き方改革、
雇用環境整備の支援

○TOKYO働き方改革
宣言企業に対する巡
回・助言の実施
1,466社

○宣言企業個々の宣言内容の実現達成
に向け、企業の課題の把握とその解決方
法について助言を行うなどきめ細かく対
応することができた。引き続き効果的な実
施に向けて取り組んでいく。

○テレワーク活用・働く
女性応援助成金（テレ
ワーク活用推進コース
申請　57件、女性活躍
推進コース申請　8件）

○テレワーク導入促進
整備補助金（新規・271
件）

○想定を大幅に超える申請が寄せられた
が、非常勤職員の大量採用、委託・人材
派遣の活用によるマンパワーの確保や、
電子申請の導入などにより、着実に業務
を進めた。

○働くパパママ育休取
得応援奨励金（ママ：
110社、パパ：120社）

○広報効果により事業が浸透してきたこ
とを受け、前年度より4.5倍の件数となっ
た。

○介護休業取得応援
奨励金（2社）

○前年度より6倍の件数となったが、目標
には届かなかった。今後は更なる申請件
数増に向けて広報活動を強化していく。

中小企業等への障害
者雇用支援

○雇用率未達成企業
への個別訪問による直
接的な支援 958社

○各事業ともコロナの影響を大きく受けた
が、オンライン方式の導入や広報の強化
などの柔軟な対応をとることにより、一定
の実績を上げることができた。
　特に、雇用率未達成企業への個別訪問
の3か年計画は達成することができた。

○職場内障害者サ
ポーター養成講座受講
者数375名

○障害者雇用先行企
業の見学会参加者数
539名
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

○運用しながら、随時
手直しを図り、利用者
利便性を向上

○オンラインサービス
の特設サイトを新た
に設置

○2020年6月末に、オンラインサービス（オンライ
ンのカウンセリング・セミナー・企業説明会等）の
特設サイトを開設し、WEB広告も活用して、その
利用促進を図った。

○効果を踏まえたよ
り効果的な広報ﾂｰﾙ
の活用

○SNS等による広報
の充実

○Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥを活用するとともに、オンライ
ンサービスの充実を図った。

○動画の活用による
広報の実施

○YouTube広告を充
実

○YouTube広告やＷＥＢ広報（ディスプレイ広
告、リスティング広告等）を活用して広報を実施
した。

○検証を踏まえた効
果的な広報の実施

○年齢層に応じ、適
切な手段で広報展開
を充実

○YouTube動画、リスティング広告、電車広告、
新聞の記事広告など、ターゲットに応じて様々な
広報を展開した。

関係機関との連携に
よる都内中小企業に
対する事業周知

○連携の成果や効果
を検証し、関係機関、
地域ﾈｯﾄﾜｰｸとの連携
強化

○東商メルマガにセミ
ナー等情報掲載（7
件）
○東京きらぼしFG経
由の支援企業（11社）

○東京きらぼしFGとの連携は、事業周知や企業
ニーズの把握ができ、窓口相談等の利用促進
につながった。

○ITや物流等コロナ禍でも人手不足の業界もあ
るため、東京きらぼしFG等との連携のもと、各支
店を経由しオンライン相談等の事業周知や支援
ニーズに即した人材確保支援を継続していく。

①2020年度までに「しごとセンター新規利用者数」90,000人を確保することで、若者から高齢者、女性など多くの求職者に対して、就業支援を広げていく。
②2020年度までに「企業向け人材確保セミナー参加企業数」1,500社を達成することで、人材確保に悩む企業への支援の役割を果たしていく。

①オンラインでの利用登録も開始したが、2020年度はコロナ禍による来所者の減少が響き、新規利用者数は80,780人にとどまった。一方、より幅広くきめ細かい
就職支援にむけて、就職困難者を対象とした新たなコーナーを開設した。
②雇用情勢の現状理解や採用ノウハウ等、企業のニーズを捉えたセミナーを対面・オンラインで実施し、2,292社の参加につながった。
　　※実績値は2018年度～2020年度の合計値

終了

○財団における広報媒体・手段の多様
化は着実に進展した。求職者の方々の
狙いを明確にし、多くの手段の中から、
受け手の目線に立った最適な広報を選
択していく。

2020年度
計画

2020年度
実績

○求職者の方々に、東京しごとセンターのサー
ビス、その強み・特徴をしっかりとお伝えできるよ
う、試行錯誤を繰り返し、効果的な広報を追求し
ていく。

○コロナ禍における緊急対策として実施する新
たな雇用創出事業などの広報等を積極的・効果
的に行うことにより、財団の認知度向上を図って
いく。

○WEB広告の手段は多様であり、不断の見直し
を行い、効果的な広報を追求していく。

○ＳＮＳは、情報セキュリティの確保に必要な対
応を講じつつ、適切に活用していく。

○東商メルマガにセミ
ナー等情報掲載
（37件）
○金融機関等との連
携により事業PRを実
施
○東京商工会議所と
協定を締結（6月）

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○WEB広報は一定の成果を上げている
と思われる。効果を維持するために、常
に工夫を凝らし続けていく。

○関係機関を通じた事業周知により、企
業ニーズに対応して速やかにサービスを
提供する等、一定の成果を上げており、
引き続き連携強化を図っていく。

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京しごと財団 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

財団・しごとセンターサービスの都民・企業からの認知度不足

多様な手法を活用した求職者・企業への財団認知度向上

ターゲット別広報の実
施、新たな広報ツー
ルの活用

○動画の活用による
新規利用者確保（126
回）

○効果的な広報の検
証及び検証に基づく広
報の実施

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績

○ミドル後半層への
キャリアチェンジに向
けた新たな専用ホーム
ページの作成
○運用しながら、随時
手直しを図り、利用者
利便性を向上

○ＳＮＳ（Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮ
Ｅ等）の活用

インターネット上の広
報ツールの見直し
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団体名： 公益財団法人東京しごと財団 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

○到達目標の達成に向けた最終年度の総仕上げとして、経営課題の解決に資する各戦略を着実に推進した。
○コロナ禍による様々な影響が生じた中、ＩＣＴを活用し感染防止策を徹底するなど事業展開に工夫を図るとともに、飛躍的に需要が増大したテレワーク関連の助成金に関して、組
織全体で取り組み、都内企業へのテレワークの普及に大きく貢献した点を高く評価する。
〇なお、団体の財政状況については支出超過が続いているが、これは職員増加による賞与引当金増が主な要因である。単年度収支では支出超過になるものの、継続した収支で捉える
と都からの補助金や委託料を財源とする各事業ごとの収支は均衡しており、団体において適切に業務を執行していると評価する。

戦略①　雇用就業支援のプロ職員の育成強化
　研修プランを改定し、ｅラーニングを導入して研修を実施する等、財団職員の能力向上に着実に取り組んだ。また、固有職員の管理職登用(1名)やキャリアコンサルタントの資格
取得促進の規模拡充を図る等、継続的な取組により雇用就業支援のプロ職員の育成強化を図った。

戦略②　高齢者・女性の就業支援の強化、外国人材の活用に向けた対応
　新型コロナウイルス感染症の影響により、解雇や雇い止め等で求人倍率も低下するなど雇用環境が急激に悪化したため、雇用緊急対策として、求職者に対し短期集中的な就職支援
プログラムを実施し、積極的な採用を行う企業等への就職に結びつけた。また、オンラインを活用し、感染拡大防止策を徹底することにより、各種セミナー・説明会・面接会等を開
催し、高齢・女性求職者等の潜在的求職者の掘り起こしを行うとともに、2020年10月には女性しごと応援テラス多摩ブランチを立川に開設し、女性の就業支援の強化を図った。外国
人材の活用においても、実際に日本で働く外国人社員による自社ＰＲイベントを開催（2回）するなどの取組を行った。

戦略③　条例に基づく、就労支援策の充実とソーシャルファームの支援
　ソーシャルファーム支援拠点を2020年10月に開設し、事業者への助言や情報提供を通じて、都とも連携して事業者の認証に向けて取り組んだ（認証28事業所（目標10事業所））。
また、しごとセンターに、就労困難者を支援する「専門サポートコーナー」を2020年9月に開設し、目標値の2倍以上の利用者145人に対して個々の状況に応じた専門家等によるチー
ム支援を実施した。
　
戦略④　企業の人材確保、障害者雇用支援の展開
　企業のニーズを捉えた人材確保セミナーや合同企業面接会を、オンラインで実施した。また、働き方改革やテレワーク活用を行う企業への助言や助成に取り組んでおり、テレワー
クに関しては、想定を大幅に超える助成金申請に対して組織全体で取り組み（支給決定数26,933件（目標1,250件））、テレワークの普及に大きく貢献した（都内企業のテレワーク
導入率：2019年3月24.0％→2020年度最高64.8％）。さらに、従来の訪問支援に加え、オンラインによる支援を取り入れることにより、企業の障害者雇用拡大を図るなど、時機を捉
えて積極的に事業を実施した。

戦略⑤　多様な手法を活用した求職者・企業への財団認知度向上
　コロナ禍での就職活動を支援するため、オンラインサービスの特設サイトを早期に開設(2020年6月)することができた。また、ターゲットを見据えた広報ツールやルートの選択に
よる戦略的な広報を展開し、一定の認知度向上を図った。
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　 戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

意欲ある農業者の
経営改善支援

〇チャレンジ農業支援事業
・改善効果検証の継続的な実施
及び事業内容の改善
・専門家派遣（60件）
・助成事業（24件）

〇チャレンジ農業支援事業
【コロナ緊急対策】
・販路開拓ナビゲータ派遣　70件
(農家28件、販売先42件)
・Ｅコマース等出店助成　42件

【通常支援】
・専門家派遣　97件
・助成事業　15件

・コロナ緊急対策として販路開拓等支援を実施（2020年度二次補正予算4000万円＋追加
補正1100万円計上）
コロナ禍の社会変化と農業経営の現場の課題を捉え、事業計画スキームを早期に構築
し、関係部署と連携して都補正予算を確保、実行した。
・コロナの影響により販路を失った農業者を支援するため、商品の売込みや商談の仲介な
ど、農業者と販売先をマッチングする販路開拓ナビゲータを2名委嘱し、農家28件及び販売
先42件に派遣した。
・販路開拓強化に向け、農業者のＥコマース導入等を支援する助成事業（補助率4/5）を実
施した。コロナ禍を背景に、インターネットを活用した販路拡大を望む農家のニーズが非常
に高いことから、予算の追加措置を行い、ニーズに適切かつ迅速に対応（当初計画30件に
対し、実績42件）。

・専門家派遣については、農家の意向を踏まえオンラインを併用するなど柔軟に対応し、計
画を上回る実績となった。
・助成事業については、農業経営の多角化・改善に向けた新たな取組に対して、必要な経
費の一部を助成（補助率1/2）。コロナ禍を背景に、EC等出店に対する農家のニーズが高
く、上記のＥコマース導入等支援助成金により対応（通常支援は15件）

有

・緊急対策補正予算で実施した販路開拓ナビゲータ派遣について、
2021年度から通常事業の中で位置付け、販路開拓支援の強化を行
う。

・コロナを契機として、近年、食品分野におけるＥＣサイト市場が拡大
傾向にあり、生産農家の新たな販路として期待されている。Eコマー
スなど新規の販売形態の導入に向けて、セミナー等啓発事業を強化
する。

・専門家派遣については、ポストコロナ社会を見据え農業者ニーズを
的確に把握し、専門家による支援分野の拡大を図る。

・専門家や販路開拓ナビゲータを派遣し、課題解決に向けて専門家
からの助言、アドバイスを実現するため、助成事業への誘導を積極
的に行う。また、助成事業審査会の運営について、スピード感を重視
し、柔軟に開催できる仕組みに見直し・改善を図る。

多様な農業の支え
手育成・活動支援
の効果的な実施

〇援農ボランティアの育成と活動
支援の充実
・援農ボランティア実態調査委託
の結果を反映した効果的な援農
ボランティア制度の検討
・広域援農ボランティア新規登録
（50名）

〇援農ボランティアの育成と活動
支援の充実
・援農ボランティア受入環境整備
支援事業の新設　助成5件

・広域援農ボランティア新規登録
555名
（2019年度比176.8%）

・派遣件数　1,615件（2019年度比
165.5%）

・実態調査の結果を踏まえ、援農ボランティア制度の利用促進と農家の受入環境を整備す
るため、自主財源を活用して財団独自の支援事業を新設。
・仮設トイレや更衣室の設置等ボランティアの利便性向上に資する施設整備等に必要な経
費の一部を助成。これにより、新規受入農家は17件増加し、累計41件となった。

・就農情報サイトや東京2020大会のシティキャスト向けメールマガジン等への掲載など事
業PRを実施し、目標を大きく超える登録があった。

・コロナ緊急事態宣言中は農家へのボランティア派遣を一時休止。宣言解除後6月以降、
新規登録者が大幅に増加し、派遣件数についても1,615件に達した（2019年度比165.5%）。

有

・援農ボランティア登録者数が増加する一方で、受入農家の確保・拡
大が課題となっている。援農ボランティア受入環境整備支援事業を
積極的に活用しながら、引き続き受入農家の掘り起こしを進め、本
制度を活用して生産活動を維持・拡充する農業者を増やしていく。

・援農ボランティアの募集・登録や派遣事務等、円滑な事業運営と利
用者のサービス向上を図るため、「とうきょう援農ボランティア」ＷＥＢ
サイトを改修する。
・派遣件数の増加に伴い、援農ボランティアと受入農家のマッチング
を効率的に実施する仕組みを検討・導入する。

有

・八王子研修農場については、第1期生と第2期生、計10名の研修生
に対し、各年次1300時間の研修カリキュラムを確実に実施して、農
業基礎の習得（技術・経営）を図る。
・第１期生の就農に向け、就農希望地の農業委員会や普及セン
ター、指導農業士等と連携を密に取りながら、着実な就農に向け支
援を行う。
・就農準備期から就農までの総合支援拠点として、関係機関と連携
しながら、就農に向けた支援策を検討・実施していく。

・高校生対象の東京農業PRツアーについては、参加人数の絞り込
みや移動距離の短縮等、コロナ禍における開催ノウハウを蓄積・活
用していく。都教育庁及び都立農業系高校と引き続き連携を図り、
指導農業士のもとで農作業体験を通じて地域農業を学び、理解を深
め、就農意欲を喚起していく。

・短期研修については、就農相談と連動させながらより多くの就農希
望者が農業を体験し、また、就農間もない者が技術を学ぶ機会を提
供していく。

・関係機関や指導農業士との連携による就農
検討期から就農までの切れ目のない様々な
支援を実施してきた。2020年度に八王子研修
農場が開設し、施設整備も進んでいることか
ら、新規就農希望者に対する総合支援拠点と
して一層充実した支援が期待されている。

・八王子研修農場については、第1期生5名を
受入れ、オンライン講義も取り入れながら1年
次の研修カリキュラムを全過程修了した。第2
期生の募集・選考についても新たに5名決定し
た。

・募集ＰＲ、就農相談については、民間が実施
するオンライン就農相談会にも積極的に参加
することで、前年度を大きく上回る実績となり、
短期研修への参加者も増加した。その結果、
実際に都内で11名が農外から就農（うち雇用
就農5名）し、次代の地域農業の担い手として
期待されている。

〇東京の青空塾（地域援農ボラン
ティア）
・修了者46名
・アンケート調査実施、満足度91.4％
・都内の援農ボランティアに関する
調査の実施
・効果的な制度運用を検討し援農ボ
ランティアWEBサイトを構築。新規登
録者314名（前年比392.5％）
・担い手団体が実施する自主的活動
への支援（22団体）

・2019年6月、援農ボランティアWEBサイト設置
以降、新規登録者数が年々増加している。各
種情報サイト等でのPR効果もあり、援農ボラ
ンティアに対する都民等の関心も高まり、
2018-2020年度の3ヵ年で949名が新規登録し
ている。
・受入農家側の環境整備を進めるとともにマッ
チングシステムを構築することで、都内におけ
る援農ボランティア活動が一層定着すること
が期待できる。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

〇多様な農業経営モデルの創出を
支援する「チャレンジ農業支援事業」
の充実・強化
・専門家派遣後の販促効果に関する
調査実施（満足度95％）
・多様な農家要望に対応し経営支援
の充実を図るため他機関との連携を
検討
・専門家派遣76件
・チャレンジ農業支援事業費助成
採択22件（助成額平均48.8万円）
・農家の利便性を高めるため、助成
対象事業費の下限額引下げを都と
協議

・新型コロナウイルス感染症への緊急対策とし
て、販路開拓ナビゲータの派遣やEコマース導
入支援など、販路を失った農業者等への支援
事業を迅速にスタートさせた。その結果、助成
事業では通常事業と合わせて57件の実績とな
り、前年度の2.6倍となった。

・チャレンジ農業支援事業の専用WEBサイトを
新設し、動画や漫画を取り入れ、これまでの取
組支援事例等をわかりやすく発信するなど工
夫を凝らした。また、助成事業でEコマース等
を導入した農家のホームページへとリンクを張
り、誘導を図るなど、一層の事業効果が得ら
れるよう支援した。

研修農場の開設
等による農業の担
い手施策の充実・
強化

○2020年度「東京農業アカデミー」の
創設に向けて都と実施体制の構築
準備
・東京農業アカデミー八王子研修農
場の開設準備
・研修生募集（11～12月）、応募20
名、5名選定
・現地説明会４回開催（計13名参加）
・WEBやイベント等を活用した募集
PR
・農業技術を体系的に学ぶ研修カリ
キュラムの策定
・他県の農業大学校等ヒアリング実
施（５か所）
・就農ツアー2回開催（計31名参加）
対象者を女性に限定せず、学生を中
心に幅広く周知、満足度アンケート
100％達成
・短期研修39件実施
・指導農業士による短期研修の対応
日数を柔軟化
・就農相談者へ研修受講を促進し受
講者のうち１名新規就農

〇東京農業アカデミー八王子研修
農場の開設・運営
・２期生の募集における効果的な
ＰＲ
・研修生の受け入れ（５人程度）
・就農検討段階から就農相談、技
術習得、農地確保までを継続的に
支援（ハンズオン支援）
・就農希望者向けに栽培技術と経
営の両面から実践的に学ぶ２年
間の研修を実施

〇若い担い手の確保策の充実（7
回）

〇就農希望者向けの指導農業士
による短期研修の実施（40件）

〇東京農業アカデミー八王子研修
農場の開設・運営
・第1期生5名受入れ、研修農場ほ
場での栽培実習や座学講義等を
実施
・第2期生の募集（11～12月）、応
募18名／決定5名
・ＷＥＢやイベント等を活用した募
集ＰＲ実施
　
・就農相談　265件（2019年度比
142.5%）

〇若い担い手の確保策の充実
・東京農業PRツアーの実施　3回

〇指導農業士による短期研修の
実施　45件　（2019年度比115.4%）

・新たな担い手の確保・育成を図るため、農外からの就農希望者に対して就農に必要な栽
培技術や農業経営など2年間の研修を行うとともに、次期研修生の募集・選考、研修農場
のPR等を実施した。
・コロナの影響で6月に第1期生の開講式及び栽培実習を開始したほか、外部講師等によ
る座学講義や実技演習、農家派遣研修等を実施。更に都庁食堂イベントへの食材提供や
都内マルシェで販売実習を実施。
・第2期研修生の募集では、現地説明会4回開催（36名参加）、「新・農業人フェア」出展（相
談対応58件）、民間主催のオンライン就農相談会に2回参加し、研修農場をＰＲした。また、
月間閲覧者数が200万人超の民間就農情報サイトに募集記事を掲載した。
・就農や技術習得、経営等に関する総合相談窓口として、就農希望者や後継者からの相
談に対応。
・電話や来所相談のほか、利用者ニーズを踏まえオンライン相談を併用。相談内容に応じ
て、各種事業の案内や関係機関に繋げるなど適切にアドバイスを行った。

・都教育庁及び都立農業系高校と連携し、近隣農家等での農作業体験を中心とする東京
農業PRツアーを3回実施した。コロナの影響で課外活動が制限され、未実施の高校につい
ては、次年度以降、再調整とした。

・緊急事態宣言中は指導農業士とのマッチングを一時休止し、6月以降、研修を再開。就農
相談の相談者などに対し積極的に短期研修の受講を勧奨し、前年度実績を上回った。
・2020年度短期研修受講者のうち3名（うち雇用就農１名）は都内で就農を果たした。このほ
か、八王子研修農場第2期生として1名が入講し、都内就農を目指している。

○新たな経営展開を目指す意欲ある農業者に対し、専門家派遣や経費補助を行い、創意工夫や地域の特色を活かした農業経営の取組を支援して、多様な農業経営モデルを創出する（経営改善事例170件　2018～2020年度累計）
〇2020年度から、東京農業アカデミー八王子研修農場を開設。農外からの就農希望者を都市農業の担い手として育成し、就農定着に向けて、効果的な支援体制を構築する（研修生５名程度受入れ）。
○効果的なボランティア養成制度を構築して確かな技術力を持つ援農ボランティアを育成する。また、WEBサイトの運用を通じて、農業に関心を持つ都民と生産者を繋ぐ援農ボランティア登録･派遣システムを導入して、都内農家の安定的な農業
生産に寄与する。（援農ボランティア新規登録者数150人　2018～2020年度累計）

見直し 1

実績(2020年度末
時点)及び要因分

析

〇新たな経営展開を目指す意欲ある農業者に対し、専門家派遣287件、助成事業79件実施（2018～2020年度累計）。「稼ぐ農業」の実現に向けて、農業経営の多角化や販路拡大等を積極的に支援し、農業者等の基盤強化や収益
力向上に繋げた。
〇2020年4月に東京農業アカデミー八王子研修農場を開設し、2020年度第1期生5名を受入れ。2021年度第2期生の募集及び選考を実施し、研修生5名決定。
〇手軽に登録・申込ができる「とうきょう援農ボランティア」ＷＥＢサイトを構築、新規登録者数949名達成（2018～2020年度累計）

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

意欲ある農業者への経営改善支援と研修農場の開設による新規就農者支援の充実 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都農林水産振興財団 評価年度：2020年度

財団が持つノウハウを活かした東京農業の担い手の確保・育成 第２期プランとの関係

-130-
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団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

林業技術者の育成、
事業体の確保等によ
る森林循環の一層の
促進

○就労者の育成
(1)伐採・搬出技術者育成事
業の開設（2021年度）準備
・研修予定地の施設整備、研
修カリキュラム検討、講師選
定、資材調達
(2)林業就業支援講習　　受講
者10人
(3)林業技術者育成研修　　受
講者19人

〇他県からの誘致を含む林
業事業体の確保　１件

〇就労者の育成
(1)伐採・搬出技術者育成事
業（東京トレーニングフォレス
ト）の開設準備
・カリキュラム作成、講師選定
・研修生5名決定
(2)林業就業支援講習
財団に代わり民間企業が実
施(受講者3名)
(3)林業技術者育成研修　23
名

〇他県からの林業事業体の
確保　1件

〇就労者の育成
(1)伐採・搬出技術者育成事業
・東京トレーニングフォレストの開設に向けて、都及び関係
団体等と調整し、130日間の実践的な研修カリキュラムの作
成と講師選定を実施。
・事業体への説明を丁寧に行い、研修生5名確保（2021年5
月10日開設）
(2)林業就業支援講習（国委託事業）
財団に代わり、事業受託した民間企業が都内講習会を実
施、3名参加（財団事業実績無し）
(3)林業技術者育成研修
森林整備の担い手不足の解消に向けて、就業相談会（森林
の仕事ガイダンス）や研修実施など、林業従事者の確保・育
成に取組み、新規就労者を8名確保した。

〇他県からの誘致を含む林業事業体の確保
埼玉県の林業事業体が都内森林整備に新規参入。

〇就労者の育成
(1)伐採・搬出技術者育成事業
・日の出町の都有林を整備した育成拠点「東京トレーニング
フォレスト」を活用し、主伐事業を担う伐採・搬出技術者を育
成（2021年5月開設）。
・研修効果を高めるため、講師や研修生の意見を元にカリ
キュラムの改善を進める。
・長期に渡る研修生派遣が困難な事業体に向け、単位別参
加が可能な講習形態を検討。
(2)林業就業支援講習
民間企業主催の講習会の実施状況等を注視し、林業就業
希望者に対し情報提供を行う。
(3)林業技術者育成研修
引き続き新規就労者等の確保・育成に努める。

〇他県からの誘致を含む林業事業体の確保
花粉対策室とも連携し、事業発注の量や時期等について、
他県事業体の新規参入の条件整備を進めていく。

施設の木質化や利用
者と供給者のマッチ
ング支援による多摩
産材利用拡大

○木材利用の促進に向けた
補助事業の実施
・施設の木質化支援（にぎわ
い施設で目立つ多摩産材推
進事業）
〇多摩産材情報センターの運
営
・相談件数　400件
・多摩産材利用拡大フェア出
展団体数33社

〇木材利用の促進に向けた
補助事業
・にぎわい施設で目立つ多摩
産材推進事業　採択2件

〇多摩産材情報センターの運
営
・相談件数　326件
・多摩産材利用拡大フェア
出展団体数27社
参加者数1,178名
(来場者666名、WEB展示会
512名）
・国産木材の情報発信拠点
「ＭＯＣＴＩＯＮ」の開設、運営

〇木材利用の促進に向けた補助事業
　コロナ禍で企業の経済活動が落ち込み施設整備が縮小し
ているが、業界紙への広告掲載等ＰＲを実施し、申請の掘り
起しを図った。2020年度実績：申請3件／採択2件（1件は再
審査中）。

〇多摩産材情報センターの運営
・緊急事態宣言に伴う窓口業務の一時休止等、規模縮小し
て事業運営を行った。2020年度実績は前年度比86.9％、来
訪相談は半減（109→56件）、メール相談は増加（64→87
件）。
・多摩産材利用拡大フェアはコロナ対策を万全に講じて開
催。出展者は当初35社の応募があったが、コロナ禍で8社は
出展を辞退した。来場者は前年度比86名減となったが、リア
ルイベントに加え、フェア会場の取材映像によるWEB展示会
を開催し、512名に情報提供を行った。
・2020年12月、新宿に開設した情報発信拠点「ＭＯＣＴＩＯＮ」
において、全国各地の木製品の紹介展示やセミナー等を開
催し、都市部の施主や設計者等が多摩産材に触れ、木材利
用の意義を知る機会を提供した。

有

〇補助事業
にぎわい施設で目立つ多摩産材推進事業、木の街並み創
出事業、中・大規模木造建築設計支援事業の３事業につい
て、一体的かつ効果的なＰＲを展開して、申請増に繋げてい
く。

〇多摩産材情報センターの運営
・多摩産材の製品や調達方法に関する相談窓口として、情
報収集・提供に努め、利用者と供給者のマッチングを行い、
林業・木材産業の活性化を図る。
・多摩産材利用拡大フェアについては、コロナによる社会の
変化や新たな需要動向に対応して、対面型とWEBを併用
し、WEB展示会については更なる充実を図る等、利用者の
利便性を向上させていく。

〇木材利用の促進に向けた
補助事業の実施
・にぎわい施設で目立つ多
摩産材推進事業　採択２件
（民間施設の木質化、什器
等の設置）
・木の街並み創出事業　採
択１件
（民間建築物の外壁・外構に
おける木材利用促進）
〇多摩産材情報センターの
運営
・相談件数375件、成約件数
56件
・フェア出展団体数31社、来
場者752名

〇多摩産材の認知度向上と木材利用の
拡大に向け、補助事業を活用して、ＰＲ
効果が高い施設での木材利用を促進す
るとともに、オフィスの木質化や木造率
の低い中・高層建築など、これまで木材
があまり活用されてこなかった分野での
木材需要を開拓していく。

〇伐採・搬出技術者の育成及び他県誘致を含む林業事業体の確保により、主伐現場の作業班の規模を拡大して多摩産材の安定的な供給体制を構築する。
〇オフィスビルや商業施設等における木質化等を推進する補助事業の実施により、木材利用及び木材生産が拡大して森林循環が促進するとともに、東京の林業・木材産業の活性化につなげる。
○安定的な供給体制の構築と積極的な木材利用支援により、多摩産材の出荷量（年間）20,000 ㎥以上を目標とする。

見直し 2

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○林業労働力確保支援セン
ターの林業技術者育成研修
の充実
・経験年数や技術レベルに
応じて研修体系を再構築
（整理・統合）
・伐採、搬出技術者育成事
業（東京トレーニングフォレ
スト）の事業化に向けた制度
設計

〇2020年度の多摩産材出荷量について
は、目標20,000 ㎥に対して、23,704㎥を
確保することができ、一定の目標を達成
した。多摩地域の森林循環を促進するた
めには、更なる拡大が必要と認識してい
る。

〇計画的な伐採を進めて、多摩産材の
出荷量を拡大するためには、森林循環
（主伐）を担う高度な林業技術者の確保
が不可欠（約50名不足）。東京トレーニン
グフォレストを活用して、伐採・搬出の専
門的かつ高度な技術の習得を支援し、
技術者の育成を図る。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇主伐事業を担う伐採・搬出技術者を育成するため、都有林を活用した育成拠点「東京トレーニングフォレスト」の開設準備を実施（2021年5月開設）。
　　2020年度は、新規林業就労者を8名確保したほか、他県誘致を含む林業事業体の確保に努め、7事業体が主伐現場で稼働している。
〇にぎわい施設で目立つ多摩産材推進事業の実施により、2020年度末までに小田急線参宮橋駅や神田明神文化交流館等の多くの都民が訪れる9施設において多摩産材を活用。施設等の木質化支援を
通じて、民間における木材需要を喚起し、木材利用の促進とＰＲを図った。
〇2020年度多摩産材出荷量 23,704㎥（2018-2020年度累計：65,584㎥）

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

森林の持続的な循環に向けた森林整備の担い手の確保・育成と多摩産材の利用拡大 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都農林水産振興財団 評価年度：2020年度

多摩地域の森林循環の促進 第２期プランとの関係
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戦　略 ③ ／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

〇東京型スマート農業の研究開発
プラットフォームの設置
・会員数100件
・専用サイトの開設

・会員数143件
（内訳： 民間企業：81社、官公庁・団
体：24団体、個人会員：38人）
・専用サイト開設（2020年10月1日）

・会員募集に当たり、プレス発表など広報強化に努めた結果、目標を大
幅に上回る会員数を獲得した。また、研究開発プラットフォームの企画
運営メンバーに、東京都中小企業振興公社、都立産業技術研究セン
ター、JA東京中央会の参画を得た。
・企業のホームページ制作・管理経験のある職員を配置し、専用サイト
を2020年10月1日に開設し、動画配信やWeb講演会等を実施した。

・スタートアップを始めとする民間企業や大学、生産者など
多彩な会員から研究提案を募り、民間等の技術シーズや発
想を研究開発に活用する。

〇東京フューチャーアグリシステム
(東京型統合環境制御生産システ
ム)等の普及と新展開
・農林総合研究センターが開発した
先進的技術（東京フューチャーアグ
リシステム、東京エコポニック等）の
普及５件

・東京フューチャーアグリシステムの
導入３件
・東京エコポニックの導入１件
・根域制限栽培システムの導入８件
計12件（累計15件）

・東京フューチャーアグリシステムや東京エコポニックなどの先進的技術
について、積極的広報活動や行政・普及機関との連携強化により、計画
を上回る12件の導入があった。

・これまでに独自開発したシステムをさらに改良・進化させな
がら、行政・普及機関とも連携し、現地での成功事例の紹介
などにより、さらなる普及を図っていく。

・イチゴ栽培システムの試作・設計
（新規１作目追加）

・イチゴ栽培用の環境制御生産シス
テムを設計・設置

・先進地（宮城県）の視察、外部専門家の招聘などによる知見を得て、新
たなイチゴ栽培用の環境制御生産システムを設計・設置し、品種特性比
較等の栽培試験を開始した。

・小規模でも高収益が期待できるイチゴ生産に向け、東京
フューチャーアグリシステムの検証・改良を行いながら、イチ
ゴ用に進化させた東京型の環境制御生産システムを開発す
る。

〇ＩoＴ等を活用したスマート技術開
発に向けた都内生産者のニーズ及
び導入可能性調査

・都内生産者のスマート農業に関す
るニーズ調査と会員への公表
・スマート農業の先進技術、人工光
型植物工場の導入可能性調査

・JA東京青壮年組織協議会、東京トマト養液栽培研究会等の協力を得
て、スマート農業に関する都内生産者のニーズを把握することができ
た。また、調査結果をプラットフォーム会員に公表した（12月3日）。
・スマート農業関連イベント2件、全国の先進的実証試験地5件、人工光
型植物工場5件の調査を行い、現在の技術開発の状況を把握した。

・都内生産者のニーズ調査結果や全国のスマート農業技術
の開発状況を踏まえ、プラットフォーム会員との意見交換を
重ね、適切な研究開発テーマを選定し、東京型スマート農業
の研究開発を推進していく。

〇ローカル５Ｇを活用した農業技術
開発
・Society5.0の実現に向け、民間等
と連携してローカル５Ｇの可能性を
実証する農業用ハウスを設計・設置
１ヶ所

・NTT東日本、NTTアグリテクノロ
ジーと連携協定締結（4月3日）
・NTT試験圃場に東京フューチャー
アグリシステムを設置（11月）

・連携企業との打合せや勉強会を重ね、11月までに実証試験施設を設
置した。12月にトマトの苗を定植し、調布市にあるNTTの試験施設と立
川市の農林総合研究センターの間でローカル５Ｇを活用した高精細な映
像データなどによる遠隔からの農作業支援の実証試験を開始した。
・トマトの生育状況や管理状況をリアルタイムで共有することができ、農
作業の遠隔支援の可能性を切り拓いた。

・今後さらに、スマートグラスや遠隔操作カメラ等を活用し、
ローカル５Ｇのユースケースを開拓し、「活用モデル」として
提示していく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

狭小農地における収
益性の高い農業経営
を実現する東京型ス
マート農業技術の開
発

・遠隔監視・制御技術の開発　１シ
ステム完成

・生産システムの実証展示・説明会
１か所・５回実施

・生産団体等との情報交換会４回
実施

・商標登録３件「東京フューチャー
アグリシステム」、「東京エコポニッ
ク」、「東京ブライドハウス」

・東京型統合環境制御生産システ
ムの一括導入０件（累計１件）、部
分技術導入　５件

○試験研究情報のデータベース運
用と新規情報の追加（208件）

　専門分野の技術やノウハウを持つ
民間企業や大学、生産者など、多彩
な会員の参画を得て研究開発プラット
フォームを設立することで、先進的研
究開発の推進基盤を確立した。
　また、これまでに独自開発した先進
的システムが都内生産現場に普及し
た。
　ローカル５Ｇを活用した農業の遠隔
支援は、わが国でも革新的なユース
ケースで、高精細映像データをリアル
タイムで共有化し、遠隔からの技術支
援を開始した。
　

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　東京型スマート農業の研究開発プラットフォームを設置し（会員数100件）、ＩＣＴ等を活用した東京型スマート農業技術の開発を進めるとともに、農林総合研究センターで開発した先進的技術の速やかな現地への普及を図る（先進的技術の
現地導入５件）。
○　農林総合研究センターの人材育成方針及び研究員の個別指導育成計画に基づき、研究員のキャリアと研究課題に応じた新たな指導育成システムを構築（管理職を除く全研究員を対象）するとともに、研究業務に係るマニュアルを活用し、
基本的研究業務の早期習得と業務の効率化を進める。
○　多様化･高度化する都民や事業者ニーズを一層的確に把握できる研究体制を構築充実するとともに、得られたニーズを研究課題に反映。公表先を見据えた積極的かつ効果的な研究成果の提供方法の確立により、都民生活の向上や事業
者の経営改善に一層貢献する試験研究を実践する（成果発表数150件）。
これらの取組により、限られた人員で最大限の研究開発力を発揮することで、都民や事業者ニーズに的確に応える先進的研究開発を推進する。

見直し 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇民間企業や大学、生産者などから計画を上回る会員の参画を得て、研究開発の推進基盤となるプラットフォームを設立するとともに、都内生産者の経営課題や研究開発ニーズを明らかにした。また、独自開発した先進的システム
を生産現場に普及し、ローカル５Ｇを活用した遠隔からの農作業支援の実証試験を開始した。
〇各研究員の指導育成計画に基づき、国の研究機関への派遣や大学・企業との共同研究、民間専門家の招聘など、多彩なスキルアップ機会の創出により人材育成を推し進めた。また、ＧＡＰ(農業生産工程管理)認証取得を職場
全体で取り組むなど業務の効率化を進めた。
〇コロナ禍の中でも、オンラインやリモート開催などの工夫を図り、様々な機会を活用して研究ニーズを積極的に把握し、都民に役立つ研究の推進に努めた。研究成果については、新聞・テレビ等のマスメディアに数多く取り上げら
れ、また、動画配信などの新たな取組で広く都民に情報発信できた。

研究推進体制の構築による先進的研究開発の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都農林水産振興財団 評価年度：2020年度

生産・流通・消費の現場ニーズを捉えた東京農業の収益性を高める研究開発の推進　　 第２期プランとの関係
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コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

〇研究員の指導育成計画の作成
（管理職を除く全研究員）
・指導育成システムの運用と改善

・個々の研究員のキャリアプランに
あわせた育成計画の作成・実施

・管理職が全研究員と面接し、個々の研究員のキャリアプランにあわせ
たオーダーメイドの育成計画を作成し、国への派遣研修を勧めるなど、
研究員にキャリアや専門性に応じたきめ細かなアドバイスを行い、スキ
ルアップ機会の創出に努めた。

・引き続き、個々の研究員のキャリアプランにあわせたオー
ダーメイドの育成計画を作成し、ＯＪＴや外部研修などを組
み合わせながら人材育成に努める。

・国内外の研究機関や先進地等へ
の派遣研修　　２人

・国の研究機関に3名を派遣。 ・畜産分野について、国の研究機関に3名を派遣し、DNA解析による家
畜の育種改良技術や繁殖技術等を習得した。

有
・国や民間企業によるリモートやオンライン研修も積極的に
活用して、専門人材の育成を加速化する。

･大学・民間企業等との共同研究25
件

･大学・民間企業等との共同研究26
件

・大学や民間企業等との連携を推進し、「ブルーベリーの種間雑種の果
実の特性解明と長期保存に関する研究」など、26件の共同研究を実施
した。

・今後も、高度で幅広い研究ニーズに的確に対応するため、
産学公連携による共同研究に積極的に取り組み、生産現場
に役立つ研究を推進する。

・民間等の専門家を指導研究員とし
て招聘　５人

・民間等の専門家を指導研究員とし
て招聘　５人

・ICTやバイオテクノロジー等の専門家５名を指導研究員として招聘し、
システム開発等、各分野における研究の高度化を図った。

・専門人材の育成を加速化させるとともに高度な研究課題
にも対応できるよう、民間等の専門家の活用を充実させて
いく。

〇業務の効率化
・ＧＡＰ(農業生産工程管理)認証取
得

・令和元年12月に申請、令和２年３
月27日に取得

・東京都ＧＡＰ認証取得のため、計画を前倒しして準備を進め、現場職員
を含め職場全体で認証取得に取り組んだ結果、予定より早期に取得し
た。

・GAPの手順書により業務の効率化を図るとともに、GAP認
証取得によるメリットを活かしながら試験研究を行う。

〇幅広い都民との情報交換による
ニーズの把握
・過去２回の検証結果を踏まえた意
見交換会の開催（１回）

・都民と農総研の意見交換会の開
催１回（５名出席、意見及び対応を
HPで公表）

・「都民が考える未来の東京農業」をテーマに、食や農の第一線で活躍
する５名の専門家と意見交換を行った。リモートによる開催となったが活
発な意見交換ができ、「消費者の視点に立ったスマート農業の研究開発
を望む」などの有益な意見をいただいた。これらの意見と農林総合研究
センターの対応をとりまとめ、ＨＰで公表した。

有
・コロナの影響によりリモート開催となったが、今後も、都民
との意見交換やニーズの把握に当たり、オンラインやリモー
ト等のＤＸの取組を進めていく。

・イベント等の機会を活用したニー
ズの把握（１回）

・農林水産省主催のオンラインで開
催されたアグリビジネス創出フェア
2020に参加（相談2件、資料請求35
件）

・例年、東京ビッグサイトで開催される本イベントはオンライン開催となっ
たが、参加者に分かりやすいＨＰの作成に努め、相談2件、資料請求35
件の問い合わせがあった。

有
・今後も、オンライン開催も含めたイベントに積極的に参加
するなど、様々な機会を活用して都民や事業者ニーズの的
確な把握に努める。

〇公表先を都民、生産者、研究機
関、行政・普及部門に区分し、それ
ぞれに効果的な公表方法を検討
し、ターゲット別に情報発信
・成果公表数150件

・成果公表数183件
（内訳：農総研成果情報70件、広報
紙・ＨＰ39件、研究成果発表会13
件、新聞・テレビ等56件、展示会・イ
ベント等5件）

・プレスリリースなどの積極的な広報と取材対応等により目標を上回る
183件を達成した。特に、新聞・テレビ等が56件と昨年度の37件を上回
り、幅広い都民に情報発信することができた。また、研究成果発表会を
オンライン開催とするなどの工夫を行った。

・オンラインによる成果発表会やセミナー等の開催、研究成
果の動画配信など、サービス向上の視点からデジタル化の
併用を積極的に進めていく。

・前年度の検証結果を踏まえたTMU
プレミアム・カレッジ（東京都立大学
主催、50歳以上の一般都民対象）
の担当講座の充実　１講座

東京都立大学と連携して「TMUプレ
ミアム・カレッジ（東京農業の今とこ
れから）」１講座開催（受講者数28
名）

・講座名「東京農業の今とこれから」（２日間）を実施。座学とフィールド
ワークを実施し、受講者からは、農総研の果たす役割や東京の農業の
特徴がよく分かり得るものがあったという意見が８割以上と高い評価を
得た。また、アンケート調査では、「広告宣伝活動をもっとすべき」、「ＩＣ
Ｔ，ＡＩに力を入れるべき」等の有用な意見をいただいた。

・ＩＣＴやＡＩ等を活用した東京型スマート農業技術の紹介を含
め、農林総合研究センターの知見を活かした講座の開催に
努める。また、こうした機会を活用し、プレミアム世代のニー
ズを捉えていく。

先進的技術に対応す
る研究員の育成強化
と業務の効率化

・個々の研究員のキャリアプランに
合わせた育成計画の作成・実施

・海外派遣研修の実施（オランダ等
３名）

・国研究機関への派遣研修の実施
（１名）

・大学・民間企業等との共同研究
26件

・民間等の専門家を指導研究員と
して招聘５人

・新たに作成した研究業務マニュア
ルの運用と改善を実施

　2019年度に開始した新たな人材育
成システムが組織に定着し、各研究
員の指導育成計画の作成や、東京の
立地を活かした大学や企業との共同
研究、民間専門家の招聘などにより、
多彩なスキルアップの環境づくりを行
い、高度な研究にも対応できる人材
育成を推し進めた。
　また、ＧＡＰ(農業生産工程管理)認
証取得について、組織一丸となって
取り組み、早期の取得、業務の効率
化が図られた。

都民や事業者ニーズ
の的確な把握と研究
課題への反映および
成果の着実な還元

・都民と農総研の意見交換会の開
催１回（６名出席、意見への対応を
ＨＰで公表）

・食品技術センター成果発表会とイ
ベント出展時にニーズ調査実施

・成果公表数142件
（内訳：農総研成果情報54件、広報
紙・ＨＰ26件、研究成果発表会17
件、新聞・テレビ等37件、展示会・
イベント等８件）

・東京都立大学と連携して「ＴＭＵプ
レミアムカレッジ（東京農業の今と
これから）」１講座開催（受講者数
25名）

　都民との意見交換会やイベント等
で、積極的に都民ニーズを把握したこ
とは、都民に役立つ研究を推進する
上で大変有意義である。
　研究成果については、新聞・テレビ
等に５６件と大変多く取り上げられ、
広く都民に情報発信できた。また、研
究で培った知見を活かし、プレミアム
世代を対象とした大学講座を受け持
つなど、幅広い取組を行った。
　今回、コロナ対応として実施を余儀
なくされたオンラインやリモート開催、
動画配信などの試みは、次期経営改
革プランで計画している、都民サービ
ス向上の視点に立ったＤＸ推進の先
行事例ともなった。
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

固有職員を中心とし
た人材育成の強化

・職員のキャリアアッ
プ支援（新たな研修メ
ニュー３件）

・職員の能力・スキル
に応じた昇任制度の
整備

・業務執行体制の見
直し検討

・「固有職員人材育成プラン（2020-2024
年度）」の策定（10月）

・2020年度職員研修実績：18科目、延
べ889名。2021年度研修計画の策定（3
月）

・異業種交流型研修、職員提案型研
修、現場体験研修など６科目を新設

・自己啓発支援制度の創設（申請2件）

・前歴加算制度の創設とキャリアパス
の明確化

・新たな施策展開を見据えた新組織の
立上げ
（地産地消推進課）

・財団の人員構成は、都派遣56.5％、
固有職員44．5％。固有職員のうち6割は主任級だが係長級以上は不在
であり、係長の早期育成・登用が課題。固有職員の育成の指針として
「固有職員人材育成プラン」を策定。また、人材育成を体系的・戦略的に
実施していくため、「職員研修計画」を策定。

・民間の異業種交流型研修への参画（若手4名）、職員からの提案により
外部の専門家を招聘する「提案型研修」（74名）等、新たな研修を実施。
また、コロナ禍を踏まえ、オンライン講義や動画配信、eラーニング等を
積極的に活用し、人材育成を着実に推進。
　
・固有職員の能力と意欲の向上に向け、資格取得等を奨励する自己啓
発支援制度と、昇任選考・登用に関する前歴加算制度を創設。

・東京2020大会後を見据え、組織を見直し、地産地消や食の安全安心
を推進する「地産地消推進課」を新たに設置。

・「固有職員人材育成プラン」と「職員研修計画」に基づき、東京の
農林水産業を支える職員の育成を図る。とりわけ、固有職員に対
しては、多様な研修メニューによるスキルアップ支援と様々な部
署・部門を幅広く経験させる人事異動や適材適所の人材管理、前
歴加算制度による積極的な登用により、将来の幹部職員候補を
早期に育成する。

・「職員研修計画」については、社会状況や組織・事業の変化を踏
まえ、毎年見直し、適時適切な研修を実施していく。2021年度より
都庁への長期派遣研修を実施。固有職員の視野を広げて知見を
深め、農林水産行政の実務に精通した人材を育成する。

・自己啓発支援制度は、活用事例の発信等により、職員の意欲を
喚起するなど、職員の積極的な利用を促していく。また、昇任制度
の整備・充実により、有用な人材を適切に処遇し、活用していく。

・コロナ禍を背景に、都民の地産地消への意識の向上や、巣ごも
り消費など消費行動が変化しているこの機を捉え、東京都ＧＡＰ認
証制度や都内産農林水産物の普及を図っていく。

経営企画調査機能の
強化

・中期計画の策定と
進行管理（４回）

・現場意見やマーケ
ティング調査を踏まえ
た都への企画提案
（３件）

・事業別収支の作成
と事業検証（５拠点18
事業）

・中期計画の策定（3月）、進行管理（4
回）

・職員提案制度の導入と実施（9-12月）
・マーケティング調査（3件）

・2021年度予算要求において、都への
企画提案（5分野8項目）

・経営状況の明確化を図るため、事業
別収支の作成及び公益目的事業を再
構築
（3月に都公益認定審議会付議・承認。
同月、定款変更済み）

・財団の中期的な方向性と事業遂行の指針となる「中期計画（2021-
2023年度）」を策定。また、経営陣による進行管理を四半期毎に実施、
課題への対応や実績の達成状況等を共有

・職員提案制度を新たに導入（応募21件／選定5件）し、現場の意見・ア
イディアを事業に活用。
・トウキョウＸ（豚）マーケティング調査を実施。生産・流通・消費の実態把
握と生産拡大に向けた流通改善策を取りまとめた。
・コロナ禍における都民の食品消費動向やEコマースに関するアンケート
調査を実施。

・2021年度予算要求で、都に対し、5分野8項目の企画提案を実施（農
業・畜産・林業・試験研究・デジタル化）。現場の目線で各事業の課題・
ニーズを捉え、具体的な取組を提案・要望。

・事業執行区分毎に事業別収支を作成し経営状況を明確化。更に、公
益目的事業５事業を２事業に再構築し、財団運営の明確化と柔軟な収
支管理を実現。

・新たに策定した「中期計画」に基づき、財団事業全体について、
進行管理を適切に行い、自律的な課題解決と効果的・戦略的な事
業展開を図っていく。

・職員提案制度の選定案件について、具体的な事業化検討を進
め、必要に応じて都に提案し、財団及び都施策の充実に繋げてい
く。また、マーケティング調査で得た情報や知識・ノウハウ等を組
織的に蓄積して、新たな課題や行政需要に的確に対応していく。

・公益目的事業の再構築により、機動的で柔軟な事業運営を実
現。財団の経営状況を明確化して、積極的な情報公開を行い、都
民に対する説明責任を果たしていく。

情報発信力、広報公
聴機能の強化

・財団認知度調査の
実施

・広報戦略の策定

・イベントを活用した
魅力発信（３回）

・財団認知度調査の実施（2月）

・広報戦略の策定（10月、3月）

・イベントを活用した魅力発信（2回）
コロナ影響で出展予定イベント3回は全
て中止。代替策としてWEBキャンペーン
を2回実施
①「おうちで食道楽  東京産食材キャン
ペーン」（10月）、②「TOKYO GROWN
WINTER FESTA」（2月）

・2021年2月、財団認知度調査（WEBアンケート）を実施、「財団を知って
いて事業・サービスを利用したことがある」「事業内容は知らないが名称
は聞いたことがある」を合わせた認知度は50.9%（ｎ＝11,155）。さらに、東
京で農林水産業が営まれていることを知らない層は40.1%を占め、情報
発信強化が必要。

・新たに「広報戦略」を作成し、総合的かつ戦略的な情報発信を推進。組
織横断的に取り組むべき重点項目のほか、各課広報計画ではKPIを設
定し、目標管理を実施。

・コロナの影響で出展予定イベントは全て中止（東京農林水産フェア、味
わいフェスタ、食育フェア）。代替策として、インターネットを活用したWEB
キャンペーンを展開し、東京産農林水産物ＰＲとアンケート調査を実施
（回答数：①4,898件、②11，155件）。

有

・財団認知度調査において、コロナ禍における消費者の購買行動
の変化も把握。インターネット購買の活発化や巣ごもり消費など、
消費者側の行動への対応、事業者等の販路拡大や多角化ニーズ
への対応など、新たな支援策の検討に活用していく。

・東京の農林水産ファンの獲得・拡大を目指すための新たな仕組
みを構築・推進（財団ファンクラブの創設）。ファンクラブを活用し、
都民等の声を直接受け止め、新たな施策に繋げるプロセスを取り
入れる。実施にあたっては、民間ノウハウを活用し、効果的かつ効
率的な広報ＰＲ活動を展開していく。

・コロナ禍の社会変化に対応して、オンラインを主軸とした魅力発
信や非接触・非対面型の要素を取り入れたイベント開催のあり方
等を検討し、効果的な東京の農林水産業の普及ＰＲに努めてい
く。

―

・コロナ禍を背景とした、消費者や生産
者等の新たなニーズの把握を行い、そ
の結果を事業実施に活かすよう努めた。
　また、広報戦略を策定し、「伝える広
報」から「伝わる広報」への転換と、組織
横断的・一体的な情報発信により、効果
的な広報展開を図ることとした。
　引き続き、消費者の意識や行動変化に
繋がる効果的な広報に努め、東京の農
林水産の魅力や情報発信を行うととも
に、財団に期待されるニーズを的確に捉
え、機動的で柔軟な事業展開を図ってい
く。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

―

・「固有職員人材育成プラン」の策定や
研修制度の充実、また、昇任制度の整
備やキャリアパスの明確化等により、職
員の能力と意欲を引き出し、財団運営に
活用していく礎を築くことができた。
　
・コロナ禍を踏まえて、ZOOMミーティン
グや動画配信の活用、集合型とのハイ
ブリッドなど、効果的な手法を取り入れな
がら人材育成を推進した。また社会状況
に即した組織改編を行うなど、組織運営
においても、機動的に対応した。

―

・2021年度からの3か年の実行計画であ
る「中期計画」を策定し、財団事業全般
について、経営課題とその解決に向けた
戦略、実現に向けたロードマップを明確
にした。本計画を拠り所にしながら、都、
関係機関等との連携のもと、積極的な事
業展開を図り、東京の農林水産業の振
興・発展に貢献していく。

・職員提案制度やマーケティング調査な
ど新たな方策を講じて、情報や知識・ノ
ウハウを組織的に蓄積・活用する仕組
みを構築した。これらの取組を継続的に
行い、PDCAサイクルを組織に浸透させ
ることで、経営企画機能の強化を図り、
財団及び都施策の充実に繋げていく。

〇各部門が効果的な施策を展開できるような体制を確立するとともに、都、関係機関、企業等多様な主体との連携・交流が生まれている。
〇職員の主体的な力量を高めて財団のプレゼンスが向上し、企画提案機能を発揮（都への提案数：３件）して都内農林水産業振興に貢献、東京の農林水産分野における確固たる地位を確立する。

継続 5

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇「固有職員人材育成プラン」に基づき、研修制度や昇任制度の充実を図るなど、将来の財団経営を担う固有職員の育成に積極的に取り組んだ。
〇東京都政策連携団体として、都と協働して課題解決に向けた施策を着実に実行。職員提案制度やマーケティング調査等を通じ、現場の視点からの支援策を都へ提案（５分野８項目）するなど、現場機能を
持つ組織として自らの存在感を発揮するとともに、財団のデジタル化を推進し、自律改革に努めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

固有職員を中心とした人材育成と経営企画機能の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都農林水産振興財団 評価年度：2020年度

人材育成並びに情報の共有とノウハウの活用による都への企画提案機能の発揮 第２期プランとの関係
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団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

固有職員を中心とし
た人材育成の強化

・職員のキャリアアッ
プ支援（新たな研修メ
ニュー３件）

・職員の能力・スキル
に応じた昇任制度の
整備

・業務執行体制の見
直し検討

・「固有職員人材育成プラン（2020-
2024年度）」の策定（10月）

・2020年度職員研修実績：18科目、
延べ889名。2021年度研修計画の
策定（3月）

・異業種交流型研修、職員提案型
研修、現場体験研修など６科目を新
設

・自己啓発支援制度の創設（申請2
件）

・前歴加算制度の創設とキャリアパ
スの明確化

・新たな施策展開を見据えた新組織
の立上げ
（地産地消推進課）

・財団の人員構成は、都派遣56.5％、
固有職員44．5％。固有職員のうち6割は主任級だが係長級以上
は不在であり、係長の早期育成・登用が課題。固有職員の育成の
指針として「固有職員人材育成プラン」を策定。また、人材育成を
体系的・戦略的に実施していくため、「職員研修計画」を策定。

・民間の異業種交流型研修への参画（若手4名）、職員からの提案
により外部の専門家を招聘する「提案型研修」（74名）等、新たな
研修を実施。また、コロナ禍を踏まえ、オンライン講義や動画配
信、eラーニング等を積極的に活用し、人材育成を着実に推進。
　
・固有職員の能力と意欲の向上に向け、資格取得等を奨励する自
己啓発支援制度と、昇任選考・登用に関する前歴加算制度を創
設。

・東京2020大会後を見据え、組織を見直し、地産地消や食の安全
安心を推進する「地産地消推進課」を新たに設置。

・「固有職員人材育成プラン」と「職員研修計画」に基づき、東京の
農林水産業を支える職員の育成を図る。とりわけ、固有職員に対
しては、スキルアップ支援と適材適所の人材管理により、将来の
幹部職員候補を早期に育成する。

・「職員研修計画」については、社会状況や組織・事業の変化を踏
まえ、毎年見直し、適時適切な研修を実施していく。2021年度より
都庁への長期派遣研修を実施。固有職員の視野を広げて知見を
深め、農林水産行政の実務に精通した人材を育成する。

・自己啓発支援制度は、活用事例の発信等により、職員の意欲を
喚起するなど、職員の積極的な利用を促していく。また、昇任制度
の整備・充実により、有用な人材を適切に処遇し、活用していく。

・コロナ禍を背景に、都民の地産地消への意識の向上や、巣ごも
り消費など消費行動が変化しているこの機を捉え、東京都ＧＡＰ認
証制度や都内産農林水産物の普及を図っていく。

経営企画調査機能の
強化

・中期計画の策定と
進行管理（４回）

・現場意見やマーケ
ティング調査を踏まえ
た都への企画提案
（３件）

・事業別収支の作成
と事業検証（５拠点18
事業）

・中期計画の策定（3月）、進行管理
（4回）

・職員提案制度の導入と実施（9-12
月）
・マーケティング調査（3件）

・2021年度予算要求において、都へ
の企画提案（5分野8項目）

・経営状況の明確化を図るため、事
業別収支の作成及び公益目的事業
を再構築
（3月に都公益認定審議会付議・承
認。同月、定款変更済み）

・財団の中期的な方向性と事業遂行の指針となる「中期計画
（2021-2023年度）」を策定。また、経営陣による進行管理を四半期
毎に実施、課題への対応や実績の達成状況等を共有

・職員提案制度を新たに導入（応募21件／選定5件）し、現場の意
見・アイディアを事業に活用。
・トウキョウＸ（豚）マーケティング調査を実施。生産・流通・消費の
実態把握と生産拡大に向けた流通改善策を取りまとめた。
・コロナ禍における都民の食品消費動向やEコマースに関するアン
ケート調査を実施。

・2021年度予算要求で、都に対し、5分野8項目の企画提案を実施
（農業・畜産・林業・試験研究・デジタル化）。現場の目線で各事業
の課題・ニーズを捉え、具体的な取組を提案・要望。

・事業執行区分毎に事業別収支を作成し経営状況を明確化。更
に、公益目的事業５事業を２事業に再構築し、財団運営の明確化
と柔軟な収支管理を実現。

・新たに策定した「中期計画」に基づき、財団事業全体について、
進行管理を適切に行い、自律的な課題解決と効果的・戦略的な事
業展開を図っていく。

・職員提案制度の選定案件について、具体的な事業化検討を進
め、必要に応じて都に提案し、財団及び都施策の充実に繋げてい
く。また、マーケティング調査で得た情報や知識・ノウハウ等を組
織的に蓄積して、新たな課題や行政需要に的確に対応していく。

・公益目的事業の再構築により、機動的で柔軟な事業運営を実
現。財団の経営状況を明確化して、積極的な情報公開を行い、都
民に対する説明責任を果たしていく。

情報発信力、広報公
聴機能の強化

・財団認知度調査の
実施

・広報戦略の策定

・イベントを活用した
魅力発信（３回）

・財団認知度調査の実施（2月）

・広報戦略の策定（10月、3月）

・イベントを活用した魅力発信（2回）
コロナ影響で出展予定イベント3回
は全て中止。代替策としてWEBキャ
ンペーンを2回実施
①「おうちで食道楽  東京産食材
キャンペーン」（10月）、②「TOKYO
GROWN WINTER FESTA」（2月）

・2021年2月、財団認知度調査（WEBアンケート）を実施、「財団を
知っていて事業・サービスを利用したことがある」「事業内容は知ら
ないが名称は聞いたことがある」を合わせた認知度は50.9%（ｎ＝
11,155）。さらに、東京で農林水産業が営まれていることを知らな
い層は40.1%を占め、情報発信強化が必要。

・新たに「広報戦略」を作成し、総合的かつ戦略的な情報発信を推
進。組織横断的に取り組むべき重点項目のほか、各課広報計画
ではKPIを設定し、目標管理を実施。

・コロナの影響で出展予定イベントは全て中止（東京農林水産フェ
ア、味わいフェスタ、食育フェア）。代替策として、インターネットを
活用したWEBキャンペーンを展開し、東京産農林水産物ＰＲとアン
ケート調査を実施（回答数：①4,898件、②11，155件）。

有

・財団認知度調査において、コロナ禍における消費者の購買行動
の変化も把握。インターネット購買の活発化や巣ごもり消費など、
消費者側の行動への対応、事業者等の販路拡大や多角化ニーズ
への対応など、新たな支援策の検討に活用していく。

・東京の農林水産ファンの獲得・拡大を目指すための新たな仕組
みを構築・推進（財団ファンクラブの創設）。ファンクラブを活用し、
都民等の声を直接受け止め、新たな施策に繋げるプロセスを取り
入れる。実施にあたっては、民間ノウハウを活用し、効果的かつ効
率的な広報ＰＲ活動を展開していく。

・コロナ禍の社会変化に対応して、オンラインを主軸とした魅力発
信や非接触・非対面型の要素を取り入れたイベント開催のあり方
等を検討し、効果的な東京の農林水産業の普及ＰＲに努めてい
く。

―

・コロナ禍を背景とした、消費者や生産
者等の新たなニーズの把握を行い、そ
の結果を事業実施に活かすよう努めた。
　また、広報戦略を策定し、「伝える広
報」から「伝わる広報」への転換と、組織
横断的・一体的な情報発信により、効果
的な広報展開を図ることとした。
　引き続き、消費者の意識や行動変化に
繋がる効果的な広報に努め、東京の農
林水産の魅力や情報発信を行うととも
に、財団に期待されるニーズを的確に捉
え、機動的で柔軟な事業展開を図ってい
く。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

―

・「固有職員人材育成プラン」の策定や
研修制度の充実、また、昇任制度の整
備やキャリアパスの明確化等により、職
員の能力と意欲を引き出し、財団運営に
活用していく礎を築くことができた。
　
・コロナ禍を踏まえて、ZOOMミーティン
グや動画配信の活用、集合型とのハイ
ブリッドなど、効果的な手法を取り入れな
がら人材育成を推進した。また社会状況
に即した組織改編を行うなど、組織運営
においても、機動的に対応した。

―

・2021年度からの3か年の実行計画であ
る「中期計画」を策定し、財団事業全般
について、経営課題とその解決に向けた
戦略、実現に向けたロードマップを明確
にした。本計画を拠り所にしながら、都、
関係機関等との連携のもと、積極的な事
業展開を図り、東京の農林水産業の振
興・発展に貢献していく。

・職員提案制度やマーケティング調査な
ど新たな方策を講じて、情報や知識・ノ
ウハウを組織的に蓄積・活用する仕組
みを構築した。これらの取組を継続的に
行い、PDCAサイクルを組織に浸透させ
ることで、経営企画機能の強化を図り、
財団及び都施策の充実に繋げていく。

〇各部門が効果的な施策を展開できるような体制を確立するとともに、都、関係機関、企業等多様な主体との連携・交流が生まれている。
〇職員の主体的な力量を高めて財団のプレゼンスが向上し、企画提案機能を発揮（都への提案数：３件）して都内農林水産業振興に貢献、東京の農林水産分野における確固たる地位を確立する。

継続 5

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇「固有職員人材育成プラン」に基づき、研修制度や昇任制度の充実を図るなど、将来の財団経営を担う固有職員の育成に積極的に取り組んだ。
〇東京都政策連携団体として、都と協働して課題解決に向けた施策を着実に実行。職員提案制度やマーケティング調査等を通じ、現場の視点からの支援策を都へ提案（５分野８項目）するなど、現
場機能を持つ組織として自らの存在感を発揮するとともに、財団のデジタル化を推進し、自律改革に努めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

固有職員を中心とした人材育成と経営企画機能の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都農林水産振興財団 評価年度：2020年度

人材育成並びに情報の共有とノウハウの活用による都への企画提案機能の発揮 第２期プランとの関係
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団体名： 公益財団法人東京都農林水産振興財団 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)
○到達目標の達成に向けた最終年度の総仕上げとして、経営課題の解決に資する各戦略を着実に推進した。
○都民や事業者など現場のニーズを的確に捉え、多くの改善を図りながら発展的な事業を展開しており、研究部門においても先進技術の研究
開発推進基盤の確立や東京農業のスマート化を促進する体制整備など様々な取組を推進した点を高く評価する。

戦略①　意欲ある農業者への経営改善支援と研修農場の開設による新規就農者支援の充実
　従来の専門家派遣に加え、新型コロナウイルス感染症緊急対策の新たな事業として、販路開拓ナビゲーターやEコマースの導入支援に取り
組み、農業経営の多角化や販路拡大支援の強化を図っている。また、東京農業アカデミー八王子研修農場を開設し、第1期生（定員5名）とし
て農外から5名の研修生を受け入れ、1年次の研修カリキュラムを全課程修了している。

戦略②　森林の持続的な循環に向けた森林整備の担い手の確保・育成と多摩産材の利用拡大
　東京トレーニングフォレストの開設に向け、都や関係団体との調整を行い、130日間の研修カリキュラムを作成するなど、担い手確保と林
業従事者の技術力向上に向けて取り組んでいる。また、PR効果の高い多くの都民が訪れる民間施設での利用促進事業を展開し、広く情報発信
を行うほか、多摩産材の様々な情報を提供するためイベントを開催し、コロナ禍の状況を踏まえ、web展示会を取り入れるなどにより1,000名
以上に情報提供した。

戦略③　研究推進体制の構築による先進的研究開発の強化
　東京型スマート農業の研究開発プラットフォームを設立し、企業や大学、官公庁等からの会員数143件（目標：100件）を達成した。また、
未来の東京戦略のリーディングプロジェクトに位置付けられるローカル5Gを活用した農業技術の開発に向け、民間企業と連携し、ローカル5G
を活用した遠隔からの革新的な農作業支援の実証試験を開始した。さらに、東京2020大会に向けて都が策定した東京都GAPを取得し、業務の
効率化につなげている。

戦略④　固有職員を中心とした人材育成と経営企画機能の強化
　固有職員人材育成プランを策定し、財団経営を支える人材の育成方針を明確することに加え、新たに中期計画を策定し、自立的な改革を推
進している。また、広報戦略を作成し、情報発信力を強化するとともに、マーケティング調査や職場提案制度を導入し、経営企画調査機能を
強化している。
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

職員が共有すべき価
値観の明文化・浸透

○組織理念の定着に向けて、
必要な見直しを行いながら、
前年度までの取組を継続実施

○2019年度までの組織理念
浸透のための取組を継続実施

○「必要な見直し」として、職員
が組織理念を自分事として捉
える機会を創出するため、PT
により専門性向上研修の企
画・運営を実施した。

○2019年度に引き続き、財団内グループウェアのトップペー
ジへの掲載や組織理念を印刷した名刺サイズのカードの新
規採用職員への配布などの取組を実施した。また、新任研修
においても組織理念について周知を行った。

○専門性向上研修の企画・運営を通じて、組織理念に掲げる
「プロフェッショナル」に求められる知識・能力についてPT職員
自らが考える機会を創出した。

○中期経営計画の策定過程に各部署の職員が関わること
で、職員が共有すべき価値観・理念の一層の定着・具体化を
図る。

○組織理念の一層の定着を図るため、各部の職員からなる
PTが専門性向上研修の企画・運営を実施する取組を継続す
る。

専門性向上の
ための能力開発

○ディスティネーションマーケ
ティング研修等の実施回数：６
回

○研修効果の検証

○必要な見直しを行いなが
ら、研修を継続実施

○専門性向上研修をオンライ
ン方式で実施　回数：７回（５
テーマ）

○財団理念の浸透と専門性向
上のための取組との親和性か
ら、理念浸透PTの活動として
専門性向上研修の企画・運営
を実施

○効果検証として研修後のア
ンケートや理念浸透PTへのヒ
アリングを行った。

○効果検証の結果を踏まえて
2021年度の研修企画（テーマ
設定）を実施

○テレワーク環境下でも職員が受講できるよう、オンラインに
よる研修方法を検討・習得し、DMO研修（２日間）、観光行政
研修、インバウンド研修、マーケティング研修（２日間）及び東
京の地理歴史研修をオンライン方式で実施した。 (研修は全
て「主任級以下悉皆」として実施）

○感染症の影響による観光業界の変化に対応できる専門的
知識を習得させるため、ウィズコロナにおける世界各国・日本
各地のDMOの取組や、デジタルマーケティングなど観光の新
たなトレンド等を研修テーマとして設定した。

○研修を企画・運営すること自体を、財団理念に掲げる「プロ
フェッショナル」として求められるもの・それを目指すために必
要なものを職員が自ら考え学ぶ機会と捉え、財団内の各部
署の若手職員からなる理念浸透PTが企画・運営に参画する
こととした。

○専門性向上研修実施後の受講者へのアンケート結果等を
踏まえ、2021年度の研修企画において職員のニーズに合っ
たテーマ設定（デジタルマーケティングやDMO）を行った。

○専門性向上研修を引き続き実施する。

○2021年度の研修企画においても引き続き理念浸透PTの職
員が研修の企画・運営に参画するとともに、研修内容に受講
生同士のディスカッションを織り交ぜる等の改善を行うこと
で、研修効果を一層高める。

○2021年度の専門性向上研修では、毎回の研修終了時の
ほか、全日程終了後に業務に生かせたかどうか振り返るアン
ケートを行うことで、研修効果のアウトカムを検証する。

○職員の自己研鑽を促進するため、マーケティングや観光、
IT関連資格など専門性向上に資する検定・資格試験の受験
料を補助する仕組みを導入する。

組織構造・業務
フローの見直し

○新たに洗い出した改善点に
ついて、業務フローの見直しを
実施

○契約事務手続きの見直しを
実施

○予算の構造上、各事業の執
行額確定が遅くなるという決算
処理の改善点を踏まえ、人件
費及び事務費に係る予算計上
方式を変更

○契約事務フローを全面的に見直すとともに、既存の「契約
事務要領」を刷新した。刷新にあたっては、複数の要領や手
引きに分かれていた契約事務に関する指針を新要領に統合
し、2020年10月から施行した。

○2020年度までは決算処理において、管理運営費（人件費・
事務費）を各事業ごとに配賦していたが、厳正な執行管理に
よるガバナンス強化や透明性を図る観点等から、2021年度
予算から管理運営費を一元管理することとした。

○刷新した契約事務要領の浸透に向けて引き続き社内研修
等を実施するとともに、今後も事務フローの改善に向けた見
直しを行っていく。

○2021年度予算から管理運営費を一元管理することとなっ
た。今後も適正な人件費、事務費の計上を図っていく。

強固な執行体制の確立 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京観光財団 評価年度：2020年度

拡大した組織に対応した仕組みづくり 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　当財団組織理念（Shared Value）の浸透、専門性向上のための能力開発、組織構造の見直し等の取組を2020年までに完了させる。
以上により、「東京」の観光施策を強力かつ現場実態に合わせて進めるための体制が整備される。

見直し 1

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○　これまでの組織理念浸透のための取組を継続実施するとともに、更なる定着及び実践に向けて、PTの活動として専門性向上研修の企画・運営を実施した。
○　オンライン方式で専門性向上研修を実施し、ウィズ・コロナにおけるDMOの取組や観光の新たなトレンド等の専門的知識を習得させた。
○　契約事務手続き及び決算処理の改善点について見直しを実施した。
各取組を着実に実施しており、強固な執行体制の確立に向けて引き続き取組を継続していく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○PTを立ち上げ、組織理念
浸透のための取組を検討

〇職員への浸透策として、研
修会での説明や組織目標へ
の記載、幹部職員による実
行宣言を実施

○組織理念について財団内職員全員の
認知を得た。

○計画のとおり、研修を実施した。また、
単に総務課が研修を実施するのではな
く、各部の職員からなるPTがテーマに
沿って研修内容を企画し運営する仕組み
を構築したことで、現場に近い職員の
ニーズやレベルに即した研修の企画・運
営を実現し、能力開発を行うことができ
た。さらには、PTの職員自らが財団理念
に掲げる「プロフェッショナル」に求められ
る知識等について考える機会を創出した
ことから、財団理念の浸透促進にもつな
げることができた。

○計画どおり着実に業務の見直し・改善
を実施した。契約事務要領の刷新につい
ては、契約事務の繁忙期を避けて混乱な
く円滑に施行した。

〇ディスティネーションマーケ
ティング研修等の専門性向
上研修を６回実施

○専門性向上研修の高度化
を実施

〇係制を廃止し、課長代理
制を開始。事業移管によるオ
ンラインを含めた一体的な
マーケティング体制を開始

〇契約事務手続の見直しを
一部実施

○決算処理の改善点の洗い
出しに着手
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

企画・調査部門の立
ち上げ・企画提案力
の向上

○前年度までの蓄積を踏ま
え、都への本格的な企画提案

○東京の観光に関する課題
等を踏まえた中期的な計画の
策定

○得られた知見等の観光関
連産業へのフィードバックの
実施

○都への本格的な企画提案
を実施（2020年７月）

○中期的な計画の策定に向
けた出発点として、職員向け
のキックオフセミナーを実施

○中期的な計画の方向性をと
りまとめ（策定は2021年度に
変更）

○民間事業者等との「共同研
究」の成果を踏まえ、観光地
経営の実践に向けて渋谷区
観光協会と共同でアセスメン
ト調査を実施

○観光庁・大阪府と連携した
共同シンポジウムの実施

○2019年度までの共同研究の成果の蓄積に加え、新型コロナウ
イルス感染症の影響や賛助会員へのアンケート調査結果を踏ま
え、都への本格的な企画提案を実施した。

○中期的な計画の策定に向けた職員向けのキックオフセミナーに
おいて、世界各国・日本各地のDMOの取組を紹介することで、ウィ
ズコロナ及びポストコロナにおける財団の役割を職員に認識させ
ることができた。

○東京2020大会のレガシーを今後の東京の観光振興につなげる
とともに、新型コロナウイルス感染症が観光産業に与える影響を
踏まえた計画とするため、都の了解のもとに、中期的な計画を
2021年度に策定することとし、2020年度は財団内で中期的な計画
の方向性を取りまとめた。

○「共同研究」の成果として得られた知見（DMOの役割や観光地
経営の重要性等）を観光関連産業へフィードバックするため、渋谷
区観光協会と共同でアセスメント調査を実施し、報告会を実施す
るとともにコーポレートサイトで公表した。

○アフターコロナを見据えたサステイナブルな観光地域振興の在
り方について、観光庁・大阪府と連携して共同シンポジウムを実施
した。

有

○今後も東京の観光推進機関として企画機能を発揮し、観
光・ビジネスイベンツの推進及び持続的な発展に貢献してい
くため、新型コロナウイルス感染症の影響や現場の声を踏
まえながら、都への企画提案を継続して実施する。

○賛助会員へのアンケートの継続実施などにより、観光関
連産業における現場の声を継続的に把握する。

○東京2020大会のレガシー活用、コロナ収束後の観光経済
の復活、新たなテクノロジーの取り入れ及びSDGsへの貢献
といった観点を織り交ぜながら、2021年度に中期的な計画
を策定する。

○企画提案力の向上のため、共同研究や専門性向上に取
り組む。

○多様な主体が一体となって国内観光振興やDXの浸透等
新たな課題に対応していくことが求められており、当財団の
企画機能・専門性を強化して観光振興ネットワークを構築す
ることで東京の観光振興を牽引していく。

在京外国人の知見等
の反映スキームの構
築

○引き続き幅広い層の在京
外国人を対象に様々な意見
を収集する取組を実施

○グループインタビューを２回
実施

○在京外国人を対象に観光に関する様々な意見を収集する取組
として、2020年10月及び2021年１月にグループインタビューを実施
した。

○ウィズコロナにおいて東京の観光振興に必要なことや他国・他
都市と比較して感じていることなどについて、在京外国人視点での
気づき（安心・安全の訴求の仕方やコロナ禍においても情報発信
を続けることの重要性等）を得ることができた。

○2021年度は、中期経営計画の策定に向けて、在京外国
人に限らず外部有識者等から広く意見を収集する。

外国人材の職員採用
○外国人材の活用実績等を
検証し、必要な採用活動を実
施

○採用活動を継続中

○年度途中の採用活動において、観光分野に特化した求人媒体
等を活用することで、外国人応募者を集めている。2020年度は
2021年4月1日採用に向けた求人に対し、９人の応募があったが、
採用には至らなかった。

○求人媒体等について検討し、採用活動を継続する。

現場力や外国人材を活用した企画提案の実施　 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京観光財団 評価年度：2020年度

企画機能の強化と外国人材の活用 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　「東京」の観光施策について、都に対して、観光の質的な面の検討や現場経験に基づく企画提案を行うとともに、当財団の事業運営に係る中期的な計画を策定すること
○　有為な外国人材を組織内外に抱え、当財団の運営に活用していること
以上により、都の観光施策に対する提案を行うとともに、「東京」の観光振興のハブの役割を担うことを目指して2020年以降の施策をより主体的に展開する。

見直し 1

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○　これまで強化してきた企画機能を活かし、2020年度は都に対する企画提案を実施した。
○　新型コロナウイルス感染症が観光産業に与える影響を踏まえ、東京２０２０大会後の観光振興に向けた中期的な計画を2021年度に策定することとし、2020年度はその出発点として職員向けのキックオフセミナーを実施すると
ともに、中期的な計画の方向性を財団内で取りまとめた。
○　在京外国人へのグループインタビューの実施により、ウィズコロナにおいて東京の観光に必要なこと等について外国人視点での気づきを得ることができた。

〇グループインタビューを２
回実施

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○「共同研究」を進める過程
で、組織内の現場情報の集
約や民間事業者等との意見
交換を実施し、2020年度予
算要求に向けて都と意見交
換を実施

○質的向上も含めた東京の
観光に関する課題について
調査・分析を実施

○上記調査・分析を通して
中期的課題を選定

○上記調査・分析を通して
中期的な課題に対する施策
案も調査・検討

○「東京」の観光施策について、新型コ
ロナウイルス感染症拡大の状況を踏ま
えた現状や、共同研究から得られた知
見、賛助会員アンケートの結果等をもと
に、都へ政策の方向性や具体的な取組
の提案を実施した。

○新型コロナウイルスの感染拡大や東
京2020大会の延期に伴い、中期経営計
画の策定については2021年度へ持ち越
したが、2020年度には職員向けのキック
オフセミナーの実施や計画の方向性の
とりまとめにより、計画策定に向けた下
地作りを実施することができた。

○計画どおりにグループインタビューを
実施し、在京外国人から見た東京の観
光振興等について、意見を収集すること
ができた。

○外国人材の職員採用については、応
募があったものの、選考の結果、採用に
は至らなかった。

○採用活動を継続中
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戦　略 ③／ 6

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

『リーチ数』の最大化

○2019年度の+10%を目指す

○東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ観戦層
を意識して実施。メガイベントへの
着目を活かしつつ、リーチ数の最大
化を訪都外国人旅行者の増加につ
なげる

○東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ後のプロ
モーションのあり方を、事業実施を
通じて分析、検証。2021年度以降の
戦略に繋げる

○18.5億人（2019年度の-30%）

○新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により、TVCMやオンライン
広告は12月より開始

○東京への関心の繋ぎ止めるため
ポイントを絞って施策を実施

○東京2020大会に向けたこれまで
のプロモーションの成果及び感染症
による状況の変化を踏まえ、経営改
革プラン（2021～2023）の戦略を策
定

○TVCMの放映は短期集中となったが、東京2020大会への
関心と絡め可能な限りの露出と注目の獲得を狙った。

○東京の「安心・安全」を訴求する映像を有力メディアとのタ
イアップで制作し放映した。

○ウェブサイトや動画へ誘導する広告配信は12月より、感
染症拡大の様子を見ながら限定的に実施した。

○消費者向けの旅行博はバーチャル出展も行わず、また、
ウェブサイトによっては広告誘導も行わなかった。

有

○東京2020大会に向けて、TVCMを中心により多くの潜在的
訪日旅行者層に対して「認知」拡大に向けたプロモーション
を実施してきた。大会後は、東京への関心をつなぎとめると
ともに、これまで獲得した「認知」や「関心」を「意欲」へとつな
げるプロモーションを展開する。

○経営改革プラン（2021～2023）では、訪都需要回復見込
みが早い市場や訪都意欲のある有望層に焦点を当て、時
機を逸することなくプロモーションを展開していくために、単
にリーチ数という「量」ではなく、ターゲティングの「質」を意識
した指標を定め、訪都有望層が東京のプロモーションに接
する機会を増やすことで訪都意欲の向上に効果的に繋げ
る。

『「東京」ファン数』の
最大化

○2019年度の+10%を目指す

○2019年度実績を踏まえ、改良を
行いつつ実施

○企画・調査部門との連携や関連
する事業間の連携を深化するなどし
て、「東京」ファンの増加に繋がるコ
ンテンツ発信を強化し、リピーター層
の開拓と訪都客増に努める

○168.5万人（2019年度の-66%）

○東京への関心の繋ぎ止めるため
ポイントを絞って施策を実施。SNS
を中心に将来の来訪を促すイメージ
訴求を行った

○感染症の拡大を踏まえ、ウェブサイトへの誘導を促すオン
ライン広告の実施が限定的となったため、サイト再訪者数が
大幅減となった。

○世界的に海外旅行情報収集意欲の低下があり、ウェブサ
イトへのリピーター自然流入は限定的。

○世界的に流行した#traveltomorrowといったハッシュタグと
ともに、東京の「密」を感じさせない観光地写真等を中心に
投稿をおこなった。

○SNSフォロワーを増やすキャンペーンの実施ができない
中、投稿の最適化を図り、既存フォロワーの離脱を防ぐこと
に注力した。また、Instagramにおいてはフォロワー数増に繋
がった。

有

○経営改革プラン（2021～2023）では、「ファン数」のうち東
京の情報に「関心」を持つ層と言えるウェブサイトへのリピー
ターを除き、より「意欲」的に情報を収集する層と言えるSNS
のフォロワー数に着目して目標値を設定。

○訪都意欲の獲得に向けて、SNSの特徴を活かしたデジタ
ルマーケティングの他、キャンペーン等を実施することで
SNSフォロワーを増やし、意欲的に東京の情報を収集する
層を獲得していく。

外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の最大化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京観光財団 評価年度：2020年度

外国人旅行者誘致に向けての効果的なプロモーション 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　海外に向けて実施する「東京」のプロモーション（ＴＶＣＭ、旅行博出展、観光公式ウェブサイトの運営等）の結果として得られる『リーチ数』を最大化する。
○　「東京」のオウンドメディア（観光公式ウェブサイト、ＳＮＳ等）での『「東京」ファン』数を最大化する。
以上により、「東京」のディスティネーションとしての認知度を高め、訪都外国人旅行者の拡大につなげていく。

見直し 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○　新型コロナウイルス感染症拡大の影響が大きく、2020年度目標に対し『リーチ数』・『「東京」ファン数』ともに下回った。
○　2018-2020年度の3年間で総リーチ数は70億人を超え、観光地としての東京の「認知」拡大はできた。また、SNSのフォロワー数も約38万人増加することができた。
○　経営改革プラン（2021～2023）ではそれを財産に、訪都意欲へつなげるプロモーションを展開していく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○26.4億人

○2018年度実績を踏まえ、
リーチ数増加の効果が高い
TVCMとYoutube配信を中心に
計画。魅力的な東京のイメー
ジ訴求・拡散を中心に展開。

○ラグビーワールドカップ
2019TM観戦層向けの情報発
信を行うとともに、メガイベント
への着目を活かしたリーチの
強化を実施

○2020年度については、積極的なプロ
モーションの実施が困難な中、ウェブサ
イトへのアクセスや動画視聴を伸ばすこ
とができなかったが、SNSについては時
流に合わせた投稿を行うことでInstagram
のフォロワー数増につなげることができ
た。

○495万人

○2018年度実績を踏まえ、PR
映像に接触した層への「ファ
ン」化の促進やターゲット市場
に応じてテーマを絞ったSNS運
営を実施

○オンライン系の訪日メディア
に携わる在京外国人識者との
グループインタビューを実施。
各国のトレンドを踏まえて発信
する情報を整理
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戦　略 ④／ 6

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

国際会議
誘致の強化

○財団が支援した国際会議誘致
件数：30件

○検証結果を踏まえ、具体的な
施策を検討

○蓄積した誘致情報を最大限活
用し、新規誘致件数の増加を図
る

○国際機関等への職員派遣の継
続実施

○協議会のテーマや委員につい
て、委員の意見を集約し継続して
改善を加える

○人材育成プログラムの改善を
行い継続実施

○財団が支援した国際会議誘致
件数実績：６件

○検証結果を踏まえ、SDGs達成
に貢献するコンテンツ開発を実施

○新規誘致対象国際会議の調
査・分析に基づくセールスを継続
実施

○国際機関等へ職員派遣を実施

○協議会のテーマ等について、
委員の意見を集約し改善を加え
た

○人材育成講座基礎編を実施

○多くの国際会議の開催地決定時期が延期となったものの、６件の誘致実
績を残した。

○マーケティング調査は新型コロナウイルス感染症拡大前のものでありウィ
ズコロナにおいては活用が限定的となるものの、SDGs達成に貢献するコン
テンツを開発した。

○国際会議協会（ICCA）のデータベースを活用するなど誘致可能性がある
国際会議を抽出しながら、誘致活動を幅広く展開した。また、国際団体本部
を対象としたオンラインセミナーを実施するなど、東京での安全・安心な開
催をアピールした。

○渡航制限の影響により、海外派遣は中止となったが、ハイブリッド開催の
研修会４件にオンラインで参加した。

○コロナ禍で多様な課題に直面する委員からの意見を集約し、「コロナ収束
を見据えたMICEの取組」を協議会のテーマとし、安全・安心なMICE運営、
DXなど業界の課題把握に努め、解決策を協議した。

○対面ではなく、オンラインでのライブ配信による講義（海外講師は録画）を
実施し、ウィズコロナ、ポストコロナ時代の国際会議に必要な知識について
学ぶ機会を提供した。

有

○ポストコロナ時代に主流となるハイブリッド開催に向けた取組（デジタ
ル化や安全・安心な開催）を着実に推進していく。

○国際会議参加者を対象とした、SDGs達成に貢献するコンテンツ開発
等を進めていく。

○国際会議協会（ICCA）のデータベース等を活用し、新規誘致対象国際
会議の調査・分析に基づくセールスを継続的に実施する。

○国際機関等への職員派遣は、感染症の収束状況に鑑み、短期派遣
の実施に向けて準備していく。また、国際団体が主催する総会や研修会
は、オンラインで参加することで国際機関等とのネットワーク強化に努め
ていく。

○協議会のテーマ等については、ウィズコロナ、ポストコロナに係るテー
マ等を考慮した上で委員の意見を集約し、ハイブリッド形式で開催する
等運営方法も改善を加える。

○人材育成講座のオンライン実施で得た知見を活かし、講座内容や実
施方法等に更なる改善を加えることで、都内MICE関連事業者に、安全・
安心な会議開催やハイブリッド会議開催のノウハウ等、新たな知識を得
る機会を提供する。

報奨旅行等
誘致の強化

○財団が支援した報奨旅行等誘
致件数：45件

○欧州を中心とした新規誘致対
象イベントの調査・分析に基づく
セールスの推進

○蓄積したノウハウ等を最大限
活用し、新規案件の獲得を引き
続き行う

○人材育成プログラムの改善を
行い継続実施

○有楽町エリア等との連携を継
続して実施

○財団が支援した報奨旅行等誘
致件数実績：０件

○アジアへのオンラインPR等を実
施

○日々の業務を通じ蓄積したノウ
ハウや情報等を活用し、各案件
動向把握に注力

○人材育成講座基礎編を実施

○DMO東京丸の内との情報共有
等を実施

○海外渡航が制限され、支援予定の案件が延期又は中止となり、新規案
件も発生しなかったことから、支援件数は０件となった。

○欧州向けにリアルでのファムトリップや訪問営業ができないことから、代
替案として早期に需要回復が見込める東南アジア5か国（ベトナム、タイ、イ
ンドネシア、マレーシア、シンガポール）のミーティングプランナーを対象とし
てオンラインによるPRを都内MICE関連事業者と共に実施するなど、アジア
を中心としたPR・セールス活動を進めた。

○海外主催者やミーティングプランナー、都内事業者からのヒアリングや海
外ネットワーク（在シンガポール、ニューヨーク、ケルンのパートナー）との連
携により、報奨旅行等に係る案件の動向把握やPR活動を実施すると共に、
欧米のミーティングプランナー向けに国内他都市と共同でオンラインによる
PRを実施した。

○オンラインでのライブ配信による講義（海外講師は録画）を実施し、ウィズ
コロナ、ポストコロナ時代の報奨旅行等に必要な知識について学ぶ機会を
提供した。

○DMO東京丸の内との会合を月１回程度のペースで実施し、MICEに係る
活動や関連情報等の共有に努めた。

有

○国内外の情勢を見ながら、報奨旅行等に係る情報収集や感染症収束後
に向けた需要喚起策を練り、オンラインを活用したPR等で東京への関心を
引き続き繋ぎ止めるなど、海外渡航再開時に向け報奨旅行等誘致に必要
な準備を進めていく。

○訪問営業やファムトリップ等で面会した報奨旅行等主催者やミーティング
プランナーなどの既存顧客に加え、新規顧客に向けてもオンラインにてPR
やセールス活動を継続していく。特に早期の相互往来再開の可能性が高い
国々に重点を置く。

○アジアや欧州、北米での商談会等出展によるPRや誘致活動等を、環境
が整い次第すぐ開始することができるよう、海外ネットワークも有効活用し
つつ準備を進めていく。一方、オンライン参加が可能な商談会等について
は積極的に参画し、PRや誘致活動等を止めることのないようにする。

○人材育成講座基礎編で得た知見を活かし、講座内容や実施方法等に更
なる改善を加えることで、都内MICE関連事業者に対し、安全・安心な報奨
旅行等の実施やハイブリッド型イベントの開催ノウハウ等、新たな知識を学
ぶ機会を提供する。

○日本有数のビジネスエリアである有楽町エリア等と連携し、情報共有や
感染症の収束後を見据えたPRや誘致活動に向け準備を進めていく。

ユニークベニュー利
用促進

○財団が支援したユニークベ
ニュー利用件数：28件

○利用者から意見要望を分析
し、ユニークベニューの魅力・利
便性を向上することで、MICE誘致
活動を強力に推進

○財団が支援したユニークベ
ニュー利用件数実績：４件

○ユニークベニューワンストップ
総合支援窓口「Tokyo Unique
Venues 」での問合せ対応やウェ
ブサイトを活用したPRを実施

○感染症の影響により支援予定の案件が延期又は中止となり、問合せ
件数も全体的に低調だったことから、目標値に対し約14%の達成率に止
まった。

○ワンストップ窓口がコロナ禍においても、規模や用途、細かい要望等
も踏まえた会場紹介をするなど、都内ユニークベニューの相談窓口とし
て機能することで、イベント主催者等からの問合せ等が149件となり、
2019年度より少ないながらも一定の実績を残した。また、2019年度に引
き続きウェブサイトの掲載施設や活用事例を増やすなどコンテンツを充
実させると共に、継続してPRやセールス活動を行うことにより、地道に案
件獲得に努めた。

有

○感染症の収束状況を注視しつつ、国内外のMICE関連媒体に都内ユ
ニークベニューに係る広告等を掲載し、ユニークベニューの紹介及びワ
ンストップ窓口の更なる周知を図っていく。

○国内外の主催者やミーティングプランナー等に対し、ポストコロナにお
ける都内ユニークベニューの活用法につき現場に行かなくても具体的な
イメージ提供ができるよう、オンライン視察ツールとしての360°動画を
実装したウェブサイトの活用に加え、実証実験としてショーケースを開催
し、対外的なPRを行っていく。

○現在、都内ユニークベニューとして主に69施設（都立12施設、民間等
57施設）のPRを実施しているが、新規のユニークベニュー開発に向けた
調査も継続していく。

MICE誘致件数の拡大 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京観光財団 評価年度：2020年度

激化する国際競争下でのMICE誘致 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　2020年の国際会議誘致件数　　30件
○　2020年の報奨旅行等誘致件数　45件
以上により、訪都ビジネス客の拡大及び東京の国際都市としてのプレゼンスの向上を図る。
（参考）
財団が支援した国際会議誘致件数　　2014年度: 4件、2015年度:13件、2016年度:15件、2017年度:15件、2018年度：19件
財団が支援した報奨旅行等誘致件数　2014年度:10件、2015年度:18件、2016年度:34件、2017年度:39件、2018年度：39件

見直し 5

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○　国際会議：2020年度の目標 30件に対し、６件
○　報奨旅行等：2020年度の目標 45件に対し、０件
○　財団が支援したユニークベニュー利用件数実績：2020年度の目標 28件に対し、４件
国際会議：各種取組により、これまで国際会議誘致件数を順調に増やしてきたが、開催都市選定の決定時期を延期する案件が多く、例年と比較すると少数の成功件数に止まった。
報奨旅行：各種取組により、海外案件の情報収集やPRの継続に努めた、支援予定の案件が延期又は中止となり、新規案件も発生しなかった。
ユニークベニュー：各種取組により、国内外案件の情報収集やPRの継続に努めたが、支援予定の案件が延期又は中止となり、少数の利用件数実績に止まった。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○財団が支援した国際会議誘致
件数実績：22件

○2020年以降に向けた戦略的な
会議誘致のためのマーケティング
調査を実施

○新規誘致対象国際会議の調
査・分析に基づくセールスを継続
実施

○国際機関等へ職員を長期・短期
派遣等の実施

○協議会のテーマ等について、委
員の意見を集約し改善を加えた

○人材育成プログラムの改善を行
い基礎編及び実践編講座実施

感染症の影響によりMICE誘致等の実績
は目標に対して大幅に減少したものの、
ポストコロナを見据えて、オンラインによ
るプロモーション、人材育成、デジタル化
への対応などの受入環境整備に係る取
組を着実に推進した。

○国際会議開催都市の選定時期を延期
する国際本部や誘致活動を見合わせる
国内主催者が多く見られたものの、国際
競争に勝ち抜き東京開催が決定した会
議を６件とすることができた。また、国際
本部を対象としたオンラインセミナーを実
施するなどして東京の安全・安心な開催
をアピールし、東京誘致を働きかけた。

○2020年度の報奨旅行等誘致件数実
績は０件となったものの、ポストコロナに
向けた種まきの時期と位置づけ、海外の
主催者やミーティングプランナーを繋ぎ
とめるためのオンラインセミナー等を多
数実施した。

○ワンストップ窓口「Tokyo Unique
Venues」が機能し、国内案件の問合せ
件数が一定程度あったものの、2020年
度の利用件数実績は2019年度に比べ大
幅に減少し、４件に止まった。

○財団が支援した報奨旅行等誘
致件数実績：34件

○アジアへの営業活動やアジアか
らのファムトリップ等を実施

○日々の業務を通じ蓄積したノウ
ハウや情報等を活用し、新規案件
獲得に注力

○人材育成講座基礎編及び実践
編を実施

○DMO東京丸の内との情報共有
等を実施

○財団が支援したユニークベ
ニュー利用件数実績：24件

○ユニークベニューワンストップ総
合支援窓口「Tokyo Unique
Venues 」での問合せ対応やパン
フレット及びウェブサイトを活用し
たPRを実施
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団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

観光関連団体等向け
ワンストップ総合窓口
の設置・運用

○蓄積した支援ニーズやベス
トプラクティス等を活用した観
光資源開発支援を推進

○東京の観光の魅力を高め
る観光コンテンツづくりに向
け、民間事業者等と連携した
観光資源の磨き上げにも取り
組む

○「地域支援窓口」により把握
した観光協会等のニーズに対
し、観光資源の発掘・磨き上
げの支援を推進

○22件の観光資源の開発を
支援

○観光関連団体等への継続的な訪問や観光関連団体等が
主催するイベントや会議への参加など、専任の「地域支援窓
口」職員が中心となり、それぞれのニーズを把握した。

○これまでに把握した支援ニーズとして、既存事業のオンラ
イン活用、GoToトラベル事業等への対応、夜間観光の推進
などの要望等があったため、オンラインまち歩きツアーの実
施やアドバイザーの派遣、ライトアップモデル事業などの支
援を実施し、22件の観光資源の開発へとつなげた。

○経営改革プラン（2021～2023）を推進するため、地域支援
窓口の体制を強化し、オンラインツールも活用しながら、観
光関連団体等の支援ニーズの変化を捉え、多面的・継続的
な支援策を提案する。

○国内旅行需要の喚起に向けて、近郊への観光、自然志
向などの「新たな旅行スタイル」への対応や、SDGsへの貢
献やDXによる利便性の向上などの「社会的課題の解決」に
ついて、新たな視点からの観光資源の発掘・磨き上げが進
むよう、「地域支援窓口」を活用して引き続き支援していく。

観光関連団体等のベ
ストプラクティスの
共有

○ベストプラクティスをモデル
ケースにした観光資源の開発
を支援

○10件のベストプラクティスを
抽出

○コーポレートサイト及び「東
京都内観光協会交流サロン」
にてベストプラクティスを共有
（３回）

○「地域支援窓口」職員による観光関連団体等へのオンラ
イン調査や訪問調査により、地域を巻き込んだ新型コロナウ
イルス感染症対策の情報発信、旅をコーディネートするワン
ストップ窓口の取組、地域企業と連携したアニメコンテンツ
の観光資源化といった、他団体の参考事例となり得る10件
のベストプラクティスを抽出した。

○コーポレートサイトへの掲載や観光関連団体等への情報
発信を行うとともに、観光関連団体等の相互ネットワークづく
りの場である「東京都内観光協会交流サロン」を３回開催
し、ベストプラクティスの共有を図った。

○新型コロナウイルス感染症の影響により、観光・滞在のス
タイルが大きく変わる中、旅行客が東京において、「新たな
旅行スタイル」を体験できる、あるいは、「社会的課題の解
決」に貢献する観光商品・サービス提供に向けて、広く国内
外の先進事例を抽出・分析し、東京観光の課題と成果を把
握・検証する。

○ベストプラクティスについて、コーポレートサイトへの掲載
するとともに、観光関連団体等への情報発信や、交流サロ
ンにおける事例の共有を通じて、新たな取り組みを模索する
観光関連団体を支援する。

観光関連団体等の連
携推進

○引き続き、観光関連団体等
や民間事業者との連携を推
進し、区市町村の行政区域を
超えた観光資源開発等を推
進

○西多摩地域において観光
関連団体及び民間事業者の
連携を推進し、自然を活かし
た広域での観光資源開発や
組織力の強化に向けた支援
を実施

○多摩地域における観光関
連団体情報交換会を３回開催

○西多摩地域において、アウトドア事業者や観光関連団体
等において自然を活かした観光資源開発の機運が高まって
いたことから、先進地の視察や講師を招いた勉強会を通じ
て、情報発信の強化や協議会の設立・運営について意見交
換を進め、広域での観光資源開発を実現した。

○多摩地域における観光関連施策を実施している団体の情
報共有及び連携を推進するため、定期的に情報交換会を実
施した。

○将来的なインバウンド需要の回復も見据えて、地域の観
光振興及び持続可能な観光地経営を推進するため、地域
の観光協会、民間事業者など多様な主体が参加する協議
会への出席等を通じて観光振興ネットワークを構築し、各主
体間の連携等の促進を図っていく。

○都内区市町村や都県といった行政区域を超えた観光資
源開発等、広域的な取組について、「地域支援窓口」や交流
サロンなどを活用しながら掘り起こしていく。

地域の観光振興のための取組強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京観光財団 評価年度：2020年度

地域の魅力を活かした観光振興 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　2020年までの３年間で、62件（都内区市町村数と同数）の地域の観光資源を発掘又は磨き上げを行う。
以上により、「東京」の観光都市としての魅力向上を図っていく。

見直し 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○　2020年度の到達目標に対し100％の達成率であった（62件）
・各観光関連団体等の支援ニーズや新型コロナウイルス感染症の影響を把握し、新たな視点やツールも考慮しながら支援を行うことで、観光資源の発掘・磨き上げを実施した。
・観光資源開発や危機管理のヒントとなるよう、様々なベストプラクティスを抽出・共有することで、他団体における新たな観光資源開発の取組が実現した。
・オンライン街歩きツアーなど、地域における連携・取組を促進するとともに、「体験・交流」を軸とした広域での観光資源の開発や組織力強化への支援を推進した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○引き続き、「地域支援窓口」
により、観光関連団体等の支
援ニーズを把握

○20件の観光資源の開発を支
援

2020年度には新型コロナウイルス感染
症の影響により中止・延期を余儀なくさ
れる取組が多数発生したが、コロナ禍に
おける支援ニーズの変化を把握し、新た
な視点やツールを考慮しながら支援を行
うことで、観光資源の発掘・磨き上げに
ついて、62件という目標を達成すること
ができた。

○ワンストップで対応できる「地域支援
窓口」において、継続的に各団体との意
見交換等を行うことで、ニーズの把握と
変化への対応を進めることができた。

○感染拡大を防ぎながら、街歩きツアー
や魅力発信を行いたいというニーズの高
まりに対し、オンラインを活用した新たな
取り組みを支援するとともに、コロナ収束
後を視野に入れた観光資源の開発を進
めた。

○「地域支援窓口」職員による観光関連
団体等への訪問調査により、他団体の
参考となるベストプラクティス10件/年を
抽出し、「東京都内観光協会交流サロ
ン」や財団HPを活用して共有すること
で、観光資源の発掘・磨き上げを促進す
るための情報提供を進めることができ
た。

○10件のベストプラクティスを
抽出し、「東京都内観光協会交
流サロン」等にて共有

○ラグビーワールドカップ
2019TM観戦者をターゲットに
した多摩地域での商品開発を
支援

〇西多摩地域において観光関
連団体及び民間事業者の連
携を推進し、自然を生かした広
域での観光資源開発を支援
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戦　略 ⑥／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

賛助会員向け
新サービスの提供

○前年度の実績等を踏まえ、
新サービスの企画・実施を引
き続き進める

○オンラインによるTCVBミー
ティングを11回実施

○賛助会員・非会員向けのビ
ジネスセミナーを１回実施

○メール配信による情報提供
を実施

○新型コロナウイルス感染症
の影響とニーズ等について賛
助会員向けアンケート調査を
実施（2020年６月）

○感染症の拡大状況を踏まえ、TCVBミーティングをオンライン方
式に変更するとともに、ウィズコロナにおける観光の可能性等を
テーマとし、賛助会員の参加を促進した。また録画映像を賛助会
員限定サイトで公開した。

○（公財）東京都中小企業振興公社及び（株）きらぼし銀行と共同
で、賛助会員・非賛助会員向けビジネスセミナーをオンラインで開
催し、都の補助金制度や融資情報等の提供を行った。

○賛助会員による「感染防止徹底宣言ステッカー」取得状況を取
りまとめ、コーポレートサイトへ掲載することで、賛助会員による新
型コロナウイルス感染症対策のPRを行った。

○賛助会員向けアンケート調査（回答181件）により、新型コロナウ
イルス感染症の影響及びニーズを把握し、都への企画提案に反
映させるとともに、新たな賛助会員サービス（ビジネスセミナー等）
を実施した。

有

○感染症の終息が見えないため、引き続き、オンラインミーティン
グを開催するが、今後はオンライン上で商談会を実践し、ビジネス
交流を図っていく。

○事業者に対して感染症対策として補助金や雇用などの面で支
援を行っている団体と、財団の賛助会員を結びつけるマッチングイ
ベントの実施などを行うなど、ニーズにあったサービス提供を行っ
ていく。

○コーポレートサイトのリニューアルに伴い、観光情報の検索方法
の改善や利便性の向上させ、賛助会員へのより多くの情報提供を
図っていく。

○コロナ禍で打撃を受けた観光産業の実態の把握及び賛助会員
への新たなサービスの検討のため、アンケート調査を継続してい
く。

新たな賛助会員の獲
得

○賛助会員数
目標値
700社・団体

○賛助会員数
642社・団体
（新規入会19社・団体、退会
19社・団体）

○新型コロナウイルス感染症拡大により多くの賛助会員の経営が
厳しい状況であることから、2020年度の賛助会費を半額免除し
た。

○新規会員獲得に向けて財団内に賛助会員PTを設置し、 各部署
ごとに連携する民間事業者等へのアプローチを強化することによ
り、新たに19社・団体を獲得した。

○新型コロナウイルス感染症が再び拡大する中、依然として観光
産業へのマイナスの影響が続いており、退会、会費減額等を希望
する会員（問合せ108件）に対して、賛助会員である長期的なメリッ
トなどを説明し会員継続に務めた。

有

○賛助会員数は、経営改革プラン（2021～2023）の目標でもある。
引き続き、事業活動の関係者や当財団主催イベントに参加した非
賛助会員に対し、賛助会員制度を紹介することにより、新規賛助
会員獲得に取り組んでいく。

賛助会員ネットワークの拡充 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京観光財団 評価年度：2020年度

観光関連産業への貢献 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　2020年までの３年間で、180社・団体の新たな賛助会員の獲得を目指す。
　（2014～2016年度の３年間の増加数（91社・団体）の約２倍の獲得を目指す。）
より多くの賛助会員を獲得することで、賛助会員ネットワークを拡充するとともに、当財団のプレゼンスの向上につなげていく。

見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○　３年間で新規182社の新たな賛助会員を獲得した。
○　ビジネス交流会の実施、コロナ禍においてもオンラインにてセミナーを開催して賛助会員とのネットワークを継続させた。また、アンケートによるニーズ調査や賛助会員の「感染防止徹底宣言ステッカー」取
得状況をコーポレートサイトへ掲載するなど、賛助会員への財団プレゼンスを向上させた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

○ＴＣＶＢビジネス交
流会３回実施

○賛助会員と非賛助
会員とのマッチングイ
ベントを実施（１回）

○メール配信による情
報提供を実施

○新型コロナウイルス感染症にてリアル
なイベントや賛助会員獲得のための営
業ができない中、オンラインミーティング
や新規サービスを行うなど、財団のプレ
ゼンス向上に向けた取組を実施すること
ができた。

○賛助会員数は、2020年度の達成目標
である700社に対して642社と目標達成
できなかったが、コロナ禍においても19
社・団体もの新規会員を獲得できたこと
は財団によるアプローチの成果であると
言える。

○賛助会員数
642社・団体
（60増）
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団体名： 公益財団法人　東京観光財団 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

○到達目標の達成に向けた最終年度の総仕上げとして、経営課題の解決に資する各戦略を着実に推進した。
○新型コロナウイルス感染症の影響により様々な制限がある中で、国内外とのネットワークや現場ノウハウを活用した事業の実施、政策実現に向けた都との連携や
都への企画提案など取組を着実に推進するとともに、創意工夫を重ね一定の成果を挙げた点を高く評価する。

戦略①　強固な執行体制の確立
　組織理念を浸透させるための取組や、内容や実施方法を工夫しながら専門性向上研修を実施したこと、契約事務の見直しを着実に進めるなど、強固な執行体制の
確立に取り組んだ。

戦略②　現場力や外国人材を活用した企画提案の実施
　これまでの共同研究の成果の蓄積に加え、新型コロナウイルス感染症の影響や賛助会員へのアンケート結果など観光事業者の声を踏まえつつ、都への企画提案を
実施した。

戦略③　外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の最大化
　新型コロナウイルス感染症の影響により、海外への積極的なプロモーションが困難な中、ターゲットやテーマを絞るなどの創意工夫により、東京への関心を維持
し感染症収束後の訪都に繋がるプロモーションを実施し、「リーチ数」は18.5億人、「『東京』ファン数」は168.5万人となった。

戦略④　MICE誘致件数の拡大
　新型コロナウイルス感染症の影響により、MICE誘致活動に大きな制約がある中で、国際会議誘致を６件、ユニークベニュー支援を４件実施した。また、オンライ
ンプロモーションや人材育成、デジタル化への対応などポストコロナを見据えた取組を着実かつ効果的に実施した。

戦略⑤　地域の観光振興のための取組強化
　コロナ禍における地域の観光に係るニーズの変化を把握し、オンラインを活用した取り組みを支援するとともに、コロナ収束後を視野に入れた観光資源の発掘・
磨き上げを実施した。また、観光産業の早期回復に向けた「都内観光促進事業」（もっと楽しもう！TokyoTokyo）について、コロナ禍により観光を取り巻く状況が
大きく変化する中、感染症拡大の状況を踏まえ適切に実施した。

戦略⑥　賛助会員ネットワークの拡充
　賛助会員向けアンケートを通じ新型コロナウイルス感染症の経営への影響及びニーズの把握を行い、ビジネスセミナーなどの新たなサービスを実施するなどによ
り、642社の賛助会員数を維持した。
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

人材育成における課
題の抽出とその対応
の検討

・職員団体と協議の
上、人材育成方針を
策定し、それ基づき
職員の育成に着手

職員団体の理解も得
て、人材育成方針に
基づく職員の育成に
着手した。

・自己申告にこれまでなかった中間期の申告、
各自が業務の達成度を自己分析する自己採点
を取り入れるとともに、管理職が各職員の成果
や昇任に関する考え等を反映した人材情報を導
入し、人材育成を図った。

・新たな自己申告や人材情報を蓄積するととも
に、職員の育成に活用することで、組織力の向
上を図っていく。

新たな人材育成体系
の構築

・設計した人材育成
体系の実現に向け
た、東京都及び職員
団体との協議と必要
な規程の整備

東京都及び職員団体
と協議するとともに、
人事考課制度を見直
し運用を開始した。

・新たな自己申告や人材育成の基礎となる人材
情報等が一体となった人事考課制度の構築を
図った。

・新たな人事考課制度の下、自己申告や人材情
報を活用し、人材育成を推進していく。

新たな人材育成に向
けた職員研修制度の
検討

・国や研究機関等と
の連携により、他団
体が実施する研修等
に職員を参加させ、
知識やスキルを向上

コロナ禍において、研
修の中止が相次ぐ
中、国などが主催し
た講習会に参加し
た。

・農林水産省主催の検疫・安全講習会や文化庁
主催のミュージアム・エデュケーション研修に参
加し、知識やスキルの向上に努めた。

有

・コロナ禍が続く中、研修への参加は限られてい
るが、継続してOFF-JTプランに基づいた研修等
への参加を促し、職員の知識やスキルの向上
に努めていく。

新たな人材育成体系
に基づく職員管理

・人材育成委員会に
おいて個々の職員の
育成を見据えた配置
管理を行うとともに、
育成状況の確認を併
せて実施

・新たに作成した人材
情報などの情報を活
用し、個々の職員に
適した配置管理を実
施した。

・職員の配置管理に新たな自己申告や人材情
報を活用するとともに、職員情報を登録した人
事台帳システムを新たに構築した。

・自己申告や人材情報、人事台帳システムを活
用しながら、適切な配置管理を実施していく。

外部登用等、柔軟な
人事配置体制の検討

・専門的人材の登用
に際し必要となる規
程等の整備
・動物園のネットワー
クを活用した、外部か
らの専門的人材の登
用

・外部登用した職員を
中心とした教育プロ
グラムを展開した。

・外部登用した人材の知識を活用し、中高生向
けのパンフレットを作成するなどの活動を実施し
た。

・今後も必要に応じ、動物園・水族園事業の推
進に必要な人員の登用を検討・実施していく。

新たな人材育成体系の構築 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京動物園協会 評価年度：2020年度

長期的視野に立った着実な人材育成 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

人材育成方針に基づき、人事考課、配置管理、研修など関係する各制度を強化することにより、きめ細かな人材育成を行う体制を構築した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

　・平成18年度に指定管理者制度が導
入され、協会が飼育展示も含めた園の
管理運営全般を担うこととなり、飼育系
の職員は、都派遣から固有に移行する
ことになった。

・これにより固有職員の人材育成・技術
の継承が求められることになったが、協
会として抜本的な対応に苦慮していた。

・そこで、固有職員のすべての職種を対
象として、人材育成の現状と課題、制度
的な対応策を内容とする総合的な人材
育成方針を策定した。

・今後は、新たな自己申告や人材情報に
基づく職員の自己分析、スキルアップの
取組に関する職員と所属長との認識の
共有等が可能となり、今後の人材育成
の強化に繋げていく。

・また、職員の配置管理についても、、本
人の意向、これまでの経験やスキル、所
属長の意見等を踏まえ、長期的な視点
で実施していく。

・キャリアコースの策定とそれを踏まえた研修や職員管理等の各制度から成る新たな人材育成体系の構築を完了し、運用を開始
・職員構成等を踏まえ、組織運営にあたり必要な外部人材を柔軟に登用

終了

・新たに外部専門人材
を登用するための制
度運用を検討・整理

・人材育成委員会を設
置し、生物系職員の異
動について配置調整
を実施

・OFF-JTプランに基づ
き着実に研修を実施
・環境対策や樹木の
安全管理など４園共
通の研修を実施

・人材育成方針（案）に
基づく適切な育成の実
現に向け、人事考課
制度を再構築

・協会の固有職員全
体を対象とする総合的
な人材育成方針（案）
を策定
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

4園連携による幅広
い教育普及活動の展
開

・統括部門としての権限強化
によるセンター機能の発揮に
向けた方向性の整理
・新たな4園連携プログラムの
調整
・国際会議への参加など、国
内外の動物園教育・環境教育
の把握と情報の共有

・４園の教育普及係長が参加する教
育普及WGの打合せを年６回実施し
今後の教育普及事業の方向性を検
討
・４園の教育普及事業に関する発表
を行う「東京動物園水族園教育普及
研究会」を初開催
・国際会議へはコロナ禍により不参
加、国内の会議についてはオンライ
ンにより参加

・教育普及オンラインシンポジウム「動物園・水族園における
動物を介した教育活動」を開催し、全国の動物園・水族館に
おけるふれあい活動のあり方について議論を行った。2021
年度以降も継続予定
・「東京動物園水族園教育普及研究会」はYouTubeにより行
い、４園の教育普及活動に関する情報交換を行う事ができ
た。

有

・教育普及センターが統括する教育普及分科会と教育普及
ＷＧを核にして、教育普及活動の方向性を定め、4園連携プ
ログラムの計画的な実施を進める
・今後も、ふれあい活動に関するシンポジウムの開催、「東
京動物園水族園教育普及研究会」での研究発表を継続す
る。
・国内外の動物園教育・環境教育の会議に直接もしくはオン
ラインで参加し、最新の情報の把握に努める

教育普及プログラム
の評価検証及び改善
のプロセス構築

・各園の教育普及プログラム
の評価
・課題はPDCAサイクルにより
改善
・前年度の満足度調査結果を
踏まえ目標値を設定

・2019年度のドリームナイトのテキス
トマインニングによる分析・評価を実
施し、課題の改善に向けた取組を推
進
・各種プログラムのコロナ禍による中
止や内容変更により、2019年度対比
は未実施

・新型コロナ感染拡大防止の観点から休園期間が長くなり、
開園期間中も参加型の教育プログラムの多くを中止とした
ため、2019年度の実施状況との対比による調査検証が十分
にできなかった。

有
・各園の教育普及プログラムに関して、来園での参加形式と
ともに、オンラインでの参加形式における評価検証について
検討する。

学校教育との連携強
化

・教育庁や各地域の教育委員
会、理科教員によるグループ
研修会等の連携強化
・4園の実習の窓口等、学校
教育機関と各園を繋ぐセン
ターのハブ機能確保
・外部の専門家を活用し、中
高生向け新規プログラムを作
成

・コロナ禍における学校の遠足等動
物園利用状況に関する情報収集・ヒ
アリング実施
・東京学校支援機構の運営する
ティープロサポーターバンクに登録
・中高生向け冊子「中学生・高校生
のための動物園・水族園活用ガイド
の制作・発行

・夏の教員セミナーはコロナ禍にあって中止としたが、学校
の授業に活かせる動画集を制作し配信を開始した。
・ティープロサポーターバンクへの登録により、学校のニー
ズに合わせた出張授業等を積極的に実施する態勢を整え
た（２校３例の支援活動を実施）。
・活用ガイドは年度内に発行し、2021年3月末にウェブで公
開した。今後印刷した冊子を都内各校（1350校）へ配布する
予定。

有

・コロナ禍における学校の現状の情報収集を行い、動物園
利用のニーズを把握するとともに、2020年度に作成したウェ
ブ利用できる各種の学習コンテンツの普及に努める。
・来園時だけでなくオンラインでの学習支援に積極的に取り
組む。
・中高生向け活用ガイドをもとに、来園・オンライン両面での
学習対応を行う。

体系的な教育プログ
ラムの構築

・各園で体系的プログラムを
展開
・2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会にあわせた外
国人向け教育普及プログラム
の実施
・教育普及センターによる各
園中長期計画の進行管理

・オンラインコンテンツの企画及び実
施
・「都立動物園等における環境学習
等に関する新たな手法を用いた情報
発信用務委託」の企画・立案とコンテ
ンツの作成
・オリパラ延期のため外国人プログ
ラム見合わせ
・教育普及WGにより各園の教育普
及事業の進行管理を実施

・新型コロナ感染拡大防止のため、イベントの実施が困難と
なる中、各園でオンラインの講習会等を行った。
・2020年度中に新たに実施した委託事業についてはVR映像
等さまざまなコンテンツを制作し、情報発信を行った。

有

・教育普及センターで調整を図った生物多様性を伝える4園
連携プログラムの実施する。
・飼育動物の種名ラベルの統一化を進める
・「都立動物園等における環境学習等に関する新たな手法
を用いた情報発信用務委託」の成果である東京ZooVieの普
及啓発に努め、4園での新たな学びの機会を提供する。
・外国人向け東京産動物紹介パンフレットの英語版を作成
する。

企業のCSR活動や
NPO団体、ボランティ
ア等との連携の推進
など

・ボランティアに関連する各部
署の役割分担の整理
・外部講師による研修等、ボ
ランティア等が実施する教育
プログラムの向上への支援
・各種団体との連携のさらな
る強化

・ボランティア支援・育成に関して
協働事業係との役割分担を明確
化
・ボランティア向け研修動画を作
成・公開
・コロナ禍を踏まえ、各種団体と
の接触を自粛

・コロナ禍の中でのボランティア研修動画4本を制作・配信
し、オンラインでの研修の充実を図った。
・コロナ禍では企業等の連携を進めることは難しく、2021年
度以降の調整とした。

有

・コロナ禍でのボランティア育成のための研修動画の制作を
継続する。
・ボランティア活動再開後、標本の貸出などのプログラムへ
の支援を行う。
・コロナ禍での企業等との連携の方策について検討を行う。

教育普及活動部門の体制強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京動物園協会 評価年度：2020年度

社会教育施設としての教育普及活動の組織体制の強化 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・2019年度に策定した教育普及方針をもとに教育普及センターが核となり4園の教育普及事業を進めた。
・抽出された教育普及プログラムの評価と検証を行った。
・コロナ感染拡大防止により園内実施の教育普及プログラムが中止となるなか、オンラインでのプログラムの企画・実施、動画での教材配信等に取り組んだ。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・2019年度に策定した教育普及方針をもと
に教育普及センターが核となり4園の教育普
及事業を進めた。以前より開催していた教
育普及分科会に加え、教育普及WGを立ち
上げ検討を行うという進行管理の仕組みを
整えた。

・重要な教育普及活動のひとつである「動物
とのふれあい」について、オンラインシンポジ
ウムを開催し、全国の動物園・水族館にお
けるふれあいのあり方について議論を行っ
た。継続実施することで、動物福祉にも配慮
した活動につなげていく。

・教育普及プログラムの評価検証について
は１つのプログラムについて検討を行うこと
ができたが、コロナ禍により2019年度対比と
いう形ので調査検証はできなかった。

・教員対象セミナーについては、コロナ禍に
あって夏は中止したが、代わりに学校の授
業に活かせる動画集を制作し配信を開始し
た。

・野生生物保全に関する4園連携教育プログ
ラムを教育普及センターが調整し、年間を通
じて実施することができた。

・コロナ禍により園内での活動ができないボ
ランティアに対して研修動画を制作・配信
し、知識・スキルの向上を図った。

これらの取り組みにより教育普及部門の強
化が図られ、2020年度の目標はおおむね達
成することができた。

コロナ禍において、対面によるプログラムの
実施ができなくなり、どのように対応すべき
か模索が続いた。動画制作やオンラインに
よるプログラムの実施に取り組み、一定の
成果をあげたが、スキル不足があり、実施
方法など教育普及スタッフへの研修の場を
設け、スキルアップを図りたい。

・4園の教育普及事業を統括する部門として教育普及センターを2019年度に設置し、社会教育施設としての機能を強化
・教育普及プログラムの評価検証及び改善を行い、教育普及プログラムの参加者満足度（2018年度よりアンケート実施予定）の対前年比を向上させる

見直し 4

・イベント開催時の外部との
連携
・ボランティア団体とも協議
の上、活動内容を改善

・4園連携プログラムの構築
・飼育動物の種名ラベルの
統一化
・中長期計画の策定
・外国人向け東京産動物紹
介パンフレットの英語版の作
成準備

・教員セミナーへの参加者
増への取り組み
・学校飼育動物の飼育状況
と問題点の抽出
・4園の取組状況の取りまと
め

・評価対象の教育普及プロ
グラムの抽出
・教育プログラムの評価法
の検討

―
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団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

東京動物園協会野生
生物保全基金による
助成制度の見直し

各項目の目標：
・申請件数30件以上
・助成対象件数10件
・助成金総額1,000万円
・助成対象内容のレベルアップ

・申請件数41件
・助成対象件数11件
・助成金額総額約1,060万円
・保全緊急度の高い生物種へ
の積極的な支援を決定
・コロナの影響により支障の生
じた活動に期間延長を承認（4
件）

・公募PRにつとめ、一般部門40件、パートナー部門1件、合
計41件の申請を得た。
・審査委員会による審査の結果一般部門10件、パートナー
部門1件を選定した。助成金総額は、2017年度選定の約
200万円から目標の1.5倍を大きく超える約1,060万円となっ
た。
・保全緊急度の観点から重要な活動申請の割合が増加し
た。
・全助成対象者から活動状況を聴取し、申請手続を定めた
上で活動期間延長（最長1年）の承認手続を行った。

有

・公募PRに際しては公募案内対象者リストの見直しやスー
パーサイエンスハイスクール新規指定校の追加等を継続
する。
・コロナ影響による活動状況の変化については活動者に対
するフォローアップを継続し、適切な支援を実施する。
・コロナ影響により例年の「活動報告会」に代えてウェブ上
で動画による「成果報告会」を実施したが、引き続き、状況
に応じた形で各活動内容の報告や基金のPRを図る。

幅広く民間などからも
資金を得る制度の検
討

・前年度の結果をふまえ、DM
送付先の拡大や告知手法の
拡充を図る
・提携事業の実施

・SNSでの呼びかけを継続
・東商新聞に広告を掲載
・三井住友信託銀行との遺贈
寄付連携を開始

・SNSでの寄付の呼びかけを実施。
・DM活動の一環として東京商工会議所の加盟企業約8万
社に送付される東商新聞に広告を記載した。
・三井住友信託銀行と遺贈提携を結び、三井住友信託銀
行ウェブサイトの遺贈提携一覧ページに基金案内を掲載し
ていただくとともに、基金ページから遺贈案内ページへのリ
ンクを設置した。

・引き続きSNSや各種媒体における認知度向上を図り、資
金を得るための努力を継続する。
・遺贈に関するPR手法の検討を継続する。

外部からの資金獲得
制度に関する検討

・取組みの効果を検証し、より
有効な手法の開発に取り組み
ながら、積極的に資金獲得活
動を展開

・検証の結果、寄付への効果
はSNSが高いため積極的に活
用

・SNSによる寄付よびかけによる効果の高さから積極的に
告知を実施した。
・PRの結果、オンライン寄付の年度総額は約140万円と
なった。

・SNSを含め、ウェブ媒体の活用を継続するとともに、その
効果について検証を継続する。

収益事業から基金へ
の繰入れ制度の検討

収益事業の成績に応じた繰入
れ（当期純利益の5%）を実施

・繰入ルールに基づき、繰入
れは実施せず

・臨時休園等の要因により収益事業が赤字であることか
ら、繰入れは実施しなかった。

有 ・収益事業の状況に応じた取扱を継続する。

公益財団の固有公益
事業としての、保全活
動等への基金活用の
検討

・外部への助成金交付による
支援に加え、基金を活用した
法人独自の保全活動を実施

・基金内に新たな部門を設け、
協会の定める独自テーマのも
と、連携して保全に取り組む
パートナーを選定

・新部門「東京動物園協会保全パートナー部門」（助成金
額は上限150万円／年、継続3年間）を設置した。協会の定
める独自テーマ「都立動物園・水族園における希少野生生
物の域外保全活動」を定め、公募を実施した。

・パートナーには「東京動物園協会保全パートナー」の肩書
の積極的な利用を促し、協会及び当基金との関係を明確
化するとともにPRを図る。
・パートナーによる活動の実質的な成果を目指して連携を
図る。

東京動物園協会野生生物保全基金等の拡充 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京動物園協会 評価年度：2020年度

幅広い財源を活用した固有公益事業の充実 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・東京動物園協会野生生物保全基金について、助成支援制度および財源確保の両面からの見直しを図り、助成規模（助成金総額）については現行の1.5倍以上とし、国内外における野生生物保全活動を一層推進
・同基金を当協会の固有公益事業に活用し、法人独自の保全活動を展開することによって「人と野生動物の共存への貢献」に一層寄与する
・その他の基金事業も含め外部からの資金獲得制度について検討

見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・拡充した助成制度を確実に進行させ、申請件数や内容については計画を上回る実績を得た。
・基金認知度の向上を図るとともに、寄付呼びかけを通じてオンライン寄付は年間約140万円に達した。
・新部門「東京動物園協会保全パートナー部門」を設置・公募し、協会の定める独自テーマのもと、協会が主体的に関わる保全活動をスタートさせた。
・コロナの影響により影響を受けた助成対象者には活動期間の延長を承認するとともに、活動報告会はウェブ上で実施した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・新助成制度に基づいて助
成金を交付するとともに報告
書確認等、適切な進行管理
を実施
・年度末の公募にあたっては
更なるPRを図り、申請件数
は前年度の約1.4倍に拡大

・基金PRや公募時のDM送付を積極的に
展開した結果、申請件数は高校からの申
請も含め、目標を超える41件に達した。

・助成対象となる活動場所は日本各地の
みならず、国外での保全活動も含まれる
こととなった。これを通じて、第2次都立動
物園マスタープランにも謳われる生息域
外・域内保全に一層寄与していく。

・寄付金獲得のためにSNSや広告などで
基金の認知度向上に努めるとともに、寄
付への呼びかけを積極的に実施した。ま
た、オンライン寄付システムの導入によっ
て寄付手続が簡便化し、年間約140万円
の資金獲得に繋がった。

・新型コロナウイルス感染症対応として
の長期臨時休園等に伴う収益事業の状
況から、基金への繰入れを実施すること
ができなかった。

・基金に新部門を設置し、協会の定める
独自テーマに基づいてパートナーを定
め、法人独自の保全活動を開始すること
ができた。

・以上の取り組みにより、基金の認知度
の向上、助成対象活動の充実、積極的
な寄付獲得等を実現するとともに、固有
公益事業の充実を進めることができた。

・DM活動として東京商工会
議所加盟企業に配付される
機関誌に広告を掲載
・ウェブとSNSで寄付の呼び
かけを実施
・オンライン寄付システムを
開始
・信託銀行との提携のため
のヒアリング実施

・事例調査をふまえ、直接的
な営業活動として東京商工
会議所への訪問面談を実施

・繰入ルールに基づいた繰
入れを実施

・協会が主体的に保全活動
に取り組むための制度や規
模を検討
・関係機関との協議を実施
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団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

「認定希少種保全動
植物園」として環境省
保護増殖事業や日本
動物園水族館協会へ
の貢献

･小笠原産希少種カタマイマイ
類の展示に向けた国や東京都
との調整
・未認定の園について、環境
省と調整の上、認定取得

・カタマイマイの展示に向けた
準備を実施（臨時休園のため
未公開）
・葛西及び井の頭は認定済
み、上野及び多摩については
2021年度認定見込

・小笠原産希少種カタマイマイについて、普及啓発のための
展示の準備を進めたが、12/26～の臨時休園により未公開と
なっている。
・葛西（1/13付）、井の頭（3/29付）認定済み。上野及び多摩
については対象種が多いこともあり、環境省での確認作業に
時間がかかっているが申請書は提出済みで、2021年度認定
見込み。

・小笠原産希少種については、オガサワラカワラヒワ、オ
ガサワラオオコウモリなどについて環境省から照会が来
ており、今後保全の取組を検討する。
・４園で認定希少種保全動植物園の認定を受けることで、
環境省の進める国内希少野生動植物の保護増殖事業へ
一層の協力を果たしていく。

第2次ズーストック計
画に基づく取組による
野生生物保全への貢
献

・中国と東京都間のジャイアン
トパンダ繁殖研究プロジェクト
の円滑な契約更新へ協力する
など、ズーストック対象種の保
全活動実施
・前年度の評価検証結果から
取組みの改善を実施

・ジャイアントパンダ繁殖研究
プロジェクトに協力し契約を更
新
・ズーストック計画対象の30種
について計画推進ハンドブック
を新たに作成

・東京都と中国野生動物保護協会が進めるジャイアントパン
ダ繁殖研究プロジェクトの諸手続きに協力した。
・ズーストック計画について、2019年度の評価検証結果から
部内会議において進捗管理をしていくこととし、計画推進のた
めの基礎データをまとめた「ズーストック計画推進ハンドブッ
ク」の作成に着手、30種について作成を完了した。

・引き続きジャイアントパンダ繁殖研究プロジェクトに協力
し、新たな子の繁殖に向けた取組みを進める。
・「ズーストック計画推進ハンドブック」については、毎年30
種程度について作成し、2023年度までに飼育する全ての
ズーストック種について作成を完了させる。

希少種保全の取り組
みに関する情報発信
力の強化

・キーパーズトーク 4園合計の
実施回数5,000回
・シンポジウム等を各園で実
施
・前年度の満足度調査結果を
踏まえ目標値を設定

・コロナ禍によりキーパーズ
トーク等のイベントは中止
・講演会等はオンラインで実施
したが、内容変更のため2019
年度対比は未実施

・コロナウイルス感染拡大防止のため、キーパーズトークを含
めた対面型のプログラムはほぼ全て中止とした。
・これに代わり、SNSやオンライン会議ツールを活用した各種
の新たなプログラムやイベントを実施した。

有

・遠隔地からの参加など、オンラインイベントならではの特
性も考慮し、今後のコロナウイルス感染状況を見ながら、
適宜、実開催イベントとオンラインイベントを使い分け、効
果的な情報発信を行っていく。

地球環境問題への対
応の推進

・各園で地球環境に関する普
及啓発活動を推進
・職員が使用するプラスチック
バッグ、ペットボトル削減に向
けての取組の推進

・展示を通し、地球環境に関す
る普及啓発を推進
・地球環境対策委員会にタス
クフォースを設置し「地球環境
対策行動戦略」の検討を推進

・多摩の常設展「すすめ、地球生命体 きみも隊員だ」や葛西
の海洋プラスチック展示等により環境問題に関する情報発信
を推進した。
・職員から融資を公募しタスクフォースを設定することで、職
員の意識向上を図るとともに、検討内容に職員の行動変革を
加え、職員のプラスチック使用自粛等に繋げた。

・通常の展示や解説板のほか、特設展やSNSを通じた情
報発信などにおいて、様々な形での地球環境問題の普及
啓発を推進する。
・地球環境対策委員会タスクフォースの提言を踏まえ、自
らの事業活動における環境負荷の低減策等についても
検討を進めていく。

大学や研究機関との
連携強化

・海外の団体・研究機関等との
連携強化

・コロナ禍による渡航制限等に
より、海外等との新規連携実
績なし

・リモート開催となった国際会議に職員が参加
・星槎大学との新たな連携について協議実施（コロナの状況
もあり、協定等未締結）
・引き続き、2019年度に行った研究発表の一覧をHPに掲載

有
・WEBを活用し、海外の団体・研究機関との連携を図ると
ともに、新型コロナウイルス感染症の収束状況に応じ、海
外出張・派遣等を実施する。

改正種の保存法が定める「認定希少種保全動植物園等」としての活動の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京動物園協会 評価年度：2020年度

野生生物の研究活動や保全活動の一層の推進 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・「認定希少種保全動植物園」の早期認定により、種の保存に関する動物園等の公的機能を明確化し、社会的な認知度を向上させる
・環境省の進める希少野生動植物の保護増殖事業への一層の貢献
・大学や研究機関との連携拡充により、学術的・技術的な機能強化を図る
・来園者向けの情報発信の強化のため、キーパーズトークの実施回数増に取組み、4園合計年間5,000回の実施を目指す
・シンポジウム等の参加者の満足度や理解度（2018年度よりアンケート実施予定）の対前年比を向上させる

見直し 2，4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・葛西臨海水族園及び井の頭自然文化園について環境省より「認定希少種保全動植物園」認定、恩賜上野動物園及び多摩動物公園についても2021年度に認定を受ける見込みである。
・国や大学、研究機関との連携により、希少野生動物の保全活動を推進。
・コロナウイルス感染拡大防止のため、キーパーズトークを含めた対面型のプログラムについては、2020年度はすべて中止としたが、ICTを活用した情報発信に積極的に取り組んだ。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・認定について、各園環境省
と事前確認作業を実施、葛
西については申請書を提出
・保護増殖事業ではオガサ
ワラシジミの域外保全として
新宿御苑での飼育開始を
バックアップ

・環境省の定める「認定希少種保全動植物
園等」制度に４園が申請を行い、葛西及び井
の頭において認定を受けた。上野及び多摩
については対象種が多いこともあり、認定に
至っていないが、2021年度に認定見込みで
ある。これにより種の保存に関する動物園等
の公的機能を明確化し、社会的認知度の一
層の向上を図る。また認定園館は希少種の
移動等の手続きが簡略化されるため、これを
活用し希少種の保護増殖活動をより一層推
進する。

・ズーストック計画推進ハンドブックを作成す
ることにより「第２次ズーストック計画」を着実
に推進する体制を整えた。

・希少種の保全に関する情報発信について
は、コロナ禍により対面型のイベントは中止
をせざるを得なくなったが、SNSでの情報発
信や、オンライン会議ツールを活用した講演
会などに積極的に取り組んだ。

・野生生物の保全にとって欠かせない地球環
境の保全について、展示を通じた普及啓発を
実施した他、職員有志のタスクフォースによ
り都立動物園における地球環境対策を検討
し、職員の意識向上にも繋げた。

・コロナ禍においても、WEB等を活用し、国内
外の団体・研究機関との連携強化に取り組
んだ。

・以上の取組みにより、国（環境省）が進める
希少種の保護増殖活動や、東京都の第２次
ズーストック計画を推進する基盤を着実に
し、野生生物の保全事業を一層推進すること
ができた。

・ズーストック対象種の保全
活動に取り組み、ライチョウ、
チンパンジー、ウミガラス他、
ズーストック対象種のうち46
種の繁殖に成功

・キーパーズトークは4園合
計で昨年度実績を上回る
4,301回実施
・シンポジウム等を各園で実
施
・野生生物保全センター企画
展の利用者アンケートを実施

―

・前年度に行った研究発表の
一覧をHPに掲載
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戦　略 ⑤／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

日本動物園水族館協
会を通じた国内ネット
ワークの更なる強化

・「認定希少種保全動物園」と
しての他園との動物の活発な
移動による、種の保存事業の
推進
・東京開催予定の日動水総会
の運営

・井の頭においてアマミトゲネ
ズミの飼育を開始
・日動水総会を上野で開催

・環境省と日動水が進めるトゲネズミ類の域外保全事業に
協力し、井の頭においてアマミトゲネズミの飼育を開始、希
少種保全動植物園の認定を活用し、他園との個体交換を実
施した。
・日動水の総会については、上野において新型コロナウイル
ス感染症対策として規模を縮小し開催した。

有

・４園で「認定希少種保全動植物園等」に認定を受け、小笠
原産希少野生動物など、環境省の進める国内希少種保護
増殖事業に貢献する。
・日動水を通じた国内ネットワークを一層強化し、国内園館
が連携した野生動物の保全事業を推進する。

動物福祉に配慮した
取組の推進

・「東京動物園協会動物福祉
ポリシー」の策定
･都の整備計画について、動
物福祉の観点から提案を実
施

・「動物飼育展示に関する倫
理・福祉ポリシー」を策定
・「パンダのもり」に動物福祉
の観点から洞穴を設置

・都立動物園・水族園における動物福祉の規範として「動物
飼育展示に関する倫理・福祉ポリシー」を策定した。
・「パンダのもり」整備にあたり、動物福祉の観点から放飼場
に洞穴を設置することを提案、GP保護サポート基金からの
寄付により設置した。

・動物福祉の保持のため、各園に動物福祉事務担当を設置
するとともに、協会内に「動物福祉委員会」を設置する。
・上野と多摩においては、WAZA（世界動物園水族館協会）
の定める動物福祉評価監査を2023年度末までに実施する。

国際会議・シンポジウ
ム等への職員派遣

・WAZAの年次総会等に職員
を派遣するなど、国際会議へ
の参加や海外派遣研修を通
じた国際的発言力の向上
・中国大熊猫繁育技術委員会
年次大会での研究発表

・海外派遣等についてはコロ
ナによる渡航制限により中止

・一部WEB会議となったWAZA（世界動物園水族館協会）や
SEAZA（東南アジア動物園水族館協会）に職員がリモート参
加し、国際的な動物園の最新情報を共有した。
・2019年度実施した職員の海外派遣研修の報告を協会内グ
ループウェアやWEB会議により実施した。

有
・WEBを活用し、海外の団体・研究機関との連携を図るととも
に、新型コロナウイルス感染症の収束状況に応じ、海外出
張・派遣等を実施する。

国際的動物学的情報
管理システムを活用
した連携強化

・ZIMSが有する動物個体デー
タ等の活用や、国内外の各園
館との共有を順次実施
・11種の動物種について、
ZIMSを活用した血統登録管
理へ移行

・当協会職員が日動水の種別
計画管理者を務める動物種
について、ZIMSを活用した血
統登録管理への移行を順次
実施

・当協会の職員が日本動物園水族館協会の種別計画管理
者を担当しているゴリラ、チンパンジー、アジアゾウ、キリ
ン、モウコノウマ等について、ZIMSを活用した国際血統登録
管理へ移行した。

・今後、当協会職員が計画管理者になっていない動物種に
ついても、獣医学的情報等、ZIMSの機能をさらに活用し、国
際的な情報共有を図っていく。

連携協定等による国
内外ネットワークの強
化

・連携協定の成果を活かし、
ブリーディングローン、職員交
流、技術協力など各種事業を
展開
・水産研究・教育機構との連
携による特設展を葛西で開催

・札幌市円山動物園と多摩に
おいてゾウ飼育に関する連携
協定を実施
・水産研究・教育機構との連
携による特設展を葛西で開催

・多摩で2021年度オープン予定の新アジアゾウ舎に関連し、
同様の規模の施設を持つ札幌市円山動物園との間で、ゾウ
の飼育管理に関する連携・協働に関する協定を締結した。
・連携協定を結んでいる水産研究・教育機構とのコラボによ
る特設展「魚が食べたい!! きみはおさかなエージェント」を開
催した。

有

・これまでに締結している連携協定等を活用し、また、新た
な連携の可能性も模索しつつ、国内外の園館等とのブリー
ディングローン、職員交流、技術協力などの連携事業を展
開していく。

国内外ネットワークの更なる強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京動物園協会 評価年度：2020年度

国内外の動物園・水族館のネットワークの強化 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークを強化し、国内の種保存事業等を推進
・特に動物福祉に配慮した展示施設の整備について、東京都の整備計画への提案を実施
・国際会議への出席や、世界動物園水族館協会を通じた国際ネットワークを強化し、日本を代表する動物園としてリーダーシップを発揮
・国内外動物園・水族館や関連機関との連携協定の締結を進め、新たに5件の連携協定を締結することにより、希少野生生物の繁殖計画を推進

見直し 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・国（環境省）や日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークを強化し、国内の種保存事業等を推進
・動物福祉に配慮した展示施設の整備等に向けて協会内部規程「動物飼育展示に関する倫理・福祉ポリシー」を策定
・国内外動物園・水族館や関連機関との連携を強化し、2018年度以降、新たに11件の連携協定を締結

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・日動水のJCP（動物収集計
画）において、複数の希少種
の計画管理者として、国内
動物園ネットワークの生息
域外保全を推進 ・（公社）日本動物園水族館協会を通じ、

国内の動物園・水族館とのネットワーク
を一層密にし、国内の園館が協力して野
生動物の保全事業等に取り組む体制を
強化した。

・国際ネットワークの強化には欠かせな
い動物福祉への配慮について、新たに
「動物飼育展示に関する倫理・福祉ポリ
シー」を策定し、都立動物園・水族園に
おける動物福祉の基盤を整備した。

・コロナ禍により職員の海外派遣・出張
等は実施できなかったが、オンラインに
より国際会議に参加するなど、可能な限
りの国際交流に努めた。

・国際的な飼育動物の情報管理システ
ムであるZIMSでの血統登録管理に移行
することで、国内外の動物園等との飼育
動物に関する情報共有を推進した。

・本プラン計画期間の３年間で国内外の
動物園等と新たに11件の連携協定等を
締結し、動物交換や職員交流、技術協
力などの連携事業を展開した。

・以上の取組みにより、今後の動物園・
水族園運営に欠かせない国内外関係施
設との連携を一層強化することができ、
目標を概ね達成することができた。

「東京動物園協会動物福祉
ポリシー」の策定に向けた検
討の開始

・動物園・水族館に関係する
国際会議へ職員を派遣
・国際博物館会議京都大会
でのPR活動を実施

・日本動物園水族館協会の
ZIMS活用研修会参加
・東京動物園協会ZIMS担当
者会議の開催

・国内外動物園等とのMOU
等、新たな協定を5件締結
・ブリーディングローン契約
15件新規締結
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戦　略 ⑥／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

より広範な利用者満
足度調査を活用した、
ＰＤＣＡサイクルによる
改善

･調査結果を元に、短期的に
着手できる課題から改善を実
施
・中長期的な課題については
予算要求や整備計画等へ反
映

・2019年度に検討した調査結
果から、新たなSNSを活用した
情報発信サービスを開始

・「サービス向上委員会」において、2019年度検討した
アクションプランのうち、若年層向けのサービスとしてイ
ンスタグラムを活用した情報発信を開始した上、来園
者や職員へのアンケート等により評価検証、改善を実
施した。

有

・2020年度の評価検証により検討したアクションプラン
のうちから、新たなサービスを実施予定。
・このプロセスを毎年繰り返すことにより、新たなサービ
スの導入と改善のサイクルを確立。
・アクションプラン検討の過程において、必要に応じ予
算要求や整備計画への反映へ繋げる。

「苦情・要望データ
ベース」の構築・運用
及びHP等での公表

・実施した苦情・要望への対応
をマニュアル化し、サービスの
向上に繋げる。
・引き続き、未実施の課題につ
いて、改善を実施する。
・苦情・要望及び利用者満足
度調査結果をHP上で公開

・ご意見ご要望による改善事
例をHPで公開
・苦情・要望への各園の対応
を平準化するとともに、改善に
活用するための苦情・要望等
対応マニュアルを作成

・引き続き苦情・要望DBを活用し、各種の業務改善を
実施した。
・お寄せいただいたご意見・ご要望、利用者満足度調
査結果に加え、ご意見・ご要望による改善事例をHPで
公開した。
・「苦情・要望等対応マニュアル」を作成し、苦情受付か
らデータベース登録、申出者への回答、協会内や都へ
の報告等についてルール化した。

・引き続き、利用者からの苦情・要望等をデータベース
を活用し共有し、業務改善に活用していく。

５Ｇ等の新たな技術
の導入によるサービ
ス提供

・５Ｇ等の新たな技術の導入に
向けた検討を実施

・都より５Ｇを活用した事業調
査業務を受託
・５Ｇを活用した混雑状況通知
システムを構築（上野）

・「都立動物園における５Ｇ及び先端技術を活用した事
業調査委託」を受託、2021年度実施予定の実証実験
実施計画案を策定した。
・KDDI㈱との事業実施に関する基本協定を締結し、混
雑状況通知サービスを構築した（再開園後稼働予定）。

有
・2020年度の検討結果を踏まえ、ＡＩ認証技術を活用
し、展示生物の説明を端末に表示するサービスの実証
実験を2021年度に実施する。

前売り券やクレジット
カード、電子マネーの
導入

・前売り券の導入に向けた諸
条件の調査を実施
・上野以外の３園におけるＱＲ
コード決済の導入

・新型コロナ対策として整理券
制度を導入
・オンラインチケット導入に向
けた契約を締結
・キャッシュレスの拡充を推進

・新型コロナウイルスによる臨時休園からの再開園に
あたり、上野・葛西において整理券予約システムを導
入した。
・オンラインチケット導入に向けた都との協議を進め、
事業者との契約を締結した。
・各園自動券売機にキャッシュレス端末を設置し順次ク
レジット決済を開始した。

有

・２０２１年夏を目途に各園でオンラインチケット（前売り
券）システムを導入
・現在の臨時休園からの再開園後に、自動券売機での
電子マネー決済、及び上野以外の３園の手売窓口で
のQRコード決済を導入予定

増加する外国人来園
者及び2020オリンピッ
クに向けた対応

・Tokyo Zoo Welcome Center
における訪日外国人来園者対
応を本格的に実施
・上野において、外国人来園
者向け特設展示を実施

・コロナ禍による外国人客の減
によりTokyo Zoo Welcome
Centerのサービスを変更
・工事予定の変更により特設
展示は延期

・コロナ禍による渡航制限により訪日外国人来園者は
ほぼゼロとなったため、Tokyo Zoo Welcome Centerで
はサービスの規模を縮小し、周辺観光情報などを日本
人向け情報提供サービスを実施した。
・表門工事予定地で開催予定であった外国人来園者向
け特設展示は工事スケジュールの変更により2021年
度に延期した。

有
・Tokyo Zoo Welcome Centerにおいて構築した、外国
語ツアー等の訪日外国人来年者向けサービスのノウ
ハウを、コロナ後のインバウンド対応に活用していく。

利用者満足度調査を活用したＰＤＣＡサイクルによる利用者サービスの向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京動物園協会 評価年度：2020年度

展示やサービスのより一層の魅力向上による利用者満足度の向上 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・新たに設置する「サービス向上委員会」により、多様化するニーズを把握するための新たな利用者満足度調査を実施し、各園の特性に応じた課題をＰＤＣＡサイクルにより改善し利用者サービスの向上に繋げ
る。
・苦情、要望及び利用者満足度調査結果の情報公開を推進し、都立動物園に対する信頼度の向上と利用促進を目指す。
・2020オリンピック・パラリンピック競技大会までに電子マネー等の導入を行う。
・増加する外国人来園者に対応するため、2020オリンピック・パラリンピック競技大会期間に、上野にツーリストインフォメーションを設置する。 見直し 5

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・新規に設置した「サービス向上委員会」により、利用者満足度調査を活用し、新たなサービスを導入・改善するPDCAサイクルを確立した。
・苦情・要望データベースを構築し、寄せられたご意見・ご要望を協会内で共有するとともに、主な意見や改善事例をホームページにおいて公開した。
・入場券販売時におけるキャッシュレス対応を順次拡充するとともに、オンラインチケット導入の準備を進めた。
・上野動物園内に訪日外国人来園者向け案内所「Tokyo Zoo Welcome Center」を設置した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・「サービス向上委員会」におい
て新たな利用者満足度調査を
実施、調査結果からアクション
プランを策定
・井の頭の彫刻園において学
芸員による新たな企画を実施

・2019年度より活動を開始した「サービス
向上委員会」において、新たな利用者満
足度調査を実施するとともに、その結果
からアクションプランを策定、新たな利用
者サービスを実施するなど、利用者サー
ビス向上に向けてのサイクルを確立し
た。

・苦情・要望データベースを構築し、寄せ
られるご意見・ご要望を協会内で共有す
るとともに、HPでの情報公開を行い、透
明性及び信頼度の向上に努めた。また、
苦情・要望等対応マニュアルを整備し、
意見等を着実に業務改善につなげる体
制を整備した。

・５Ｇ等の先端技術を活用した新たな利
用者サービスの検討を行ったほか、入場
券購入時の多様な決済サービスの導入
や、オンラインチケット（前売り券）導入に
向けた準備を進めるなど、キャッシュレ
ス、タッチレス等の取組により、DXを推進
した。

・当初2020年度に開催予定だった東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会にあわ
せ、2020年１月に上野に外国人向けの
ツーリストインフォメーション「Tokyo Zoo
Welcome Center」を設置するなど、訪日
外国人来園者向けのサービスの向上を
図った。

以上の様々な取組により、多様化する利
用者のニーズに応えるための体制を整備
し、目標を概ね達成することができた。

・対応が必要な苦情や要望に
ついて、都度関係部署と調整
し、改善を実施
・対応の一部をHP上で公表

―

・4園の入場券手売窓口におい
てキャッシュレスを9月より導入
・上野の入場券手売窓口にお
いてQRコード決済実証実験を
11月より開始

・上野動物園内に外国人向け
案内所を設置し、英語・中国語
による案内や園内ツアー等の
サービスを開始
・多摩及び井の頭の園内サイン
の多言語化のための案を策定
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団体名： 公益財団法人東京動物園協会 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)
・政策連携団体活用戦略に掲げる「高度な飼育繁殖技術や国内外とのネットワークを活用し、持続可能な社会の実現や東京の魅力向上に貢献する団体」に資する取組が着実に行われており、「３
年後の到達目標」の達成に向けた取組を大きく前進させた。

具体的には、
・戦略①「新たな人材育成体系の構築」では、固有職員のすべての職種を対象として、人材育成の現状と課題、制度的な対応策を内容とする総合的な人材育成方針を策定した。さらに、人事考課
に基づき、配置管理、研修など、関係する各制度を強化することにより、きめ細かな人材育成を行う体制を構築するなど、人材育成に向けた新たな取組が具体の成果を伴って取組が進捗し、大き
く前進した。

戦略②「教育普及活動部門の体制強化」では、2019年度に策定した教育普及方針をもとに教育普及センターが核となり4園の教育普及事業を進めた。コロナ感染拡大防止により園内実施の教育普
及プログラムが中止となる中、オンラインでのプログラムの企画・実施、動画での教材配信等を行うなど、閉園時にも社会教育施設としての使命を果たすべく機能強化に向けた取組を大きく前進
させた。
※学校向け教材配信等・・・動画教材配信：小・中学校２３件、教員向け研修動画：４件、オンライン授業：３５件・受講者：２，２５４名
　オンラインイベント・講演会・・・２０件

戦略③「東京動物園協会野生生物保全基金等の拡充」では、基金PRや公募時のDM送付を積極的に展開するほか、寄付金獲得のためにSNSや広告などで基金の認知度向上させるなど、寄付への呼び
かけを積極的に実施した。さらに、オンライン寄付システムの導入によって寄付手続が簡便化し、幅広い財源を活用した固有公益事業の充実に向けて着実に取組を進捗させた。

戦略④「改正種の保存法が定める「認定希少種保全動植物園等」としての活動の強化」では、環境省の定める「認定希少種保全動植物園等」制度に葛西臨海水族園及び井の頭自然文化園の認定を
受け、種の保存に関する動物園等の公的機能を明確化し、社会的認知度の向上を図る取組を大きく前進させた。また、コロナ禍においても、WEB等を活用し、国内外の団体・研究機関との連携強
化により、野生生物の研究や保全に向けた取組が着実に進捗した。

戦略⑤「国内外ネットワークの更なる強化」では、WAZA（世界動物園水族館協会）の指針を基に、「動物飼育展示に関する倫理・福祉ポリシー」を新たに策定し、都立動物園・水族園において、
国際ネットワークの強化には欠かせない動物福祉の基盤を整備することにより、国内外関係施設との連携を一層強化する取組を大きく前進させた。

戦略⑥「利用者満足度調査を活用したPDCAサイクルによる利用者サービスの向上」では、苦情・要望データベースを構築し、寄せられるご意見・ご要望を協会内で共有するとともに、HPでの情報
公開を行い、透明性及び信頼度の向上に資する取組を着実に進捗させた。また、苦情・要望等対応マニュアルを整備し、意見等を着実に業務改善につなげる体制を整備し、多様化する利用者の
ニーズに応えるための体制を整備する取組を前進させた。

なお、コロナ禍における令和2年度決算は、動物園休園等による減収を理由に赤字収支となったが、その中でも園外店やネット販売などによる販路拡大等の取組により財源を捻出したほか、アル
バイト雇用規模縮小による人件費削減や日用品の仕入れ原価の圧縮に努めるなど、赤字縮減に取り組んだことは、局においても評価している。今後も、より健全な財政運営に向け、正味財産の確
保や活用の方策について、今後起こりうる不測の事態も想定し、団体とともに協議していく。
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戦　略 ① ／ 3

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

○業務効率化に向け
たペーパレス化を推進
(前年度比10％減)
○旅費精算及び入札
業務に係る電子決裁
システムを導入
○文書管理に係る電
子決裁システムを構築
○キャッシュレス対応
機を導入（駐車場、売
店等に計14台）

●今後もAI導入の検討やICT
利活用の促進、複数ある業
務システムの連携等に取り
組み、業務効率化とコスト削
減に取り組んでいく。
●動画配信などの新たな取
組の経験を踏まえ、「新しい
日常」での多様な楽しみ方を
提供していく。
●決済方法等について技術
の進展や利用者ニーズに対
応し、お客様サービスの向上
を図っていく。

通信ツールの見直しによる通信費の
削減や維持管理業務の一部委託化
等による維持管理費の削減などコス
ト削減策を実施 ●維持管理費の削減に向けたロボット芝刈り機の活用拡大に向け、

HONDAと共同開発
・運用試験（8公園）
　光が丘、小山田緑地、小山内裏、清澄庭園、水元、善福寺川緑地
・実証実験（2公園）
　日比谷、浜離宮恩賜庭園
・閉鎖区域へ拡大導入（9公園）
　善福寺川緑地、水元、光が丘、日比谷、小金井、神代植物、
　浜離宮恩賜庭園、清澄庭園、小平霊園）

●通信費の削減とお客様サービスの向上に向け、スマートフォン314台を
導入

●新型コロナウィルス感染症
の影響を踏まえ、今後のコス
ト削減の方向性や具体的な
内容を検討し、組織の最適
化や業務の合理化によるコ
スト削減に取り組んでいく。
●積極的に企業との連携や
新技術の導入に取り組んで
いく。

●短時間勤務職員制度や年間休日制度等、多様な働き方を盛り込んだ
新人事制度を導入

有

電子決裁導入による業務効率化の
実現（初年度電子決裁率30%達成）

●文書管理システムの導入による業務効率化の進展（電子決裁率95%）

継続

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

②

これまでの指定管理事業では、風格ある景観の創出や安全・安心の徹底を主眼に置いた重厚な組織運営を着実に実施してきたが、新たな時代の公園マネジメントにおいては、都市経営の視点からのエリ
アマネジメントや、地域の特性やニーズに応じた公園施設の設置など、多様なニーズに柔軟に応える公園マネジメントの実施が求められる。これらを実施するための原資を生み出すため、ワイズスペンディ
ングの観点から組織改編や運営体制の見直しを含む抜本的な経営改革を推進し、全社を挙げたコスト削減に取り組み1億円を捻出する。

「経営改革プラン」評価シート
公益財団法人　東京都公園協会 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

多様化する公園マネジメントへ対応できる組織への転換

新たな時代の公園マネジメントに対応するための原資（人員・予算）の確保

AI、RPA等の技術活
用による生産性の向
上

有

キャッシュレス対応の推進（クレジッ
ト、電子マネー対応機等の導入） 97
台
①9庭園（40台）
②神代植物公園（7台）
③駐車場（50台）

●全ての駐車場、売店に、クレジットカード、QRコード、交通系ICなどの
キャッシュレス対応機を 152台導入
①9庭園（47台）
②神代植物公園（7台）
③駐車場（49台）
④売店（45台）
⑤その他(4台）

組織の最適化・人的
資源の再編成等によ
る業務効率化および
コスト削減

●2019、2020年度の2か年で合計約3億円を削減

●本社とエリアで別々に対応していた履行確認事務を一本化し、業務を
合理化
●電気料金や機械警備など、共通事務の一括契約による経費の削減
●3層構造（本社・ブロック・現場）から2層構造（本社・現場）への組織再
編及び人員再配置の実施

これらによる管理費削減効果
2018年度比　▲1億円

多様な働き方を盛り込んだ新人事制
度の導入

●新人事制度の導入にあたり職
員説明会を7回実施した。
●スマートフォンを導入する事で
固定電話回線をお客様対応の為
に開ける事ができ、サービスの向
上につなげた。
●ロボット芝刈り機の導入にあ
たっては、過年度も含めた検証を
もとに、都と調整を行った。

【働き方改革】
（人件費等）
　　　　　　　▲98,300千円
【調達方法の見直し等】
（電気料金、事業所夜間警備）
　   　　　　▲200,500千円
　　　合計　 ▲298,800千円

●手書きの申込書等をデジタル
化するにあたり、読み取るレベル
が実用に達しなかった。
●下半期からの文書管理システ
ム導入に向け、動画マニュアル
を含めた教育資料を作成し、全
職員に研修を行った。
●財務会計システムの基本設計
を行い、費用対効果の検討を
行った。
●設置個所ごとの需要に応じて
設置した。

○組織体制・人員配置
プランを策定し、東京
都と調整を実施
○新人事制度導入に
向けた社内及び東京
都との調整を実施

○窓口の一部ＡＩ化等
に向けたチャットボット
システムの構築・導入
○民間企業と共同し、
自動芝刈り機の実証
実験を実施し導入

●RPA,AI-OCRの活用について、導入に適した業務を検討し、霊園課に
て試行、費用対効果を鑑み導入を見送り

RPA,AI-OCRの活用について検討・
試行

霊園窓口チャットボットの機能向上
（アクセス数前年比120％・利用期間
拡大）

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画

3年間にわたる全社を挙げた経営改革の取組により、コロナ禍による影響もあるものの目標を大きく上回るコスト削減を達成した。組織改編や働き方改革による時間外労働の削減、調達方法
の見直し等による電力、上下水道、事業所夜間警備コストの削減など、業務効率化を推進することで2019、2020年の2か年合計で、目標の3倍の約3億円の削減効果を生み出した。

2020年度
実績

要因分析

■3ヶ年の自己評価

◆総括的評価
組織再編や運営体制の見直しなど、抜本的

な経営改革を実行し、多様化する公園マネジ
メントへ対応できる組織へと転換を図り、利用
者サービスの拡大を図ってきた。

組織を2層化して、業務のスピードアップや
効率化を図った。主要公園には、課長級の公
園長を配置し、公園の顔として、地域との連携
を強め、地域特性や多様なニーズに応える公
園管理を実施した。

2018年度から順調に改革を進め、2019年度
はかなりの部分で成果を上げてきたが、2020
年度は新型コロナウイルス対策のため、庭園
や営業施設等の閉鎖などにより収益が大きく
減少した。また、従前からの「多くの人を公園
に集めて賑わいを創る」という基本的考え方
は、コロナ禍における新たな日常では不可能
になり、全面的に改める必要に迫られた。そ
のため、イベントをオンラインによる方法へ変
更するなど、現在も模索が続いている。

新型コロナウイルス感染症拡大による財政
悪化及び感染拡大防止対策の実施により、一
部の取組については３年後の到達目標に届
いていないが、大方の取組については目標を
達成した。

◆戦略①評価
●2019、2020年の取組によるコスト削減1億
円を目標とし、組織再編、時間外労働の削
減、電力、事業所夜間警備費など、調達方法
の見直しにより、約3億円のコストを削減した。
●新たな財源を活用し、プランに基づく人材の
確保やイベントの実施や飲食店の設置・リ
ニューアルに取り組むとともに、コロナ禍にお
いては政策と連動した感染症拡大防止対策
やテレワーク・オンライン会議の環境整備等に
対応した。
●組織的には、ICTの活用や組織再編への取
組を通して、業務改革や効率化を積極的に進
める風土が醸成され、今後も想定される大き
な環境変化に対応できる強い組織体への転
換が大きく前進した。

財務会計システムと台帳管理システ
ムを、文書管理システムと連携させ
るためのシステム改修を実施

●文書管理システムと台帳管理システムの連携のため、起案文書等をノ
ウハウとして活用するための閲覧機能を付加

●利用期間を拡大（6/1～8/31→6/1～通年）
●チャットボットの利便性向上のため、Q＆Aの数を2019年度合計185件
から2020年度は326件に増やし、アクセス数前年比145％（2019年度6,944
件、2020年度10,098件）

重複業務の合理化、係の統廃合等
による組織再編・人員再配置の実施
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戦　略 ② ／ 3

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

スキル・ノウハウを継
承する人材の専門性
の向上と活用

○ 内 部 人 材 の ス ペ
シャリスト化にむけた
以下の取組を推進
①外部研修・シンポジ
ウムへの参加
②公園管理運営士研
修の強化・充実
③ＳＤＧｓ研修の実施

社内人材からエリアマネジメントを推
進するコーディネーターを育成し、優
先的に配置する必要のある公園に
配置・活用

●スペシャリスト配置公園選定（10箇所）
葛西臨海、小金井、浮間、城北中央、砧、木場、府中の森、代々木、日

比谷、神代植物公園
●コーディネーター養成研修プログラムを作成

外部登用スペシャリスト等が講師となり、職員21名に対し「エリアマネジ
メント研修」を実施

●地域や企業と積極的に連
携し、各公園の持つポテン
シャルを最大限に発揮させる
マネジメントを行うため、採用
したスペシャリストによる研修
等を行い、新たな人材の育
成に取り組んでいく。
●公園管理運営士未配置の
10公園については2021年度
の人事異動で検討する。

●主要5公園に公園長を配置
●コロナ禍での困難がある中、地域や企業連携の推進、広報の積極的
展開

●これまでの協議会立ち上
げとプロジェクト推進の経験
を活かし、他の公園において
も地域との交流を活性化さ
せ、コミュニティの発展、強化
に取り組んでいく。また、参
加者の固定化による排他的
な運営を防ぐため、地域の
人々が話し合いを進められ
るように促す。
●ウィズコロナの状況におい
て、Webを活用した協議会開
催を模索する必要がある。

採用・育成したスペ
シャリストを活用し、
公園とまちを活性化
するためのエリアマネ
ジメント協議会による
公園運営の推進

引き続き、優先的に実施する必要の
ある公園で3協議会立ち上げ、公園
と地域の交流を活性化させる取組を
推進する。
①葛西臨海公園
②小金井公園
③浮間公園

●以下の4公園で協議会を立ち上げ、地域と協働によるプロジェクトを実
施
①葛西臨海公園…JR東日本等6社と協議会を立ち上げ、
    公園協会アプリを活用した「葛西臨海公園クイズ王」等を開催
②小金井公園…小金井観光まちおこし協会、東京学芸大こども未来研究
所と協議会を立ち上げ、小金井公園と街をつなぐ 「桜めぐりマップ」を作
成
③浮間公園…北区・板橋区の街づくりや広報、子育て支援を担う民間企
業、NPO、4団体と連携し、サードプレイスづくり 「うきまガーデンカフェプロ
ジェクト」を始動、クラウドファンディングを成功させ、春のガーデンカフェ
開催
④木場公園…NPOや近隣保育園、町会等17団体と魅力ある地域づくり
のための「木場公園エリアマネジメントプロジェクト」を立ち上げ、
 「子ども」をテーマに遊び場づくり等のプロジェクトを実施

●協議会を立ち上げるにあたり、
公園を取り巻く地域を十分にリ
サーチすることで、地域とのつな
がりを作りだし、地域とともに公
園の特性に基づいたエリアマネ
ジメントの基礎作りをを行うことが
できた。

有

○エリアマネジメント協
議会を２つ立ち上げ、
公園と地域の交流を
活性化させる取組を推
進
①城北中央公園
②砧公園
○木場公園について
は立ち上げに向け、ス
テークホルダーヒアリ
ング、メンバー募集イ
ベント等を実施

民間のプロフェッショナルの活用を
具体的に検討するため、活用範囲
や事例の検討を実施

●各部署でつながりのある有識者、民間プロフェッショナルの情報共有方
法を検討
●新型コロナウィルス感染症拡大により、民間プロフェッショナルを必要と
する大型イベントを中止することになり、採用を見送り

●公園を横断的に支援する部署
へ配置されたスペシャリストが地
域連携の実践を積み、ノウハウ
を蓄積・共有できた。
●スペシャリストと公園が連携
し、公園発のエリアマネジメント
の基礎作りに注力できた。

コロナ
影響

無
公園マネジメントを担うスキル・ノウ
ハウを有する公園管理運営士を育
成し（トータル120名）、各公園に2名
程度ずつ配置

●公園管理運営士育成のための研修等を実施
●対象者が公園管理運営士認定試験を受験し、新たに23名が資格取得
（トータル127名）
●管理を行う41公園のうち31公園に配置

多面的活用等の施策を迅速・ダイナ
ミックに推進するため、主要5公園
（日比谷、代々木、木場、葛西、小金
井）に公園長を配置

●日比谷公園…テレビ「新・美の
巨人たち」を誘致。公園の歴史・
文化的視点をクローズアップした
構成になるよう関与した。
●代々木公園…新規収益事業
の計画の立案を関連部署と連携
して実施した。
●木場公園…地域のイラスト
レーターやイベントボランティアと
「つながるライトバルーン」等の
アートプロジェクトを実施した。

対応方針 団体自己評価

都民ニーズに応える
スペシャリストの登用

○外部からエリアマネ
ジメントの実績を有す
るスペシャリストを3名
採用し、エリアマネジメ
ントを推進する部署に
配置

優先的に配置する必要のある公園
にスペシャリスト（行政と市民をつな
ぐコーディネーター等を想定）を採
用・配置3名

●スペシャリストを3名採用し、公園を横断的に支援するため本社へ配
置、公園と地域・企業等との連携促進や社内人材へのエリアマネジメント
の教育等を推進

有

●今後も課題に応じてスペ
シャリスト人材の外部登用を
検討していく。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

ＩＣＴ専門人材を本社に1名配置し、Ｓ
ｏｃｉｅｔｙ5.0の実現に向けた取組を推
進

■3ヶ年の自己評価

◆戦略②評価
●公園の多面的活用や多様なニーズに柔軟
に応える公園マネジメントが求められる中で、
エリアマネジメントやイベントの実現を進める
スキルが高いスペシャリスト人材を外部から
の採用や社内人材の育成で確保した。また、
日比谷公園等の５公園には公園長ポストを新
設し、長期的な視点で公園の魅力アップに取
り組んでいくための人員配置を行った。
●公園管理運営士の資格取得を推進するこ
とで、公園管理におけるさまざまな課題に対
応するための知識をつけた職員の数を拡充し
た。
●スペシャリスト人材を始めとした職員が活躍
し、地域や企業との協議会が立ち上がり、地
域の魅力を向上させる活動が活発化した。合
わせて、柔軟な発想で、クラウドファンディング
での新しい資金獲得の取り組みも実現させる
など、スペシャリスト人材や公園長による新た
な時代の公園マネジメントが始まっている。

●ＩＣＴ専門人材を1名採用、本社に配置し、社内システム構築等を推進

東京都公園審議会答申や都市公園法の改正に基づき、公園の多面的活用の促進を見据え、より柔軟に都市公園を使いこなすためのプランニングとマネジメントを実施することのできる、新たなステージを
支える人材の育成と活用を図り、都市公園の管理の質の向上を図る。これらを実現した成果指標として、コーディネーターを活用する公園の顧客満足度調査の総合満足度（5点満点、例：代々木公園2017
年度4.6ポイント、2016年度4.7ポイント、2015年度4.6ポイント）を2020年度前年比0.1ポイント向上させる。

継続 ①

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

顧客満足度調査の総合満足度は５段階評価で4.7であり、前年度4.6ポイントから0.1ポイント向上し目標を達成した。緊急事態宣言発令中は各種イベントの中止、スポーツ施設や公園遊具の
使用禁止、駐車場、売店、BBQ広場の閉鎖など、全面的に都の方針に基づき、人が集まらないような対策を実施した。そのような状況の中、公園長の配置やエリアマネジメントの推進など、新
たな取組の実施により来園者のニーズに応えることができた。

新たなステージを支える人材の確保 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
公益財団法人　東京都公園協会 評価年度：2020年度

公園の多面的活用やエリアマネジメントを推進するスペシャリストの不足 第２期プランとの関係
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戦　略 ③ ／ 3

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

地域の特性やニーズに応じたソフト・ハードの整備推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
公益財団法人　東京都公園協会 評価年度：2020年度

多面的活用の促進に向けた積極的投資への転換 第２期プランとの関係

公園の多面的活用が促進される社会的なニーズに対応し、公園毎の地域特性やニーズに応じて、新たなイベントの実施や公園施設の設置などを通じて、公園とまちの活性化を促進する。これらの成果を
示す指標として、新たにイベントを実施した公園等で、公園毎の顧客満足度調査における「催事・イベント等の充実度」評価（5点満点）を2019年度前年比0.1ポイント、2020年度前年比0.1ポイント向上させ
る。（参考数値：主要10公園平均2017年度4.2ポイント、2016年度4.3ポイント、2015年度4.2ポイント）

継続 ①③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

3年間に、大型イベントの実施や飲食店の新規設置やリニューアル等を通して、公園とまちの活性化を促進した。大型イベントを実施した公園における顧客満足度調査の「催事・イベント等の
充実度」の数値はおおむね向上したが、2020年度においては下降している。コロナの影響で、全公園においてイベントをはじめとした催し等を中止せざるを得なくなったことが満足度低下の要
因と考えられる。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

賑わいを創出するソ
フト事業の展開

○新たな大型イベント
の実施2公園
①日比谷音楽祭（日比
谷公園）
6月1日・2日
②大江戸文化芸術祭
（浜離宮恩賜庭園）
8月23日～25日

公園とまちの魅力アップに貢献する
新たな大型イベントの実施4公園
（候補地）
①葛西臨海公園
ほか3公園

●公園とまちの魅力アップに貢献する新たなソフト事業を展開
①葛西臨海公園・・・「かさりんウォークラリー」等（総参加者1006人、

WEB広告閲覧数:約11万人)等により、デジタルと公園散策をミックスし
た新たな公園の楽しみ方を提案
②砧公園・・・「みんなのひろば」（ユニバーサル遊具広場）利用促進のた
め、次の取組を実施
　　・障がい者当事者団体と遊具体験を兼ねた意見交換会
　　・利用者（健常者・障がい者）に対するモニタリング調査実施
　　・ガイド冊子の作成 及び お披露目会の開催
③浮間公園・・・地元企業や市民団体と連携して、地域住民のニーズをも
とに、子どもの体験活動や飲食空間等を創出し、寛ぎツールの体験イベ
ントやチューリップ花壇制作ワークショップを実施
④神代植物公園・・・コロナ禍でも楽しめる地域の魅力向上の取組として、
深大寺そば組合、深大寺等と協力した新たな回遊プログラムを
実施して、延べ6,000人以上が参加
●ランニングレクチャー等、121本の動画をYouTubeで配信
●協会独自のアプリ「TOKYO PARKS PLAY」で公園や地域の魅力を発見
しながら遊べるコンテンツをCASIOと開発し6本配信
●緑と水の市民カレッジの講座をWEBで9本配信

●新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、大型イベントは中止
した。

有

● 今 後 も 利 用 者 ニ ー ズ に
沿った取組や、「新しい日常」
へ対応したコンテンツを開発
していく。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

■3ヶ年の自己評価

◆戦略③評価
●2018年度と2019年度では、大江戸文化芸
術祭や日比谷音楽祭等の大規模イベントの
開催や店舗のリニューアル、新設等、新たな
時代の公園マネジメントに資する投資を行い、
新たな賑わいを創出し、公園とまちの活性化
を促進した。
●2020年度はコロナ禍にあり、公園利用の動
向やニーズの変化を捉え、スマートフォンアプ
リを使用した密にならない回遊型イベントや、
動画を始めとするオンラインでの新たな楽しみ
方の提供等、ソフト事業を展開し、安全な環境
に配慮した取組を進めた。
●売店・飲食店等での環境配慮型容器の導
入を推進し、脱プラスティック製品へという時
代の要請に応えた。また、2021年4月1日に
SDGｓ宣言を行い、17の取組のうち「3すべて
の人に健康と福祉を」「11住み続けられるまち
づくりを」「15陸の豊かさも守ろう」を中心に東
京の魅力を向上する緑と水の空間を生み出
すことを宣言した。

民間企業と連携した飲食サービスの
充実等による水辺エリアの活性化
（賑わいの創出）

●隅田川テラスにおけるカフェ、オリパラの延期に伴い2021年度実施に
変更
●葛西臨海公園船着場においては、民間事業者と引き続き調整

●隅田川テラス、葛西臨海公園
船着場とも、新型コロナウイルス
感染拡大及びオリパラの延期に
より実施を取りやめた。

●隅田川テラス：2021年度に
建設局受託事業として実施
予定
●葛西臨海船着場：民間事
業者の経営状況を勘案して
実施検討
●葛西臨海公園、日比谷公
園では2021年度も実施を予
定している。

●今後もSDGｓの実現に向け
た取組を行っていく。

有

②水辺再生事業の実施及び公園等
の水辺環境の維持管理を通じて、在
来種の保全、水質の浄化等に取り
組み、生態系の保護・回復を図る。
成果目標：水辺再生事業の実施7池

●水辺再生事業として、生態系の保護回復に向け、かいぼりを７池で実
施
・水元公園（５池）
・和田堀公園池（１池）
・狭山公園（１池）

有
東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会
レガシーの創出・活用

―

「花によるおもてなし」を演出する真
夏の大規模花壇等の整備2か所
①葛西臨海公園ひまわり花壇、デザ
イン花壇
②日比谷公園の花装飾

●大規模花壇等１か所（7,370㎡）を整備・公開
①葛西臨海公園
　　・ひまわり花壇（4,570㎡、8/8～9/10公開）
　　・デザイン花壇（2,800㎡、7/11～9/10公開）を整備・公開
②日比谷公園
　　・ユリロード（2,005㎡、6月下旬～7月公開）

●オリパラ延期決定前に契約し
たなど着手済のものを除き中止
した。

公園のストック効果や
価値を高め、持続可
能な成長を実現する
取組（SDGsの実現に
向けた取組）の推進

○受託事業係を設置
して水辺再生事業を推
進する体制を構築した
ほか、ボランティアとの
協働により水辺再生事
業を実施
・ 多 言 語 対 応 サ イ ン
275基整備
・トイレの洋式化4公園
59基

・SDGｓの実現に向けて、本年度は、
社会的貢献度の大きい下記の取組
を推進する。
①公園の売店や飲食店で使用して
いる主なプラスチック資材を植物由
来や紙製資材へ変更し、化学物質
や廃棄物による大気、水、土壌への
放出の削減に貢献する。
成果目標：プラスチック使用アイテム
数を7割削減

●公園の売店や飲食店で使用するプラスチック包材71種類のうち、63種
類をトウモロコシなどの植物由来のものや自然に還る生分解性プラスチッ
クのものに切り替えた。（プラスチック使用アイテムを9割削減）

●目標として設定はしていない
が、 2019 年度から検討を重ね
2021 年 4 月 1 日 に SDGs 宣 言 を
行った。

＜参考＞

2018 2019 2020
代々木公園 ★4.4 4.7 4.4
駒沢オリンピック公園 ★4.1 4.5 4.2
日比谷公園 ★4.5 ★4.6 4.3
浜離宮恩賜庭園 4.9 ★4.7 4.9
小金井公園 4.2 ☆4.1 3.8
葛西臨海公園 4.8 4.7 ☆4.3
砧公園 4.2 4.1 ☆4.0
浮間公園 3.9 4.1 ☆3.9
神代植物公園 4.1 4.1 ☆3.9

★…大型イベント実施

☆…大型イベント中止

顧客満足度調査ポイント
（催事・イベント等の充実度）
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団体名：

「経営改革プラン」評価シート
公益財団法人東京都公園協会

一次評価(所管局評価)

・政策連携団体活用戦略に掲げる「都のパートナーとして利用者に望まれる公園づくりを担うとともに、河川の安全・安心を確保し魅力向上に貢献する団体」に資
するよう、団体のノウハウを発揮し、新たな魅力の創出や公園マネジメントの展開に貢献する取組を着実に実施するなど、「３年後の到達目標」の達成に向けた取
組を大きく前進させた。

具体的には、
・戦略①「新たな時代の公園マネジメントに対応するための原資（人員・予算）の確保」では、重複業務の一本化や、3層構造（本社・ブロック・現場）から2層構
造（本社・現場）への組織再編及び人員の再配置による業務効率化を推進した。また、スマートフォンの導入による通信費削減や、自動芝刈り機の活用拡大による
維持管理経費削減、霊園窓口チャットボットの機能向上や電子決裁の導入、キャッシュレス化の拡充などＡＩ導入・ＩＣＴ化等による業務効率化・コスト削減を実
施した。計画（2018年度比△1億円）を大きく上回るコスト削減（同△3億円）を達成、具体の成果を伴って取組が進捗し、大きく前進した。

・戦略②「新たなステージを支える人材の確保」では、エリアマネジメントやイベントの実現を進めるスペシャリスト3名を講師とし、社内人材からエリアマネジ
メントを推進するコーディネーター21名を育成するほか、スペシャリストを配置する10公園を選定した。また、公園マネジメントを担うスキル、ノウハウを有する
公園管理士育成のための研修を実施し、認定試験受験を促進、計画（120人）を超える127人の公園管理運営士を輩出し31公園に配置した。さらに、主要５公園（日
比谷、代々木、木場、葛西、小金井）に公園長ポストを新設し、長期的な視点で公園の魅力アップに取り組む人員配置を実施するほか、エリアマネジメント協議会
を新たに4公園で立ち上げ、人材の専門性の向上と活用に取り組み、具体の成果を伴って取組が進捗し、大きく前進した。

・戦略③「地域の特性やニーズに応じたソフト・ハードの整備推進」では、コロナ禍にあり大型イベントが中止となる中、公園利用の動向やニーズの変化を捉え、
スマートフォンアプリを使用した密にならない回遊型イベントや、動画を始めとするオンラインでの新たな楽しみ方の提供等、ソフト事業を展開し、安全な環境に
配慮しつつ公園の魅力向上、活性化に向けた取組を前進させた。一方、顧客満足度調査では各公園のポイントが前年度を下回り、目標である前年度比0.1ポイント
向上を達成できなかった。また、公園の売店や飲食店で自然に還る生分解性プラスチック等を導入し、プラスチック使用アイテムを9割削減するほか、生態系回復
に向け計画通りかいぼりを7池で実施した。大型イベント中止により顧客満足度は低下したが、環境の変化を踏まえた新たな楽しみ方を目指したソフト事業を展開
し、公園の価値を高め、持続可能な成長を実現する具体的な取組が着実に進んだ。
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戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

ガバナンス機能の強
化

・ 自然災害等の外的リスク
の管理強化及び不適正事
案等の内的リスクの管理強
化
・ 「コンプライアンス推進委
員会」の機能強化の検討
・ 食品ロス削減など災害備
蓄食料品の管理強化

・ Web会議システムを導
入・運用開始。 モバイル
Wi-fiを導入しテレワーク環
境を整備
・ コンプライアンス推進委
員会の構成見直しを実施
（監事の委員追加）するとと
もにコンプライアンスの取
組状況について、期中業務
監査において監事による監
査を実施
・ 災害備蓄品管理システム
を導入し、災害備蓄食料品
の在庫・賞味期限管理の強
化と効率化の実施

・ Web会議システムの導入・運用を開始し、非常時の事業継
続性を強化した（6月・3月理事会）。また、モバイルWi-fiを導
入し、テレワーク環境の整備を実施した （8月：100台、12月：
100台）。
・ コンプライアンス強化・向上を図るため、コンプライアンス
推進委員会の構成の見直しを実施し、監事を委員として加
え、新たな構成でのコンプライアンス推進委員会を開催した
（6月・3月）。また、期中業務監査において監事によるコンプ
ライアンスの取組状況の監査を実施した（11月）。
・ コンプライアンス推進月間として、①「コンプライアンス ハ
ンドブック」の職員への配布、②全職員を対象とした「自己点
検」を実施し、職員のコンプライアンス意識の醸成を図るとと
もに、③「規程類の整備状況点検」、④「個人情報・情報セ
キュリティ点検」を実施し、適正な規程類の整備等を実施し
た （8月）。
・ 食品ロスと廃棄費用を削減するため、災害備蓄品管理シ
ステムを導入（4月）し、賞味期限が近付いた災害備蓄食料
品を寄附するための登録を行った。

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏
まえ、6月と3月に開催する定時理事会をWeb会
議システムにて実施し、事業継続性の強化を
図った。今後も新型コロナウイルス感染症の拡
大状況等を踏まえ、内部・外部との会議等に
Web会議システムの積極的な活用を図ってい
く。

・ コンプライアンス推進委員会の構成見直しを
実施（監事の委員追加）し、委員会機能の強化
を実施した。今後も定期的な委員会開催と、自
己点検を実施しコンプライアンス推進を図って
いく。

・ 食品ロスと廃棄費用を削減するため、引き続
き災害備蓄品管理システムを活用し、賞味期
限が近付いた災害備蓄食料品の寄附を行う。

事業の見える化 ・ 2019年度の事業の見え
る化の取組や広報展開の
検討結果等を踏まえ、都民
等への効果的な情報発信
を本格実施

・ 公社ホームページ等を通
じて事業別経常収益、主要
事業の実績等のデータを公
表し、事業成果の見える化
を推進
・ さらなる情報発信体制強
化のため、インスタグラム
のアカウントを開設
・ 新型コロナウイルス感染
症の拡大を受け 「Web道路
見学ツアー」を試行実施

・ 2019年度に実施した広報展開の検討結果を踏まえ、新規
媒体を活用した情報発信に向けインスタグラムのアカウント
を開設した（10月）。新型コロナウイルス感染症の収束状況
等の社会情勢を踏まえつつ、過去のイベントの様子など、適
宜情報発信を行った。

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各種イベン
ト等が中止となり、効果的な情報発信が困難な状況となった
ことから、動画配信サイト（YouTube）で視聴可能な道路見学
ツアーをHP上で試行実施した（11月）。

有

・ 公社ホームページ等を通じて事業別の経常
収益や主要事業の実績等のデータを既に公表
し、事業の見える化を進めている。今後は、事
業別収支の公表等、更なる事業の見える化を
推進するとともに、SNS等を活用し、都民等に
対する公社事業の効果的な情報発信を継続し
て行う。

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏
まえ、「新しい日常」に対応した動画配信等のコ
ンテンツ強化の検討を行うとともに、各種媒体
を活用し、都民等への効果的な情報発信を行
う。

最適な経営形態の検
討

・ 2019年度の検討結果を
踏まえ、方針決定

・ 公社の長期的な事業展
開を検討のうえ、将来目指
すべき姿を明確化し、方針
を決定

・ 「東京都政策連携団体活用戦略」等を踏まえ、公社の事
業成果、現在の経営課題、今後の事業展開の検討を実施
し、無電柱化事業をはじめとする都の道路事業を推進して
いくとともに、区市町村への技術支援における支援メニュー
の拡充に向け、最適な事業執行体制の整備を進めていくこ
とを方向性として整理した。

・環七及び多摩地域の無電柱化工事本格化や連立事業用
地取得の受託拡大に向けた執行体制の確保を図るため、
2021年度調整人員要求に反映し、都と調整のうえ、決定し
た。

・ 今後も都の施策や「東京都政策連携団体活
用戦略」等を踏まえ、道路事業、駐車対策事業
等の着実な推進に向けた最適な事業執行体制
の整備を進めていく。

　都から示される中長期的な方針も踏まえ、団体としてのガバナンス機能を強化するとともに、事業の見える化等により、公社の有効性・必要性を明確にし、都民に広く情報発信する。

・ 団体のガバナンス機能強化のため、理事会・評議員会・コンプライアンス推進委員会の構成見直しを実施した。
・ Web会議システムの導入・試行運用を開始し、非常時の事業継続性を強化した。また、モバイルWi-fiを導入し、テレワーク環境の整備を実施した。
・公社ホームページ等を通じて事業別経常収益、主要事業の実績等のデータを公表し、事業成果の見える化を推進した。また、さらなる情報発信体制強化のため、新規媒体（インスタグラ
ム）を活用した情報発信を開始するとともに、新しい日常に対応した「Web道路管理ツアー」を試行実施した。
・ 公社の事業成果、現在の経営課題、今後の事業展開の検討を実施し、無電柱化事業、用地取得事業をはじめとする都の道路事業を推進していくための最適な事業執行体制の整備を
進めた。

終了

・ 新たな構成による評議員
会を開催（6月25日）
・ 理事会の構成を見直し、
常務理事を1名増加（6月25
日）
・ 監事の業務監査の範囲を
拡大
・ 理事・監事の現場視察の
実施（9月4日）に加え、新た
に評議員の現場視察を実施
（11月21日）

・ 事業案内の再構成、井
荻・練馬トンネル管理業務の
紹介映像の活用、広報の工
夫等、事業の見える化を実
施
・ 「政策連携団体活用戦略」
を踏まえ、都民等への効果
的な情報発信を検討・試行
・ 事業部制の導入等につい
ての考え方を整理

・ ガバナンスの機能強化については、Web
会議システム導入やモバイルWi-fi導入によ
るテレワーク環境の整備により、新型コロナ
ウイルス感染症の影響下における事業継続
性の強化を行った。
　また、コンプライアンス推進委員会の機能
強化として、監事を委員に追加するとともに
監事監査においてコンプライアンスの取組
状況について監査を実施するなど、コンプラ
イアンスの強化・推進を図った。

・ 事業の見える化については、公社ホーム
ページ等を通じて事業別経常収益、主要事
業の実績等のデータの公表を継続実施する
とともに、新たな広報展開としてインスタグラ
ムを活用した情報発信を開始した。
　また、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、各種イベント等が中止となった
が、「新しい日常」に対応した「Web道路見学
ツアー」を試行実施し
各種媒体等を通じ都民等へ積極的に情報
発信を行った。

・ 最適な経営形態の検討については、都の
「政策連携団体活用戦略」における団体活
用の方向性に沿って、都の道路行政を支え
る団体として、引き続き無電柱化事業の加
速化、連立事業用地取得の受託拡大をはじ
めとする道路事業を推進するための執行体
制の整備を進めた。

・ 以上のとおり、3年後の到達目標に向け、
ガバナンス機能の強化、事業の見える化に
よる都民等への情報発信、 「政策連携団体
活用戦略」を踏まえた無電柱化事業の加速
化に向けた執行体制整備を積極的に推進し
たことから、2020年度目標は達成できたと評
価している。

・  「政策連携団体活用戦
略」を踏まえ、公社独自の土
木技術職員育成研修システ
ムを通じた区市町村への技
術支援を実施
・  「政策連携団体活用戦
略」等を踏まえ、最適な事業
執行体制の整備を推進

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都道路整備保全公社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

　政策連携団体として持続可能な経営の実現

　ガバナンス機能の強化及び効果的な執行体制への見直し

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 5

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

用地取得事務従事職
員の育成・資格取得
のための研修プログ
ラム等の構築

・ 試行結果を反映し、
育成システムの本格
稼働
・ 資格取得研修継続
開催、受講者10 名
（対象者の80％）
・ 補償業務管理士合
格者4名（研修受講者
の40％）

・ 育成システムの本
格稼働を開始
・ 補償業務管理士資
格取得研修を実施、
受講者8名（対象者の
62％）
・ 補償業務管理士試
験、7名合格（研修受
講者の87.5%）

・ 「個々の職員の専門性向上」と「効率的な執行
体制」の2つの視点から、職員育成システム（①
事例データベース構築・②研修資料のデジタル
化・③都との情報共有・④補償業務管理士資格
取得研修）を本格稼働し、職員の業務執行力を
向上。
・ 補償業務管理士資格取得研修を実施し、8名
が受講（受講対象者の異動等により当初計画か
ら2名減）。
・ 補償業務管理士試験13名が受験し、合格者7
名。受験者向けに試験直前講座等を実施（筆記
対策：10月、口述対策：1月）し、目標を大きく上
回った。

・ 職員育成システムの活用を継続し、更なる職
員の業務執行力の向上を図っていく。

・ 第2期経営改革プランにおいても、引き続き専
門家集団の形成に向け、育成システムの活用に
よる補償業務管理士合格者の増加を目指すとと
もに、総合補償士の輩出を目指していく。

用地取得事務従事職
員の嘱託から固有へ
の計画的な振替

 都の事業量等を踏
まえ、都と協議のう
え、振替計画の見直
しを検討

・ 2020年度は2名の
固有振替を実施
・ 2021年度の固有振
替（2名）について調
整
・ 都の事業量等を踏
まえ、振替計画の見
直しを検討

・ 2020年度は2名の振替を実施。枢要ポストであ
る調整係長を固有職員へ振り替えるとともに、測
量係1名を振り替え、技術継承に向けた体制整
備を進めた。
・ 都の事業量等を踏まえた結果、2021年度は振
替計画どおり2名（土木（測量担当）2名）の振替
を実施することとし、2021年度調整人員要求に
反映し、都と調整のうえ、決定した。

・ これまでの成果を踏まえ、より効果的にノウハ
ウ継承に向けた体制整備を進めていくため、都
からの事業量等を考慮し、第2期経営改革プラン
において、次期振替計画（2023～2027年度）の
策定に向けた検討を行う。

用地取得事務従事職
員（固有職員）の都へ
の派遣研修の実施

 用地取得事務従事
職員（固有2名）の都
への派遣研修の継続
及び拡大検討

・ 用地事務従事職員
（固有2名）の都（建設
局用地部）への派遣
研修を継続実施
・ 2021年度も引き続
き、固有職員2名を建
設局用地部の収用担
当及び物件担当へ派
遣するため、2021年
度調整人員要求に反
映

・ 収用手続き及び審査業務に精通した用地取得
事務従事職員の育成強化を目的として、固有職
員2名を都建設局用地部の収用担当及び物件担
当へ継続して派遣した。
・ 引き続き収用担当及び物件担当への派遣研
修を実施するため、2021年度調整人員要求に反
映し、都と調整のうえ、決定した。

・ 用地取得事務における派遣研修を継続して実
施し、専門家集団の形成による事業執行能力の
強化を図っていく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・ 育成システムの構築
完了
・ 補償業務管理士資
格取得研修実施、受
講者38名2018、2019
年度合計）
・ 補償業務管理士合
格者6名（研修受講者
のうち受験有資格者の
43％）

・ 用地取得事務従事職員の育成・資格
取得のための研修プログラム等の構築
については、育成システムの4項目（①事
例データベース、②研修資料デジタル
化、③都との情報共有、④補償業務管理
士資格取得研修）の本格運用を実施し
た。
　また、補償業務管理士の資格取得につ
いては、筆記・口述の各試験直前対策講
座の実施など、受験生へのフォローアッ
プにより、年度計画で予定した合格者4名
を大幅に上回る7名の合格者となった。

・ 用地取得事務従事職員の嘱託から固
有への振替については、振替計画に基
づいて都と調整を図りながら着実に推進
し、2020年度末現在、係長級職員に占め
る固有職員の比率を27%とした。

・ 都への派遣研修については、引き続き
2名の派遣研修を継続実施した。

・ 以上のとおり、3年後の到達目標に向
け、道路用地取得事業における固有職
員が中核となる専門家集団の形成に向
けた取組を積極的に推進したことから、
2020年度目標を達成できたと評価してい
る。

・ 2019年度は4名の固
有振替を実施
・ 2020年度の固有振
替（2名）について調整

・ 派遣研修人数を2名
に増員（1名増）

　道路用地取得事業において、固有職員が中核となる専門家集団を形成するため、高度な技術力を持つ職員を育成する社内システムを構築し、用地取得事務において中心
的役割を担う係長級職員に占める固有職員の比率を25％以上（2017年度 21％）とする。

継続 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・ 「個々の職員の専門性向上」と「効率的な執行体制」の2つの視点に立った職員育成システムの本格稼働を開始した。
・ 係長級固有職員比率は2020年度末現在27％となり、到達目標を達成しノウハウ継承に向けた体制整備が効果的に進んだ。今後も枢要ポストを中心に固有職
員への振替を進め、ベテランのノウハウ継承に向けた体制整備を進める。
・ 高度な技術力を持つ専門家集団の形成に向け、育成システムを活用した資格取得研修等の実施により、補償業務管理士試験に7名が合格し、プラン計画期間
の3ヵ年で計13名の合格者を輩出した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　用地取得専門家集団としての技術継承と職員育成による事業執行能力の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都道路整備保全公社 評価年度：2020年度

　道路用地取得事業を支える専門家集団としての職員の育成 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 5

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

土木技術職員の確保 ・ 技術系学校等の新卒者
の早期採用を継続
・ 2019年度の採用実績を
踏まえ、2020
年度新卒採用者による出
身大学へのリクルート活動
の実施等、新卒者の採用
活動を改善
・ 公社の技術職員（土木・
電気）に求められる技術力
等の見える化を実施

・ 技術系学校等の新卒者
の早期採用を継続実施
・ インターンシップの改善、
新型コロナウイルス感染症
対策として筆記選考のWeb
実施等、選考方法の変更を
行い、採用活動を実施
・ 公社の技術職員（土木・
電気）の各業務において、
求められる人材像を整理
し、必要な技術力を可視化

・ 2021年度採用に向けた取組として2019年度に大卒・専門
卒向け会社説明会（8回）、大学・高専訪問（10回）等を実施
した。
これらの結果、2021年度新卒採用として10名を内定した（う
ち1名採用。経験者9名採用）。
※2022年度採用に向けた2020年度の活動実績
大学訪問（5回）、大学主催のオンライン会社説明会（7回）を
実施、新型コロナウイルス感染症の影響により大学側が訪
問不可としたため、実施回数が減少。
・ インターンシップについては、2019年度の参加者意見等を
踏まえ、8月実施分を5日間から3日間に日数を変更、例年冬
季に実施している1DAYインターンシップを夏季に追加実施
する等、内容の充実を図った。
・ 大卒向けインターンシップ（夏季）を8月に1回実施し、4名
参加。
・ 1DAYインターンシップを9月に2回実施し、計8名参加。
・ 大卒向けインターンシップ（冬季）を1月～2月に5回実施
し、計17名参加。
・ 新型コロナウイルス感染症対策として、採用選考における
筆記選考を会場実施からWeb実施に変更した。
・ 技術力の見える化について、整理した各業務の求められ
る人材像から、必要とされる専門知識を細分化・見える化
し、専門知識毎の土木・電気職員の他団体との共有活用の
可能性について検証を行った。

有

・ 土木技術職の新卒者採用活動については、引き続
き、新卒採用者による出身大学へのリクルート活動
や、インターンシップの実施等の取り組みを継続して
いく。

・第2期経営改革プランにおいて、職員確保に向けた
採用体制の強化を行うとともに、新型コロナウイルス
感染症の拡大状況を踏まえ、オンラインを活用した採
用活動の充実を図っていく。

公社独自の研修シス
テムによる土木技術
職員の育成

・ 高卒、大卒等の新卒（土
木未経験者含む）の育成研
修システムと、高度な専門
研修プログラムを試行、検
証のうえ、研修システムの
構築完了
・ 今後の事業動向や東京
2020オリンピック･パラリン
ピック競技大会後の都の動
向等を踏まえ、土木技術職
員の都への派遣研修の今
後の方向性等を検討

・ 育成研修システムと、高
度な専門研修プログラムの
試行を検証し、構築完了
・ 土木技術職員（固有1名）
の都への派遣研修を継続
実施

・ 育成研修システムに基づき、「令和2年度技術研修実施計
画」を作成 （基礎・実務・専門コースで合計33講義の実施を
計画）

・ 新型コロナウイルス感染症対策として一部講義を資料配
布や録画視聴による代替実施とし、2021年3月までに29講
義を実施、公社の固有技術職員延べ258名が受講 （うち電
気職52名）
・ 区市町村の技術支援として区市町村職員も対象として実
施し、延べ742名受講

・ 都と調整を図り、2020年度も引き続き、公社の土木技術職
員（固有職員）1名を研修生として、都（建設局道路管理部）
に派遣した。

有

・ 引き続き、育成研修システムを活用し、高度な専門
研修プログラムを継続実施する。
　また、区市町村職員の公社研修への受講機会を拡
げ、技術支援の拡充に取り組む。
・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、資料配布
等で代替実施した研修については、今後の感染拡大
状況を踏まえつつ、講師への質問シート等を活用し、
相互コミュニケーションを確保のうえ実施していく。
　集合研修についても、感染状況等を注視しつつ、十
分な対策を講じ、研修を実施していく。
　併せて、ICT技術を活用したオンライン研修やデジタ
ルアーカイブ化等による、個別職員の担当職務や技
術力に応じた育成・資格取得支援を継続して検討して
いく。
・技術力の見える化検証による専門家（スペシャリス
ト）の育成に向け、第2期経営改革プランにおいて、土
木施工管理技士資格取得研修を新たに実施する。
・ 土木技術職員の都（建設局道路管理部）への研修
については、今後の事業動向等を踏まえ、派遣研修
継続に向けた調整を継続する。

団体自己評価

　無電柱化推進事業等において、自主的かつ柔軟に職員を採用するとともに、公社独自の研修システムを構築し、人材育成を図ることで、都や区市の要請に応えられる技術力を維持する。これにより、都及
び区市から受託した無電柱化に係る電線共同溝本体工事を累計延長25km（都道22km・区市道3km）以上完了できる体制を構築する。あわせて、長年の経験に基づく休日・夜間の連絡業務や重要な道路施
設の管理により、24時間365日、都道の安全確保を図り、災害発生時の的確な初動対応につなげる。

継続 3

・ 2019年度に技術研
修担当係長1名、係員
1名を配置
・ 育成研修システム等
として、2019年度技術
研修計画を検討・策定
し一部試行
・ 「政策連携団体活用
戦略」を踏まえ、公社
独自の土木技術職員
育成研修システムを
通じた区市町村への
技術支援を実施【再
掲】
・ 土木技術職員1名を
都（建設局道路管理
部）に研修生として派
遣

・ 技術系学校等の新
卒者の早期採用を実
施
・ 2018年度に前倒しで
改定した企業案内
（PR冊子）やインター
ンシップのメニュー拡
大及び受入日数を増
やすなど、新卒者採用
活動を実施
・ 70歳超職員の雇用
制度に係る検証を実
施

・ 土木技術職員の確保については、新卒者の
早期採用に向けた採用選考を実施（6月、7月、
10月、 11月、計4回）し、2021年度採用内定者
10名を確保し、うち1名を採用した。
　また、2022採用向けのインターンシップにつ
いて、参加者の意見を踏まえ、実施期間の変
更を行うなど学生が参加しやすい環境整備を
図った。

・ 公社独自の研修システムによる土木技術職
員の育成については、研修対象者の技術レベ
ルに応じた研修計画を策定のうえ年間33講義
を計画した。新型コロナウイルス感染症の影響
により、一部講義を資料配布や録画視聴によ
る代替実施とし、社内参加の技術職員は延べ
258名、区市町村職員は延べ742名が受講し
た。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・ 固有職員の確保に向けた新卒者の早期採用、採用活動の拡充を実施した。また、無電柱化関連分野等の企業等退職予定者の採用を進め、人材の確保を図った。さらに、公社独自の土
木技術職員の育成研修システムの構築を完了した。これらにより、無電柱化事業をはじめとする公社の技術力を支える土木技術職員の確保・育成体制の構築は計画通りに進捗した。な
お、電線共同溝本体工事は、入札不調や既設埋設物の処理調整による工事遅延等の影響により、2018～2020年度の3ヵ年で累計延長約21km（都道約20.6km・区市道約0.4km）の完了と
なった。
・ 重要な道路施設の管理を支える電気職の確保・育成については、新型コロナウイルス感染症の影響により新卒者採用のための学校訪問が実施できないことから、例年通りの採用活動に
より経験者を採用した。電気職育成システムについては、構築を完了し、2021年度から運用を開始する。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

　土木技術職員等の確保・育成体制の構築 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都道路整備保全公社 評価年度：2020年度

　公社の技術力を支える土木技術職員等の確保 第２期プランとの関係
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団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針

電気職の確保・育成 ・ 2019年度の採用実績を
踏まえ、学校訪問に専門学
校を追加するなど、新卒者
の採用活動を改善
・ 2019年度の検討結果を
踏まえ、電気職の育成シス
テムを構築
・ 電気職（固有職員）の派
遣研修について都と調整
・ 井荻・練馬トンネル管理
業務の紹介映像を、新規採
用職員の育成や現有職員
のノウハウ共有等に引き続
き活用

・ 新型コロナウイルス感染
症の影響により高校・専門
学校側が学校訪問を実施
不可としたため、例年通り
の採用活動を実施
・ 電気職員の育成システム
を構築
・ 電気職（固有1名）の都へ
の派遣研修について、2021
年度派遣研修開始に向け
て都と調整を実施し、2021
年度調整人員要求に反映
・ 井荻・練馬トンネル管理
業務紹介映像を新規採用
職員の職員育成や現有職
員のノウハウ共有等に活用

・ 当初予定していた高校・専門学校への学校訪問が、新型
コロナウイルス感染症の影響により、学校側が実施不可とし
たため、新卒者採用はできなかった。このため、例年通りの
採用活動により経験者を1名採用し、2021年度採用予定の
経験者2名を内定し、採用した。
・ 電気職員育成・研修システムの構築を完了し、2021年4月
から運用を開始する。
・ 電気職（固有職員）1名の都への派遣研修についても都と
調整を図り、2021年度からの派遣研修開始に向けて2021年
度調整人員に反映し、都と調整のうえ、決定した。
・ 井荻・練馬トンネル管理業務紹介映像を新規採用職員の
職員育成や現有職員のノウハウ共有等に活用するととも
に、新たに感染対策応援指定職員の現場説明会で活用し
た。

有

・ 電気職の新卒者採用活動については、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大状況を踏まえつつ、学校側と
調整し学校訪問を実施していく。

・ 電気職員育成・研修システムは構築を完了したこと
から、2021年度から本格稼働させ、職員の早期育成と
専門性の向上を図る。

・ 電気職員の育成強化に向け、都への派遣研修の継
続を都と調整していく。

無電柱化関連分野等
の企業等退職予定者
の採用

 2019年度の実績等を踏ま
え、無電柱化関連分野の企
業等退職予定者への採用
活動を拡充

・ 無電柱化関連企業等退
職者1名を採用
・ 2021年度採用予定者3名
を内定

・ これまで採用した関連企業等退職者を窓口とした関連企
業の退職予定者への声掛け等の採用活動を拡充し、2021
年度採用予定の無電柱化関連企業等退職予定者計3名を
内定（10月：1名、12月：2名）し、採用した。

・ 2020年度の実績等を踏まえ、無電柱化関連分野の
企業等退職予定者への採用活動を継続実施する。

人材確保につなげる
ための初任給等の改
定

・ 民間企業の初任給等とか
い離が生じる場合は再改定
を検討
・ 2019年度の検討をもとに
必要な対応

・ 民間企業等との大幅な乖
離は生じておらず、初任給
の再改定は不要と判断
・ 2019年度に行った社会保
険労務士法人との規程類
の点検に基づき、就業規則
等の改正を実施

・ 2018年度の初任給改定後、一旦は、民間企業等の初任
給も上昇したが、今般のコロナ禍の影響により大幅な乖離
は生じておらず、2020年度の初任給再改定は不要と判断し
た。

・ 働き方改革関連法への対応について、必要な規程改正等
を実施した。

・ 今後の初任給改定の見通しについては、コロナ禍に
より社会経済状況が不透明であることから、引き続
き、民間企業等の動向を注視し、大幅な乖離が生じる
場合は再改定を検討する。
・ 働き方改革関連法への対応について、必要な規程
改正等を終えており、今後、国等から新たな方針が示
された場合、対応を検討する。

・ 改定した初任給を
2019年4月採用者から
適用
・ 社会保険労務士法
人と委託契約を締結
し、就業規則等の規程
類の点検を実施

・ 無電柱化関連企業
等退職者2名を採用（4
月1日付採用）
・ 2020年度採用に向
け、無電柱化関連分
野の企業等退職予定
者の採用活動を実施

・ 技術系学校等の新
卒者の採用を見据え、
学校訪問を実施
・ 電気職育成システム
のスキームを検討し原
案を作成
・ 電気職（固有職員）
の都への派遣研修に
ついて検討
・ 井荻・練馬トンネル
管理業務の紹介映像
を職員の採用・育成に
活用

・ 電気職の確保については、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、採用活動に制約を
受けたため、2021年度採用の新卒者は確保で
きなかったが、即戦力となる経験者は2020年
度に1名採用し、2021年度採用予定の経験者2
名を内定し、採用した。
　また、育成については、電気職に求められる
能力、資格、スキームを整理し、育成・研修シ
ステム構築を完了させた。

・ 無電柱化関連分野等の企業等退職予定者
の採用については、当該退職予定者への採用
活動を拡充し、2021年度採用内定者3名を内
定し、採用した。

・ 人材確保につなげるための初任給等の改定
については、2019年度採用者から適用すると
ともに、改訂後の初任給にて採用活動を行い、
必要な人材を確保した。
　また、働き方改革への対応について、社会保
険労務士のアドバイスに基づき、規程類の点
検を行い、必要な規程等の改正を行った。

・ 以上のとおり、3年後の到達目標に向け、土
木・電気の技術職員の確保を行うとともに、育
成研修システムの構築完了により、都・区市の
要請に応えられる技術力の維持・向上や公社
が蓄積する知識・ノウハウを自治体職員へ還
元するなどの取組を推進したことから、2020年
度の目標は達成できたと評価している。
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

無電柱化推進事業に
係る発注方法の工夫
による効率的な執行

【設計】
・ 異業種である調査関係の合併
起工を試行
【工事】
・ 本体工事と歩道舗装工事の合
併起工の試行、または複数の歩
道舗装工事の合併起工を実施

・ 電子調達システム導入

【設計】
・ 予備設計委託において、異
業種である試掘調査との合併
起工の試行実施
【工事】
・ 同時着工が可能な隣接工
区の電線共同溝本体工事と
歩道舗装工事の合併起工の
実施

・ 電子調達システムを導入
し、運用を開始

【設計】
・ 起工事務の効率化を図るため、2020年度新規受託路線の予備設計
委託において、異業種である試掘調査合併起工を2件発注（1月）。
【工事】
・ 電線共同溝本体工事と歩道舗装工事が、同時着工が可能な隣接
工区の工事の合併起工を2件発注（3月）。
・ 東京都無電柱化低コスト技術検討会において、使用承認された管
路材を使用することによりコストを縮減。

・ 電子調達システムについては、入札参加事業者協力のもと、実運
用と同環境にて実証実験を実施のうえ10月1日から運用を開始した。

・ 経費縮減と事務効率化のため、
設計における異業種の合併起工、
集約可能な工事の合併起工を継続
して実施する。

・ 無電柱化推進事業を加速するた
め、設計・工事の発注段階からも効
率的な執行が可能となる電子調達
システムを引き続き適正に運用する
とともに、工事関係書類の電子化を
図り、工期短縮、コスト縮減の取組
を着実に推進する。

事業執行力の強化に
向けた管理監督職の
マネジメント力強化の
取組

 2018年度、2019年度の結果を
踏まえ、全管理職のマネジメント
力向上につながる研修内容を改
善
 2020年度に固有職員（事務職2
名）の東京2020組織委員会への
派遣が終了することに伴い、新た
な派遣先等、方向性を検討
 用地取得事務従事職員（固有2
名）の都への派遣研修の継続及
び拡大検討【再掲】
 今後の事業動向や東京2020オ
リンピック･パラリンピック競技大
会後の都の動向等を踏まえ、土
木技術職員の都への派遣研修の
今後の方向性等を検討【再掲】
 電気職（固有職員）の派遣研修
について都と調整【再掲】

・ 全管理職のマネジメント力
向上につながる研修内容の
改善を実施
・ 東京2020オリンピック・パラ
リンピック競技大会の延期に
より東京2020組織委員会へ
の派遣期間を延長（事務職2
名）
・ 用地事務従事職員（固有2
名）の都（建設局用地部）への
派遣研修を継続実施【再掲】
・ 土木技術職員（固有1名）の
都への派遣研修を継続実施
【再掲】
・ 電気職（固有1名）の都への
派遣研修について、2021年度
派遣研修開始に向けて都と調
整を実施し、2021年度派遣研
修開始が決定【再掲】

・ 公社のマネジメント力向上に資する研修メニュ―について、より実践
力を高めるため、個々の事業内容や特性に対応できるよう、企画立
案、ファシリテーション等研修項目の改善・強化を図った。また、一部
についてはeラーニング方式で実施した。
※新型コロナウイルス感染症の影響により一部研修が中止
・ 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催延期を受け、
組織委員会と調整を図り、固有職員2名を、公社での駐車対策の経験
を活かせる輸送局に継続して派遣した。
・ 収用手続き及び審査業務に精通した用地取得事務従事職員の育
成強化を目的として、固有職員2名を都建設局用地部の収用担当及
び物件担当へ継続して派遣した。【再掲】
・ 都と調整を図り、2020年度も引き続き、公社の土木技術職員（固有
職員）1名を研修生として、都（建設局道路管理部）に派遣した。【再
掲】
・ 電気職（固有職員）1名の都への派遣研修についても、2021年度か
らの派遣研修開始に向けて2021年度調整人員に反映し、都と調整の
うえ決定した。【再掲】

有

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大
状況を踏まえ、eラーニング等を引き
続き活用するとともに、今後も全管
理職のマネジメント力向上につなが
る研修内容となるよう、適宜、見直し
を図る。

ペーパーレス会議シ
ステム及びWeb 会議
システムの導入

 ペーパーレス会議システム及び
Web会議システムの試行運用

・ 新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により、定時理事
会（6月・3月）をWeb会議にて
実施
・ ペーパーレス会議システム
及びWeb会議システムの試行
運用開始
・ ICT技術の活用による業務
改善（ハンコレス・ペーパーレ
ス）の検討を実施

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、集合しての開催が困
難となったことから、定時理事会（6月・3月）をWeb会議にて実施した。
・ タブレット端末（iPad）を25台導入し、ペーパーレス会議システム及び
Web会議システムの試行運用を開始した（9月）。また、ペーパーレス
会議システム及びWeb会議システムの運用を拡大し、社内定例開催
会議や、事業者との業務打合せをWeb会議にて実施した。
・ 電子決定システムの導入に向け、他団体の導入状況ヒアリング等
を実施し、導入に向けた検討を行った。

有

・第２期経営改革プランにおける「共
通戦略（5つのレスの推進等）」の取
組において、Web会議システムの運
用拡大を図るとともに、電子決定シ
ステムの早期導入に向け、引き続き
検討を実施していく。

公社内情報システム
のアウトソーシング

 公社内の各システムの更新時
期に合わせて段階的な外部クラ
ウドシステムへのアウトソーシン
グを実施

・ 更新年度となる人事システ
ムの外部クラウドシステムへ
のアウトソーシングを検討

・検討結果を踏まえ、人事システムサーバの更新と合わせクラウドア
ウトソーシングを実施した。

・ 引き続き公社内の各システムの
更新時期に合わせ、外部クラウドシ
ステムへのアウトソーシングを検討・
実施していく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

【設計】
・ 新規受託路線において集
約化した予備設計の発注を
検討
【工事】
・ 歩道舗装工事を合併起工
し、諸経費の削減と起工事
務の効率化を実施

・ 電子調達システム導入に
向けた調整を実施

・ 2018年度に再整理した研
修体系に基づき一部試行し
た各種研修に加え、マネジメ
ント力向上につながる研修
を全管理職を対象に開始
・ 将来の管理監督者候補と
して、固有職員（事務職2名）
の東京2020組織委員会へ
派遣
・ 用地取得事務従事職員の
派遣研修人数を2名に増員
（1名増）【再掲】
・ 土木技術職員1名を都（建
設局道路管理部）に研修生
として派遣【再掲】
・ 電気職（固有職員）の都へ
の派遣研修について検討
【再掲】

・ 発注方法の工夫による効率的な執行
について、設計委託では、新規受託路線
を集約化した予備設計の発注要件を定
めるとともに、異業種である調査関係を
合併することで、コスト縮減と事務効率
化を推進した。
　また、工事では、隣接する工区の電線
共同溝本体工事と歩道舗装工事を2件
合併起工し、コスト縮減（約10%）と事務
効率化を図った。

・ 管理職のマネジメント力強化について
は、企画立案、ファシリテーション等、研
修項目を改善・強化した。また、一部研
修をeラーニング方式で実施し、事業執
行力・組織運営力の強化を図った。

・ ペーパーレス会議システム及びWeb
会議システムの導入については、社内
外における会議に運用拡大し、ペーパー
レス、移動コストの削減に資するととも
に、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大における新しい日常への対応を図っ
た。
　また、公社内情報システムのアウト
ソーシングについても、各システムの更
新時期に合わせて、段階的なクラウド化
を実施した。

・ 以上のとおり、3年後の到達目標に向
け、無電柱化事業の設計・工事発注方
法の工夫や事務作業のシステム化によ
る効率的な取組や社内外におけるWeb
会議を積極的に推進したことから、2020
年度目標は達成できたと評価している。

・ ペーパーレス会議システ
ム及びWeb会議システム導
入を検討
・ 旅費管理システムの試験
運用及び試験運用を踏まえ
た改修を行い本格導入
・ 社会保険等電子申請シス
テムの本格稼働及び電子申
請の利用拡大

・ システム管理ソフトウェア
の検討・導入
・ 公社内情報システムの外
部クラウドシステムへのアウ
トソーシングを検討

　管理監督者のマネジメント力の強化を図り、委託発注方法の見直しや事務作業のシステム化等の効率化策を戦略的に実施することで公社全体の生産性を向上し、特に高コストが課題である都道無電柱
化において約10％の経費削減を実現する新たな手法を試行する。

終了
実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・ 無電柱化推進事業に係る発注方法の工夫については、設計において、異業種である設計と試掘調査を合併起工し、工事においても電線共同溝本体工事と歩道舗装工事を合併起工し諸経費
の削減と起工事務の効率化を実施した。今後も引き続き、集約が可能な設計・調査、本体工事・歩道舗装工事については合併起工することで、諸経費の削減と起工事務の効率化を図っていく。
・ 無電柱化事業を加速するための電子調達システムの導入については、2020年10月1日から運用を開始した。また、ペーパーレス会議システム及びWeb会議システムを導入し、運用を開始し
た。
・ 各種事務の効率化策を戦略的に進め、総体で都道無電柱化における約10％の経費削減を実現できる手法を確立した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　生産性の向上による効率的な事業執行 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都道路整備保全公社 評価年度：2020年度

　ワイズスペンディングを踏まえた事業の効率化 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

高架下等の道路空間
の効果的な活用をマ
ネジメントする仕組み
の提案

 実施可能な試行の調整 ・ 令和6年3月までの実証
実験として、「災害対応型
自動販売機及び宅配ロッ
カー」を設置することで都と
協議・調整を実施
・企画コンペにより事業者を
選定し「災害対応型自動販
売機」を、2箇所・3台導入
し、試行運営を開始（2月）

・ 都建設局と協議し、令和6年3月までの実証実験として「災
害対応型自動販売機及び宅配ロッカー」を設置運営するこ
ととし、事業者の選定方法については、企画コンペで選定す
ることで調整した（9月）。
・ 企画コンペティション（1月）により事業者を選定のうえ「災
害対応型自動販売機」を導入し、試行運営を開始した（2
月）。なお、宅配ロッカーについては、新型コロナウイルス感
染症の拡大による社会情勢の変化等の理由により提案事
業者がなかった。

有

・ 実証実験の試行を開始したことから、今
後は、効果検証に向け「災害対応型自動販
売機」の利用状況データ収集・分析を行う。

都営駐車場の効率的
な運営体制の提案

・ 都営駐車場の指定管理
者選定への対応
・ 駐車場シェアリングサー
ビスの拡充
・ 新たなキャッシュレス決
済導入の検討

・ 都営駐車場の次期指定
管理者として選定
・ 駐車場シェアリングサー
ビス実施場を4場に拡充
・ 東京都日本橋駐車場等4
場に新たなキャッシュレス
決済(QRコード)を導入

 都営駐車場の指定管理者については、「八重洲駐車場外
4駐車場」及び「板橋四ツ又駐車場」の事業計画書を作成
し、次期指定管理者の選定委員会(9月)に対応した。結果、
2021年度から5年間の指定管理者として選定された(11月)。
 都営駐車場でのシェアリングサービスについては、新京橋
駐車場等3場に引き続き、東銀座駐車場に拡充し実施した(9
月)。
 都におけるキャッシュレス決済の推進を踏まえ、業務の効
率化と利用者サービスの向上を目的に、新たなキャッシュレ
ス端末を都営駐車場の窓口に設置した(11月)。

・都営駐車場の指定管理者として、引き続
き適正な管理運営に努めるとともに、更な
る効率的な運営と、駐車ニーズに変化に対
応した利用者利便性向上に資する取組の
導入を検討し、都へ提案を実施していく。

・都営駐車場におけるキャッシュレス化対
応が完了したことから、第2期経営改革プラ
ンにおいては、他の公社駐車場でのキャッ
シュレス化を推進していく。

道路空間の活用等、
公社のノウハウを活
かした効果的なオー
トバイ駐車対策の推
進

・ 2019年度に実施した整備
箇所の検討に基づき、オー
トバイ駐車対策を展開
・ 駐車需要の高い地域を
中心にオートバイ駐車ス
ペースを増設
・ 2019年度の実績を踏ま
え、自動二輪車用駐車場整
備助成を検討

・ 駐車需要の高い中野駅
前オートバイ駐車場につい
て中野区と調整を実施し、
47台の駐車スペースを増設
するなど、 新規・既設駐車
場9場で60台のオートバイ
スペースを増設
・ 自動二輪車用駐車場整
備助成4件を受付

・ 新規開場の東品川三丁目駐車場に新たにオートバイス
ペースを1台設置した。
・ 都市整備局と連携し設置した中野駅前オートバイ駐車場
については、需要が高いため中野区と調整し、47台の増設
を行った。
・また、既設駐車場のデッドスペースや工事閉鎖駐車場の
再開に合わせた形態変更によりオートバイスペースを7場・
12台設置し、オートバイの駐車対策に貢献した。
・ 助成制度の利用促進につながるよう、引き続き23区及び
公社ホームページ等を活用し、助成事業のPRを実施する。

・第2期経営改革プランにおいても、引き続
きオートバイ駐車需要に対し駐車場が不足
している地域を中心に更なるオートバイ駐
車スペースの拡充を図る。

ゼロエミッションビー
クル向け充電設備の
拡充

 「ゼロエミッション東京」の
実現等に協力するため充
電設備を拡充

・ 充電設備の設置拡充（1
基）

・ 2008年度から実施している電気自動車用充電器設置のノ
ウハウを活かし、設置可能場として選定した新月陸橋駐車
場に充電設備を新規設置した（1月）。

・「ゼロエミッション東京」や「脱ガソリン社会
の実現」に貢献するため、第2期経営改革
プランにおいても、公社駐車場におけるゼ
ロエミッションビークル向け充電設備の新
規設置及び台数の拡充を図る。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・ 実施可能な事業の検討に
向けた先行事例実施機関等
に対するヒアリング内容を都
と調整
・ 先行事例実施機関及び業
界団体・事業者へのヒアリン
グを実施

・ 道路空間活用マネジメントの仕組みの
提案については、実施可能な事業の試
行に向け、都と調整のうえ、事業者を企
画コンペで選定し「災害対応型自動販売
機」の設置運営を2月から開始した。

・ 都営駐車場の効率的な運営体制の提
案については、民間サービスを活用した
「駐車場シェアリングサービス」を東京都
東銀座駐車場で導入し、時間貸し駐車
場の予約制利用など多様化する駐車
ニーズに適切に対応した。

・ 道路空間の活用等、公社のノウハウを
活かした効果的なオートバイ駐車対策に
推進については、都等との調整を図り、
新たに60台分の駐車スペースを拡充し
た。

・ ゼロエミッションビークル向け充電設備
の拡充として、200Vスタンドを1場（新月
陸橋）に設置した。

・ 以上のとおり、3年後の到達目標に向
け、道路空間における新たな事業展開
やノウハウを活用したオートバイ駐車対
策の推進、ゼロエミッションビークル向け
充電設備の拡充などを積極的に推進し
たことから、2020年度目標は達成できた
と評価している。

・ 駐車場シェアリングサービ
スを3場（新京橋、日本橋、
宝町）に導入

・ 都と連携した新たな取組よ
るオートバイ駐車場整備に
ついて都と協議を実施
・ オートバイ駐車場の整備
（81台）
・ 変更後の自動二輪車用駐
車場整備助成申請を受け付
け（2件）
・ 電動バイク充電設備の設
置

-

　公社が管理する高架下等の道路空間における新たな事業展開や駐車場の効率的運営により、経営体質の強化に取り組むことで収益性の向上を図る。
　また、2019 年度の都の調査による駐車需給等を踏まえ、都と連携しながら、新たなオートバイ駐車場整備の取組の実施を通じてオートバイ駐車場の整備を促進する。

見直し 5
実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・ 高架下等の道路空間の効果的な活用をマネジメントする仕組みの検討については、都と協議し、令和6年3月までの実証実験として「災害対応型自動販売機及び宅配ロッカー」を設置
することで調整を行った。企画コンペにより事業者を選定し「災害対応型自動販売機」の試行運営を開始した。
・ 都営駐車場の効率的な運営体制の提案では、新型コロナウイルス感染症の影響によるマイカー通勤等の新たな駐車ニーズに対応し、駐車場シェアリングサービス実施場を拡充する
とともに、都におけるキャッシュレス決済の推進を踏まえ、新たなキャッシュレス決済（QRコード等）を導入するなど、社会変化を的確に把握し、新たな駐車需要への対応と、更なる利便性
の向上を図った。
・ 道路空間の活用等、公社のノウハウを活かした効果的なオートバイ駐車対策の推進では、新規・既設駐車場9場で60台のオートバイスペースを増設し、2018～2020年度の3ヵ年で、計
194台分のオートバイスペースを整備促進した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　新たな事業展開による駐車場事業の経営体質強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人東京都道路整備保全公社 評価年度：2020年度

　駐車場事業の管理・運営ノウハウを活かした経営体質の強化　 第２期プランとの関係
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団体名： 公益財団法人東京都道路整備保全公社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)
・政策連携団体活用戦略に掲げる「都庁グループの一員として、無電柱化事業、道路用地取得、重要な道路施設の管理等の専門性を強化し、東京の道路行政を支える団体」に資する取組が着実に
行われ、団体が掲げる各戦略の「３年後の到達目標」の達成に向けた取組を大きく前進させた。

具体的には、
・戦略①「ガバナンス機能の強化及び効果的な執行体制への見直し」では、コンプライアンス推進委員会の構成見直しを実施し、団体の監事を委員に追加するとともに期中業務監査を実施しコン
プライアンスの取組状況を確認した。また、コロナ禍であっても道路行政に対する都民の理解促進の機会を確保するため、You Tube上で「Ｗｅｂ道路見学ツアー」を実施する等、事業の見える化
を推進した。これらにより、ガバナンス機能の強化や都民への情報発信の取組が着実に進捗した。

・戦略②「用地取得専門家集団としての技術継承と職員育成による事業執行能力の強化」では、育成システムを本格稼働するとともに、補償業務管理士の資格取得では試験直前対策講座の実施等
により目標の４名を上回る７名の合格者を輩出し、受託事業拡大への体制整備が進んだ。また、固有職員への振り替えを計画的に進め、係長級職員の固有比率を約２７％とし、ノウハウ継承に向
けた体制整備が効果的に進捗した。固有職員が中核となる専門家集団を形成するための取組が進捗し、大きく前進、かつ到達目標を高度に達成した。

・戦略③「土木技術職員等の確保・育成体制の構築」では、インターンシップの改善（開催時期、日数の見直し）や筆記考査のＷｅｂ実施等により採用活動を拡充したことで、２０２１年度新卒
採用内定者１０名を確保した。（採用は1名に留まったが、中途採用により９名を確保した。）また、土木技術職員の業務習熟度に応じた研修システムの構築を完了させるなど、団体の技術力を
支える土木技術職員等の確保・育成に向けた取組が着実に進捗した。

・戦略④「生産性の向上による効率的な事業執行」では、設計・工事発注において異業種を含む合併起工を実施し、諸経費の削減と起工事務の効率化を推進するなど、経費縮減と事務効率化によ
る生産性向上への取組が着実に進捗した。

・戦略⑤「新たな事業展開による駐車場事業の経営体質強化」では、高架下等道路空間の利活用に向けた実証実験として、企画コンペにより事業者を選定し災害対応型自動販売機の設置運営を開
始した。さらに、オートバイ駐車場について、中野駅前等需要の高い地域を中心に、新設や駐車スペース増設により６０台分を拡充するなど、新たな事業展開により経営体質を強化する取組が進
捗し、大きく前進した。

 なお、コロナ禍における令和2年度決算は、駐車場稼働率低下等による減収を理由に赤字収支となったが、シェアリングサービスの拡充による収益確保策の取組を行ったほか、支出を圧縮するた
めに駐車場事業の清掃・警備委託等の経費縮減を行ってきたことは、局においても評価している。また、今回の赤字収支は、直ちに団体の財政運営に支障をきたすものではないと認識している。
コロナ禍で生活環境が変化する中、駐車場を取り巻く収入体系やビジネス構造の変化が想定されるため、より健全な財政運営に向け、こうした状況を見据えた取組の検討について、団体に対して
も指導監督を行っていく。
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戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

組織体制の強化
・職員に対する機構規程類やコンプ
ライアンスに係る研修等の実施

・職場ルールを周知（入職時）
・情報セキュリティ研修（５、11月）、服務研修（９月）、
情報セキュリティに関する自己点検（10月）を実施

・新型コロナウィルス感染症拡大防止による出勤制限等によ
り、実施時期が遅れたものもあったが、オンライン活用の研
修の実施により、全職員が理解すべき事項について、職員
の理解を促進することができた。
・外部での受講予定であったコンプライアンス研修は、新型コ
ロナウイルス感染防止のため中止となった。

有

・規程やルールの定着をさらに図るため、引き続き、職
場ルールの周知、服務、情報セキュリティ研修を実施す
る。
・職員のコンプライアンス意識向上のため、2020年度に
受け入れ中止となった外部のコンプライアンス研修を
2021年度悉皆研修として実施していく。

経営方針の策定と
PDCA による管理

・経営改革プランに基づく管理運
営、事業実施、前年度計画実施状
況の検証
・経営改革プランに連動した経営方
針を示し、半期ごとの進捗管理等
の実施

・経営改革プランに基づく管理運営・事業実施
・経営改革プランに基づく事業実施目標を示し、半期
ごとの進捗管理等を実施
・コロナ対応により、一部執行体制を変更して事業を
実施（会計年度任用職員選考業務支援など）

 ・経営改革プランにおける事業ごとの目標を各事業部門で
共有し、事業の進捗管理を適切に行った。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のための出勤制限や、
職員の感染による事務所閉鎖等により、機構内での事業執
行体制を確保することができず、変更を余儀なくされた。

有
・新型コロナウイルスをはじめ、災害の発生など緊急時
にも執行体制を確保し対応できるよう、BCPを策定する
など必要な体制を整えていく。

専門人材の確保・育
成

・都教委や他団体との連携、外部
求人媒体の活用による魅力発信
と、求人リサーチ・学校等関係団体
への働きかけ
・他団体等外部研修の活用、派遣
研修等の検討
・採用後キャリアパスの明示
・資格取得支援制度の創設検討

・外部求人媒体の利用、SNSによる採用情報発信、
無料求人サイトを利用した採用選考を、技術職員の
採用を中心に４回実施して、必要な職員をほぼ確保
・正規職員制度構築に向けた検討
・外部コンサルタントを活用した退職金制度の導入検
討
・資格取得支援制度創設に向けて有用な資格を調査
し、R3年度予算要求を実施
・技術職員の石綿作業主任者技能講習受講を実施

・外部求人媒体や機構SNSでの採用募集を発信するととも
に、無料求人サイトを利用し、機構の理念や事業に興味関心
を持つ人材の応募数の増加に繋がった。
・必要な職員をほぼ確保できたものの、技術職員については
必要なスキルを持った人材の不足が顕著で、確保に課題が
ある。
・各事業部門に有用な資格を調査し、効率的に対象資格を
選定した（会計業務における簿記等）。
・新型コロナの影響で、他団体等の外部研修の活用や派遣
研修等の検討ができなかった。

有

・効果的な採用募集が行えるようを引き続き検討してい
く。
・退職金規程の整備を行っていく。
・正規職員採用選考を実施していく。
・資格取得支援制度を実施していく。

固有職員の活躍推進
と多様な人材の活用

・職員提案制度の導入検討
・部門を越えた意見交換会の開催
・テレワークの試行実施
・勤務体系・勤務時間帯の拡大に
向けた検討

・職員提案制度を導入し実施（10月募集）。11件の提
案に対し最優秀賞１件、優秀賞３件を表彰
・定例的な管理職による意見交換実施
・年間を通じて4割の在宅勤務を実施（新型コロナウ
イルス感染防止対策として、非常事態宣言期間中は
出勤を大幅に抑制して約７割の職員が在宅勤務を実
施）
・テレワーク用端末の全職員配備完了

・テレワーク用端末の配備やオンライン会議システムの導入
など、環境整備を行い、在宅勤務を可能とした。併せて、新
型コロナウイルス感染拡大防止対策にもつながった。
・勤務体系・勤務時間帯については、新型コロナ感染予防対
策の観点等から、時差出勤等を進めた。

有

・職員から提案のあった事項の実現等に向けて調整し
ていく。職員提案制度の実施に当たり明らかになった課
題を整理し、改善を加えながら2021年度も実施してい
く。
・テレワークの推進や多様な働き方の実現に向け、柔軟
な勤務体系の在り方の検討やシステム環境をさらなる
整備を行っていく。

戦略的・計画的な広
報活動

・各事業のターゲットを踏まえた、広
報戦略を作成し、計画的に実施す
る。
・ＳＮＳ等を活用した情報発信や、
都や関係団体が開催するイベント
等でのＰＲにより、機構の認知度を
高める。

・広く都民向けに、継続的なSNSによる情報発信を実
施
・学校関係者向けに、事業紹介動画、パンフレット配
布
・コロナに対応した広報として、オンラインシンポジウ
ム（８月）を実施

・ターゲットに応じて広報手段を使い分けることにより、効果
的な広報を展開した。
・各広報には機構ロゴマークを統一して使用し、ブランドイ
メージの定着を図ったが、認知度について課題がある。
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、都や関係団体が
開催するイベントが相次いで中止になったが、オンラインシン
ポジウムの開催やＳＮＳで情報を発信することで、継続的に
広報活動を実施することができた。

有

・機構全体で統一性のある広報活動を展開し、更なるイ
メージの定着を図っていく。
・ＳＮＳを積極的に活用し、HPと連動した効果的なPR活
動を行っていく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・規程の整備・補強等を通じた
組織体制・コンプライアンス体
制の強化

・外部での研修は実施できなかったが、
オンラインシステム等を活用することによ
り、内部で行う研修は計画どおり実施し、
受講率100％を達成した。

・経営改革プランに定めた目標を達成す
るため、機構全体で目標を共有し、事業
の進捗管理を行った。
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響
が一部あったが、概ね目標を達成するこ
とができた。

・無料求人サイトやSNS、外部求人媒体
を活用したスカウト活動など、複数のアプ
ローチ方法を活用した採用募集を行い、
一定数の専門人材を確保することができ
た。
・契約職員に対して、正規職員採用選考
について職員へ周知した。
・正規職員採用後のキャリアパスを充実
させるため、退職金制度や資格取得支援
制度を構築するための準備を行った。

・職員提案制度の実施により、職員の経
営参画意識及びモチベーションの向上を
図ることができた。
・新型コロナウイルス感染拡大防止策に
対応し、継続して事業を実施できるように
システム面から体制を整えた。ペーパー
レスやシステム整備等をさらに進め、テレ
ワークを一層推進できる環境を整えてい
く。

・SNSでの情報発信や、オンラインシンポ
ジウムを開催など、ICTツールを積極的に
活用し、コロナ禍にも対応した広報活動
を展開することができた。
・各事業ごとのターゲットに合わせた広報
活動を行ことができた。

・経営改革プランに基づく管理
運営、事業実施

・都教委や他団体との連携、外
部求人媒体の活用
・採用後キャリアパスの明示

・部門を越えた定例会議におけ
る意見交換
・テレワークの実施に向けた検
討
・勤務体系・勤務時間帯の拡大
に向けた検討

・機構ウェブサイトの作成
・都や関連団体が発行する機
関誌等への広告掲載、バス・電
車などへの広告掲載
・都立学校、学校経営支援セン
ター、区市町村教育委員会など
教育行政機関や、NPO、民間
企業等へ事業をＰＲ

・策定された中長期的な経営方針のもと、「チームＴＥＰＲＯ」として機構の全部門・全職員が一丸となって「教育の質の向上」に向けた組織目標の達成・実現に向けて取り組むとともに、現場のニーズにきめ細かく対応した事業を展開してい
る。
・必要な人材が確保され、職員それぞれがやりがいを持って、高い使命感を共有して職務を遂行している。また、職員が職層の枠を超えて積極的に企画・改善提案できる環境が整っており、テレワーク・時差勤務等の多様かつ弾力的な働き
方が可能となっている。
・「学校」・「教育」を支援する財団として、教育関係者だけでなく企業等や都民に広く認知されるようになっている。

継続 ④

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・経営改革プランを軸とした経営方針を機構全体で共有し、組織目標の達成・実現に向けて計画的に取り組んだ。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため職員の出勤抑制等を行ったが、在宅勤務など弾力的な働き方を整備・推進した。また、様々な媒体を利用して必要な人材を確保した。さらに、職員提案制度を創設し、やりがいをもて
る職場づくりを図った。
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響で各種イベントが中止される中、オンライン会議システムやSNS等を利用し、オンラインシンポジウムの開催など、教育関係者（学校）や企業・都民等に積極的に広報活動を行った。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

「学校」を多角的に支えるプロ組織の確立 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（一財）東京学校支援機構 評価年度：2020年度

多角的な事業展開を支える強固な組織体制の確立 第２期プランとの関係
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団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

学校と登録者のマッチ
ング・サポート体制の
充実

・学校や登録者の
ニーズに応じたシ
ステムの機能拡充
・学校のニーズ把
握と企業等への人
材開拓を円滑に実
行する体制の構築

・人材バンクシステム上で、学校からの求人と登録サ
ポーターからの応募のマッチングを推進
・コーディネーターが、担当地区ごとに、学校への人材検
索支援や登録サポーターへの情報提供を行い、マッチン
グをサポート
・コーディネーターが、担当分野の登録団体に対して人材
の紹介を要請し、マッチングを推進
・人材バンクシステムを改修：求人や人材の情報検索機
能等の改善、登録サポーターや学校へのメール一斉送
信機能の追加
・求人2,592人、マッチング2,129件、 採用634人
・サポーター活動校の満足度89.4%

・新型コロナによる休校に伴い、４・５月はサポーターの活動や求人はほとんどなかった。６月から求人が増えたが、
感染防止対策の観点から、外部人材の活用を控える学校や、活動（求人への申込み）を控えるサポーターも少なく
なかった。
・コロナ禍のため、学校での活動を控える登録団体があったが、オンラインを活用した支援活動には前向きな団体も
少なくなかった。

・システムの改修により、希望に合った求人や人材の情報検索の利便性向上、登録サポーター等への情報提供の
促進を図ることができた。
・サポーターの希望と求人ニーズが合致する場合、システム上で迅速なマッチングが行われ、採用された。マッチン
グが進まない場合には、コーディネーターが学校及び登録サポーターの相互に頻繁に働きかけることにより、年度
当初に想定していた数の求人とマッチングを図ることはできた。しかし、求人条件や地域性等によりマッチングが難し
いケースも少なくなく、そのようなケースに対しては、より一層きめ細かい個別の支援の充実、対応の強化を図り、
マッチングを推進する必要がある。

・また、学校からのより多くの多様な求人を促進し、採用され活躍するサポーターを増加させる必要がある。

有

・ 求人・募集状況に即した学校への人材情報の提供(電話・メー
ル)、サポーターへのスカウトメールの送付やメルマガの発信により
学校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じたマッチングを推
進し、採用を促進させる。

・教育委員会・学校との連絡会等を通じ、事例等を周知し活用を促
進する。

・学校へのニーズと満足度調査の実施により、TEPRO Supporter
Bankの特色化を推進して業務改善につなげるとともに、コーディ
ネート研修を実施し、コーディネーターのスキルアップを図る。

外部人材活用の成功
事例の普及

・成功事例の普及
策の検討及び周知
広報

・取組事例ファイル50事例(活動紹介14（放課後学習支
援、特別な支援を要する児童の見守り支援、副校長や事
務室の事務支援、ICT事務支援、消毒等感染症対策業
務等）、オンライン授業23、コーディネート事例13)を学校
に周知
・校長会や研修等での事例や操作の説明 72回
・学校向けシンポジウムの開催（8月）
・学校向けメルマガ等 3回
・チラシの配布、動画の配信 5回
・オンラインによる外部人材活用モデル事業の実施（6
校、23授業）

・学校に対し、具体的な成功事例を示すことにより、バンクシステムの有効性やどのような人材を活用すればよいか
が認識され、学校からの求人に徐々につながってきている。

・従前の手法どおり、ＰTAや管理職の知人からの紹介やハローワーク等により外部人材を探す学校も少なくなく、当
バンクを新たに利用して外部人材活用を拡充することに全ての学校が前向きであるとは言えない。

・新型コロナの影響により学校や校長会に訪問して説明する機会が限定されたが、特に直接説明した際には学校の
理解を十分に促進でき、学校の新規利用登録や新たな求人につながった。

・学校向けシンポジウムでは、校長をパネリストに招き、サポーター活用事例や校長の生の声を紹介すること等によ
り、学校の理解を促進できた。
・モデル事業の実施により、オンラインによる支援活動の有効性等が確認できた。
・一層多様で効果的な活用事例を収集・創出して、普及拡大を図る必要がある。

有

・学校への好事例ヒアリング調査を実施し、好事例を収集する。

・サポーター活動事例ファイルの作成、人材バンクニュース等の発
行、座談会の実施等を行い、好事例の普及につなげる。

・学校が外部人材の活用や当バンクの利用を一層進めるための課
題について関係者で共有するため、学校における外部人材活用促
進検討会を開催し、事業の在り方、学校や教育委員会への提案等
を検討する。

企業や大学、関係団
体等と連携した登録
者の拡大

・学校のニーズに
応じた登録者の新
規開拓

・サポーター登録8,108人(個人4,323人(学生、主夫・主
婦、教職員、公務員、会社員、自営業、退職者等)、団体
72団体3,785人)
・団体訪問等 48団体
・チラシの配布(図書館、大学、企業等) 52,000枚
・電車内等広告(地下鉄、バス、JR)、デジタルサイネージ
・広報東京都等掲載 5回

・学校のニーズが高い教科指導や教職員の事務支援の分野では、多様な広報媒体を利用したことにより、学校での
支援活動に意欲的な、様々な世代・職業・スキルの登録者、学習支援や事務支援等様々な分野の支援活動を希望
する登録者を、数多くかつバランスよく確保することができた。

・ICT活用支援、オンライン授業支援、心理・福祉の支援等、専門的な知識を必要とする分野では、新たな登録団体
の開拓等により、学校が必要とするニーズに応える人材の確保を行った。

・新型コロナの影響により教育実習等ができない教職課程の学生を中心に、学生の登録が増えた（年度当初の約
100名から800名に飛躍的に増加）。

・初年度としては十分な人材を確保できたと自己評価しているが、地域バランス、平日の日中に活動できる者、専門
的な人材等、学校の細かいニーズに合致したマッチングが進みやすくなるよう、さらに登録者を確保していく必要が
ある。

有

・大学、企業・団体等との連携協議会（事例紹介、人材確保策の検
討等）を開催し、更に多様な人材の確保と連携を図る。

・地域学校協働活動地域コーディネーターと機構コーディネーターと
の連携、区市町村人材バンクとの連携などを進め、地域に特化した
人材を発掘し、地域のニーズにきめ細かく応えていく。

・土日や夜間のボランティア活動を希望するサポーターなど登録人
材の分析を進め、地域特性や活動日、専門性等の不足する人材の
状況を明らかにした上で、さらなる人材確保策を講じていく。

登録者がやりがいを
持って活動するため
の仕組の構築

・登録者のスキル
アップのための研
修の実施
・登録者の意欲向
上策の検討

・新規登録者への登録前研修・面談：学校での活動経験
のないサポーター全員を対象に実施 2,629人
・登録者のスキルアップ研修：オンライン研修２回（コミュ
ニケーションスキル：106名参加）、オンデマンド研修２回
（アンガーマネージメント、感染症対策：1,884回視聴）
・研修受講者からは、「仕事に役立つ」「ディスカッションで
きて良かった」などの感想があり、研修満足度84.8％
・学校現場の声をメルマガ等により発信し、登録者の意
欲向上に役立てた。

・新型コロナの影響により、登録前面談は電話で実施し、登録前研修は学校活動の留意事項をオンデマンドで視聴
する研修に変更したが、対象者全員に対して実施できた。
・登録者のスキルアップ研修として、オンライン研修では、コミュニケーションスキルを磨くグループワーク等を行い、
サポーター同士が交流する機会も確保した。オンライン研修は参加者数が限られることから、全サポーターが視聴
できる2回のオンデマンド研修を実施し、学校活動に必要な資質・能力を高める内容とした。
・メールマガジンでは、求人情報検索方法の具体例やサポーターの活躍事例など、システム上では得られない情報
提供を行った。サポーターの意欲向上のためには、継続した情報提供等更なる取組が必要である。

有

・オンラインを活用し、登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修
を充実させる（特別支援教育等分野別専門研修など ）。

・優秀事例の紹介などサポーターのインセンティブとなる取組を実施
する。

教育現場のリサーチ

・学校現場に対す
るヒアリング等の
実施と、より効果
的な事業展開に向
けた検討

・コーディネーターが、学校を訪問してサポーターの活動
状況を把握し、学校の担当者と意見交換を実施。それぞ
れのコメント等を収集し、チラシ（取組事例ファイル）や
Web等で周知し、新たな求人促進に活用
・教育委員会事務局や校長会からも、現場の意見やニー
ズを聴取
・オンラインによる外部人材活用モデル事業を通じて新た
なニーズを掘り起こした。

・コーディネーターが、教員やサポーターと直接打合せ等を行うことにより、信頼関係を構築でき、学校ニーズの把握
等に資することができた。
・現場の声を収集することにより、具体的な活用事例の更なる創出・紹介の必要性、小学校の外国語活動やICT等
新たな教育課題に対する人材や地域に根差した人材支援の仕組み等が必要であることがわかった。
・コロナ禍により、オンラインによる外部人材活用が、より一層重要となってきている。

有

・個別の学校訪問により、求人拡大に向けた学校ニーズの把握に努
める。

・ICT活用や外国語活動、職業紹介等の新たな教育課題に対応する
ための専門的人材を確保する。

・学生・企業等の力を活用した支援などモデル事例を創出する。

・オンラインによる外部人材活用事例を周知し、学校での活用促進
を図る。

TEPRO Supporter Bank（ティープロ サポーター バンク）事業の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（一財）東京学校支援機構 評価年度：2020年度

TEPRO Supporter Bank（ティープロ サポーター バンク）事業 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

学校と登録者のマッチング・サポート体制の充実の取組や、外部人材活用の成功事例の普及などの取組により、学校が必要とする部活動指導員やスクールサポートスタッフ等の人材の導入を支援し、教員の負担軽減と教育の質の向上に寄与

継続 ①実績(2020年度末
時点)及び要因分

析

事業の推進体制を整備し、学校へのＰＲや学校のニーズに基づいた支援を実施したことにより、緊急事態宣言に基づく休校期間は求人やサポーター活動がほどんどなくなるなど、大きな影響があったものの、求人（2,592人）やマッチ
ング（2,129件）等一定の成果をあげることができた。広報活動等を展開し、そのために必要な多様なサポーター（8,108人）を確保することもできた。
今後は、活用事例の紹介・創出や機構コーディネーターによるきめ細かい支援・働きかけ等を戦略的に進め、学校による本事業の一層の活用促進と、サポーターの活躍の場の拡充を図っていく必要がある。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・人材情報を一元
的に管理し、マッ
チングするシステ
ムの構築
・学校からの紹介
依頼に対応する
人員体制の整備

・学生や社会人、高齢者等多様な世
代・職業の人材をサポーターとして、
8,108人のサポーターを確保し、着実に
登録数を増やしている。
・また、新型コロナへの懸念から、学校
が外部人材の活用を控えたりサポー
ターが活動を自粛したりしたケースが見
られたものの、2,592人の求人数と2,129
件のマッチング数を達成し、マッチン
グ・サポート体制が着実に構築されてき
ている。
・さらに、当人材バンクを活用している
学校から「よい人材が早く見つかって助
かった」、「サポーターのおかげで教員
の負担が軽減できた」といった声や、サ
ポーターから「やりがいを感じている」と
いった声が多く届いており、当バンクを
実施した効果は確実に高まっている。

・一方で、当バンクを積極的に活用して
いる学校は一部にとどまっているほか、
求人に対するマッチング等も十分とは
言えない状況である。
・学校による外部人材の活用を飛躍的
に拡大し、教員の働き方改革と教育の
質の向上を図る観点から、全ての学校
による当バンクのさらなる活用の促進、
登録サポーターの活躍の場の拡充が
求められる。

・このため、これまでのデータ分析や学
校等からの意見も参考に、学校ニーズ
の把握と掘り起こし、教育環境の変化
にも対応した新たな外部人材活用方策
の創出・提案、地域や団体と連携強
化、より多様な人材の確保等に取り組
んでいく。

・学校における外
部人材活用を促
進するための成
功事例の実践

・企業や大学、関
係団体等を巡回
し、広報活動や外
部人材の発掘を
行い、人材登録を
促進

・新規登録者を対
象とした研修・面
談の企画運営・活
動実績に応じたイ
ンセンティブの検
討

・区市町村教育委
員会や各種校長
会からの意見集
約とそれらを踏ま
えた事業スキーム
の構築
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戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

工事店登録制度の継
承

・工事店の登録を
適切に実施し、工
事店登録制度を継
承

・登録工事店は397社。うちＪＫＫと本業務の登録工事店契約
を締結していた368社を継続登録
　また、新規工事店も学校修繕実績のある工事店29社を登録

・令和2年度は、都立学校等245施設の小口・緊急修繕工事を
受託し、これらの工事店を活用し円滑に対応
　工事店には事前説明会を開催し、機構における修繕工事に
関するＪＫＫとの変更点や実施上の留意点、特に、法令による
修繕工事に伴う石綿事前調査の実施を周知徹底

・業務を円滑に引継ぐため、ＪＫＫの協力を得て、ＪＫＫと登録工事店
契約を締結している実績業者に継続登録を要請した。

・登録をした工事店には、発注を開始する前の６月に説明会を開催
し、ＪＫＫと当機構の対応工事の上限金額の違いや発注方法がFAX
からシステムに変更になった点等を説明した。
  また、都立学校施設は築年数も長く、石綿含有建材も使用されて
いる施設も多いため、事前説明会に加え、修繕発注時にも、工事店
に、築年数や含有する可能性の高い建材等を伝え、事前調査を実
施するよう指導を行い、安全・安心な修繕工事を実施できる体制を
構築した。

・修繕実績の良好な登録工事店を中心に、今後も継続登録を進
めるとともに、新規工事店も募集し、安定した修繕体制を確保す
る。

・新規登録工事店には、説明会等で、主に業務内容やシステム
活用の基本を周知し、継続工事店には、主に令和２年度の業務
対応で改善すべき点等を中心に指導を行う。
また、石綿対策については、今後予定されている修繕工事時の
報告対象の変更点等を登録工事店に周知を図るとともに、研修
等により機構職員の専門性の向上も図り、指導を徹底する。

対応工事の上限金額
の拡大

・対応工事の上限
金額を拡大するとと
もに、検査体制等を
整備する。

・4,061件の修繕依頼に対応。うちＪＫＫ委託時の上限金額
（150万円未満）を超える工事対応件数は204件

・200万円以上の工事については、全件で現地検査を実施し
適正な工事の履行を担保

・限度額引上げについては、令和元年度から教育庁と調整し、令和
２年度に向けた造改修工事のうち、150～250万円までの緊急性の
高い工事（高校への障害のある生徒入学に伴うバリアフリー対応
等）のアウトソーシング(当機構)活用を促進した。

・機構の検査規程を整備し、200万円以上の工事については、修繕
内容が複雑な場合が多いため、都の検査規程に準じて検査調書を
作成するとともに、現地検査を実施することで適正な工事の履行を
担保した。

・引き続き、学校や支援センターからの修繕依頼内容を技術職が
的確に把握し、工事店への修繕発注に際しては、学校要望や技
術上の指示を適切に行い、引き上げた上限金額も活用して、効
果的な修繕工事を実施する。

・引き続き、200万円以上の工事については、全件で現地検査を
実施する。

施設維持管理業務シ
ステムの運用

・学校や工事店へ
のシステム利用の
周知及びシステム
の円滑な運用

・システム活用により、学校の修繕依頼業務や工事店の工事
受諾処理や工事積算業務等を効率化

・機構においても工事の発注業務や工事代金の積算確認業
務等をシステム化し、効率化と正確性を確保

・システム導入に際し、学校へのテストランや工事店への説明会を
実施し、運用後も、質問対応や、操作資料を配布し円滑に活用し
た。また、機構職員もＯＪＴ等を実施し、全職員が操作できる体制を
整備した。

・通常の工事発注から工事代金の確認業務についてはシステム化
で効率化されたが、工事内容や工期の変更等があった場合、工事
店側から発注データを機構に差し戻し、機構が処理する仕組みであ
るため煩雑で、工事店には差戻し操作等に係る負担も生じさせてい
る。

・引き続き、学校や工事店の事務処理を軽減するシステム改修を
実施し、業務の効率化を推進する。

・機構における、修繕工事の進行管理や、工事代金の積算確認、
予算執行管理業務等についてもシステム改修を行い、さらに効率
化を推進する。
　特に、修繕内容や工期の変更等の処理については、工事店に
データの差戻処理の負担をかけずに処理できる改修を行い、工
事店及び機構の業務負担を軽減し、円滑な支払業務を推進す
る。

専門職（技術）による
施設維持管理の体制
確保

・修繕依頼に対する
迅速な対応を行う
ため、技術職員の
業務体制を整備

・ＪＫＫからの派遣職員を活用しノウハウを継承すると共に、学
校を地区割りして担当業務を効率化

・新型コロナの影響で、予定していた学校訪問が制限されたた
め、実査や図面収集ができず、修繕発注に際して、代替資料
を活用

・石綿対策や施工管理のノウハウをＪＫＫ派遣職員から継承するとと
もに、都立学校を管轄する支援センターごとに担当を配置し、組織
的な修繕発注体制を構築した。

・ＪＫＫや東京都教育委員会、学校から提供を受けた図面や写真等
で、発注業務に対応した。しかし、図面が最新でなく、現場調査時に
現状と相違する場合もあり、修繕内容を見直す等の対応も生じた。

有

・今後も、ＪＫＫと本業務に関して情報共有を継続し、施工管理等
の水準の維持向上を図る。
また、支援センターとも定期的に打合せを持ち、施工内容等につ
いて意思疎通を図っていく。

・全校を実査し、修繕工事に必要な最新図面を職員が選定し、
データベース化を委託し、発注時等に活用していく。

迅速・確実な都立学校施設管理業務の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（一財）東京学校支援機構 評価年度：2020年度

都立学校施設維持管理業務 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

工事店登録制度の継承の取組や、対応工事の上限金額の拡大などの取組により、都立学校施設の小口・緊急修繕工事を迅速かつ安定的に実施し、学校施設の安全性の向上やバリアフリー対応を推進

継続 ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

令和２年７月から東京都住宅供給公社（ＪＫＫ）に代わって、当機構が本業務に対応した。４月から６月までの準備期間では、工事店の登録契約作業や、令和元年から開発してきた施設維持管理システムの操作マニュアルの作
成、学校を対象としたテストラン、工事店を対象とした説明会等を実施し、円滑に業務を引継いだ。
令和２年４月から６月までの間に、機構職員による対象校の実査や図面確認等を計画したが、新型コロナ感染症対策の観点から実施を見送った。令和２年度は急遽、ＪＫＫや東京都教育委員会からの資料や、学校からの修繕
箇所の写真等の提供を受け、修繕場所や内容を確認し発注業務を行うことができた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・工事店登録制度
に関するＪＫＫとの
情報共有と業務の
引継ぎ

・新型コロナの影響で、年度当初の事前
準備業務が計画どおり実施できなかった
が、代替の方策を講ずることにより、７月
からの都立学校の小口・緊急修繕工事の
包括的な監理業務を、予定どおりＪＫＫか
ら円滑に引き継ぐことができた。

・当機構への業務移行を契機に、施設維
持管理システムを導入したことにより、修
繕依頼のペーパーレス化や発注業務等の
効率化が図られるとともに、工事の上限金
額を引上げたことにより、これまでよりも都
立学校施設の安全性の向上やバリアフ
リー化の推進に資する多様な工事に対応
可能となった。

・緊急修繕工事に
関するニーズの確
認
・都の検査規程に
準じた機構の検査
規程等の整備

・都立学校施設維
持管理業務システ
ムの設計構築

・技術職員の人員
体制整備
・業務フロー等の検
討
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

①学校法律相談デス
ク

・令和２年度から都立
学校全校を対象に相
談業務を開始

・6月から本格稼働。専門相談員（弁護士）の機構事務室での
業務従事体制を週３回、輪番の従事を確保し、相談業務を円
滑に実施
・5～3月の相談数は88件（5月から8月は19件、9月から11月は
42件、12月から3月は27件）
・学校経営支援センター、教育相談センター及び法務監察課
等管理職との情報連絡会を3回（７・11・1月）実施
・専門相談員（弁護士）との意見交換会を１回（７月）実施
・学校に「学校法律相談デスク通信」を4回配布（9・11・1・3
月）、事業の「周知カード」を配布（9月）
・校長会等で事業を説明
・アンケート（１月）　学校の満足度86.4％

・5月から8月や12月から3 月は、緊急事態宣言に基づく学校休校等新
型コロナウイルスの影響や、夏休み等により、学校からの相談数が伸
び悩んだ。
・9月から11月は学校の積極的な相談・活用を促進するための周知を
するとともに、学校経営支援センターと随時情報交換をするなど連携
を強化したことにより、学校からの相談数を増やすことができた。
・学校へ事業を周知した結果、複数回、相談利用する学校も増えてき
ている。
・相談内容は生徒指導や保護者対応等多岐にわたるが、発生初期段
階の相談を主に受け付け、迅速に助言することをコンセプトとしている
ものの、事業開始当初は、トラブルが長期にわたっている困難ケース
について相談に寄せられるなど、他機関との役割分担等に課題がみ
られた。

有

・学校法律相談デスクに相談した学校の満足度を
高めるため、学校経験豊富な機構職員と教育分野
に強い弁護士とが緊密に連携して対応に当たると
ともに、「予防法学」的見地から助言を行うようにし
ていくなど、相談の充実を図っていく。

・また、学校の積極的な相談・活用を促進するた
め、相談事例を蓄積し、学校経営支援センター連
絡会や校長会等への広報活動に努めていく。

②教育施策充実化支
援

・令和３年度からの事
業実施に向けた関係
部署と調整

・国際交流事業等の関係部署と、コロナ禍の情勢を踏まえて
意見交換を重ねた上で、令和3年度の事業展開に向けた計画
を修正し、それを履行するための業務分担表等を作成すると
ともに、必要な人員と経費を検討

・コロナ禍においても実効性のある事業とするため機構内で検討を重
ね、本庁関係部署と密に連携をとり、より実施可能性の高い計画を新
たに作成するなど、臨機応変な対応により、令和3年度からの確実な
実施に向け、体制整備に取り組んだ。

有

・国際交流事業等について、都教育委員会が策定
する実施計画に基づき、各学校が実施する事業の
進行管理や助言・支援、海外教育機関との連絡調
整など、各学校の取組に則した調整を行っていく。

③会計年度任用職員
選考業務支援

・令和２年度から選考
業務に対する支援を
開始

・スクールカウンセラー及び特別支援教室専門員等の選考業
務支援を実施
　スクールカウンセラー　募集:1,500人程度 /応募:2,019人
　東京都公立学校特別支援教室 専門員等　募集: 2,500人程
度/応募:2,922人

・応募書類等を適正かつ確実に処理するため、人材派遣を活用した実
施体制を構築した。また、委託者(都教育委員会)と調整を図りながら、
機構において応募書類の処理マニュアルや選考会場の運営計画を策
定し、選考業務支援を実施した。
・新型コロナウイルス感染症拡大により、選考会場の運営方法の変更
や合格者の配置案作成期間の短縮など、業務の一部に影響があった
が、委託者（都教育委員会）と協議の上対処した。

有

業務内容の拡充に向け、令和2年度実施において
蓄積したノウハウをもとに、OCR導入による応募書
類等データ化やマニュアルの再整備等、業務の効
率化を図る。

④学校事務業務のセ
ンター化

・令和３年度以降に向
けて学校経営支援セ
ンター業務の移管及
び、都立学校の経営
企画室業務の集約化
について検討

・都立学校経営企画室業務のうち、共通する事務の受託に向
けた検討を行い、都と連携して令和3年度モデル事業を企画
・令和3年度モデル事業の受託に向け、機構内の人員体制を
整備

・将来の事業展開に向けた課題（受託すべき業務内容、事務フロー、
業務量、システム整備、履行場所等）について、学校の負担軽減効果
と経済性・効率性を両立する観点で総合的な検討を進め、具体的な検
証のためのモデル事業につなげた。

・事務集約モデル事業を円滑に実施し、今後の共
通事務受託に向けたノウハウの集積に努めるとと
もに、引き続き都教育庁と連携しながら、令和4年
度以降の事業展開に向けた検討を進める。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・事業スキームの検討
・担当する退職校長等の
人員体制整備、学校相談
業務を依頼する弁護士の
人選

・「学校法律相談デスク」事業については、教育関
係に精通した弁護士等を確保して相談体制を整
備し、当初予定どおり業務を開始できた。新型コ
ロナウイルスによる影響を受けたものの、相談件
数88件を達成し、迅速かつ的確に回答したことに
より、相談した学校からは高評価を得ている（アン
ケート調査による満足度：86.4％）。適時、積極的
な学校管理職への周知活動を行ったことにより、
学校の認知度も高い。今後は、学校にとって一層
身近で相談しやすい窓口となるよう、教育庁関係
部署と緊密に連携して活用事例等を周知し学校
による活用を促進するなど、業務運営の改善を
図っていく。

・「教育施策充実化支援」については、新型コロナ
ウイルス感染症対策を踏まえた「新しい日常」の
下、ICTを活用し交流内容等を企画・立案するとと
もに、事業の活用促進に向けて学校へ働きかけ
ることなどにより、東京都教育委員会の新たな事
業展開や学校への指導の充実に貢献する。

・「会計年度任用職員選考業務支援」について
は、令和２年度から、採用者数の多いスクールカ
ウンセラー及び特別支援教室専門員、特別支援
学校学校介護職員等の選考業務支援を開始し、
業務の効率化を支援した。新型コロナウイルスの
影響があったものの、委託者（都教育委員会）と
協議の上一部変更し、履行できた。

・「学校事務業務のセンター化」については、経営
企画室の事務集約に向けたモデル事業を事業化
するなど、一定の成果を上げた。

・担当職員の人員体制整
備

・スクールカウンセラー及
び特別支援教室専門員、
特別支援学校学校介護職
員の選考業務の支援内容
について関係部署と調整
・担当職員の人員体制整
備

・担当職員の人員体制整
備

①学校法律相談デスクについては、令和２年度６月頃から全都立学校を対象に相談業務を開始し、学校からの相談に適切・迅速に対応していく。
②教育施策充実化支援については、国際交流事業等について関係部署と調整を図り、令和３年度から業務を受託する準備を行っていく。
③会計年度任用職員選考業務支援については、令和２年度から、採用者数の多い、スクールカウンセラー及び特別支援教室専門員、特別支援学校学校介護職員等の選考業務支援を開始し、業務の効率化を支援していく。
④学校事務業務のセンター化については、学校経営支援センターの業務の見直しや経営企画室の事務の集約について教育庁と連携して検討していく。

継続
②
③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

①学校法律相談デスクは、令和２年度６月頃から全都立学校を対象に相談業務を開始した。緊急事態宣言や一斉休校の影響で相談件数は伸び悩んだが、機構職員と弁護士が連携し対応に当たるともに、東京都教育員会
との連携を強化することにより、学校からの相談に適切・迅速に対応した。
②教育施策充実化支援は、学校が行う国際交流事業等について関係部署と調整を図り、令和３年度から業務を受託できる体制を整えた。
③会計年度任用職員選考支援は、スクールカウンセラー、特別支援教室専門員、特別支援特別支援学校学校介護職員等の選考業務支援として開始した。新型コロナウイルスの影響があったものの、東京都教育委員会
（委託者）と協議の上一部変更し履行した。
④学校事務業務のセンター化は、教育庁の関係部署と密 接に連携し、経営企画室の事務集約に向けたモデル事業を計画した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

学校現場及び教育施策サポート機能の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

（一財）東京学校支援機構 評価年度：2020年度

学校現場及び教育施策への支援 第２期プランとの関係
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団体名：（一財）東京学校支援機構 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴う影響があったものの、経営改革プランの到達目標をほぼ達成することができたものと評価する。

【戦略１：「学校」を多角的に支えるプロ組織の確立】
　戦略１については、安定的かつ柔軟性のある運営体制を構築するため、経営方針の策定、規程整備、職員研修、テレワークの推進や時差出勤等の働きやすい職
場づくり等に着実に取り組んでいる。また、多様な求人媒体を活用し、必要な人材の確保を進めることができている。引き続き正規職員の雇用制度や退職金制度
の構築といった検討を進め、意欲・能力のある職員が活躍できる組織体制づくりに取り組んでいただきたい。

【戦略２：TEPRO Supporter Bank（ティープロ サポーター バンク）事業の推進】
　戦略２については、TEPRO Supporter Bank事業を本格的に開始し、電車広告等の広報媒体の活用や団体の開拓により登録者の増加を図った。学校からの求人を
増やすため、学校への訪問等による取組事例の周知を行うとともに、オンラインによる外部人材活用モデル事業の実施などの取組を積極的に進めており、着実に
マッチングを進めている。今後もICT支援や感染症対策など外部人材に対する学校のニーズは高いことから、本事業がより多くの学校で利用されるよう更なる取組
を期待する。

【戦略３：迅速・確実な都立学校施設管理業務の推進】
　戦略３については、東京都住宅供給公社から業務を円滑に引継ぐことができたとともに、対応工事の上限金額拡大や修繕依頼・工事発注をシステム化し、より
効果的・効率的に工事を実施することができている。今後も、システム改修や図面のデータベース化による更なる業務の効率化を進めつつ、工事店と協力し安全
な工事の実施に取り組んでいただきたい。

【戦略４：学校現場及び教育施策サポート機能の強化】
　戦略４については、学校法律相談デスク事業を予定通り実施し、学校からの相談に適切に対応できている。また、会計年度任用職員選考業務支援についても教
育庁と連携しながら業務の効率化を支援できている。また、国際交流事業をはじめとした2021年度以降実施する事業について、教育庁との調整、課題の検討等に
取り組み、事業実施につなげている。今後も検討を進め、学校現場や教育施策サポート機能の更なる強化に期待する。
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戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

人材確保・育成策
の検討

〇育成計画に基
づく研修等の実
施
〇消防博物館に
語学スタッフを
配置し、外国人
来館者の利便性
を向上

〇育成計画に基づき、固有
職員の消防署研修、主任選
考試験、ジョブローテーショ
ン等を実施

〇外国人スタッフ１名を採用
し、消防博物館に配置

〇収蔵品紹介のデジタル化
に向け英語によるデータ
ベース構築作業を実施

〇（一財）東京都人材支援事業団の研修については、新型コロナウイ
ルス感染症感染拡大の影響により中止となったが、2019年度に引き続
き固有職員の消防署研修を実施し、消防行政への理解の促進を図る
とともに、主任選考試験においては１名が合格し、任用を推進した。

○ジョブローテーションは、2019年度に策定した人材育成方針に基づ
き、将来、各事業の運営・企画立案ができる固有職員を育成していくた
め、固有職員２名を総務部門から協会の柱となる事業部門（講習事業
部、防災事業部）へ配置した。
また、ジョブローテーションを効果的に推進するため、在籍している固
有職員の経験、能力、実績等を勘案した、各個人別のキャリアプラン
を策定した。

〇外国人スタッフを採用するにあたり、10校ほどの日本語学校へ直接
働きかけ、学校関係者からヒアリングするとともに、複数の候補者と面
談するなどして幅広い人材からの選定に努めた。
　
○採用した外国人スタッフを中心に、収蔵品の英語によるデータベー
ス化作業を行い、外国人来館者の利便性の向上を図った。

有

○（一財）東京都人材支援事業団の研修
については2021年度からは再開予定で
あるため同研修に参加させる予定であ
り、今後も、（一財）東京都人材支援事業
団の研修だけでなく、さまざまな研修を活
用して固有職員の育成に努めていくな
ど、研修教養の充実を図っていく。
○固有職員の育成については引き続き
取り組むものとし、個々の職員について
将来どのように活躍させ組織として最大
限活かしていくか、将来のキャリアプラン
を定期的に検証を重ね、任用制度の見
直しや職域、ポストの精査等を進めてい
く。
○外国人来館者の利便性向上のため、
採用した外国人スタッフを最大限に活用
し、あらゆる業務において、外国人目線
による業務の改善を図っていく。

受託事業増大へ
の対応の検討

〇消防行政需要
を踏まえた事業
化に向けた検討
〇防災に関する
知識・技術の一
体的な普及啓発
の促進への準備
〇決算分析によ
るコスト管理の
強化

〇新たに(公財)東京都保健
医療公社からの依頼に基づ
き、多摩南部地域病院及び
荏原病院の病院救急車の
運行業務等を開始

〇消防行政需要を踏まえ、
防火管理講習及び消防講
習の電子申請に向けた検
討を実施

〇防火管理技能講習のオ
ンライン化に向けた検討を
開始

〇東京都総合防災部の事
業一部受託について、東京
都総務局、東京消防庁及び
当協会の３者による情報共
有を実施

〇各事業ごとの収支を紐づ
けた、適正な決算分析によ
るコスト管理の強化

〇（公財）東京都保健医療公社及び東京都生活文化局と協議を重ね、
令和2年7月1日から多摩南部地域病院の病院救急車、令和2年12月1
日から荏原病院救急車の運行や車両の保守管理を受託することとし、
病院や入所施設等で治療する患者の搬送を担うことで、東京都が掲
げる救急需要対策及び消防機関が行う転院搬送件数の低減に貢献し
た。

○防火管理講習及び消防講習の電子申請について、東京消防庁と検
討を重ねた結果、総務省消防庁においても、同種の火災予防分野の
手続きにおける電子申請等の標準モデルを構築しようとしている中、
今回検討したシステムは、予算・人員の面で費用対効果が低いという
結論に至った。

〇防火管理技能講習のオンライン化の実現に向け、システム業者と検
討を行い、本人認証機能や受講確認機能等の課題を抽出した。

〇東京都総合防災部の事業一部受託に関しては、新型コロナウイル
ス感染症拡大への対応などの影響に伴い、東京都総務局での事業化
に向けた検討や準備が進まなかった。

〇講習で使用するテキストの収益は収益事業において計上していたこ
とから、各講習ごとに公益事業と収益事業の収支の紐づけを実施して
収支のバランスを確認した。また、各事業の収支を再確認し、講習会
場の見直しなど、費用の削減を図った。

有

〇今後も、病院救急車の運行業務を受
託することで、、消防救急車をより緊急性
の高い事案に投入できるよう、消防機関
が行う転院搬送件数の低減に貢献して
いく。
○防火管理講習及び消防講習について
は今後も東京消防庁と連携を取り、受講
者の利便性の向上に引き続き取り組ん
でいく。防火管理技能講習においては、
今後オンライン化を進めるために要件定
義を整理するなど、費用対効果も含めて
引き続き検討を進めていく。
○東京都総合防災部の事業一部受託に
関しては、今後も引き続き東京都総務
局、東京消防庁と密に連携を取りながら
進めていく。
○各事業においては費用圧縮に努め、
ワイズ・スペンディングを念頭に置きなが
ら費用が正しく有効的に使われている
か、引き続き決算分析や予算ヒアリング
により確認し改善していく。

東京消防庁からの消防業務委託の増大及びＯＢの確保が困難な状況となるおそれがあることから、ＯＢ職員とプロパー職員との業務分担、職員採用・就業規則のあり方の見直し等を検討し、安定した業務執行を行うことのできる体制
を構築する。

〇人材確保・育成策の検討については、固有職員の研修及び任用試験を着実に実施するとともにジョブローテーションを行い、固有職員の育成を推進させた。また、英語を母語とする外国人スタッフを採用し、外国人来館
者の多い消防博物館に配置することで、来館者への対応の幅を広げるとともに、収蔵品の英訳を実施した。
〇ICT化の推進については、昨年度の外部監査により指摘を受けた情報セキュリティの脆弱性に対して、内部での検討とともに、所管局の助言・指導を受けながら、対応方針を決定し、対策を実施した。また、協会内に「DX
推進委員会」を設置し、コロナ禍においても安定した業務執行を行えるようリモートデバイスを用いたテレワークの試験的運用の実施、講習のオンライン化に向けた準備、ワークフローシステムの導入及び「５つのレス」の取
り組み等の検討を進めた。

見直し

【成果及び進捗状況】
総合防災部の事業一部受託以
外の取組に関しては、着実に実
績を上げており、安定した業務
執行体制の構築に向けて前進さ
せることができた。
【根拠】
１　職員の育成に関して、固有職
員は同一ポストに長期間配置さ
れる傾向にあったため、２名を事
業部門へ異動させるなど、他業
務へ職域を拡大し能力の伸長を
図った。
２　公益事業と収益事業の収支
の紐づけを行なったことにより、
適正に各事業の現状を把握する
ことができたとともに、無駄を省く
などの費用削減にもつながっ
た。
３　東京都政策連携団体としてコ
ンプライアンスの強化に努める
ため、2019年度に設置したコン
プライアンス推進委員会を2020
年度に開催し、本委員会の委員
である協会の監事からも職務上
の視点からの意見等を聴取し、
コンプライアンス行動指針を作
成、職員への周知徹底を図っ
た。また、ハラスメントの防止に
関して、顧問弁護士事務所と新
たに契約締結し、男女２名の弁
護士による外部相談窓口を設
け、誰でも相談しやすいよう配慮
している。
４　情報セキュリティ事故根絶の
ため、情報セキュリティ委員会で
策定した強化策について全ての
対応が完了し、関係機関から指
摘を受けていた事項は全て対応
済みとなり、情報セキュリティ上
の強化を図ることができた。

○プロパー職員に対
し、消防署実務研修
を実施、研修結果も
踏まえ人材育成方針
を策定した。
○あらゆる機会を捉
えて、他の消防本部
へ人材募集の広報
活動を実施し、採用
に至った。
○語学スタッフの採
用に関する検討

○公益財団法人東
京防災救急協会の
今後のあり方検討委
員会へ参画し、事業
の検討開始

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京防災救急協会 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

社会変化を踏まえた執行体制のあり方

業務執行体制の強化

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

①

実績(2020年度末時点)
及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

就業規則の見直
しに向けた検討

〇コンプライアン
ス強化の検討

〇コンプライアンス強化の
ためコンプライアンス推進委
員会を設置、行動指針を策
定

○各種ハラスメントへの対
応を強化するためハラスメ
ント外部相談窓口等を設置

〇コンプライアンス推進委員会は、新型コロナウイルス感染症感染拡
大に伴い、集合形式から個別説明方式に変更して開催し、2020年5月
に行動指針を策定した。当該指針を周知するため、2020年6月に通知
を発出し、東京都政策連携団体の一員として規範意識を高く持ち、創
造的かつ自律的な行動をすること等を全職員に徹底した。

○職場におけるハラスメント防止措置が事業主の責務とする労働施策
の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等
に関する法律（昭和41年法律第132号）の一部が改正され2020年6月1
日に施行されたことから、法律の趣旨を踏まえ以下の内容を推進し
た。
①パワーハラスメントに関する定義等が把握できる資料の作成及び職
員への周知
②ハラスメント防止に対する考えを理事長から宣言するという形式によ
り各職員へ周知
③男女各１名の顧問弁護士によるハラスメント外部相談窓口を新たに
設置し、男女を問わず職員が相談しやすい環境の整備

有

○2020年度に策定したコンプライアンス
行動指針を再掲示し周知徹底を図るとと
もに、汚職防止について「東京都政策連
携団体及び地方独立行政法人における
汚職等防止について」（令和元年11月27
日31総行革行第307号31総行革経第71
号行政改革推進部長通知）に基づき、
「東京都汚職等防止部会」で取りまとめら
れた汚職防止策の内容を踏まえ、服務
規律やコンプライアンスの遵守など、より
一層の綱紀の保持が図られるよう策定し
た「汚職等防止に係る基本指針」を職員
へ再度周知し徹底させていく。

○臨時職員の最低
賃金引上げ
○業績評価制度の
見直し
○オフピーク通勤の
導入

有

○関係部署及びセキュリティ監査からの
指摘事項については全て対応を完了さ
せたが、今後においても引き続き情報セ
キュリティ対策を継続するとともに、適宜
見直し、強化を図っていく。
○2021年度は、新規採用職員に対する
職員セキュリティ教養においてはセキュリ
ティ事故による社会的影響、セキュリティ
事故が発生する要因、過去のセキュリ
ティインシデント等を十分に認識させ、
個々の職員における情報セキュリティの
意識の醸成を図っていく。
○新しく策定した情報セキュリティ規程等
に基づいて適切に事務処理されているか
常時確認を行い、本規程の実効性を維
持していく。
○DXの取り組みとしてリモートデバイス
を用いたテレワークについて本格運用す
るものとし、東京都が定めた水準を達成
すべくリモートデバイスをさらに15台導入
し、各職員へ利用促進を図る。またイン
ターネットFAXにおいても他のＦAX機へ
導入し、他の５つのレスについても各取
組事項を着実に推進していく。

【課題】
１　人材育成については、2021
年度に固有職員１名の新規採用
があり、再度、固有職員のキャリ
アプランを検討しながら、今後組
織としてどのように固有職員を活
用していくか更なる検証をしてい
く必要がある。
２　総合防災部の事業一部受託
に関しては、東京都、東京消防
庁と密に連携をとりながら引き続
き状況を注視していく必要があ
る。
３　2020年度に策定したコンプラ
イアンス行動指針が職員に浸透
し、確実に遵守されるよう周知、
教養を継続的に行っていく必要
がある。
４　ICT化の推進に関しては、今
般のコロナ禍においても確実に
事業が継続されるよう、各事業
におけるデジタル化への転換、
「５つのレス」及びテレワークの
浸透に向けてデジタルデバイス
を迅速に導入し、ＤX化の推進を
強力に押し進めていく必要があ
る。

ＩＣＴ化の推進

○サーバー専用ルー
ムの構築
○情報セキュリティ
事故根絶を目指し
て、情報セキュリティ
委員会において、セ
キュリティ強化を検
討及び情報セキュリ
ティ外部監査の実施
○無線LAN環境の構
築
○ビジネスチャンス
ナビを活用した電子
入札の本格運用
○防災館におけるイ
ンターネット予約受
付システムの構成案
に意見反映
○VR防災体験コー
ナー整備への取組み

〇情報セキュリ
ティ対策の強化

〇情報セキュリティ規程の
全部改正及び関係規定を
改正

〇情報セキュリティに関する
職員教養を実施

〇新たな情報セキュリティソ
フトウェアを導入

〇受講管理システムのクラ
ウドサービスへの移行を実
施

○DXへの取組を推進させる
ため、新たにDX推進委員会
を設置

〇東京消防庁及び東京都の情報セキュリティ関係部署からの助言を
受けながら、第三者機関によるセキュリティ監査により整理されたハー
ド面、ソフト面の指摘事項を基に、理事長を委員長とする情報セキュリ
ティ委員会及び幹事会を計９回にわたり開催し、指摘事項32項目に対
し、詳細に分析するとともに、それぞれの強化策を検討し、2020年度内
に全ての項目の対応を完了させ、情報セキュリティの強化を図った。

〇職員教養は、従前年に１回教養動画を視聴後、効果測定を行うとい
う一辺倒な方法であったが、自己学習ツールにて事前に点検を実施
し、職員個々の弱点傾向を分析後、再度ツールを用いて弱点を補う内
容の教養を行うという２段構えの方法に変更することで、セキュリティ
上、脆弱性が認められる事項を集中的に対策することが可能となり、
より一層のセキュリティ強化を図ることができた。

〇ハード面の強化を基本として、各システム保守業者と連携し、イン
ターネットの閲覧制限やUSBなどの記録媒体の使用制限を設けること
が可能となる「AssetView」ソフトウェアを導入した。

○受講管理システムにおいて、セキュリティ監査によりデータセンター
に設置していたサーバーの脆弱性を指摘されたことから、サーバー更
新時期を早めるとともに、クラウドサービスへ移行させることにより、セ
キュリティ上、更なる安定稼働を図った。

○DXへの取組を加速させるため、理事長を委員長とするDX推進委員
会を開催し、各取組事項毎に担当を決定し、各部会においてデジタル
化について検討した。テレワークについてはリモートデバイス「Magic
Connect」を試験的に導入（５台）し検証した。５つのレスにおいては
FAXレスの取組みとして、インターネットFAX「MOVFAX」を当協会内に
おいて最も送受信数が多い部署に試験的に導入し、デジタル化を図っ
た。
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団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

外国人来館者への接
遇要領向上及び多言
語表記の推進

〇外国人接遇マニュアルを活用
したサービスの提供及びマニュ
アルの見直し
〇多言語表示（ピクトグラム）の
推進
〇「やさしい日本語」によるリー
フレットを全館で作成
〇無料Wi－Fi利用状況の検証
及び４館への拡大検討並びに
消防博物館における展示品紹
介アプリ（多言語対応）の導入
〇消防博物館に語学スタッフを
２名配置し、外国人来館者の利
便性を向上

〇外国人接遇マニュアルを改訂

〇主要４言語（日・英・中・韓）以
外の言語を用いる利用者向けに
ピクトグラムを活用した館内表示
を作成

〇「やさしい日本語」によるリーフ
レット等を各館にて作成

〇無料Wi-Fiの立川及び本所防
災館への拡大を検討

〇消防博物館において、展示品
紹介アプリによるデジタル展示を
開始

〇外国人スタッフ１名を採用し、
消防博物館に配置

〇外国人接遇マニュアルの改定にあたり、検討会を２回開催し、より効果的で質の高い教材とするため、
職員からの改善意見を収集するとともに、新たに採用した外国人スタッフから外国人利用者目線の意見を
収集し、改訂版に反映させ改善を図った。

〇ピクトグラムについては、各館でこれまで掲示されていた案内表示だけではなく、外国人スタッフの意見
を取り入れながら感染防止のための注意喚起のポスターにも活用することにより、全ての来館者にわかり
やすく伝えるためのものに刷新することができた。

〇2019年度末に本所防災館に設置した「やさしい日本語」によるリーフレットについて外国人（14言語を母
語とする120名）を対象としたアンケートを実施し、やさしい日本語と英語で表記されたリーフレットについ
て、98％が日英どちらかの言語で理解できたという結果であった。この結果を踏まえ、2020年度は各館の
リーフレット及び地震10のポイントをやさしい日本語と英語を用いて作成した。

〇無料Wi-Fiの効果を検討するため、消防博物館、池袋防災館において先行整備したが、コロナ禍による
臨時休館に伴う来館者数減少により、十分な検討データが得られなかった（博物館、池袋防災館来館者数
計　前年度比約24万人減）。引き続きデータの蓄積を行い、無料Wi-Fiの必要性について検討する。

〇消防博物館において収蔵品のデジタル化を進めるため、システム業者と連携を図りながら、展示品紹介
アプリ「ポケット学芸員」を2020年４月に導入するなど、民間のテクノロジーを活用した。これにより、コロナ
禍で来館できない状況下においても、モバイル端末上から最も価値のある収蔵品約30品目の閲覧が可能
となり、「消防の歴史」への関心の喚起を図った。

○当初は外国人スタッフを臨時職員として２名を採用する予定であったが、コロナ禍において外国人来館
者が減少したため、2020年度は英語を母語とする外国人スタッフ１名を10月に採用した。採用にあたって
は、10校ほどの日本語学校に出向し、学校関係者からヒアリングを実施するとともに、複数の候補者と面
談などを実施した。
同スタッフには外国人来館者に対する顧客満足度向上のため、英訳を中心としたあらゆる業務にあたらせ
るとともに、更なる活躍の機会を増やすため、2021年度から非常勤職員として採用した。

有

○外国人接遇マニュアルは、今後も内容を随時
見直すとともに職員教養を継続し、外国人に対
するサービスを向上させる。

○主要４言語（日・英・中・韓）以外の多様な母
国語を持つ外国人等の利用者を含め、全利用
者にとってわかりやすい館内表示となるよう見
直しを継続していく。

○外国人に対する効果が高かった「やさしい日
本語」を活用した館内表示等について検討して
いく。

○立川及び本所防災館への無料Wi-Fiの整備
拡大について、消防博物館及び池袋防災館に
おける館内展示物や指導内容などに係る利用
状況を検証するとともに、オンラインを活用した
防災教育等の可能性と合わせて有効性につい
て検討を継続する。

○消防博物館、防災館にて採用した外国人ス
タッフを中心に、外国人来館者の満足度の更な
る向上策を検討していく。

団体予約受付のあり
方の見直し

〇インターネット予約受付シス
テムの本格運用及び検証
〇インバウンド等増加対応策の
実施

〇インターネット予約受付システ
ムの本格運用開始及び検証

〇防災館ホームページのデザイ
ンを刷新、及び英語の翻訳ペー
ジを一部拡大

〇外国人を対象としたツアーの
実施

○2020年4月に運用開始したインターネット予約受付システムの検証は、新型コロナウイルス感染症感染
拡大により予約件数が少なかったことから、システム拡充にむけた本システムの効果等の検証はできな
かった。引き続き、本システムの効果等について検証を実施していく。

○ホームページデザインを刷新するにあたり、「やさしい日本語」に関する職員研修の実施や館内表示の
見直しを通して得られた知見を活かし、ユニバーサルデザインを取り入れるよう東京消防庁及びホーム
ページ制作会社に働きかけた結果、ホームページが一新された。

〇インバウンド増加への対応のため2019年度に検討した「外国人接遇マニュアル」に基づくツアーを大使
館職員等を中心に実施した。
　一方で、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により外国人旅行者のツアー参加者はなかったこと
から、引き続き参加者の意見を収集し検証を推進していく。

有

○インターネット予約受付システムについて、利
用者へのアンケート等により検証を継続する。
○「東京都感染拡大防止ガイドライン」への対応
及び「新しい日常」の定着に向けて、個人及び
団体の受入体制のあり方について検討し、予約
受付のあり方についても根本的に見直しを検討
する。

防災館の運営時間拡
大

〇改善した体験内容の検証
〇様々な媒体を活用した広報を
実施

〇改善したナイトツアーの体験
内容の検証

○様々な媒体を活用した広報を
実施（防災館ホームページ、テレ
ビ取材、YouTube等）

○ナイトツアーをコロナ禍においても参加者が安心して体験が出来るよう、東京都感染拡大防止ガイドライ
ンに基づき密集を回避するための人数制限を設ける等、感染防止対策を十分講じた実施方法に変更し推
進した。
　一方でナイトツアーの参加者は新型コロナウイルス感染症感染拡大による臨時休館措置の影響で、前
年の10分の１（体験者数116名前年比1,385名減）に留まったことから、検証のための参加者からの意見等
のデータ収集を引き続き継続していく。

○新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響による臨時休館中においても、防災館の情報を積極的に配
信するため、ホームページや協会情報誌等により広報活動を展開した。
　また、東京消防庁と協働し、YouTube動画「ガチャピン・ムックの消防士になって大活躍」を製作した。同動
画では防災館において実際にガチャピン・ムックが各体験コーナーで防災体験しているシーンが収録され
ており、動画視聴を通じて広く都民へ広報した（視聴件数約６万件）。さらに、消防博物館展示内容及び防
災館の体験内容を来館者目線で視聴できるYouTube動画も製作し（視聴件数約５千件）、開館にむけて来
館意欲の向上を図った。
　メディアの取材対応も積極的に行い（年度計48件）、テレビ東京「モヤモヤさまぁ～ず２」において池袋防
災館での体験内容が放映され、動画配信サービス「Paravi」にて同番組が１年間定期的に配信されてい
る。

有

○改善した防災体験内容について、さらなる有
効な運用方法を検討していくとともに、感染防止
に配意した防災体験の実施方法について検討
を継続していく。

博物館・防災館の利用しやすい体制の構築 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京防災救急協会 評価年度：2020年度

博物館・防災館の利用促進 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

博物館、防災館が外国人を含むすべての利用者にとって利用しやすく、学習効果の高い施設になることを目指す。

見直し ②
実績(2020年度末時
点)及び要因分析

新型コロナウイルス感染症の拡大をうけ、消防博物館及び防災館は2020年2月下旬から臨時休館となった。5月25日の緊急事態宣言解除及び6月11日の東京アラート解除をもって再開したが、感染防止の観点から開放するコーナー及び館内人員に制限
を設けている。2020年度は①「外国人接遇マニュアル」の改訂や語学スタッフ採用など（言語障壁の除去）、②インターネット予約受付システムの運用開始（利便性の向上）、③ナイトツアー再開（時間的制約の除去）を実施した。さらに、「すべての利用者」
にとって利用しやすい施設とするため、障がい者の対応要領について外部講師による職員研修を実施（身体的・心理的障壁の除去）した。

〇毎週金曜日にナイトツアーを実施し、
2019年度の参加人員は1,501名で前年度
比88.3％、199名減（ただし、新型コロナウイ
ルス感染症拡大のため2/21まで）
〇試行結果を踏まえ、ナイトツアー体験内
容を改善
〇夜間災害発生後等の時機を捉えた広報
（テレビ、ラジオ、新聞等）を実施

【成果及び進捗状況】
　各取組事項ごとに、目標どおり達成して
いるが、臨時休館等により取組の検証に
ついては一部できなかった。
【根拠】
１　外国人来館者対応のための研修及び
マニュアルの策定を実施し、外国人に接
する職員の対応力の向上を図った。さら
に、本マニュアルのデータを東京消防庁
に進呈した。
２　やさしい日本語表記等を活用し館内
案内表示、リーフレット等の多言語表記
を進めることで、外国人にも利用かつ理
解しやすい施設としての体制整備に取り
組んだ。
３　　防災館における団体受入れ方法に
ついて検討、試行を行い、新たなインター
ネット予約受付システムを構築した。
４　池袋防災館の夜間運営に関して、試
行結果を踏まえ体験内容を改善するなど
し、新たな防災体験需要に対応する運営
方法を確立した。
【課題】
　インバウンド増加に対する計画を前倒
しにしながら実施してきたが、新型コロナ
ウイルス感染症感染拡大の影響で、各
館とも臨時休館が続いたため、本年度ま
でに実施してきた取組内容を改めて見直
し、外国人だけでなくあらゆる利用者に
対し、コロナ禍における「新しい日常」下
での安全で学習効果の高い防災教育の
あり方や各館の運営について検討改善し
ていく必要がある。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

〇「やさしい日本語」に関する職員研修を
前年の約2倍の121名に対して実施
〇外国人接遇マニュアルは、予定より1年
前倒して作成し、各館の全職員へ配布、教
養を実施。マニュアルの作成に当たっては
東京消防庁の国際業務係など関係部署の
協力を得た。
〇館内の案内表示を多言語表記に更新（1
年前倒し）
〇他館に先駆けて本所防災館において「や
さしい日本語」を用いたリーフレットを作成
〇リーフレット作成担当者に対する「やさし
い日本語」研修を実施（上記１と同じ）
〇消防博物館及び池袋防災館へWi-Fi環
境を整備
〇４館の外国人来館者数（総来館者数に
占める割合）
 2019年度 48,328名(10.2%)
 2018年度 51,146名(9.9%)
 2017年度 45,713名(8.8%)
 2016年度 36,512名(7.3%)
 2015年度 31,535名(6.5%)
 2014年度 23,004名(5.0%)

〇体験予約を試行し、その結果を踏まえイ
ンターネット予約受付システムを構築した。
〇東京2020大会に伴うインバウンド等増加
への対応について検討し、①外国語に対
応できる人材の採用、②外国人を対象とし
たツアーの実施要領に関する方針を決定し
た。
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戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

講習内容の見直し

〇国際蘇生ガイドライン2020
を踏まえた講習内容の改訂
〇講習で学ぶ心臓マッサージ
の効果を受講者資器材等の
導入及び試行運用
〇自信度向上に繋がる要因
を集積するための講習後アン
ケート内容の見直し
〇受講者の利便性に配意し
た講習会場の確保に係る検
討

〇国際蘇生ガイドライン2020を踏ま
えた講習内容の改訂に向けた情報
収集を実施

〇心臓マッサージの効果が受講者
にフィードバックされるスマートデバ
イスの試行運用を開始

〇自信度向上に繋がる要因を集積
するための講習後のアンケート内容
を改訂

〇応急手当の実施自信度は86.5%
に上昇（昨年度から0.7ポイント上
昇）

〇コロナ禍においても受講者が安
心して受講が可能となるよう、４か所
の会場を追加で確保

〇国際蘇生ガイドライン2020については、コロナ禍で発表が遅れてい
るが、発表され次第速やかに日本蘇生ガイドライン2020の作成に携
わる有識者と共に「応急手当普及啓発教科書作成委員会」を立ち上
げ、テキスト及びレッスンプランの改訂ができるように情報収集に努
めている。

〇新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、感染防止対策資器
材の購入が最優先となったため、胸骨圧迫の効果が受講者にフィー
ドバックされるスマートデバイスの購入は遅れたが、2021年1月から試
行を開始した。ICTを活用し、最大42名まで同時に受講者及び指導者
が適正性を確認することが可能となり、教育効果の向上を図った。
（講習回数78回、受講人員1,027名）

〇自信度向上に繋がる要因を模索するため、講習後のアンケート内
容を見直し、新たな指標として、「実際に倒れている人に遭遇し、応急
手当を実施できた」場合についてのデータを収集できるよう2020年12
月より質問項目を追加した。

〇受講者の利便性に配意した講習会場の確保に係る検討を実施し、
課題の抽出等を行った。また、コロナ禍の講習実施において、密を避
け、受講者間距離の確保のために講習定員を３分の１に制限したた
め、需要が供給を大幅に上回り、多くの受講希望に応えるために、広
く、なるべく多くの人数が受講できる会場の確保が急務になった。そ
のため東京消防庁と折衝を重ね、麹町、芝、本所、立川会場を追加で
確保した。

有

〇国際蘇生ガイドライン2020が、2021年度前半
にも発出されることを受け、「応急手当普及啓発
教科書作成委員会」を立ち上げ、新たなガイドラ
インに即したテキストの作成を行う。
〇2021年1月からICTの活用により胸骨圧迫の
効果を客観的に確認できる講習を一部で試行し
ており、今後、対応訓練資器材及びデバイスの
導入を増強し、教育効果の高い講習を推進して
いく。
〇2021年１月から変更した救命講習アンケート
の質問項目の検証を行うとともに、引き続き質
問項目の精査に努め、自信度向上に繋がる要
因となるデータを蓄積していく。
〇コロナ禍の収束が見通せない中、今後も感染
防止を踏まえた救命講習の開催が継続されるこ
とから、引き続き感染防止を図るべく密集しない
よう広い講習会場を確保するとともに、追加講
習の実施、オンライン学習（電子学習室）を活用
した短縮救命講習の試行等、受講希望者の要
望に応えていく。

講習資器材の充実
〇３体、３器配置の講習実施
率80％

〇３体、３器での講習実施率は67％
に上昇

〇コロナ禍で物流が停滞し、増強資器材の配置が遅れたため、
３体、３器配置の講習実施率は67％に留まった。2019年度から
は21％上昇したものの、目標としていた80％の実施率は達成で
きなかった。

〇新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、追加講習の実
施に伴う指導員の確保及び指導員と受講者の接触をなるべく避
ける観点から、受講者１名に対して１体・１器とした。

有

〇コロナ禍における感染防止を踏まえた講習の
実施を念頭に、引き続き３体・３器の講習を積極
的に推進していく。
〇東京消防庁と連携して今後の資器材増強整
備計画を継続的に推進し、2021年度までに３
体・３器、2023年度までには４体・４器を配置し、
講習資器材の充実により効果の高い講習を推
進していく。

指導員の技能向上

〇専門的知見を活用した指導
技能の質の確保
〇医学的な知見を活用した本
部集合教養の充実
〇講習付随業務の更なる効
率化及び省力化による訓練
時間の確保

〇指導技能の質を確保するため、
管理職による巡回と指導員同士の
クロスチェック方式評価を開始

〇医学的な知見を活用したコロナ禍
における講習実施要領に係る教養
を実施

〇講習付随業務の効率化及び省力
化を図るため、団体講習受付におい
て、「インターネットによる受講者一
括申請（電子一括申請）」を１署（麹
町）で試験的に導入

〇指導の質を担保していくため、管理職による巡回確認の結果
を指導員個人へフィードバックしていくほか、各エリアの統括指
導員（指導員のリーダー）が他のエリアの指導の質を評価するク
ロスチェック方式を開始した。これにより各エリア間の相違点が
明確になり、エリアを超えての活発な議論や情報交換等の相乗
効果により、指導の質が向上した。

〇本部集合教養は密を防ぐために休止とし、医師である当協会
専務理事より医学的助言を受けながら、感染防止対策を講じた
コロナ禍における講習実施要領を作成し、状況に合わせて随時
更新、変更を行い、その都度、指導員全員に周知した。

〇企業等の団体からの講習受付について「インターネットによる
受講者一括申請（電子一括申請）」を試験的に導入したところ、
一括処理により事務処理時間が短縮された。それにより空いた
時間で最新の指導技能の習得などを行うことが出来た。

有

〇指導員同士のクロスチェック方式による指導
の質の評価は、実施した指導員から個々の指
導力向上に寄与するとの意見も多かったことか
ら、引き続き継続実施していく。
〇コロナ禍での講習が継続していくことから、引
き続き感染防止を踏まえた救命講習を徹底し、
安全安心な救命講習の実施に努めていく。
〇引き続き東京消防庁と連携し、「インターネッ
トによる受講者一括申請（電子一括申請）」によ
る受付の全署での本格運用を目指すとともに、
講習付随業務の効率化・省力化を推進してい
く。

効果的な救命講習指導の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京防災救急協会 評価年度：2020年度

行動力あるバイスタンダーの育成 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

見える化改革（救急活動）を踏まえ、再講習を含めた受講促進等、東京消防庁の各種取組に協力するとともに応急手当の実施率向上を目指し、各講習指導において応急手当の重要性に加え、心肺蘇生やＡＥＤ取扱いの確実な習
得等に向けた教育効果の高い講習を提供し、講習後のアンケートにおいて「倒れた方に応急手当が実施できる」との回答が得られた受講者の割合を指標とする（以下「自信度」という。）。
2016年度の調査で84.9%と比較的高い数値であったが、段階的に更なる向上を目指す。

見直し ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

自信度については86.5%であり、「公共の場におけるバイスタンダーによる応急手当実施率70％」の達成に向け、自信度の段階的な向上を達成した。講習後アンケートの内容を見直し、自信度向上に繋がる要因を
模索するとともに、新たな指標として、「実際に倒れている人に遭遇し、応急手当を実施できた」データを収集するために質問項目を追加した。また、管理職の巡回又は指導員のクロスチェック方式により指導の質を
評価するなど、指導効果の向上への体制づくりに積極的に取り組んだ。今後は構築した体制を継続及び修正していくことで指導員の技能向上及び効果的な講習の実施に取り組んで行く。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

〇新たなレッスンプランの運用を本格的に
開始するとともに、同時により多くの講習が
できるよう体制を整備
〇自信度向上のための講習内容及び指導
方法を検討するための専門的知見を活用
したWGを設置し検討を実施
〇指導員の質や技能向上のための評価・
方策の検討過程で、地域の指導活動拠点
（以下「方面」という。）毎のWG、救急指導
課長の巡回により、指導方法の違いを把
握したため、その統一を図った。
〇講習会場ごとの年間使用計画の見直し
及び新規会場の確保
〇自信度は85.8%に上昇

【成果及び進捗状況】
各指導員の技能、質、意識の向上に組織的
に取り組むとともに、コロナ禍における感染防
止対策として受講者１名に対して１体、１器の
講習を積極的に推進し、受講生の自信度は
86.5％と前年度から上昇し、着実に進捗した。

【根拠】
１　コロナ禍での感染防止を踏まえた救命講
習において、必要な講習体制、環境、資器材
配置を整備し、指導用動画の更なる活用を推
進した結果、受講生の自信度は、前年比で上
昇を認めた。
２  資器材増強計画に基づく訓練用人形の継
続的な増強に努めるとともに、ICT技術の導
入でスマートデバイスによる受講者が効果を
客観的に確認できる訓練資器材の試行をス
タートし、効率的かつ効果的なバイスタンダー
育成に向けた体制を整備した。
３　WGでの検討結果を踏まえ、クロスチェック
方式の指導の質の評価を行ったことで、指導
員の指導技術の質の担保とともに士気向上
につなげた。

【課題】
１　国際蘇生ガイドライン2020に基づく効率的
かつ効果的なレッスンプランへの修正及び検
証に努めるとともに、各指導員への指導要領
の徹底を図る必要がある。
２　オンライン学習を活用した短縮救命講習
の推進及び電子一括申請による講習受付要
領の効率化の推進を図る必要がある。
３　指導員を統括するエリアや各指導員の指
導要領及び指導技術の均一化を図るための
継続的な指導の質の向上方策を検討する必
要がある。

【その他懸案事項】
１　国際蘇生ガイドライン2020の発出に伴う、
指導体制及び変更時期等について東京消防
庁と連携を密にして対応していく。
２　「新しい日常」に基づき、コロナ禍での感染
防止対策の徹底を図りながら講習人員を３分
の１に制限し安全安心な講習開催を実施して
いくが、需要が供給を上回る状況が続いてお
り、会場の確保、追加講習の設置等で対応し
ていく。

○３体、３器での講習実施率46％を実現
〇救急セミナーや東京2020大会組織委員
会等の大規模講習では、国の実施要綱に
基づく「１人あたり15分の実技時間」を確保
しつつ、総講習時間を30分短縮し受講者
の要望に応じた講習を実施
〇協会公募講習は、講習時間の中で受講
者１人あたりの実技時間を約８分増やし、
より行動力が身につく講習を実施

〇指導技能向上策及び指導要領の修正
等を検討するためのＷＧを設置し、専門的
知見を活用して検討を実施
〇受講者が訓練効果を実感できる講習の
方法を検討
〇各方面の指導の実態を把握し、ＷＧ内で
の検討を経て指導要領を修正し指導技法
を改善
○医学的な知見を活用した本部集合教養
を実施
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団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

協会が持つ経営資源や強みと民間テクノロジーを生かした事業展開 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

公益財団法人　東京防災救急協会 評価年度：2020年度

活用戦略を踏まえた防災ニーズに応えるための新たな事業の展開 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

東京都政策連携団体として、消防業務のみならず東京都の施策が行き届きにくい分野・対象などにきめ細やかな事業の支援を検討する。

見直し ①②③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

○東京都総合防災部から受託する事業内容の検討については、新型コロナウイルス感染拡大等の影響により、総務局を主体とした協議が進んでいない状況
である。
○民間のＩＣＴ関係事業者等や他政策連携団体からの情報を収集し、最新のテクノロジーを用いた事業の検討を防災普及啓発事業に留まらず、講習事業や応
急手当普及啓発事業にまで多角的に実施した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

有

○東京都総合防災部から受託
する事業内容の検討について
は、今後も引き続き東京都総
務局、東京消防庁と密に連携
を取りながら情報収集を実施
する。

○2020年度に着手したデジタ
ル化の推進については2021年
度以降においても継続的に取
り組んでいく。

【成果及び進捗状況】
東京都総合防災部から受託する事業内容の検討は引き続き
進めて行くことになるが、デジタル化の推進においては成果
を上げることができ、今後もICT業者と検討を継続してデジタ
ル化の推進を図っていく。
【根拠】
１　本所防災館において整備した浸水体験コーナーでは浸水
再現VRゴーグルを着用し浸水歩行装置の中を歩行すること
により、VR映像と水の抵抗が相まって、浸水現場での避難行
動の疑似体験ができ、本体験を通じて都市型水害における
防災行動力を向上させることが可能となった。
２　講習事業部において、自主事業である危険物取扱者試験
受験準備講習会の講習オンライン化に向けた取組みに着手
し、2021年度からの試験的導入に向け、Web配信動画の製作
やコンテンツの整備等を行い、問題なく試作動画の配信が実
施できた。
３　救急事業部において、胸骨圧迫の効果を受講者自らが客
観的に確認できるスマートデバイスを用いた救命講習を試行
し、技量の見える化による効果的な応急手当の普及促進を
果たせた。
【課題】
１　東京都総合防災部から受託する事業内容の検討は2021
年度以降においても引き続き進めて行く必要がある。
２　デジタル化の推進は今般の新型コロナウイルス感染症感
染拡大の影響も踏まえ、DX化への取り組みを進めて行く必要
性が高まっており、引き続き当協会の優先的取組事項として
強力に推進していく必要がある。

増大する防災ニーズ
に応えるための新た
な事業の展開

‾

○所管局（東京消防庁）と連携の
下、事業内容の検討及び事業開
始に向けた組織・人員体制や事
業に必要な施設の拡大などにつ
いて、引き続き、所管局が開催す
る「公益財団法人東京防災救急
協会の今後の活用のあり方検討
委員会」において検討
○様々な機会において、民間のＩ
ＣＴ関係事業者等から情報を収
集し、最新のテクノロジーを防災
普及啓発事業へ導入することに
ついて検討する。

○東京都総合防災部の事業一部受託
について、東京都総務局、東京消防庁
及び当協会の３者による情報共有を実
施

【最新のテクノロジーを用いた事業展
開】
〇受験準備講習会のオンライン化に向
けて、eラーニングシステムの導入と講
習用動画の製作を行い、2021年2月に
試作動画を配信

○防災館において、ＶＲ映像と座席とが
連動して動く臨場感のあるVR防災体験
コーナーの本格運用を2020年8月から
開始

〇本所防災館において、浸水体験コー
ナーを2021年2月に整備完了

〇救命講習において、心臓マッサージ
の効果が受講者にフィードバックされる
スマートデバイスの試行運用を2021年1
月に開始

〇東京都総合防災部の事業一部受託
に関しては、新型コロナウイルス感染症
拡大への対応などの影響に伴い、東京
都総務局での事業化に向けた検討や準
備が進まなかった。

〇危険物取扱者試験受験準備講習会
のオンライン化に向けて、先ず、2021年
1月に試作した講習用動画配信の視聴
希望調査を行い、同年2月に希望者に対
して試作動画の配信とアンケート調査を
実施するなど2021年度の試験的導入に
向けた準備を着実に進めることができ
た。

〇最新のテクノロジーを用いた事業の検
討にあたり、民間のICT関係事業者等や
先進的にオンライン化を取入れている他
政策連携団体の情報収集を行うとともに
ヒアリングを実施した。その結果、防災
普及啓発事業に留まらず、講習事業、
応急手当普及啓発事業にまで拡大した
事業展開を実現した。
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団　体　名：

戦略番号

終了

個別取組事項 2020年度計画
2020年度

実績
要因分析 対応方針

コロナ禍における保健
所業務の支援

東京都内の保健所
業務支援の実施

東京都内の14か所の保健所
に17名の職員を派遣し、業
務支援を実施

　コロナ禍により救命講習を中止していたことから、救急医療に関する専門
的な知識を有する職員を、各保健所における①患者搬送及び検体搬送、
②疫学調査支援、③PCR検査センター支援、④濃厚接触者等に対する電
話による健康状態聴取、⑤一般からの電話相談対応の業務に従事させる
ことができた。
　業務支援にあたっては、総務局人事部との支援業務内容の調整や協定
の締結、各保健所の要望に応じた職員の人選などに迅速に対応した。
　職員が持つ救急医療に関する専門的な知識やノウハウ等を、高度な感
染症予防の知識を要する保健所業務においても生かすことができた。

　当支援業務を通じて、東京都の新型コ
ロナウイルス感染症対策に貢献したこと
から、今後においても当協会が有するリ
ソースを救急事業に生かしていく。

コロナ禍における民間
救急事業者の紹介等調
整業務の支援

東京都内の各保健
所への民間救急事
業者の紹介及び調
整業務の支援の実
施

東京民間救急コールセン
ターにおいて、東京都内の
各保健所との専用ホットライ
ンを開設し、令和3年3月末
までに1,157件の紹介及び調
整業務を実施

　新型コロナウイルス感染症患者が急増する中、東京都内の保健所業務を
支援するために、人員体制を整え、保健所とのホットラインの営業時間を通
常時によりも時間を拡大するとともに、平日に限らず土日祝祭日においても
事業を展開した。
　これまで、都民や病院と民間救急事業者の間を仲介してきた「東京民間
救急コールセンター」の運営で培った経験を生かし、配車調整の対応が困
難な保健所への紹介及び調整業務を実施した。

　現在も感染状況を鑑み、東京都福祉保
健局との委託契約期間を延長して業務
支援を実施しており、今後においても当
協会が有するリソースを救急事業に生か
していく。

コロナ禍における民間
救急事業者及び都民へ
の安全・安心の提供

民間救急事業者に
対する新型コロナウ
イルス感染症対策講
習会の開催

新型コロナウイルス感染症
対策講習会を4回開催

　東京消防庁が認定している全民間救急事業者（271事業者）に講習会の
開催を案内した結果、87事業者、132名の参加に至った。
　講習会では、「新型コロナウイルス感染症の基礎的な知識（座学）」、「感
染防止用個人防護具の着脱要領（実技）」について、医師である専務理事
を講師として医学的見地に基づく専門的な指導を実施した。
　また、東京消防庁の協力を得て「救急車内の感染防止措置」、「資器材消
毒要領」など、業務上必要となる実践的な知識、技術について指導した。
　本講習会終了後に実施したアンケート結果では、約85％の事業者が講習
会で得た知識等を業務に生かす旨の回答があり、講習会の効果が見られ
た。さらに、講習実施前の東京民間救急コールセンター登録事業者におけ
る搬送可能な事業者数は16事業者であったのに対し、2021年7月末時点で
は31事業者と約2倍に増加し、搬送体制の強化が図れたことから、コロナ禍
において民間救急事業者及び利用する都民に安全・安心を提供することが
できたと考えられる。

　新型コロナウイルス感染症感染拡大の
中、民間救急事業者が安全に安心して
患者搬送ができるよう、また都民が安心
して利用できるようにするため、今後も東
京都福祉保健局及び東京消防庁と連携
し、民間救急事業者からの要望等を踏ま
え、必要に応じて実施していく。
　なお、令和3年8月13日、14日において
も東京民間救急コールセンター登録事業
者25事業者に対し講習会を実施した。

第２期プランとの関係

「経営改革プラン」評価シート　（追加） 新　規

公益財団法人　東京防災救急協会 評価年度：2020年度

新たな取組として
設定した理由

団体自己評価

　新型コロナウイルス感染症が感
染拡大し、1回目の緊急事態宣言
が発出される中、保健所業務の
増大に伴い、東京都から業務支
援を要請されたことから、東京都
政策連携団体として支援すること
にした。

【成果及び進捗状況】
　新型コロナウイルス感染症が感染拡大する中、当協会
が有するリソースを十分に生かして、東京都の要請に柔
軟に対応するとともに、民間救急事業者及び都民の安全・
安心に寄与することができ、東京都政策連携団体としての
役割を十分に果たせた。
【根拠】
　東京都内の各保健所における新型コロナウイルス感染
症に係る業務支援においては、当協会の独自性を発揮
し、強みを存分に生かしながら業務を遂行した。派遣され
た職員が救急医療の知識や経験を最大限発揮し、患者
搬送や検体搬送など、高度な医療の専門性が必要な業
務を安全かつ確実に実行した。
　また、感染症患者の搬送需要が高まる中で、東京都福
祉保健局からの要請を受けて東京都内の各保健所と民
間救急事業者との紹介、調整業務を実施するための専用
ホットラインを開設し、安定した搬送体制の確保に貢献し
た。
　さらに、民間救急事業者が安全に安心して感染症患者
の搬送業務を実施できるよう、また、都民が安心して利用
できるよう、必要な知識、技能の習得を目的とした講習会
を開催し、座学のみならず防護具の着脱訓練を行うこと
で、実効性のある内容となり、安全安心な患者搬送業務
に寄与した。
　以上のように、当協会には、救急救命士をはじめ、救急
隊員を経験した職員が数多く在籍し、救急医療に関する
専門的な知識やノウハウを持っており、また、専務理事が
医師である強みも生かし、東京都の救急事業の受け皿と
しても大いに貢献できた。
【課題】
　今後も、当協会のリソースを十分に生かし、東京都政策
連携団体として、東京都を支援していく必要がある。

　新型コロナウイルス感染症患者
の急増に伴い、感染症患者を、指
定の入院先へ安心かつ円滑に移
送するため、東京都から業務支
援を要請されたことから、東京都
政策連携団体として支援すること
にした。

　新型コロナウイルス感染症患者
の急増に伴い、民間救急事業者
が安全に安心して患者搬送がで
きるよう、また、都民が安心して利
用できるようにするため、新型コ
ロナウイルス感染症に係る知識
及び感染防護具の着脱要領等を
習得する機会を確保する必要が
あった。
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団体名： 公益財団法人　東京防災救急協会 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

【戦略①について】
・当庁とともに消防行政サービスの維持向上を目指す団体として、事業の高度化・効率化を進めていくため、2019年度に策定した人材育成方針に基づき、プロパー職員の
育成に重点を置き、これまで、限定的な配置に留まっていたプロパー職員を、協会の柱となる事業部門へジョブローテーションを行った。本取組をはじめ、研修、任用試
験等を引き続き推進することで、今後の協会運営の中核的な人材としてプロパー職員の任用が見込まれる。また、複数の日本語学校への出向などを通して外国人スタッフ
の採用が実現し、外国人来館者対応力の向上が図られた。
・(公財)東京都保健医療公社からの依頼に基づき病院救急車の運行業務を開始し、東京都が掲げる救急需要対策及び消防機関が行う転院搬送件数の低減に貢献した。
・新たに設置した「ＤＸ推進委員会」による検討を通して、テレワークの試験的運用や消防講習のオンライン化、５つのレスの推進などが着実に進められている。
【戦略②について】
　博物館及び防災館の、外国人を含むすべての利用者をターゲットとした取組については計画的に実施されている。特に外国人来館者の利便性の向上については、外国人
スタッフの採用や接遇マニュアルの改訂、多言語表示の刷新等により大幅に向上した。また、展示品紹介アプリの導入やインターネット予約受付システムの運用開始など
デジタル化が推進されているとともに、YouTubeをはじめとしたあらゆる広報媒体の活用により、学習効果、利用者満足度、来館意欲の向上が見込まれる。
【戦略③について】
　コロナ禍を踏まえ、広い会場を追加で確保するとともに受講時の接触を避ける形式に変更することにより、受講者が安心できる講習体制の整備に努めた。また、ＩＣＴ
を活用した資器材の導入や、管理職による巡回などによる新たな評価手法の導入、役員の医学的な知見による教養などを通して、指導員の質・技能の向上が図られた。
【戦略④について】
　民間企業や他政策連携団体へのヒアリングなども踏まえ、防災館におけるＶＲ施設や実体験と映像技術を融合させた体験コーナーの本格運用開始、受験準備講習会にお
けるオンライン化及びＩＣＴ資器材を活用した救命講習の試行など、最新のテクノロジーを活用した事業展開が多角的に行われている。
【新規戦略について】
　コロナ禍において、都からの要請に基づく保健所への業務支援や、民間救急事業者の紹介等調整業務の支援等を関係部局と連携して対応するなど、都の新型コロナウイ
ルス感染症対策に貢献した。

　団体の自助努力による各種事業は計画どおり十分に達成できている。特に、最新のテクノロジーの導入をはじめとした、ＤＸの推進についてはこの１年で大幅に向上し
た。また、新型コロナウイルス感染症への対応については、都からの要請に基づく保健所への業務支援や、民間救急事業者の紹介等調整業務の支援、更には民間救急搬送
事業者に対する感染症対策講習会を関係部局等と連携して実施するなど、これまで団体が培ってきたノウハウを存分に発揮し、多大な貢献を果たした。
　社会情勢を踏まえた都民サービスを向上させるための自発的な取組や、新型コロナ等による突発的な行政需要に対する柔軟かつ迅速な対応状況を見ても、消防行政の一
端を担う重要な政策連携団体として高く評価できる。
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戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

ラグビ-2019/東京
2020における当社役
割の確定と遂行

東京 2020大会開催時の運営
への協力を行い、円滑な大会
運営を実現する（実施形態は
今後調整）

・大会延期に伴う都・東京2020組織委
員会との調整（3回）及び利用者やテナ
ントとの調整

・東京2020組織委員会との定例会によ
る調整（18回）

・緊急事態宣言中における円滑な改修
工事継続の調整

・Jリーグ2021シーズンに向けたクラブ
との調整（9回）

・東京2020大会の延期に伴う建築物等の残置や占有利用期間の変更
等について、利用者やテナントとの長期的な関係構築という視点も踏ま
え、調整を行った。

・東京2020大会の準備・開催に向け、東京2020組織委員会と施設利用
等について密に情報共有をする必要があるため、当社から提案し定期
的に開催している情報交換の場を再開し、継続的に調整している。

・緊急事態宣言等に伴う施設休館期間中も改修工事が継続したため、
各工事が円滑に行えるよう都や工事関係者等との調整を行った。

・大会の開催には既存顧客との調整は不可欠であることから、現場の
視点を持って、東京2020組織委員会、クラブチームが参加するweb会
議等を主催した。

有

・東京2020大会の成功に向け、都及び東京
2020組織委員会と密に連携していく。特に、
オーバーレイ工事期間中のJリーグについて
は、工事への影響を抑えながら安全に開催で
きるよう関係者間の調整を適切に行う。

・主要顧客との良好な関係を引き続き維持で
きるよう、大会終了後Jリーグをはじめとするイ
ベント利用の円滑な再開に向けた調整を主体
的に行う。

ラグビー2019/東京
2020の気運醸成への
貢献

都と組織委員会の依頼に基づ
き、東京2020テストイベントや
気運醸成イベント等を実施

・地元三市主催のラグビーフェスティバ
ルに連動したRWC関連グッズの展示
や、プレゼント抽選会の実施(11月）

・デジタルサイネージによる東京2020
大会機運醸成動画の放映やアートポ
スターの掲示、東京2020大会公式ライ
センス商品のジム・プール受付での展
示・販売

・RWC大会マスコット像や各国選手ユ
ニフォーム等、大会レガシーの展示

・感染症の影響及び東京2020大会の延期により、東京2020テストイベ
ントや気運醸成イベント等は中止となったが、都立施設として施設を活
用し、可能な限り大会機運の醸成に努めた。

・RWCの盛り上がりを東京2020大会に繋げられるようRWC関連の展示
を行い、7人制ラグビーの競技会場としてのPRを行った。

有

・東京2020大会開催によって喚起されるス
ポーツへの関心をスポーツの振興へとつなげ
ていくため、大会終了後に供与される大会レ
ガシーグッズ等も活用しながら、パラスポーツ
の普及・活性化への貢献やラグビーの発展へ
の協力等の取組を行っていく。

健全な経営環境の堅
持

改修工事期間中の、利用可能
な区域でのイベント実施調整

東京2020大会の準備・開催に
よりイベントが実施できない期
間における都等の支援につい
て確定していく

東京2020大会開催前後のイベ
ント実施調整及び誘致

・東京2020大会延期に伴う建築物等の
残置がある中でのイベント開催を調整
し、Jリーグ等45試合を開催

・2017年以来となるサッカー日本代表
戦を開催（U24)

・東京2020大会の延期及び2021年度
の開催に向けた利用料金等について
調整

・東京2020大会延期に伴い利用可能と
なった日程へのイベント誘致（1件・ただ
し感染症の影響により中止）

・契約内容の見直し等による経費節減
やネーミングライツ契約料の維持等

・当社にとって大きな収入の柱であるJリーグについては、予定通りす
べてのホームゲームを実施することができた。さらに2017年以来となる
日本代表戦（U24）を誘致し開催することができた。

・東京2020大会延期に伴う利用料金等については、大会への最大限
の協力という視点から都や東京2020組織委員会と調整し確定させると
ともに、組織委員会利用と他のイベント利用を両立させた。

・収入増に向け、大会延期に伴い利用可能となった日程に新たなイベ
ントを誘致したが、感染症の状況により中止となった。

・全経費について精査を行い、天候情報提供サービスの契約内容や人
工芝の補修に係る工事範囲の見直し等を行い、経費削減に努めた。ま
た、感染症の影響による休館期間等もあったが、ネーミングライツ契約
のスポンサーとコミュニケーションをとり、契約料を維持した。加えて、
在宅勤務の推進により超過勤務が対前年比で4割縮減し、人件費の抑
制に繋がった。

有

・感染症の拡大下における各種制限を遵守し
つつ、利用者および来場者の安全性を確保し
ながら引き続き大小様々なイベントを誘致し、
安定した経営を目指していく。

・工事価格の妥当性の確認や定期的な消耗
品の発注管理等を行い、経費削減に努めて
いく。

見直し

対応方針

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

・東京2020大会に向け、緊急事態宣言を受けた施設休館中の改修工事が円滑に実施できるよう現場での調整を行うとともに、オーバーレイ工事物の残置や東京2020組織委員会による占有利用期間の延長につい
て、施設利用等の協力・理解を得るための調整を当社が率先して行う等、大会の成功に向けた当社の役割を適切に果たすことができた。
・新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、館内での展示や動画放映等、密を避ける形で施設利用者に対し、自ら東京2020大会のPRに努めた。また、地元市によるラグビーイベントにも当社主催の企画を
連動させ協力する等、大会の気運醸成に力を尽くした。

・東京2020大会の延期に伴い、大会準
備工事の実施スケジュール等を見直す
ことになったが、都及び東京2020組織委
員会と連絡・調整を密に行い、延期に伴
う利用者・テナントとの調整やオーバー
レイ工事の受け入れ対応等を適切に行
い、東京2020大会の準備を着実に進め
ることができた。

・感染症の影響により中止となったもの
もあったが、可能な限り大会の気運醸成
にかかるイベントへの協力や来場者向
けの展示など自主的な取組を実施した。

・2020年度決算については、東京2020大
会の延期や感染症による売上の減少は
あったが、サッカー代表戦の誘致やネー
ミングライツ契約料の維持等による収入
確保等に努め、当初見込みより損失を
抑制した。

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京スタジアム 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

2019/2020両大会関連期間中の経営環境の維持及び大会に向けた協力

2019/2020両大会関連期間中の運営スキーム及び大会への協力体制の構築

・RWC開催（8試合）

・東京2020組織委員会との定例会に
よる調整（9月より9回(月1～2回））

・改修工事定例会議への参加（39回
（週1回））

・2020シーズンJリーグ等スケジュー
ル調整会議の開催（2回）

・「味スタ感謝デー」でラグビー体験
教室、2020大会競技体験を実施（6
月・各1回）

・2020大会テストイベント及び近隣の
中高生を対象とした観戦会の実施

・パラスポーツ体験イベントをパラ
フェス2019と同日に実施（11月）

・ラグビーパネル展示やサイネージ
による動画放映、公式ライセンス商
品の売店での取扱

・改修工事期間において下記既存イ
ベントを実施できるよう調整
○フリーマーケット（5回）
○住宅設備機器展示販売会（1回）
○撮影対応（17回）

・RWC期間中の都及びRWC組織委
員会の利用料金について確定

・RWC開催前後にJリーグ34試合を
実施

・超過勤務の縮減等、経費節減対策
を実施

要因分析
コロナ
影響

団体自己評価

1

・ラグビーワールドカップ2019・東京2020競技大会における当社役割を遂行している。
・両大会の気運醸成への貢献のため、テストイベントや気運醸成イベント等を開催している。

-174-



戦　略 ②／ 4

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

既存顧客が2021年度
以降もスタジアムを
活用したくなる仕組み
作り

主要顧客や見識者との検討
内容や、ヒアリング調査・web
によるニーズ調査の結果等を
踏まえ、中長期経営計画を策
定

主要顧客のイベント開催に向
け、経営層同士の意見交換
の場を適宜設定。合わせて事
務レベルの定期的な調整会
議を実施

営業可能な期間・範囲におけ
るイベント開催、代替施設の
案内

既存顧客との次年度イベント
日程調整

・主要顧客や見識者の意見、各
種調査の結果を踏まえ、社内に
てデジタル技術等を活用した
サービス向上等を検討し、取組
の方向性として中長期ビジョン
をまとめた。

・主要顧客との意見交換（2回）
及び実務レベルでの意見交換
（9回）

・イベント開催時の感染症感染
拡大予防対応

・テナントに対し感染症による影
響緩和のための経費の免除等
を実施

・中長期的な視点からのスタジアム運営方針の検討のため、前
年に引き続き主要顧客や見識者等で構成される検討会を開催す
る予定であったが、感染予防の観点から社内での検討内容に基
づいたオンライン等を活用した個別の意見交換に切り替えた。い
ただいた意見を踏まえ中長期ビジョンをまとめた。

・スタジアム等の運営にはクラブチームの意向や方向性を抑えて
おく必要があることから、社長等の経営者同士の意見交換を行っ
た。また、実務レベルにおいても、東京2020組織委員会、クラブ
チームとでweb会議等を9回主催し、施設利用にかかる調整を
行った。

・既存顧客に将来に渡って関係を構築するには現在の状況を共
に乗り越えると事が重要であるため、きめ細かい情報交換やでき
る限りの感染症対策を取りイベントを開催した。

・感染症によるテナントの経営への影響を緩和するため、倉庫代
や光熱水費の免除等（2020年3月分以降）、関連企業の経済活
動に配慮した対応を行っている。

有

・当面は感染症の影響が見込まれることから、中長期
ビジョンとしてまとめた方向性に沿った取組につい
て、費用負担の少ない事業等から検討し、可能な範
囲で試行する。感染症終息後には施設に求められる
ことが変化しても柔軟に対応できるよう、エンターテイ
メント市場の動向やSociety5.0等の視点を踏まえ、デ
ジタル技術を活用したイベントやサービスが可能とな
るような環境の整備等も検討する。

・東京2020大会期間を外した変則スケジュール開催
や感染症による各種制限等を鑑みつつ、Jリーグの
2021シーズンの日程を関係者と調整し、確実に確保
する。また、ラグビー新リーグについても各種関係者
との調整を行いつつ開催へ向け検討していく。

・引き続き、テナント等の関係者に対し大会利用スケ
ジュールに関する情報共有を行うとともに、感染症に
より経営環境が悪化しているイベント関係者、売店事
業者等に対し、施設の営業再開後においても、当社
でできる支援を実施する。

2021年度に向けた新
規顧客の獲得

主要なイベントエージェントや
音楽事務所を対象とした見学
会や説明会の実施（1件以上）

ヒアリング等の状況を踏まえ、
新規顧客候補等との施設利
用に向けた調整の開始

・夏季以外のコンサート開催も
見据えた新規顧客等の誘致に
ついて関係者間で検討

・コンサートプロモーターズ協会
等との意見交換（6回）

・新規利用者の獲得（単発利用）
（12件）

・夏季以外の時期のコンサート開催を見据え代理店等と検討・調
整を行ったが、感染症の動向を踏まえ誘致活動は中止した。

・今後の新規顧客獲得のため、コンサートプロモーターズ協会と
の意見交換を行った。市場の動向や感染症への取組について確
認した。

・感染症の影響により、近隣施設での活動を希望する団体、これ
までの施設が利用できなくなり新たな活動場所を求めていた団
体、自動車利用可能な駐車場の整った施設を求める団体など、
新たに生まれたニーズを適切に取り込み新規の利用者を獲得し
た。

有

・感染症に関する各種制限等を確認しながら、東京
2020大会後のコンサート開催に向け、各関係者と検
討・調整を行う。

・感染症に関する各種制限等を確認しながら、アミノ
バイタルフィールドやＡＧＦフィールドにおいて、学校
や企業のイベントを誘致するなど、平日の施設利用
の拡大を図る。

2021年度以降に向け
た経営環境の把握と
レガシー活用による
誘致施策の検討

マーケットサウンディングの結
果の検証と両大会のレガシー
を活用した将来構想の検討

引き続き、競合施設の視察等
により経営環境の分析を行う
とともに、スマートスタジアム
化等の施設の魅力向上に向
けた新たな取組を検討

・主要顧客や地元市との意見交
換（6回）、スポーツ団体へのヒ
アリング（10団体）

・大会レガシーの活用や施設の
魅力向上に向け、収益性の向
上という視点も踏まえ検討を行
い、取組の方向性として中長期
ビジョンをまとめた。

・主要顧客や地元市等との個別の意見交換を行い、業界動向や
顧客ニーズを踏まえた今後の新たな取組等を検討した。なお、競
合施設の視察については感染症の影響により実施できなかっ
た。

有

・マーケットサウンディング調査結果も踏まえ、中長期
的な視点に立った全社的な取組を検討し、方向性を
中長期ビジョンとしてまとめた。経営の安定化や差別
化を図るため、新規イベントの誘致等収益向上に繋
がる取組や、RWC・東京2020大会のレガシーの活
用、周辺地域とのさらなる連携や施設サービスの充
実等魅力を高める取組について、可能な範囲で試行
を行っていく。

2020大会後の安定的な自己収益の確保に向けた取組の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京スタジアム 評価年度：2020年度

2020年以降の健全な経営の確保 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・2021年度のイベント日程が円滑に設定され、イベント開催に向けた準備が整っている。
・2021年度以降に向けて、大会のレガシーも活用したイベント誘致等についての施策が検討されている。

見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・味の素スタジアムでの来年度以降の安定的なJリーグ、コンサート開催に向けては、既存顧客の繋ぎ止めが取組の中心になることから、引き続きJリーグの安定的な開催に向けた日程調整等を行うとともに、既
存顧客と業界の動向や新型コロナウイルス感染症対策をはじめとする情報交換を行い、良好な関係を継続している。
・健全な経営の確保に向け、主要顧客や見識者の意見も参考にしながら中長期的な視点に立った全社的な取組を検討し、方向性を中長期ビジョンとしてまとめた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・検討会の立ち上げ、開催（3回）

・主要顧客経営層との意見交換及び
Jリーグスケジュール等調整会議の
開催（2回）

・アメフト連盟に対し、RWC期間中の
AGFフィールドでの開催を調整、18試
合開催

・テナントに対し改修工事や大会によ
る利用状況等を情報提供、コロナウ
イルス感染症による影響緩和のため
経費の免除等を実施。

・既存顧客に対しては、大会延期に伴う
影響や感染症対策に係る要望等をきめ
細かく確認しながら真摯な対応に努め、
2020シーズンの全てのホームゲームを
実施することができた。特に、感染症対
策は不明な点も多い中、当社と既存顧
客とが協力して丁寧に調整し、クラス
ターを発生させることなくやり遂げること
ができたため、より一層の信頼関係の構
築が図れた。

・新規顧客開拓やレガシーの活用による
収益確保や差別化を図るため、中長期
的な視点から地域との連携や利用環境
の整備、新たなビジネスモデルの実現を
大きな方向性とする中長期ビジョンをま
とめた。感染症の影響により累積損失の
拡大等将来の環境変化が読めないこと
から、当初予定していた内容・方法での
中長期経営計画ではなく中長期ビジョン
という形となった。今後、この方向性に
沿った取組を試行し、安定的な経営基盤
の底上げを図っていく。

・新規顧客として、2022年新設予定のラ
グビー新リーグをＪリーグのスケジュー
ルの合間に誘致できるよう、ラグビーの
クラブチームをはじめとする関係者間で
定期的な打ち合わせを実施し、調整を
行っている。

・新規プロモーターによるイベント誘
致（1件）

・新規顧客獲得に向けたヒアリングの
実施（2団体）

・新規利用者による定期利用の獲得
(1件）

・両施設の来場者に対しアンケート調
査を実施（6回）

・マーケットサウンディング調査に向
けた調整

・新築・大規模改修が行われた同業
施設を中心に視察(7施設）

・先進事例の海外現地調査（1回）
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戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

重大事故の未然防止

2020大会前の通常営業期間
は引き続き月に1回救助法
等の研修を実施し、大会によ
る
休館期間後は営業再開に向
け集中的に再教育を実施

利用者満足度調査等を活用
した事故の未然防止

・施設利用再開に向け、ジム・プール
エリアの研修メニューに感染症下にお
けるオペレーション研修を追加し、毎
月研修を行うことにより、混乱もなく利
用を再開することができた。

・外国人利用者のために英語版の体
調チェックシートを作成するとともに、
人数制限の導入に伴いジム・プールエ
リアの混雑状況をリアルタイムで知り
たいという利用者のために利用人数を
Youtubeから確認できる仕組みを作っ
た。

・東京2020大会の延期に伴い、都及び
東京2020組織委員会と協議を重ね、
残置物が施設利用再開の制約となら
ないよう調整を行った。

・各団体等作成の感染症感染拡大防止ガイドラ
インを参考に、施設や競技別の利用方法を踏ま
えた対策を講じた。

・コンソーシアム各社と協議を重ね、対策の内容
や役割分担を決定するとともに、施設を挙げて、
利用者の利用状況に気を配り、連携して感染拡
大に取り組む素地を醸成できた。

・東京2020大会への影響と利用者の利便性・安
全性を考慮の上、撤去／残置の判断を行い、残
置物については、東京2020組織委員会による
見回りや点検が適切に行われるように調整し
た。

有

・感染症の感染収束まで、コンソーシアム各社と
協力し、引き続き感染対策を徹底しつつ、施設
の運営を行っていく。

・東京2020大会の運営及び関連工事が安全に
行われるよう東京2020組織委員会や都と連携
の上、適切なオペレーションの実施体制を構築
していく。

・災害や事故に迅速に対応できるよう、引き続き
定期的に各種訓練や研修を行っていく。

複数の自治体が連携
した広域的な大会・イ
ベントの開催

大会による利用と調整しなが
ら複数の自治体が参加する
イベント・競技大会の開催(1
イベント以上）

2021年度以降に向け、地元3
市等からイベント予定などの
聞き取りを実施

・地元三市主催のラグビーフェスティバ
ルの実施日に、連動企画を実施した。
RWC2019関連グッズの展示や、来場
者プレゼント抽選会を行い、地元三市
と協力してイベントを盛り上げた(11
月）。

・イベント予定の聞き取りについては
実施を延期した（2022年度以降を見据
え、感染症収束後に実施予定）。

・密集・密接回避の観点から、2019年度までの
体験型アトラクション（ラグビー体験やラグビー
ダーツ）に代えて、展示や抽選会形式とすること
で、三市の同意を得て、連動企画を実施するこ
とができた。

・感染症の影響により、各自治体の事業につい
ても中止・見直し等が考えられるため、聞き取り
を延期した。

有

・地元市等とパラスポーツの振興に向けたイベ
ントの開催について検討を進めるほか、東京
2020大会のレガシー活用（自転車競技）の一つ
として、シェアサイクルの活用に向けて味の素ス
タジアム・武蔵野の森総合スポーツプラザとで
地元市等と調整するなど、引き続き連携を深め
ていく。

・近隣自治体の実施イベント等との連携や協力
をさらに推進するため、近隣自治体のイベント予
定や利用ニーズ等の収集に努めていく。

自主事業メニューの
多様化

大会による利用と調整しなが
ら、事業メニューのさらなる
多様化と利用状況の改善

2021年度以降に向け、これ
までに把握・蓄積した利用者
ニーズや来場者実態を踏ま
えて、大会気運醸成事業に
替わるメニューを検討

・施設利用再開以降（9/19より団体利
用再開、10/3より個人利用再開）、密
になりにくく感染症への感染リスクが
低いと考えられる一部の事業に限定し
実施した。

・施設利用者の健康維持のため、「お
うちで体操動画」を作成し、自宅で簡
単にできる運動プログラムを動画配信
した(４プログラム）。

・味スタ感謝デー等、集客の見込める他のイベ
ントのコンテンツとして同日実施を予定していた
事業が感染症の影響により中止となったため、
事業日程や実施方法の見直しが必要となった。

・休館や、（一社）日本フィットネス産業協会の感
染症感染拡大防止ガイドラインの内容を踏ま
え、自主事業のプログラムの見直しが必要と
なった。

有

・パラスポーツやマイナースポーツ体験等を含
め、多様な事業メニューを展開し、多くの人々が
スポーツに親しめる環境作りに努めていく。

・スタジオやプールで行う自主事業については、
利用者ニーズを踏まえながら、内容の見直しや
充実に努めていく。

多摩のスポーツ拠点として都施策との連動・都民ニーズの反映を実現する施設運営 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京スタジアム 評価年度：2020年度

武蔵野の森総合スポーツプラザの安全で効果的な管理運営 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・施設における安全・安心が確保され、継続的に改善されている。
・多摩のスポーツ拠点として、多摩の自治体によるスポーツ事業等のソフト施策の展開が促進されている。
・働き盛り世代や女性等、スポーツ実施率の低い層へのアプローチや利用者ニーズを踏まえた自主事業メニューの充実・展開が図られている。

見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に施設を挙げて取り組むとともに、施設が利用できない期間も利用者の健康維持のための動画を作成・配信するなど、感染症感染拡大下において安
全・安心な施設運営とスポーツの振興に努めた。
・再開館後は、簡単な運動プログラムや、密になりにくい事業を中心に実施するなど、外出自粛等による利用者の体力低下や感染症感染拡大防止に配慮した事業展開を図るとともに、地元三市主
催のイベントの実施日に連動企画として事業を開催し、近隣自治体との連携を図った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・救助法や心肺蘇生法等、安全管理
に関わる研修を施設内で年間を通じ
実施するとともに、2月に開催した上
級救命技能認定講習に16名が参加

・利用者の声を分析し、事故防止の
ために必要な対応を速やかに実施

・施設運営については、利用者に対する
体調チェックやイベント主催者に対する
感染症感染防止策の徹底を求め、施設
内で感染者を発生させることなく、安全・
安心に施設を利用してもらうことができ
た。

・東京2020大会の延期に伴い、残置物
が敷地内に存在する中で、イベントに支
障が出ないようイベント主催者と適切に
調整を行うことができた。

・地元市による施設利用のみならず、市
報等でイベント情報の周知に協力しても
らうなど、開業以来、地元三市と緊密に
連携する関係性を構築してきた。その結
果、感染症が拡大する中でも、地元三市
と協力してイベントを盛り上げることがで
きた。

・施設の利用制限や利用中止を行わな
ければならない状況の中で、感染リスク
が低く、実施が可能な事業については、
利用者の健康維持のために実施するよ
うに努力した。

・地元三市主催のラグビーフェスティ
バルへ協力し、事業を実施（12月）

・東京都市町村総合体育大会の水泳
競技及び柔道競技の開催（7月）

・様々な世代やライフステージに属す
る人々に向け、多様な事業を実施し、
３月末までにスポーツ振興事業17事
業を実施し、2133名が参加

・障がい者を対象とした事業の充実を
図り、スポーツ振興事業に新規事業
を追加（新規事業「パラ水泳ワンポイ
ントレッスン」（年4回実施））

・「味スタ感謝デー」において、福島県
奥会津地方のPRブースを出展
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

武蔵野の森とスタジ
アムまたはＡＧＦ
フィールド（西競技場）
一体での事業開催

一体活用による事業
を毎年度 1件以上実
施

2021年度以降に味ス
タ感謝デー以外の新
規イベントを誘致する
ための検討及び関係
者との調整

・感染症の影響によ
り、一体活用による事
業は実施できなかっ
た。

・感染症の終息後に
新規イベントを開催す
るための情報収集等
を実施

・両施設を一体的に活用するイベントである味
スタ感謝デーについて、開催に向け2度に渡っ
て日程を延期したが、感染症の動向を踏まえ開
催を断念した。

・見識者の意見を踏まえ、eスポーツやファッショ
ン、イルミネーション等、これまでにない分野の
イベントの開催に向け先行事例の情報収集等
を行った。

有

・味スタ感謝デー以外で両施設を一
体的に活用する新規イベントを2021
年度以降に誘致できるよう検討及び
関係者との調整を行う。

同時利用促進のため
の施策検討

ヒアリングやサウン
ティング調査を踏まえ
た事業展開の検討と
2021年度以降の具体
的な施策に向けた準
備作業の実施

・スタジアムと武蔵野
の森の相互補完的な
利用（3回）

・ＡＧＦフィールドと武
蔵野の森の相互補完
的な利用（サッカー8
回、ラグビー3回）

・2021年度以降の取
組の方向性を策定。
引き続き、より具体的
な施策の検討を行う
予定

・東京2020大会延期に伴う建築物の残置によ
り、武蔵野の森での大規模イベント時の駐車ス
ペースが不足したが、スタジアムの駐車場や敷
地を代替地として提案し、イベント運営に支障を
きたさなかった。

・スポーツイベントの規模によっては、味の素ス
タジアムの諸室のみでは不足することがあるた
め、隣接する武蔵野の森総合スポーツプラザの
諸室やトイレの利用を提案し、同時利用を促進
した。

・業界のニーズ等を把握するためのマーケット
サウンディング調査の実施については、感染症
の状況を踏まえ、実施を見合わせている。今
後、感染症の状況を見ながら主要顧客や地元
市との個別の意見交換を実施し、具体的な施
策を検討する。

有

・両施設を一体的に管理する当社な
らではの取組として、過去の利用実
績・顧客ヒアリングをもとに、引き続き
ペデストリアンデッキや諸室等といっ
た付帯施設の相互活用をイベント主
催者に提案し、各施設の効果的な活
用を推進する。また、利用者が複数
施設の同時利用をイメージしやすい
よう一体的な情報発信を行うとともに
同時利用メリット等の提案を行う。

両施設の同時利用による相乗的な魅力向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京スタジアム 評価年度：2020年度

味の素スタジアムと武蔵野の森総合スポーツプラザの一体的な活用 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・味の素スタジアムとの一体活用事業が年１回以上継続的に開催されている。
・施設利用者に対して味の素スタジアムとの同時利用を促進するための施策が検討されている。

見直し 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・両施設を一体的に活用し、例年数万人規模で開催してきた味の素スタジアム感謝デーは、開催に向け準備を進めていたが、新型コロナウイルス感染
症の動向を踏まえて開催を中止した。
・武蔵野の森総合スポーツプラザ、味の素スタジアム、AGFフィールドの利用者にはそれぞれ相互に施設を紹介し、2020年度も14件の同時利用が行わ
れた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

【武蔵野の森とスタジ
アムの一体活用】
・味スタ感謝デー
・RWC2019

【武蔵野の森とAGF
フィールドの一体活
用】
・近代五種テストイベン
ト ・主要顧客等へのヒアリングにより、複数

施設の同時使用のみならず、利用内容
により不足する機能を補完する形での相
互使用へのニーズが高いことが把握でき
た。両施設を一体的に管理する当社の
強みを活かせることが確認できた。

・施設利用者のニーズに基づき付帯施設
の相互活用を提案し、感染症による影響
下ではあったが、14回の実績を上げるこ
とができた。

・施設利用者の要望に
応じて、武蔵野の森で
のイベント時のAGF
フィールド一体利用の
提案

・マーケットサウンディ
ング調査に向けた調
整
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団体名： 株式会社　東京スタジアム 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　     新型コロナウイルス感染症の影響による施設の休館や、各種イベントの中止・延期など、東京都の取組に全面的に協力するとともに、既存顧客の感
     染症対策に係る要望等をきめ細かく確認・調整しクラスターを発生させることなくＪリーグの2020シーズン全てのホームゲームを実施し、感染症下の
     オペレーション研修を追加して混乱なく施設利用を再開するなど、様々な工夫と弛まぬ努力をもって、安全対策や利用者への対応等にしっかりと取り
     組み、都庁グループの一員として適切に対応した点を評価する。
　     また、新型コロナウイルス感染症の収束が期待される中で、通常の活動再開に向けて、中長期ビジョンの方向性に沿った取組を試行し安定的な事業
     基盤の底上げを図るなど、各戦略のこれまでの成果を活かした今後の取組に期待する。

　　・戦略１では、東京2020大会延期に伴うスケジュールの見直しに際し、都や組織委員会と密に連絡調整を行い大会準備を着実に進めるとともに、コロナ
　　　禍においてもデジタルサイネージの活用等により大会のＰＲに努め、大会の気運醸成に貢献している。また、大会延期やコロナの影響を受けて売上の
　　　減少があるものの、ネーミングライツ契約料の維持などによる収入確保に努めている。
　　・戦略２では、大会延期の影響や感染症対策に係る要望等について真摯に対応し、既存顧客との信頼関係構築に努めたほか、主要顧客や地元市との意見
　　　交換やヒアリングを通じ、新規顧客獲得に向けた調整を行う等、自己収益の確保に向け、主体的に取り組んでいる。また、健全な経営確保に向け、中
　　　長期的な視点に立った「中長期ビジョン」を策定し、今後の方向性について十分な検討が行われている。
　　・戦略３では、感染症対策を徹底し、安全・安心な施設運営を行うとともに、三密回避の観点から事業内容を工夫し、地元三市と連携して企画を実施す
　　　る等、多摩のスポーツ拠点として、スポーツ振興に努めている。
　　・戦略４では、コロナの影響により味の素スタジアム感謝デーの開催は断念したが、コロナ終息後を見据えた情報収集を行うとともに、利用者のニーズ
　　　に基づき付帯施設の相互利用を促し、施設の同時利用による相乗的な魅力向上に取り組んでいる。

　　　　各経営課題に対して設定した到達目標を達成するため、コロナ禍での新たなニーズを踏まえた事業展開を行う等、工夫しながら着実に取り組み、成
　　　果を上げていることを評価する。
　　　　引き続き、都と十分に連携を図りながら、スポーツ、エンターテイメントの拠点として自らの潜在力を最大限に発揮し、持続的な価値を創出すると
　　　ともに、今後も多摩地域の発展に寄与していくことを期待する。
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戦　略 ①／ 4

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

運輸収入の安定的な
確保

対前年度比0.3％増
8,772 百万円
お客様サービスの向上や
地域連携、広報機能強化に
より利用者の増加を図る。

2020年度
5,626百万円
（対前年度比34.0％減）

・運輸収入は対2019年度比で、通勤定期14.8％減、通学定
期74.8％減、定期外34.0％減となった。なお、輸送人員は
3244万8千人で対2019年度比38.2％減となった。
・緊急事態宣言の発出により外出自粛期間が続いたほか、
テレワークの普及、沿線大学におけるオンライン授業の実施
及び大規模イベント中止等により、通期の運輸収入は前年
度を大きく下回った。
・特に、１度目の緊急事態宣言時は運輸収入が大きく減少
し、2020年度上期の運輸収入は前年度同期比42.3％減と
なった。

有

・安全を最優先とし、お客様に安心して利用していただける
取組を継続し、公共交通機関としての責務を果たしていく。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、今後も引き続き、
運輸収入が以前の水準を下回る厳しい経営環境が続くこと
が見込まれる。収支改善に向け、危機意識を持って、全社を
挙げた厳格なコストカットに努めるとともに、地域連携施策な
ど、増客に向けた取組や付帯事業における増収策につい
て、検討を進めていく。

付帯事業収入の維持

対前年度比3％増
253 百万円
・広告新商品の開発
・グッズ新規開発検討
・駅舎の大規模改修に伴う
駅構内商業利用の更なる
拡充（多摩センター駅改修
に向けた設計検討・工事実
施）

2020年度
194百万円（対前年度比
25.3％減）

・新型コロナウイルス感染症の影響により、運輸収入と同様
に、付帯事業収入についても2019年度を大きく下回った。
・構内営業について、新たな試みとして、お菓子の自動販売
機の設置及びスマートフォン等で利用できる充電器のレンタ
ルサービスを開始し、駅空間の有効活用を進めてきたが、
輸送人員の減少に伴い、構内店舗及び自動販売機の利用
が大きく落ち込んだ（対2019年度比21.8％減）
・広告収入については、新たな試みとして、ステップ広告及
びコンコース案内表示機上を活用したバナー広告を展開し
たが、新型コロナウイルス感染症の影響により交通広告が
縮小基調にあったことから、対前年度比27.8％減となった。
・グッズ販売では、新グッズの投入に加え「はとマルシェ
Online」でグッズ販売を開始する等、販売チャネルの拡充を
行った。

有

・新規店舗の誘致等、駅構内商業利用の拡充に向けた検討
や調整を進める。
・広告代理店との連携を強化し、沿線地域の営業ネットワー
ク拡大を目指すとともに、広告新商品の開発に取り組む。
・新グッズの開発や、グッズ販路の拡大に向けた検討を引き
続き実施する。
・新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえた、これまでの
取組に捉われない新たな事業を検討するなど、付帯事業収
入確保を図っていく。

長期収支の試算及び
試算に基づく事業の
進捗管理

・設備投資の優先順位をつ
けるなど資金需要を考慮し
つつ前年度決算等を踏まえ
た収入予測や事業計画の
見直しに応じてローリングを
実施
・第２期中期経営計画策定
に向けた収支計画の一層
の精査

新型コロナウイルス感染症
の影響を踏まえた収入予測
及び事業計画の見直しを実
施

《営業費用》
2020年度
7,261百万円（対前年度比
10.1％減）

・新型コロナウイルス感染症の影響により運輸収入の大幅
な減少が見込まれたことから、運転資金の確保に努めた。
具体的には、事業の見直しを行い、安全運行の確保や感染
拡大防止等に直結しない経費については、執行を停止する
ことで、営業費用（特に修繕費及び業務委託費）や設備投資
を圧縮し、キャッシュの流出を抑制したほか、手元流動性を
高めるため、民間金融機関からの借入及びコミットメントライ
ンの設定を行った。
・年度を通じて、経営陣で構成する幹部会で事業の進捗管
理を行った。

有

・新型コロナウイルス感染症の影響により、今後も引き続き、
運輸収入が以前の水準を下回る厳しい経営環境が続くこと
が見込まれることから、収支改善に向け、危機意識を持っ
て、事業の見直し、契約手法の工夫や更なる経費節減等に
よる収支改善策を行うなど、全社を挙げた取組を推進する。
・「ポストコロナ」の厳しい経営環境を見据えた収入予測を行
い、2020年度決算及び2021年度の状況を踏まえつつ、第２
期中期経営計画の策定を進めていく。

以下の取組を行うことにより、収益性及び財務の健全性を高めていく。
【収益性】売上高営業利益率20％台を維持（2016 年度:22％、2015:18％、2014:13％、2013:17％、2012:12％）
【健全性】自己資本比率50％以上を達成（2016 年度:42％、2015:40％、2014:38％、2013:37％、2012:35％）

（実績）
2020年度　売上高営業利益率：△24.8％　自己資本比率：50.7％　（いずれも速報値）
（要因分析）
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急事態宣言の発出により、外出自粛期間が続いたほか、テレワークの普及、沿線大学におけるオンライン授業の継続及び大規模イベントの休止
等が続いたことにより、運輸収入は大きく減少し営業損益がマイナスに転じた。
・自己資本比率については、長期借入金の返済を着実に進め、到達目標を達成した。

見直し

2019年度
8,530百万円
（対前年度比0.3％減）

2019年度
259百万円（対前年度
比0.4％減）

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、輸送人員が大幅に減少し、運輸収入
及び付帯事業収入ともに、2019年度を大
きく下回る結果となった。
・付帯事業収入についても、運輸収入同
様に厳しい状況にあったが、スマートフォ
ン等で利用できる充電器のレンタルサー
ビスを開始したほか、広告事業において
新たな媒体を展開するなど、収入の確保
に努めた。
・厳しい経営環境を踏まえ、当面の資金
需要への対応のため、複数回にわたる
事業見直しや民間金融機関からの資金
調達を行うなど、感染の終息が見えない
中であっても、将来にわたり交通事業者
としての責務を果たしていけるよう、事業
運営を行った。
・感染症対策については、業種別ガイド
ラインに基づく感染症対策を着実に実施
したほか、沿線で実施される入学試験等
に合わせて運行する臨時列車について、
三密回避の観点から、例年以上に増便
するなど、コロナ禍においても、お客様が
より安心してご利用いただける取組を推
進した。収支試算に基づく適切

な進捗管理

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

戦略１

「経営改革プラン」評価シート

多摩都市モノレール株式会社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

資金需要への対応

安定した収益の確保と健全な財務体質づくり

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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戦　略 ②／ 4

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

社員の能力を引き出
す人事制度の構築

・新評価制度、新等
級制度、給与制度の
導入

・新たな人事制度を
構築し、必要な規程
改正を実施

・等級制度、評価制度及び給与制度について、
社員意見等を十分に踏まえ、新たな制度を構築
した。
・制度の施行に向け、必要な規程改正を行うとと
もに、社内説明会の開催など、制度の周知に努
めた。

・新たな制度に基づき、成果や実績をきめ細かく
評価し、適切に処遇に反映することで、社員一
人ひとりの積極的な取組を後押しし、お客様
サービスの更なる向上につながる。そのため、
自己申告の時期等に合わせて、制度の周知を
行い、社内に制度を浸透させながら、着実に運
用していく。
・制度施行以降も、社員満足度調査を定期的に
実施することで社員の意見を把握し、より良い人
事制度となるようブラッシュアップを図っていく。

機能的な組織体制の
整備

・人事・給与制度の見
直しに伴うキャリアパ
スの明確化及び研修
体系の見直し
・管理職の育成強化

・新たなキャリアパス
制度を構築
・管理職任用資格試
験合格者の研修派遣
実施

・等級制度等の導入と合わせて、全社員が計画
的に専門性を身につけられるよう、新たなキャリ
アパス制度を構築した。
・管理職任用資格試験合格者に大規模組織に
おける組織マネジメント等を経験させるため、都
交通局への長期派遣研修を実施した。

・社員が計画的に専門性を身につけるための新
たなキャリアパス制度（人事コースを運輸・技
術・事務の３つに区分し、課長代理までの育成
プログラムを設定するもの）について、社員本人
の意向や適性を踏まえつつ、評価制度等と連動
させながら着実に運用することで、社員一人ひと
りの専門性と会社への帰属意識を高め、将来を
担う人材を着実に確保していく。
・管理職任用資格試験合格者について、管理職
候補期間の育成メニューを充実させる等、固有
職員の管理職登用に向け、育成体制の更なる
強化を図っていく。

就労環境の改善に向
けた取組

・職場環境の整備（駅
舎の大規模改修に伴
う駅務室の環境整
備、老朽化した本社
棟改修に合わせ、女
性仮泊室の改善など
働きやすい就労環境
実現に向けた検討）
・IC カード化に伴う業
務効率化（出退勤管
理システムの本格導
入）

・コロナ対策の観点か
ら、休憩室や宿泊室
の環境整備を実施
・2019年度に整備した
時差出勤制度の拡大
・出退勤管理システ
ムの本格導入に向け
た仕様検討、業者と
の調整
・テレワークの暫定的
な実施

・新型コロナウイルス感染症対策としての環境
整備に優先的に取り組んだ。具体的には、執務
室や休憩室にアクリル板を設置したほか、宿泊
室を個室利用できるよう整備するなどの取組を
行った。
・本社棟改修設に向けた検討については、感染
拡大による事業の見直しにより、実施見送りと
なった。
・新型コロナウイルス感染症対策の一環として、
テレワーク制度を暫定的に導入した。
・ＩＣカード社員証を活用した出退勤管理システ
ムの試行運用は継続しており、試行運用と並行
して、本格導入に向けた仕様の検討等を行っ
た。

有

・職場環境の改善に向けた取組（駅舎や本社棟
の改修）については、今後の経営状況を踏まえ
つつ、検討を継続していく。
・新型コロナウイルス感染症対策の一環として、
令和２年４月から試行実施しているテレワーク制
度の本格導入に向け、VPN環境の整備等を進
め、ポストコロナにおける柔軟な働き方を可能と
する環境の構築を進めていく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・新たな人事制度（評
価・給与制度）導入に
向けた検討

・複数年度にわたり検討を進めてきた人
事制度について、新たな制度を構築し、
会社の将来を担う人材育成機能の強化
を図った。
・新型コロナウイルス感染症対策の一環
として、暫定的なテレワーク制度を導入
するなど、優先順位をつけながら職場環
境の整備に努めた。また、テレワークの
本格導入に向け、自宅から社内システム
にアクセス可能となるよう改修等を進め
ている。
・人材獲得競争が激化する中、学校訪問
を積極的に実施するとともに、Ｗｅｂ求人
媒体の活用により、2020年度採用倍率
は3.3倍を確保した。また、入社後のフォ
ロー教育により過去3 年間の採用者の
定着率は90％を超えており、高い水準を
維持している。

・組織改正を実施

・職場環境の整備（駅
宿泊室の改善）
・時差出勤の本格導入

以下の取組を行うことにより、優秀人材を引き付ける会社、成果が処遇に適切に反映し、優秀な人材が流出しない会社を目指す。
・2020 年度の採用競争倍率 3.0 倍以上（2016 年度の採用競争倍率〈受験者／合格者〉3.0 倍）
・2019 年度～2020 年度採用者の定着率（※）90％以上（2014～2016 年度採用者の定着率88.9％）
※定着率：（過去3 年間の採用者のうち現在も社員である者／過去3 年間の採用者）×100

見直し 戦略４

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

会社の将来を担う人材の育成機能を強化するためキャリアパス制度、等級制度、評価制度、給与制度を新たに構築した（いずれも2021年4月から運用開始）。
・2020年度採用競争倍率：3.3倍、定着率：93.9％

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

将来を担う人材の育成と組織の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

多摩都市モノレール株式会社 評価年度：2020年度

人事制度と組織体制 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 4

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

路線の利便性の向上

・多摩センター駅大規模改
修工事実施
・引き続き駅業務体制の見
直し（有人化すべき駅の基
準を検討）
・無人駅におけるテクノロ
ジー活用に向けた費用対
効果等の検証
・新たに改定したBCP を活
用した異常時訓練の実施

・多摩センター駅の改修工
事及び無人駅におけるテク
ノロジー活用に向けた検討
は、感染拡大による事業見
直しにより実施見送り
・業務委託を活用し、駅の
有人時間帯を拡大
・BCP（地震編）の改訂を踏
まえ、大規模地震発生時の
具体的な行動内容を策定
し、これに基づく訓練を実施

・多摩センター駅の大規模改修工事及び無人駅にお
けるテクノロジー活用に向けた検討については、感染
拡大による事業の見直しにより、実施見送りとなった。
・駅業務体制については、業務委託を活用し、駅の有
人時間帯を拡大した。
・2019年度に改訂したBCP（地震編）を踏まえ社内規
程を改定し、震度５弱以上の地震が発生した際の具
体的な行動内容を定めた。また、３月に、ＢＣＰ及び社
内規程の改定等を踏まえた訓練を実施した。

有

・駅舎の改修については、経営状況を踏まえな
がら、実施時期及び方法を検討していく。
・駅業務体制については、引き続き、利用客数
の動向等を分析しながら、適切な業務体制の維
持及びサービス向上に努める。また、無人駅に
おけるテクノロジー活用については、経営状況
や関連技術の開発状況を注視しながら検討して
いく。
・お客様の更なる安全確保に向け、訓練等を通
じてBCP（地震編）の実効性を高めるとともに、
風水害等への対応も強化していく。

快適な移動空間の創
出

・床タイル、誘導ブロックの
張替え計画に基づく施工

・床タイル、誘導ブロックの
張替えは凍結中
・車両のガラス窓更新
・チャージスポット及びお菓
子の自動販売機の新設

・駅の改修工事と合わせて床タイル等の張替えを施工
する予定であったが、感染拡大による事業の見直しに
より、実施見送りとなった。
・車内温度を快適に保つため、車両のガラスをUVカッ
ト熱線吸収ガラスに更新した。
・更なる利便性向上を目的に、スマートフォン等の充
電器のレンタルサービスを全駅で開始した。
・店舗スペースのない駅においても、お客様が食料品
等を購入できるよう、初めてお菓子の自動販売機を設
置した。

有

・エレベーターやエスカレーター等の更新を計画
的に進め、お客様が安全・快適に移動できる駅
空間を創出していく。
・車両については、引き続き、UVカット熱線吸収
ガラスへの更新を行うとともに、アフターコロナを
見据え、抗菌作用のある吊り手への更新を進め
ていく（2023年度までに７編成）。
・新規店舗の誘致等、駅構内商業利用の拡充に
向けた検討や調整を進め、駅構内の利便性向
上を図る。

わかりやすい利用者
案内

・デジタルサイネージの効
果的活用方法について引き
続き検討
・オープンデータ化の推進
・MaaS 実証実験結果を踏
まえた更なる検討及び機会
を捉えた積極参加
・ホームにおける整列ライン
の敷設に着手

・デジタルサイネージを活用
した運行情報等の提供
・オープンデータ化の推進
・MaaS 実証実験について
は、新型コロナウイルス感
染拡大の影響を受け、参画
を見送り
・車内案内装置の改善
・ホームにおける整列ライン
の敷設は、感染拡大による
事業見直しにより実施見送
り

・デジタルサイネージを活用し、運行情報や駅施設の
工事情報の提供、コロナ対策の広報等を実施した。
・コロナ対策の一環で終電繰り上げを暫定的に実施
し、運行ダイヤに関するデータをオープンデータとして
提供した。
・車内案内表示器にピクトグラムを活用したリアルタイ
ムの運行情報の配信を開始するとともに、車内放送装
置を改修し音質を改善する等、乗客への情報提供機
能を向上させた。
・MaaSについては、沿線鉄道事業者とともに、都が公
募した多摩エリアでの実証実験に参画する予定だった
が、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、参画
を見送った。
・混雑を避けてご乗車いただけるよう。朝ラッシュ時間
帯の混雑情報を定期的にHPに掲載した。

有

・デジタルサイネージの効果的な活用方法につ
いては、引き続き検討を行う。
・ＭａａＳについては、導入に向けた課題整理（費
用対効果）や活用の可能性（対象施設の拡大な
ど）について、引き続き検討を進め、沿線におい
てMaasの実証実験が実施される場合には積極
的に協力を行っていく。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・ダイヤ改正影響調査実施
・多摩センター駅大規模改修
に向けた設計を実施
・駅業務委託の拡大
・事故事例集の作成・活用、
BCP（地震編）改訂

・2019年度に実施したお客様アンケート
における満足度は73.7％と、2017年度か
ら5ポイント近く向上した。
・運輸収入の減少に伴う事業の見直しに
より設備投資を一部抑制しているが、事
業の基盤となる軌道や駅施設等の修繕
や更新については着実に実施した。
・車体修繕を実施する中で、抗菌効果の
ある吊り手への更新を行うなど、お客様
に安心してご利用いただける空間づくり
に努めた。
・デジタルサイネージ等を活用して、お客
様へ運行情報（新型コロナウイルス感染
症対策として実施した暫定的な最終列車
の繰上げに関する情報等）のアナウンス
を行った。
・東京都と連携し、新型コロナウイルス感
染症対策の取組に係る広報も行った。
・厳しい経営状況が続くが、今後とも安全
の確保を最優先に、質の高いサービス
の提供にも取り組んでいく。

・車内空調設備増設（全編成
完了）
・駅舎照明LED化
・移動円滑化取組計画策定

・デジタルサイネージの効果
的活用方法の検討及び本格
運用
・ホームにおける整列ライン
の検討
・ベビーカーマークの貼付
・ＭａａＳ実証実験に参加

お客様のニーズを諸施策に反映させ、路線の利便性の向上、快適な移動空間の創出及びわかりやすい利用者案内を実現することにより、お客様アンケート調査の結果向上（項目「多摩モノレール
の事業全般に対して満足していますか」2017 年度68.9％→2019 年度75％）を達成する。
※数値は、選択肢「満足」、「やや満足」、「どちらともいえない」、「やや不満足」、「不満足」、「利用したことがない」のうち、「満足」または「やや満足」と回答した者の割合

見直し 戦略２

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

2019年度お客様アンケートの調査結果：「多摩モノレールの事業全般に対して満足していますか」の設問に対し、「満足」または「やや満足」が　73.7％
⇒　2017年度調査に対し、約5ポイント向上
※お客様アンケートは２年に１度実施

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

利便性・快適性及びわかりやすさの向上によるお客様サービスの強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

多摩都市モノレール株式会社 評価年度：2020年度

お客様サービスの向上 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 4

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

多摩モノレールの認
知度の向上

ブランディング戦略に基づく
ホームページやSNS、イベ
ント等を活用した情報発信
の充実

・SNSを活用した情報発信
を実施
・取材協力を通じた当社認
知度の向上

・新型コロナウイルス感染症の影響により、企画列車
等のイベントが開催できなかったため、イベントを活用
した情報発信は実施できなかった。
・SNS運用マニュアルの見直しを行い、情報発信の方
法を変更したほか、当社の情報や沿線大学卒業式等
の情報をＳＮＳで配信することで、沿線に関係する情
報発信を積極的に行った。
・感染防止策を徹底しながら、テレビや雑誌等の取材
依頼を受けることで、会社の認知度向上に努めた。

有

・機動的な情報発信を実施できるよう社内の体
制を整備していく。
・情報発信の充実を図るため、新たなSNSの活
用を検討していく。

沿線企業・団体との
連携

・沿線市との会議体におけ
る意見・情報交換を踏まえ
たコラボ企画の実施（前年
度取組の検証、実施）
・沿線企業・団体との情報
交換を踏まえたコラボ企画
の実施（前年度取組の検
証、実施）
・沿線まちづくりとの連携・
協力

・エリア担当制を活用し、沿
線自治体等との情報共有
や連携を促進

・地域連携専管組織を活用し、既存会議体等にとどま
らず、沿線市や地元企業、各団体との情報交換を密
に行った。
・自宅で楽しめるコンテンツとして、ホームページ上に
モノレールの「ぬりえクラフト」を公開するとともに、沿
線の幼稚園等に配布した。

有

・引き続き、沿線市、沿線企業・団体との緊密な
関係を構築しながら、地域の課題を共有し、これ
まで同様のイベント開催にとどまらず、コラボ企
画の実施など連携可能な新たな事業を積極的
に検討していく。
・各種事業については、新型コロナウイルス感
染症の状況を十分に踏まえた上で、「新しい日
常」に即した実施可能な形を検討していく。

地域のにぎわいへの
貢献

・新規企画列車等の運行
・基地まつりの開催（新規取
組事項の検討・実施）
・立川北地区再開発に合わ
せた新規セット券の開発に
向けた交渉
・前年度取組の検証をふま
えた、沿線行事に合わせた
臨時列車の企画・運行
・駅を活用した地域情報の
発信（前年度取組の検証、
改善）

・企画列車、基地まつり等
は実施見合わせ
・セット券の販売は一定期
間見合わせ
・コロナ禍に適応した情報
発信
・沿線行事に合わせた臨時
列車の運行を実施

・例年、企画列車及び基地まつりを開催していたが、
新型コロナウイルス感染症の影響により、集客イベン
トや飲食を含むイベントの実施が困難となったことから
開催を見送った。また、沿線の施設の休業等を踏ま
え、セット券の販売を一定期間見合わせた。
・「新しい日常」に即した「三密」とならないイベントの検
討・企画を進めてきたが、２回目の緊急事態宣言が発
出されたため、外出自粛に協力する観点から開催を
見送った。
・沿線の行事（大学における試験等）に合わせて、臨
時列車を運行した。
・沿線情報誌で、地域の飲食店のテイクアウト情報や
サテライトオフィスの開設状況を掲載する等、コロナ禍
に合わせた情報を発信した。

有

・企画列車や基地まつり等のイベントの開催に
ついて、新型コロナウイルス感染症の状況等を
踏まえながら、実施時期及び方法を検討してい
く。
・引き続き、駅を活用した地域情報の発信を行
う。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・広報を担う専管組織を新設
し、情報発信力を強化
・ブランディング戦略に基づく
積極的な情報発信
・プレスリリースマニュアルの
策定
・開業２０周年記念事業の実
施(2020年1月まで）

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、当社を含め、集客を伴うイベントの開
催等が困難となり、2019年度以降、定期
外乗車人員は減少しており、特に2020年
度は大幅な減少となった。
・2019年度に新設した専管組織が効果
的に機能し、沿線の自治体や企業等と
緊密な関係が形成されつつあり、今後の
収入の回復に向けて重要となる地域との
連携を強化することができた。
・2020年度に中止とした各種イベントにつ
いても、実施可能な方式の検討を進めて
いる。引き続き、沿線地域との連携を一
層強化し、にぎわい創出につながる方策
を積極的に検討していく。

・地域連携を担う専管組織を
新設し、沿線市・企業との情
報交換・企画を推進する体
制を整備
・沿線市との会議体における
意見・情報交換を踏まえたコ
ラボ企画の実施
・沿線企業・団体との情報交
換を踏まえたコラボ企画の
実施

・新規企画列車等の運行
・にぎわい創出に資する新規
イベントの実施
・基地まつりと周年事業の連
携開催
・セット券販売枚数5.8％増
・沿線行事に合わせた臨時
列車の企画・運行
・沿線市等と連携し、各イベ
ントポスターの掲示を実施

以下の取組を行うことにより多摩モノレールの認知度を高め、ファンを増やすとともに、地域のにぎわい創出に貢献していく。
・お客様アンケート調査の結果向上（項目「多摩モノレールの地域貢献全般について満足していますか」のうち「満足」または「やや満足」の割合2017年度74.0％→2019年度80％）
・2020年度の定期外乗車人員対2017年度比43万人増（2017年度2,224万人から毎年度0.65％増（※）に相当）
対前年度伸び率の減少傾向（2016年度1.4％増、2017年度0.7％増、2018年度0.4％増（見込））に歯止めをかけ、定期外乗車人員を着実に増加
※2013年度から2017年度（沿線に大規模商業施設が開業した2015年度は除く）の定期外乗車人員の対前年度伸び率の平均

見直し 戦略３

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

（実績）
・お客様アンケート調査の地域貢献に関する項目「沿線地域における公共交通機関としての役割」のうち「満足」または「やや満足」の割合：2019年度77.3％
・2018年度の定期外輸送人員：対2017年度比20万人増（2017年度比0.9％増）
・2019年度の定期外輸送人員：対2017年度比8万人減（2018年度比1.3％減）
・2020年度の定期外輸送人員：対2017年度比767万人減（2019年度比34.2％減）

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

沿線地域との連携と広報機能強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

多摩都市モノレール株式会社 評価年度：2020年度

沿線地域との連携 第２期プランとの関係
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団体名： 多摩都市モノレール株式会社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　「①安定した収益の確保と健全な財務体質づくり」について会社は、これまで運輸収入・輸送人員ともに堅調に増加させ、2018年度には過去最高の運輸収入を確
保してきた。
　昨年度は、新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言発出による外出自粛、大規模イベントの中止、オンライン授業やテレワークの普及等、会社の経営努力では
及ばない外的要因により運輸収入が大幅に減少し、最終的な赤字決算により売上高営業利益率の目標は未達成となったが、そうした中にあっても安全運行を確保し
た上での営業費用圧縮や新グッズ投入・販売チャンネル拡充による付帯事業収入確保など収支改善に努めて赤字幅を圧縮するとともに、設備投資の繰り延べ等によ
りキャッシュフローを確保し長期借入金を着実に弁済したことで、自己資本比率の目標は達成した。
　「②将来を担う人材の育成と組織の強化」については、複数年度にわたり検討を進めてきた人事制度について、社員との議論等を踏まえながら最終案をとりまと
め、社内規程の改正を行い、会社の将来を担う人材を育成するための制度を構築した。また、固有職員の管理職登用に向けた新たな取組として、管理職任用資格試
験合格者（管理職候補者）を都交通局へ長期派遣する取組を開始する等、会社経営の中核を担う人材の育成に向けた取組を着実に進めている。
　「③利便性・快適性及びわかりやすさの向上によるお客様サービスの強化」については、車体の改修に合わせて車両のつり革の抗菌化等を実施したことに加え、
デジタルサイネージを活用した運行情報等の配信を行うなど、お客様の利便性・快適性向上に努めた。
　「④沿線地域との連携と広報機能強化」については、新型コロナウイルス感染症による外出自粛、近隣施設休業やイベント中止、当初計画した企画列車やセット
券販売等の自粛など、会社の経営努力では及ばない外的要因により、定期外乗車人員の目標を下回る結果となったが、SNSでの沿線情報の積極的発信や自社情報誌
で地域飲食店のテイクアウト情報を掲載する等、地域連携強化に寄与する積極的な情報発信に取り組んだ。
　また、前年度に新設した沿線地域との連携を強化するための専管組織の取組により、感染防止対策を徹底しながら沿線の自治体や企業等と緊密な関係を形成しつ
つあり、ポストコロナを見据えた地域とのより一層の連携強化に取り組んでいる。
　以上のように、新型コロナウイルス感染症という外的要因により、一部目標については達成に至らなかったが、多摩地域の南北を結ぶ公共交通機関としての役割
を果たせるよう、ポストコロナを見据え、会社の将来を担う人材育成制度の構築、沿線地域との連携強化等に取り組んだ。
　また、大晦日の終夜運転中止や終電繰上げなど、都の新型コロナウイルス感染症対策に協力するとともに、消毒等による利用者への感染防止対策や従業員の健康
管理に努め、適切に公共交通機関としての役割を果たしている。さらに、デジタルサイネージを活用し、運行情報や駅施設の工事情報の提供、感染防止対策の広報
等を実施するとともに、SNSを活用し、沿線情報の積極的発信を行うなど、事業におけるDX推進の取組も着実に進めている。
　こうした取組は、政策連携団体として都の政策の方向性に合致するものである。
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戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

新たな人事・給与制
度の施行、定着

・新制度本格運用
・評価育成能力に係
る研修等の拡充
・昇任選考等の制度
充実化

・新制度本格運用
・評価育成能力の向
上を図る研修の実施
・新たな制度に合わ
せた昇任選考の実施

・新制度の運用に当たり、人事考課要領や人事評価マ
ニュアルを改めて整理・周知した上で、固有社員の人事
考課を実施した。
・評価者の評価能力向上と評価基準の統一を図るた
め、評価者向け研修を実施し、新制度の定着を図った。
なお、一部の研修については、感染症対策のため、延期
して実施するなどの対応を行った。
・固有社員の昇任選考について、制度移行時の特例とし
て旧制度での有資格者も受験できる仕組みとするなど、
制度の連続性と公平性を確保しつつ、適切に選考を実施
した。
・新制度における人事考課や昇給等をシステム上で管理
できるよう、従来の人事給与システムの再構築を進めた。

有

・新制度の円滑かつ効果的な運用に向け、引き続き昇任選考
を的確に実施するとともに、新制度の柱である人事考課制度
の定着を図るため、評価者向けの研修を継続的に実施してい
く。
・昇格・昇給等に係る業務の効率化を図るため、新制度と連動
した人事給与システムのより効果的な活用を進めていく。

中長期的な要員計画
に基づく体制確保

・中期経営計画の進
捗状況及び東京2020
大会のレガシーを踏
まえた計画見直し、
並びにこれに基づく
人員確保

・東京2020大会の延
期を踏まえた体制・要
員確保
・中期経営計画の進
捗状況を踏まえた人
員確保

・延期された東京2020大会時の安全・安定・安心輸送を
確保するとともに、大会のレガシーや将来の経営ビジョ
ンなどを踏まえた組織体制のあり方を見据えつつ、東
京2020大会時の要員確保に取り組んだ。
・新型コロナウイルス感染症の影響を勘案し、WEBテス
トや動画面接を活用した採用活動を実施し、効果的か
つタイムリーな手法により固有社員の確保に努めた。
・障害者雇用については法定雇用率を達成したもの
の、該当社員の退職等が生じたため、その補充に向
け、ハローワークや人材紹介会社等を活用した採用活
動の検討に着手した。

有

・東京2020大会開催時には、安全・安定・安心輸送の確保に
向け万全の体制で臨むとともに、大会後には、アフターコロナ
をにらみつつ必要な要員の確保に取り組んでいく。
・戦略的かつ時宜を得た採用活動を展開し、更なる固有社員
の確保に努めるとともに、出向社員からの振り替えを進めてい
く。
・障害者雇用については、法定雇用率の達成及び維持に向
け、採用活動の充実や定着に向けたサポートに取り組んでい
く。
・社員が意欲的に働き続けられる職場として、PT活動や社員
提案、社員表彰等の活用により、事業推進や業務改善に対す
る積極的な参画を促し、努力や成果を適切に評価するなど、
社員一人ひとりのやる気と能力を引き出す環境づくりを更に推
進していく。

指導職以上における
固有社員比率の引き
上げ

39％ 42％

・2019年度の指導職昇任選考において、適格基準に達
した６名を合格とし、2020年度に各指導職ポストへ登用
した。
・2020年度に実施した指導職昇任選考では４名を合格
としたほか、将来の指導職候補者となる主任級の昇任
選考において６名を合格とするなど、中核ポストへの固
有社員の登用を継続的に進めている。

・新たな人事制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を
進め、指導職以上における固有社員比率の更なる引き上げを
図っていく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

「経営改革プラン」評価シート

東京臨海高速鉄道株式会社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

これまでの運営体制の見直し・強化

安定的な事業運営の実現に向けた組織・人員体制の構築

　新たな人事・給与制度の構築（※）により、将来的に管理職を担う固有社員の確保に向けて、指導職への登用を着実に進め、人材育成を更に充実させていくとともに、東京2020大会への対応をはじめ中
長期的に必要な体制を整備する。固有社員を主体とした事業運営体制の構築に向けて、まずは固有社員比率を高めていくこととし、この3年間で全社員に占める割合を現行の60.7％（平成29年8月1日時
点）から65％へと高める。　※会社が社員に期待する役割や能力を明確にし、社員の能力を処遇に的確に反映していく仕組みとするため、任用制度・人事考課制度・給与制度の見直しを一体的に行うも
の。

　新制度の施行・定着については、細やかにフォローアップを図りながら、人事評価や昇任選考を適切に実施した。体制確保については、東京2020大会時の安全・安定・安心輸送の実現に向
けた体制・要員確保に取り組んだほか、コロナ禍のもと、固有社員の採用活動をWebを活用して実施した。指導職以上の固有社員比率の引き上げについては、指導職ポストへの登用を積極的
に行ったことにより、当初計画（39％）を上回る数値（42％）を達成した。
※固有社員比率　2021年3月31日現在：65.1％

見直し

・制度シミュレーションの実施の
上、社員説明会を開催し、制度設
計を確定
・新考課制度に向けた評価者向け
研修を実施するとともに、10～11
月に制度の一部試行を実施
・人事給与システムの再構築

・東京2020大会時の態勢見直しと
人員確保に向けた採用
・中期経営計画を踏まえた要員計
画の見直しと体制強化
・障害者雇用の推進による法定雇
用の達成

　新たな人事・給与制度については、
2020年度から本格運用を開始しており、
新制度の内容を改めて周知するととも
に、人事考課については評価者向けの
研修を継続的に実施するなど、細やか
にフォローアップを図りながら、新制度下
における人事評価や昇任選考を適切に
実施した。
　体制確保については、東京2020大会
が延期となり、要員計画の見直しが必要
となる中、大会時の安全・安定・安心輸
送の実現に向けた体制・要員確保に取
り組んだ。固有社員の採用に当たって
は、感染症の影響を勘案し、早々にWeb
活用を開始し、効果的かつ実践的な採
用活動を行い、人員を確保した。
　指導職以上の固有社員比率の引き上
げについては、昇任選考等により適格者
を選定し、本社及び現場の指導職ポスト
への登用を積極的に行ったことにより、
当初計画（39％）を上回る数値（42％）を
達成した。
　全社員に占める固有社員の割合は
65.1％（2021年3月31日時点）に達してお
り、これらの取組を通じ、東京2020大会
時はもとより、今後の安定的な事業運営
と会社の発展の実現に向け、固有社員
を主体とした組織・人員体制の確立が着
実に進展した。

37％

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

1
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団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

営業収益の安定的な
確保とコスト削減の取
組

・営業収益　202億円

・競争契約の適切な運用等

・営業収益　116億円

・競争契約の適切な運用等

・乗車人員は、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、二度にわ
たる緊急事態宣言の発出などによる外出自粛、当社線沿線施設の
一時閉鎖、イベントの中止・開催規模縮小、訪日外国人旅客の消
失、さらにテレワークの進展等により、定期・定期外ともに大幅に減
少した。コロナ禍においても可能な範囲で、人気アニメとコラボした
一日乗車券の発売やイベントとのタイアップキャンペーン、オンライ
ンショップ等の開設などを実施したが、結果として運輸収入は
10,166百万円（前期比46.7％減）となり、営業収益は前期比9,020万
円減（同43.5％減）の11,694百万円となった。
・コロナ禍における厳しい経営状況の中で、競争契約の適切な運用
を通じて、コスト縮減を図るとともに、老朽化度合い等を勘案した各
種工事の実施時期・規模等の見直しや日常的に支出する諸経費の
削減など、事業の見直しや精査を行うことで経費削減に取り組み、
営業費について前期比640百万円減（同4.2％減）の14,486百万円と
なった。

有

・変異株の動向など、新型コロナウイルス感染症の収束
時期が見えない中、東京2020大会の開催とそれに伴う東
京ビッグサイト閉鎖延長により乗車人員の減少が見込ま
れるなど当社を取りまく環境は極めて厳しいことが予想さ
れる。今後の状況を確実に見通すことは困難だが、他社
の取組や経済動向をにらみつつ、感染症収束後も見据
え、引き続き周辺施設やアニメ等のタイアップを行うな
ど、当社沿線への集客を図り、創意工夫によって運輸収
入の確保に努めていく。
・同時に、引き続き事業見直し・精査などによる経費の削
減を図ることで、更なるコスト縮減に取り組んでいく。

関連事業の拡充

・前年度事業の分析
・分析を経た新事業の展開
・新たな広告設置空間等によ
る広告事業拡充策の検討
・東京2020大会以降の広告事
業展開の再検討
・長期的視点に立った新たな
事業展開の検討に向けた外部
人材等の活用

・新たな空間利活用事業の試
行
・新たな広告事業展開へ着手
・東京2020大会の延期、コロナ
禍による沿線環境の変化を踏
まえた広告事業展開について
検討
・新たな事業展開の検討に向
けた外部人材等の活用につい
ては未実施

・当社敷地内の観光案内所における空間活用としてレンタルスペー
ス事業の募集（試行）を開始したが、度重なる感染拡大の影響によ
り活用実績はまだ出ていない。
・駅構内のフロア、壁面、柱等の空間を、広告掲載空間として多面
的に活用する手法を検討し、これまで広告を設置したことのない空
間を活用し、横断幕広告や自立式広告板を設置した。
・コロナ禍において広告宣伝費の削減傾向にある中、沿線進出企
業へのヒアリングを行うなど今後の広告事業展開を模索した。
・コロナ禍による大幅な収益減と外部環境変化に鑑み、外部人材活
用について実施は見送った。

有

・観光案内所のレンタルスペース事業については、感
染症収束後の環境変化をにらみながら、事業者と適宜
連携をとりつつ対応する。
・感染症拡大による近隣施設の営業自粛、東京2020大
会の開催状況、ビッグサイトの閉鎖延長など、外部環
境の変化を踏まえつつ、広告収入やオリジナル商品・
企画乗車券等の販売など関連事業収入の確保にも積
極的に取り組んでいく。
・感染症の収束後は、今回実施した新たな広告の実績
を効果的にアピールすることにより、駅構内の有効活
用をさらに進めていく。
・感染症の影響による収益環境の悪化を踏まえ、外部
人材の活用については、当面見合わせる。

計画的な設備投資 設備投資額26億円
設備投資額39億円
（当該年度取得資産総額）

・厳しい経営状況を踏まえ、改めて実施時期や規模等の精査を行っ
た上で着実に進めた。（一部案件についてコロナの影響等により取
得完了が2019年度から2020年度になったため、計画金額を上回る
設備投資額となっている。）
・2020年度の主な設備投資（当該年度取得資産分）
①　運輸収入管理システムの更新　681百万円
②　国際展示場駅仮泊等施設新築工事　482百万円
③　旅客誘導案内サイン改修工事　462百万円

有

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う現下の厳しい外
部環境を踏まえつつ、安全・安定輸送の確保のために
将来的に不可欠な設備更新等をにらみながら、計画的
な設備投資を引き続き推進していく。

長期未払金・長期借
入金の返済

残高
1,043億円

有利子負債キャッシュフロー倍
率
12.0倍（年）

残高
1,037億円

有利子負債キャッシュフロー倍
率
35.0倍（年)

長期未払金・長期借入金について、計画的に返済を行い、３月末時
点で目標を上回る1,037億円まで減少した。有利子負債（当該残高）
キャッシュフロー倍率については、大幅な減益により悪化している。

有

新型コロナウイルス感染症の影響による収益の大幅減
等により大変厳しい状況下にあるが、収益減を踏まえ
つつ、長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構
に対する長期未払金の返済を着実に実施していく。

営業収益の確保等による財務体質の健全化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京臨海高速鉄道株式会社 評価年度：2020年度

長期未払金等の返済及び繰越欠損金の解消による経営基盤の強化並びに関連事業の拡充等による収益力の強化 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　東京2020大会開催中は、東京ビッグサイトの一時閉鎖による営業収益の落ち込みが避けられない状況であるが、大会終了後の営業収益の水準が大会開催前の水準を上回るよう、この3年間で関連事業の拡充や
沿線地域等との連携強化に向けた仕組みづくりを目指す。
　長期未払金・長期借入金の残高を1,063億円まで減少させるとともに、繰越欠損金を332億円まで解消する。

見直し 2

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　営業収益については、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、11,694百万円（前期比43.5％減）となり目標は達成しなかった。コスト縮減については、事業の見直しや精査などにより、営業費は14,486
百万円（同4.2％減）となった。関連事業の拡充では、空間利活用事業や広告事業展開など、新たな取組を実施した。設備投資は厳しい経営状況を踏まえ、改めて実施時期や規模等の精査を行った上で
着実に進めた。また、長期借入金の約定返済、鉄道運輸機構に対する長期未払金の返済を着実に実施した。　※2020年度末繰越欠損金：369億円

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・営業収益　207億円

・競争契約の適切な運
用等

　営業収益については、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受け、二度にわたる緊急
事態宣言の発出などによる外出自粛、当社
線沿線施設の一時閉鎖、イベントの中止・
開催規模縮小、訪日外国人旅客の消失、さ
らにテレワークの進展等により、定期のお
客様が前期比35.7％減少、定期外のお客
様が同51.7％減少した。合計では、同
42.8％減の5,430万人、一日平均では同
110,693人減の148,775人となった。コロナ禍
においても可能な範囲で、人気アニメとコラ
ボした一日乗車券の発売やイベントとのタイ
アップキャンペーン、オンラインショップ等の
開設などを実施したが、結果として運輸収
入は10,166百万円（前期比46.7％減）とな
り、営業収益は前期比9,020万円減（同
43.5％減）の11,694百万円となり目標は達
成しなかった。
　コスト縮減について、事業の見直しや精査
などを行うことで経費削減に取り組み、営業
費について前期比640百万円減（同4.2％
減）の14,486百万円とした。
　関連事業の拡充では、空間利活用事業や
広告事業展開など、新たな取組を実施し
た。
　設備投資については、厳しい経営状況を
踏まえ、改めて実施時期や規模等の精査を
行った上で着実に進めた。
　また、大幅な減収の中、資金調達を計画
的に行い経営の安定性を維持することとし、
長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸
機構に対する長期未払金の返済を着実に
実施した。
　これらの取組により、財務体質の安全性
の維持・向上に努めた。
　しかしながら、今後も、先行きの見えない
新型コロナウイルス感染症の影響等により
厳しい状況が想定され、これからの収益動
向を見通すことは極めて困難な状況にある
が、厳しい外部環境のもとでも持続的かつ
安定的な事業運営に向け、全社一丸となっ
て取り組んでいく。

・新たな空間利活用事
業について契約締結
手続中

・新たな広告事業展開
へ着手

設備投資額30億円
（当該年度取得資産総
額）

残高
1,129億円

有利子負債キャッシュ
フロー倍率
11.0倍（年）
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団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

ホームドア整備による
ホーム上の安全対策
の推進

・国際展示場駅、大井
町駅でのホームドア
の安定運用に向けた
安全対策の実施
・シミュレータによる
ホームドア運用訓練
の継続及び充実化
・2021年度の新たな
ホームドア導入に向
けた天王洲アイル駅
への設置着手

・国際展示場駅、大井
町駅でのホームドア
の安定運用に向けた
安全対策の実施
・2021年度の天王洲
アイル駅ホームドア設
置に向け着手完了
・天王洲アイル駅へ
の導入に向け、運転
シミュレータの改修を
完了し、訓練を開始

・ホームドアは、故障等の発生ごとにプログラム
改修等の対策を実施し、ハード面での安定的運
用を確立した。また、ホームドアに設置した列車
緊急停止ボタンをポスター等でお客様にお知ら
せするなどソフト面の安全対策も充実させた。
・天王洲アイル駅のホームドアは、延期された東
京2020大会前の2021年6月までに設置できるよ
う工程調整を図り工事に着手するとともに、新設
された都の補助金の確保を図り、投資額の圧縮
を行った。
・本線での運用開始前に訓練を実施するため、
天王洲アイル駅ホームドア導入に伴う運転シミュ
レータの改修を2020年12月に完了し、１月から訓
練を開始した。

有

・ホームドア運用による安全対策について、国際
展示場駅、大井町駅での実績を、天王洲アイル
駅をはじめ2021年度以降に整備予定の駅にも反
映させ、安定運用を継続していく。
・天王洲アイル駅のホームドアは、東京2020大会
前の2021年6月に供用開始できるよう、引き続き
工程調整を図り、安全に工事を進めていく。
・引き続きホームドアについては、補助金を確保
しつつ、品川シーサイド駅や東京テレポート駅の
整備に向けて着実に進めていく。
・運転シミュレータを活用し、引き続き乗務員の
対応習熟に努める。

「気づき・気がかり」＆
「ヒヤリ・ハット」による
改善取組

・前年度の改善結果
を社員に周知
・新たな社員情報に
対し引き続き改善策
を実施
・実施した改善策の有
効性検証
・事例の深堀り・分析

・前年度の報告事象
及び改善結果を社員
全員に公表
・報告事象に対して改
善策を実施
・本制度全般のアン
ケートを実施し、有効
性を確認

・すべての「気づき・気がかり＆ヒヤリ・ハット」事
象の内容及び改善策等の対応結果を社員全員
に公表することで制度への理解がさらに進んだ。
・このことは、有効性の確認アンケート結果から
も裏付けられており、社員の情報の認知度は高
く、事象の再発防止等に効果をあげている。
・一例として、新木場駅ホームで構造上お客さま
が危険な箇所へ立ち入りが可能な箇所に社員が
気づき、注意喚起の掲示を行うなど、安全性の
向上に寄与している。

有

・引き続き、すべての報告事象及び改善結果を
社員全員に公表するとともに、安全研修等を通じ
てより一層周知を図り、事象の報告が速やかに
なされるよう体制を整備する。
・報告された事象に対して改善策や注意喚起等
をできる限り速やかに実施するとともに、事例の
分類や分析を試み安全性の向上に寄与する。
・実施した改善策や事後の周知による効果等に
ついて、アンケート等を活用してＰＤＣＡサイクル
により本取組の更なる向上を図る。

地域と連携した安全
対策の推進

・改善した内容による
警察など地域と連携
した駅構内でのテロ
等対策訓練の実施
・地域や他企業との
情報交換
・東京2020大会時等
の異常時対応におけ
る体制確立（危機対
策本部の設置）

・コロナ禍で対応可能
な範囲で異常時総合
訓練を実施
・東京2020大会等の
異常時対応における
本部体制設備の構築

・新型コロナウイルス対応の影響を受け、警察等
との連携による訓練や第３セクターを中心とした
鉄道事業者12社との情報連絡会議、ＪＲ東日本
等他社の訓練視察・参加は実施できなかった
が、コロナ禍で対応可能な範囲で、当社としての
異常時総合訓練を実施した。
・東京2020大会時をはじめ異常時対応に備える
対策本部用の機器類等を会議室に設置し環境
整備に努めた。

有

・新型コロナウイルス対策への影響を勘案しなが
ら、警察や他の鉄道事業者との連携を深め訓練
や情報交換の場を通して安全対策に生かしてい
く。
・東京2020大会のための本社・現場が参画する
対策本部訓練等を通じて、大会時のみならず異
常時における体制の強化を図る。

ハード・ソフト両面からの安全・安定輸送の確保 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京臨海高速鉄道株式会社 評価年度：2020年度

安全・安定輸送の継続的な確保 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

ハード・ソフト両面からの施策により安全・安定輸送をより一層確保する。
① 適時適切な設備更新や訓練等による無事故運行の継続　　※「事故」とは、鉄道事故等報告規則第3条1項で定める「鉄道運転事故」に該当するもののうち、事故原因が当社の乗務
員や駅係員等による取扱い誤りや設備の整備不良等の当社責任によるものを指す。
② 線路内転落の発生件数の抑制（2012～2016年度平均発生件数５件⇒2020年度：３件以内）
 [当社駅]　新木場駅、東雲駅、国際展示場駅、東京テレポート駅、天王洲アイル駅、品川シーサイド駅、大井町駅 見直し 3

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　補助金を確保しつつ天王洲アイル駅においてホームドア設置工事（東京2020大会まで）に着手したほか、運転シミュレータを改修し乗務員の訓練に活用している。　気づ
き・気がかり＆ヒヤリ・ハットについては、継続的な取組により社員の理解がより一層進み、事象の未然・再発防止等にも効果がみられている。地域と連携した安全対策の推
進については、感染症の影響により、異常時総合訓練を可能な範囲で実施したほか、東京2020大会時をはじめ異常時対応に備える本部設備の構築を進めるなど、安全対
策の更なる強化を図った。　※線路内転落発生件数　2020年度実績：2件

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・大井町駅のホームドア設置
と、点状ブロック、列車非常停
止警報表示装置の更新を完了
し、2月16日より運用開始
・国際展示場駅でのホームドア
運用による安全対策の実施
・大井町駅のホームドア設置を
反映したシミュレータによる
ホームドア運用訓練の実施
・他駅のホームドア設置計画の
深化

　国際展示場駅及び大井町駅における
ホームドアの安定運用に加え、延期され
た東京2020大会までに新たに天王洲ア
イル駅にホームドアを設置できるよう補
助金を確保することとし、工程調整を図り
工事に着手した。また、天王洲アイル駅
へのホームドア導入に伴い運転シミュ
レータの改修を実施し、乗務員の訓練に
活用している。
　気づき・気がかり＆ヒヤリ・ハットの取組
については、継続的な取組により社員の
理解がより一層進み、事象の未然・再発
防止等にも効果がみられた。
　地域と連携した安全対策の推進につい
ては、感染症の影響により、警察や他の
鉄道事業者等との連携による訓練などは
実施が見送られたものの、異常時総合訓
練を可能な範囲で実施したほか、東京
2020大会時のみならず異常時対応に備
える本部設備の構築を進めるなど、安全
対策の更なる強化を図った。
　これらの取組により、ホームドア整備な
どハード面での安全対策が着実に進展
するとともに、ソフト面においても事故等
の未然防止や異常時の危機対応力の向
上が図られ、安全・安定輸送の継続的な
確保が着実に進展した。

・前年度の報告事象及び改善
結果を社員全員に公表
・報告事象に対して改善策を実
施
・年度前半に公表したヒヤリ・
ハット情報周知に対してアン
ケートを行い、その効果等の有
効性を検証

・防犯カメラの増設実施
・第3セクターを中心とした鉄道
事業者12社との安全情報連絡
会議に参加
・ＪＲ東日本や東京メトロ等他社
の訓練への視察・参加実施
・台風19号では計画運休を実
施し、被害・事故を未然防止
・災害時タイムラインを作成
・「りんかい線防災ハンドブック」
の発行
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

多様なお客様が利用
しやすい駅の施設整
備

・兼掌窓口拡張の運用検証
・東京2020大会に関するサ
イン（競技場表示）等の実施

・継続していた東京テレポー
ト駅の兼掌窓口の整備が完
了。２駅の拡張した有人の兼
掌窓口を運用開始
・東京2020大会延期に伴い、
オリパラ用案内サイン（競技
場表示）等の実施延期

・東京テレポート駅の有人改札の窓口拡張は、新型コロナウ
イルス感染拡大の影響により2020年度に繰り越しとなってい
たが、７月に完了。国際展示場駅、東京テレポート駅におい
て、車椅子利用者など多様なお客様に円滑にご利用いただ
いている。
・東京2020大会の延期に伴い、大会に関するサイン等も実
施を延期した。引き続き大会組織委員会等との情報共有に
努め、東京2020大会に向けての必要な準備を進めている。

有

・国際展示場駅、東京テレポート駅の有人改札
窓口を適切に活用していく。今後とも新型コロナ
ウイルス感染症の状況を注視しながら、利便
性、快適性の向上に努めていく。
・大会組織委員会等と引き続き連携し、東京
2020大会までに必要なサインを整備していく。

快適な空間の整備

・新車両の設備関係の設計
を継続
・より快適な車内環境創出に
向けた空間整備の仕様検討

・新車両の設備関係の設計
を継続
・新車両の導入に向けた工
程調整を実施

・ベース車両の選定を完了し、2022年度の契約・発注に向け
た新車両の仕様検討を継続するとともに、導入工程の調整
を推進した。

・新車両の設備関係の設計を継続
・引き続き新車両導入に向けた詳細な工程調整
を進めていくとともに、メーカーと連携しながら仕
様検討を深度化していく。

バリアフリー化の推
進

・東京2020大会開催前まで
に東京テレポート駅改札内
エレベーター増設及び既存
エレベーターの大型化の実
施

・東京テレポート駅改札内エ
レベーター増設及び既存エ
レベーターの大型化完了
・車椅子の単独乗降が可能
となるよう、６駅において、車
椅子用フリースペース近くの
ドア部分に櫛状ゴムを設置

・５月に東京テレポート駅の改札内吹き抜け部においてエレ
ベーターの増設を完了。６月には既存の改札内エレベー
ターを改修し、大型化を図った。改札内エレベーターを増設
及び大型化したことで、バリアフリー化を推進するとともに、
コロナ禍において、お客様の混雑緩和に寄与できた。
・ホームドア整備工事中の天王洲アイル駅を除く６駅におい
て、車椅子が単独乗降できるよう、ホームの先端に櫛状の
ゴムを設置し、車両とホームの隙間を縮小した。

・天王洲アイル駅の櫛状ゴム設置については、
ホームドア整備後に工事着手し、東京2020大会
前までの完成を目指していく。

高品質なお客様サー
ビスの実現

・引き続き具体的な取組を進
めるとともに、覆面調査等の
実施による前年度のサービ
ス改善の取組等の成果等の
検証による課題の把握を進
め、必要な改善策を検討
・高品質なお客様サービス
の持続的な実現に向けた
PDCAの仕組み構築

・覆面調査等の実施による
前年度のサービス改善の取
組等の成果等の検証による
課題の把握を進め、必要な
改善策を実施
・高品質なお客様サービス
の持続的な実現に向けた
PDCAの仕組み構築

・緊急事態宣言の発出により取扱方法が通常とは変更され
た定期券払戻し業務等について、新たにマニュアルを作成
し、お客様への適切な案内を行うなど、コロナ禍においても
お客様サービスの向上に寄与する取組を進めた。
・初の試みとして予定していた覆面調査は新型コロナウイル
ス感染症の影響により延期を余儀なくされたが、１月に実施
し、その中で接客時の積極的な声かけの不足やお客様の問
い合わせ内容の確認が不十分などの課題が指摘された。
・これらの課題について、日常的に指導職からＯＪＴを行うと
ともに、３月にＣＳ研修を実施し、マスク着用時の接客を含
め、ロールプレイ形式に特化した接遇訓練を通してサービス
改善を徹底するなど、高品質なサービス提供につなげるＰＤ
ＣＡサイクルの実施に取り組んだ。

有

・新型コロナウイルス感染症の影響による乗車
人員の状況を見据えつつ、社員の接遇スキル
の確認と改善を目的とした覆面調査等の実施を
通じたサービス改善の取組等の成果等の検証
による課題の把握を進め、必要な改善策を実施
していく。
・それを踏まえ、今後、お客様サービスの持続
的な実現に向けたPDCAサイクルの仕組みを展
開していく。

利用客の利便性・快適性の更なる向上に繋がる取組の加速化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京臨海高速鉄道株式会社 評価年度：2020年度

利用客の利便性・快適性の更なる向上 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　エレベーターの増設によるバリアフリー対策の推進や多言語対応を含む駅案内サインの整備、また快適な空間の整備など、ハード面の整備を着実に実施していくことはもとより、より高品質なお客様サー
ビスの提供を目指すなど、ソフト面の取組も合わせて実施することにより、お客様の利便性・快適性の更なる向上を図り、顧客満足度の数値の向上を目指す。
　[当社駅]　新木場駅、東雲駅、国際展示場駅、東京テレポート駅、天王洲アイル駅、品川シーサイド駅、大井町駅

見直し 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　駅の施設整備について、東京テレポート駅の有人改札窓口の整備が完了した。快適な空間の整備について、新車両の導入に向けた仕様検討、導入工程の調整を推進した。バリアフリー化の
推進について、東京テレポート駅のエレベーター増設や大型化を実施するとともに、車椅子での単独乗降が可能となるよう、６駅において櫛状ゴムを設置し、車両とホームの隙間縮小に取り組
んだ。サービス向上に向けて、覆面調査の結果等を踏まえたＯＪＴやCS研修の実施等によりサービス改善を徹底するなど、PDCAサイクルの取組を実施した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・全駅において多言語だけでな
く、より視覚的にわかりやすい
駅案内サインを整備
・有人改札の窓口拡張は国際
展示場駅の整備が完了。資材
の一部納入遅れにより東京テ
レポート駅の整備は継続中

　駅の施設整備については、東京テレ
ポート駅の有人改札窓口の整備も完了
し、車椅子利用者をはじめとしたお客様
の利便性・快適性の向上に寄与した。
　快適な空間の整備については、新車
両の導入に向け、仕様検討を継続する
とともに、導入工程の調整を着実に推進
した。
　バリアフリー化の推進については、東
京テレポート駅のエレベーター増設や既
存エレベーターの大型化を完了するとと
もに、車椅子での単独乗降が可能となる
よう、ホームドア整備工事中の天王洲ア
イル駅を除く６駅において、櫛状ゴムを
設置し、車両とホームの隙間縮小に取り
組んだ。
　更なるサービスの向上に向けては、緊
急事態宣言の発出により取扱方法が変
更された定期券払戻し業務等について
マニュアル作成によりお客様への適切な
案内を行うなど、コロナ禍においてもお
客様サービスの向上を図るとともに、覆
面調査により指摘された課題について、
指導職からのＯＪＴやＣＳ研修などにより
サービス改善を徹底するなど、高品質な
サービス提供につなげるPDCAサイクル
の取組を実施した。
　このように、ハード・ソフト両面から、お
客様の利便性・快適性の更なる向上に
繋がる取組を加速化し、着実に推進して
きた。今後とも引き続き質の高いサービ
スの提供に努め、コロナ禍ではあるが、
お客様に満足いただける路線を目指し
ていく。

・資材の一部納入遅れにより
東雲駅、新木場駅の化粧室は
更新工事中。照明ＬＥＤ化は全
駅完了
・新車両の構造等仕様検討に
着手するとともに、車両基地に
おいて改造・更新が必要な設
備確認を完了。現行編成の改
造・更新時期を踏まえた新車
導入工程を調整。

・東京テレポート駅で改札内エ
レベーターの増設を施工中
・国際展示場駅の改札内エレ
ベーターは、増設から既設の
大型化に変更し実施完了

・前年度調査の結果を踏まえ
たサービス課題の整理とその
中でも重要な観点について具
体的なサービス改善の取組を
実施
・他社の取組調査を踏まえて
サービス向上に向け当社とし
ての今後の方針の検討
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

沿線地域等との連携

・前年度の結果を踏
まえ、イベントを更に
盛り上げる施策を検
討し実行
・進出企業等との連
携の実施、当該企業
等との実施状況の分
析
・当社主催による地
域連携イベントなどの
検討

・進出企業とのタイ
アップの実施
・映像メディアを通じ
た企業とのタイアップ

・コロナ禍において感染対策を徹底しながら、観
光案内所とりんかい線の施設をお客さまに体験
していただくお客様感謝キャンペーン（定期券等
の提示で水陸両用バス「SKYDuck」に特別料金
で乗車。日帰りバスツアーの実施において、駅
のお仕事紹介などの企画協力）を実施した。
・新たに臨海エリアに進出した東京グローバル
ゲートウェイと連携して、定期券等の提示で入館
料を割り引くタイアップキャンペーンを実施し、好
評であったため追加実施を行った。
・沿線地域を舞台とした人気アニメ（「ラブライ
ブ！虹ヶ咲学園スクールアイドル同好会」）との
タイアップにより、一日乗車券の発売や沿線地
域のPR企画などを企業と連携して実施してい
る。テレビ等の映像媒体を通じた認知度の向上
による聖地巡礼等の副次的効果も期待される。
・各種モビリティ事業者の連携によるMaaS実証
実験については、緊急事態宣言の発出を受け
て、東京臨海副都心エリアでの実施は見送られ
た。

有

・新型コロナウイルス感染症拡大によるイベント
の自粛など大変厳しい状況にあるが、今後の社
会・経済情勢の変化を注視しつつ、引き続き臨
海副都心まちづくり協議会や沿線施設との連携
強化や情報共有の円滑化等を図り、沿線地域・
施設を盛り上げる施策を検討し実行していくとと
もに、既存のタイアップ事業の展開拡大に加え、
新たな進出企業等とのコラボレーションを通じ
て、沿線地域全体の集客力向上を目指す。
・また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を
注視つつ、映画・ドラマ等のロケーションの積極
的な受入れはもとより、映画等とのコラボレー
ション等、メディアを通じた有効な連携や地域の
魅力向上に資する施策を引き続き積極的に展
開していく。
・引き続き東京都が主体となって実施するMaaS
実証実験などに参画し、当社として必要な対応
等を検討していくことで、臨海副都心エリアの活
性化に貢献していく。

沿線地域等の情報発
信

前年度の取組を踏ま
えた、自社HPやツ
イッター等を通じた地
域の情報発信の更な
る充実

・当社HPによる地域
情報発信
・ツイッターによる沿
線地域を舞台にした
人気アニメの関連情
報の発信強化

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、沿
線イベントの中止が相次ぐ中ではあるが、自社
HPによる地域情報の発信を継続するとともに、
人気アニメ（「ラブライブ」）」と連携し、10月から
のテレビ放映に合わせて関連のツイートを強
化。アニメの舞台を紹介することで、地域の情報
発信を強化した。

有

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、沿
線イベントの中止が相次ぐ中ではあるが、人気
アニメや沿線企業とタイアップしたツイートやHP
を活用した情報発信などを継続する。

地域との連携強化や情報発信の充実化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京臨海高速鉄道株式会社 評価年度：2020年度

沿線のバリューアップの取組強化 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　内陸部と臨海地域を結ぶ鉄道ネットワークとして、安全・安定運行の確保に加え、周辺企業等との連携による地域の活性化や魅力向上を図ることで、沿線地域のにぎわ
いに貢献する。○沿線イベントタイアップ　12件／年(2020年度)　（2018年度（見込）：11件／年）　○企画乗車券発行枚数　130,000枚／年(2020年度)　（2018年度(見込）：
122,340枚(見込)／年）
　※東京2020大会開催に当たり、東京ビッグサイトの一時閉鎖などによる影響が避けられない状況であるが、2018年度見込を上回る目標を設定する。

見直し 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　新型コロナウイルス感染症拡大による沿線イベントの中止等の影響を受ける中にあっても、お客様感謝キャンペーンや沿線施設とのタイアップキャンペーン等
の実施、人気アニメとのタイアップなど、沿線地域・企業との連携をさらに強化し、次期の展開拡大につながる取組を進めた。情報発信においては、沿線地域を
舞台とする人気アニメのツイートを強化するなど、SNSを活用した地域情報発信の拡充を図った。
○沿線イベントタイアップ　2020年度： 15件／年　　○企画乗車券発行枚数　2020年度：58,428枚／年

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・まちづくり協議会や
日本科学未来館等沿
線施設との協働事業
の実行
・進出企業とのタイ
アップの実施
・映像メディアを通じた
企業とのタイアップ

　新型コロナウイルス感染症拡大による
沿線イベントの中止等の影響を受ける中
にあっても、お客様感謝キャンペーンや
沿線施設とのタイアップキャンペーン等
の実施、人気アニメとのタイアップなど、
沿線地域・企業との連携をさらに強化
し、次期の展開拡大につながる取組を進
めた。
　情報発信においては、沿線地域を舞台
とする人気アニメのツイートを強化する
など、SNSを活用した地域情報発信の拡
充を図った。
　当面、新型コロナウイルス感染症対策
による人流の抑制やイベントの自粛等が
見込まれており、極めて厳しい状況であ
るが、今後の状況変化を慎重に見極め
ながら、沿線地域と連携し、新たな進出
企業等とのコラボレーションを展開する
など、当社の特性を活かした地域貢献の
方策の検討を進め、実効性の高い取組
を展開していく。

・「小さな旅りんかい
線」の作成、配布
・当社HPによる地域情
報発信の拡充
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団体名： 東京臨海高速鉄道株式会社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　都心と臨海部を結ぶ基幹的な鉄道を運行する会社は、経営課題解決のための５つの戦略を設定し、それぞれ目標達成に向けた取組を行った。
　「①安定的な事業運営の実現に向けた組織・人員体制の構築」については、新たな人事・給与制度を2020年度から本格的に運用を開始し、定着に向けた取組を
行った。また、指導職以上における固有社員比率の引き上げを行い中核ポストへの固有社員の登用を継続的に進めた。
　「②営業収益の確保等による財務体質の健全化」について会社は、2018年度まで7期連続で運輸収入及び１日当たり乗車人員が過去最高を更新するなど堅調な業
績を上げ、繰越欠損金の着実な解消を進めてきた。
　昨年度は、新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言発出による外出自粛、沿線施設の一時閉鎖、イベントの中止・規模縮小、インバウンドの消失、テレワーク
の普及等、会社の経営努力では及ばない外的要因により運輸収入が大幅に減少し、最終的に赤字決算となり繰越欠損金の圧縮は目標は未達成となったが、安全運行
を確保しつつ事業の徹底した見直し・精査により、経費削減に取り組み赤字幅を圧縮するとともに、設備投資の繰り延べ等によるキャッシュフローの確保により債
務を着実に弁済し、長期債務を目標額以上に圧縮した。
　また、今後の収支改善に向けて新たに空間利活用事業や広告事業展開などの関連事業の拡充に努めた。
　「③ハード・ソフト両面からの安全・安定輸送の確保」については、ハード面では、国際展示場駅、大井町駅でのホームドアの安全対策を実施した。またソフト
面では、シミュレータによるホームドア運用訓練を実施し、「気づき・気がかり」等の改善取組により、社員の報告事項を全社で共有し、具体的な改善につなげ
た。
　「④利用客の利便性・快適性の更なる向上に繋がる取組の加速化」については、東京テレポート駅の有人改札窓口の整備が完了し、車椅子利用者をはじめとした
お客様の利便性・快適性の向上に寄与した。
　「⑤地域との連携強化や情報発信の充実化」については、感染防止対策を徹底しながらお客様感謝キャンペーンや沿線施設との新規タイアップ、人気アニメとの
タイアップなどを積極的に行い、沿線イベントタイアップ件数は目標を達成したが、新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛、インバウンドの消失等によ
り、企画乗車券発行枚数は目標に到達しなかった。
　また、自社ホームページや人気アニメと連携したツイートの強化により、地域情報の発信を強化して今後の事業展開拡大に繋がる取組を進めた。
　以上のように、新型コロナウイルス感染症という外的要因により、一部の目標については達成に至らなかったが、鉄道会社の役割である「安全・安定輸送」を確
保しながら徹底したコスト縮減等により安定経営に取り組むとともに、厳しい環境の中でも創意工夫してお客さまサービスの改善に取り組むなど、沿線地域の発展
に寄与する取組を実施した。
　また、大晦日の終夜運転中止や終電繰上げなど、都の新型コロナウイルス感染症対策に協力するとともに、消毒等の利用者への感染防止対策や従業員の健康管理
を徹底し、適切に公共交通機関としての役割を果たしている。さらに、ＳＮＳを活用した地域情報発信の拡充や、多数の関係事業者が参加する会議をＹｏｕＴｕｂ
ｅのライブ配信機能を活用してオンラインで開催するなど、事業におけるＤＸ推進の取組も着実に進めている。
　こうした取組は、政策連携団体として都の政策の方向性に合致するものである。
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戦　略 ①／ 3

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

６階、４階（高層棟）ト
イレ改修（意匠の検
討、内部全面改修工
事の設計・施工の実
施）

エレベーターリニュー
アル２基
（設計に基づき、中央
２基のリニューアル工
事を施工。施工状況
の検証）

パオレ４階アプローチ
リニューアル工事の
実施

2020年８月
パオレ高層棟６階トイ
レ改修済
2020年10月
パオレ高層棟４階トイ
レ改修済

エレベーター５基設計
済
５基の工事発注、施
行中（2021年12月ま
で）

パオレ4階アプローチ
リニューアル工事
発注、施行中（2021
年６月末まで）

トイレ改修について、照明をLED化とし、節水型
の機器を使用するなど、環境にも配慮して改修を
実施した。

当初、複数年での施行を考えていたが、検討の
結果、2021年度中に5基全てを改修する。

パオレ４階アプローチリニューアルについて、ビ
ルの入口付近での改修であることから、ビルの
通行人への安全対策やテナントの営業に支障が
でないように配慮して、トラブルなく実施した。

パオレのトイレ改修については、全てのフロアが
完了した。

ビルの利用者への安全やテナントの営業に配慮
して、確実にエレベーター改修を実施していく。

ビルの入口に設置されていたパーゴラの撤去や
植栽の撤去等を実施し、開放性の高い空間に改
修することにより、駅からの視認性がよく、アクセ
スしやすいようになった。今後、この場所をにぎ
わい創出のスペースとして、活用を検討してい
く。

（ガレリア・ユギ）
電気設備（受変電設
備）改修
（設計・施工）

2020年10月
受変電設備更新工事
契約締結
（工事期間2022年５
月末まで）

改修計画をもとに、ガレリアユギビルの営業時間
内の停電を回避し、各テナントの営業に支障が
でないように、細部においてスケジュール調整を
行い、工事を実施した。

今後も計画どおりスケジュール管理、安全対策
等を実施し、予定の期間で工事が終了するよう
に実施していく。

ビル総合管理システ
ムの構築

ビル総合管理システ
ムの構築、運用

2020年10月
テナントビル管理シス
テム構築、稼働

委託業者との綿密なヒアリング等を通じて、テナ
ントビル管理システムを構築、稼働した。これに
より、各テナントへの請求書の発行のシステム化
や業務の書類の電子化、必要な情報を的確に抽
出するためのデータ管理、契約更新時期等の
チェック機能などの諸業務について効率化を図っ
た。

今後は、テナントビル管理システムと会計システ
ムとの連携について、事前調査・検討を実施して
いく。

収益の安定的な確保 売上高約16億円 売上高14.6億円

新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言によ
る休業要請を受けた飲食店など一部テナントに
対し、事業継続を支援する目的で、一定期間賃
料等を免除した。また、外出自粛等の影響で駐
車場の利用が減少したことなどにより、売上高が
減少した。

有

引き続き、新型コロナウイルス感染症の状況を
注視しつつ、積極的なリーシングによるテナント
確保や駐車場割引認証施設の拡大などにより、
安定した収益を確保していく。

2

当社保有の３棟の商業・業務ビル（パオレ、ガレリア・ユギ、プラザA）において合計入居率100％が達成されている。

新型コロナウイルス感染症拡大の緊急事態宣言による休業要請を受けた飲食店など一部テナントに対し、事業継続を支援する目的で、一定期間賃料等を免除した。また外出自
粛等の影響で駐車場の利用が減少したことなどにより、売上高が減少した。
一部テナントの退去があったが、新たなテナントの入居を確保するなどして、当社保有の３棟の商業・業務ビルにおいて再び合計入居率100％を達成した。

見直し

建物の魅力を高め競
争力向上につながる
リニューアルの着実な
実施

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度
実績

2020年度
計画

2019年７月
パオレ低層棟４階トイ
レ改修済
2019年９月
パオレ高層棟８階トイ
レ改修済
2019年11月
パオレ高層棟５階トイ
レ改修済

エレベーター改修につ
いて、改修方針立案の
ためのコンサルタント
業務委託を実施

低層棟（４階）内装等
改修実施

「経営改革プラン」評価シート

株式会社多摩ニュータウン開発センター 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

増大する資金需要を支える主要事業の安定化　

安定した収益確保のための計画的なビル管理

－

パオレのトイレ改修は、全てのフロアの改
修が順調に実施され、完了した。
今後、エレベーターの改修を確実に実施
し、ビルの魅力向上を図る。

また、パオレ４階のアプローチをリニュー
アルしたことで、駅からの視認性が良くな
り、ビルのイメージが向上した。

ガレリアユギビルの受変電設備の更新に
ついて、ビルの営業時間内の停電を回避
するなど、売上げに影響がでないように
実施している。
建物施設の長期修繕計画に基づく修繕
について、必要資金を確実に確保し、計
画的に実施していく。

テナントビル管理システムを構築したこと
により、契約更新時期等のチェック監視
機能や請求書の発行業務などがシステ
ム化されたことで、日々の業務が効率化
され、正確で迅速な事務処理の実現に繋
がった。

売上高については、新型コロナウイルス
感染症拡大の影響を大きく受けている。
今後も状況を注視していき、安定的なテ
ナント確保及び各事業者と連携した駐車
場利用促進に努めていく。

新型コロナウイルス感染症拡大の緊急事
態宣言による休業要請を受けた飲食店
等の撤退が連続する気配があった。これ
に対し、賃料免除や先取したリーシング
によりコロナ禍においても再び入居率
100％を達成した。

売上高16.1億円

受変電設備改修に向
け、方針及びスケ
ジュールの策定

外壁修繕方法の検討
及び外壁タイル下地状
況確認実施の上、工
事発注

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価
2020年度
実績
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戦　略 ②／ 3

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

建物の付加価値向上
に向けたサービスの
導入

監視カメラ・システム
による分析など活用

駐車場精算機の
キャッシュレスシステ
ムへの対応

ビル内の破損事故や
入口付近の工事の状
況確認に利用

2021年度早期に駐車
場精算機のキャッシュ
レスシステムを導入す
べく駐車場管理会社
と検討を実施

パオレビル入口の工事による通行人の安全確認
などビルのセキュリテイ対策に活用した。

駐車場管理会社とコスト面や機器等の調整を実
施し、早期の導入に向けて検討を行った。

今後もビルのセキュリティ対策に役立てるなど、
活用していく。

今後、早期にキャッシュレスシステムを導入する
ことで、スムーズな入出場の実現を目指し、駐車
場利用における利便性を向上させる。

イベント情報や生活に
役立つ地域の情報の
発信

デジタルサイネージを
活用して、時事や天
気等様々な情報を発
信

新型コロナウイルス感染症拡大により、イベント
情報の掲載は無かったが、時事や天気、南大沢
警察署と連携して、振り込め詐欺防止や交通安
全の啓発広告を発信するなど、地域に役立つ情
報を発信した。

今後もデジタルサイネージを活用し、テナント利
用者だけでなく、ビルの通行利用者に対しても、
様々な情報を幅広く発信することで、ビルのイ
メージと認知度の向上を図っていく。

地域のイベント情報を
集約し、かわら版（仮
称）として広く発信して
いく。

2020年８月、「南大沢
かわら版」を創刊し、
以降毎月発行

2020年８月以降、毎月、地域の情報誌である「南
大沢かわら版」を発行した。地域のイベント情報
や近隣商業施設の情報を掲載し、様々な主体が
行っているイベントの情報を集約して発信でき
た。

今後も毎月発行し、地域のイベント情報や近隣
商業施設の情報を発信し、地域の各事業者との
連携を強化し、情報発信力を高め、南大沢の活
況を図る。

ホームページによる
効果的なイベント情報
（新規事業）の発信

「南大沢かわら版」の
電子データのホーム
ページへの掲載

新型コロナウイルス感染症拡大により、イベント
の中止などが相次いだため、掲載が困難であっ
たが、「南大沢かわら版」の電子データを毎月
ホームページへ掲載することで紙のパンフレット
だけでなく、広く情報発信を行った。

有

今後、イベントの開催状況などを注視し、ホーム
ページなどで広く発信していく。

ビルの付加価値の向上と情報発信力の強化 戦略番号

情報発信力強化及び
ビルの認知度向上

「経営改革プラン」評価シート

株式会社多摩ニュータウン開発センター 評価年度：2020年度

地域の活性化に資するビルの資産価値向上　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

南大沢地区の魅力向上が図られ、南大沢の活況が引き続き維持されている。
当社保有のビルの認知度が向上し、ビルの来訪者の増加を目指す。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

新型コロナウイルス感染症拡大によるイベントの中止などにより、多くのイベント情報の発信は困難であったが、地域の情報を集約した「南大沢かわら版」の創刊やデジタルサイ
ネージを活用した情報発信など情報発信力の強化や駐車場精算機のキャッシュレスシステムへの導入検討を的確に行い、ビルの付加価値向上と情報発信力の強化を行った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

監視カメラ・システムリ
ニューアル（監視カメラ
設置箇所・システムの
検証、新規設置）

駐車場のキャッシュレスシステムでは、駐
車場管理会社とコスト面や機器等の調整
を図り、早期の導入の実現に向けて調整
を行った。

パオレ４階に設置した２機のデジタルサイ
ネージを活用し、時事や天気、地元の警
察所と連携した啓発活動など、多様なコ
ンテンツを発信でき、ビルのイメージと認
知度の向上を図ることができた。今後、さ
らに、増設も含め検討する。

８月に創刊した「南大沢かわら版」は、毎
月地域の情報を集約して掲載、発行して
いる。地域の飲食店情報を掲載したパン
フレットである「南大沢グルメマップ」ととも
に、多くの来訪者が手に取っており、地域
の情報を集約して広く発信していくことが
できた。

低層棟（4階）内装等
(共用部分）改修に伴う
情報発信力の強化とし
て、パオレ４階通路に
おけるデジタルサイ
ネージのモニター設置

-

ホームページアクセス
分析及び閲覧状況の
検証を実施し、ホーム
ページのアクセス数の
減少の原因であった常
時ＳＳＬ未対応を早急
に改善すべく対応を実
施
※SSL：インターネット
上でやりとりされる情
報を暗号化する仕組
み
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戦　略 ③／ 3

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

地域共通駐車場シス
テムの運用開始
（割引サービスの合算
処理を実現する。）

駐車場業務の外部委
託による地域連携案
の検討は中断し、直
接、地域の事業主体
と連携案について再
検討を実施

新型コロナウイルス感染症拡大により、駐車場
事業が減収となったことなどにより、駐車場管理
会社への駐車場業務の外部委託による地域連
携提案の検討が困難となった。そのため、近隣
商業施設と連携案について再検討を開始した。

有

今後も地域の回遊性や滞在性を高め、地域のに
ぎわいの向上や利用者の利便性の向上を図る
ため、地域の事業主体と課題解決のための調整
を進めていく。

東京都立大学等や地
域コミュニティとの連
携の本格実施
（前年度実施状況を
検証し、本格開催を
計画、実現する。
イベント実績のある
サークル情報の登録
や大学側への実施状
況報告等を通じ連携
していく。）

新型コロナウイルス
感染症拡大により、イ
ベントの開催検討に
ついて調整

新型コロナウイルス感染症拡大により、集客拡
大を図るイベント開催が困難となり、今後の開催
について調整中である。

有

引き続き、新型コロナウイルス感染症の状況を
注視し、適切な対応について検討していく。

南大沢駅前ペデストリ
アンデッキ愛称名決
定を契機としたイベン
トの告知及び実施

新型コロナウイルス
感染症拡大により、イ
ベントの開催検討を
調整

新型コロナウイルス感染症拡大による対応など
により、愛称名を定める検討について調整中で
ある。 有

引き続き、新型コロナウイルス感染症の状況を
注視し、適切な対応について検討していく。

地場産業との連携に
よる集客イベントの本
格開催
（前年度実施状況を
検証し、定例化に向
けた取組を行い、本
格開催する。）

地元事業者による野
菜、菓子などを販売
するマルシェの実施
（計26回）

地元事業者による果
物、和菓子などの販
売の実施（計195回）

事業者と連携し、実施に当たっては、事業者が
ソーシャルディスタンスに注意を払うなど、適切な
対応を促した。

有

引き続き、新型コロナウイルス感染症の状況を
注視しながら、実施に当たっては感染防止対策
を行いながら適切に対応する。

新規事業の需要調査
(近隣の居住者、学生
等が求めるサービス
のニーズ調査)

2020年10月
南大沢地区における
テレワーク需要調査
実施

2021年３月
ガレリアユギビル内に
南大沢テレワークス
テーションを開設

新型コロナウイルス感染拡大以降、生活スタイル
の変更による在宅等のオフィス以外の場所での
業務が増えていることから、南大沢地区における
テレワークの需要調査を実施した。
また、上記調査結果や委員として参画する南大
沢スマートシティ協議会の実施した調査における
課題であったコロナ禍における三密回避のため
の分散化に対応するため、南大沢駅周辺では未
設置のテレワークステーションを開設し、実証実
験を開始した。

ガレリアユギビル内に開設したテレワークステー
ションは、６カ月の実証実験を開始して以降、着
実に利用者数を伸ばしている。引き続きＰＲ活動
や毎月の利用状況等の検証を行い、更なる需要
拡大を図るとともに、事業化も視野に入れて検討
を進める。

南大沢地区のにぎわいづくりの牽引役としての事業展開 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

株式会社多摩ニュータウン開発センター 評価年度：2020年度

開発の先導役からにぎわいづくりの牽引役への転換　 第２期プランとの関係

・近隣商業施設間での共通駐車場システムの構築により、駐車場割引サービスの合算処理が可能となり、各団体との協定が締結され運用が開始されることで、近隣商業施設と連携した南大
沢地区の集客拡大に向けた仕組みが整備されている。
・東京都立大学と連携した事業の実施が年間行事として定着し、各イベントの開催が定例化することにより、南大沢地区ににぎわいが創出されている。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、イベント開催が困難であった。しかし、コロナ禍における生活スタイルの変更などにより、在宅等のオフィス以外の場所での業務が増
えていることから、ガレリアユギビル内に南大沢地区において初めてとなるテレワークステーションを開設した。

近隣商業施設、東京
都立大学等、地域コ
ミュニティや地場産業
との連携を促進するこ
とによる、地域のにぎ
わい創出の牽引

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

昨年度実施した南大
沢への自動車による訪
問客の動向調査結果
を三井アウトレットパー
ク等に報告し、集客拡
大に向けた駐車場運
営について協議を実施

駐車場業務の外部委
託による地域連携提案
検討を駐車場管理会
社に依頼

新型コロナウイルス感染拡大により、イベ
ントの企画、開催は難しい状況であった。
しかし、コロナ禍における生活スタイルの
変更による在宅等のオフィス以外の場所
での業務が増えていることから、南大沢
地区において初めてとなるテレワークス
テーションを開設した。今後も南大沢ス
マートシティ協議会のメンバーとして、先
端技術の活用を図りながら、地域の課題
や対応策について検討していく。

駅周辺の事業者で構成する「「元気な街」
南大沢協力の会」の主要なメンバーとし
て、地域の各事業主体の調整に努め、に
ぎわい創出のための連携強化を図り、さ
らなるにぎわいづくりを推進していく。

-

地元事業者による野
菜、菓子などを販売す
るマルシェの実施（計
11回）

地元事業者による果
物、和菓子などの販売
の実施（計42回)

-

首都大学東京等の学
生による和太鼓の演奏
のイベント実施

団地住民による手芸品
の展示イベントの実施

個別取組事項
2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析
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団体名： 株式会社多摩ニュータウン開発センター 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

　会社は、経営課題解決のための戦略として、３つの戦略を掲げている。各戦略について、2020年度は下記のとおり取り組んでいる。
　「①安定した収益確保のための計画的なビル管理」については、パオレ全フロアのトイレ改修を完了し、４階のアプローチをリニューアルしたことで、ビルの魅
力向上を図ることができた。こうした取組により、所有する３つのビル全体で、入居率100％（３月末）を昨年度に引き続き達成した。また、テナントビル管理シ
ステムの構築による契約更新時期等のチェック監視機能などのシステム化により、日々業務の効率化、正確で迅速な事務処理を実現した。
　「②ビルの付加価値の向上と情報発信力の強化」については、駐車車両のスムーズな入出場の実現により駐車場利用における利便性を高め、ビルの付加価値向上
を図るため、駐車場のキャッシュレスシステムの早期導入の実現に向けて、駐車場管理会社と精力的に調整を行った。また、パオレ４階に設置したデジタルサイ
ネージを活用し、多様なコンテンツを発信して、ビルのイメージと認知度の向上を図ることができた。さらに、「南大沢かわら版」を８月に創刊し、毎月地域の情
報を集約して、発信することができている。
　「③南大沢地区のにぎわいづくりの牽引役としての事業展開」については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、外部委託を検討していた駐車場事業が
減収となったことなどにより、外部委託による地域連携案が困難となったが、まずは、近隣商業施設と協力して地域連携について検討を進めた。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響により、都立大学との連携を含め、新たなイベントの企画・開催は困難となったが、感染防止対策を徹底しながら地場産
業との連携によるマルシェの開催や果物・和菓子販売等のイベントを行い、これについては前年度実績を上回った。
　そして、新型コロナウイルス感染症対策の人流抑制に寄与するものとして、自ら実施した需要調査に基づき南大沢地区において初となるテレワークステーション
を開設した。
　さらに、都が進める「南大沢スマートシティ協議会」のメンバーとして、地域の課題や対応策について検討を進めるとともに、「『元気な街』南大沢協力の会」
の主要メンバーとして、近隣商業施設等と協力して地域の賑わい創出を牽引している。
　以上のように、新型コロナウイルス感染症の影響により新たな事業展開が困難になるなど、会社の事業運営は制約を受ける中にあったが、会社は、設立目的であ
る南大沢地域の健全な発展への貢献に加え、にぎわいづくりの企画・運営や都や近隣商業施設等との連携などの取組を着実に進めている。
　こうした取組は、政策連携団体として、都の政策の方向性に合致するものである。
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

フレックスタイム制の
導入検討

・就業制度の運用拡
大について検討（勤務
特性以外の諸事情
（育児、介護等）への
適用等）
・運用拡大に伴う就業
規則改正の検討

勤務特性以外の諸事情も含
め、全社員を対象に時差出勤
制度を導入することを検討し、
2021年度からの導入に向けて
就業規則の改正を実施

・新型コロナウイルス感染症への緊急対応とし
て、現行の就業制度を運用し、時差出勤に活用
するとともに、改めて就業規則を改正し、全社員
を対象とした時差出勤制度として正式に整備し
た。

有

・2021年度より時差出勤制度を正式に導入開
始。
・社内グループウェアを活用し、全社員に迅速か
つ的確に周知し、制度を普及
・時差出勤制度について活用状況等を検証

テレワークの導入

・テレワーク（モバイル
ワーク）の本格運用及
びテレワーク（在宅勤
務等）への拡大試行
に対する社員からの
フィードバック、課題
整理、効果測定

・モバイルワークについては、
社内会議等におけるＰＣ活用に
より推進
・在宅勤務については、新型コ
ロナウイルス感染症の拡大によ
り先行して端末等機器導入を進
め、全社員を対象に実施した。

・会議におけるＰＣ活用により全社的にペーパー
レス化を推進している。
・新型コロナウイルス感染症への緊急対応とし
て、在宅勤務対応のＰＣを前倒しで30台導入し、
社員間で共有し、全社員が在宅勤務可能な体制
を整備した。

有

・引き続き、テレワーク（モバイルワーク）の積極
的活用によりペーパーレスを促進
・現状、暫定措置として運用しているテレワーク
（在宅勤務）について、規程整備を行い、制度とし
て定着させ、適正に運用
・社会状況、社員の事情等に応じて適宜、テレ
ワーク（在宅勤務）を有効活用

人材育成に資する人
材の交流
【期待する人材像】
会社および業務を取
り巻く環境の変化に
迅速に対応し、社内
外の調整を円滑に進
めることができる人材
将来的には当社経営
の強化を図れる人材
【派遣先（案）】
東京2020組織委員会
東京都
ＭＩＣＥ関連団体
民間企業など

・人事交流先との交
流条件、契約内容等
の確認
・関係規程類の改正
・2021年度からの人
事交流開始に向けた
準備

・東京都への派遣研修生につ
いては、所属先を変更したうえ
で派遣を1年更新。
・組織委員会に派遣している課
長級社員については、１年間の
派遣更新を実施。
・2020組織委員会と派遣協定を
締結し、2020年４月より派遣研
修生1名を新たに派遣。
・2021年度からの人事交流につ
いて、新たな交流先の開拓や
協議、調整を進めていたが、新
型コロナの影響を受け、見送り
とした。

2020年度より組織委員会に派遣した研修生につ
いては、当初９月までの予定としていたが、オリ
ンピック・パラリンピックの開催延期により派遣期
間を1年延長することとなったため、改めて延長
の手続きを取った。

有

・新型コロナウイルス感染症収束後を見据えて、
改めて新たな人事交流先の開拓について検討す
るほか、東京都への長期派遣研修についても時
機を捉えて再開を検討。

組織力強化に資する働き方改革及び人材育成の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(株)東京国際フォーラム 評価年度：2020年度

会社を支える組織力の強化　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　フレックスタイム制の導入検討やテレワークの調査研究を行い、より多様で柔軟な働き方を実現していく。
○　長期的視点に立った発展性ある人材交流計画を策定し、会社運営、事業運営に有用な人材の育成を推進していく。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

就業制度については、全社員を対象とした時差出勤制度の導入に向けた環境整備を実施。テレワークについては、新型コロナウイルス感染症による緊急対応として、テレ
ワーク対応ＰＣ端末を前倒しで整備し、全社員を対象に実施。人材交流については、策定した計画に基づき着実に実施するとともに、オリンピック・パラリンピック開催を有益な
機会と捉えて関係機関へ人材を派遣するなど育成に努めている。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・フレックス制度の導入
から現行就業制度の拡
大へと方針を転換し、各
課において、勤務特性
に応じて就業制度を柔
軟に運用（催事対応や
保守点検等夜間勤務に
応じて勤務時間の変更
を実施）
・就業規則との整合性
について確認

　フレックスタイム制の導入検討について
は、現行の就業制度の拡大へと方針転
換し、全社員を対象に時差出勤制度を導
入することとし、2021年度からの正式導
入に向けて就業規則を改正。
　テレワークの導入については、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大により、前
倒しで先行して機器の導入を進め、全社
員を対象に実施したほか、社内における
モバイルワーク活用においても積極的に
推進。
　人材交流については、東京都への長期
派遣研修を１年間更新したほか、東京
2020組織委員会への社員派遣について
新たに１名を派遣。2021年度の人事交流
については、新型コロナによる経営悪化
等の影響を踏まえ、社内体制の整備、強
化を優先し、見送りとした。
　以上、2020年度については、新型コロ
ナウイルスの影響等もありながら目標達
成に向け、着実に取組を進捗させること
ができた。

・各課へのヒアリングに
より、テレワークが活用
可能な業務の検討、課
題の洗い出しを実施
・テレワーク導入に向け
社内グループウェアを
更新したほか、モバイル
端末の導入を完了し運
用を開始

・東京都への長期派遣
研修により社員１名を派
遣、派遣協定を締結
・2020年４月からの社員
派遣に向けた東京2020
組織委員会との派遣条
件等の検討、調整
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

アクセシビリティ・ガイ
ドラインを上回るバリ
アフリー化の推進

・大会開催前後にお
いて、来館者に対し当
館のバリアフリーをＰ
Ｒ

・会場アナウンスの多言語化に
向け、アナウンス音声をスマート
フォン等に文字表示する設備を
導入、社内説明会を開催し、周
知
・来館者に対し、当館のＨＰや案
内冊子バリアフリーガイドを通じ
て、当館のバリアフリーについて
のＰＲを実施

・東京2020大会は延期となったが、設備の導入
やバリアフリーに係るＰＲを継続して実施するな
ど、大会本番に向けて必要な取組を実施した。

有

・設置された設備等について、大会レガシーとし
て、引き続き維持管理を行い、活用を継続
・多目的トイレのさらなるバリアフリー化の推進に
向け、介助用ベッドを設置
・来館者に対し、当館のＨＰや案内冊子バリアフ
リーガイドを通じて、当館のバリアフリーについて
のＰＲを継続

クリーンべニュー原則
ガイドラインへの完全
対応

・ガイドライン対応措
置の実施
・大会開催後の速や
かな復旧の実施

・組織委員会とその委託業者が
行う視察・調査への協力を継続
・クリーンべニュー対応につい
て、館内施設への影響や対策に
ついて検討を継続

・東京2020大会は延期となったが、引き続き、大
会の本番に向けて組織委員会等と綿密に連携
し、クリーンベニュー対応についての協力、対策
の検討を実施した。

有

・館内のクリーンべニュー対応について協議し、
施設・設備への影響を検証、適切な方法により、
対応措置を実現
・受託業務で使用する機材、薬剤等について、協
力会社と連携し、マスキング等適切な措置を実
施
・大会終了後の速やかな原状回復に向けて協
議、調整

仮設オーバーレイ計
画への協力

・東京2020大会開催
時点での仮設物の完
成、12月28日時点で
の原状回復の実現
・期間中における、東
京2020大会競技運営
への協力

・仮設物について、大会延期に
伴う補強工事、セキュリティ強化
の工事を実施
・年度末の工事再開に向け、組
織委員会との協議、調整を継続
・期間中における清掃業務委託
契約の締結に向けた協議を実施
・期間中の円滑な競技運営に向
け、協力体制を準備

・東京2020大会延期に伴い、工事スケジュール
が大幅に変更となったため、工事に関する組織
委員会との協議・調整を綿密に行うとともに、契
約手続の協議等を迅速に実施した。

有

・館の営業を継続しながら、仮設物の設置工程に
ついて、協議、調整し、大会開催時点で仮設物を
完成
・大会運営協力として、清掃業務委託はじめ受託
業務の円滑な履行に向けた体制を構築
・期間中に実施されるパラ大会への転換工事に
向けて協議、調整
・大会終了後の速やかな原状回復に向けて協
議、調整

東京2020大会競技会場の着実な整備 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(株)東京国際フォーラム 評価年度：2020年度

東京2020大会競技会場としての万全の準備　　　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　東京2020大会までに、アクセシビリティ・ガイドライン及びクリーンべニュー原則ガイドラインへの完全対応、仮設オーバーレイ計画への協力など万全の準備を進め、競技会場として大会の
成功に向け積極的に貢献していく。
　　　※　アクセシビリティ・ガイドライン：バリアフリー対策に関する大会基準
　　　※　クリーンべニュー原則ガイドライン：会場内の広告、サイン、その他の営業行為などに関する大会基準
　　　※　仮設オーバーレイ計画：競技大会の運営、会場セキュリティ等に関する施設の部分改修・仮設の計画
○　大会開催を契機として生み出されるハード・ソフト両面にわたる有形・無形の持続的な効果（オリンピック・パラリンピックレガシー）の創出に取り組み、大会開催後に継承し活用していく。
　　　※　ハード面　全館バリアフリー化推進（エレベータの多言語放送案内、段差解消リフト改修、ホール2階席手すり設置、誘導ブロック）
             ソフト面　バリアフリー情報発信の拡充（パンフレット改訂、ＨＰリニューアル）、ホスピタリティに対する社員の意識啓発・向上（サービス介助士資格取得）

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・大会開催に向け、アクセシビリティ・ガイドラインに基づくバリアフリー化を実施し、ウェブサイト、冊子等でＰＲ
・クリーンベニュー対応、仮設オーバーレイ工事については、コロナ影響による大会延期により、組織委員会との協議、調整が中断し、検討、準備は継続となった。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・地下鉄有楽町駅側の車い
す昇降機をエレベーター化
・大会の動線となることが判
明したエレベーター更新を前
倒し実施
・エレベーターへの監視カメ
ラ設置に向けた手続きを進
捗
・多目的トイレの改修を完了
・ＨＰやバリアフリーガイドﾞを
通じて、当社のバリアフリー
への取組みを発信

　アクセシビリティ・ガイドラインを上回る
バリアフリー化の推進については、東京
2020大会に向けて整備したバリアフリー
施設についてＨＰやガイドブック等を通じ
てＰＲを実施。
　クリーンべニュー原則ガイドラインへの
完全対応については、組織委員会等の
調査への協力やクリーンベニュー対応に
伴う影響や対策の検討などを継続実施。
　仮設オーバーレイ計画への協力につい
ては、延期に伴い仮設物の補強工事や
セキュリティ強化工事、大会に向けた工
事再開について組織委員会等関係者と
の協議、調整を実施。
　今後、東京2020大会開催に当たって
は、クリーンベニュー原則ガイドライン対
応措置の実施や、仮設物の設置・完了な
ど、工事再開により速やかに大会競技場
の整備を進めていく必要がある。
　以上、2020年度については、新型コロ
ナによる大会延期に伴い、工事の中断な
ど大きな影響があるなかで、実施可能な
取組を着実に実施した。

・組織委員会の視察・調査に
協力
・クリーンべニュー対応に関
する具体的な協議の状況に
応じて、館内施設への影響
や対策を検討

・組織委員会が実施した７～
９月の閉館期間中工事の円
滑な進行と工程の短縮を実
現
・テストイベントにおける設備
の動作確認、観客、選手の
動線確認を組織委員会と協
力して実施
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戦　略 ③／ 6

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

長期的視点に立った
誘致活動の推進

・当館独自のアプロー
チに加え、「東京都Ｍ
ＩＣＥ連携推進協議
会」及び「ＤＭＯ東京
丸の内」との連携強
化により、ＭＩＣＥ誘
致・獲得

・新たに３件を獲得するため誘致活動を実
施。
①国際心理科学会議2025
②国際複合材料学会2025
③Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｎｇｒｅｓｓ　ｏｎＣｅｒａｍｉｃ
ｓ2026
・新規３件獲得
①ＡＣＭ　ＳＩＧＧＲＡＰＨ（2021年11月開催）
②ＩＥＥＥ ＭＥＭＳ 2022 Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ（2022
年１月開催）
③ＷＥＢ Ｓｕｍｍｉｔ Ｔｏｋｙｏ（2022年９月開
催）

・海外展示会への出展を通じた主催者等との情
報交換、ＭＩＣＥ関係者との関係構築など独自の
アプローチについては、コロナの影響により大幅
に制限された。
・そうした中でも、ＴＣＶＢ、東京都ＭＩＣＥ連携推
進協議会や海外案件誘致のキーパーソン等と
の綿密な連携により、コロナ事象が沈静化する
であろう2025年以降開催の国際会議の誘致活
動が促進された。
・行政・地域・施設等が連携し過去の実績や効
果的なサービスをチームとして取りまとめアプ
ローチを実施
・海外展示会への出展を通じた主催者等との情
報交換、ＭＩＣＥ関係者との信頼関係の構築がコ
ロナの影響で制限されている。

有

・新たな発信性の高い国際ＭＩＣＥイベントター
ゲットのリサーチと誘致を実施
・ＵＩＡ基準による国際会議を受注するために情
報源となるステークホルダー（特にコアＰＣＯな
ど）とより一層のコミュニケーションを醸成し連携
を構築する。
・各種媒体、オンライン商談会を通じて海外のス
テークホルダーに東京国際フォーラムの独自性
をセールスする。

海外主催者に向けた
ＭＩＣＥ誘致強化

・計画に基づく海外展
示商談会への出展開
始

出展計画していた展示会は全て、リアル開
催が中止となった。

①ＩＭＥＸフランクフルト　５月開催中止
②ＩＭＥＸラスベガス　11月開催中止
③ＩＢＴＭバルセロナ　12月　オンライン開催
④ＩＬＴＭカンヌ　12月　開催延期2021
⑤ＡＩＭＥメルボルン　３月　オンライン開催

コロナ感染拡大により、ヨーロッパ、北米での展
示商談会は、リアル開催されない状況が続いて
いる。

有

・「ＭＩＣＥ施設運営に関するオンライン研修・商
談会（海外・国内）へ参加することにより、情報
源となるステークホルダーとのコミュニケーショ
ンの醸成に取り組む。

ＭＩＣＥ誘致・開催運
営にかかる人材育成
の推進

・専門研修への社員
派遣

派遣を計画していた以下の研修が中止と
なった。
①ＩＣＣＡ　Ｆｏｒｕｍ　ｆｏｒ　Ｙｏｕｎｇ　Ｐｒｏｆｆｅｓｓｉ
ｏｎａｌｓ
　ＩＢＴＭバルセロナ リアル開催中止のた
め。
②ＵＩＡ　ＲＯＵＮＤ　ＴＡＢＬＥ
　2020年は開催中止。
③ＩＣＣＡ　ＡＰ　Ｓｕｍｍｉｔ（パシフィコ横浜）は
コロナ禍により参加を見送る

コロナ感染拡大により、ヨーロッパ、北米での研
修や国際会議は開催されない状況が続いてい
る。

有

・引き続きＩＣＣＡ、ＵＩＡによる会議、研修会への
参加をすることで専門的知識の習得の機会を模
索する。
・ＪＣＣＢ、ＴＣＶＢ主催の勉強会を始めワーキン
ググループやミーティングにオンラインで参加
し、ステークホルダーとの情報国間と情報共有
を行う。

ＭＩＣＥの積極的誘致に向けた取組の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(株)東京国際フォーラム 評価年度：2020年度

東京の産業力強化等に資するＭＩＣＥの誘致促進　　　　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　東京国際フォーラムはアクセス至便な東京都心に位置し、2012年ＩＭＦ/世界銀行総会開催を契機に、日本を代表する都心型ＭＩＣＥ施設として認知度が向上している。当館におけるその特異性は、
5,000席を擁する劇場はじめ、平土間ホール、展示場、会議室を同時に複合利用し催事を展開できる点にある。当社はその特性と優位性を活かし、国内外におけるＭＩＣＥ誘致活動を推進する。
○　東京の産業力強化、プレゼンス向上及び周辺地域への高い経済波及効果等に資するＭＩＣＥについて、新規案件を２件／年獲得し、将来的なＭＩＣＥ開催件数の増加を目指していく。
　　※　ＭＩＣＥ案件の基準：日本政府観光局(ＪＮＴＯ)国際会議統計基準 ①国際機関・国際団体又は国家機関・国内団体が主催、②参加者総数50名以上、③日本を含む３カ国以上参加、④開催期間１
日以上を満たし(「Ｃ以外は①を除く)  かつ　Ⅰ．全館利用、Ⅱ．参加者総数1,000名以上、Ⅲ．発信性の高い催事　のいずれかを満たすもの 見直し ①

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

ＭＩＣＥ誘致に向けては、関係機関と連携し、新規案件獲得に向けて取組みを推進してきたほか、海外展示会への出展を通じて独自に主催者等にアプローチするなど誘致活動を推進してい
る。2020年度についてはコロナの影響により展示会や研修の参加をはじめ、活動が大幅に制限されるなど厳しい状況ではあったが、実施可能な取組みを着実に実施した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・規模や展示会の特色等を考
慮の上選定した海外展示会へ
の出展を通じて主催者との情
報交換等を行い、ＭＩＣＥの開
催動向や関係者との信頼関係
構築
・「東京都ＭＩＣＥ連携推進協議
会」参画による情報収集及び
誘致活動の推進（新規の大型
国際会議案件を１件受注）
・「ＤＭＯ東京丸の内」参加によ
るＭＩＣＥ関連情報やイベント情
報の収集及び共有の推進

　長期的視点に立った誘致活動の推進
については、ＴＣＶＢ、東京都ＭＩＣＥ推進
協議会等との綿密な連携により、コロナ
収束後を見据えた2025年以降のＭＩＣＥ
誘致活動を促進。
　海外主催者に向けたＭＩＣＥ誘致強化
については、新型コロナの影響により軒
並み開催は中止・延期となり、参加を断
念した。
　ＭＩＣＥ誘致・開催運営にかかる人材育
成の推進についても、新型コロナの影響
により、派遣を計画していた各種研修に
ついて、参加を見送った。
　今後も引き続き、ＭＩＣＥ主催者への独
自アプローチに加え、大丸有エリアにお
ける地域連携の推進、海外展示商談会
出展による認知度向上や誘致活動の推
進、専門的スキルを有する人材の育成
に向けた外部研修への派遣など、長期
的視点に立った取組を継続していく必要
がある。
以上、2020年度については、新型コロナ
の影響により活動を大幅に制限されるな
かで、可能な取組みを着実に進捗させ
た。

・2020年度出展計画策定に向
け、出展を検討している展示
会に参加し、現地での情報収
集、関係者とのネットワークを
構築
・上記の展示会への出展、参
加した状況を踏まえ、出展計
画を策定

・ＭＩＣＥ市場の状況や誘致・
セールス活動手法等を体系的
に習得できる国内外の外部研
修へ社員を派遣し、専門的ス
キルを有する人材を育成
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戦　略 ④／ 6

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

ホール形式の特性を
活かした催事誘致

・前年実績分析（各
ホールの詳細分析）と
当該年度計画の策定
・業界動向等を見据
えた旬な催事の誘致

・主要６施設の日数稼働率：
23.1％（休館期間等を含む）

７月に社内の日数稼働率の目標
を24.8％に修正

・各施設の特性を活かし、社会情
勢の変化や業界動向及び経年実
績の調査・分析を踏まえた年度計
画を策定

・緊急事態宣言による全館休館に伴う、催事キャ
ンセルや利用承認の取消しが相次いだ。（施設
利用取消料は、感染症の影響を受ける顧客を救
済する観点から免除）

・イベントの自粛や人数制限等の影響により催事
によっては施設利用の見込みが立たないものも
ある。

・東京2020大会の延期により７月から９月の再販
開始時期が直近となったことやコロナ禍の長期
化により施設販売が低迷した。

有

・コロナ禍によるイベントの開催様式の変更が余
儀なくされたため、配信サービスや感染対策備
品の販売促進を実施する。

・大学施設の利用制限や三密回避により開催が
難しくなった試験会場などの受注を強化する。

・今まで当館をご利用いただいた利用者の新陳
代謝を図る。

新規顧客の開拓

・前年実績分析（各
ﾎｰﾙの詳細分析）と当
該年度計画の策定
・ホールと会議室の複
合利用の促進、及び
複合利用と会議室単
独利用の最適なバラ
ンスの検討

・新規案件の受注件数は121件
（対目標121％）

試験会場、食品をはじめとする各
種発表会の受注を促進

会議等については配信サービス
を活用したオンライン開催の会場
として利用

・コロナの影響で開催用途の変更
がなされ、国内会議である「東日
本整形災害学会」や「集中治療学
会」、国際会議である「ＩＣＥＦ
2020」がオンライン会議の会場と
して新規受注

・コロナ禍の影響により例年大学等を利用してい
た資格試験の会場としての利用が増えている。

・ソーシャルディスタンスにより通常の倍の収容
ができる施設の需要が高まり、大型施設の利用
が増加した。

・インターネット回線等のインフラ設備が充実して
いることを最大限にアピールしオンライン会議の
配信会場として新規獲得に至った。

有

・各種国家試験について、主催者実績等のリスト
アップを行い、テレマーケティングを実施するほ
か、学会や各種会議におけるオンラインの配信
拠点として利用や、業界関係団体の展示会の規
模縮小に伴う当社施設の利用に着目し、マーケ
ティング等により新たな顧客の獲得に向けて注
力していく。
・コロナ禍における様々な要望を施設利用者から
吸収することで新たな商品・サービスを調査、検
討し販売活動を促進する。

施設利用料金体系の
最適化

・最適化案策定
・料金改定の公表及
び実施時期の検討

最適化案は策定済み。改訂の実
施時期についてはコロナの状況に
より再検討

コロナの影響が長引いており、実際に料金最適
化の時期の検証を専門調査会社へ委託予定
だったが、予算の修正及び社会情勢が不透明な
状況により実施延期とした。

有

・コロナ禍による社会情勢の見極めが必要と判
断し、実施時期は一旦凍結とした。
・今後、中長期的な売上増進につなげるために、
適切な実施時期を改めて検討するよう、経営計
画の取組に反映した。

稼働率向上及び施設利用料金体系の最適化に向けた取組の推進 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(株)東京国際フォーラム 評価年度：2020年度

主要６ホールの稼働率向上　　　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　主要６ホールの日数稼働率について、各年度とも過去３か年（2014～2016年）平均値である83.2％以上を目標とし、営業収益の確保、賑わいの創出や館内店舗等サービス施設への波及効
果に繋げていく。
　※　日数稼働率の積算においては、定期点検、大規模修繕、東京2020大会及びプレ大会による休館の影響を除く
　※ 〔参考日数稼働率〕2014年：80.1％、2015年：85.1％、2016年：84.5％

見直し ①

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

主要６ホールの日数稼働率は23.1％
コロナウィルス蔓延による緊急事態宣言に伴う、全館休館後、国、都からイベント開催についての指針により、施設ごと段階的に営業を再開したが、人数の制限もいまだあるため、７
月に社内の日数稼働率目標を変更した。　変更日数稼働率：24.8％

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・主要6ホール稼働率79.0％
（休館期間を除く）。休館期間
含めた日数稼働率は66.4％
（東京2020ﾃｽﾄｲﾍﾞﾝﾄ等を日数
稼動に含む）※年間目標値
83.2％
・各ホールの特性を活かし、
時流の変化や業界動向及び
経年実績の調査・分析を踏ま
えた年度計画を策定
・旬な催事の誘致について
は、次項参照

　ホール形式の特性を活かした催事誘致
については、社会情勢の変化や業界動
向などを踏まえた年度計画を策定。新規
顧客の開拓については、コロナ禍での利
用需要や施設の特性を活用して新規案
件の獲得に努めた。
　施設利用料金体系の最適化について
は、策定した最適化案について、コロナ
の状況等を見極めたうえで、改めて実施
時期を再検討することとした。
　今後は、ポストコロナを見据えて、社会
情勢の変化や利用者ニーズをに柔軟に
対応し、利用拡大が見込める分野、業種
等へのアプローチ強化が必要である。ま
た、利用料金体系については、利用者の
視点から許容範囲や影響を考慮して、料
金改定の公表、実施時期についても慎重
に検討していくことが不可欠である。
 　以上、2020年度については、新型コロ
ナの影響により厳しい状況であったが、
その中でも、新たなニーズを捉えて新規
案件を獲得するなど成果に繋げた。

・年度計画に基づき、以下の
活動を実施
・興行物販系（アイドル系グッ
ズ販売）の拡大によるホール
の利用促進
７件(2018年度３件）
・平土間ホール案件の獲得推
進
・パーティプランリニューアル
による販売促進
件数：40件
うち８件カジュアルパーティプ
ラン
（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症による
キャンセル３件）

・外部専門調査会社に委託
し、収益シミュレーション等を
実施
・具体的な方向性を検討
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戦　略 ⑤／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

主催事業ラインナップ
の再構築

・再構築方針に基づ
き事業実施

・開館25周年記念事
業（2022年度）を見据
え、ＪＣＦの継続、方
向性等について検討

・コロナ影響によりＬＦＪ2020の開催
を断念。都共催事業の味わいフェ
スタ、ＴＯＫＹＯ　ＦＡＮＴＡＳＨＩＯＮも
中止
・「月曜シネサロン＆トーク」は全３
回中、２回は実会場とオンライン併
用、１回はオンライン配信のみ実施
来場者総数：325人
オンライン視聴：872回
・Ｊ－ＣＵＬＴＵＲＥ　ＦＥＳＴ従来規模
を大幅に縮小して共催事業として
実施（１月２日、３日開催）
来場者数：1,482人

・月曜シネサロン＆トークは１回あたり来場者
200名弱、予算額が150万円と小規模事業であ
るため、万全の感染拡大防止対策を講じ、オン
ライン配信を併用して実施。オンライン配信に一
定の需要が見込めることを確認
・Ｊ－ＣＵＬＴＵＲＥ　ＦＥＳＴは全面開催中止を視
野に関係者と調整を図っていたところ、当該イベ
ントの協力実績を有する先から自主興行の申し
出を受けたため、共催事業として当社の負担を
有限化して実施

有

コロナ禍により主催事業の通常開催が困難な局
面ではあるが、当社が主体的に発信する機会で
あることから、催事の質は維持しつつ、事業規
模の見直し、オンライン配信の併用、共催事業
化等の工夫をしながら継続を図っていく。

事業経費の適正化推
進

（支出）
・経費縮減取組の効
果検証
・経費項目の点検実
施は必要に応じ次年
度以降継続実施
（収入）
・新たな協賛金収入
獲得策の効果検証
・必要に応じ次年度
以降継続実施

上記に伴い、2020年度予算は支
出、収入とも当初計画から乖離が
生じ、負担額は大幅に減少
（支出）1,036万（予算比▲４億５千
万）
（収入）13万（予算比▲１億６千万）
（収支差）1,024万（＋２億９千万）

（支出）
・事業中止に伴う予算未執行
・Ｊ－ＣＵＬＴＵＲＥ　ＦＥＳＴ共催事業化において、
開催規模の縮小に加え、当社の役割を会場無
償提供及び会場付帯サービスに限定することに
より、従来負担額の１割未満で執行
（収入）
事業中止に伴う交付金未収、協賛金返還

有
経営状況及び社会状況を見極めた上で、その
時に見合った規模での開催を検討

ラ・フォル・ジュルネ
音楽祭の事業スキー
ム再構築
（先行実施）

・必要に応じて事業ス
キームの見直しを実
施

・音楽祭を盛り上げる
新たな仕組みを導入
（聴衆を盛り上げてい
くための仕掛け）

・LFJ2020については開催中止
・LFJ2021については規模縮小（従
来３日間開催を１日、６会場を１会
場、120公演を３公演）での開催を
検討

・LFJ2020は、コロナ拡大リスクへの懸念及び外
国人アーティストの入国制限が課せられたこと
により中止
・LFJ2021は、コロナ感染拡大防止対策及び費
用縮減の観点から規模縮小での開催を検討

有

15年間連続開催してきた実績から、依然として
地域や協賛者の期待を得られている事業であ
り、規模の見直し、万全の感染拡大防止対策を
講じながら継続の方向で検討

主催事業の新たな展開 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(株)東京国際フォーラム 評価年度：2020年度

主催事業の意義や効果等を踏まえた事業の見直し　　　　　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○　現在実施している５つの主要な主催事業について、主催事業の意義、効果や今後のあり方等の検証を踏まえた既存の枠組（ラインナップ）の再構築を実施し、より魅力的で地域や社
会へ貢献し賑わいをもたらす事業を展開していく。
※　ラ・フォル・ジュルネ音楽祭については、新たな事業スキームを平成29年度に構築（先行実施）
○　経費項目の点検、業務委託の見直しや協賛金等収入確保策を実施し、主催事業経費の適正化を推進していく。

見直し ②

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

〇主要主催事業について、事業の意義、効果等の検証を踏まえ再構築を実施。2020年度は、コロナ影響によりＬＦＪをはじめ、都共催事業についても中止となった。比較的小
規模事業である「月曜シネサロン＆トーク」はオンライン配信を併用して実施、Ｊ－ＣＵＬＴＵＲＥ ＦＥＳＴについては、従来規模を大幅に縮小して共催事業として実施するなど、コ
ロナ禍においても工夫をしながら実施に繋げた。
〇事業経費の適正化については、経費項目を点検し、事業の質、安全面を確保したうえで精査したほか、共催事業化により事業経費の大幅削減に繋げた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・主催事業を比較し、
現状の大型主催事業
ラインアップについて、
社内で検証及び意見
交換を実施
・ＬＦＪについては後述
・キッズジャンボリーは
東京2020大会、ＲＷＣ
機運醸成に注力し、成
功裏に実施 　主催事業ラインナップの再構築につい

ては、再構築方針に基づき実施していく
予定であった事業がコロナの影響により
中止せざるを得ない状況となったが、そ
のなかでも、一部の事業については、オ
ンライン配信の併用や、規模縮小や共
催事業など工夫をしながら実施に結び
付けた。事業経費の適正化推進につい
ては、実施した事業について、共催事業
化や開催規模の縮小により負担額を大
幅に減少した。
　主催事業については、新型コロナの影
響を踏まえ、厳しい経営状況のなかで、
今後の事業のあり方、実施方法等を改
めて検討していく必要がある。
　以上、2020年度については、新型コロ
ナの影響により様々な制約があるなか
で、着実に取組み、一定の成果を上げる
ことができた。

（支出）
・前年度削減経費を維
持しながら、盛況なイ
ベント開催を実現
・Ｊ－ＣＵＬＴＵＲＥ　ＦＥ
ＳＴの広告宣伝費圧縮
（収入）
・LFJ、キッズジャンボ
リーにおいて新業態の
出展者を開拓

・当社負担金を有限責
任化するという新たな
事業スキームにより、
LFJ2018に引き続き
LFJ2019を開催
・訴求力の高い曲目を
採用するなどプログラ
ムの工夫により、チ
ケット販売率が向上。
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団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

公式ホームページの
見直し

・新ＨＰ(多言語版）につい
て、社内アンケート実施
・改善点の検証による修正

新型コロナウイルス対策情報を分か
りやすく伝えるための特別ページﾞを
日本語版及び英語版（自動翻訳で
多言語展開）で制作するなど、安心
して催事を開催、催事に参加できる
情報の発信に努めた。

コロナ禍で主催者や来場者の不安を少しでも解
消すべく、現在、最も必要とされている情報を優
先して発信した。第４四半期に予定していた社内
アンケートについては、次年度に見送った。

有
実施を見送ったＨＰに関する社内アンケートにつ
いては、実施時期を見直し、2021年度に実施す
ることとする。

広報ツール（媒体）の
あり方検討・最適化

・最適化に基づく広報ツール
の活用

リニューアル完了により、来館者用
パンフレットは情報内容が整理さ
れ、デザイントーンも統一し、より強
力に当館の魅力をアピールすること
を想定していたが、紙媒体は例年に
比べ、配布数が激減した。

来館者数の減少が最も大きいと考えるが、紙媒
体のように接触型媒体を避ける心理も影響して
いると考える。

有
時宜に応じた最適なツールの選択、内容の見直
しを継続して行う。

情報の見える化によ
る社内連携の推進

・広報活動へのフィードバッ
ク

施設部、管理部、広報部で連携し医
療従事者への感謝を示し建物を青
色にライトアップする「Ｌｉｇｈｔ　ｉｔ　ｂｌｕ
ｅ」を実施するなど、連携を進め、そ
の内容をリリース等で発信するなど
広報活動に繋げた。

他部署における各種企画がコロナ影響で中止、
延期され、広報活動へのフィードバックが難しい
状況にあるが、このような状況でも、連携を推進
し、「Ｌｉｇｈｔ　ｉｔ　ｂｌｕｅ」を実現させるなど、積極的
に取組んでいる。

有

広報カレンダーの活用により、社内各部署間の
情報共有を一層推進する。
また、広報カレンダーの電子化により回覧・更新
の迅速化を図る。

メディアリレーションの
強化及び地域・業界と
の広報ネットワークの
連携推進

・メディアアプローチ手法や
地域・業界ネットワークの活
用による広報活動への
フィードバック

・メディアリレーションの強化：コロナ
禍により対面での活動が難しい状況
にあるが「Ｌｉｇｈｔ　ｉｔ　ｂｌｕｅ」やコロナ
対策を工夫した「月曜シネサロン」
「ＪＣＦ」のリリースを発信するなど、
コロナ禍においても積極的にPRを実
施。
・地域・業界ネットワーク：大丸有地
区“Ｏｐｅｎ　ｃｉｔｙ　丸の内”(10月）に
プログラム提供し成果物を当社HP
に掲載するなどＴＩＦの魅力を複合的
に発信。ｵﾝﾗｲﾝで首都圏大型ＭＩＣＥ
広報担当者情報交換会に参加し、コ
ロナ影響・対策等有意義な情報・意
見交換し、広報活動に役立てた。

コロナ影響により対面でのリレーション強化活動
が難しい状況にあるが、コロナ禍の今だからこそ
発信できる切り口（コロナ対策に工夫を凝らした
主催事業「月曜シネサロン＆トーク」「ＪＣＦ」、医
療従事者への感謝を表す「Ｌｉｇｈｔ　ｉｔ　ｂｌｕｅ」）等
でリリースを発信するなどコロナ禍における広報
を実施した。
また、問合せから展開した案件であるが、積極的
に提案・調整等を行い、当館地上広場光床エリア
からのＮＨＫ生中継を実現させ当館の露出を高
めた。

有

プレスリリースを発信するテーマを積極的に発掘
し、コロナ後に向けたメディアとの関係構築を行
う。
大丸有地区、首都圏大型ＭＩＣＥ広報担当者との
連携を進め、問題や課題の共有、広報活動の活
発化を図る。

効果的・効率的な広報による情報発信力の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

(株)東京国際フォーラム 評価年度：2020年度

お客様への訴求力やお客様満足度を高める広報の実現　　　　 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

○ホームページをはじめとする広報ツールの見直し・最適化、情報の見える化による社内連携の推進、メディアリレーションの強化や地域・業界との広報ネットワークの連携推進により情報発信力を強化し、
お客様への訴求力、お客様満足度を高める広報を実現していく。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

ホームページをはじめとする広報ツールの見直し・最適化を計画通り遅滞なく実施。情報の見える化による社内連携の推進、メディアリレーションの強化や地域・業界との広報ネットワークの連
携推進により情報発信力を強化し、お客様への訴求力、お客様満足度を高める広報を実現すべく取組んできた。2020年２月以降、コロナ影響による主催事業等の中止、臨時休館、密集回避等
により、積極的に発信できる案件・素材の減少等により活動しにくい状況が続いている。こういった状況において、今、特にお客様が必要としている「安心・安全情報」を、適切に分かりやすくＨＰ
を利用して発信するなど、お客様満足度を高める広報に努めている。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・英語版公式ＨＰの見直し、リ
ニューアルを完了。
・多言語化に対応するため、英文
ページを多言語に翻訳する自動
翻訳機能を追加
・2019年１月に運用開始した新Ｈ
Ｐ(日本語版）について、社内アン
ケート実施。改善点を検証し、修
正した。

　公式ＨＰの見直しについては、新型コロ
ナの対策情報を多言語展開するなど情
報発信に努めた。広報ツールのあり方検
討最適化については、リニューアルを完
了しツールとして活用していく段階であっ
たが、コロナによる来館者減少等の影響
を受け、配布数は減少した。
　情報の見える化による社内連携の推進
については、関係各部の連携によりライト
アップを実施、リリースにより情報発信す
るなど広報活動に繋げた。
　メディアリレーション強化及び地域・業
界との広報ネットワークの連携推進につ
いては、大丸有地区の共通イベントにプ
ログラム提供したほか、首都圏同業施設
の広報担当者会議に参加し、コロナの影
響、対策について情報交換、意見交換を
行うなど、広報活動に活かしている。
　今後も引き続き、ＨＰについて改善点の
検証、修正を進め、有用な情報の発信に
努めていくほか、広報ツールを活用したＰ
Ｒ、メディアや地域・業界ネットワークの活
用による広報活動へのフィードバックなど
様々な角度から情報発信力を強化してい
く必要がある。
　以上、2020年度については、新型コロ
ナの影響により自社の各種企画が中止、
延期となり、広報活動へのフィードバック
が難しい状況ではあったが、時機を捉え
て、可能な取組みを着実に実施した。

広報ツール（紙媒体）の見直しの
考え方に沿って、紙パンフレット等
のリニューアルを順次実施。

「広報カレンダー」運用等により情
報見える化を進め、社内連携を推
進。

・メディアアプローチ手法や地域・
業界ネットワークの活用による広
報活動へのフィードバックを実施。
・東京都との連携によるスポーツ
の魅力発信と地域のにぎわい創
出を展開
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団体名： 株式会社　東京国際フォーラム 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

○到達目標の達成に向けた最終年度の総仕上げとして、経営課題の解決に資する各戦略を着実に推進した。
○新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい経営環境下において営業収入が大きく落ち込む中でも、可能な限りコストを削減し、赤字を縮小させた点について
は高く評価する。

戦略① 組織力強化に資する働き方改革及び人材育成の推進
　全社員を対象に時差出勤制度の導入に向けて就業規則を改正。また、実施計画を前倒してテレワーク関連機器を導入し全社員を対象としたテレワークを実施する
とともに、社内会議等のペーパーレス化を加速させるなど、働き方改革の推進に向けた取組を迅速かつ着実に進めている。さらに人材育成の面でも、東京2020大会
の運営に携わることは有益な人材育成の機会と捉え、組織委員会へ新たな研修生を１名派遣するなど積極的な取組を推進した。

戦略② 東京2020大会競技会場の着実な整備
　新型コロナウイルス感染症の影響により東京2020大会が延期になる中で、2021年度の開催に向けて、組織委員会との調整を適切に行った。また、バリアフリー化
を推進するために、会場アナウンスの多言語化（スマホ等に文字表示）に向け設備を導入するとともに、来館者に対し、同大会に向け整備したバリアフリー施設に
ついてHPやガイドブックを通じたPRを展開するなど、開催に向けた整備（準備）を着実に実施した。さらに、不測の事態が起きないよう既設の仮設物の補強工事
や、セキュリティ強化工事を実施するなど適切に対応した。

戦略③ MICEの積極的誘致に向けた取組の推進
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響によりMICE誘致に向けた取組が大幅に制限される中で、新規誘致案件を３件獲得した。オンライン開催となった海外展示会
へ出展するなど、実施可能な取組を着実に進捗させた。

戦略④ 稼働率向上及び施設利用料金体系の最適化に向けた取組の推進
　新型コロナウイルス感染症拡大による催事の開催制限の影響が大きく、稼働率は23.1％と例年の約1/4となった。しかし、厳しい状況の中でも社会情勢の変化や
各業界の動向について綿密な調査・分析を行い、積極的に営業を行うことで、資格試験会場やオンライン会議の場としての利用などの新規案件を121件獲得し、目
標対比121％を達成した。

戦略⑤ 主催事業の新たな展開
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により主催事業「ラ・フォル・ジュルネ2020」や都共催事業「味わいフェスタ」等が開催中止となる中、「月曜シネサロン
＆トーク」等の小規模事業は感染拡大防止策を講じつつ、オンライン配信を併用して実施するなど、制約がある中でも工夫を凝らしながら実施につなげ一定の成果
を上げた。

戦略⑥ 効果的・効率的な広報による情報発信力の強化
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、コロナ対策情報を分かりやすく伝えるための特設ページをHPで制作し、催事の開催や 、催事への参加などに際し
て、お客様に安心して国際フォーラムに来館いただけるような情報発信に努めた。また、建物を青色でライトアップし医療従事者への感謝を示す「Light it
blue」を実施し、その内容をリリースするなど積極的な広報活動にも取り組んだ。
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

アクセシビリティ対応 誘導サイン　１駅

・誘導サイン　１駅（対象
8駅中8駅完了）
・多機能トイレ　２駅（対
象6駅中6駅完了）

誘導サイン等の駅舎改修工事を計画的に進め、
「Tokyo2020アクセシビリティ・ガイドライン」等を踏まえた対
応を行った（計画していた対象箇所は全て完了）。

大会期間中は円滑な旅客対応ができるよう、駅
係員等の体制を構築する。

東京2020大会の延期を受け、大会期間中のゆりかもめ駅
の警備内容を再検討。必要な数の警備員確保のため、警
備会社との契約締結に向けた準備を進めた。

有
大会期間中における安全・安定運行を確保する
ため、観客上限等の方針も踏まえ、駅構内にお
ける警備体制を構築する。

東京ビッグサイトに設置されるメディアプレスセンターに臨
海熱供給の冷水を安全に供給するため、中央監視システ
ムや運転支援システムのサイバー攻撃対策への対応力を
向上させることを目的としたＮＩＳＣ（内閣サイバーセキュリ
ティセンター）のリスクアセスメントを受けている。東京2020
大会の一年延期に伴い、延期となっていた第6回リスクア
セスの実施通知をR２年10月に受け、R３年１月に実施し
た。

有
これまでのリスクアセスを経て、東京２０２０大会
で必要とされるサイバーセキュリティは確保でき
ており、引き続きこれを維持していく。

東京ビッグサイト展示
棟利用制約の対応

大会期間中は利用制
約

展示面積の拡大を見
据え、さらなる展示会
等の誘致を図る

大会延期に伴う会場利
用調整の実施

・東京2020大会の延期に伴う施設利用者との会場利用調
整が発生したが、丁寧かつ適切な対応を徹底し、利用調
整は概ね完了した。
・施設のさらなる利用促進に向け、2022年度における新規
誘致案件（B to B展示会）の調整を開始した。

有
施設利用者との丁寧かつ適切な利用調整や新
規催事の誘致を継続し、可能な限り多くの施設
提供を行う。

ゆりかもめ新型車両
の導入

３編成（18車両）新規
導入

3編成（18車両）導入済
（計画8編成中8編成完
了)

新型車両について計画的に導入を進め、全8編成の導入
を完了した。

新型車両を含めた輸送体制の下、大会期間中に
おける安全・安定運行を確保する。

オリンピックプロム
ナードにおける賑わい
創出

東京2020大会におけ
るオリンピックプロム
ナードの賑わい創出

大会延期に伴うオリン
ピックプロムナードでの
賑わい企画の展開につ
いて再協議し実施決定

・2020年9月のIOC調整委員会合意事項を受け、オリンピッ
クプロムナードでの展開に関する情報収集を行い、まち協
会員へ周知した。

・2019年度に検討した開催地モニュメントの設置について、
大会延期に伴い、実施の可能性等を関係者と再協議し、
あらためてオリンピックプロムナードのコンテンツとして大
会前に設置することで合意に至った。

・2019年度に準備を進めていた大会限定マップの配布に
ついても、延期に伴う諸調整を製作事業者等と行い、内容
についておおむね確定させた。

有

・これまでの協議過程にしたがって、関係者と調
整しながら、東京ファッションタウンビル前への開
催地モニュメントの設置（7月上旬予定）を進めて
いく。

・大会の観客動員の行方や、新型コロナウイルス
感染症対策の動向も見据えながら、マップの配
布に向けて準備していく。

3

・グループと都との連携を密にすることにより、大会に伴う地域の変化に関する情報収集と準備を適切に行っている。
・その結果、大会期間における事業の課題や制約に的確に対応することができている。具体的には、アクセシビリティ対応が必要なゆりかもめ６駅で各種改修を実施、展示会場面積の拡大（95,420
㎡ → 115,420㎡）、新型車両８編成を導入してゆりかもめ全車両26編成（156車両）を新型に更新などにより、東京2020大会の成功をグループの発展へと結びつけている。

東京2020大会勉強会
３回開催

装飾やイベント等の提供に係る
企画の検討

南展示棟　７月供用開始

青海展示棟　４月供用開始

シャトルバス運行：
72日、のべ217台

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

継続

４編成（24車両）新規導入（計画
8編成中5編成完了）

東京臨海ホールディングスグループは、
東京2020大会の主要な会場が集まる臨
海副都心において、交通アクセスなど、社
会と地域を支える基盤インフラの運営を
担っており、また展示場や公園など管理
施設の一部を大会で使用することから、
本取組期間中を通して、グループを挙げ
て様々な調整や対応に注力してきた。
この結果、アクセシビリティ対応など、大
会の成功に不可欠となる主要な取り組み
を完了できた。
大会の延期に加え、新型コロナウイルス
感染症の拡大により、施設休止など各種
スケジュールの中断や延長、組織委員会
等との再調整など様々な対応が必要に
なったが、次年度の大会成功に向けて、
グループ一丸となって取り組んだ。

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京臨海ホールディングス 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

東京2020大会成功に向けた対応

東京2020大会を経たグループの発展

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

都や組織委員会と連携を密にして準備してきた結果、アクセシビリティ対応やゆりかもめの車両更新、展示会場面積の拡大などの対応を終えることができた。また、大会の延期に伴う
諸調整などグループ各社において必要な取組みを着実に進めた。今後は、大会開催に際しての観客動線や施設利用等、組織委員会等との調整を適切に実施していくとともに、投資し
た資源は、大会終了後のグループの事業において活用していく。

セキュリティ対策

大会関係の各発表・更新に合
わせた対策の実施

内部監査での助言事項につい
て改善状況を確認

大会関係の各発表・
更新に合わせた対策
の実施

大会関係の各発表・更
新に合わせた対策の実
施

要因分析

誘導サイン　２駅（対象8駅中7
駅完了）
多機能トイレ　１駅（対象6駅中4
駅完了）
LED照明　１駅（対象7駅完了）
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

東京2020大会を活か
した地域の魅力向上

東京2020大会におけるオリ
ンピックプロムナードの賑
わい創出

オリンピックプロムナードの
賑わい創出を踏まえ周遊
性向上などにレガシーを活
用

・開催地モニュメントの制
作準備及び雑誌（2020年5
月発刊）への記事掲載

・大会準備等のため、未処分地や公園でのイベントによる賑わいづくりに制約が生じ
ていくなか、開催地であることを活かした魅力向上策を展開してきた。大会延期及び
新型コロナウイルス感染症の影響により、開催地モニュメントの設置についてあらた
めて関係者と協議し、オリンピックプロムナードのコンテンツとして設置するとともに、
大会終了後もレガシーとして存続させることとした。

・雑誌に臨海副都心特集として、大会情報に加え、まちの魅力や歩き方、歴史等の記
事を掲載した。

有

開催地モニュメントは、大会終了
後、保存場所へと移設したうえで、
地域のフォトスポットとして活用して
いく。

新型車両の導入にあわせ
て順次サービスを拡大し、
Free Wi-Fiが全編成で利用
が可能となる予定

３編成でFree Wi-Fiのサー
ビスを開始（計画26編成中
26編成完了）

新型車両の導入にあわせて順次サービスを拡大し、全26編成でFree Wi-Fiサービス
の導入を完了した。

パンフレットやHP等での広報によ
り、外国人を含めたお客様の利用
促進を図る。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・新型コロナウイルス感染症の影響により、来街者の誘致も難しい状況が続いているが、グループ各社やまちづくり協議会と協力しながら、ゆりかもめ全車両へのFree Wi-Fiの搭載や、将来の観
光資源となる大会モニュメントの設置に向けた準備、イルミネーション装飾などを展開した。
・2020年度の来街者数は3年前の半数以下まで落ち込んだが、2020年1月までは年間78万人ペースで増加していた（当社試算）。感染症の状況も踏まえつつ、今後も来街者誘致を推進していくとと
もに、臨海副都心の価値向上を目指すなかで、街の魅力向上や、情報発信等を充実させる取組みを強化していく必要がある。

団体自己評価
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析個別取組事項

進出企業と連携した
エリアマネジメントの
実施
（まちづくり協議会事
業）

地域の意見の具体化

来街者獲得のための
広報・情報発信

対応方針

各PT事業等まちづくり協議
会の活動を通じて集約した
地域の意見の具体化

巡回バスのルート変更に
向けた検討（経由地の増
設、運行系統増設の検討）

進出企業に対するアンケー
トと局への施策提言の実施

・イルミネーションエリア拡
大など地域の意見等を調
整し具体化

・巡回バスの継続の是否
について参画会員と検討し
運行終了

・進出事業者へのヒアリン
グとヒアリング結果の都へ
の提供及び取組の方向性
の議論

・コロナ感染症拡大の防止措置の一環として、冬の風物詩であるレインボー花火を中
止し、代替についてまち協会員と検討した結果、従来から台場地区の施設を中心に実
施してきた冬のイルミネーションについて、参画企業を増やすとともに、シンボルプロ
ムナード公園にもイルミネーションを設置することで実施範囲を拡大し、まちの周遊促
進と地域の魅力向上を図った。また、実施に際しては都からの要請を踏まえてコロナ
感染症拡大防止策として点灯時間を短縮して実施した。

・東京2020大会延期に伴う臨海副都心広告協定の規制緩和期間を延長した。

・新型コロナウイルス感染症による影響から、巡回バスを共同運行する会員の一部か
ら継続の是否について意見が出ており、地域で検討した結果、止むなく令和3年3月31
日をもって終了することに決定した。

・SNS発信の分析調査により地域の屋外空間の活用状況について他地域の状況と比
較・整理した（個別取組事項「現場の声を吸い上げるためのリサーチ能力の磨き上げ
と、局へのフィードバック」参照）うえで、地域の商業施設等への屋外公共空間の活用
策を中心とした地域課題や活性化策等についてのヒアリングを実施した。さらに、調査
及びヒアリング結果もふまえて、臨海副都心の公園等の活用の方向性について局と
議論した。

有

・東京2020大会の動向や、新型コロ
ナウイルス感染症の状況を引き続
き注視しながら、まち協の活動等を
通じて収集した地域の意見の具体
化に向け、引き続き取り組んでい
く。

・地域特性や来街者ニーズ等の調
査結果を活用した地域企業へのヒ
アリングや、コロナ禍による環境変
化も踏まえ、さらなる地域の価値向
上に向けて局への情報提供や施策
提言内容の検討を進めていく。

東京お台場.net の効果検
証、改善の実施

「研究開発・産業創生のま
ち」としての青海南地区の
広報

・東京お台場.net の継続
的な効果検証を実施

・東京お台場.net の継続
的な改善（新規コンテンツ
作成等）

・「研究開発・産業創生の
まち」としての青海南地区
の広報に関する調整の実
施及び連絡会を開催

・新型コロナウイルス感染拡大に伴う二度の緊急事態宣言等による外出自粛の影響
を受けアクセス数が減少したものの、継続的な情報発信に努め、年度半ばには前年
度と同水準まで回復した。
＜ページビュー数（年間）＞
　2019年度　約230万PV
　2020年度　約150万PV

・新型コロナウイルス感染拡大に伴う二度の緊急事態宣言等による商業施設等の営
業時間短縮・休業に関し、サイト内で注意喚起等を行った。また、新規施設の開業に
伴い、施設情報の掲載に加え、新規コンテンツの作成やSNSを活用した情報発信を実
施した。

・2020年2月に青海南地区の関係機関を集めた連絡会を設立したものの、新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響を受け、当初計画していた連絡会の開催が難航していた
が、関係機関と調整を図り、連絡会の参加機関と個別に対話する機会を設け、コロナ
禍における広報の現況等について意見交換を実施するとともに、港湾局が推進する
「ベイエリアDigital InnovationCity」の情報を提供するため、連絡会を開催した。

有

・地域のPRを強化しイメージアップ
を図るため、「東京お台場.net」にお
ける、より魅力あるコンテンツの作
成に向け、現行コンテンツの分析や
類似サイトの調査などに取り組んで
いく。

・引き続き、関係機関と調整の上、
「ベイエリアDigital　InnovationCity」
の実現に向け、連絡会を活用した
効果的な地域連携を検討していく。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、広報による来訪誘致や、地域企業と
の日頃の情報交換などが困難な時期が
続いたが、イルミネーション事業に地域
全体で検討を重ねて取り組んだほか、
ゆりかもめ全26編成でWi-Fiが提供でき
るようになるなど一定の利便性向上を果
たした。
また、コロナ禍による環境変化を踏ま
え、まちに関する調査のテーマを工夫
し、地域企業や都施策にも役立てられる
ようなデータの収集に努めるとともに、
観光財団の講座等を通じて今後の取組
の推進に向けたノウハウの蓄積や他地
域の状況についての情報収集、社内及
び局等との議論を行った。

エリアマネジメントの拡充 戦略番号

・地域の活性化、魅力の向上を図り、都の臨海地域開発に貢献する。　・年間50万人の来街者数の増加を目指す。
・当社が事務局を務める進出企業37社から構成されるまちづくり協議会を活用し、毎年、各取組におけるＰＤＣＡサイクルを回し、レベルアップを図る。
・当社の経営改革において最も注力する事項として、経営資源を投入していく。

見直し 2・3

継続的な効果検証を実
施

継続的な改善の実施

コロナ
影響

東京2020大会１年前イ
ベントの実施

東京2020大会に向け
たグループ会社検討会
の開催

2019年度
実績

ゆりかもめ車内での
Free Wi-Fiの設置

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京臨海ホールディングス 評価年度：2020年度

臨海副都心の活性化 第２期プランとの関係
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団体自己評価
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析個別取組事項 対応方針

コロナ
影響

2019年度
実績

東京国際クルーズ
ターミナルを活かした
まちづくり（外国人観
光客受け入れの強化)

誘致策の実施
・周遊券の販売
・観光ルートの運用（販売）

・国際クルーズ船の当面の
未寄港等により周遊券の
販売見直し

・誘致策として、乗下船客や船員の来街のきっかけとなる周遊券の販売や周遊ルート
の運用をまちづくり協議会と検討してきたが、新型コロナウイルス感染症拡大による国
際クルーズ船の当面の未寄港等により、取組みについて一旦休止することとした。

有

新型コロナウイルス感染症の影響
により、国外からの大型クルーズ船
寄港が見込めないことから、クルー
ズの再開状況を踏まえて、クルー
ズ客の来街促進策等の検討を進め
る。

現場の声を吸い上げ
るためのリサーチ能
力の磨き上げと、局へ
のフィードバック

まちに関する調査と局への
施策提言の実施

・SNS発信の分析による来
街者ニーズ等の調査と調
査結果の都への提供及び
取組の方向性の議論
・大丸有エリアのマネジメ
ントスキーム等をリサーチ

・インバウンドが激減し、密閉・密接を回避する新たな日常も生まれたことから、国内
来街者等にターゲットを絞って行動特性やニーズを調査するとともに、屋外空間の活
用について他地区の取組状況と比較・整理したうえで、地域企業の声（個別取組事項
「進出企業と連携したエリアマネジメントの実施」参照）をとりまとめ、調査及びヒアリン
グ結果も踏まえて、臨海副都心の公園等の活用の方向性について局と議論した。
・また、他地域のマネジメントスキーム等について、他エリアへのヒアリングや観光財
団のMICE人材育成講座の受講などを通じて情報収集に取組むとともに、社内でMICE
誘致の推進に係る検討会を設置して情報共有や今後の地域としての取組に係る議論
を推進した。

有

地域特性や来街者のニーズ等の調
査及び地域企業へのヒアリングや
コロナ禍による環境変化も踏まえ、
さらなる地域価値向上に向けた局
への情報提供及び施策提言内容
の検討を進めていく。
また、地域資源を活かした取組とし
て、MICEに係る地域の窓口機能の
強化を地域企業との連携を一層深
めながら推進していく。

プロジェクト研修企画
案の実施

東京国際クルーズターミナ
ル開業に向けた企画案の
着実な実施

・自治体や船会社、港湾関
係者等が参加するクルー
ズシンポジウムに参加

・歓送迎イベントの実施な
どを見据えて現地調査及
び管理者と意見交換

クルーズ業界の動向や各港の歓迎の取組について情報収集した。
新型コロナウイルス感染症の影響により、国外からの大型クルーズ船寄港が見込め
ないことから、多くの外国人観光客を呼び込むための企画を実施することは現時点で
は難しい状況である。

有

新型コロナウイルス感染状況を踏
まえて、クルーズ業界の動向などを
情報収集し、関係者と意見交換して
対応を検討していく。

Society５．０の実現に
向けた取組

東京版Society5.0「スマート
東京」と連動し、地域内関
係機関と５Gの活用に向け
た情報交換を実施

５Gネットワークの構築につ
いて都及び通信事業者等
への情報提供等の取組

「ベイエリアDigital
Innovation Cityに向けた検
討に係る協定」に基づき、
５G等先端技術を活用した
ICT企業等に対するニーズ
調査を実施

５Gネットワークの構築につ
いて都及び通信事業者等
への情報提供等を実施

・スマート東京実施戦略におけるスマート東京先行実施エリアにベイエリアが指定され
たことに伴い、港湾局と「ベイエリアDigital Innovation Cityに向けた検討に係る協定」
を締結し、港湾局が今後の施策展開を検討するための市場調査を実施し、予定通り
年度内に完了・報告した。
・調査の一環として、地域内関係機関に「ベイエリアDigital Innovation City」構想に対
する意見やメリットなどについて、個別ヒアリングを実施した。
・５Gネットワークの構築について、都からの要請に応じ、グループ各社のアセット情報
を提供した。

引き続き、港湾局と密に連携して
「ベイエリアDigital InnovationCity」
実現に向け、まちの課題設定、施
策立案支援、イベント・実証実験支
援、開発事業者支援を行っていく。

　　　　　－

　　　　　－

　　　　　－

クルーズ旅客に関する
情報収集手法の検討

誘致策の検討
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戦　略 ③／ 6

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

設備投資額　93億円

資金収支計画の把握、グルー
プファイナンスの活用を検討

設備投資額86億円

資金収支計画を把握した
結果、各社の資金の中で
投資を実施

10年間の経常収支の見込や設備投資時期等を
踏まえ検討した結果、グループファイナンスを活
用せずに実施することとした。

東京2020大会対応等にかかる一定の投資を終え、引
き続き計画的な修繕等を着実に行っていく。
青海コンテナふ頭について、都と一体となって再編に
取り組むほか、臨海地域の都市基盤を支えるゆりかも
めや地域熱供給の主要設備を円滑に更新していく。

－ － － －

交通事業
・車両購入　17億円
・サイン工事1.6億円
・新型車両の購入により1編成
当たりの最大乗車人員が約
10％向上

交通事業
・車両購入　16.8億円
・サイン工事1.6億円
・新型車両の購入により1
編成当たりの最大乗車人
員が約10％向上

・車両購入について、計画的に実施した。（2020
年度に3編成導入し、全8編成の導入を完了）
・2019年度、完了に至らなかった新橋駅のサイ
ン工事について、2020年7月に工事を完了した。

収支シミュレーション等を通し、新型コロナウイルス感
染症が収支に与える状況等を踏まえながら、安全・安
定運行の確保やお客様のサービス向上などに必要な
設備投資を実施していく。

ビル事業
・各ビル設備更新
　７億円
（ビッグサイト２億円）
（ＴＴＣ５億円）

ビル事業
・各ビル設備更新
　8.6億円
（ビッグサイト2.6億円）
（ＴＴＣ6億円）

・有明パークビルの中央監視設備更新工事等
の増額が発生したため、約60百万の増額となっ
た。

・竹芝ホテル棟の改修工事を前倒しで実施する
ことで、費用の圧縮及び工期短縮を図った。

リーシング契約会社からのオフィス動向の情報や、入
居するシェアオフィス事業者との意見交換などから、ビ
ル設備面も含めどのようなニーズがあるか注視してい
る。

（ビッグサイト）
・収支シミュレーション等を通し、新型コロナウイルス感
染症の拡大が当社の経営に与える影響を見極めなが
ら、各ビルの設備更新を行っていく。

（TTC）
5G通信環境の整備を通じて利便性向上を図るため、
保有6ビルにおける5G屋内アンテナの設置に向けて、
支援事業者等と連携して通信キャリア各社の誘致を進
めていく。
・ビルの商品価値の維持向上を図るため、必要な修繕
や設備更新を計画的に実施していく。

戦略的な投資

埠頭事業
・コンテナ埠頭クレーン更新工
事
（投資金額27億円）

・大井埠頭第4バースの対応能
力が、最大21列の大型船舶ま
で拡大（従来は18列）

埠頭事業
・コンテナ埠頭クレーン更
新工事
　33億円

・大井埠頭第4バースの対
応能力が、最大21列の大
型船舶まで拡大（従来は
18列）

・老朽化したクレーンを計画的に更新することで
故障を低減し、併せて寄港船舶の大型化に対
応するため、スペックアップを行っている。さら
に、更新する際には、環境負荷の低減のため、
エネルギー効率の高い電力回収装置付きク
レーン（インバータ制御）を採用した。

ユーザーの要望を受けて、船舶の大型化に対応したガ
ントリークレーンへの計画的な更新を着実に実施して
いく。

　老朽化してきた基盤インフラの着実な
更新はもとより、大会成功にも貢献すべ
く、必要な設備更新を計画的に行った。
　この結果、ゆりかもめの車両全26編成
が大会を前に新型車両となり、快適性や
最大乗車人員の向上を果たせたほか、
コンテナ埠頭のクレーンについて、更新
に合わせニーズに応じたスペックアップ
を行うなどし、将来にわたって適切に管
理運営していけるよう取り組んだ。

個別取組事項

戦略的な投資

・コンテナ埠頭クレーン
更新工事 39億円

・冷凍機更新 14億円

コロ
ナ

影響
対応方針 団体自己評価

設備投資額　145億円

資金収支計画の把
握、グループファイナ
ンスの活用を検討

・車両購入 22億円
・駅務機器更新　９億
円
・駅ATO装置/光伝送
装置　11億円
・サイン工事１億円

・各ビル設備更新
　16.5億円
（ビッグサイト 13.5億
円）
（ＴＴＣ 3億円）

2019年度
実績

2020年度
計画

2020年度
実績

要因分析

・大規模更新や東京2020大会対応等に向け、3年間で366億円の投資を行う。熱供給の高効率設備の導入、ゆりかもめ新型車両の導入、ビル・ふ頭設備の計画的な修繕等により、グループ
の提供するサービスの快適性・利便性・安全性の向上を図る。
・投資内容については、子会社との協議等を通じて適切なチェックがなされており、グループにとって有用なものとなっている。

見直し 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・3年間で362億円の投資を行い、熱供給の高効率設備の導入、ゆりかもめ新型車両の導入、ビル・ふ頭設備の計画的な修繕等の実施によって、グループの提供するサービスの
快適性、利便性、安全性の向上等を図った。

戦略的な投資の実施 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京臨海ホールディングス 評価年度：2020年度

各事業の設備更新期への対応 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 6

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

グループ広報戦略に
基づく取組の推進

HPアクセス解析等を踏まえた
情報発信の強化

新たな広報媒体の検討・実施

各社事業やＣＳＲ活動の見え
る化の推進

・新たに「東京臨海ホールディ
ングスグループ広報方針」を
策定

・新たな広報媒体として公式Ｌ
ＩＮＥの運用開始

・各社事業やＣＳＲ活動の見
える化の推進

・グループ広報戦略の期間終了に伴い、2021年度以降のグループの広
報活動の在り方について、グループ各社の意向を確認した上で、新たな
グループ広報の方針を策定した。

・新たな広報媒体の活用について、ユーザー数の多いLINEによる情報
発信を検討し、2020年10月から東京お台場.netの公式LINEの運用を開
始した。

・当社HPにおいて、継続的にグループ各社のニュースリリース等を集約
し発信している。

グループ広報方針に沿って、各社で一層連携し
て広報活動を検討・実施できるよう、グループ広
報担当者会等を通じて、情報共有を促進してい
く。

環境対策の推進 クレジット取引の実施

・グループ子会社において東
京2020大会へクレジットを提
供
提供量 59,274t

・東京都キャップ＆トレード制度の第二計画期間（～2019年度）における
超過削減量のうち、寄付可能なクレジット量を、2019年度に引き続き東
京2020大会へ提供した。

・当社においては、グループ内における温室効果ガスの取引（予定）を調
整し、計画期間内におけるグループ各社の義務の達成を支援した。ま
た、グループ全体での環境対策情報交換会をオンライン開催（2021年2
月）し、環境対策に関する意識啓発を行うとともに温室効果ガス削減の
進捗状況や各社の環境対策への取り組み状況を共有した。

グループ環境行動計画を着実に実施し、地域に
おける環境活動の強化を図る。

防災対策の推進

共同防災訓練の実施

成果を検証し、内容の充実を
図る

地域事業者等へ周知、運用
方法を検討

・グループ共同防災訓練1回、
無線訓練9回の実施

・災害対応ポケットマニュアル
の作成

・災害発生時対応マニュアル
の改訂

・グループ共同防災訓練時に
まちづくり協議会と連携

・令和２年度は、震度６弱の地震が発生したことを想定して、グループ各
社合同で安否確認システム、無線、ＦＡＸ、メールを用いた情報連絡訓練
を実施した。

・訓練結果を踏まえ、より分かりやすい内容にするため、「災害発生時対
応マニュアル（地震編）」の改訂を行った。

・グループ共同防災訓練の実施にあたっては、緊急連絡用掲示板訓練
の報告様式と回答様式を作成したうえで、まちづくり協議会と連携し（参
画企業を１社から10社へ拡大）「緊急連絡用掲示板」を活用した情報連
絡訓練を実施した。

グループ一丸となって防災への意識を高めるた
め、引き続き、共同防災訓練や無線訓練を実施
する。

連絡会の設置
大会開催期間中の連絡体制
構築・運用

課長会　2020年10月、12月
大会延期後の組織委と各社
の協議状況や、感染症拡大
による各事業への影響など情
報交換

大会が延期となり、コロナウイルス感染症の影響も出ていたので、当初
の計画に変えて、延期や感染症による各社事業や広報への影響、組織
委との調整状況などをグループ内で情報共有し、対応策など意見交換し
た。

有

大会及びその後も、グループ間での情報共有の
場を設けていくことで、グループ各社における事
業の推進と課題の解決の一助となる機会を作っ
ていく。

東京国際クルーズ
ターミナル整備と東京
2020大会を契機とす
るエリアマネジメント
実施に向けた連携

クルーズ旅客誘致策の実施

東京2020大会におけるオリン
ピックプロムナードの賑わい
創出

・クルーズターミナルの現地調
査及び管理者と意見交換

・開催地モニュメントの制作準
備、雑誌（2020年5月発刊）へ
の記事掲載（グループ会社で
費用分担）

・クルーズ船寄港再開後の歓送迎イベントの実施などを見据えて現地調
査及び管理者との意見交換を実施した。

・大会延期及び新型コロナウイルス感染症の影響により、開催地モニュ
メントの設置等の企画についてグループ各社とあらためて協議してきた
結果、各社費用分担のうえ2021年度に実施することとなった。

・雑誌に、臨海副都心特集として、大会情報に加え、まちの魅力や歩き
方、歴史等の記事を掲載した。

有
クルーズの再開状況を踏まえて、クルーズ客の
来街促進策等の検討を進める。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・「東京お台場.net」の活用、営業活動に資する情報の当社HP等への掲載、SNS等の積極的な活用などにより、グループの広報活動・情報発信の一層のレベルアップに取り組んだほか、今後の活動の在り
方として新たにグループ広報方針を策定した。
・グループ内調整や情報共有の推進などにより、グループとしての様々な取組の推進や一体感の醸成を図った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京臨海ホールディングス 評価年度：2020年度

グループとしての一体感と経営の透明性の向上 第２期プランとの関係

グループ経営及びエリアマネジメントに資する連携の強化・情報公開の推進 戦略番号

クルーズ旅客誘致策の策定に
向けて関係者を交えた検討

東京2020大会１年前イベントの
実施

グループ子会社において東京
2020大会へクレジットを提供
提供量 40,000t

超過削減量2.7万トン（検証準備
中）

グループ環境行動計画の策定

・グループ各社が相互に連携し、東京2020大会の成功及び各事業やエリアマネジメントの課題に的確に対応している。
・事業やエリア、各社の状況等の情報を的確に発信し、グループの状況の見える化が進んでいる。
・取組にあたっては、当社が各社への働きかけを通じて、グループを先導する役割を果たしている。

継続 3・4

HPアクセス解析等を踏まえた情
報発信の強化

新たな広報媒体を実施

各社事業やCSR活動の見える
化を推進

グループ共同防災訓練1回、無
線訓練10回の実施

成果を検証し、内容の充実を図
る

グループ共同防災訓練時にまち
づくり協議会と連携

東京2020大会への対応状況を
共有

部長会　10月
課長会　7、10、3月

　グループ各社と連携し、地域の更なる
発展及び地域価値の向上を目指して、
グループ広報戦略に基づく情報発信・広
報の強化や、環境・防災対策の推進等
に取組んだ。
　2019年度に引き続き、温室効果ガスの
超過削減量の一部について東京2020大
会へのクレジット寄付を行うとともに、グ
ループの環境対策情報交換会で温室効
果ガスの削減状況等を共有するなど連
携を図った。
　各社協力のもと準備を進めてきたオリ
ンピックプロムナードでの賑わい創出企
画は、大会延期で見直しを要すことに
なったが、大会後のレガシーとして活用
できるモニュメント設置等の取組を推進
した。
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戦　略 ⑤／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

プロパー社員のグ
ループ内外への人事
交流の実施

人事交流の継続と成果分析・
拡充の検討

・2019年度の人事交流の成果
について分析し、継続につい
て検討中

2019年度の人事交流について、所属長及び派遣者にヒアリング
し検証を行った。視野が広がりグループとしての視点を持つこと
ができたとの意見が寄せられた。
研修生の受入ポストやフォロー体制などの課題について、グ
ループ各社にヒアリングを実施し継続について検討した。

・グループ各社へのヒアリングの結果や東京２０
２０大会後の各社の状況を踏まえて、令和４年
度の実施に向け調整していく。

グループ共同研修 新規研修検討・実施
・研修のオンライン化　６案件
・ハラスメント研修の対象者拡
大（管理職→全社員）

集団研修の形をとらず、オンラインでの研修実施としたが、交代
制勤務の職員などの受講が可能になり、より多くの社員の研修
機会の確保ができるなどの点で好評であった。

・引き続き、各社の要望などを把握して、グルー
プとしての効率的効果的な研修を実施していく。

テレワーク、時差勤務
の実施

テレワークや時差勤務
を本格実施

結果の評価を実施

TTC及びビッグサイト
で本格的な時差勤務
実施、ＴＴＣでテレワー
ク要綱制定(令和2年
度施行)

継続実施

グループ各社での実施

・テレワークや時差勤務を継
続的に実施した。

・ＴＴＣにおいてテレワークや
時差勤務を継続的に実施し
た。

・グループ各社でテレワーク
に必要となるアプリケーション
や機器等の導入が進んでい
る。

・東京2020大会期間中の一定数の勤務制限を予想し、またその
後の定着も見据え、制度設計やハード等の準備を進めてきた
が、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に鑑み、４月時点で
社員全員がテレワークを実施することができる環境を整え、各
課において継続的に実施している。また、時差勤務を拡大して
実施し、テレワークと組み合わせてオフピーク出勤に取り組むこ
とができている。

・ＴＴＣは、上記の当社取組みと同様に実施。

・ハード面での不足は解消されつつあるが、今後、新型コロナウ
イルス感染症の終息後も働き方改革としてテレワーク、時差勤
務が定着するよう各社の実情に応じた環境整備を図っている。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

（株）東京臨海ホール
ディングスと（株）ゆり
かもめ間で人事交流を
実施（各1名ずつ）

　
　2019年度に実施した人事交流を検証
し、受入ポストやフォロー体制など各職
場の業務上の課題はあるが、幅広い視
野を持った人材の育成に資することなど
から、より良い形で制度化できるよう引き
続き検討・調整を続けていく。
　グループ共同研修は、集団研修から、
オンラインでの研修へと移行が進み、受
講機会の拡大に結び付いている。
　また、当社は、これまでのテレワークの
制度化等の取組みにより、コロナウイル
ス感染症拡大に際しては4月時点で全社
員のテレワーク環境を整え、年間を通じ
て在宅勤務と時差勤務の併用体制を維
持できた。

グループ課題解決型
プロジェクト研修を実
施

・引き続き在宅勤務及び時差勤務を活用した勤
務体制を継続する。

・引き続き、各社の実情を踏まえつつ、テレワー
クや時差勤務が可能な業務については実施の
徹底・定着を図っていく。

・グループ内外との人事交流や時宜にかなった研修制度により、事業や地域に精通しつつ多様な経験を積んだプロパー社員がグループの中核を担い、臨海地域の発展に寄与している。
・グループにおいて多様な働き方が実施され、人材マネジメントに良い影響をもたらしている。

継続 5

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・人事交流や、プロジェクト研修等によるプロパー社員の育成について、グループ各社の意見等を踏まえ、継続に向けた調整を進めている。
・一部の会社においては、テレワークや時差勤務制度が確立するとともに、その他のグループ会社でも取組みが進捗している。生産性向上のためには、各種ICTツールの活用状況など社員
の働き方を検証するとともに、テレワークの活用推進に資するワークスタイルを検討していく必要がある。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

人材の育成に資する制度整備 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京臨海ホールディングス 評価年度：2020年度

グループを支える人材の育成 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑥／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

(株)東京テレポートセ
ンターの借入金の返
済

借入金残高　421億
円

・リファイナンスに伴
い、2021年3月の返済
で、残高447億円と
なった

・より有利な借入金利で返済を着実に進めた。

ビル事業収益の向上を図り、支出効果を見極め
た効率的な資金運用に努めることにより、中長
期的に安定したキャッシュフローの創出を図ると
ともに、借入金の返済を着実に進めていく。

子会社への資金貸付
子会社への資金貸付
の実施

・新規の貸付実績な
し

10年間の経常収支の見込や設備投資時期等を
踏まえ検討した結果、グループファイナンスを活
用せずに実施することとした。

コロナ禍に対し、持株会社としてグループ財務
状況の健全化を果たすため、グループファイナ
ンスを効率的に活用し、資金需要に対応してい
く。

外部運用基準の見直
し

金融市場環境等を踏
まえ、運用基準等の
見直しの検討

・検討した結果、現行
の運用基準等を継続

新型コロナウイルス感染症の影響により経済が
不安定になるなかで、外部専門家の意見もふま
えて、運用期間の長い有価証券等による運用を
当面見合わせており、現行の運用基準等のも
と、安全性・流動性を最優先にした運用を行っ
た。

有
当面の間は、安全性・流動性を最優先にした運
用を行い、資金の確実な保全と、子会社の資金
需要に対応できる準備をしておく。

現行の運用基準等を
継続

　借入金については、既定の返済期間・
年間返済額等に沿って返済を着実に進
めた。
　グループファイナンスは、新型コロナウ
イルス感染症の影響による経済動向を
ふまえ、資金の確実な保全と、子会社の
急な資金需要に対応できるよう、安全
性・流動性を最優先にした運用を行っ
た。

・グループ子会社である（株）東京テレポートセンターの民事再生計画に基づく借入金の返済を着実に進めていく。（３年間の返済額 137億円）
・強固な財政基盤の確立のため、連結自己資本比率を現状の45%から毎年1%ずつ高めることを目指す。
・中長期の運用期間の運用比率を高め、運用収益の増加を図る。
等を通じてチェックがなされており、グループにとって有用なものとなっている。

見直し 1

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

当初予定通り、3月の
返済で、残高466億円
となった

貸付適用利率の継続

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・グループ子会社である（株）東京テレポートセンターの借入金は、リファイナンスを実施し着実に返済した。
・連結自己資本比率は、令和２年度末時点で50%となったが、新型コロナウイルス感染症による各事業への影響を引き続き注意深く見ていく必要がある。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

グループ資金効率の向上 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

株式会社東京臨海ホールディングス 評価年度：2020年度

財務指標の健全化 第２期プランとの関係
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団体名： 株式会社東京臨海ホールディングス 評価年度：2020年度

次のとおり、経営改革プランで掲げた個別取組事項に着実に取り組み、成果を上げている。

　①東京2020大会を経たグループの発展
　　東京2020大会成功へ向け施設の改良を行うとともに大会延期に伴う諸調整についても適切に対応している。

　②エリアマネジメントの拡充
　　新型コロナウイルス感染症による影響を受けている中でも、地域の魅力向上に資する取組を地域の事業者と連携しながら進めている。
　　さらに、「ベイエリアDigital Innovation City」実現に向けたニーズ調査を実施するなど、局とも連携しながら精力的な取組を行っている。

　③戦略的な投資の実施
　　熱供給事業、交通事業、ビル事業、埠頭事業ともに、投資効果を踏まえた設備更新が行われている。

　④グループ経営及びエリアマネジメントに資する連携の強化・情報公開の推進
　　親会社であるRHDが、広報、環境、防災、エリアマネジメント等の各事項に対して、グループ各社を先導する役割を果たしており、課題に的確に対応してい
る。

　⑤人材の育成に資する制度整備
　　RHDが、グループの中核を担う職員育成制度の検討や、能力の向上に寄与する共同研修の開催、多様な働き方に向けた制度導入を、主導的に行っている。

　⑥グループ資金効率の向上
　　借入金返済について着実に実施されるとともに、グループファイナンスについて、金融市場環境に応じた適切な対応がなされている。

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)
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戦　略 ①／ 5

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

給与水準の弾力的な
運用及び待遇改善策
の検討

状況により実施
（東京2020大会後の労働市場
を注視）

・メンター制度のブラッシュ
アップ
・健康増進（禁煙外来など）制
度や社員交流（クラブ活動助
成）を促す制度を継続

・メンター社員に対する研修（中間報告会）を新規開催し、相談を受ける
側としての課題等を共有したほか、実運用の中で把握した課題を踏ま
え、年齢を考慮した組み合わせを行うなど、メンター制度のブラッシュ
アップを図った。
・給与面での取組については、2018年度に経験者採用者の経験加算を
見直すとともに、昇任制度の見直しにより成果に見合った処遇改善を実
施した。2020年度は労働市場の状況を注視することとし、給与面以外で
の取組を進めることとした。

・メンター制度は、早期の離職防止に効果が期待で
きることから、把握した課題の改善を図りつつ、引き
続き運用していく。給与面以外の待遇改善策も、社
員の交流促進に寄与していることから引き続き実施
していく。
・給与面の取組に関しては、人材の確保・育成の観
点から今後対応を検討していく。

採用活動期間の柔軟
な設定

東京2020大会後の労働市場
の変化に対応した採用活動
の実施

・2020年度2回の採用活動を
実施

・採用活動における応募者数は前年度同期対比で減少した（応募者数：
2019年度88名、2020年度58名）。
・採用広告の掲出箇所を工夫し、専門学校・大学最寄駅等を追加した。
・人材広告会社に確認したところ、例年と比べて技術職は特に競争率が
高く、採用しにくい状況であることが分かった。

・複数回の採用活動で必要数を確保できているが、
技術系人材の中でも特に土木・建築分野の高度な資
格保有者については通常の採用活動では応募の見
込が薄いため、時期を限定せず人材紹介会社や業
界関係者等を通じたチャネルやネットワークを活か
し、人材情報の把握に努め、欠過員状況を踏まえな
がら採用につなげていく。

職業能力開発セン
ター（職業訓練校）へ
の募集活動

当該職業訓練校出身社員を
活用した採用活動等を実施
し、応募者の拡大を目指す。

・2020年度採用活動におい
て、11校に求人票を提出
・職業訓練校からの採用　応
募者16名　内定者12名
(前年度応募者25名、内定者
15名）

・東京都に加えて千葉県と埼玉県の職業訓練校計11校に求人票を提出
（前年度実績に比べて１校追加）。
・出身社員を活用した当該校への採用活動はコロナの影響で実現でき
なかった。

有

コロナ禍において学校訪問等の活動は今後も制約
が見込まれることから、状況を踏まえて柔軟に対応
することとし、当面は状況をみながら開拓したチャネ
ルの維持に努めていく。

リファラル採用（社員
紹介採用）

採用者数の増加
（紹介社員に報酬付与を検
討）

・前年度採用者の離職者ゼロ
を継続
・リファラル採用　応募者10名
内定者5名
（前年度　応募者10名　内定
者5名）

・社員に対して、社内ネットワーク掲示板への掲示や社内に採用広告ポ
スターを掲示するなど、積極的な紹介活動を促し、総応募者数が減少す
る中でリファラル応募者数は前年度と同数を維持した。
・紹介社員に対する報奨制度導入については引き続き検討する。

採用後の定着に寄与していることから、引き続き実
施していく。
紹介社員への報酬については、制度として導入する
場合の条件（年数、紹介者の範囲、報酬額等）につ
いて課題があり、引き続き検討していく。

同業他社の雇用終了
者及び鉄道系学科を
有する専門学校卒業
者に対する採用活動

新たに３社（校）訪問

・鉄道系学科を有する専門学
校２校に採用関係資料を提供
・専門学校１校とは情報交換
会を行い、就職・採用に関す
る情報共有するとともに就職
に向けた学校側の協力を取
付

・採用チャネルの開拓に努め、専門学校２校と新規に情報交換を実現し
た。うち１校とは今後当社の会社概要や募集告知を生徒に周知するな
ど、就職に向けた学校側の協力を取り付けた。
・同業他社についてはコロナの影響により訪問予定がキャンセルとなり、
郵送での資料交換となった。

有

コロナ禍において学校訪問等の活動は今後も制約
が見込まれることから、状況を踏まえて柔軟に対応
することとし、当面はメール等を活用した情報交換に
より関係維持に努めていく。

土木・建築系同業１社
と協議

労働市場の環境変化に柔軟に対応した
複数回の採用活動や職業訓練校に対す
る募集活動を通じて、優秀な人材の獲得
につなげた。また、リファラル採用に加え
て、メンター制度の運用やクラブ活動助
成制度などを通じた待遇改善等により社
員の帰属意識が高まり、固有社員が増
加する中においても当初到達目標として
掲げていた社員定着率を上回っている。

要因分析
コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・社員採用向け動画を
作成し、ホームページ
に掲載
・2019年度２回の採用
活動を実施

2019年度の採用活動
において、１０校に求
人票を提出した。

・前年度採用者の離
職者ゼロ
・2019年度の採用活
動において社員から
の紹介を奨励

①

　交通局を支える総合保守会社としての役割を果たしていくため、労働市場の環境変化に柔軟に対応した採用活動を実施してより優秀な人材を獲得するとともに、待遇改善策を講じて固有社員が増加する中におい
ても現在の高い社員定着率（2017年度実績：98％）を維持している。

　2020年度１回目の採用活動を実施するにあたり、広告掲出を工夫（専門学校や大学の最寄り駅に掲出）するなど対応した。
　また、メンター制度のブラッシュアップや給与面以外での待遇改善、リファラル採用を社員に奨励するなど各種取組を継続し、当初到達目標として掲げていた社員定着率を上回っている。（2017年度実
績：98％ ⇒ 2020年度末時点実績：99％）

見直し

・メンター制度を導入
・社員の健康増進に資
する制度を導入
・社員同士の交流を促
す制度を導入

「経営改革プラン」評価シート

東京交通サービス株式会社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

人材の確保

先を見据えた積極的な採用活動による人材の確保

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
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団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

交通局との人事交流
行政実務研修員派遣等の拡
充

・新たに１名を交通局への研
修員として派遣

交通局への研修員派遣は前年度から引き続いている３名に加え、
2020年度期首から新たに社員を１名を建築部門に派遣し、ノウハ
ウの習得を図った。

交通局への行政実務研修員派遣や交通局と当社間で双方向の
短期研修実施、外部研修への合同参加など、今後、交通局と連
携して策定する人材育成計画を踏まえ、人事交流に取り組む。

同業他社との人事交
流

人事交流の実施へ向けて、両
者の技術ノウハウの相互理
解を促進

メーカー系保守会社との情報
交換を随時実施

今期はコロナの影響により研修が開催されなかったため、同業他
社とは打合せや会議等の機会を捉えて情報交換や技術ノウハウ
の相互理解促進に努めた。

有
人事交流については、双方の人的資源が限られることなどから実
現が難しいことが分かったため、研修を通じて実質的に技術ノウ
ハウの習得を図れるよう、引き続き同業他社と調整する。

社外ノウハウの積極
的活用

外部専門機関による研修受
講率
３か年累計100％

外部専門機関による研修受
講率93.6%
（2018年４月から2021年３月
までの実績）

鉄道総研等が主催する研修を社員のレベルに合わせて受講させ
た。また、技術継承やノウハウの習得など中長期的な人材育成を
見据え、会社の技術力向上のためにも、継続的かつ積極的に外
部専門機関を活用した。一方、コロナの影響により主催者側都合
で研修が実施されなかったことで、計画に掲げた受講率には至ら
なかった。

有

高度化・複雑化する設備等に適切に対応するため、社内でのOJT
に加え、外部専門機関でのノウハウ習得は不可欠である。また、
技術力の向上には、一定の期間を要するため、中長期的な人材
育成の視点から今後も継続して積極的に受講を促す。

サテライトオフィスの
導入

１か所導入
（候補場所：本社、荒川、春
日）

・サテライトオフィスを新たに１
か所導入（計２か所）
・本社外での業務を可能とす
るため、テレワーク用端末を
配備（24台）

働きやすい職場環境の構築や新型コロナウイルス感染症の拡大
状況等を踏まえて、サテライトオフィスを新たに１箇所設置した（計
２か所）。また、テレワーク環境の整備も合わせて行うこととし、内
部管理部門を中心とした部署にテレワーク専用端末の配備した。

有

新型コロナウイルス感染の拡大など昨今の情勢や５つのレスの推
進なども踏まえ、出勤抑制や社員の出張負担軽減、業務の効率
化のため、テレワーク環境の整備やＷｅｂ会議の導入などのさらな
る充実を図る。

生産性の向上に向け
た業務遂行力の強化

「１級業務責任者」
資格保有者数　70名
「２級業務責任者」
資格保有者数　80名

※業務責任者…技術系固有
社員の知識・技術・技能向上
のための社内資格

「１級業務責任者」
資格保有者数　68名
「２級業務責任者」
資格保有者数　71名

職場単位での勉強会等を通じて、積極的な取得奨励に努めた。

・受験資格者には積極的な取得を促すとともに、これまで職場単
位で行っていた勉強会に加え、組織的な研修を新設するなど社員
をサポートしながら資格保有者を増やすことで、社員の知識・技
術・技能向上を促進する。

・今後、事業基盤の強化を推進する土木・建築分野などに、専門
的な資格・知識経験を有する人材を採用していく。採用後は、業務
において主体的な役割を果たすための教育訓練やキャリアプラン
を講じていく。加えて、これらの分野での人材育成の指導的役割も
期待されることから、これまでの知識・技術を還元するための研修
等を検討・実施していく。

人財重視の経営（技術力向上と技術継承に向けた意識改革及び働き方改革を実行） 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京交通サービス株式会社 評価年度：2020年度

社員の技術力向上と技術継承 第２期プランとの関係

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

　これまでは局OBから固有社員への技術継承が基本であったが、より専門性の高い工事監理業務については、都派遣職員を受け入れ、固有社員への技術継承を行っていく。また、駅務機器やホームドアの保守点検業務につ
いては、固有社員へのノウハウの蓄積が進んできたことから、固有社員間の技術継承を図っていく。これらの取組により、会社の技術力の底上げが図られている。
　社員一人ひとりに時間を有効活用する意識が高まり、生産性の向上と業務の効率化が進展し、年次有給休暇取得率が５％アップしている。（2016年度取得率83％）

見直し ①

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　電気・機械設備における工事監理業務については、2020年度期首に都派遣職員１名を新たに受け入れ、計３名体制で技術継承を行った。一方、建築部門の工事監理を受託する体制を整えるため、交通局の建築部
門に新たに社員を１名派遣し、ノウハウの習得を図った。
　技術力の向上や技術継承の進展に向けた各取組により、社員の生産性の向上や業務の効率化を図った。
　2020年度の年次有給休暇取得率は83％となり、2019年度実績81％に比べ2ポイント向上した。一方で、コロナ禍に対応するため出勤抑制や業務量増の影響等により、当初目標には到達しなかったものの、2016年
度実績と同水準の取得率を維持した。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・相互の人材交流に向けて都
と調整
・当社の研修に交通局若手社
員が参加し相互交流を開始

交通局との人事交流や同業他社・メーカ
系保守会社との情報交換、外部専門機
関の活用など様々なアプローチにより、
社員の技術継承・技術力向上に取り組
んだ。
また、業務の効率化や社員の省力化等
のため、テレワーク環境の整備やＷｅｂ
会議の導入など働き方改革にも取り組
んだ。新型コロナウイルス感染症の拡大
など外部環境の影響を受けたが、年休
取得率は現状を維持することができた。

今後、交通局ＯＢの減少が見込まれるこ
とや当社に在籍する交通局ＯＢ社員の
高齢化などにより、固有社員の技術継
承やノウハウ習得は難しくなると考えら
れる。そのため、交通局との人事交流の
活発化や外部専門機関、同業他社から
の技術習得を継続するほか、策定から
年数が経過している人材育成計画の見
直しを行う。
2021年度から、業務責任者受験資格者
に対する研修を新設するほか、ベテラン
固有社員から若手固有社員に指導する
など社内での技術継承も積極的に行う。

メーカー系保守会社の施設を
用いた研修を実施

外部専門機関による研修受講
率86％
（2018年４月から2020年３月ま
での実績）

・サテライトオフィス導入
・出先オフィスの集約化を実施

-
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団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

経営課題の解決に向
けた投資

投資計画を含めた新
たな剰余金処分方針
の策定

利益剰余金の処分方
針として、「経営課題
解決に向けた実施計
画」を策定

新型コロナウイルス感染症拡大による経営環境
悪化の中でも着実に必要な投資を行っていくた
め、優先度の高い項目（安全装備品、内部管理
事務効率化）から着手した。

有

今後も新型コロナウイルス感染症拡大による影
響を注視しつつ、優先度の高い項目から着手す
るなど、事業環境等の状況を踏まえ着実に実施
計画を進めていく。

事業の継続的改善へ
の取組

【本格実施】
・前年度までの検証
・指標再設定
・役員会における会
計区分ごとの評価
・必要に応じた事業
見直し

粗利率と経営指標の
評価と検証を実施

毎月の役員会において、設定した指標（粗利率
や人件費率、外注費率等）の値を評価し改善に
努めた。

・発電事業について収支両面での対策を行い、
令和３年度に収支均衡、第２期プラン計画期間
内の黒字化を目指す。

・新型コロナウイルス感染症など外部環境の変
化を踏まえ、事業ごとに設定した指標を評価し、
必要に応じて見直していくとともに、協力会社の
さらなる活用や保守管理の効率化などを通じ
て、事業の見直しにも引き続き取り組む。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

５区分に細分化した決
算の開示 発電事業については、人件費の削減な

ど経費の見直し等により収支を改善し
た。（R01年度▲1217万円→R02年度▲
405万円）
利益剰余金の処分方針として策定した
「経営課題解決に向けた実施計画」につ
いて、新型コロナウイルス感染症の拡大
など外部環境の変化に対応した見直し
を行い、優先度の高い項目から着実に
進めた。
今後も経営環境の変化に留意しながら、
必要な投資を着実に実施する。

・各事業区分の特徴を
踏まえた指標を設定
・保守管理体制の見
直しに向けた検討

　早期に会計区分を細分化することで、経年比較がすでに可能な状態で情報開示を行い、都民をはじめとするステークホルダ－に分かりやすく丁寧に経営の状況を伝える
責任を果たしている。
　社内においては、細分化した財務情報を基に指標を新たに設定した上で、適宜指標を用いて会計区分ごとに執行状況を評価し、継続的改善につなげる取組を行う。
　現在の会計区分（２区分）：駅務施設事業、技術事業　　今後の会計区分（５区分）：駅務施設事業、電気施設事業、車両・機械事業、土木・建築事業、発電事業

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　５つの事業区分に細分化した2019年度決算を開示した。また、各区分の粗利率を昨年度と比較するとともに、区分ごとの特徴を踏まえた財務指標を追加設定し
て毎月の役員会で確認し、必要に応じ事業の見直し等を行った。
　また、利益剰余金の処分方針として、「経営課題解決に向けた実施計画」を策定し、コロナ禍においても経営環境の変化に留意しながら必要な投資を着実に進
めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

分かりやすく丁寧な財務情報の開示と執行管理の継続的改善 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京交通サービス株式会社 評価年度：2020年度

事業分野ごとの財務情報の開示 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 5

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

・交通局への研修員派遣は前年度から引き続いている３名に加
え、2020年度期首から建築部門へ新たに社員を１名派遣し、ノウ
ハウの習得を図った。

交通局への行政実務研修員派遣や交通局と双方向の短期研修、
合同研修の実施などにより、交通局と連携した人材交流・技術移
転を進める。また、新規受託に向けたノウハウの習得にも努める。

・交通局から当社への技術移転を進めるため、駅務機器の更新や
昇降機設備の更新、電気・機械設備の工事監理など必要な分野
について、引き続き研修派遣を実施した。
・研修派遣で得たノウハウ（仕様書作成や契約発注業務、進行管
理等）は社内でフィードバックし、技術移転に取り組んだ。

工事監理や保守管理において、研修派遣を通じて当社では経験
できない交通局の業務を経験することにより、業務の全体像を理
解することにつながることから、今後も継続的に実施していく。
また、研修派遣によって得たノウハウ（仕様書作成や契約発注業
務、進行管理等）は社内で共有し、技術移転に取り組む。

組
織

電機設備工事監理課を設
置し、１９件の工事監理業
務を受託

更なる執行体制の拡
充

23件の工事監理業務
を受託し、それに伴
い課員を増員（２名）

受託案件数の増に対応した体制構築のため、都派遣社員の受け
入れを１名増員するとともに、固有社員を２名増員した。

今後、より専門性の高い工事監理業務を受注するため、都派遣社
員から固有社員への技術移転を着実に進めるとともに、受託業務
を着実に遂行するための体制を構築する。

前年度の行政実務研修員
１名と都派遣社員１名が
課に加わり、中心的に業
務を遂行

出向社員が社に復
帰。加えて交通局職
員が当社に派遣さ
れ、業務開始

前年度の行政実務研
修員１名と都派遣社
員が１名加わり、中
心的に業務を執行

課に在籍する固有社員１１名中３名が行政実務研修員を経験して
おり、都派遣社員３名とともに中心的役割を担っている。

行政実務研修を経験した社員や都派遣社員が業務の中心的役割
を担うとともに、課全体のスキルアップのため、積極的に技術移転
を進める。

新たな行政実務研修員を
交通局へ派遣し、ノウハウ
の提供を受ける

社員が交通局へ出向
し、ノウハウ提供を受
ける

土木部門の工事監理
業務の受託拡大

【５～６保守管理】
当社ノウハウを活用
し、円滑に実施

東京2020大会までに
重点的に整備する浅
草線ホームドア（４駅
を先行設置）や駅防
犯カメラ（重点整備箇
所へ設置完了）の保
守管理を開始

・浅草線ホームドアの
保守管理を円滑執行
・駅防犯カメラの保守
管理を円滑執行

新宿線や三田線などメーカーや型式の違うホームドアの保守管理
で培ったノウハウを生かして、浅草線についても事前準備を万全
に行い、円滑に保守管理を行った。
新規受託した駅防犯カメラの保守管理についても、円滑に実施し
た。

設置中の浅草線ホームドアについては、これまで他線で培ったノ
ウハウを生かし、着実に対応していく。また、ホームドアの保守管
理に限らず蓄積したノウハウをベースに様々な部門においても、
新規受託業務等を円滑に行えるようにしていく。

【１計画～３契約発
注】
当社から局へ出向
し、局の業務を経験

【４工事監理】
局職員と当社社員が
一体となった監理体
制の構築

人
材
交
流

行政実務研修員派遣
等の拡充

・新たに１名を交通局
への研修員として派
遣（建築部門）

・新たに１名を交通局
への研修員として派
遣（建築部門）

行政実務研修員派遣の継続

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・相互の人材交流に向けて都
と調整
・当社の研修に交通局若手社
員が参加し相互交流を開始

-

・電気・機械設備の工事監理業務の技術移転などの取組・経験を
参考に建築部門の工事監理業務の受託に向けたノウハウ習得や
体制構築を進めた。
・交通局の建築部門への派遣研修に加え、今年度からは日暮里・
舎人ライナーの大規模改修工事の監理業務を受託するなど土木
部門の工事監理業務の受託拡大に向けて取り組んだ。

これまで取り組んできた部門以外でも工事監理に限らず、新規受
託に向けたノウハウの習得や体制構築ができるよう、交通局への
行政実務研修員派遣や人事交流などの仕組みを活用できるよう
にする。また、建築部門については業務受託に向けた体制構築を
進める。

工事監理業務受託に伴い、交通局への
行政実務研修員派遣や人事交流、合同
研修など様々なアプローチで技術移転
を進めた。また、新たな業務受託に向け
ても、これらの仕組みを活用している。
今後も、築いてきた技術移転の仕組みを
活用し、社員の技術力向上を図り、局か
らの受託業務を円滑かつ適正に執行で
きる体制を整えていく。

・新宿線全駅のホームドアの
保守管理を受託
・三田線ホームドアの更新が３
駅で完了し、新たな機器の保
守管理を開始
・浅草線ホームドアの先行整
備４駅の保守管理を開始

　今後、駅大規模改良工事を中心に受注を拡大し、会社の成長の柱に育て上げることを目指す工事監理業務において、2018年度契約額と比較して倍増となる部門売上高３億円を目指す。このため、保守管理の経
験を積んできた人材を工事監理部門に移行させるとともに、新たなノウハウの獲得が求められることから、交通局と当社の双方にメリットがある戦略的な人材交流を行い、技術移転に向けた仕組みづくりを進展させ
る。

見直し ②

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　工事監理業務について、電気部門では電気、機械分野でそれぞれ経験を有する都派遣社員を受け入れると同時に、交通局への行政実務研修員派遣を継続的に実施し、相互に人材交流を図りながら
技術移転を進めた。土木部門でも工事監理業務の受託拡大に対応するため、技術力向上と体制構築を進めた。これらの人材交流を通じた技術移転により、業務を受注するための体制構築を進めたこ
とで、2020年度売上高は約３億２千万円となり、2018年度契約額（1億4千万円）を倍増する目標を達成した。なお、建築部門の新規受託に向けての取組として、2020年度から新たに社員1名を交通局へ
研修員として派遣した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

局と団体の技術ノウハウの共有化を通した円滑な「技術移転」の仕組みの構築 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京交通サービス株式会社 評価年度：2020年度

事業領域の拡大への対応 第２期プランとの関係
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戦　略 ⑤／ 5

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

新技術のリサーチ

交通局と連携した検
討の深度化及び設備
保守に関する交通局
への技術提案

・交通局との情報交
換会を実施
・ＩＣＴや防災等の展
示会で情報収集を実
施

・交通局と連携した検討深度化のため、当社で
検討している新技術を報告し、情報共有を図っ
た。また、試行導入中の新技術について、活用
状況や課題などを報告した。
・ＩＣＴや防災等の展示会において、最新の技術
動向の情報収集を行った。

有

鉄道軌道保守において活用が見込まれる新技
術について、鉄道業界や他の民間鉄道軌道保
守事業者の動向を踏まえながら、リサーチを
行っていく。また、交通局とは定期的に情報交
換を行い、新技術の導入・活用に向けて連携を
図る。

（実証実験に向け）
技術提案の募集

- - - -

実証実験 ２件実施

・ウェアラブルカメラを
試行導入
・現場作業支援アプリ
ケーションを導入

・ウェアラブルカメラについては、１部署に試行
導入し、障害時の現場と事務所間の情報共有
ツールや障害対応等を映像として記録するなど
人材育成ツールなどで活用が見込まれている。
・現場作業支援アプリケーションについては、４
部署に導入し、マニュアルや図面の電子化、事
務所と現場間の迅速な情報共有など業務の効
率化を図った。

ウェアラブルカメラについては、試行導入の中で
保守業務での活用のみならず安全性の向上、
教育・研修などでの活用範囲の拡大も見込まれ
ており、本格導入に向けた検証を引き続き行う。
また、導入した現場作業支援アプリケーションに
ついては、保守業務の効率化の検証や活用事
例を社内で水平展開するなど、さらなる活用方
法を検討する。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・技術系展示会で出展
企業と意見交換を実
施
・発電所建屋の点検に
ドローンを活用

保守分野に活用が見込まれる新技術は
近年、次々に登場しているが、鉄道業界
の特殊性や安全確保、法規などにより
実用化が難しい現状がある。一方、当社
の保守業務における課題解決や効率化
などを目的として、２件の新技術の実証
実験や導入を行った。
今後、保守業務に資する新技術のみな
らず、安全性の向上や人材育成など
様々なアプローチで実用化できる新技術
をリサーチし、導入に向けた検証を行っ
ていく。
また、新技術の試行や導入にあたって
は、今後外部コンサル等の意見も参考
にしつつ、試行段階から効果測定が可
能な指標の設定なども検討していく。

展示会出展企業１社
からの技術提案

現場作業支援アプリ
ケーションを活用した
実証実験に向けた検
討

　東京都の外郭団体として安全性の向上や業務の効率化を図ることを目的に新技術を積極的に取り入れることとし、交通局等と連携し実証実験を２件実施する。実証実験を
通して保守作業に係る安全性の向上や時間の短縮等、今後の課題解決に効果的なノウハウの獲得を目指す。

見直し ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

　安全性向上や業務の効率化などを目的とした新技術の実証実験を２件実施した。そのうち、現場作業支援アプリケーションは４部署に導入し、マニュアルや図
面の電子化、事務所と現場間の迅速な情報共有など業務の効率化を図った。また、ウェアラブルカメラは障害対応等を映像として記録するなど人材育成ツール
としての活用が見込まれており、１部署に試行導入した。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

新技術を活用した安全性向上・業務効率化への対応 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京交通サービス株式会社 評価年度：2020年度

保守管理業務の変革への対応 第２期プランとの関係
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団体名： 東京交通サービス株式会社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

戦略①：先を見据えた積極的な採用活動による人材の確保
　コロナ禍においても専門性の高い鉄道保守技術を身に付けた固有社員の早期育成の実現に向けて、入社時においても一定の専門性を身に着けた人材を確保する観点
から、鉄道系学科を有する専門学校との就職に向けた協力の取り付けや同一の職業訓練校から継続して社員の採用につなげるなど採用チャネルの維持・定着を通じて
優秀な人材の獲得への取組を着実に進めている。また、採用活動の複数回実施やリファラル採用の推進、さらには、2019年度から開始したメンター制度の改善等を通
じて、固有社員の育成・定着に向けた取組を進め、プラン策定時に掲げていた当初到達目標である社員定着率を1％上回る99％の実績を残しており、戦略への取組は
おおむね評価できる。今後も引き続き人材の確保・定着に向けた更なる取組に期待する。

戦略②：人財重視の経営（技術力向上と技術継承に向けた意識改革及び働き方改革を実行）
　社員の技術継承・技術力向上に資する取組として、メーカー系保守会社との情報交換や外部専門機関の研修への受講奨励等や受託実績のない建築分野への進出に向
けた局への派遣研修を拡大するとともに、業務責任者の取得奨励に努めた結果、前年度に比べ取得者総数を18名増やすなど、技術力の向上に向けた取組を進めてい
る。さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大状況等を踏まえ、一部業務でテレワークを実施するなど労働環境の変化に迅速に対応した。コロナ禍による出勤抑制や
一時的な業務量増の影響を受けながらも、年次有給休暇取得率は策定当初の水準83％を維持しており、戦略への取組はおおむね評価できる。

戦略③：分かりやすく丁寧な財務情報の開示と執行管理の継続的改善
　５つに細分化した会計区分の財務情報をもとに経費構造分析を進め、一部の業務で作業内容の見直しを進めるなど事業の継続的な改善への取組が進められている。
また、近年赤字が続いている発電事業については、人件費の削減など経費の見直し等により、前年度に比べ約800万円収支を改善した。また、経営目標評価委員会や
財政援助等団体監査において求められていた経営課題の解決や将来に向けた利益剰余金の処分と活用について、「経営課題解決に向けた実施計画」を策定するととも
に、安全な作業環境の構築や新技術の活用など、会社の経営課題に即した重要度・優先度の高い項目への投資を進めるなど戦略への取組はおおむね評価できる。

戦略④：局と団体の技術ノウハウの共有化を通した円滑な「技術移転」の仕組みの構築
　工事監理業務について、新たに土木部門の受託拡大に取り組むとともに電気設備部門では技術継承を一層加速させながら前年を上回る工事件数を受託しており、
「技術移転」の仕組みの構築を着実に進めつつ、2020年度売上高は約３億２千万円となり、当初契約額（1億4千万円）を倍増する目標を達成したことは評価できる。
今後は、既存分野における受託拡大に加え、こうした仕組みを活用しながら未領域である建築部門の工事監理業務を受託するための体制整備に向けた取組を期待す
る。

戦略⑤：新技術を活用した安全性向上・業務効率化への対応
　安全性の向上や業務の効率化を図ることを目的とした新技術の導入に向けて、一部事業所へのウエアラブルカメラの試行や現場作業支援アプリケーションの導入を
進めるなど着実に取り組みを進めていることについては評価できる。今後は、急速に進展する新技術の動向を注視しつつ、局と連携を図りながら新技術の更なる活用
を進めてていくとともに、作業工程や作業内容を定量化し、評価するための指標の検討を外部有識者の意見を取り入れながら行うなど生産性の向上に向けた取組を進
めていくことを期待する。
　
全体評価：
　団体では、コロナ禍による勤務シフトへの影響や衛生管理の徹底による業務量増の影響を受けながらも、人材の確保・育成につながる取組を着実に実施している。
あわせて、団体の成長の柱に育て上げることを目指している工事監理業務について、計画期間中に技術移転の仕組みを構築するとともに、新たな技術分野への進出に
必要な体制の準備を進めている。また、局と連携を図りながら新技術の活用に向けて実証実験を実施するなど局が目指す団体の将来像である「交通事業の総合的な保
守管理を担うリーディングカンパニー」の実現へ向けた取組が適切に行われていると評価できる。
　局としても、団体が新たに掲げる戦略や局が目指す団体の実現に向け、経営環境が変化する状況においても、新たな経営改革プランに掲げた戦略への取組が図られ
るよう引き続き指導・助言を行っていく。
　今後も、団体が都営交通の安全・安定輸送を支えることはもとより、経営改革プランに掲げた取組を推進し、都営交通の発展に貢献することを期待する。
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戦　略① ／7

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

T
S
S

・東京水道（株）の経営理念、ＣＩ等を
決定
・東京水道（株）の単年度の事業計
画である「2020年度事業計画（仮
称）」の素案を作成
・東京水道（株）の自主事業展開に
ついて検討
・２社のシナジーの発揮に向けて、
問い合わせのワンストップ化への体
制を検討・整備
・東京水道（株）の社外取締役（監査
等委員）を選任
・会社の中核人材を育成するため、
事務系社員を新たに１名派遣
・東京水道（株）の企業統治に関す
る基本方針、内部統制に関する基
本方針、コンプライアンスに関する
基本方針及び関連規程類を策定
・（株）ＰＵＣと合併契約を締結

P
U
C

・東京水道（株）の経営理念、ＣＩ等を
決定
・東京水道（株）の単年度の事業計
画である「2020年度事業計画（仮
称）」の素案を作成
・東京水道（株）の自主事業展開に
ついて検討
・２社のシナジーの発揮に向けて、
問い合わせのワンストップ化への体
制を検討・整備
・東京水道（株）の社外取締役（監査
等委員）を選任
・会社の中核人材を育成するため、
多摩地区の業務指導担当部署に新
たに１名派遣
・東京水道（株）の企業統治に関す
る基本方針、内部統制に関する基
本方針、コンプライアンスに関する
基本方針及び関連規程類を策定
・ＴＳＳ（株）と合併契約を締結

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

政策連携団体２社の
統合、体制の強化及
び統合後の着実な組

織運営

・東京水道(株)の経
営改革プラン、2020
年度の事業計画に基
づく取組の実施（窓口
のワンストップ化等の
新たなお客さまサー
ビスの展開、水道局
への研修派遣の充実
等）

・中期経営計画を策
定

・統合に伴い変更とな
る各種制度の着実な
運用

・多摩地区サービスステーショ
ン窓口のワンストップ化を実
施

・お客さまセンターに技術系社
員を複数配置し、技術系問合
せへの対応体制を強化

・局への研修派遣を１名追加
（局コンプライアンス所管部
署）

・取締役会の機能、実効性を
確保し、監査等委員会（社外
取締役）が経営や事業執行の
状況について常時監視、ま
た、取締役会の実効性評価
の取組を開始

・DX推進検討委員会を設置
し、現場業務等におけるICT
活用を検討

・水道局の「東京水道経営プ
ラン2021」などを踏まえた中期
経営計画を、取締役会にて暫
定決議

・e-ラーニングによる定例研
修により、7科目の研修を実施
・個人情報保護マネジメントシ
ステム（PMS）を全部署で確立
・契約管理システムなど事務
系システムを改修・統合する
とともに、手引きやマニュアル
などを整備

・事業者が別フロアの料金徴収窓口に行かなく
ても、給水装置工事等に係る手数料支払い等
ができるよう、給水装置窓口に機器と人員を配
置

・技術系社員の意見を踏まえながらオペレー
ターの問い合わせ対応可能範囲を段階的に拡
大

・社の中核人材を育成するため、水道局主要部
署への派遣研修を2019年度の８人から、2020年
度は９人に増加

・取締役会等で適時適切な議題を設定し、随時
開催するとともに、社外取締役による外部の視
点を参考にする等、多面的な観点から活発な意
見交換を実施
・企業統治に関する基本方針に基づく取締役会
の実効性評価の取組として、各取締役の自己
評価を基に取締役会でディスカッションを実施

・令和２年11月に設置

・水道局の「東京水道長期戦略構想2020」と「東
京水道経営プラン 2021」を踏まえた上で、セグメ
ントごとの強み弱みの分析や目指すべき姿、課
題、対応策について記載

・コンプライアンス、ＩＳＭＳ、ＰＭＳ、ＱＭＳ、ＢＣ
Ｐ、人権・ハラスメント防止、コーポレートガバナ
ンスの7科目について、定例研修により統合後
の新たな制度を社員へ浸透
・水道料金徴収業務の受注に必要なＰＭＳを全
社で確立
・会計システムなど統合可能なシステムから順
次統合し、運用開始

・社内ＰＴにおいて、給水装置業務と営業所業務
について、一体的に案内可能な総合窓口の設
置に向け、水道局と調整

・引き続き、技術系社員の意見を踏まえながら
オペレーターの育成を推進し、対応範囲を拡大

・引き続き、水道局への派遣研修を順次拡大
（2021年度は10人派遣）

・取締役会の実効性評価に基づき改善策を実
施

・タブレットの本格導入に向け試行拡大する等、
引き続きＤＸ推進検討委員会において、ICTの積
極的な活用策や導入を検討

・2021年４月の取締役会で決議後、策定した中
期経営計画に基づき、事業を着実に推進

・各制度の習熟度向上のため、定例研修等を定
期的に実施
・改修した契約管理システムの操作方法に関し
契約担当者へのフォローや説明会の実施。ＰＭ
Ｓの適切な運用に向け、ＰＭＳ委員会の開催や
内部監査の実施等を通じて適切に運用

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

【政策連携団体２社の統合、体制
の強化及び統合後の着実な組織
運営】
・2020年度の事業計画に基づく取
組の推進や中期経営計画を取り
まとめ、 課題解決に向けた方向性
の明確化・共有化を図るとともに、
社の重要な意思決定に、社外取
締役（監査等委員）等の外部の視
点を反映させ、また取締役会の実
効性評価の取組を進める等、ガバ
ナンスの強化とコンプライアンスの
徹底を推進

・水道局と連携しながら団体のガバナンス・コンプライアンスを強化
・技術系と営業系の一体化による営業活動の強化、新たなお客さまサービスを展開
・団体の中核人材を育成するため、水道局への派遣研修を推進
・統合により、より一層業務の効率化を図るため、ＡＩを含めたＩＴ適用業務の具体的な検討の実施 見直し ①②③④

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・各個別取組事項の2020年度計画、３年後（2020年度）の到達目標を全て達成

統合による経営基盤の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
東京水道株式会社 評価年度：2020年度

水道業務を包括的に担うことのできる体制の構築 第２期プランとの関係
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コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

営業活動の強化

・営業系業務と技術
系業務の一体的な営
業活動の実施

・営業力強化に向け
た体制の構築

・営業販路や受注機
会の拡大に向けた営
業手法の検討

・自主事業の営業担当に営業
系社員と技術系社員を配置
し、一体的な営業活動を実施

・営業担当の人的基盤を強化
・営業担当者に水道関係業務
の知識習得機会を付与

・地方水道事業体に対する受
注機会の拡大に向け、民間企
業と協業する手法を確立

・カスタマーサービス（ＣＳ）系社員と技術系社員
とがお互いの業務内容や所管システムの相互
理解を深めることで、一体的な営業活動を推進

・水道事業体向け営業力強化の取組として、営
業担当者がサービスステーションの新入社員教
育研修へ参加し、業務知識を習得

・営業対象の水道事業体と従前から信頼関係を
構築できている民間企業の優位性を活用するこ
とで、販路及び受注機会の拡大を実施

・両者の配置を引き続き推進

・ＣＳ系と技術系の営業担当者が一体的に活動
することにより、技術系の業務知識、営業スキ
ルをＣＳ系の営業担当者へ伝承し、営業力を強
化

・民間企業との協業による販路拡大を継続

T
S
S

・新会社発足に関わるシステム統合
スケジュールを作成
・ＲＰＡの試行・導入の検討を実施

P
U
C

・新会社発足に関わるシステム統合
スケジュールを作成
・ＲＰＡの試行・導入検討を実施

【営業活動の強化】
・営業系、技術系の一体的な営業
活動を可能にする環境を整備する
とともに、受注機会拡大のための
新たな手法を確立、実際に新規受
注を獲得

【AIを含めたIT活用の推進】
・事務系２システムについては統
合が完了し、適切な社内連携によ
り着実に運用
・一方、2020年度内に統合できな
かった一部の事務系システムにつ
いては、2021年度中の稼働を目指
して改修を継続
・RPAの活用をはじめ、データマイ
ニング手法の導入に向けた検討を
着実に進展させるなど、ITの活用
を推進

・東京水道（株）の自主事業展開につい
て検討

ＡＩを含めたＩＴ活用の
推進

・業務効率の向上へ
向けた既存システム
の統合

・ＲＰＡの導入に向け
た検討・実施及びＡＩ
等活用業務の検討

・データマイニング手
法導入に向けた更な
る検討

・会計システム、契約管理シ
ステムを統合
・人事、給与、勤怠管理システ
ムについては2021年度中の
統合に向けてシステム改修を
継続

・多摩地区の拠点給水要員の
選出にRPAを活用

・漏水地点予測に当該手法を
導入することを目指し、必要
な検討をDX推進検討委員会
などにおいて実施

・主管部署とシステム部門の連携により作業を
進めるとともに、各システム間の連携についても
並行して検討

・会社統合に伴う社員の増加を受け、自動化に
より効率化が可能な作業を選定し拠点給水要
員候補者の選出及び要員選出に係る人事異動
情報の更新にRPAを活用

・管路管理部門で保有しているデータの種類、
保存状況、活用の可能性等について調査の開
始を決定

・各種規程の整備状況に合わせ、事務系システ
ムの統合を推進

・各事業における定型事務作業等からRPA化可
能な作業を更に洗い出し、試行を実施

・漏水修理情報等を活用した「漏水地点予測
データマイニングシステム（仮）」の構築及びそ
の効果検証
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戦　略②／7

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

T
S
S

【コンプライアンス推進会議を活用した抜本的改
善】
・コンプライアンス推進会議の構成員・議題を抜
本的に改善
・定例のコンプライアンス推進会議を４回実施す
ることに加え、臨時コンプライアンス推進会議を
３回開催

P
U
C

【コンプライアンス推進委員会の設置・活用によ
る取組の推進】
・コンプライアンス推進委員会を４回実施（６月、
７月、10月、２月）
・「コンプライアンス行動計画」及び「各団体にお
ける汚職等防止策の概要」に関する進行管理
の実施
・社員アンケート結果の分析及び課題の共有
（第２回、第３回）
・次年度新会社のコンプライアンス年間行動計
画を策定

T
S
S

【コンプライアンス・接遇研修の充実】
・2018年度の特別監察による指摘事項の改善を
徹底するため、コンプライアンス特別研修におい
て具体的違反事例を追加。コンプライアンス推
進月間（９月）においても具体的違反事例につ
いて職場討議を実施
・部長級社員以下全社員を対象に悉皆の接遇
研修を実施
・管理職等を対象とするコンプライアンス研修を
実施

P
U
C

【コンプライアンス推進のための個別取組の強
化】
・外部相談窓口の設置（８月）
・内部統制に関する基本方針、リスク管理基本
方針等の策定（９月）
・リスクの洗い出しを行い、リスク管理行動計画
の取りまとめ（３月）
・コンプライアンスセルフチェックを11月に実施
・管理職を対象としたコンプライアンス研修の実
施（10月、11月）

【コンプライアンス推進委員会の設
置・活用による取組の推進】
・コンプライアンス推進委員会を計
画通り開催し、2020年度コンプラ
イアンス年間行動計画の進行管
理を行うとともに、2021年度年間
行動計画を策定

【コンプライ アンス推進のための
個別取組の強化】
・個別取組を更に強化し、コンプラ
イアンス意識の向上、職場風土へ
の定着に向けた取組が進展
・道路占用許可申請の不適正処
理を受け、取り組むべき14項目の
改善策を定めて実施し、再発防止
を徹底

コンプライアンス推進体制の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
東京水道株式会社 評価年度：2020年度

コンプライアンス意識の向上 第２期プランとの関係

・コンプライアンス推進への取組を一層強化し、社員一人ひとりのコンプライアンス意識の更なる向上、職場風土の定着を図る。

見直し ④

団体自己評価

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・各個別取組事項の2020年度計画は全て達成したものの、３年後（2020年度）の到達目標については、道路占用許可申請の不適正処理が発覚するなど、コンプライアンス推進体制の強化は道半
ば
・全社を挙げて本事案の原因分析を行い、緊急に取り組むべき14項目の再発防止策を取りまとめ、再発防止策の取組を徹底的に実施

・職種別での新入社員研修について、研修資料
の更なる改善・追加を検討

・継続して実施

・事例研究を採り入れたワークショップ形式の研
修やショートミーティング等を引き続き実施
・14項目の改善策に加え、進捗管理を徹底する
ため、工事監督事務支援システムを導入し、展
開予定

・2020年度の意識調査を踏まえた改善策の検
討・実施
・コンプライアンスに関する全社員意識調査を継
続実施

コロナ
影響

対応方針

コンプライアンス推進
委員会の設置・活用
による取組の推進

・コンプライアンス推
進委員会を４回実施

・水道局コンプライア
ンス推進会議及び有
識者委員会の提言等
を踏まえた改善の検
討

・2021年度のコンプラ
イアンス年間行動計
画改訂

・コンプライアンス推進委員
会を４回実施

・提言を踏まえ、リスク管理
行動計画の運用を見直し

・道路占用許可申請の不適
正処理などを踏まえた年間
行動計画を策定

・コンプライアンス年間行動計画の進捗状況や
不適正事案について報告

・リスク管理行動計画を有識者委員会の提言を
踏まえ、リスク管理だけでなく業務改善も考慮し
て運用（運用状況の点検を年４回実施）

・年間行動計画に基づき実施する定例研修にお
いて、社の役割や社会的意義に関する内容等
を追加

・コンプライアンス推進委員会を開催（年４回）す
るとともに、必要に応じて追加で随時開催
・コンプライアンスに係る経営上の課題について
は、リスク管理委員会でも引き続き対策を検討

・リスク管理行動計画の説明会を開催し、運用
方法の周知や、設定されたリスクの見直しの指
示等を実施
・各本部でリスクに対する対応策の履行状況の
モニタリングを実施

・2021年度コンプライアンス年間行動計画に基
づき、コンプライアンス向上に向けた各種取組を
実施

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コンプライ アンス推
進のための個別取組
の強化

・ 2019年度の研修等
の結果を踏まえ、改
善策を実施

・新入社員研修にワーク
ショップ形式を取り入れるな
ど、内容を充実

・職場討議やコンプライアン
ス通信の発行、内部通報窓
口の普及活動などを実施

・道路占用許可申請の不適
正処理を受け、ワークショッ
プ型研修を全12回実施（計
397名が参加）するととも
に、各種申請等手続きに関
するフローと確認方法を見
直し、14項目の改善策を定
めて実施

・コンプライアンスに関する
全社員意識調査を実施

・道路占用許可申請の不適正処理を受け、具体
的な事例に基づき自ら考え必要な事項を学ぶ
ワークショップ形式の研修を10月に実施

・職場討議では、不適正が起きない仕組みを
テーマに具体的な事例を用いて討議。コンプラ
イアンス通信は社員にコンプライアンスへの意
識向上を訴求するため、具体的な事例を用い興
味を引く等工夫して発信、外部相談窓口につい
ても周知

・不適正処理の原因を分析するにあたり、不正
のトライアングル理論の観点から、個人的側面
と組織的側面に分類し、再発防止策に向けた課
題を抽出
・14項目の改善策は、事故の原因及び背景とし
て分析した各要因に対応する形で実施。進捗状
況は局に定期報告

・客観性を担保するため、外部機関へ調査を依
頼し、コンプライアンスの礎となるエンゲージメン
トや会社に即した設問を設けて、社員の意識を
深く把握・分析
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団体自己評価
コロナ
影響

対応方針個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

T
S
S

【契約監視委員会（仮称）による入札状況調査
の実施】
・委員会を年間４回開催（８、９、12、１月）し、
2018年度を対象とした当初予定の調査のほか、
2019年度の入札結果に関する特別調査(２回)を
実施した。
・特別調査のための業者ヒアリングを実施
・委員会での指摘を踏まえた、公募方法等の改
善

P
U
C

【委員会による入札状況調査の実施】
・契約事務改善推進委員会を４回実施し（４月、
５月、７月、11月）、財政援助団体等監査等の改
善指摘に対する措置の検討及び契約事務に関
する抜本的な改善への取組を実施

T
S
S

・水道局と監査業務について意見交換を行うな
ど、内部監査対応力を強化
・2019年度内部監査結果報告書における指摘
事項等を踏まえた 2020年度研修計画の策定

P
U
C

・局及びＴＳＳ（株）との監査業務に関する情報
共有等、内部監査対応力を強化
・2019年度内部監査結果報告書における指摘
事項等を踏まえた 2020年度研修計画の策定

【契約監視委員会（仮称）による入
札状況調査の実施】
・入札結果の調査・分析を実施し、
社の契約制度の改善点を把握

【内部監査の強化】
・水道局との情報共有や都OB等
社員からのノウハウ引継ぎを実施
するとともに、内部監査の結果等
を監査等委員会へ報告し、助言等
を得て実査・監査へ反映すること
で内部監査機能を強化

・水道局と財政援助団体等監査や定例監査等
について情報共有するとともに、他企業等の指
摘事例なども収集
・内部監査対応力強化のため、引き続きスキ
ル・ノウハウを継承

・2021年度研修計画を策定するとともに、研修
資料へ指摘事項を反映。また、指摘業務の総括
部署による改善策の周知等を検討

・年度当初から監査等委員と意見交換を実施し
て2021年度監査計画を策定

・継続して年2回の契約監視委員会を開催

・取りまとめた改善策に基づく取組を検討

契約監視委員会（仮
称）による入札状況
調査の実施

・契約監視に関する
委員会を設置

・入札契約結果の調
査、分析を実施

・契約監視委員会を２回実
施し、契約行為の公正性・
透明性を確認

・2019年度契約結果を分析
し、改善策を取りまとめ
・管路系の再委託案件につ
いて、入札参加業者８社へ
ヒアリングを実施

・契約監視委員会の委員に外部の有識者を加
え、体制を強化

・競争性確保に向け、定例調査として、昨年度
に締結した契約の中から高落札率の案件等を
対象に、原因の調査・分析を実施
・2019年度東京水道サービス株式会社で導入し
た入札制度の改善策の効果や社の契約制度の
改善点を確認

内部監査の強化

・引き続き、水道局と
の情報共有等、内部
監査対応力の強化

・2020 年度内部監査
結果報告書における
指摘事項等を踏まえ
た2021 年度研修計
画の策定

・監査計画の策定・監
査結果の報告に監査
等委員会が関与

・水道局と情報共有を図る
とともに、スキル・ノウハウ
を都OB等社員から固有社
員へ継承するための体制
を整備

・随時監査67か所、予告監
査17か所の内部監査を実
施し、その結果を踏まえた
2021年度研修実施計画
（案）を策定

・監査計画を策定して監査
を実施
・実査開始以降、監査等委
員会との意見交換を毎月
実施し、その後の実査や監
査結果報告に反映

・円滑な外部監査対応や内部監査の参考とする
ため、水道局と財政援助団体等監査や定例監
査等について情報共有
・監査業務に精通した都OB等社員を配置し、固
有社員を指導・育成

・情報処理端末の利用や勤怠管理に関する指
摘等を考慮して2021年度研修実施計画策定や
研修資料等を検討

・監査等委員会の承認のもと2020年度内部監査
計画を策定
・進行状況を監査等委員会に報告するとともに
助言等を受け、実査・監査結果報告に反映
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戦　略③ ／ 7

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

キャリアアップに向け
た取組の充実

T
S
S

・2018年度に計画した内容を充実
化するとともに、キャリアアップ研
修を４職層に対して、４回実施

・適切な配置管理を実施するた
め、技術系人事異動方針を策定
・固有社員のキャリアプラン構築
を目的として職場体験研修を試
行
・自己啓発支援対象の整理を実
施

・拡充後の研修を年４回以上
実施

・自己啓発の支援の内容精
査、適用範囲の拡大検討、実
施

・新型コロナウイルス感染症の
感染拡大を受け、重要な節目
の研修を優先し、２回実施

・自己啓発支援制度を再構築
し、適用範囲を拡大

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏ま
え、開催時期及び分散開催に配慮しつつ、特に
重要な節目の研修を優先

・統合に合わせ、旧TSSと旧PUCの制度をベー
スに新会社としての制度に再構築したことによ
り、両会社分の適用範囲が拡大 有

・緊急事態宣言等の情勢を考慮し、３密を避け
つつ開催の拡大を検討。職層別研修を重点的
に実施し、講義形式などコロナ対策ができるも
のについて開催を検討

・再構築した資格取得支援実施要綱及び通信
教育受講支援実施要綱に沿って運用し、毎年、
募集資格・講座の選定を行い、より有効な運用
を推進

固有社員の積極的登
用

T
S
S

・効果的なＯＪＴ及び技術継承を
推進するため、2019年10月にＯＪ
Ｔ施設を竣工
・企画部署にプロパー社員２名の
配置を実施
・固有社員の部長職昇任選考を
新たに規定
・課長職昇任選考を見直し、固有
社員の初めての管理職への登用
を確保

・ＯＪＴ改善策の検証

・積極的配置の結果を踏まえ
た検証

・引き続き、統合事務に関与し
た社員を関連枢要部署に配
置し、統合プロジェクトを始期
から終期までを経験

・固有社員を統合前よりも早
期に上位職層に登用する昇
任制度の適切な運用

・検証の結果、OJT計画書など
の各種様式の改善を決定

・結果検証を行い、2021年度以
降の異動に活用

・関連枢要部署に配置し、PMI
業務（会社統合後の組織体制
構築）に従事

・昇任制度の一部を改善し、運
用

・社員のスキル向上を図るため、より実践的なＯ
ＪＴとなるよう、社のOJT指針に基づき作成する
OJT計画書などの各種様式の項目を検証

・プロパー社員の積極的配置を行った配属先の
管理職にヒアリングを実施し、その結果を検証

・社員の政策形成能力や責任感を向上させるた
め、会社統合により発生する人事事務などの業
務に従事

・課長代理及び専任社員の昇任試験受験要件
である在級年数を短縮

・OJTについては、各本部と調整し、より実践的
な運用を推進

・検証結果を踏まえたプロパー社員の適切な配
置管理を継続

・社員の統合事務の経験を活かした配置を実施

・昇任試験については、引き続き社員のモチ
ベーションを向上させるとともに、公正・公平感
のある制度運用を実施

新たな人材確保制度
（ジョブリターン・リファ
ラル採用・キャリア活
用採用）の定着

T
S
S

・導入した再採用制度の定着に
向け、再採用者及びその所属長
の意見聴取を行い分析を実施
・中途採用の通年化、キャリア活
用採用制度やリファラル採用制
度の構築
・就職氷河期世代を対象に含ん
だ中途採用の実施

・分析を踏まえた再採用制度
の改善
・再採用者の追跡調査

・中途採用者、キャリア活用
採用者、リファラル採用者、紹
介者からの意見聴取

・再採用制度の改善に向けた
検証を実施
・再採用者等の追跡調査、意
見聴取を実施

・中途採用者を対象にアンケー
ト調査を実施し、求人内容や募
集チャネルなど効果的なアプ
ローチ方法を検討

・現行の再採用制度に基づき１名採用
・追跡調査等の結果、配属先を考慮することで
人間関係の構築やスキルを活かして即戦力とし
て期待できると分析

・中途採用社員216名を対象にアンケート調査を
実施

・引き続き再採用制度の改善について検討を進
めるとともに、再採用、リファラル採用及びキャリ
ア活用採用などの各制度による採用を強化

・中途採用者へのアンケート結果を分析し、求
人内容や掲載媒体選定時の参考資料として利
用

固有社員の積極的な登用と一層の定着及び安定的かつ効率的な事業運営体制の整備 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
東京水道株式会社 評価年度：2020年度

業務運営の中核を担う固有社員の育成・強化 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・各個別取組事項の2020年度計画はおおむね達成
・技術系固有社員に占める女性比率は、2021年４月１日時点で13.5％で目標は未達成
・一方で、2020年度の到達目標については、多摩地区サービスステーションの営業系の社員に占める専任社員比率は、2021年４月１日時点で50.6％で目標を達成

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・2021 年4 月1 日時点における技術系の固有社員に占める女性比率を18%以上とする。
〔2019 年4 月1 日：15.4%（128 人/833 人）〕
・多摩地区サービスステーションの事業運営の効率化と安定運営のため、水道料金徴収業務を専門に行う地域を限定した専任社員の人員の確保・育成を図り、持続可能で責任ある事業運営体制を整え
る必要がある。このため、専任社員の配置拡大を図っていく。
　包括的にお客さま窓口業務等を受託している多摩地域を対象に、2021 年4 月1 日時点における営業系の社員に占める専任社員比率を33％以上とする。
〔2017 年：19.2％（43 人/223 人）、2018 年：25.3％（58 人/229 人）、2019 年：32.6％（77 人/236 人）〕 （2026年目標：60％）※各年4 月1 日

見直し ④

【キャリアアップに向けた取組の充
実】
・自己啓発支援制度を再構築し、
キャリアアップに向けた取組を充実
させたが、拡充後の研修は計画を
達成できず

【固有社員の積極的登用】
・管理本部内枢要部署に固有社員
を配置するとともに、昇任制度の一
部改善により早期昇任への門戸を
開放

【新たな人材確保制度（ジョブリター
ン・リファラル採用・キャリア活用採
用）の定着】
・再採用制度については改善検討を
継続し、再採用者への意見聴取、中
途採用者へのアンケートなど、新た
な人材確保制度の定着に向けた取
組を実施
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個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

女性活躍の発信
T
S
S

・自社ＨＰを閲覧した応募者等か
ら意見聴取を行い、ＨＰの改善を
検討
・９月にくるみん認定を取得し、自
社ＨＰや名刺に活用し、ダイバー
シティを推進

・サイト掲載情報の随時更新

・東京水道(株)において、再度
くるみん認定の取得への取組
を推進

・女性活躍推進行動計画をHP
に掲載

・超過勤務実績等を一部社内
公開するなどの取組を推進

・掲載する情報を整理し、内容を十分精査のう
えHPへ掲載

・くるみん認定の取得に向けた課題となっている
超過勤務の縮減に向けて、超過勤務の実態等
について情報を共有

・女性社員の比率向上のため、引き続き女性社
員の活躍を推進する当社の取組をサイト掲載等
により情報発信

・くるみんの取得に向け、全社的に超過勤務縮
減などの就労環境の整備を推進

若手社員のモチベー
ション向上

T
S
S

・幹部による18か所の事業所訪
問を実施
・若手社員の自主性を引き出し、
モチベーション向上のため、若手
社員発想ＰＴを開催

・若手社員の意見検討、反映 ・社長による事業所訪問（区部
43か所、多摩45か所）において
若手社員から受けた要望につ
いて検討し、その対応を社内周
知

・若手発想PTを設置し、報告会
を開催

・ICT活用ニーズ発掘部会にお
いて、若手社員の意見を集約

・意見・要望には可能な限り対応・反映するよう
に努め、現場の現状や社員の要望、その対応
状況等を共有

・会社統合により、組織としての総合力を発揮し
ていくため、社内横断的な若手社員による若手
発想ＰＴを設置し、「若手社員の定着及び早期
戦力化」をテーマに検討を行い、報告会で社へ
提言

・現場業務に従事し、柔軟な発想を有する若手
からの聞き取り調査等を実施

・引き続き経営層による事業所訪問を検討

・若手発想PTの検討内容について、チューター
等によるアドバイスを実施

・若手社員からの意見・提案内容を精査し、担
当部署を決定、検討を指示

専任社員比率の拡大
P
U
C

2020年４月１日時点の多摩地区
ＳＳの専任社員比率：約46.5％
（121名/260名）
・学校訪問46校実施
・職場見学会のべ22か所39人実
施
・ＯＪＴ評価シートの効果検証作業
実施、新会社版のＯＪＴシートの
作成

・訪問対象地域の拡大等更な
る効果的な対応策の検討・実
施

・高校生向けパンフレットの新
規発行、都立高校を対象とし
て配布開始

・対象地域を拡大し、求人票の
送付校を新たに87校追加

・高校生向けパンフレットは発
行に至っていないため、代替措
置として新たな会社案内パンフ
レットを職場見学実施時に配布

・高校への求人票の送付拡大や職場見学会希
望者の随時対応を行い、見学会参加人数は
2019年度並みを確保

・高校生向けパンフレットは内容に更なる検討が
必要であるため、当面は、職場の雰囲気や業務
内容が分かりやすい会社案内パンフレットを活
用

　

・訪問による採用活動は引き続き難しい状況で
あるため、現場OB、OGによるWEB面会等を積
極的に行い採用活動を強化

・職場の雰囲気などが伝わる採用動画を作成予
定

水道局への派遣研修
の実施

P
U
C

・３人派遣
・研修修了者を本社に配置

・順次派遣社員数の拡大を検
討

・2020年度には局コンプライア
ンス所管部署への派遣を１名
追加
・2021年度には局の予算、決
算などの所管部署への派遣を
新たに合意

・研修派遣を通じた社内コンプライアンス強化の
ため、水道局の同所管部署への派遣を追加
・更なる派遣社員数の拡大に向け、水道局と調
整

・新たな派遣先として水道局枢要部署への派遣
を要望

【女性活躍の発信】
・くるみん取得の課題となっている超
過勤務縮減に向けた取組を検討し、
着実に実施するなど、女性が活躍
できる職場環境を整備

【若手社員のモチベーション向上】
・若手社員の意見を会社経営に取り
入れるチャネルを複数設定し、実際
に事業運営に反映させることがで
き、若手社員のモチベーションの向
上に寄与

【専任社員比率の拡大】
・WEBを活用した企業説明会など、
コロナ禍においても積極的に採用活
動を実施することにより、専任社員
比率拡大の目標を達成

【水道局への派遣研修の実施】
・水道局の枢要部署への研修派遣
に合意し、業務運営の中核を担う固
有社員の育成に寄与
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団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

T
S
S

・原価管理の費用構造等の分析・検
証結果を踏まえた営業活動の展開
・新たなニーズに対応するための国
内事業戦略方針の策定検討
・情報公開の継続実施

P
U
C

・新会計システムを2019年度分から
本番運用開始
・事務改善による収支見込精度及
び作業効率の向上
・（株）PUCのシステムの継続運用を
決定
・採算管理の新たな課題を抽出
・セグメント別収支状況を社のＨＰで
公開
・モデルケースとしている自主事業
案件が第２期に入り、売上が増加
・モデル案件収支
　　　（57,631千円）

T
S
S

・取締役会の機能強化
・取締役会を計17回実施
・有識者をアドバイザーとして委嘱
・プロジェクト別原価管理を議題とし
た水道局との会議を１回実施
・取締役会の実効性評価を実施

P
U
C

・取締役会においてプロジェクト別
の評価について意見交換を実施
・取締役会を毎月実施し、収支状況
を報告する環境を整備
・運営会議に資料を提出し情報共有
を図った。

プロジェクト別採算管理を活用した事業管理体制の構築及び収支改善策の実施 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
東京水道株式会社 評価年度：2020年度

より精緻な収支管理の必要性 第２期プランとの関係

・役員が事業進捗状況やプロジェクト別の採算管理に積極的に関与し、それぞれの課題を把握し、改善への取組を促進する管理体制を構築する。
・プロジェクト別採算管理を基にした収支構造分析を行い、課題を抽出するとともに改善策を実施し、個々のプロジェクトの収支改善を目指す。
・技術系業務における国内自主事業の黒字化〔2016 年度：▲41 百万円、2017 年度：▲４百万円、2018 年度：１百万円、2019 年度：５百万円〕
・初めて東京都以外の自治体を契約対象とした営業系及びＩＴ系の受託案件について、平成28 年度決算時点で収支がとれていない状況であるため、採算管理を徹底し、2020 年度までに黒字化を実現す
る。これをもって今後の自主事業の展開・運用のモデルとする。〔2016 年度：▲31 百万円、2017 年度：▲23 百万円、2018 年度：▲23 百万円、2019 年度：58 百万円〕 見直し ④

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・各個別取組事項の2020年度計画を全て達成
・３年後（2020年度）の到達目標については、新型コロナの影響を受けた１項目（技術系業務における国内自主事業の黒字化）を除いて目標を達成

・取締役会等におけるプロジェクト別の評価、収
支改善策などについての議論を引き続き実施

・今後も継続して取締役会における四半期報告
を実施し、財政基盤の強化を目的とした取組を
実施

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

プロジェクト別採算管
理を基にした費用分
析及び改善

・プロジェクト別採算管理の実
施

・プロジェクト別の評価・検証
及び改善策の検討

・効率的な採算管理を目指し
たシステムの検証・改善

・情報公開の継続実施

・自主事業における重要プロ
ジェクトについて計画値を確
認・分析するなど、プロジェク
ト別採算管理を実施

・評価・検証の結果を踏まえた
執行体制に見直し

・新たな統合基幹業務システ
ム等の導入について検討

・会社HPにセグメント別収支
状況を掲載

・売上高計画に対する進捗状況や、プロジェクト
別の分析結果を基に特に管理が必要とした自
主事業における複数年の重要プロジェクトの収
支に関する計画値との差異を確認・分析

・履行体制の見直しや他部署への兼務により、
労務費を抑制

・監査法人と管理会計体制の構築に係る契約を
締結し、客観的な意見を踏まえて検討

・10月に2019年度の東京水道サービス（株）、
（株）PUCにおけるセグメント別収支状況をHPに
て公開

・プロジェクト別採算管理を強化するための分析
手法を検討・確定し、2020年度を対象にその分
析手法を試行

・収支改善が必要な業務についての改善策を検
討・実施

・プロジェクト別採算管理を適時に行うため、新
たな統合基幹業務システムの選定及びそれに
合わせた現行業務手順の見直し案を作成

・今後も継続して情報公開を推進し、都民への
説明責任を果たすことで、経営の透明性を確保

【プロジェクト別採算管理を基にし
た費用分析及び改善】
・プロジェクト別採算管理を実施す
ることにより収支悪化リスクを早期
に把握するとともに、更に効率的な
採算管理を目指し、新たなシステ
ムの導入について検討するなど取
組が進展

【取締役会の積極的活用】
・取締役会を積極的に活用した収
支管理体制を構築

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

取締役会の積極的活
用

・取締役会の実施結果を検証

・プロジェクト別採算管理の評
価方法や取締役会の更なる
活用方法等に係る改善策の
検討

・取締役会においてプロジェク
ト別採算管理の分析結果を報
告し、議論を踏まえ、方向性
を確認

・取締役会において、プロジェ
クト別採算管理の評価方法の
検討を進めるとともに、四半
期決算とそれに基づくセグメ
ント別収支状況を報告

・検証の結果、ICT活用などによる効率的な業務
執行と柔軟な執行体制の整備に重点的に取り
組む方向

・取締役会で2020年度第２四半期決算及び第３
四半期決算を報告するとともに、それに基づくセ
グメント別収支状況（年間当初計画と四半期実
績との比較）を報告するなど、財政基盤の強化
を目的とした取組を一層充実
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団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

事故防止に関する計
画書の作成

T
S
S

・事業部ごとの行動計画を
策定・実施
・工事事故防止対策委員会
を７回開催し、社内の情報共
有・水平展開を活性化
・重点項目を定め本社パト
ロールを６回実施

・事故傾向を捉えた、事故防
止計画の見直し

・強化項目を見直し、本社パト
ロール実施

・事故傾向の分析を踏まえた事
故防止計画を策定

・下請作業員を含む工事受注者
の危険予知活動への当社監督
員の参加及び助言を強化項目
として設定
・パトロールについて、実施頻度
を増やして実施

・車両系建設機械に起因した事故が依然として
発生していることから、啓発を強化

・元請業者のみならず、下請け作業員を含む全
作業員の安全意識の向上に向けた取組を実施

・水道局の事故防止方針を踏まえ定めた社の事故防止
方針のもと、事業部毎に策定した事故防止計画を着実
に実施することにより、工事事故を削減

・車両系建設機械に起因する事故減少に向け、バックモ
ニター等を活用した事故防止対策の推奨や建設機械に
起因する事故事例の情報を安全管理会議等で共有
・本部社員による安全管理に関するパトロール体制の強
化により、現場状況の確認及び安全管理を充実

事故発生時の危機管
理の向上

T
S
S

・事故事例集を活用し全監
督員の危機管理意識の向上
を推進

・更なる事故対応能力向上の
取組検討

・安全教育ツールの作成

・事例集を活用し事故防止の
推進

・事故情報の共有フローを見直
し、迅速化
・発生事故は毎週の経営連絡会
議で役員に報告

・セルフチェックシートを技術系
社員に配布、実施
・工事受注者等を対象とした事
故防止通信を新たに発行

・レベルⅠ事故などの重大事故
が新たに発生した際には事例集
に追加し、社員教育に活用

・工事事故防止委員会の運営要領にも連絡フ
ロー図を位置付け
・事故の第一報から情報集約、役員報告までの
手順を定着化

・セルフチェックシートの回答編に、設問ごとの
ポイントをわかりやすく解説
・事故傾向の分析を踏まえたうえで、工事受注
者が安全管理に活用できるテーマを選定

・リスクマネジメント対応事例集は、イラストや写
真を多く活用し、事故原因と再発防止策が視覚
的に理解できるように工夫

・社内工事事故防止対策委員会にて、事故情報や防止
策の情報共有・水平展開を行い、より一層、事故を削減

・技術系社員に対し、事故報告に関するセルフチェック
シートを実施し、事故情報・報告を速やかに行う意識付
けを図り、危機管理意識を向上
・発生事故は、毎週開催の経営連絡会議で役員に報告

・事故発生時には、事故内容等が一目でわかるリスクマ
ネジメント対応事例集に事故事例情報を追加するととも
に、受注者にその情報を周知

事故防止に対する社
員の知識付与や意識
啓発の推進

T
S
S

・労働安全衛生総合研究所
講師による安全講習会を開
催（２回）

・講師・カリキュラム等内容の
検証

・更なる意識啓発方法の検討

・新型コロナの影響を受けて大
規模講習会は開催できなかった
が、講習会カリキュラムの検証
を踏まえ、工事受注者も対象と
した安全会議を、各事業所にお
いて開催

・事故防止に関する情報を全社
員がいつでも取り出せる環境を
整備

・新型コロナの影響を踏まえ、講師を招いた大
規模講習会を見直し、事故発生状況や正しい
KYＭの実践を題材とした安全会議を各事業所
で分散開催
※ＫＹＭ：危険予知ミーティング

・事故防止情報を社員が容易に入手できるよう
にすることで、新規採用社員等の経験年数が浅
い社員の事故防止に関する知識、意識の向上
に寄与

有

・引き続き、新型コロナの影響を踏まえ、講師を招いた大
規模講習会を見直し、安全会議を各事務所で開催

・新規採用社員等に対し、事故を体感できる、ＶＲを用い
た水道局主催の研修等への参加を促し、危険感受性を
高めることで安全意識を向上

受注者安全指導の強
化

T
S
S

・事故の発生状況を踏まえ
た受注者に対する事故防止
対策強化を実施

・検証結果を踏まえた頻発事
故情報の提供の改善検討

・強化項目の追加

・事故防止通信の新規発行や事
故事例集を充実させ、受注者と
共有

・事故の発生状況や取組状況を
踏まえ、各事業部において新た
な強化項目を検討し、追加

・安全管理に関する情報共有を図ることで、受
注者の安全教育に活用し、意識の向上に向け
た取組を実施

・強化項目は、各事業部において、事故の発生
状況や取組状況を踏まえて検討

・事故防止通信を四半期ごとに発行し、工事受注者の安
全教育を支援
・事故発生時には、事故内容等が一目でわかるリスクマ
ネジメント対応事例集に事故事例情報を追加するととも
に、受注者にその情報を周知（再掲）

・人身事故のうち高齢者・第三者災害の発生割合が高い
ことを踏まえ、同事故防止及び安全管理対策に活用でき
る情報を提供することで、第三者災害防止対策を重点的
に支援

社員の安全意識向上及び安全指導の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
東京水道株式会社 評価年度：2020年度

事故件数の増加 第２期プランとの関係

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・各個別取組事項の2020年度計画を全て達成
・３年後（2020年度）の到達目標については、物損事故件数については42件で目標を達成したものの、人身事故件数は12件で目標未達成

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

【事故防止に関する計画書の作
成】
・事業部ごとに事故防止計画を作
成し、事故防止を計画的に推進

【事故発生時の危機管理の向上】
・工事事故防止対策委員会を事故
発生後には速やかに開催し、詳細
な原因分析と再発防止策を検討

【事故防止に対する社員の知識付
与や意識啓発の推進】
・事故発生時は社内へ周知徹底す
るとともに、社員の意識向上を図る
ための各種ツールを活用すること
で事故防止に寄与

【受注者安全指導の強化】
・受注者に対しても安全管理に関
する情報共有を図り、受注者にお
ける安全教育に活用してもらうな
ど、意識の向上に向けた取組を実
施

・2020 年度までに工事事故件数を2016 年度比30％減とし、人身事故については10 件以下とする
〔2014 年度：10 件（うち死亡事故０件） 2015 年度：13 件（うち死亡事故０件） 2016 年度：15 件（うち死亡事故０件） 2017 年度：８件（うち死亡事故０件） 2018 年度：９件（うち死亡事故０件）2019 年度：10件（う
ち死亡事故０件）〕
・物損事故については55 件以下とする
〔2014 年度：73 件 2015 年度：74 件 2016 年度：78 件 2017 年度：48 件 2018 年度：26 件、2019 年度：50 件〕 終了
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団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

T
S
S

【国内事業展開への取組】
・新規コンサル業務を３件獲得
・現場管理システムを１件受注
・漏水発見手法の機器が国のイ
ンフラメンテナンス大賞を受賞
・水道法改正に伴う案件を１件
受注

P
U
C

【他都市事業体に対する販売強
化】
・受託自治体の周辺エリアの営
業活動を実施
・広域化の提案活動を実施
・機能拡充

T
S
S

【水道事業体等からの新規案件
受託】
・都内、千葉県内及び山梨県内
の水道事業体から４件新規案件
を受託

T
S
S

【選択と集中による経営資源の
効率的な活用を踏まえた営業活
動】
・費用構造等の分析結果を踏ま
え、コンサル系業務に営業活動
の中軸をシフト
・国内事業戦略方針策定を検討

民間企業との連携
T
S
S

・地元企業と連携した営業活動
を６水道事業体に実施

・民間企業と連携した営業活
動の実施・効果検証、更なる
協業可能分野の検討

・民間企業との連携による営業活
動を展開

・営業対象の水道事業体と従前から信頼関係を
構築できている民間企業の優位性を活用

・民間企業と連携した営業活動を継続して展開
し、現在の料金システム受注に加え包括業務の
受注拡大を検討

水道料金関連業務以
外の事業の販売戦略

P
U
C

・業務ジャンル別グループ制を
敷いたことにより、同時期に複
数案件受注できる開発体制を構
築（勤怠管理システム）

・勤怠管理システム３件及びそ
の他２件の受注

・より効果的な人材配置方法
の検討

・新たな販路の営業強化、効
果の検証

・案件におけるメンバーを固定化
することにより、業務スキル、開
発ノウハウを蓄積させ、効率的な
システム開発を実現

・ヒアリングなどを通じて顧客ニー
ズを適切に把握することにより、
都内２自治体から出退勤管理シ
ステムの新規受注を獲得

・案件ごとの担当SEの割り当てを改善しメン
バーの固定化を行うことで、出退勤管理システ
ムの開発に当たっては少数精鋭チームで効率
的に開発

・ヒアリング等の分析結果に基づき、顧客ニーズ
を捉えた提案を行うなど、他業者より優位な営
業活動の展開により受注

・当社のパッケージ商品である出退勤管理シス
テムにおいては、担当メンバーの固定を継続
し、庶務事務システム等その他の案件において
も同様に実施

・ヒアリング等により把握した顧客ニーズを踏ま
え、新たな販路の営業強化を推進

選択と集中による戦略的な自主事業販路の開拓 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート
東京水道株式会社 評価年度：2020年度

自主事業の戦略的な展開 第２期プランとの関係

・2020 年度までに、技術系業務における2016 年度の国内事業売上高172 百万円を倍増させ、350 百万円以上を目指す。〔2016 年度：172 百万円、2017 年度：146 百万円、2018 年度：139 百万円、2019
年度：163 百万円〕
・水安全計画作成、水道施設台帳整備等に関する新たなコンサルティング業務、システム開発・販売等の新規商品化による国内事業を展開していく。
・ＩＴ系業務では、今後予定される大規模システム運用管理の効率化等により、2020 年度で44 百万円、2021 年度で76 百万円の売上額の減少が予定されている。これに対応するため、地域水道業務を中
心に自主事業受託営業を展開することにより、2021 年４月までに76 百万円を超える売上額の新規受託を図る。〔2016 年度：37 百万円、2017年度：787 百万円、2018 年度：33 百万円、2019 年度：17 百万
円〕 継続 ③

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・各個別取組事項の2020年度計画を全て達成
・３年後（2020年度）の到達目標については、１項目（技術系業務の国内事業売上高）を除いて達成
・令和２年度決算全体では黒字を確保したものの、公共IT自主事業部門における一部契約について営業損失が発生したことから、原因分析を通じた対策を実施し、早急な改善に取り組む必要が
ある。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

他都市事業体に対す
る営業、販売強化

・プロジェクト別採算管理の分
析等を踏まえた戦略的な営業
活動の展開

・広域化検討自治体の情報収
集及び分析、提案活動の検
証

・新規コンサル業務の商品化

・更なる機能改善、システム
改善、テスト、トライアル等の
検討・実施

・技術系の新規業務受託累計
10 件

・プロジェクト別採算管理の分析
結果をもとに、営業戦略の策定に
向けた検討に活用

・広域化を検討している自治体と
密にコミュニケーションを図り、情
報収集を実施

・都内市部における送・配水管の
耐震化を含めた更新計画に係る
コンサルタント業務を受注
・また、水道企業団の送水管漏水
原因調査業務を受注

・ＷＩＳＨ（上下水道料金システム）
の機能改善を実施
・WISHとTSLC（時間積分式漏水
発見機）の統合に向けた利用者ヒ
アリングを実施し、具体的な課題
を踏まえた計画書や工程表を作
成

・精力的に営業活動を行い、累計
１３件の新規受注を獲得

・プロジェクト別採算の分析をもとに、利益率が
高いWISH（※）、TSLC（※）の提供を軸に検討
※WISH：上下水道料金システム
※TSLC：時間積分式漏水発見機

・広域化プロジェクトに随時参加し、必要な情報
収集及び情報提供を実施

・業務が中断している海外担当要員を国内作業
に振り向け、営業力を強化

・ＷＩＳＨの利用者からの改善要望を集約して決
定
・ＤＸ推進検討委員会（自主事業ＩＣＴ活用検討部
会）においても検討テーマとして取り扱い、シス
テム統合の効果を探るとともに、より多角的な見
地から調査の開始を決定

・TSLCのレンタルについて、賃貸先を従前から
の事業体に加え、検針会社に拡大

有

・検討を踏まえて営業戦略を策定するとともに、
戦略に沿った営業活動を展開

・引き続き実施

・引き続き新規コンサルタント業務の受注に向け
た営業の推進

・利用者の共通要望を採用し、機能改善を実施

・システム統合の効果やマーケティング戦略の
分析・検証を行い、その結果をもとに開発是非
を判断

・今後は新規業務受託要員の育成と確保を行
い、TSLCのレンタルに加えて、給水装置工事等
の役務を提供する業務の受注を推進

【他都市事業体に対する営業、販
売強化】
・業務が中断している海外担当要
員を有効活用して国内営業力を強
化し、新たに２件の受注を獲得

【民間企業との連携】
・民間企業と連携した営業活動を展
開

【水道料金関連業務以外の事業の
販売戦略】
・顧客ニーズを適切に把握・反映し
た提案をすることにより、新たな販
路確保を実現

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析
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戦　略⑦ ／7

団体名：

経　営　課　題 ⑦

戦　　　　　　略 ⑦

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

お客さまセンターへ
のAI等IT技術の導入

P
U
C

・試行、１時間あたりの応答
件数等労働効率向上などに
係る導入効果を検証
・2019年12月に全ての機器
を設置し、本格稼働を開始

・本格実施

・効率的、安定的なＡＩ運用方法の
検討・実施

・より効果的なＡＩ活用方法検討

・ＡＩによるオペレーター業務支援
機能を搭載したタブレットを本格
稼働し、適切な保守・運用を実施

・オペレーター業務支援として有
効なAI運用方法を検討し、AIの機
能面やオペレーターの運用面に
課題が見つかったことから、局に
対して改善提案を実施

・「なりすまし」対策にAIを活用

・2019年度末にお客さまセンターへ導入したＡＩ
システム及び区部210台、多摩90台のＡＩタブレッ
トを本格稼働。保守運用面においても、ＡＩ事業
者のシステム更新時等、業務に影響を及ぼすこ
となく的確に対応

・テキスト変換精度や操作性などの課題が明確
となったことから、単語の誤変換や登録済みの
単語について再度精査

・悪意ある連絡者が使用したキーワードと、一般
的に「なりすまし」で使用されるキーワードを分
析しAIへ登録することで、Warning（警告）表示に
よるオペレーターの注意を喚起

・今後も安定的にAIの稼働を継続

・オペレーターの処理効率向上を目的としたオ
ペレーター支援機能の充実等について、実務面
からの検討を推進

・登録キーワードなどの見直しを行い、AIを活用
した情報漏洩防止への取り組みを継続

新技術導入等によるお客さまセンター業務の運営安定化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京水道株式会社 評価年度：2020年度

お客さまセンターサービス水準の維持・向上 第２期プランとの関係

・過剰な配置を避けるため、着信実績を基に区
部と多摩地区でそれぞれオペレーターの補充が
必要な時間帯及び期間を分析
・新人オペレーターの勤務状況に合わせた、シ
フト時間別の研修の開催やビデオを活用した各
種スキルアップ研修の実施

・検討の結果、一部見直しを行い、繁忙期にお
ける要員確保を目的としたインセンティブを継続

・新人オペレーターの習熟度を考慮し、ＡＩ活用
研修の実施時期を変更
・研修内容は従来のメニューを継続し、研修時
にOJTも継続実施

・12月から３月までの期間で予測精度検証を実
施（87日間の検証期間中、予実績差±５％以内
の日数）旧予測：３日、新予測：42日

お客さまセンター事業について、より一層の安定性確保のため、ＡＩ技術の導入及び人員の確保育成策等の取組により、問合せ等に対する応答率（応答率 90％の達成日数割合）を引き上げ、2020 年度
87％以上とする。
（2015 年度実績：85.6％、2016 年度実績：69.0％、2017 年度実績：80.1％、2018 年度実績：85.5％、2019 年度実績：76.9％）

見直し ②

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

・各個別取組事項の2020年度計画を全て達成
・３年後（2020年度）の到達目標については、コロナ禍によるオペレーターの出勤自粛などにより第１四半期に大幅に低下したことが影響し、未達成（77.78％）

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

オペレーターの確保
と育成

P
U
C

・応答率90％達成日数割合：
区部・多摩合算
2019年度　76.9％（226日
/294日）
・入電予側に基づき、計画的
にオペレーターを確保できる
よう、検証及び改善を実施
・インセンティブ付与策の検
討実施
・研修・OJTの見直しを実
施。検討した改善策を実施
・入電予測精度向上のた
め、継続的な見直しを実施

・実績を踏まえたより効果的な確
保策の検討

・新たなインセンティブ付与策の
検証・改善

・ＡＩ導入に伴う新たな研修メ
ニュー・ＯＪＴの検討

・入電予測精度向上のため、継続
的な見直しを実施

・実績を分析し、必要時間帯及び
期間を精査したうえで必要人員を
確保
・新規就業時研修の時間帯変更
や研修方法を変更

・繁忙期における要員確保を目的
としたインセンティブを見直し

・新人オペレーターに対するＡＩ活
用習得の効果的な研修について
検討

・入電予測を見直し、精度が向上

・より効率的なオペレーター採用・配置策につい
ての検討を推進
・研修期間短縮への取組を実施するなど、オペ
レーターの早期戦力化策を推進
・水道局が導入する各種受付業務の「お客さま
総合アプリ(仮称)」への移行に合わせて、実務
面から受電数を減らす方策について検討を推進

・今後も効率化やお客さまサービスの向上につ
ながるインセンティブの検討を継続

・研修内容についても今後検討を実施

・見直した入電予測の検証を進め、年間を通し
て予測精度を確認

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

【お客さまセンターへのAI等IT技術
の導入】
・AIを活用した「なりすまし」対策を
実施するとともに、オペレーター業
務の支援策の検討を進めており、
IT技術の導入が着実に進展

【オペレーターの確保と育成】
・採用計画の見直し、入電予測の
精度向上による効果的な確保策
の実施や研修内容などの見直しに
よる効率的な育成を実現
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団体名： 東京水道株式会社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

＜総括＞
　東京水道株式会社は、東京水道グループの一員として、2018年度から2020年度までの３年間を通して、目標達成に向けた個別取組事項を着実に実施し、７つの戦略に掲げた目標を概ね達成したと評価する。

【戦略①　統合による経営基盤の強化】
　全３項目について目標に掲げた取組を達成しており、具体の成果を伴って着実に取組が進捗している。３年後の到達目標についても概ね達成したものと評価する。

【戦略②　コンプライアンス推進体制の強化】
　全４項目について目標に掲げた取組を達成しており、具体の成果を伴って着実に取組が進捗している。３年後の到達目標についても概ね達成したものと評価する。

【戦略③　固有社員の積極的な登用と一層の定着及び安定的かつ効率的な事業運営体制の整備】
　全７項目について目標に掲げた取組を概ね達成しており、具体の成果を伴って着実に取組が進捗している。３年後の到達目標については一項目を除いて達成しており、経営課題の解決に向けた戦略としては概ね
達成したものと評価する。

【戦略④　プロジェクト別採算管理を活用した事業管理体制の構築及び収支改善策の実施】
　全２項目について目標に掲げた取組を達成しており、具体の成果を伴って着実に取組が進捗している。３年後の到達目標については一項目を除いて達成しており、経営課題の解決に向けた戦略としては概ね達成
したものと評価する。
　なお、目標に到達しなかった項目は「技術系業務における国内自主事業の黒字化」であるが、2018年度、2019年度は黒字化を達成することができたものの、2020年度は新型コロナウイルスの感染拡大による受託
研修業務の休止又は開催規模の縮小に伴い、売上高が減少したものである。

【戦略⑤　社員の安全意識向上及び安全指導の強化】
　全４項目について目標に掲げた取組を達成しており、具体の成果を伴って着実に取組が進捗している。３年後の到達目標については一項目を除いて達成しており、経営課題の解決に向けた戦略としては概ね達成
したものと評価する。

【戦略⑥　選択と集中による戦略的な自主事業販路の開拓】
　全３項目について目標に掲げた取組を達成しており、具体の成果を伴って着実に取組が進捗している。３年後の到達目標については一項目を除いて達成しており、経営課題の解決に向けた戦略としては概ね達成
したものと評価する。
　なお、目標に到達しなかった項目は「2020年度までに、技術系業務における国内事業売上高350百万円以上」であるが、前年度と比較して受注契約は確実に増加し、国内事業体への貢献を進めている。プロジェク
ト別の収支や体制の整備状況など事業環境を注視し、現在受注している自主事業の内容を精査して事業の選択と集中を図るなどの対策を適時適切に講じていくことが重要である。

【戦略⑦　新技術導入等によるお客さまセンター業務の運営安定化】
　全２項目について目標に掲げた取組を達成しており、具体の成果を伴って着実に取組が進捗している。３年後の到達目標については達成することができなかったが、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が
大きく、経営課題の解決に向けた戦略としては概ね達成したものと評価する。

＜定性評価事項＞
　２社の統合初年度として、政策連携団体では初めてとなる監査等委員会設置会社への移行に伴う対応や、経営統合後の各種制度の運用、就業規則等の統合などに着実に取り組み、ガバナンスの強化、コンプライ
アンスの確保に向けた取組を進めている。
　また、自社における新型コロナウイルス感染症対策に積極的に取り組むとともに、局において取り組んでいる新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養対応業務に対して、局と協定を締結して社員を
継続的に派遣するなど、東京水道グループの一員として、都民の生命及び健康の保護に寄与する役割を果たした。

　一方、令和２年６月に道路占用許可申請の不適正処理事案が発覚したが、全社を挙げて本事案の原因分析を行い、緊急に取り組むべき14項目の再発防止策を策定し、徹底的に再発防止策に取り組んでいる。引き
続き14項目の取組を進めるとともに、コンプライアンスの強化だけにとどまらず、業務改善や魅力の訴求に向けて、大局的な観点から課題解決を図る必要がある。
　また、令和２年度決算全体では黒字を確保したものの、公共IT自主事業部門における一部契約について営業損失が発生した。原因分析を通じた対策を実施し、早急な改善に取り組む必要がある。
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戦　略 ①／ 6

団体名：

経　営　課　題 ①

戦　　　　　　略 ①

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

人材確保の取組強化

・高専・大学訪問を強化実施。
学生やその保護者への直接Ｐ
Ｒの機会を拡充
・夏季・冬季インターンシップ等
の実施、就職イベント（合同説
明会）への参加、求人情報サ
イトの活用等、新卒採用の取
組を充実
・チューター制度・メンター制度
の充実
・中途採用における応募要件
の更なる緩和の検討
・あらゆる採用機会を活用し、
他団体等からの採用実施

【新卒採用】
・各校へのPRとしてオンラインを活用した説明
会、面談等を実施し、延べ３０校が参加
・オンライン用PR動画を制作
・大学新卒者向け採用リーフレットを作成
【中途採用】
・35歳以下経歴不問で中途採用を実施
・事務職３名・技術職５名を採用
・他企業等経験者を特別嘱託社員等として３名
採用
・チューター制度を継続実施。昨年度試行のメン
ター制度は全新卒採用者に対象拡大し、実施

【新卒採用】
・コロナ感染防止の観点から、各校への訪問に替え、オンラインを活用した説明
会等を実施し、延べ３０校が参加した。
・直接会社を見学せずに、社の業務や働き方を具体的に理解してもらうために動
画を制作し、各校の生徒及び教員へのPRに活用した。
・ターゲットを絞った効果的なPRのため、大学新卒者向け採用リーフレットを新規
に作成した。

【中途採用】
・35歳以下経歴不問で中途採用を実施し、事務職３名・技術職５名を採用した。
・他企業等経験者を特別嘱託社員等として３名採用した。
・チューター制度を継続実施。昨年度試行のメンター制度は全新卒採用者に対
象拡大し、実施

有

・高専・大学へのPR活動を直接
訪問に限らず、オンラインによる
説明会や面談等を活用する。
・採用選考に際し、オンラインによ
る面接を活用する。
・専門学校等PR対象を拡大す
る。
・チューター制度・メンター制度を
充実させる。
・あらゆる採用機会を活用し、他
団体等からの採用を実施する。

技術継承の取組の実
施

・若手社員座談会や若手社員
成果報告会を継続的に実施す
るとともに、人材育成シートを
本格導入

・技術継承委員会を４回開催し、年間行動計画
に基づき取組を推進した。
・「若手社員座談会」を各職種ごとに実施。若手
社員が身に着けたい技術や技術継承の取組に
ついて意見等を収集し今後の取組に反映した。
・「若手社員成果報告会」では、経験してきた業
務や習得した技術・知識、今後の目標等をとり
まとめた。
・人材育成シートの運用を実施し、育成状況を
把握及び今後の育成方法の参考にした。
・映像ライブラリーの充実を図った。

・若手座談会は、各職種（事務職、土木職、設備職、環境検査職）ごとに、リモー
ト形式、アンケート形式、少数集会形式などの工夫を凝らしながら開催し、若手
社員110名の意見等を収集し、今後の取組に反映した。
・若手社員成果報告会は、コロナ禍における社外招待者の状況も考慮し対面式
の報告会は延期とし、発表内容をとりまとめ、その成果を技術継承委員会で共有
した。
・人材育成シートは、各職種ごとにシートを作成し運用を開始した。
・その他の取り組みとして、下水道分野に関する特に優れた技術・見識・経験等
を有するベテラン職員であるエキスパートエンジニア32名から若手社員に知って
ほしい技術等を意見書としてまとめ、各部門に配布し、社員教育に反映した。
・また、若手社員が早期に技術を習得するため、管路の維持管理、設備の維持
保全等において図や文章で伝わりにくい内容の理解促進を目的とした動画を収
めた「映像ライブラリー」については映像40件を追加し、計243件サーバーへアッ
プし、コンテンツの充実を図った。

有

・リモート形式での意見交換や、リ
モート会議等の複数の手段により
取組を行う。
・映像ライブラリーはコンテンツを
充実させる一方で、新技術への
対応など、定期的に見直しを図っ
ていく必要がある。

・資格取得支援、勉強会改善・
充実

【社外講習会受講支援】
・環境計量士受験準備講習会　（3日：1名）
・公害防止管理者受験講習会  （3日：4名）
・１級機械保全技能士通信教育受講
  （9名参加）
　
【社内勉強会の開催】
・下水道管理技術認定資格勉強会（3日間：延べ
120名（管路部の固有及び都派遣社員）
・下水道第3種技術検定勉強会
　（3日間：延べ36名）
・技術士取得社内勉強会
  （5日間：延べ25名）

【社外講習会受講支援】
・会社の技術レベルの維持向上を図るために社外講習会への支援を計画的に
実施した。
・危険物取扱者試験受験準備講習会については、コロナの影響で主催者が中止
したため、参加を取りやめた。
【社内勉強会の開催】
・資格取得社員が講師やサポート役となった社内勉強会等を実施し、支援を会
社全体で取り組んだ。加えて、実務に即したカリキュラムを組むことで、資格試験
のみならず実業務において即応力が身につくよう研修内容を工夫した。
・下水道第3種技術検定勉強会は、コロナの影響で対面式の勉強会ができない
ためWebによる開催を実施するとともに、科目毎に作成した勉強会資料を受験者
に送付し資格取得の支援に努めた。
・技術士の社内勉強会は、少人数での対面やメール等活用して工夫しながら実
施した。
・電気主任技術者受験対象者(13名)に対して、メール等活用して情報共有し、自
主学習に切り替えた。

有

・技術社員の資格取得に向けて、
資格取得社員が講師及びサポー
ト役となった社内勉強会等を引き
続き実施していく。
・2020年度の取組にて、一定の成
果を得ることができたことから、
2021年度も引き続き、社内勉強
会を実施し、資格取得に向けた支
援を行っていく。

・下水道施設維持管理に関す
る資格（日本下水道事業団実
施）
合格率：全国平均を上回る
（対象資格：下水道管理技術
認定、下水道第３種技術検定）

・下水道管理技術認定資格
　受験者：10名　合格者：9名
　合格率：90％　合格率(全国)：39.3％

・下水道第３種技術検定資格
　受験者数15名　合格者：8名
　合格率：53.3%   合格率（全国）：33.0％

・「下水道管理技術認定」、「下水道第３種技術検定」については、下水道施設の
維持管理を適切に行うための資格であり、それぞれ取得することで当社の技術
レベルの維持向上に役立つとともに、対外的にも高い技術力を有している会社で
あることを示すことができた。
・目標である当該試験の全国平均合格率を大きく上回ることができた。資格取得
のための社内勉強会を開催した。また、当社の主任級職昇任選考に、当該資格
の取得を条件とするなど、社をあげて資格取得の促進に取り組んだ。

有

・目標達成に向け、社内勉強会を
継続実施し、資格取得促進に努
める。

下水道局とＴＧＳ間の
人材の交流

・固有社員を継続的に下水道
局へ派遣
・都職員を継続的に受入れ
・オリンピック・パラリンピック競
技大会組織委員会へ継続的
に固有社員を派遣

・設備職１名   （１年間）本庁業務を経験
・環境検査職２名
    （２年間）出先と本庁両方の業務を経験
・土木職１名  本庁業務を経験
・都職員の継続的な受入
・オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員
会への派遣  　設備職１名

・局との連携を強化し、当社の社員の育成を図るため、固有社員を継続的に局
へ派遣した。
・オリンピック・パラリンピック準備局及びオリンピック・パラリンピック競技大会組
織委員会からの要請に対応し、人員面で厳しい中ではあるが、固有社員の視野
を広げる観点から社員を派遣した。
・下水道局との緊密な連携の下、同局との一体的事業運営を確保するため必要
な都職員を継続的に受け入れた。

・事務職も加え、職種ごとに通年
で、１～２名ずつ固有社員を下水
道局へ計画的に派遣する。
・都職員を継続的に受け入れる。

・下水道管理技術認定資格
　受験者数13名 　合格者：12名
　合格率：92.3％　合格率（全国）：32.2％
・下水道第３種技術検定資格
　受験者数13名　合格者：８名
　合格率：61.5%   合格率（全国）：27.2％

【社外講習会受講支援】
・環境計量士受験準備講習会 （３日：１名）
・【新規】公害防止管理者受験講習会  （３日：２名）
・【新規】１級機械保全技能士通信教育受講（１年：７
名）
・【新規】1級機械保全技能士実技試験対策セミナー（１
日：４名）
・【新規】危険物取扱者試験受験準備講習会（２日：４
名）
【社内勉強会の開催】
・技術士取得社内勉強会 （６日：延べ36名）
・下水道管理技術認定資格勉強会 （５日：延べ112名）
・下水道第３種技術検定勉強会 （７日間：延べ58名）
・【新規】電気主任技術者勉強会 （２日間：延べ14名）
【勉強会の改善】
・カリキュラムの見直しを実施

要因分析
コロナ
影響

対応方針

・【2021年度新卒採用】
高専・大学訪問を35校実施。うち一部訪問校では講義
において企業ＰＲを実施。夏季及び冬季インターンシッ
プを実施。各種就職イベント（合同就職説明会）に出展
・【2019年度経験者採用】
募集要件を緩和し、経験者採用を実施。11/1付で全職
種で３名採用
・他企業等経験者を嘱託社員等として計６名採用
・新卒採用者の定着に向け、チューター制度に加え、メ
ンター制度を試行導入
・東京大学大学院に、TGSにより寄付講座を開設（2020
年度～）することを決定

・技術継承委員会を３回開催。年間行動計画に基づき
今年度の取組を推進
・「若手社員育成報告会」を開催。育成対象者が育成
期間中に習得した技術、ノウハウ等について報告さ
せ、育成状況の把握及び今後の育成方法の参考にす
る。
・「エキスパートエンジニアとの意見交換会」を開催。若
手社員の技術力、技術継承の取組等について意見を
収集し、今後の取組に反映
・「映像ライブラリー」については、カテゴリー増（＋３
件、全11件）及びコンテンツ増（＋69件、全203件）サー
バーにアップし全社員が閲覧可能になった。
・35周年事業の一つとして、「技術集大成」を作成・発刊
し、全社員（技術、事務問わず）に配布した。
・人材育成シートを新たに作成した。
・専門図書227点を追加購入した。

「経営改革プラン」評価シート

東京都下水道サービス株式会社 評価年度：2020年度

第２期プランとの関係

戦略番号

人的資源の確保

人材の確保育成と技術継承

・2020年度の目標を達成した。
・特に下水道管理技術認定資格、下水道
第３種技術検定資格において、合格率を全
国平均を大きく上回ることができた。

・2020年度の目標を達成した。
・政策連携団体として求められる体制の整
備の一環として、固有社員の育成が重要
度を増している中、計画的に局へ派遣研修
を実施することで、固有社員の行政感覚の
醸成を図った。

・2020年度の目標を達成した。
・コロナ感染拡大により学校への直接訪問
やインターンシップの実施が困難となる中、
専用動画を制作し、オンラインを活用した
企業PRを延べ30校に実施した。
・厳しい労働市場が続く中、35歳以下経歴
不問で中途採用を実施し、事務職３名・技
術職５名を採用した。
・私生活面を含めた精神的なフォローを目
的としたメンター制度を拡大実施することに
より、新卒採用者の定着を図った。
・国立高専生の2020年就職先ランキング
(日経産業新聞)にて国内全体で72位に位
置づけられた。

・2020年度の目標を達成した。
・コロナ感染症予防の観点を考慮しなが
ら、技術継承委員会を中心に、技術継承推
進専門チームと技術継承ワーキンググ
ループが取組を推進し、技術継承を継続的
に実施することができた。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績

・設備職１名 （１年間）本庁業務を経験
・環境検査職２名
   （２年間）出先と本庁両方の業務を経験
・土木職１名  本庁業務を経験
・局派遣者は延べ17人
・都職員の継続的な受入
・オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会への
派遣  　事務職・設備職各１名

団体自己評価

3

・安定した事業執行に向けた人材の確保
・会社全体の技術レベル維持向上を図るため、技術社員に高い技術水準が求められる以下の資格取得を促進
土木職 … 技術士、一級土木施工管理技士、下水道管理技術認定
設備職 … 技術士、電気主任技術者、機械保全技能士第１級、下水道第３種技術検定
環境検査職 … 技術士、環境計量士、公害防止管理者、下水道第３種技術検定
・固有社員が行政的業務を経験することで、委託者や都民のニーズを把握することができる人材を育成

３年後(2020年度)の到達目標を大きく上回って達成した。
・プラン期間中の目標を上回る採用活動の結果、新卒・中途採用者を確保することができた。特に国立高専生が多く採用でき、経済紙がまとめた就職先ランキングへの２年連続の掲載に至った(国内全体で2019年49位、2020年72位)。
・勉強会を始めとする資格取得に向けた取組により、下水道技術検定を中心に資格取得が促進でき、会社全体の技術レベルを維持向上することができた。
・３年間、計画的に継続して固有社員を局へ派遣し、行政的業務を経験させ、育成を図ることができた。

継続

技術社員の資格取得
の促進
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戦　略 ②／ 6

団体名：

経　営　課　題 ②

戦　　　　　　略 ②

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

外部人材の活用

・常勤取締役のうち１
名を民間等から登用
するため、選任手続
を実施

・3月30日開催の臨時
株主総会において、4
月1日付で民間企業
経験者を取締役に選
任する決議を行った。

・選任に向けて、役員候補者の調査を進めると
ともに、12月22日に役員選考委員会を開催する
ことにより、役員候補者の選考を行うことができ
た。

コーポレートガバナンスの強化に向けて、引き
続き、民間の人材の活用に取り組んでいく。

出資構成の検討

・検討結果を踏まえ、
必要に応じて関係者
と調整

・外部有識者から聴
取した意見を踏まえ、
今後の事業展開や
DXの推進を見据え、
関連団体との連携強
化を図るため、関連
団体との資本関係を
維持する方針及びガ
バナンス強化のため
の新たな対応策を定
めた。

・東京都区部における受託事業の着実な実施に
加え、東京都区部以外への事業拡大も見据え
て、最適な出資構成のあり方を下水道局と検討
し、公認会計士、弁護士等の外部有識者から出
資構成に係る意見聴取を行ったうえで、東京下
水道グループ経営戦略会議にて方針を決定し
た。

・関連団体出身の取締役を独立社外取締役へ
交代することにより、関連団体によるＴＧＳ経営
への関与がないことを明確化する。
・当社や関連団体との特別な利害関係を持たな
い独立社外監査役を新たに選任するとともに、
取締役会や独立社外監査役による関連団体と
の取引をチェックするなど、透明性をより一層高
めていく。
・局からの受託契約案件ごとに、再委託案件（契
約件名・契約相手方・契約金額）を紐付けして公
表する。
・関連団体との連携を強化して、事業展開やＤＸ
を推進する。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

―

・前年度中に出資構成
に関する当社の考え
方を整理し、下水道局
に報告
・それを踏まえて、下
水道局との定期的な
意見交換を２回実施
する等、検討を実施

・2020年度の目標を達成した。
民間企業経験者を取締役に選任するこ
とができた。

・2020年度の目標を達成した。
関係者と調整し、出資構成の方針と対応
策を定めることができた。

・常勤取締役のうち１名を民間等から登用するため、選任手続を進める。
・現在の会社の実情や今後の事業展開を見据えた出資構成のあり方について下水道局と検討を行い、今後の方向性を整理し、必要に応じて関係者との調整を下水道局と
ともに進める。

見直し 4

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

３年後(2020年度)の到達目標を達成した。
・常勤取締役として、民間企業経験者１名を選任した。
・今後の事業展開に資するため、出資構成を維持する一方、ガバナンスを更に強化する方針を定めた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

コーポレートガバナンス体制の強化 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京都下水道サービス株式会社 評価年度：2020年度

コーポレートガバナンス体制 第２期プランとの関係
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戦　略 ③／ 6

団体名：

経　営　課　題 ③

戦　　　　　　略 ③

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

利益剰余金の投資な
どへの活用

・活用方策の実施 利益剰余金に関する
今後5年間の活用計
画を策定するととも
に、電子決裁システ
ム及び文書管理シス
テムについて、システ
ム導入のための契約
手続きを行った。

・技術開発の推進や人材確保の観点から、関係
部署との意見交換を行った。ベテラン社員が退
職する中においても、サービス水準の維持・向
上等を図るため、DX関連の投資を行うとともに、
大学等の寄付講座や業務用車両の脱ガソリン
化を通じて社会へ還元することを方針とし、今後
５年間の活用計画を策定した。
・早期に着手できるものとして、効率的な事業運
営などの観点から、電子決裁システム及び文書
管理システムの導入に向けた具体的な手続きを
進めた。

利益剰余金に関する活用計画について、必要
に応じて見直すとともに、新システムの開発など
に順次活用できるよう検討を進めることとする。

損害賠償補填積立金
の積立目途額を再検
討

・必要に応じて、積立
目途額を変更し、積
立金の取崩し等を実
施

被害想定金額を約90
億円と設定し、増額
分について損害賠償
保険の契約手続きを
行った。

・2019年度の調査により被害想定金額は最大約
90億円であることが判明した。
・保険契約が可能な上限価格の照会や掛け金
のシミュレーションを行い、積立金60億円との差
額30億円については、損害賠償保険により補填
することとした。

損害賠償補填積立金の積立目途額などについ
て、必要に応じて見直しを行うこととする。

資金運用方法の見直
し

・安全性と運用益の
バランスを考慮した
更なる資金運用方法
の改善

12月にNTTファイナン
ス（株）の社債を１億
円購入し、更なる資
金運用の拡大を行っ
た。

・安全性と運用益のバランスを考慮した資金運
用を行うため、証券会社2社を活用し、民間企業
の社債等も選択肢に含めて金融商品の情報分
析を進めたうえで、購入に至った。

今後も、安全性と運用益のバランスを考慮しな
がら、資金運用方法の改善に努める。

・金融機関や東京都等から情報
収集を進め、それらの情報を参
考に資金管理要綱を改正
・改正した資金管理要綱のもと
で、東京都債（東京グリーンボン
ド）を購入する等、新たな資金運
用方法を実施

・2020年度の目標を達成した。
活用方針を定め、システム導入等活用
に着手した。

・2020年度の目標を達成した。
被害想定金額に基づき、必要な保険契
約を行うことができた。

・2020年度の目標を達成した。
社債を購入し、安定性と運用益のバラン
スを考慮して、資金運用を行った。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価

・技術開発のテーマや防災住宅
のあり方について、「関係課長
チーム」検討会議を開催し、各
部の意見を集約するなど、具体
的な項目をあげ、検討した。

・「関係課長チーム」で、被害想
定調査報告書を精査するなど、
損害賠償補填積立金の必要額
について検討を行った。
・損害賠償保険の活用について
も、保険金の増額と掛け金との
関係など、保険会社と打合せを
行い、具体的な項目をあげ、整
理した。

・利益剰余金のあり方を検討し、人材の確保、育成など当社の課題解決に活用していく。
・損害賠償補填積立金について積立目途額を再検討し、必要に応じて目途額を変更する。
・現在の金利の状況を勘案し、これまでの堅実な資金運用だけではなく、一定の運用益を目指した運用方法を検討し実施する。

終了

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

３年後(2020年度)の到達目標を達成した。
・利益剰余金は、業務の高度化・効率化、人材育成及び社会への還元に活用することを方針として、活用計画を策定した。
・損害賠償補填積立金については、被害想定金額を見直し、増額分について損害賠償保険契約を行った。
・一定の運用益を目指し、改正した資金管理要綱のもと、東京都債と民間企業の社債を購入することができた。

個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

利益剰余金の活用と資金運用方法の見直し 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京都下水道サービス株式会社 評価年度：2020年度

利益剰余金の活用 第２期プランとの関係
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戦　略 ④／ 6

団体名：

経　営　課　題 ④

戦　　　　　　略 ④

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

下水道局との役割分
担を再検証

・新たな役割分担に基づく
水再生センターの管理業務
等の準備
・新たな運営手法での業務
実施に向けた技術提案、条
件整理

・下水道局より区部水再生センター（水処
理施設）の包括委託を2022年度に１施設導
入する方針が示され、着実に準備を進める
ため作業部会を設置
・下水道局との定期的な意見交換として、
　「東京下水道グループ連絡調整会議」1回
実施
　「東京下水道グループ経営戦略会議」3回
実施
・上記会議等を踏まえ、TGS経営戦略アク
ションプランに反映

・作業部会において包括委託の導入を踏まえた、条件整理や課題
抽出、技術開発などの検討を進めた。
・「東京下水道グループ連絡調整会議」において、施設運営手法と
都派遣類型化について検討した。
・「東京下水道グループ経営戦略会議」において、施設運営手法、
TGS経営戦略アクションプランについて検討した。 　

・包括委託の導入を踏まえ、条件整理や課題抽
出、技術開発などの検討を継続して行う。

安全衛生委員会、安
全パトロールの実施

・前年度の事故状況を踏ま
えた取組の改善
・人材育成にも務めた安全
対策の充実

・事業所安全衛生委員会（本社及び49事業
所）12回実施
・安全パトロール
【ポンプ所、センター等現場事業所】　12回
12現場
【中川建設発生土改良プラント】10回　10現
場
【管路工事現場】200回　535現場
・管路工事現場管理職夜間パトロール　3
回実施
・フルハーネス型墜落制止用器具特別教
育　2回実施（47人受講）

・各事業所（管路部23事業所、施設部26事業所）において、安全衛
生委員会を毎月実施し、事故発生防止の注意喚起を行ったことに
より、重大事故の抑制に繋がった。
・当年度にあって、2回の緊急事態宣言を受けたため、その期間に
おいて予定していたパトロールが未実施となった。

有

・人材育成も考慮した安全対策の充実を図るた
め、継続して安全パトロールの担当者以外（若
手社員等）を同行させ、組織全体として安全管
理レベル向上に努める。
・2020年度と同様に安全衛生委員会や安全パト
ロールを実施し、事故防止に努める。

安全管理講習会の実
施

・2019年度と同様に安全管
理講習会を実施
・運転者講習会等自動車安
全運転時の意識高揚策を
実施

・安全教育の映像（DVD）を製作し、各事業
場の安全衛生委員会等での視聴により意
識啓発を実施（事業所を中心に140枚配
付）
・運転登録社員を対象に、自席のパソコン
から運転に関する自己コントロール診断が
できる「WEB安全運転診断テスト」を実施
（499人診断）

・コロナ感染防止の観点から集合開催の講習会に代えて、安全教
育映像DVDを事業所を中心に広く視聴することにより、意識啓発
を実施した。

・コロナ感染防止の観点から、自席で実施できるWebによる安全運
転診断により、約半数の社員に自動車運転時の意識啓発を実施
した。

有

・集合による講習会等の開催が困難な中、Web
ツール等を積極的に活用し、引き続き安全管理
に対する意識啓発を確実に行っていく。

・重大人身事故、重大物損事故及び第三
者事故の件数　１件
（転落事故による骨折事案）
これを受けて、パトロールや高齢者対策を
強化
・管路部事業所において、地区事故防止協
議会を３０回実施

・事故防止の取組を継続実施することにより、社員・工事受注者等
の事故防止に対する意識を醸成し、新規工事受注者等への指導
を実施した。
・しかし、2020年度においては、当社が工事監督補助業務を実施
している工事において、協力会社作業員の転落事故（右足かかと
骨折）が1件発生した。原因は受注者の墜落制止用器具の不使用
及び高年齢労働者に対する配慮不足が挙げられる。
・本社及び各事業所において、新型コロナ感染症対策して受注者
を除く形で、地区事故防止協議会を７回実施（７事務所　23事業
所）
・１０月以降はZoomを使用した地区事故防止協議会を実施した。
２３回（７事務所　２３事業所）

・重大事故を受けて、局が実施した緊急安全大
会とは別に、当該事務所以外も参加させ、再発
防止のための緊急会議を行い、事例の水平展
開を図った。
対応策として、①パトロールの頻度を強化。②
高年齢労働者の仕事内容について管理技術者
が確認。
・2020年度の事故対応を踏まえ重大事故防止
対策に取り組んでいく。
・大人数による、地区事故防止協議会を実施す
ることが困難なことから、当年度に引き続き、
ZOOMを活用した地区事故防止協議会を実施し
ていく。

・下水道局・ＴＧＳ部門安全心得を継続して
活用
・ＫＹ活動継続実施
・再委託業者への安全作業確認
・安全性の向上としてリスクアセスメント継
続
・施設部事業所において、局主催の工事等
工程調整会議に55回参加
・事故防止に関する教育を実施
・車両事故防止の強化

・KY活動に作業員の健康状態の確認を加え、安全対策の強化に
努めた。
・リスクアセスメントの評価・検証などを継続的に実施し、更なる危
険作業の見える化を行いリスク低減に努めた。
・工事等工程調整会議において、各工事の施工範囲、通行止めの
箇所、設備停止する機器等の情報を得て、それぞれの事業所の
設備点検の手順書などに反映し安全管理の徹底に努めた。
・従来は不安全行動等の防止対策として現場作業のOJTが中心
だったが、若手社員の増加に伴い、新たに各事業所でDVD等を用
いた基礎的な安全教育に関するOJTを実施するなど教育の充実
に努めた。
・全国交通安全運動（春・秋）の機会に車両事故防止の周知徹底
を図った。

・事故防止については、事故発生等の分析を通
じた業務改善が重要であるため、原因分析の実
施と再発防止策の周知徹底を図る。
・2020年度の取組を継続して実施し、引き続き
重大事故防止対策に取り組んでいく。

事故防止の取組の実
施

重大人身事故、重大物損事故及び第三者事故の件数
０件
・下水道局・ＴＧＳ部門安全心得を継続して活用
・作業前ＫＹ活動継続実施
・再委託業者への安全作業確認
・安全性の向上としてリスクアセスメント継続
・管路部事業所において、地区事故防止協議会を40回
実施
・施設部事業所において、局主催の工事等工程調整会
議に55回参加
・安全マニュアル（冊子）を新たに入社した経験の浅い
社員に向けて配布し、説明会や勉強会などを行い、受
注者指導に活用
・車両事故防止の強化

・安全管理講習会を11月13日に実施
・228名参加
・第一部では、危機管理広報事務所の代表取締役によ
る講演
・第二部では、設備・土木の職種別に分かれて演習。設
備は講習、土木はグループ討議

・前年度の取組を踏まえ、
改善実施
・事故防止に関する教育の
充実

有

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

３年後(2020年度)の到達目標に対する個別取組事項４項目のうち、3項目を達成した。
・局との役割分担を整理し、包括委託の導入に向けた体制準備をすることができた。
・重大事故等は、本プラン期間中（2018年度～2020年度）１件となったが、計画時の過去実績(2014年度～2016年度)を下回ることができた。

コロナ
影響

対応方針 団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・2020年度の目標を達成した。
・コロナ感染拡大により講習会の集合開
催が困難となる中、映像DVDやWebツー
ルを活用することで、安全管理に対する
意識啓発を確実に図った。

・2020年度の目標を達成できなかった。
・地区事故防止協議会や作業前ＫＹ活動
の着実な実施により、社員並びに工事
受注者の事故再発防止の意識強化向
上に努めた。
・リスクアセスメント実施による安全性の
向上を確実に実施した。

受託事業の着実な実施と効率的な事業執行 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京都下水道サービス株式会社 評価年度：2020年度

安定した下水道サービスの提供 第２期プランとの関係

・23区送泥・遠制ネットワークの一体的管理による効率的な事業執行に向け、局との役割分担を再検証
・下水道局が試行する新たな運営手法での業務実施に向けた体制準備
・重大人身事故、重大物損事故及び第三者事故の件数　０件
　　重大人身事故：重傷で休業30日以上　及び　死亡事故
　　重大物損事故：復旧に１日を超える事故
　　第三者事故：軽傷以上の事故
（過去実績）2014年度：３件 、2015年度：１件 、2016年度：０件

終了

・下水道局との定期的な意見交換の場である、「東京下
水道グループ連絡調整会議」を６回実施
・「ＴＧＳ官民連携手法調査・検討ＰＴ」を４回実施

・事業所安全衛生委員会（本社及び49事業所）12回実
施
・安全パトロール
　【ポンプ所、センター等現場事業所】　28回　22現場
　【中川建設発生土改良プラント】　12回　12現場
　【管路工事現場】　226回　686現場
・管路工事現場管理職夜間パトロール　５回実施
・工事事故防止対策強化月間管理職パトロール　２回
実施
・特別教育　180人受講

・2020年度の目標を達成した。
・東京下水道グループ連絡調整会議、
東京下水道グループ経営戦略会議を通
じて、十分に意見交換を行うことができ
た。
・包括委託の導入を踏まえ、条件整理や
課題抽出、技術開発などの検討を行うこ
とができた。

・2020年度の目標を達成した。
・安全安心の業務運営と危機管理の強
化を念頭に、的確に安全衛生委員会や
安全パトロールを実施した。
・安全パトロールを着実に実施し、社全
体で安全意識の向上に努めた。
・安全衛生法改正に伴う、「墜落制止器
具特別教育」について社員に受講させ、
安全管理措置の周知徹底を行うことが
できた。
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戦　略 ⑤／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑤

戦　　　　　　略 ⑤

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

共同開発の強化

・前年度の取組を踏
まえ、効率化、環境
性能や安全性の向
上、コスト削減効果等
が見込まれる新技術
の開発、開発技術の
改良・改善を実施
・研究・調査件数　85
件

・研究・調査件数 85
件

・パートナー企業や大学と協議・調整を進めるこ
とが出来、目標件数を達成する協定や委託契
約を締結することが出来た。

有

・引き続き、局や各工法協会などとの意見交換
を行い、現場ニーズや課題を踏まえた新規研究
テーマを抽出する。抽出したテーマについては、
実現可能性やビジネスモデル等を検討し、パー
トナー企業や大学と協議・調整を進め、研究・調
査を行う。

産業財産権出願

・出願件数
（累計）
529 件

出願件数
（累計）532件

・パートナー企業と共同開発や技術の改良・改
善を順調に進めることが出来、目標件数を上回
る出願件数につなげた。 　

・引き続き、新たな出願に向けてパートナー企業
と共同開発や技術の改良・改善を進める。

開発技術の普及拡大

・パートナーが実施す
る当該技術の普及活
動時に、ＴＧＳ関連技
術のＰＲを拡大して実
施
・前年度の取組を踏
まえ、近隣自治体等
に対するＴＧＳの開発
技術説明会の開催

・ホームページや下
水道展Ｗeb開催の機
会を通じてインター
ネットによる開発技術
のPR活動を実施し
た。
・新技術の導入支援
の取組を実施した。

・ホームページや下水道展Ｗeb開催を通じてイ
ンターネットによる開発技術のPR活動を実施し
た。パートナーが実施する自治体への普及活動
と近隣自治体の説明会は、コロナ禍における自
治体等の意向を考慮して延期とした。
・新技術のマニュアルや設計・積算資料を作成
し、関係機関への導入を支援することで採用を
働きかけるなど、開発技術の普及拡大に取り組
んだ。

有

・引き続き、局の政策連携団体活用戦略におけ
る「下水道事業運営に課題を抱える自治体への
支援などを行うことにより、東京ひいては日本の
下水道界を牽引」という方針に基づき、近隣自
治体等に対するTGSの開発技術のPRと導入支
援を行う。

産業財産権による収
入

・前年度の取組を踏
まえ、開発技術の改
良・改善を実施
・特許料等収入額　２
億円

・SPR工法等の開発
技術の改良・改善を
実施した。
・特許料等収入額
約2億2,000万円

・下水道事業の効率化、安全性の向上のため、
長年にわたり開発技術の改良・改善に努めてき
た。その結果、これらの開発技術の品質が認め
られ、全国で採用されるようになった。このこと
が目標を上回る特許料収入へとつながった。

　

・引き続き、共同開発や開発技術の改良・改善
を行い、開発技術の安全性とコスト削減効果を
高め、今後も下水道事業に貢献していく。

下水道事業の効率
化、環境性能や安全
性の向上、コスト削減
等に寄与する新技術
の開発

・ＡＩやＩｏＴなどの最新
技術の活用も含め、
効率化、環境性能や
安全性の向上、コスト
削減効果等が見込ま
れる新技術等を開発
する投資額
１億5,000 万円

新技術を開発する投
資額
1億6,000 万円

・パートナー企業や大学と新技術の開発等を進
め、今年度に必要な投資を行った。
・更なる効率化、環境性能や安全性の向上の実
現等に向け、ICTやAIなど最新技術を活用した
「管きょ劣化判定システム」や「次世代ポンプ運
転支援に向けた流入予測技術の開発」など、新
たにAIを活用した技術開発を開始した。

有

・引き続き、パートナー企業や大学と新技術の
開発等を進めて、共同開発や技術の改良・改善
を進める。
・新技術の開発により、コスト縮減や事業の効率
化などの効果を表していく。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

３年後（2020年度）の到達目標を大きく上回って達成した。
・産業財産権による収入は、３か年全て目標額を超えることができた。投資額については、設定した２か年において目標額を上回った。
・共同開発や産業財産権出願についても、個別に設定した目標件数を超えて、実施することができた。

コロナ
影響

対応方針個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

「経営改革プラン」評価シート

東京都下水道サービス株式会社 評価年度：2020年度

技術開発の推進と普及拡大 第２期プランとの関係

・2020年度の目標を概ね達成した。
・インターネットによる開発技術のPR活動
を積極的に実施した。また、新技術のマ
ニュアル等を整備することで導入を支援
し、開発技術の普及拡大に努めた。

・2020年度の目標を達成した。
・産業財産権の収入は、TGSの開発技術
が下水道事業に貢献し続けている事の表
れであり、経営面に貢献するだけでなく、
TGSの技術力のPRにもつながっている。

【共同開発の強化】【産業財産権出願】
・2020年度の目標を達成した。
・局やパートナー企業と連携した技術開発
を図り、きめ細かな進行管理を実施するこ
とで、目標値を達成する実績をあげた。

・2020年度の目標を達成した。
・パートナー企業や大学と連携し、効率
化、環境性能や安全性の向上、コスト縮
減効果等が見込まれる新技術等を開発
する委託等の投資額について目標値を達
成した。

下水道事業に貢献する技術力の向上・活用 戦略番号

・下水道事業の効率化、環境性能や安全性の向上、コスト削減等に寄与する新技術の開発　投資額　１億5,000万円
・産業財産権による収入の確保　２億円

終了

・研究・調査件数
87件

・出願件数
（累計）
522件

・特許料等収入額
約２億4,000万円

・新技術等を開発する
投資額
１億4,000万円

団体自己評価

・パートナーが実施す
る自治体への普及活
動時にＴＧＳ技術の説
明資料を作成するとと
もに、説明会に参画し
技術のＰＲに努めた。
・近隣自治体に対する
TGS開発技術の説明
会を実施した。

-230-



戦　略 ⑥／ 6

団体名：

経　営　課　題 ⑥

戦　　　　　　略 ⑥

３年後(2020年度)
の到達目標

コロナ影響

有

コンサルタント業務

・需要調査、受託資
格登録、体制の構
築、営業活動等

・東京都区部以外で初めて湯河原
町から処理場水質管理支援業務
を受託（6月23日契約締結）
・支援業務対応を18回実施

・需要調査・営業活動として自治体
等に対してヒアリングを実施
　12団体延べ14回

・新規受託に伴う体制の強化として、水質管理を中心とした課題解
決に向けた改善方法の提案や技術的サポートを行える体制を構
築し、湯河原町浄水センターに支援業務を実施した。
・国土交通省官民連携担当者に自治体等における民間委託の状
況について意見交換を実施をして動向を把握するとともに、自治
体等に対し需要調査や湯河原町支援業務内容のPR及び営業活
動を合わせて行った。
・コロナの影響で訪問できない自治体等もあり、メールや電話等で
工夫しながら調査を実施した。

有

・湯河原町の支援業務を通じて得ら
れた課題や要望などを踏まえ、業務
拡大を提案していく。
・下水処理場の維持管理に関する技
術的支援業務の新規受注を見込み、
継続的に需要調査を実施する。

水再生センターの運
営業務

・他都市の委託実施
に対する技術提案に
向けた調査

・技術提案に向けた調査として自
治体等に対してヒアリングを実施
　9団体延べ11回

・国土交通省官民連携担当者に自治体等における民間委託の状
況について意見交換を実施するなど、動向を把握しながら技術提
案に向けた調査を実施した。
・コロナの影響で訪問できない自治体等もあり、メールや電話等で
工夫しながら調査を実施した。 有

・他都市の委託実施に対する技術提
案に向けた調査をとおして、コンサル
タント業務に活かせる内容だったので
統合し進めていく。

資格試験準備講習及
び資格更新講習業務
を通して全国の排水
設備工事責任技術者
を育成

22団体
24,000千円

・排水設備工事責任技術者試験及
び更新講習業務の受託事業を18
団体に加え、5団体に対し排水設
備工事責任技術者試験前講習の
自主事業を実施
計23団体
25,500千円

・コロナ禍にあっても、受託事業に対するこれまでの信頼関係と実
績に基づき、各県下水道協会からの開催要望は強く、一部を自宅
学習方式に切り替えたものの、受託事業を18団体に対し実施でき
た。
・自主事業については、各県下水道協会に対して積極的に事業
PRを行った結果、予定より1団体多い5団体に対し実施できた。
　開催にあたっては、三密回避など必要となる感染防止対策や、
想定される問題点と対応策を整理した講習会実施方針を定めるな
ど、十分な準備を行った。

有

・引き続き各県下水道協会からの受
託事業とＴＧＳ自主事業の継続及び
拡大を進めていく。

下水道台帳情報シス
テム関連業務

・20市町（東京都区部
以外）
50,000千円
・需要調査、参加資
格登録等（他都市）

・19市町（東京都区部以外）事業収
入57,735千円
・多摩地域14市町への台帳システ
ムの機能拡張PR及び営業活動（8
月）、操作説明会(9月)、改善報告
会(3月）実施
・需要調査、入札参加条件等の調
査実施（10団体）
・熊本市に対して台帳システムを
活用した管路内調査等に関する説
明を実施(7月)
・熊本市と共同研究の協定締結及
び調印式実施(10月20日)
・千葉県香取市と新たにデータ入
力業務を契約（11月27日）

・多摩14市町について、台帳システム契約継続に向けた営業活動
を行った結果、要望が多かった台帳システムの操作説明会を実施
した。また、11月には様々な意見を反映した改善報告会を実施し
た。
・下水道台帳ｼｽﾃﾑ等の委託発注を公募している自治体(10団体)
の入札参加条件等を調査を実施し、自治体によって条件が多様で
あることを確認した。
（埼玉県流域、愛知県春日井市、兵庫県姫路市、島根県松江市、
大阪府貝塚市、大阪府富田林市、和歌山県かつらぎ町、沖縄市、
札幌市、那覇市）
・熊本市とは、当社と台帳システムの基本ソフトが共通していたこ
とから、台帳システムを活用した共同研究(熊本市における効率的
な下水道管路内調査に関する共同研究)につながった。

有

・多摩14市町など顧客との信頼関係
を保ちつつ、下水道ストックマネジメン
トに関わる当社台帳システムの機能
提案を行い、収益の確保に努める。
・熊本市との共同研究（R2～R3年度）
を進めていく。
・今後も基本ソフトが共通する団体を
対象に、参加資格登録等の調査（他
都市）を行うとともに、熊本市との共
同研究成果をPRしていく。

国際展開業務

・技術支援（運転管理
の支援）
（累計）133,000千円

・技術支援（ランガット）
（累計）65,900千円
・台湾企業とのHAST-eに関するラ
イセンス契約締結（6/25）
 ※HAST-e：TGSと民間企業で開
発した下水道管路内作業のより一
層の安全性向上を図る新しい換気
システム

・マレーシア国ランガット下水処理場の建設工事が完了し、5月より
総合試運転及び運転維持管理準備に関する技術支援を実施して
いく段階となった。
・しかし、新型コロナウィルス感染症の世界的な拡大に伴うマレー
シア政府の入国制限により、現地への出張ができない状況となっ
たことから、マレーシア現地企業との合意の下にメールや電話等
による情報分析や助言、報告等に切り替えて技術支援を行った。
そのため実施済み業務の対価の支払いについて調整中である。
・6月に台湾におけるHAST-eの販売・レンタル事業に関するライセ
ンス契約を台湾の企業と締結した。11月には、製品５台の輸送が
完了し、台湾での販売・レンタル事業が開始された。

有

（技術支援：ランガット）
・実施済み業務の対価支払いについ
てマレーシア現地企業側と引き続き
調整を行う。
・今後の運転維持管理に関する技術
支援について現地企業と内容及びス
ケジュール調整を行い、研修用テキ
スト等の準備を進める。
（個別技術の海外展開）
引き続き、台湾企業 NO DIG社や国
内パートナー企業と連携し、普及拡大
に努める。

実績(2020年度末時
点)及び要因分析

外的要因を除いて、３年後（2020年度）の到達目標を達成した。
・東京都区部以外からの事業収入は、営業活動とこれまでの実績とにより、３か年全てで目標を達成することができた。プラン期間中に沖縄県、千葉県香取市等から新規受注を獲得し、熊本市と共同研究の協
定を締結した。
・国際展開業務については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で業務実施方法が変更となり、対価の支払いについて調整が必要となったため事業収入額は３年後の到達目標を下回った。しかしながら、
技術支援を着実に実施したことで、下水処理場総合試運転等のプロジェクト自体の目標は達成された。また、海外において個別技術（水面制御装置、換気システム）の普及拡大に向けた実績をあげることがで
きた。

コロナ
影響

対応方針

①15市町(多摩)
事業収入60,148千円（年度目標の120％）
・府中市において新たな業務を受託（データ入力業務）
②東京都以外の自治体に当システムをPR及び営業活
動
・自社開発したシステム（広域検索機能）について、千葉
市と新たに契約
・千葉県香取市のシステム更新を新たに受託
③東京都以外の６道県の８市において需要調査を実施
④14都府県の17市の参加資格登録要件等の調査を実
施

①技術支援（ランガット）
（累計）64,600千円
②（個別技術の海外展開）
・水面制御装置の欧州における普及拡大として、新たに
イギリスにおいて試験的に設置した。(５月)

団体自己評価個別取組事項
2019年度

実績
2020年度

計画
2020年度

実績
要因分析

・法令等最新情報の導入や講師人材への内部養成研
修の実施など、随時、講習内容に対するブラッシュアッ
プを行ったことでＴＧＳに対する評価が高まり、排水設備
工事責任技術者試験及び更新講習業務の受託事業を
18団体に加え、４団体に対し排水設備工事責任技術者
試験前講習の自主事業を実施
計22団体
約24,000千円

・2020年度の目標を達成した。
・予定していた22団体より1団体(沖縄県)多い
23団体に対し事業を実施した。

・2020年度の目標を達成した。
・操作説明会や改善報告会を実施することで、
顧客との信頼関係を保ち、2020年度の事業収
入目標を達成した。
・熊本市と共同研究の協定締結。
・千葉県香取市と新たにデータ入力業務を契
約。

・2020年度の目標を概ね達成した。
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響で業
務実施方法が変更となり、対価の支払いにつ
いて調整が必要となったため2020年度の累計
金額は目標額を下回っているが、技術支援は
現地企業とメールや電話等で着実に実施する
ことで下水処理場総合試運転及び運転維持管
理準備というプロジェクト自体の今年度の目標
は達成された。
・HAST-eの販売・レンタル事業に関するライセ
ンス契約を台湾の企業と締結し、新たに台湾
国において、普及拡大に取り組んだ。

・東京都区部以外からの事業収入 71,000千円
・国際展開業務の事業収入（累計） 133,000千円（マレーシア国ランガット地区プロジェクト）

見直し 1

・建設コンサルタント資格登録を完了
・コンサルタント業務開始に向け、多摩地域及び近隣自
治体等９か所延べ11回にわたり需要調査を実施
近隣自治体８か所　10回
関連団体１か所　１回
・下水処理場の運転管理に関する技術支援業務の2020
年度の受託に向け、神奈川県湯河原町と調整を進め
た。
・技術士　合格者1名（社全体33名）
・ＲＣＣＭ  合格者3名（社全体８名）
・水再生センター運営業務の受注方針策定に向け、多
摩地域及び自治体等８か所延べ14回にわたり需要調査
を実施
自治体５か所　11回  関連団体３か所　３回
・国内外情報収集
包括的民間委託に関するシンポジウム参加
「水道事業の持続を支えるこれからの公民連携の在り
方」カンファレンス参加

・2020年度の目標を達成した。
・需要調査、受託資格登録、体制の構築、営業
活動等を実施することができた。
・東京都区部以外への事業展開として、湯河
原町から下水処理場の維持管理に関する技術
的支援業務を受託することができた。

・2020年度の目標を達成した。
・他都市の委託発注に備え、技術提案のため
の調査を実施することができた。

東京都区部以外への事業展開 戦略番号

「経営改革プラン」評価シート

東京都下水道サービス株式会社 評価年度：2020年度

事業戦略の見直し 第２期プランとの関係
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団体名： 東京都下水道サービス株式会社 評価年度：2020年度

「経営改革プラン」評価シート

一次評価(所管局評価)

◇戦略① 人材の確保育成と技術継承について
　全４項目について、2020年度計画に掲げた指標や取組を達成しているとともに、指標を大きく上回った項目もあり、３年後の到達目標を大きく上回って達成して
いる。

◇戦略② コーポレートガバナンス体制の強化について
　全２項目について、2020年度計画に掲げた指標や取組を達成しており、３年後の到達目標を着実に達成している。

◇戦略③ 利益剰余金の活用と資金運用方法の見直しについて
　全３項目について、2020年度計画に掲げた指標や取組を達成しており、３年後の到達目標を着実に達成している。

◇戦略④ 受託事業の着実な実施と効率的な事業執行について
　全４項目中３項目について、2020年度計画に掲げた指標や取組を達成しているとともに、新型コロナウイルス感染症予防の観点から、ＤＶＤやＷｅｂを活用した
安全管理講習会・事故防止協議会を実施するなど、３年後の到達目標を着実に達成している。
　なお、目標に到達しなかった項目は、「事故防止の取組の実施」（重大事故１件（目標０件））であるが、2018・2019年度の重大事故は０件であり、今回の事案
についても、再発防止の緊急会議を行い、事例の水平展開を図るなど、再発防止に向けた対応策を早期に実施している。

◇戦略⑤ 下水道事業に貢献する技術力の向上・活用について
　全５項目について、2020年度計画に掲げた指標や取組を達成しているとともに、指標を大きく上回った項目もあり、３年後の到達目標を大きく上回って達成して
いる。

◇戦略⑥ 東京都区部以外への事業展開について
　全５項目中４項目について、2020年度計画に掲げた指標や取組を達成しているとともに、処理場水質管理支援業務において新規の受注を獲得するなど、３年後の
到達目標を着実に達成している。
　なお、目標に到達しなかった項目は、「国際展開業務」(ランガットにおける技術支援0.66億円(目標1.33億円))であるが、未達要因は新型コロナウイルス感染症
拡大による相手国の入国制限等によるものであり、また下水処理場総合試運転等のプロジェクト自体の目標は達成している。一方、ＨＡＳＴ-ｅ（新換気システ
ム）に関するライセンス契約を台湾企業と新たに締結するに至った。

【総括】
　下水道事業を支える重要なパートナーである東京都下水道サービス（株）（ＴＧＳ）は、下水道局と一体的に事業運営を行っており、24時間365日、下水道施設
の維持管理業務等を実施することで、下水道サービスを効率的・安定的に提供した。また、下水道整備の長い歴史において、局とＴＧＳが協働し、困難な課題を克
服しながら培ってきた東京下水道の高度な技術力により、国直轄事業が存在しない日本の下水道界を牽引しているとともに、世界の水環境の改善や日本の産業力の
強化に貢献するために東京下水道の技術を海外展開している。
　こうした中、ＴＧＳは、保有する東京下水道の技術・ノウハウを活かし、一部では新型コロナウイルス感染症の影響を受けつつも、経営改革プランに掲げたそれ
ぞれの戦略について、積極的かつ最大限に取組を進めた。
　特に、将来のＴＧＳの自立的な事業運営にとって重要な要素である人材の確保育成、技術力向上に資する項目において、計画を大きく上回る成果を上げている。
　以上のことから、①から⑥の戦略について総合的に考慮すると、局としては、2020年度計画に掲げた指標や取組及び３年後の到達目標を着実に達成していると評
価する。
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